
財務部
所管課 事業名 章 節 所管課 事業名 章 節 所管課 事業名 章 節

秘書室 所沢市表彰事業 8 3 ＩＴ推進課 全庁ネットワークパソコン整備事業 8 1 財政課 中長期財政計画管理事業 8 2

企画総務課 人権啓発推進事業 1 3 ＩＴ推進課 行政情報化推進事業 8 1 財政課 予算編成・執行管理事務 8 2

企画総務課 ユニバーサルデザイン推進事業 1 3 ＩＴ推進課 全庁ネットワーク運用管理事業 8 1 財政課 ふるさと応援寄付推進事業 8 2

企画総務課
第４次所沢市男女共同参画計画策定
事業

1 4 ＩＴ推進課 情報セキュリティ対策推進事業 8 1 財政課 財政情報公開事業 6 2

企画総務課 男女共同参画啓発･普及事業 1 4 ＩＴ推進課 サーバ集約化事業 8 1 管財課 低公害車導入事業 6 1

企画総務課 平和推進事業 1 5 総務部 管財課 市庁舎管理事業 8 1

企画総務課 東西連絡道路整備事業 7 1 所管課 事業名 章 節 管財課 市庁舎修繕事業 8 1

企画総務課 地域公共交通検討事業 7 4 文書行政課 集中文書庫整備事業 8 － 管財課 ＰＣＢ含有物廃棄処分事業 8 1

企画総務課 都市高速鉄道12号線導入促進事業 7 4 文書行政課 文書管理事務 8 － 管財課
市庁舎施設整備事業（受変電設備等
改修工事）

8 2

企画総務課 所沢ブランド推進事業 重点4 1 文書行政課 例規システム運用管理委託事業 8 1 管財課 私有地財産活用事業 8 2

企画総務課
東京オリンピック・パラリンピック推進
事業

重点4 3 危機管理課 消防団の装備充実事業 2 1 市民税課 税証明コンビニ交付サービス事業 8 2

企画総務課 婚活推進事業 重点4 3 危機管理課 総合防災訓練事業 2 1 市民税課 軽自動車税賦課事務 8 2

男女共同参画推進セン
ターふらっと

男女共同参画推進センターふらっと運
営事業

1 4 危機管理課 自主防災組織育成事業 2 1 市民税課 個人市民税・県民税賦課事務 8 2

男女共同参画推進セン
ターふらっと

女性の生き方に関する相談事業 1 4 危機管理課
消防車両更新整備事業（消防団車両
のみ）

2 1 市民税課 法人市民税課税事務 8 2

男女共同参画推進セン
ターふらっと

ふらっと企画講座実施事業 1 4 危機管理課 消防団入団促進事業 2 1 市民税課 事業所税課税事務 8 2

経営企画課 私立学校誘致推進事務 4 2 危機管理課 防災備蓄倉庫更新事業 2 1 市民税課 たばこ税対策協議会補助金

経営企画課 旧市役所庁舎跡地等活用事業 7 2 危機管理課 避難行動要支援者支援事業 2 1 市民税課 租税教育推進協議会事務

経営企画課 第６次所沢市総合計画策定事業 8 1 危機管理課 防災行政無線整備・管理事業 2 1 収税課
収納率向上対策事業（自動音声電話
催告システム事業）

8 2

経営企画課 公共施設マネジメント推進事業 8 1 危機管理課 応急物資備蓄・保守事業 2 1 市民部
経営企画課 行政経営推進事業 8 1 危機管理課 耐震性貯水槽管理事業 2 1 所管課 事業名 章 節

経営企画課 所沢市マネジメントシステム推進事業 8 1 危機管理課 空き家利活用等ワンストップ相談事業 2 3 文化芸術振興課 国際交流フォーラム開催支援事業 1 5

経営企画課
「未来（あす）を見つめ、今を動く」政策
形成事業

8 1 危機管理課 地域安全活動推進事業 2 3 文化芸術振興課 国際友好委員会交付金 1 5

経営企画課 ダイアプラン推進事業 8 1 危機管理課 防犯協会交付金 2 3 文化芸術振興課 国際交流推進事業 1 5

経営企画課 補助金等審査委員会事務 8 2 危機管理課 空き家対策事業 2 3 文化芸術振興課 海外都市学生交流事業 1 5

経営企画課 総合計画実施計画策定・管理事業 8 3 職員課 職員採用事務 8 1 文化芸術振興課 市民文化センター管理運営事業 4 5

経営企画課 所沢市自治基本条例推進事業 8 3 職員課 職員研修事業 8 1 文化芸術振興課 一人一芸チャレンジ事業 4 5

経営企画課
COOL　JAPAN　FOREST構想推進事
業

重点4 2 職員課 こころの健康相談事業 8 1 文化芸術振興課 市民文化フェア開催支援事業 4 5

経営企画課 地方版総合戦略推進事業 重点4 4 職員課 福利厚生委員会事務 8 1 文化芸術振興課 親子音楽鑑賞教室開催事業 4 5

広報課 広報紙発行事業 8 3 職員課 年末調整業務委託事業 8 1 文化芸術振興課 文化活動支援事業 4 5

広報課 ホームページ運用事業 8 3 文化芸術振興課 「文芸所沢」発行事業 4 5

広報課 メール配信事業 8 3 文化芸術振興課 音楽活動支援事業 4 5

広報課 広報ＣＡＴＶ番組制作・放映事業 8 3 文化芸術振興課 文化芸術活動支援補助事業 4 5

経営企画部



所管課 事業名 章 節 所管課 事業名 章 節 所管課 事業名 章 節

文化芸術振興課 文化団体援助事業 4 5 吾妻まちづくりセンター 地域づくり支援事業 1 1 市民相談課 個人情報保護制度推進事業 8 1

文化芸術振興課
所沢駅東口市民ギャラリー管理運営
事業

4 5 吾妻まちづくりセンター 公民館主催事業 4 4 市民相談課 会議の公開制度推進事業 8 3

文化芸術振興課 所沢市民文化センター改修事業 8 1 吾妻まちづくりセンター 公民館施設提供事業 4 4 市民相談課 市政情報センター運営事業 8 3

文化芸術振興課 音楽のあるまちづくり推進事業 重点4 1 吾妻まちづくりセンター 一般窓口事務 8 1 市民相談課 情報公開制度推進事業 8 3

文化芸術振興課 「空飛ぶ音楽祭」開催事業 重点4 1 柳瀬まちづくりセンター 地域づくり支援事業 1 1 市民相談課 市民相談事業 8 3

地域づくり推進課 自治会等応援事業 1 1 柳瀬まちづくりセンター 公民館主催事業 4 4 市民相談課 市長の”こんにちは訪問”事業 8 3

地域づくり推進課 コミュニティ活動推進事業 1 1 柳瀬まちづくりセンター 公民館施設提供事業 4 4 市民相談課 個別広聴事業 8 3

地域づくり推進課 コミュニティ助成事業 1 1 柳瀬まちづくりセンター 一般窓口事務 8 1 市民相談課 市政懇談会開催事業 8 3

地域づくり推進課 地域集会施設維持管理費補助事業 1 1
三ケ島まちづくりセン
ター

地域づくり支援事業 1 1 市民課 国民年金啓発事業 3 5

地域づくり推進課 所沢市自治連合会補助事業 1 1
三ケ島まちづくりセン
ター

公民館主催事業 4 4 市民課
住記系システム（年金システム）改修
事業

3 5

地域づくり推進課 行政協力委員支援事業 1 1
三ケ島まちづくりセン
ター

公民館施設提供事業 4 4 市民課 斎場維持管理事業 6 3

地域づくり推進課 紡ごう絆 地域応援事業 1 1
三ケ島まちづくりセン
ター

一般窓口事務 8 1 市民課 住民窓口業務 8 1

地域づくり推進課 市民フェスティバル開催支援事業 1 2
新所沢まちづくりセン
ター

地域づくり支援事業 1 1 市民課 所沢市パスポートセンター事業 8 1

地域づくり推進課 市民活動支援事業 1 2
新所沢まちづくりセン
ター

公民館主催事業 4 4 市民課 個人番号カード交付事業 8 1

地域づくり推進課 コミュニティ施設（指定管理）管理事業 1 2
新所沢まちづくりセン
ター

公民館施設提供事業 4 4 市民課 住民記録システム等改修事業 8 1

地域づくり推進課 コミュニティ施設（直営）管理運営事業 1 2
新所沢まちづくりセン
ター

一般窓口事務 8 1 交通安全課 交通安全教育推進事業 2 4

松井まちづくりセンター 地域づくり支援事業 1 1
新所沢東まちづくりセン
ター

地域づくり支援事業 1 1 交通安全課 交通安全運動推進事業 2 4

松井まちづくりセンター 松井公民館主催事業 4 4
新所沢東まちづくりセン
ター

公民館主催事業 4 4 交通安全課 自転車駐車場整備事業 2 4

松井まちづくりセンター 松井公民館施設提供事業 4 4
新所沢東まちづくりセン
ター

公民館施設提供事業 4 4 交通安全課 放置自転車対策事業 2 4

松井まちづくりセンター 一般窓口事務 8 1
新所沢東まちづくりセン
ター

一般窓口事務 8 1 交通安全課 交通遺児対策事業 2 4

富岡まちづくりセンター 地域づくり支援事業 1 1 所沢まちづくりセンター 地域づくり支援事業 1 1 交通安全課 交通災害共済事業 2 4

富岡まちづくりセンター 公民館主催事業 4 4 所沢まちづくりセンター 公民館主催事業 4 4 交通安全課 交通バリアフリー推進事業 7 4

富岡まちづくりセンター 公民館施設提供事業 4 4 所沢まちづくりセンター 公民館施設提供事業 4 4 交通安全課 西所沢駅西口開設推進事業 7 4

富岡まちづくりセンター 一般窓口事務 8 1 所沢まちづくりセンター 一般窓口事務 8 1 交通安全課 市内循環バス（ところバス）運行事業 7 4

小手指まちづくりセン
ター

地域づくり支援事業 1 1 並木まちづくりセンター 地域づくり支援事業 1 1 福祉部
小手指まちづくりセン
ター

公民館主催事業 4 4 並木まちづくりセンター 公民館主催事業 4 4 所管課 事業名 章 節

小手指まちづくりセン
ター

公民館施設提供事業 4 4 並木まちづくりセンター 公民館施設提供事業 4 4 生活福祉課 生活困窮者自立促進支援事業 3 5

小手指まちづくりセン
ター

小手指公民館分館施設提供事業 4 4 並木まちづくりセンター 一般窓口事務 8 1 生活福祉課
生活保護受給者に対する就労支援事
業

3 5

小手指まちづくりセン
ター

一般窓口事務 8 1 市民相談課 消費者相談事業 2 5 生活福祉課 行旅病人及び行旅死亡人取扱事務 3 5

山口まちづくりセンター 地域づくり支援事業 1 1 市民相談課 計量検査事業 2 5 生活福祉課 生活保護扶助事業 3 5

山口まちづくりセンター 公民館主催事業 4 4 市民相談課 消費生活に関する表示の適正化事業 2 5 生活福祉課 福祉資金貸付事業 3 5

山口まちづくりセンター 公民館施設提供事業 4 4 市民相談課 消費生活啓発事業 2 5 生活福祉課 中国残留邦人等地域生活支援事業 3 5

山口まちづくりセンター 一般窓口事務 8 1 市民相談課 市民保養施設利用事業 3 6 障害福祉課 外出援助事業 3 4



所管課 事業名 章 節 所管課 事業名 章 節 所管課 事業名 章 節

障害福祉課 地域生活支援事業 3 4 高齢者支援課 生活支援体制整備事業 3 3 こども支援課 子ども医療費助成事業 3 2

障害福祉課 重度心身障害児等医療費助成事業 3 4 高齢者支援課
一人暮らし高齢者等緊急通報システ
ム事業

3 3 こども支援課 ひとり親家庭等の医療費助成事業 3 2

障害福祉課
重度障害者居宅改善整備費補助事
業

3 4 高齢者支援課 徘徊高齢者家族支援事業 3 3 こども支援課 児童手当支給事業 3 2

障害福祉課 重度心身障害福祉手当事業 3 4 高齢者支援課 高齢者みまもり相談員設置事業 3 3 こども支援課 ファミリーサポート事業 3 2

障害福祉課 障害児（者）生活サポート事業 3 4 高齢者支援課 高齢者配食サービス事業 3 3 こども支援課 児童扶養手当支給事業 3 2

障害福祉課 補装具交付等自己負担金補助事業 3 4 高齢者支援課 救急医療情報キット普及事業 3 3 こども支援課 ひとり親家庭自立支援事業 3 2

障害福祉課 補装具費支給事業 3 4 高齢者支援課 ねたきり老人等介護者手当支給事業 3 3 こども支援課 児童家庭相談事業 3 2

障害福祉課 障害福祉サービス事業 3 4 高齢者支援課 在宅介護者リフレッシュ事業 3 3 こども支援課 幼児発達支援事業 3 2

障害福祉課 難病患者見舞金支給事業 3 4 介護保険課
高齢者福祉施設整備費補助事業（地
域密着型サービス）

3 3 こども支援課 地域子育て支援拠点事業 3 2

障害福祉課 障害者緊急通報システム整備事業 3 4 介護保険課
介護保険通知書等封入封緘等業務
委託事業

3 5 こども支援課 児童虐待防止対策事業 3 2

障害福祉課 市立グループホーム運営事業 3 4 介護保険課 介護認定審査会事業 3 5 こども支援課 奨学金事業 4 2

障害福祉課 障害者通所施設運営事業 3 4 介護保険課 介護保険訪問調査事業 3 5 こども福祉課
こども支援センター
運営事業（発達支援）

3 2

障害福祉課 障害者人権擁護事業 3 4 介護保険課 介護保険料賦課徴収事業 3 5 こども福祉課 かしの木学園運営事業 3 2

障害福祉課 障害者地域生活基盤整備促進事業 3 4 介護保険課 紙おむつ給付事業 3 5 こども福祉課 発達障害児等子育て応援事業 3 2

障害福祉課 グループホーム利用促進事業 3 4 介護保険課 介護相談員派遣事業 3 5 こども福祉課 障害児通所支援事業 3 2

障害福祉課 障害者就労支援事業 3 4 介護保険課 介護保険低所得者助成事業 3 5 こども福祉課 障害児相談支援事業 3 2

障害福祉課
個人番号制度対応事業（障害福祉シ
ステム改修事業）

8 1 介護保険課
介護予防・日常生活支援総合事業高
額負担軽減事業

3 5 こども福祉課 レスパイトケア事業 3 4

高齢者支援課 いきいき健康体操教室事業 3 3 介護保険課
重度ALS患者入院コミュニケーション
支援事業

3 5 こども福祉課 介護給付費事業（障害児） 3 4

高齢者支援課 地域包括支援センター運営事業 3 3 地域福祉センター 地域福祉推進事業 3 1 こども福祉課 障害児地域生活支援事業 3 4

高齢者支援課 介護予防普及啓発事業 3 3 地域福祉センター 成年後見制度推進事業 3 1 こども福祉課 身体障害児補装具費支給事業 3 4

高齢者支援課 地域介護予防活動支援事業 3 3 地域福祉センター 社会福祉協議会補助金 3 1 こども福祉課 難聴児補聴器購入費助成事業 3 4

高齢者支援課
介護予防・日常生活支援サービス事
業

3 3 地域福祉センター
民生委員・児童委員及び協議会活動
推進事業

3 1 こども福祉課 自立支援医療給付事業（育成医療） 3 4

高齢者支援課 公衆浴場老人入浴料金助成事業 3 3 地域福祉センター こどもと福祉の未来館管理運営事業 3 1 松原学園 松原学園運営事業 3 2

高齢者支援課 敬老行事開催支援事業 3 3 地域福祉センター
成年後見制度市長による審判請求事
業

3 1 青少年課
放課後児童健全育成事業（民設民営
児童クラブ）

3 2

高齢者支援課
公益社団法人所沢市シルバー人材セ
ンター補助金

3 3 こども未来部 青少年課 児童クラブ運営事業 3 2

高齢者支援課 長生クラブ支援事業 3 3 所管課 事業名 章 節 青少年課 児童クラブ施設整備事業 3 2

高齢者支援課 高齢者スポーツ大会等開催事業 3 3 こども政策課 教育・保育施設等整備事業 3 2 青少年課 児童館運営事業 3 2

高齢者支援課 高齢者大学開催事業 3 3 こども政策課
子ども・子育て支援事業計画推進事
業

3 2 青少年課
放課後こども健全育成基本方針推進
事業

3 2

高齢者支援課 高齢者交流・研修支援事業 3 3 こども支援課 女性保護事業 1 4 青少年課 放課後子ども総合プラン推進事業 3 2

高齢者支援課 老人福祉センター等運営事業 3 3 こども支援課 病児・病後児保育事業 3 2 青少年課 放課後児童クラブ子育て支援事業 3 2

高齢者支援課
高齢者福祉施設整備費補助事業（ス
プリンクラー設置補助）

3 3 こども支援課 一般型一時預かり事業 3 2 青少年課 子ども広場設置・整備費補助金 3 2

高齢者支援課 在宅医療・介護連携推進事業 3 3 こども支援課
こども支援センター運営事業（子育て
支援）

3 2 青少年課 「家庭の日」推進事業 4 3

高齢者支援課 認知症施策推進事業 3 3 こども支援課 ところっこ子育てサポート事業 3 2 青少年課 青少年育成所沢市民会議交付金 4 3



所管課 事業名 章 節 所管課 事業名 章 節 所管課 事業名 章 節

青少年課 青少年健全育成広報・啓発活動事業 4 3 健康管理課 結核検診事業 3 6 環境対策課 河川浄化団体補助金 6 1

青少年課 ふれあいタウン事業 4 3 健康管理課 こころの健康づくり普及啓発事業 3 6 環境対策課 大気規制対象事業所検査事業 6 3

青少年課 青少年育成推進員協議会事業 4 3 健康管理課 精神保健事業 3 6 環境対策課 大気汚染状況の常時監視事業 6 3

青少年課 青少年相談員協議会補助金 4 3 健康管理課 自殺防止対策にかかる啓発事業 3 6 環境対策課
有害大気汚染物質等モニタリング調
査事業

6 3

保育幼稚園課 保育園施設改修・改築事業 3 2 健康づくり支援課 介護予防事業 3 5 環境対策課 水質規制対象事業所検査事業 6 3

保育幼稚園課
私立幼稚園預かり保育補助金交付事
業

3 2 健康づくり支援課 健康づくり推進事業 3 6 環境対策課
公共用水域等汚濁状況の常時監視
事業

6 3

保育幼稚園課
育児休業復帰後特別預かり事業費補
助金交付事業

3 2 健康づくり支援課 食育推進事業 3 6 環境対策課
地下水の水質汚濁状況の常時監視
事業

6 3

保育幼稚園課 保育園給食調理業務委託事業 3 2 健康づくり支援課 食生活改善推進事業 3 6 環境対策課
ダイオキシン類による汚染状況の常
時監視事業（大気、水質及び土壌等）

6 3

保育幼稚園課
特定教育・保育施設等保育の質改善
費補助事業

3 2 健康づくり支援課 成人健康教育事業 3 6 環境対策課
放射性物質による環境汚染の監視・
対処事業

6 3

保育幼稚園課 障害児保育事業 3 2 健康づくり支援課 成人健康相談事業 3 6 環境対策課 公害等苦情相談事業 6 3

保育幼稚園課 幼稚園就園奨励事業 4 2 健康づくり支援課 妊娠・出産つづけてサポート事業 3 6 生活環境課
「環境美化の日」市内一斉美化清掃
活動事業

6 1

保育幼稚園課
私立幼稚園健康管理・環境整備補助
事業

4 2 健康づくり支援課 成人健康教育事業 3 6 生活環境課 環境推進員活動促進事業 6 1

健康づくり支援課 産後ケア事業 3 6 生活環境課 あき地の雑草除去指導事業 6 3

所管課 事業名 章 節 健康づくり支援課 不妊検査費助成事業 3 6 生活環境課 一般家庭生活廃水くみ取り事業 6 3

保健医療課 所沢市保健医療計画推進事業 3 6 健康づくり支援課 乳幼児発育・発達相談事業 3 6 生活環境課 犬の登録・狂犬病予防注射管理事業 6 3

保健医療課 歯科診療所事業 3 6 健康づくり支援課 母子保健相談指導事業 3 6 生活環境課 歩きたばこ等防止啓発事業 6 3

保健医療課 小児科救急医療病院群輪番制事業 3 6 健康づくり支援課 乳児家庭全戸訪問事業 3 6 みどり自然課 みどりの基本計画推進事業 6 2

保健医療課 在宅当番医制実施事業 3 6 健康づくり支援課 母子保健地域活動事業 3 6 みどり自然課 緑地管理整備推進事業 6 2

保健医療課
所沢地区病院群輪番制病院運営事
業

3 6 健康づくり支援課 幼児の育成指導事業 3 6 みどり自然課 里山保全地域等指定整備事業 6 2

国民健康保険課 ジェネリック医薬品利用促進事業 3 5 健康づくり支援課 母子歯科保健指導事業 3 6 みどり自然課 保存樹木等指定促進事業 6 2

国民健康保険課 レセプト点検体制充実・強化事業 3 5 健康づくり支援課 機能訓練事業 3 6 みどり自然課 狭山湖周辺人道橋整備事業 6 2

国民健康保険課 総合健康診断（人間ドック）補助事業 3 5 健康づくり支援課 訪問指導事業 3 6 みどり自然課 所沢市みどりの基本計画策定事業 6 2

国民健康保険課 特定健康診査等実施事業 3 5 健康づくり支援課 8020運動推進事業（よい歯の表彰） 3 6 みどり自然課 みどりの街並み創出事業 6 2

国民健康保険課 健康診査等実施事業 3 5 健康づくり支援課 乳幼児健康診査事業 3 6 みどり自然課 ふるさとのみどり啓発事業 6 2

国民健康保険課 生活習慣病重症化予防対策事業 3 5 健康づくり支援課 妊婦健康診査事業 3 6 みどり自然課 みどりのパートナー活動推進事業 6 2

国民健康保険課 健康診査実施事業 3 5 資源循環推進課 集団資源回収報償金交付事業 6 4

国民健康保険課 総合健康診断（人間ドック）補助事業 3 5 所管課 事業名 章 節 資源循環推進課 食品ロスゼロのまち促進事業 6 4

健康管理課 精神障害者アウトリーチ支援事業 3 4 環境政策課 環境基本計画推進事業 6 － 資源循環推進課
トコとん資源化推進事業（雑がみ回収
推進事業）

6 4

健康管理課 精神障害者等一時宿泊事業 3 4 環境政策課 マチごとエコタウン所沢構想推進事業 6 －
資源循環推進課
・リサイクルふれあい館

古着・単一素材プラスチック等リサイ
クル事業

6 4

健康管理課 がん検診事業 3 6 環境政策課
所沢市環境基本計画（第３期）策定事
業

6 1 資源循環推進課 一般廃棄物運搬・処分業務委託事業 6 4

健康管理課 各種予防接種事業 3 6 環境政策課 温暖化対策事業 6 1 資源循環推進課
（仮称）第２一般廃棄物最終処分場整
備事業

6 4

健康管理課 成人歯科検診事業 3 6 環境政策課 環境学習推進事業 6 1 資源循環推進課 一般廃棄物収集運搬業務委託事業 6 4

健康管理課 骨粗しょう症検診事業 3 6

健康推進部

環境クリーン部



所管課 事業名 章 節 所管課 事業名 章 節 所管課 事業名 章 節

資源循環推進課 し尿処理施設運営管理事業 6 4 産業振興課 職業訓練法人補助金 5 5 農業振興課 環境にやさしい農業推進事業 5 1

資源循環推進課
不法投棄防止パトロール及び撤去事
業

6 4 産業振興課 所沢地区雇用対策協議会補助金 5 5 農業振興課
環境保全型農業支援交付金交付事
業

5 1

資源循環推進課 清掃施設周辺整備事業 7 6 産業振興課
技能功労者及び障害者雇用優良事
業所表彰事業

5 5 農業振興課 経営開始資金事業 5 1

リサイクルふれあい館 生ごみ減量・資源化推進事業 6 4 産業振興課 内職相談事業 5 5 農業振興課 農地所有適格法人等支援事業 5 1

リサイクルふれあい館 粗大ごみリユース拡大事業 6 4 産業振興課 障害者雇用推進企業支援事業 5 5 農業振興課 新規就農円滑化推進事業 5 1

リサイクルふれあい館 もったいないの心推進事業 6 4 産業振興課 勤労者等貸付事業 5 5 農業振興課 認定農業者等経営改善推進事業 5 1

リサイクルふれあい館 もったいないの心啓発事業 6 4 産業振興課 勤労者福祉推進事業 5 5 農業振興課 家畜防疫対策事業費補助事業 5 1

東部クリーンセンター管
理課

ごみ処理・分別推進啓発事業（見学
対応）

6 1 産業振興課
中小企業退職金共済掛金等補助事
業

5 5 農業振興課 農業・農村パートナーシップ推進事業 5 1

東部クリーンセンター管
理課

家庭ごみ土曜日受入業務事業（東部
クリーンセンター）

6 4 産業振興課 ラーク所沢運営事業 5 5 農業振興課
農業経営基盤強化資金利子助成事
業

5 1

東部クリーンセンター施
設課

灰溶融スラグ活用事業 6 4 産業振興課 労働セミナー開催事業 5 5 農業振興課 病害虫防除対策事業 5 1

東部クリーンセンター施
設課

再資源化推進事業(東部クリーンセン
ター）

6 4 産業振興課 一般労働相談事業 5 5 農業振興課 認定農業者育成事業 5 1

東部クリーンセンター施
設課

東部クリーンセンターストックマネジメ
ント推進事業

6 4 産業振興課 勤労者団体補助金 5 5 農業振興課 農業後継者育成確保推進事業 5 1

東部クリーンセンター収
集事務所

ごみ収集事業（東部クリーンセンター） 6 4 商業観光課 中心市街地にぎわい創出支援事業 5 2 農業振興課 農業後継者経営改善推進事業 5 1

東部クリーンセンター収
集事務所

ふれあい収集事業（東部クリーンセン
ター）

6 4 商業観光課 所沢商店街連合会補助金 5 2 農業振興課
大学との交流による都市農業振興事
業

5 1

西部クリーンセンター管
理課

家庭ごみ土曜日受入業務事業（西部
クリーンセンター）

6 4 商業観光課
中心市街地商業活性化事業（野老澤
町造商店負担金）

5 2 農業振興課 体験農場利用者ステップアップ事業 5 1

西部クリーンセンター施
設課

再資源化推進事業(西部クリーンセン
ター）

6 4 商業観光課 魅力ある商店街創出支援事業 5 2 農業振興課 地産地消推進事業 5 1

西部クリーンセンター施
設課

西部クリーンセンター長期包括運営事
業

6 4 商業観光課 ところざわまつり支援事業 5 2 農業振興課 体験農場推進事業 5 1

西部クリーンセンター収
集課

ごみ収集事業（西部クリーンセンター） 6 4 商業観光課
空き店舗活用・新規創業支援出店補
助事業

5 2 農業振興課 ところざわ新茶まつり開催事業 5 1

西部クリーンセンター収
集課

ふれあい収集事業（西部クリーンセン
ター）

6 4 商業観光課 ソラバル開催事業 5 2 農業振興課 農業祭開催事業 5 1

商業観光課 商業経営者グループ研究補助事業 5 2 農業振興課 農地情報システム導入事業 8 1

所管課 事業名 章 節 商業観光課
旧コンポストセンター跡地利活用事業
（COOL JAPAN FOREST構想事業）

5 2

産業振興課 産業振興ビジョン策定事業 5 － 商業観光課 市営駐車場管理事業 5 2 所管課 事業名 章 節

産業振興課 農商工連携推進事業 5 － 商業観光課 大規模小売店舗出店協議事業 5 2 都市計画課 土地利用転換推進事業 7 1

産業振興課 所沢ブランド特産品創出支援事業 5 － 商業観光課 観光魅力発信事業 5 4 都市計画課 街づくり支援事業 7 1

産業振興課 所沢商工会議所補助金 5 2 商業観光課 観光コンシェルジュ養成事業 5 4 都市計画課 所沢市街づくり基本方針改定事業 7 1

産業振興課
新規開業（創業）支援推進事業
（新規創業支援事業）

5 2 商業観光課 観光振興対策事業 5 4 都市計画課 景観まちづくり支援事業 7 1

産業振興課 中小企業融資事業 5 2 商業観光課 所沢航空資料調査収集する会補助金 5 4 都市計画課 地区計画推進事業 7 2

産業振興課
中小企業等協同組合資金融通利子
補給事業

5 2 商業観光課 外国人観光客受入整備事業 5 4 市街地整備課 日東地区まちづくり事業 7 2

産業振興課
地域資源活用・ものづくり総合支援補
助事業

5 3 商業観光課 観光拠点等施設整備事業 5 4 市街地整備課 ファルマン通り交差点改良事業 7 2

産業振興課 所沢人形協会補助金 5 3 農業振興課 狭山茶農業遺産推進事業 5 1 市街地整備課 所沢駅周辺まちづくり推進調整事業 7 2

産業振興課 住宅リフォーム資金補助事業 5 3 農業振興課
武蔵野の落ち葉堆肥農法世界農業遺
産推進事業

5 1 市街地整備課 北秋津・上安松地区まちづくり事業 7 2

産業振興課 就業援助技能講習事業 5 5 農業振興課 農業基盤整備推進事業 5 1 市街地整備課 市営住宅運営事業 7 7

街づくり計画部

産業経済部



所管課 事業名 章 節 所管課 事業名 章 節 所管課 事業名 章 節

市街地整備課
市営住宅西所沢北団地河西復旧事
業

7 7 公園課 所沢カルチャーパーク築造事業 6 2 教育施設課
台風２１号災害復旧事業（所沢市立山
口中学校災害復旧事業）

2 1

市街地整備課 市営住宅施設整備事業 7 7 公園課 公園灯ＬＥＤ化改修事業 6 2 教育施設課 学校施設の非構造部材耐震化事業 4 2

市街地整備課 マンション居住者等支援事業 7 7 営繕課 公共建築物修繕計画推進事業 8 1 教育施設課 学校トイレ改修事業 4 2

開発指導課 違反開発防止事業 7 1 河川課 ふるさとの川再生事業 6 5 教育施設課 校舎内装木質化事業 4 2

開発指導課
都市計画法に基づく開発許可等に関
する事務

7 1 河川課 河川・水路維持管理事業 6 5 教育施設課 学校施設修繕・改修事業 4 2

開発指導課
街づくり条例に関する事務（開発事業
分）

7 1 教育施設課 防音校舎改修事業 4 2

開発指導課 宅地防災事業 7 1 所管課 事業名 章 節 社会教育課 人権教育推進事業 1 3

建築指導課
我が家の耐震診断・耐震改修補助事
業

7 7 市民医療センター 内科外来事業 3 6 社会教育課
外国人のための日本語講習会開設事
業

1 5

所沢駅西口区画整理
事務所

所沢駅西口土地区画整理事業 7 2 市民医療センター 入院事業 3 6 社会教育課 日本語講習会指導者研修事業 1 5

所沢駅西口区画整理
事務所

所沢駅西口地区まちづくり事業 7 2 市民医療センター 人間ドック事業 3 6 社会教育課 子ども会育成事業 4 4

狭山ヶ丘区画整理事務
所

狭山ヶ丘土地区画整理事業 7 2 市民医療センター 小児初期救急医療体制推進事業 3 6 社会教育課 青少年団体活動助成事業 4 4

市民医療センター 地域包括ケア病床転換事業 3 6 社会教育課 社会教育関係団体補助事業 4 4

所管課 事業名 章 節 社会教育課 サマースクール助成事業 4 4

建設総務課 道水路座標管理図面作成事業 7 3 所管課 事業名 章 節 社会教育課 家庭教育推進事業 4 4

建設総務課 道水路境界確定事業 7 3 議会事務局
「市議会だより」作成事業（音声・点字
版含む）

8 3 社会教育課 成人のつどい開催事業 4 4

建設総務課 道路照明灯維持管理事業 7 3 議会事務局 市議会インターネット中継事業 8 3 社会教育課 青少年教育地域指導者研修事業 4 4

建設総務課 防犯灯維持管理・補助事業 7 3 議会事務局 会議録作成事業 8 3 社会教育課 所沢こどもルネサンス開催支援事業 4 4

道路建設課 道路改良事業 7 3 社会教育課 子ども写生大会開催事業 4 4

道路建設課 生活道路整備事業 7 3 所管課 事業名 章 節 社会教育課
ところざわ人形劇フェスティバル開催
支援事業

4 4

道路建設課
市道４－１３６６号線（上藤沢・林・宮
寺間新設道路）整備事業

7 3
選挙管理委員会事務
局

明るい選挙啓発事業 8 1 社会教育課 社会教育職員研修 4 4

道路建設課
COOL JAPAN FOREST周辺道路整備
事業

7 3 スポーツ振興課
地域力活用運動好きな子ども育成事
業

4 2

道路建設課 松戸橋歩道設置事業 7 3 所管課 事業名 章 節 スポーツ振興課
児童生徒体力向上推進委員会交付
金

4 2

道路建設課 清流苑第二の橋築造事業 7 3 農業委員会事務局 「農委だより」発行事業 5 1 スポーツ振興課 小学校体育連盟補助金 4 2

道路建設課 道路舗装事業 7 3 農業委員会事務局
農地利用状況調査・遊休農地指導事
業

5 1 スポーツ振興課 中学生体力調査事業 4 2

計画道路整備課 北野下富線道路築造事業 7 3 農業委員会事務局 所沢市農地サポート事業 5 1 スポーツ振興課 中学校体育連盟補助金 4 2

計画道路整備課 所沢村山線道路築造事業 7 3 農業委員会事務局 農地基本台帳情報整備事業 5 1 スポーツ振興課 スポーツ推進計画策定事業 4 6

計画道路整備課 松葉道北岩岡線道路築造事業 7 3 農業委員会事務局 農業者年金推進事業 5 1 スポーツ振興課 学校体育施設管理委託事業 4 6

道路維持課
台風２１号災害復旧事業（市道５－９
９３号線災害復旧事業）

2 1 スポーツ振興課 屋外体育施設管理運営事業 4 6

道路維持課 道路安全施設整備事業 2 4 所管課 事業名 章 節 スポーツ振興課 屋内体育施設管理運営事業 4 6

道路維持課 街路樹管理事業 7 3 教育総務課
第２次所沢市教育振興基本計画策定
事業

4 0 スポーツ振興課 市民プール管理運営事業 4 6

道路維持課 道路施設維持管理事業 7 3 教育総務課 父母負担軽減補助金交付事業 4 2 スポーツ振興課 体育施設整備事業 4 6

道路維持課 橋りょう長寿命化修繕事業 7 3 教育総務課 就学援助事業 4 2 スポーツ振興課
航空記念公園多目的運動場人工芝
化事業

4 6

建設部

市民医療センター

議会事務局

選挙管理委員会事務局

農業委員会事務局

教育総務部



所管課 事業名 章 節 所管課 事業名 章 節 所管課 事業名 章 節

スポーツ振興課
ナショナルトレーニングセンター競技
別強化拠点施設活用事業

4 6 生涯学習推進センター 三ヶ島葭子資料室運営事業 4 5 保健給食課 児童生徒食物アレルギー対応事業 4 2

スポーツ振興課 スポーツ教室開催事業 4 6 生涯学習推進センター ふるさと研究活動事業 4 5 保健給食課 学校給食センター再整備事業 4 2

スポーツ振興課 所沢シティマラソン大会開催事業 4 6 所沢図書館 図書資料等収集整備事業 4 4 教育センター
教育課題に対応した学力向上推進事
業

4 2

スポーツ振興課 陸上競技選手権大会支援事業 4 6 所沢図書館 コンビニエンスストア図書等取次事業 4 4 教育センター ＩＣＴ推進事業 4 2

スポーツ振興課 体力つくり市民会議交付金 4 6 所沢図書館 子どもの読書活動推進事業 4 4 教育センター 小学校外国語活動推進事業 4 2

スポーツ振興課 スポーツ少年団補助金 4 6 所沢図書館 図書館利用推進事業 4 4 教育センター
学習指導要領改訂に伴う英語教育推
進事業

4 2

スポーツ振興課 体育協会補助金 4 6 所沢図書館 図書館施設維持管理事業 4 4 教育センター
道徳教育の抜本的改善・充実に係る
支援事業

4 2

スポーツ振興課 レクリエーション協会補助金 4 6 所沢図書館 所沢図書館分館施設管理運営事業 4 4 教育センター 教育相談事業 4 2

スポーツ振興課 総合型地域スポーツクラブ支援事業 4 6 所沢図書館 館内奉仕事業 4 4 教育センター 資質向上事業 4 2

スポーツ振興課 スポーツ大賞表彰式開催事業 4 6 教育センター 教育センター維持管理事業 4 2

スポーツ振興課 健康体操推進事業 4 6 所管課 事業名 章 節 教育センター
小・中学校校務支援システム運用事
業

8 1

文化財保護課 文化財保護普及啓発事業 4 5 学校教育課 学力向上支援講師配置事業 4 2 視聴覚センター 視聴覚教材・資材貸出事業 4 4

文化財保護課 滝の城跡整備事業 4 5 学校教育課
「学び創造アクティブプラン」学力向上
推進事業

4 2 上下水道局
文化財保護課 文化財公開活用事業 4 5 学校教育課 特別支援教育支援員配置事業 4 2 所管課 事業名 章 節

文化財保護課 ミヤコタナゴ保護対策事業 4 5 学校教育課 学習支援員配置事業 4 2 上下水道局総務課 出前教室実施事業 7 5

文化財保護課 郷土の民俗芸能支援事業 4 5 学校教育課 確かな学力定着事業 4 2 上下水道局総務課 庁舎維持管理事業 8 1

文化財保護課 歴史的建造物解体部材復元事業 4 5 学校教育課 中学生社会体験チャレンジ事業 4 2 経営課 旧水道庁舎用地利活用事業 7 5

文化財保護課 指定文化財管理費等補助事業 4 5 学校教育課 地球にやさしい学校づくり推進事業 4 2 窓口サービス課 口座振替促進事業 7 5

文化財保護課
中富・柳瀬・山口民俗資料館管理運
営事業

4 5 学校教育課 中学生海外文化交流派遣事業 4 2 水道建設課 導・送・配水管整備事業 7 5

文化財保護課 埋蔵文化財発掘調査事業 4 5 学校教育課 学校司書配置事業（小・中学校） 4 2 給水管理課 小水力発電設備整備事業 6 0

文化財保護課 発掘調査報告書等刊行事業 4 5 学校教育課 複製名画巡回事業 4 2 給水管理課 取水施設保全事業 7 5

文化財保護課 埋蔵文化財普及公開事業 4 5 学校教育課 学校人権教育啓発資料発行事業 4 2 給水管理課 水道管維持管理事業 7 5

文化財保護課 埋蔵文化財遺物整理保存事業 4 5 学校教育課 就学相談事業 4 2 給水管理課 浄水場整備事業（耐震補強事業） 7 5

文化財保護課
埋蔵文化財調査センター施設管理事
業

4 5 学校教育課 健やか輝き支援事業 4 2 下水道整備課 下水道管渠布設事業 7 6

文化財保護課
北秋津・上安松土地区画整理事業地
内埋蔵文化財調査事業

4 5 学校教育課 学校法律相談事業 4 2 下水道整備課 雨水対策事業 7 6

生涯学習推進センター 学習講座等開催事業 4 1 学校教育課 学校支援訪問事業 4 2 下水道整備課 下水道地震対策事業 7 6

生涯学習推進センター
生涯学習をすすめる所沢市民会議補
助金

4 1 学校教育課 特色ある学校づくり支援事業 4 2 下水道維持課 下水道長寿命化対策事業 7 6

生涯学習推進センター 生涯学習まちづくり出前講座事業 4 1 学校教育課
安全・安心な学校と地域づくり推進事
業

4 2 下水道維持課 受益者負担金賦課徴収事業 7 6

生涯学習推進センター ＩＴ相談事業 4 1 学校教育課 放課後支援事業 4 2 下水道維持課 下水道維持管理事業 7 6

生涯学習推進センター 生涯学習推進センター施設提供事業 4 1 学校教育課 地域人材活用事業 4 2 下水道維持課 都市下水路維持管理事業 7 6

生涯学習推進センター 生涯学習情報紙発行事業 4 1

生涯学習推進センター
生涯学習ボランティア人材バンク運営
事業

4 1

生涯学習推進センター
資（史）料の収集・整理・保存・活用事
業

4 1

学校教育部



項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　内野　孝雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興課長　　吉田　謙治

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興課長　　吉田　謙治

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画課長　市川　勝也

無

有
益
な
もの

有
害
な
もの

無 無

無 無

無 無

無

自治事務

H28決算額H28予算現額事業の種別

一
般 0.45 人

3,859千円

H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

指標名 H29年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

音楽のあるまちづくりに向け「空飛ぶ音楽
祭2017」を開催したほか、所沢産狭山茶
の販路を拡大するため、フランスの現地
調査を実施した。

所沢市への定住意向

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

所沢市への定住意向

必要に応じ、個別ブランドにかかる施策を
有機的に連携させるとともに、地元企業・
市民との協働体制を強化し、市の魅力の
効果的な発信に努めていく。

-

H29決算額（見込み）H29予算現額根拠法令

H29目標値が未達成の理由・分析H28実績

①幹事会

②

③
事業の具体的な内容及び目的 H28年度目標

80.0%79.5%
H29その他職員
従事割合

H29正規職員
人件費

非常勤
特別職

臨時職員

79.5%

H29実績

744千円 268千円

法定受託事務 115千円

7千円44千円

85千円

臨時職員

法定受託＋附加

H30年度目標
非常勤
特別職

84

H29決算額（見込み）

80.0%

100

H28その他職員
従事割合

自治事務

0.16 人

なし

H28正規職員
人件費

一
般

文化芸術基本法、空飛ぶ音楽祭実行委員会補助金
交付要綱、空飛ぶ音楽祭アドバイザー設置要綱

事業の種別

根拠法令

H28決算額H28予算現額

有償エリアのチケット販売において、最終
的には想定販売枚数には到達したが、チ
ケットの売上金を見込んで予算計上して
いたため、チケットが売れなければ、事業
が立ち行かなくなる可能性もあった。今後
については、有償エリアのチケット販売方
法についてリスク回避できるよう検討して
いく必要がある。

1,358千円

市内外から「住みたい」、「住み続けたい」思いを育
む「誰もが選ぶまち」へのイメージアップを図ると同
時に、企業・事業者には「業務の拠点としたい」良好
なイメージを提供し、まちの活性化を目指す。

指標名

H29年度目標
①１回

②

③

79.0%

H29年度に改善した点

S

目標設定の考え方・根拠

初めての開催

「音楽のあるまちづくり」の核となる事業として市
民へ一層アピールしていくため、入場者数を指標
とした。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

0千円

3,203千円3,274千円

H29決算額（見込み）H29予算現額

H29目標値が未達成の理由・分析H28実績H28年度目標
H28その他職員
従事割合

事業の目的及び具体的な内容

延べ入場者数

①催事（イベント）の合計数

②有料ステージ来場者数

③

275千円法定受託＋附加法定受託事務

臨時職員

H30年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

臨時職員

H29実績

法定受託事務自治事務

1.83 人

100,00070,000
H29その他職員
従事割合

H29正規職員
人件費

H28決算額

なし0.07 人15,528千円

本市が推進している「音楽のあるまちづくり」を一層
アピールし、今後の活動の核となる事業として、「空
飛ぶ音楽祭」を開催し、「所沢＝音楽のまち」という
ブランドの醸成を目指します。
野外ステージのある「航空記念公園」と所沢市民文
化センター「ミューズ」が隣接して存在するという恵
まれた環境を最大限に活かし、クラシックからポピュ
ラーといった幅広い音楽をレパートリーとして、市内
外から集まる観客に所沢の魅力をアピールしていき
ます。

指標名

H29年度目標

①17

②3,297人

③

4,888千円

0.57 人 なし0.00 人
非常勤
特別職

H29年度に改善した点

B

目標設定の考え方・根拠

文化創造会議について、公募型プロポー
ザルでの募集を行った。開催内容につい
て、秋草短期大学との様々な方法での連
携を行った。

本構想がどれだけ浸透しているかを測るため、
所沢市市民意識調査でCOOL JAPAN FOREST
構想を「知っている」と答えた人の割合を指標と
する。所沢市まち・ひと・しごと創生総合戦略でも
H31年度までに80%を目指すこととしている。

市内全域での認知度はあまり向上してい
ない。地域イベント等を活用したり、多くの
人の目に触れる場での啓発など、効果的
な情報発信について検討を行う。

H29目標値が未達成の理由・分析

成果指標とした市民全体の認知度
の達成度は低いが、他の事業に比
べると市内団体及び組織等からの
説明要請は多く、また文化創造会
議の参加者数も増加している。
今後は、市域全体、市域を越えた
広範な周知を図るための情報発信
を工夫していく必要がある。

H28正規職員
人件費

COOL JAPAN FOREST構想の認知度

①各団体等への説明会回数

②文化創造会議参加者数

③TEAM　START開催回数

20,514千円21,986千円

5,839千円

H28実績H28年度目標

特になし

H29決算額（見込み）H29予算現額根拠法令

株式会社KADOKAWAと協力して文化事業や企業誘
致等、産官共同で事業展開を行い、構想に示した
「みどり・文化・産業が調和したまち」の実現を目指
す。
推進会議「TEAM　START」での協議や、構想推進
に関する協定を締結するとともに、イベントでのブー
ス出展や文化創造会議の開催等の啓発、情報発信
を行うなど、「みどり・文化・産業が調和したまち」の
創出に向けた事業を展開する。

6,338千円

一
般

H28予算現額事業の種別

法定受託＋附加

事業の目的及び具体的な内容

9,090千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

本構想に関係の深い東所沢地域を中心に周知
啓発を行ってきたため、市域全体にはまだまだ
浸透していないものと思われる。東所沢地域に関
しては6割以上の方に認知されてきている。

41.7%80%0.00 人
非常勤
特別職

1.06 人

H28その他職員
従事割合

8,400千円

H29実績H29年度目標
①8回

②401名

③2回

0.00 人臨時職員

80%

H30年度目標
非常勤
特別職

0.99 人

80%
H29その他職員
従事割合

H29正規職員
人件費

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(H29)

成果

成果指標

0.10 人臨時職員

0.00 人

42.1%

環境
影響

企画
総務
課

期間

文化
芸術
振興
課

経営
企画
課

平成29年度～

実施計画ランク

最優先

実施計画ランク

最優先

所沢ブランド推進事
業

期間

H23年度～

実施計画ランク

平成25年度～

期間

COOL　JAPAN
FOREST構想推進
事業

期間

H27年度～

所沢市には、自然や農作物、歴史・
文化など様々な魅力があり、これら
を「所沢ブランド」として捉えて、
ホームページや各種メディアを活用
し、情報発信に努めた。

H28決算額 指標名

最優先 2017年に初めての開催で、予算規
模・事業規模がなかなか固まらない
中、アーティストの選定、チケット販
売などうまくいかなかった部分も
あったが、結果的には、市内外から
集客も多く集まったことから、本市
が推進している「音楽のあるまちづ
くり」の一環事業として、所沢の魅
力をアピールできたものと考えてい
る。

「空飛ぶ音楽祭」開
催事業

文化
芸術
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

音楽のあるまちづく
り推進事業

根拠法令 H29予算現額

6,517千円

文化芸術基本法

目標設定の考え方・根拠

B

既存事業（「音まち推奨制度」、そ
の他イベント等）と新規事業（空飛
ぶ音楽祭）を実施しながら、「所沢
＝音楽のまち」というブランドを確立
していくために、現在力を入れて取
り組んではいるが、目的の達成に
向け模索している部分も多いため。

H29年度に改善した点

市内で定期的、継続的に開催していて、営利を
主目的とせず、広く市民を対象としている音楽行
事やそうした活動をしている音楽団体（個人）を
推奨することで、本市を市内外にアピールしてイ
メージアップをはかるため。

「音まちＭＡＰ第２版」を作成し、市民に市
内の音楽を楽しめるスポットを紹介した。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

まちなかコンサートの既存の会場以外に
会場となるスペースの確保や、発表の機
会を求めているアーティスト情報の収集方
法を確立し、事業の質、効果を高めていく
必要がある。
併せて、集客アップに向けた情報の発信
方法についても検討する。

推奨の選定基準の１つである「市内で定期的、継
続的に開催している」という部分を精査した上で
推奨しているため、実績が伸びにくい。また、「定
期的」の基準は、年１度開催に限らず、２年に１
度、３年に１度等の音楽行事も含まれており、年
によって推奨数の増減幅がある。今後は、近年
地元に根づきはじめた音楽行事等を探して推奨
するとともに、クオリティの維持、向上も図ってい
く。

H29目標値が未達成の理由・分析

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 643千円 414千円
①「音まちコンサート」の実施

②「まちなかコンサート」の実施

③

「音まち」推奨制度推奨数

あらゆる世代の市民や所沢市を訪れる方々に、音楽を演
奏する機会、聴く機会を常に身近なものとして定着させ、
豊かな音楽文化が持続的に発展できるよう取り組んでい
く。プロ、アマを問わず市内音楽団体（個人）の活動を掌
握し、情報発信や連携を支援し、音楽を通じた交流や音
楽環境の活性化を図る。
①「音まち」推奨制度・・音楽情報サイトが独自に入手した
情報等の中から、市が認定する制度。
②「音まちコンサート」・・・「音まち」事業のＰＲ、市民の気
軽な鑑賞の場として実施する庁内コンサート。
③「まちなかコンサート」・・・若手ミュージシャンの発表の
場、まちなかでの音楽鑑賞の場。
④「音まちMAP」発行等、各種PR事業。

0.76 人
非常勤
特別職

0.00 人

7,212千円 臨時職員

0.85 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

事業の目的及び具体的な内容

0.05 人 100

臨時職員 0.10 人

①２回

②１０回

③

H28正規職員
人件費

H29実績

総合的に取り組む重点課題   ４　所沢ブランドの推進とまちの活性化

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

100

H29年度目標

90

H28年度目標 H28実績



有
益
な
もの

有
害
な
もの

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(H29)

成果

成果指標

環境
影響

総合的に取り組む重点課題   ４　所沢ブランドの推進とまちの活性化

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　内野　孝雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　内野　孝雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画課長　市川　勝也

無 無

- 40千円

無 無

無

イベントの満足率

H28決算額 H29年度に改善した点

無

H28予算現額

根拠法令

40千円自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

目標設定の考え方・根拠事業の種別

一
般

H29正規職員
人件費

非常勤
特別職

5千円

臨時職員

事業の具体的な内容及び目的

独身男女に出会いの場を提供しながら、地域の活
性化を図るとともに市の魅力のＰＲを行う。

0.36 人

H29目標値が未達成の理由・分析

H29決算額（見込み）

H28その他職員
従事割合

H28年度目標

①イベント実施回数

②参加人数

③カップル成立数

参加者同士の交流機会創出及び市の魅力ＰＲを
目的としている事業のため、イベントの満足率を
指標としている。なお、満足率はアンケートでイベ
ントが「よかった」「まぁよかった」と回答した割合
である。

90.0%

市の魅力ＰＲに資する事業を引き続き展
開していく。

H29その他職員
従事割合

99.0%
B

100.0% 目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

90.0%

これまでのアンケート結果を踏ま
え、参加者の交流時間を拡充させ
たことで、カップル成立率及び満足
率の高いイベントの実施ができた。

15千円

市内飲食店（エコトコファーマーズカフェ）
にて、地元食材を活用した実施することで
市の魅力ＰＲを図った。

臨時職員3,087千円

H28実績

非常勤
特別職

①1回

②33人

③5組

H29年度目標 H29実績

H30年度目標

指標名

0.50 人
非常勤
特別職

0.00 人

H28正規職員
人件費

0.00 人

0.10 人

849千円

90.0%

H29予算現額

4,288千円 臨時職員
①189件

②27件

③23名

H29年度目標

90%
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

0.00 人

臨時職員 0.05 人 95%

0.44 人
非常勤
特別職

H30年度目標

3,733千円

指標名 目標設定の考え方・根拠

B

H29実績
30～40歳代の転出者を抑制するためには
働く場（産業）の創出によって引き留めを
図ることが必要である。産業誘致をはじめ
とする「しごとづくり」への取り組みに注力
したい。

84%

81%85%
事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H28その他職員
従事割合

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

まち・ひと・しごと創生法 360千円 32千円

事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額

「所沢市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を展開する
うえで、「魅力」「元気」「安心」のキーワードに基づき
４つの戦略方針を定めとともに特に重点を置く４つ
の施策を「重点プロジェクト」として設定し、優先的に
実行する。また、戦略に基づく取組を効果的に推進
するため、基本目標や重要業績評価指標（KPI）の
達成度や事業の進捗状況を確認し、効果検証を行
いながら進行管理する。

H29年度に改善した点

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

数値が明確な指標のうち、達成率が特に低かっ
たものが「30～40歳代の転出入均衡」だった。理
由は不明である。

4つの戦略方針に掲げる戦略指標の達成率（7
指標の平均値）

戦略に基づく各施策の進捗を図る「重要業績評
価指標（KPI）」を設定したうえで、効果の客観的
視点として「戦略指標」を戦略方針ごとに設定。
総合戦略はＨ31年度までを計画期間とし、Ｈ31年
度における達成率100%を目指すものである。

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 268千円 305千円 ①「所沢市総合戦略」の戦略方
針の実施事業数

②「所沢市総合戦略」の重点プ
ロジェクトに関連する事業数

③市民ワークショップ参加者数事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

進捗管理について、グラフ等を用い分かり
やすいものとした。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済 東京大会の機運醸成に向け、引き続き取
組を続けていく。

H29目標値が未達成の理由・分析

指標名H28決算額 H29年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

イタリアの事前トレーニングキャンプ実施
に向け、イタリア・オリンピック委員会と早
稲田大学及び埼玉県と覚書を締結した。

H28実績

大会の機運醸成及びパラスポーツへの理解を深
めることを事業の目的としているため、啓発事業
数を指標としている。

臨時職員

非常勤
特別職

H29実績H29年度目標

非常勤
特別職

10回10回
H29その他職員
従事割合

10回

①小学校向けゴールボール体
験会

②市ＨＰコンテンツ数

③

665千円

①4校

②11ページ

③

臨時職員

10回

H28年度目標
H28その他職員
従事割合

H30年度目標

15回

事業の種別

0.70 人

2020東京オリンピック・パラリンピックをきっかけとし
て、様々なスポーツや他国の文化に触れながら、障
害のあるなしにかかわらずスポーツを楽しめるまち
づくりをめざし、啓発事業の企画・運営、スポーツ体
験会の開催、スポーツ選手の応援、情報発信、キャ
ンプ地等の誘致を進める。

H29正規職員
人件費

6,873千円

0.81 人

H28予算現額

6,003千円

法定受託＋附加法定受託事務

H28正規職員
人件費

事業の具体的な内容及び目的

自治事務

H29予算現額根拠法令

一
般

461千円567千円-

H29決算額（見込み） 意識啓発事業数

1,125千円

企画
総務
課

企画
総務
課

経営
企画
課

最優先

重要

期間

婚活推進事業

期間

H23年度～

実施計画ランク

実施計画ランク

イタリアオリンピックチームの事前ト
レーニングキャンプ実施にかかる覚
書締結を契機に、同国のホストタウ
ン登録を行うなど、市の活性化に資
する取組を進めた。

期間

H26年度～H32年
度

東京オリンピック・
パラリンピック推進
事業

戦略方針に掲げる「所沢市への定
住意向率」や「市の愛着度」につい
ては前年度よりも向上している一
方、「30～40歳代の転出入均衡」に
ついては、特に30～35歳が転出超
過となっており、働く世代をターゲッ
トとした取り組みの一層の充実が必
要である。

重要

地方版総合戦略推
進事業

実施計画ランク

　　H27年度～



項目名

■ □ □

実績

評価者

松井まちづくりセンター長　森田喜良

項目名

■ □ □

実績

評価者

富岡まちづくりセンター長　鈴木　健

項目名

■ □ □

実績

評価者

小手指まちづくりセンター長
　　　　　　　　　　　　　佐藤　尊之

項目名

■ □ □

実績

評価者

山口まちづくりセンター長　仲　正之

無

有 無

無

H29年度に改善した点

第１章　コミュニティ  第１節　地域コミュニティ

有益
な
もの

有

所沢市まちづくりセンター条例、

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地域づ
くり協議会活動支援交付金交付要綱

根拠法令

自治事務

0.00 人

事業の目的及び具体的な内容

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地域づ
くり協議会活動支援交付金交付要綱

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け合う地域
づくりを推進するため、地域づくり協議会に対し、1年度
あたり100万円を上限に地域づくり協議会活動支援交
付金を交付するとともに、次の取組みを行う。
①山口まちづくり協議会活動への支援②自治会・町内
会等の地域コミュニティの支援③まちづくり活動の人材
育成
④地域の公共的団体の育成・支援⑤地域情報の提供
⑥地域防災⑦地域住民の要望等の処理・連絡調整

A

無

松井
まち
づくり
セン
ター

富岡
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先

地域づくり協議会活動支援交付金交付対象事業
数

1,000千円

H28実績

目標設定の考え方・根拠

松井まちづくり協議会の交付金対象事業数を基
準として、住民参加・人と人との絆・支え合う地域
づくりへの達成度を推し量るもの。

H29決算額（見込み）

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

H28決算額 指標名

1,045千円

1,051千円

法定受託事務 法定受託＋附加

H29予算現額

H28予算現額

1,051千円

所沢市まちづくりセンター条例、 昨年度に引続き、各々の部会会議を同日
に行うことで、地域課題に対する情報の共
有を図り協議会一体で取り組む体制が維
持できた。

協議会をより発展させていくためには、次
の取り組みが必要である。
・地域が抱える課題解決のために各々の
部会を活性化させる。
・組織のスリム化を検討し、役員の負担軽
減を図る。
・協議会の運営ルールを確立する。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標

目標達成済

H29年度目標 H29実績

臨時職員

①地域住民の参加人数

②地域づくり協議会活動支援交
付金交付対象業務

③

4 4

H30年度目標

4 4
①3892

②４事業

③

Ｈ23年度～ 13,152千円

　自治会・町内会をはじめとした松井地区内の各団体で
構成する「松井まちづくり協議会」への交付金の交付等
を通して、地域住民自身が地域課題の発見とその解決
を行うことにより、住民参加と協働を促し、人と人との絆
を大切にし、お互いに支え合う地域づくりを進めることを
目的とする。その内容は、次のとおり
①地域づくり協議会活動への支援②自治会・町内会等
の地域コミュニティの支援③まちづくり活動の人材育成
④地域の公共的団体の育成・支援⑤地域情報の提供
⑥地域防災⑦地域住民の要望等の処理・連絡調整

H29正規職員
人件費

9,004千円 臨時職員

1.05 人
非常勤
特別職

1.55 人

H29その他職員
従事割合

0.00 人

0.00 人 4

H29決算額（見込み）

優先

非常勤
特別職

H29予算現額所沢市まちづくりセンター条例、

地域づくり支援事業

根拠法令

期間 0.00 人

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

1.45 人

1,022千円自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,022千円
①地域住民の参加人数（支援
事業の延べ参加人数）
②地域づくり協議会活動支援交
付金交付対象事業数<交付金
の交付対象となった事業数）

根拠法令

H28正規職員
人件費

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地域づ
くり協議会活動支援交付金交付要綱

指標名

H29実績

4事業

H30年度目標

事業の目的及び具体的な内容 H28年度目標 H28実績

H29年度目標17,493千円

H28決算額

臨時職員

「地域づくり協議会」の活動を支援することが目
的のため、交付金により活動できた事業数を指
標とする。

地域コミュニティ部会を中心に改めて組織
の再認識を行い、各５つの部会が情報共
有できるための検討を始めた。

H29目標値が未達成の理由・分析

目標達成済達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

0.10 人

H28その他職員
従事割合

地域づくり協議会活動支援交付金交付対象事
業数

H29その他職員
従事割合

目標設定の考え方・根拠

A

全ての部会で個別の活動ができるよう支
援していくとともに、各部会が協力し合い
事業を展開していけるよう支援していく。

成果指標の目標値を達成してお
り、各部会活動の成果が挙げられ
ていると考える。
今後も引き続き、既存事業の運営
主体を地域づくり協議会に移行す
るよう支援していく。

H29年度に改善した点

2.04 人
非常勤
特別職

0.10 人

1,033千円 1,032千円

1.99 人
非常勤
特別職

H29正規職員
人件費

5事業 5事業

1.60 人

①12,767人

②5事業

③

16,885千円 臨時職員

4事業

6事業

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

期間

H23年度～

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け合う地域
づくりを推進するため、地域づくり協議会に対し、1年度
当たり100万円を上限に、地域づくり協議会活動支援交
付金を交付するとともに、次の取組を行う。
①地域づくり協議会活動への支援②自治会・町内会等
の地域コミュニティの支援③まちづくり活動の人材育成
④地域の公共的団体の育成・支援⑤地域情報の提供
⑥地域防災⑦地域住民の要望等の処理・連絡調整

地域づくり支援事業

H29目標値が未達成の理由・分析

H29年度に改善した点

1,023千円 ①地域住民の参加人数

②地域づくり協議会活動支援交
付金交付対象事業数

③

指標名 目標設定の考え方・根拠

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

交付金には上限があるため、１事業に対する事
業費がかさばると、実施できる事業数が減ってし
まうため。

H28その他職員
従事割合

小手
指ま
ちづ
くりセ
ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額

1,018千円

臨時職員 0.40 人

期間

H28年度目標 H28実績

1,023千円

非常勤
特別職

4件 4件

地域づくり協議会活動支援交付金交付対象事業
数

H29決算額（見込み）

Ｂ

地域づくり協議会は、住民の参加と協働により地
域内の課題解決に向けた取り組みを行う組織で
あり、その活動に対して交付金を交付している。
この交付金を活用して行った活動は、会の組織
目標に沿った活動であると考えるため。

22,295千円 臨時職員 0.50 人

①4,484人

②3件

③

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

19,091千円

4件 3件

非常勤
特別職

H30年度目標

4件

山口
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,055千円

地域づくり支援事業

根拠法令 H29予算現額

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け合う地域
づくりを推進するため、地域づくり協議会に対し、1年度
当たり100万円を上限に、地域づくり協議会活動支援交
付金を交付するとともに、次の取組を行う。
①地域づくり協議会活動への支援②自治会・町内会等
の地域コミュニティの支援③まちづくり活動の人材育成
④地域の公共的団体の育成・支援⑤地域情報の提供
⑥地域防災⑦地域住民の要望等の処理・連絡調整

2.60 人

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

平成23年度～

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地域づ
くり協議会活動支援交付金交付要綱

所沢市まちづくりセンター条例、

1,023千円

関係団体との連携に努めているが、特に
社会福祉協議会とは防災訓練に協力いた
だくようしたり、福祉事業を行うための協議
を始めた。

H28予算現額

1,025千円

H28決算額 指標名

2.25 人

地区全体に対する新規事業の検討がなか
なか難しい。
地域課題の吸い上げや解決を図るため、
更なる支援が必要である。

H29その他職員
従事割合

優先

交付対象事業の見直しと新規事業の創出

地域づくり支援事業

1.085千円

①地域住民の参加人数

②地域づくり協議会活動交付金
対象事業数

③

地域づくり協議会活動支援交付金対象事業数

事業の目的及び具体的な内容

当初予定していた１事業（狭山丘陵保全事業・柳
瀬川環境整備事業）は天候等の理由により事業
推進が図られなかったため休止とし、交付金を
他の新規事業に充当した。

22,038千円

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

3

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

1.13人

3

住民参加と協働による地域課題の解決並びに安
全・安心な地域づくりを進めるための事業を実施
する。

①11,779人

②5件

③

H29年度目標 H29実績

H29予算現額

臨時職員

H29決算額（見込み）

1,075千円

非常勤
特別職

H29正規職員
人件費

2.57 人
非常勤
特別職

0.00人

H23～ 18,837千円 臨時職員 1.13人

H29年度に改善した点

H29その他職員
従事割合

B

6

5

交付金について、既存事業の経費がラン
ニングコストとなり事業が増えていっても、
新規事業立ち上げ経費が確保できる仕組
みへの改善が必要である。

5

H28年度目標

目標設定の考え方・根拠

期間 2.22人 0.00人 H30年度目標

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

有害
な
もの

松井まちづくり協議会は設立から４
年が経過し主催の４事業の内容も
充実してきて成果が上がってきた。
また、協議会の共催事業への参加
者も年々増加している。今後は、主
催事業の更なる充実と地域の課題
を提案する５部会の活性化を図り、
新規事業に反映できいるように改
善をしていきたい。

地域づくりを進める協議会の活動を
支援する本事業は、協議会の主体
的な活動を支援するため、住民の
理解と協力を得ながら進める必要
がある。このため、効果が現れるに
は時間がかかるものと考えるが、今
後においても安定的に協議会を運
営できるよう支援を行い、今後も地
域づくりの中核を成す団体であるこ
とを期待したい。

交付対象事業は概ね計画どおりに
進められた。当初計画した野外事
業の場合は天候に左右されるので
休止も止むを得ないと判断する。

有 無
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有益
な
もの

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

吾妻まちづくりセンター長　比留間　嘉浩

項目名

■ □ □

実績

評価者

柳瀬まちづくりセンター長　橋本　浩志

項目名

■ □ □

実績

評価者

三ケ島まちづくりセンター長
森澤　宣行

項目名

■ □ □

実績

評価者

センター長　澤田　孝男

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け合う地域
づくりを推進するため、地域づくり協議会に対し、1年度
当たり100万円を上限に、地域づくり協議会活動支援交
付金を交付するとともに、次の取組を行う。
①地域づくり協議会活動への支援②自治会・町内会等
の地域コミュニティの支援③まちづくり活動の人材育成
④地域の公共的団体の育成・支援⑤地域情報の提供
⑥地域防災⑦地域住民の要望等の処理・連絡調整

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地域づ
くり協議会活動支援交付金交付要綱

所沢市まちづくりセンター条例、

自治事務 法定受託事務

H28予算現額

15,864千円

1,008千円

22,910千円

事業の目的及び具体的な内容

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け合う地域
づくりを推進するため、地域づくり協議会に対し、1年度
当たり100万円を上限に交付する地域づくり協議会活動
支援交付金等を活用するとともに、次の取組を行う。
①地域づくり協議会活動への支援②自治会・町内会等
の地域コミュニティの支援③まちづくり活動の人材育成
④地域の公共的団体の育成・支援⑤地域情報の提供
⑥地域防災⑦地域住民の要望等の処理・連絡調整

所沢市まちづくりセンター条例、

一
般

H29予算現額 H29決算額（見込み）

H29目標値が未達成の理由・分析

18,865千円

2.20 人
非常勤
特別職

地域づくり支援事業
H28実績

吾妻
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

臨時職員

11千円優先

H28その他職員
従事割合

0.00 人

53千円

①公共団体の支援事業

②地域づくり協議会活動支援交
付金対象事業数

③地域づくり協議会の設立に向
けての会議開催数

支援事業の延べ参加人数

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地域づ
くり協議会活動支援交付金交付要綱

H28正規職員
人件費

15千円

63千円

法定受託＋附加

事業の目的及び具体的な内容

根拠法令

①４４回

②０回

③３回

H29年度目標 H29実績

H29その他職員
従事割合

0.00 人

目標設定の考え方・根拠

地域コミュニティ、公共団体等への支援及び地域
づくり協議会設立を目標とする。

H28決算額 指標名

H28年度目標

H30年度目標

17200

地域コミュニティ、公共団体等への支援事業に対
しては目標を達成している。なお、地域づくり協
議会設立に向け、吾妻町内会連絡協議会にお
いて意見交換を行っているが、設置についての
意見の一致は図られておらず、引き続き協議の
場を進めていく。

13000 13410

H２３年度～ 16,546千円 臨時職員 0.50 人

期間 1.95 人
非常勤
特別職

地域コミュニティの醸成を図るため、地域づくり協議会の設立
に向けた支援を行うとともに、自治会・町内会等の地域コミュ
ニティの支援や、地域づくりを担う人材の育成、まちづくりセン
ターにおける地域情報の発信などの地域づくりの支援に取り
組む。
①地域づくり協議会の設立及び活動への支援②自治会・町
内会等の地域コミュニティの支援③まちづくり活動の人材育
成④地域の公共的団体の育成・支援⑤地域情報の提供⑥地
域防災⑦地域住民の要望等の処理・連絡調整

H29正規職員
人件費

0.70 人

柳瀬
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

事業の目的及び具体的な内容

優先

所沢市まちづくりセンター条例、

地域づくり支援事業

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け合う地域
づくりを推進するため、地域づくり協議会に対し、1年度
当たり100万円を上限に、地域づくり協議会活動支援交
付金を交付するとともに、次の取組を行う。
①地域づくり協議会活動への支援②自治会・町内会等
の地域コミュニティの支援③まちづくり活動の人材育成
④地域の公共的団体の育成・支援⑤地域情報の提供
⑥地域防災 ⑦地域住民の要望等の処理・連絡調整

1.33 人 0.00 人 H30年度目標

6

1,000千円

平成29年度の地域福祉部会の取組（住民
懇談会）から見えてきた地域の課題につい
て、同部会が自主的に協議会に投げかけ
解決に取組む動きが始まった。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

地域づくり協議会活動支援交付金交付対象事
業数

4

今後も所沢駅西口再開発事業、飯能所沢
線第３工区、柳瀬川護岸工事など住民の
安全対策など地域の諸問題の解決に向け
た検討を進める。
地域づくり協議会設立に向けた取り組みを
更に進める。

地域の課題解決に向け、各種団体
との連携強化を進めるとともに、地
域住民の関心の高い地域情報を提
供した。
地域づくり協議会設立に向け、吾妻
町内会連絡協議会において協議を
進めているが、結論には至っていな
い。

H29正規職員
人件費

B

H29年度に改善した点

13500 17174

H28予算現額

非常勤
特別職

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

A

H29年度に改善した点

協議会活動を促進するため窓口グルー
プ、コミュニティ推進・公民館グループがよ
り相互連携を図り、協議会に対して総
合的な支援を行っていく。

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地域づ
くり協議会活動支援交付金交付要綱

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

1,046千円

H28正規職員
人件費

5,831千円

1,000千円

①地域住民の参加人数

②地域づくり協議会活動支援交
付金交付対象事業数

4

1,046千円

0.00 人

H28その他職員
従事割合

H29実績

Ｈ28年7月に協議会が発足し、これ
まで個々に地域課題に取り組んで
きた各団体が部会会議等を通し協
力して活動するようになった。

臨時職員

非常勤
特別職

H28年度目標

H28決算額 指標名

5

H29年度目標

三ケ
島ま
ちづ
くりセ
ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

自治事務

H28年度目標

指標名

三ケ島まちづくり推進会議が発足
後5年が経過し、徐々に地域に定着
してきた。　今後もまちづくり活動の
人材、団体の育成・支援に努める。

①10,022人

②5事業

H28決算額

6

目標設定の考え方・根拠

協議会に係る事業数を基準として、住民参加・
人と人との絆・支え合う地域づくりへの達成度を
推し量るもの。

H29その他職員
従事割合

0.70 人

①4957人

②6事業

事業の目的及び具体的な内容

H28年度～ 11,285千円 臨時職員

1,080千円

①地域住民の参加人数

②地域づくり協議会活動支援交
付金交付対象事業数

H29年度目標

0.68 人

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地域づ
くり協議会活動支援交付金交付要綱

13,720千円

事業の種別

0.40 人

H28決算額

地域づくり協議会活動支援交付金対象事業数

非常勤
特別職

H29決算額（見込み）

①8260人

②6事業

4

臨時職員

H29実績臨時職員 0.00 人

0.00 人 5

5

目標設定の考え方・根拠

A

目標達成済

H29目標値が未達成の理由・分析
B

6

H29実績

H29目標値が未達成の理由・分析H28実績

H28実績

5

交付金の交付等を通して、その自主的な活動を
支援することにより、住民の参加と協働による地
域課題の解決に向けた事業を指標とする。
目標値としては、今年度を目標としたい。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

0.00 人

優先

地域ネットワークに対する市からの交付金
を活用して、地域課題解決に向けた事業
が実施できた。

地域づくり支援事業

根拠法令 H29予算現額

H29年度目標臨時職員

H29正規職員
人件費

896千円

H29その他職員
従事割合

法定受託事務 法定受託＋附加 1,021千円

H28正規職員
人件費

①地域住民の参加人数
　
②地域づくり協議会活動支援交
付金交付対象事業数

地域づくり協議会活動支援交付金交付対象事業
数

1,039千円 1,039千円

H28その他職員
従事割合

61.60 人
非常勤
特別職

0.00 人

H29決算額（見込み）

非常勤
特別職

H23年度～ 7,637千円 臨時職員 0.00 人 5

0.00 人 H30年度目標

優先

1,007千円

自治事務 法定受託事務

期間 0.90 人

法定受託＋附加

地域づくり支援事業

根拠法令

1,081千円

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

0.00 人 61.85 人

0.00 人

H28年度目標

目標達成済

H30年度目標

5

地域づくり協議会の主催事業の発展のた
めの助言を行い、事業増を実現した。

11

地域づくり協議会への支援により、地域づくり協
議会の事業の充実がどれだけ進んだかを指標と
し、目標とする。

指標名 目標設定の考え方・根拠

期間

H23年度～

H29正規職員
人件費

2.70 人

H29その他職員
従事割合
非常勤
特別職

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

引き続き、地域団体の自主性を尊重し、そ
の活動の側面支援を行っていく。

所沢駅西口再開発事業、飯能所沢線第３
工区、柳瀬川護岸工事など住民の安全対
策など地域の諸問題の解決に向けた検討
を吾妻町内会連絡協議会を中心に関係団
体と進めた。地域に特化した情報を提供
し、地域住民と情報を共有した。

自治会加入率の低下及び、自治会に加入
しない若い世代が増えているため、広報紙
を通じて、魅力のある自治会活動をPRして
いく。

H29年度に改善した点

有

H29年度に改善した点

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

有

H29予算現額

新所
沢ま
ちづ
くりセ
ン
ター

実施計画ランク

無

地域づくりについては、リーダーの
世代交代や、主体的に地域活動に
参加する住民を継続的に増やして
いく必要があるなど対応すべき課
題が幅広く、かつ長期的である。単
年度の目標達成がすなわち目的達
成とならないことに留意し、本事業
を発展させたい。

有 無

有 無

無
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有益
な
もの

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

新所沢東まちづくりセンター長 足立 啓

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢まちづくりセンター長　内堀　耕介

項目名

■ □ □

実績

評価者

並木まちづくりセンター長　阿部美和子

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域づくり推進課長　青木一圭

H29年度に改善した点

公共施設間の連携強化のため、所沢地区
内の公共施設間連絡調整会議を年2回開
催した。

自治事務

根拠法令

法定受託事務

法定受託事務 法定受託＋附加

所沢市まちづくりセンター条例、

所沢市まちづくりセンター条例、

所沢市まちづくりセンター条例、

1.80 人

712千円

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け合う地域
づくりを推進するため、地域づくり協議会の設立に向け
た支援を行うとともに、次の取組を行う。
①地域づくり協議会の設立及び活動への支援②自治
会・町内会等の地域コミュニティの支援③まちづくり活
動の人材育成④地域の公共的団体の育成・支援⑤地
域情報の提供⑥地域防災⑦地域住民の要望等の処
理・連絡調整

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け合う地域
づくりを推進するため、地域づくり協議会に対し、1年度
当たり100万円を上限に、地域づくり協議会活動支援交
付金を交付するとともに、次の取組を行う。
①地域づくり協議会活動への支援②自治会・町内会等
の地域コミュニティの支援③まちづくり活動の人材育成
④地域の公共的団体の育成・支援⑤地域情報の提供
⑥地域防災⑦地域住民の要望等の処理・連絡調整

1.35 人

法定受託事務

H28正規職員
人件費

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 718千円

期間 1.35 人
非常勤
特別職

優先 自治事務

地域づくり支援事業

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地域づ
くり協議会活動支援交付金交付要綱

H23年度～ 0.00 人

H29正規職員
人件費

法定受託＋附加 1,029千円 1,028千円

並木まちづくり協議会発足後、初となる主
催事業が開催され、さらなる地域活動の支
援が推進できた。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

①支援事業の住民の参加人数
②地域づくり協議会活動支援交
付金交付の対象事業
③

地域づくり協議会活動支援交付金交付対象事業
数（平成28年度から実施）

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

地域の住民とともに課題を共有し、解決策
を見出すことで住みやすい地域づくりに繋
げていく。今後も自主的な活動が推進でき
るよう組織を整えていきたい。

3

H30年度目標

昨年度までの事業に加え、カラー
版広報紙を作成して全戸配布した
り、新規２事業（交通安全・地域福
祉講座）を行い、地域の課題の共
有化等を図ることができた。

H29実績

6

H29その他職員
従事割合

4

交付金額に制限があるため、対象となる事業を
十分に見極め設定する。

H28その他職員
従事割合

①6,867人

②7事業

③

H29年度目標

7 目標達成済み

地域団体のネットワーク化の方向性として
地域づくり協議会が設立できることが望ま
しいが、現在のところ設立には至っていな
い。各種関係団体と地域活性化に向けて
情報共有する中で協議・調整に努めてい
く。

非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

3

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

Ｈ２３年度～ 15,273千円 臨時職員 0.00 人

20,000

11,576千円 臨時職員 0.00 人

20,000

非常勤
特別職

所沢
まち
づくり
セン
ター

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

期間 1.80 人

15,435千円 臨時職員

630千円

事業の目的及び具体的な内容

優先

並木
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

臨時職員

1,029千円 1,024千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

公共的団体の実施する事業へ多く
の地域住民の参加を得られてい
る。
　一方、地域組織のネットワーク化
という視点では、公共施設間の連
絡調整会議を引き続き開催したとこ
ろである。また、地域づくり協議会
については設立には至ってない
が、町内会の代表者による会議で
地域課題について意見交換等が行
われた。

H29決算額（見込み）

21,014
非常勤
特別職

0.00 人 20,000

21,276

H28年度目標

H29実績

地域づくり支援事業

根拠法令 H29予算現額

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地域づ
くり協議会活動支援交付金交付要綱

0.00 人

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

地域づくりを推進するために、地域組織の活性
化を図ることを目的として、公共的団体の実施す
る事業への地域住民の参加人数を指標とする。

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

目標達成済み

地域住民の参加人数
（公共的団体の事業への参加人数）

Ｈ２３年度～ 19,940千円

人と人との絆を大切に、互いに支え合い助け合う地域
づくりを推進するため、地域づくり協議会に対し、１年度
当たり100万円を上限に、地域づくり協議会活動支援交
付金を交付するとともに、次の取組を行う。
①地域づくり協議会活動への支援②自治会・町内会等
の地域コミュニティの支援③まちづくり活動の人材育成
④地域の公共的団体の育成・支援⑤地域情報の提供
⑥地域防災⑦地域住民の要望等の処理・連絡調整

2.05 人

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額

期間 2.35 人 H30年度目標
非常勤
特別職

0.00 人

H28予算現額

①21,276人

②0事業（協議会未設立のため）

③

H29年度目標

H28その他職員
従事割合

臨時職員

629千円

1,052千円

①地域住民の参加人数

②地域づくり協議会活動支援交
付金交付対象事業数

③

所沢市地域がつながる元気な自治会等応援条例 2,378千円

H28正規職員
人件費一

般

6,860千円

11,455千円

非常勤
特別職

0.00 人

1,478千円 824千円

0.01 人

H29予算現額

H28その他職員
従事割合

H28決算額

自治会･町内会応援団派遣会場数

派遣団員数100人を目安としており、その中で可能な
限り要望に応えるため会場数を指標とした。
●団員数の目標　　[1･2年目職員]約100名 × 70％
（参加率）＝70名　　[その他職員]30名　　[計] 100名
●祭り1か所につき平均3名を派遣　　100÷3=33会場

H29決算額（見込み）

H29決算額（見込み）

1,676千円

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29年度目標 H29実績 　「自治会・町内会応援団」については、特定の
職員に過度の負担がかからないように配慮し
つつ、地域づくりの重要性について、幅広く浸
透していくように活動を継続する。
　また、条例制定後はその周知を中心に啓発
活動を進めてきたが、一定期間を経過したこと
から、既存事業と一体的に進めていく。

35

H28実績

35

①周知啓発パンフレット作成

②自治会・町内会応援団
（派遣のべ人数・派遣会場数）

③加入世帯数

A
H28年度目標

H29年度に改善した点

35

H29目標値が未達成の理由・分析

H30年度目標

　「自治会・町内会応援団」の構成を若手
職員を中心とし、継続しやすい形式に方向
づけた。
　また、加入促進パンフレットや啓発品を
一新し、次年度以降の活用を見込んでい
る。

指標名 目標設定の考え方・根拠

　地域コミュニティの醸成に向け、
「自治会･町内会応援団」による支
援や加入促進などの取り組みが浸
透してきているものの、引き続き、
周知啓発が必要である。
　しかしながら、自治会･町内会活
動の重要性を認識する点において
は、一定の効果が感じられた。

①33,000部

②102人・35会場

③97,697世帯（平成29年4月1
日）

非常勤
特別職

0.00 人

6,703千円 35

30

臨時職員

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

臨時職員 0.01 人

「所沢市地域がつながる元気な自治会等応援条例」に
基づき、市が自治会・町内会への加入・参加の促進活
動と自治会・町内会活動の支援を実施するもの。
自治会等・町内会への加入・参加を呼びかけるパンフ
レットを作成し、主に転入者へ配布することで周知啓発
を行う。また、自治会・町内会が行う夏祭りへ市の職員
をボランティアスタッフ（自治会・町内会応援団）として派
遣することでその活動を支援する。

0.80 人

0.79 人

目標達成済

地域づくり協議会活動支援交付金交付対象事業
数

指標名

Ａ

1,051千円

①地域住民の参加人数

②地域づくり協議会活動支援交
付金交付対象事業数

地域
づくり
推進
課

期間

事業の種別

一
般

事業の目的及び具体的な内容

事業の種別

H29予算現額

1,053千円

H28正規職員
人件費

優先 自治事務

新所
沢東
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク

優先

自治会等応援事業

実施計画ランク H28予算現額

H27年度～

地域づくり支援事業

根拠法令

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地域づ
くり協議会活動支援交付金交付要綱

事業の目的及び具体的な内容 H28実績

H29年度目標 H29実績

H29その他職員
従事割合

目標達成済11 11

12

0.00 人

臨時職員

目標設定の考え方・根拠

17,579千円

H29正規職員
人件費

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

しんとこイーストネットの地域団体の活動を
はじめ、新所沢東地区の様々な情報を発
信することにより、幅広い年代の人たちが
交流を深めらるよう支援を行っていく。

しんとこイーストネットの活動をはじ
め、新所沢東地区の様々な情報を
発信することにより、幅広い年代の
人たちに交流を深めてもらうことが
できた。

平成27年6月にしんとこイーストネット（新
所沢東まちづくり協議会）を設立した。地域
で活動している２３団体で構成されてい
て、それぞれの団体が地域の課題解決に
向けた取り組みにあたり、ホームページ及
びＳＮＳを
活用し地域情報の共有化を図った。

非常勤
特別職

新所沢東地区の住民が自分たちの「まち」を常に
見つめ直し、かつ幅広い年代の人たちが地域活
動の中で交流を深め、助け合い、安全・安心な
「まち」
づくり目指しているため、活動数を指標とする。

0.00 人

H28その他職員
従事割合

H28年度目標

11 11

① 6,678

②11事業

H29目標値が未達成の理由・分析

H28決算額

H29年度に改善した点

H29年度に改善した点

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

法定受託＋附加 1,053千円

有 無

有 無

有 無

無 無
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有益
な
もの

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域づくり推進課長　青木一圭

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域づくり推進課長　青木一圭

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域づくり推進課長　青木一圭

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域づくり推進課長　青木一圭

　建設や修繕等に関する相談が多数寄せ
られていることから、各集会施設の現況を
確認するとともに、自治会・町内会にヒアリ
ングを行う中で、緊急性や重要性などを踏
まえて整理をした。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み
　近年は、高齢化に伴う、例えば、畳から
フローリングへの床の改修工事などの修
繕の相談が増加傾向にある。今後とも、限
られた予算の中で、自治会・町内会の意向
に沿うように努めていくものとする。
また、空き家などの活用や他自治体の事
例の収集などを通して、効果的な助成方
法なども参考として進めていく。

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

0.54 人 5

17,000千円

事業の種別

一
般

H28予算現額

0.00 人

H28決算額

非常勤
特別職

目標設定の考え方・根拠指標名

B

根拠法令 H29予算現額

所沢市コミュニティ活動推進事業実施要綱・所沢市コ
ミュニティ活動推進事業補助金交付要綱　他

6,500千円

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

地域住民の心のふれあいや交流の場、活動の拠点と
なるコミュニティ施設を建設や修繕など整備することで、
地域の一体感の醸成や共通課題の解決といった、各地
域で展開されている自主的なコミュニティ活動を推進す
るものである。

16,000千円
①集会施設建設事業

②集会施設修繕・増改築事業

③集会施設緊急修繕事業

補助対象事業数 補助金の交付対象となる団体数H29決算額（見込み）

H28年度目標
H28その他職員
従事割合

6,000千円

集会施設緊急修繕事業の申請が無かったため

H29年度目標 H29実績

4 3

0.00 人 H30年度目標

3

4,631千円 臨時職員 0.00 人
①0件

②3件（修繕）

③0件

H29正規職員
人件費

0.39 人

臨時職員 0.00 人

H29その他職員
従事割合
非常勤
特別職

H28予算現額

3,309千円 5

指標名

2,500千円

H28決算額

2,500千円
①申請件数

②

③

補助金交付件数

0.00 人

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,500千円

一
般

目標設定の考え方・根拠

H28実績
A

根拠法令 H29予算現額

平成29年度コミュニティ助成事業実施要綱 2,500千円

事業の種別

H29目標値が未達成の理由・分析

①2件

②

③

県を通じて年度初めにその年度の採択件数が決
定されるが、その採択分について、円滑に申請
手続きを進め、確実に助成を行う必要があるた
め。目標については、その年度の採択件数から
算出している。

次年度の予算計上にあたり、年度当初か
ら事業が開始できるように当初予算に計
上した。

H29決算額（見込み）

H29年度に改善した点

一般財団法人自治総合センターが社会貢献広報事業
として実施する、宝くじ受託事業の収益を財源とした助
成制度を活用し、地域コミュニティ活動を実施する団体
の備品購入に対し助成を行うことにより、地域コミュニ
ティ活動の充実・強化を図り、地域社会の健全な発展と
住民福祉の向上に寄与しようとするものである。

0.52 人
非常勤
特別職

0.00 人 1 1

4,459千円 臨時職員 0.00 人 H29年度目標 H29実績

今後も事務が円滑に進むよう、関係各所と
連携して運用していく。

1 1

H30年度目標

1

目標達成済み

自治事務

根拠法令 H29予算現額

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

2,121千円

0.25 人
非常勤
特別職

0.00 人

臨時職員

所沢市地域集会施設維持管理費補助要綱 13,200千円

事業の種別

H29目標値が未達成の理由・分析一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

法定受託事務 法定受託＋附加 14,300千円

B

12,136千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

12,101千円
①補助団体総数（②+③）

②光熱水費や、借地料に関する
　補助団体数

③集会等の会場借り上げ費用
　補助団体数

補助団体割合
（ 補助団体数 / 総団体数* ）
*総団体数│276団体（平成29年4月1日時点）

平成28年度の要綱改正により全ての団体へ補
助できる制度となったため、指標を変更したも
の。より多くの団体へ補助することを目標とする。

目標設定の考え方・根拠

H28実績

　自治会･町内会の利便性を考慮して、職
員がまちづくりセンターへ赴く「出張受付」
を試行的に行った。
　また、「申請の手引き」に見やすさと分か
りやすさの工夫を加えた。

H29決算額（見込み）
　平成29年度までの目標値は、平
成28年度の新制度移行時に申請
件数が読めない状況で設定したも
のなので、平成30年度においては
過去2年間の実績を踏まえ、目標値
を見直した。

H28年度目標

①179団体

②162団体

③17団体

新制度となって2年目となり、全ての団体へ補助
案内を送付しているが、申請件数が180団体程
度で安定していることから「自治会館などを利用
しているにもかかわらず申請していない団体」は
ほとんどないと思われる。

各地域で展開されているコミュニティ活動を推進するこ
とを目的とし、自治会・町内会等が所有（借用）している
集会施設の維持管理費の一部を補助するものである。
また、平成28年度から集会施設を所有していない団体
が利用する、有料の会議室等の利用料の一部に対す
る補助も開始し、全ての団体へ補助できる制度とした。

0.40 人
非常勤
特別職

0.00 人 90% 65%

0.60 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

3,430千円 臨時職員

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29年度目標0.05 人

H28決算額 指標名

H28実績

臨時職員 0.05 人

　自治活動の拠点であり、引き続き支援に
努める。また、出張受付は一定の効果が
あったと思われるので、時期などを検討し
ながら引き続き実施をする。

90% 65%

H29実績

5,091千円 70%

事業の目的及び具体的な内容

7,975千円

1,026千円 ①コミュニティ事業数

②講演会の来場者数

③市民フェスティバルブースで
の啓発品配付数

0.93 人

事業の種別

一
般

H28予算現額 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,026千円

H28正規職員
人件費

根拠法令 H29予算現額

所沢市自治連合会補助金交付要綱 1,026千円

各自治会の諸事情や自治連合会の活動への理
解が伝わっていないなどの理由が考えられる。

H29目標値が未達成の理由・分析

各自治会・町内会等を全市的に支援・調整する
という行政ではなし得ない役割を担っているた
め、市内の全自治会・町内会の加入を目標とす
る。1,026千円

H29決算額（見込み）

臨時職員

280

H28その他職員
従事割合

自治連合会加入団体数(4月1日現在)

281

0.01 人

250
H29その他職員
従事割合

非常勤
特別職

H29年度目標 H29実績

　所沢市自治連合会に引き続き必要な支
援を行うとともに、地域の実態に合わせた
手法や積極的な呼びかけにより、加入促
進を進めていく。

臨時職員 0.01 人

0.00 人
B

①20事業

②618人参加

③500

H29年度に改善した点

251

H28年度目標

非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

自治会・町内会と行政及び関係団体との相互補完機能
を果たす団体として、地域住民の生活向上、コミュニ
ティづくりを推進する自治連合会の運営を支援するとと
もに、協働で単位自治会・町内会等への加入・参加を
促進する。

H29正規職員
人件費

0.86 人

7,297千円 276

地域
づくり
推進
課

地域
づくり
推進
課

地域
づくり
推進
課

コミュニティ助成事業

期間

～

地域
づくり
推進
課

実施計画ランク

期間

H3年度～

実施計画ランク

優先

実施計画ランク

優先

コミュニティ活動推進
事業

Ｓ55年度～

地域集会施設維持
管理費補助事業

期間

H5年度～

実施計画ランク

重要

所沢市自治連合会
補助事業

期間

重要

　平成29年度は、自治会・町内会の
準備が整わず、集会施設の建設実
施には至らなかった。
　一方で、修繕等については、概ね
要望を踏まえ、計画どおり実施でき
た。

円滑に手続きが進み、助成が完了
したため。

　所沢市自治連合会は、各自治会・
町内会等を全市的に支援・調整す
るという行政ではなし得ない役割を
担っており、今後もさらなる支援を
する必要がある。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29年度に改善した点

　事務局から各役員へ会議の開催通知を
送付し、会議が適正に行われるよう支援し
た。

H29年度に改善した点

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

無 無

無 無

無 無

無 無
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有益
な
もの

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域づくり推進課長　青木一圭

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域づくり推進課長　青木一圭

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

行政回覧率
（行政回覧世帯数／総世帯数）

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標

0.48 人
非常勤
特別職

一
般

34,873千円

H29年度目標

非常勤
特別職

目標設定の考え方・根拠

①行政回覧件数
　　（回覧番号を付与した件数）
②行政協力委員人数
　　（委嘱人数）
③

0.00 人 100%

H28予算現額 H28決算額 指標名

34,974千円

H28実績

36,390千円

B

根拠法令 H29予算現額

所沢市行政協力委員設置規程、所沢市行政協力委員
推薦及び報償金支給要綱

35,272千円

事業の種別

①399件

②2,176人

③

市や各公共機関からの行政事務（行政回覧）を市民に
円滑に提供することを目的とし、行政協力委員を委嘱し
ている。
行政協力委員は各自治会・町内会からの推薦によって
委嘱することとしており、市は委嘱状を交付し、年度末
に報償金を支払う。

H29目標値が未達成の理由・分析

行政回覧を広く市民に提供することが目的であ
るため。

　各自治会･町内会の負担軽減や制度の
効率化に向けて各地区を巡回して意見交
換を行った。

H29決算額（見込み）

71%

4,116千円 臨時職員 0.10 人 行政回覧率は自治会加入率と概ね比例するも
のである。加入率は、加入世帯数は増加してい
るが、総世帯数の増加がそれを上回っているた
め、加入率は減少傾向となってる。それに伴い行
政回覧率も伸び悩んでいる。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29実績

　自治会加入世帯率の増加が回覧率の増
加に直結するので、自治会加入促進を引
き続き行っていく。また、自治会･町内会の
負担軽減に向けて関係課と協議していく。

臨時職員 0.10 人

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

100% 71%

0.32 人 0.00 人 H30年度目標

2,715千円 100%

事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

0.68 人

H28その他職員
従事割合

所沢市紡ごう絆地域応援事業補助金交付要綱 1,570千円

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,560千円

根拠法令 H29予算現額
　これまでに申請のない自治会・町内会に
ターゲットを絞り周知を図った。
　また、事業の進捗管理に務め事務の効
率化を図った。

H29決算額（見込み）

H28年度目標

5,831千円

H29目標値が未達成の理由・分析

1,475千円

予算上限まで交付を行うことができる件数。
　新たな事業に取り組む自治会･町
内会からの応募が増えつつあり、
多様な活動の促進や、加入促進な
どの効果が期待できることから一定
の成果が挙げられていると考える。

0.00 人

H29その他職員
従事割合

1,521千円

臨時職員 0.00 人

H28実績

①交付申請件数

②補助金交付件数

③

補助金交付件数

17

H29正規職員
人件費

0.49 人 0.00 人

4,158千円

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29年度目標 H29実績
　新たな事業に取り組む自治会・町内会か
らの応募が増えるように取組む。また、平
成30年度で要綱の期限が切れるため、翌
年度以降の方向性を検討する必要があ
る。

臨時職員

A

①32

②17

③

非常勤
特別職

0.00 人

17 17

非常勤
特別職

17 17

目標達成済

H30年度目標

地域
づくり
推進
課

地域
づくり
推進
課

S56年度～

実施計画ランク

実施計画ランク

行政協力委員支援
事業

期間

H29年度に改善した点

　市民への行政情報の提供として
行政協力委員による行政回覧は有
効であると考えるが、HPやＳＮＳな
どでも発信をしていることから、迅
速性や効率性などの課題もある。
　また、回覧件数や配布文書の増
加傾向にあることから自治会の負
担となっている。このことから、回覧
の発出が多い所管と負担軽減に向
け協議を進めていく。

H29年度に改善した点

重要

紡ごう絆 地域応援事
業

期間

H25年度～

地域の身近な課題の解決を図ろうとする住民の取組み
を応援するため、自治会等が意欲的に行う事業の立ち
上げや発展に係る経費の一部を補助し、支援するもの
である。

無 無

無 無



項目名

■ □ □

実績

評価者

地域づくり推進課長　青木一圭

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域づくり推進課長　青木一圭

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域づくり推進課長　青木一圭

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域づくり推進課長　青木一圭

無 無

無 無

無 無

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

地域
づくり
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

市民フェスティバル
開催支援事業

根拠法令 H29予算現額

700千円

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

C

700千円

0.80 人 H29実績

11,624千円

　平成３０年度の開催で39回を数え
市民参加型のイベントとして定着し
ている。事務効率の改善を図りな
がら実行委員会を支援していきた
い。

H29年度に改善した点

①実行委員数

②参加団体数

③来場者数

来場者数（万人）

所沢市民フェスティバルはコミュニティづくりを推
進するとともに、所沢ブランドの発信を目的に開
催しており直接的に関連する指標を挙げている。
Ｈ30年度の目標については、過去５年の推移か
ら算出している。

　野外ステージの企画運営を試行的に外
部委託とし事務負担や費用の削減を図っ
た。
　また、フェスティバル公式ＨＰをリニューア
ルし、情報発信に努めた。

野外イベントであるため、来場者数は天候に左
右される側面が多いにある。平成29年度は土曜
日の午後から日曜日まで雨天であった。また、近
隣のイベント日程とも重なる等、様々な要因が考
えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

①３０名

②４５２団体

③１１万人

H29年度目標

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 750千円 750千円

H29決算額（見込み）

所沢市民フェスティバル補助金交付要綱

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

市がフェスティバル実行委員会の事務局となり、フェス
ティバルの開催支援をすることにより、事業の円滑な推
進を図るとともに、フェスティバルの開催を通じて来場
者に心のふれあいの場を提供し、また、所沢市の魅力
を発信する。
市は、実行委員会の事務局として、一連の事業を支援
し、補助金を交付する。

1.47 人
非常勤
特別職

0.00 人 30 18

25 11

12,605千円 臨時職員

　市民手作りという要素を残しながら、所
沢市の魅力を発信できるイベント作りを支
援し、市外からも多くの方に来場して頂け
るような実行委員会とともに進めていく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

期間 1.37 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

S54年度～ 臨時職員 0.60 人 20

地域
づくり
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

　目標未達成ではあったが、トコろ
んWebのアクセス件数は15万件を
超え、市民活動支援センターまつ
り、見本市、講座の開催などを通し
て、市民活動に関係する情報発信
や支援センターの周知を引き続き
行い、市民活動が効率的に行える
ような支援に努めていきたい。

H29年度に改善した点

市民活動支援センターへの団体登録の割合
（市民活動支援センター登録の市内ＮＰＯ法人団
体数／市内ＮＰＯ法人数）

多種多様な市民活動団体相互の連携と市との
連携を強化するため、市民活動支援センターを
活動拠点とする登録団体数の増加を目標とした
い。

　市民活動支援講座を生涯学習推進セン
ターやまちづくりセンターで開催し、市内全
域に広がるように市民活動の普及啓発を
行った。また、社会福祉協議会との共催
で、活動団体と一般参加者が情報交換す
るマッチング形式の講座を開催し、活動団
体と接触できる機会を提供した。H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 10,491千円 9,923千円 ①市民活動支援講座等の参加
人数

②市民活動団体の登録数

③アダプト･プログラムの認定団
体数

市民活動支援事業

H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市市民活動支援センター条例・所沢市市民活動総
合補償制度取扱要綱ほか

10,312千円 9,680千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

市民による自主的で公益性のある活動を支援、促進す
る。主な活動は①ミーティングコーナー・印刷機等の貸
出やパンフレット等の配架による情報提供による登録
団体の支援②市民活動支援講座、登録団体との協働
による事業の実施及び地縁型コミュニティとテーマ型コ
ミュニティとの連携に向けた環境整備の促進③市民活
動総合補償制度により市民の公益的な活動等における
事故を補償④アダプト・プログラム制度の周知・啓発⑤
市ホームページ、市民活動支援システム、フェイスブッ
ク、季刊誌を通じて情報提供や周知・啓発

1.05 人
非常勤
特別職

0.00 人 70 53

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

53

55

登録団体のうち半数以上は任意団体であり、平
成29年度中の新規登録団体はあるもののNPO
法人各を持つ団体は１団体のみであった。
支援センターの周知不足のほか、団体によって
は施設等が整っているため、支援センターの利
用を必要としない団体が存在するなど、様々な
要因が考えられる。

70

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

9,004千円 臨時職員 1.35 人

①173人

②138団体

③31団体

H29年度目標 H29実績
　市民活動の支援講座を、引き続き他施
設でも開催するなど、市内全域で市民活
動の普及啓発を行う。
　また、ＮＰＯ等のテーマ型コミュニティと自
治会等の地縁型コミュニティとの連携を目
標に、環境整備を進めていく。

期間 1.77 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H21年度～ 15,018千円 臨時職員 1.50 人

地域
づくり
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

コミュニティ施設（指
定管理）管理事業

根拠法令 H29予算現額

3,430千円

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

S

　成果目標については、達成してい
る。指定管理者の自主事業計画は
着実に実施されており、施設活用
に向けた取り組みがなされている。
しかしながら、施設の活用状況につ
いては、バラツキがあり、今後とも
周知に努めていきたい。

H29年度に改善した点

コミュニティの活性化という観点から、施設が利
用されている状況を示す指標である年間施設稼
働率を目標指標とした。また、現在の指定管理
者の契約期間の稼働率の推移から目標値を設
定した。

　外壁雨漏り修繕等を行い、利用者が安
全かつ快適に施設を利用できるよう施設
の維持管理を行った。
　モニタリング以外にも施設管理者との連
携に努め、施設の維持管理を適切に行っ
た。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

　施設の老朽化が進んできていることか
ら、必要に応じて修繕を行い、利用者が安
全かつ快適に施設を利用できるように施
設の維持管理を行う必要がある。
　また、指定管理期間更新に向け、適切な
事業者を選定するよう準備を進める。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 77,238千円 75,751千円
①コミュニティセンター利用料

②施設利用件数

③施設利用者数

年間施設稼働率
（年間利用件数 / 年間施設利用可能件数）

H29決算額（見込み）

所沢市コミュニティ会館条例、所沢市コミュニティセン
ター条例

70,018千円 69,788千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

コミュニティ施設の利用者が安全かつ快適に施設を利
用できるように施設の維持管理を行い、地域コミュニ
ティの活性化を図る。また、指定管管理者に委託するこ
とにより、コミュニティ施設の管理委託料の削減及び
サービス向上を図る。
市は、指定管理者と協定を結び、業務仕様書に基づい
た施設運営管理業務を遂行させる。また、モニタリング
制度に基づき指定管理者に対する継続監視を行い、月
次・四半期・年次の報告書の提出させる。

0.40 人
非常勤
特別職

0.00 人 36 34.5

目標達成済み

臨時職員 0.00 人
①3,319,100円

②10,385件

③140,999人

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

35.5 36.5

36.5

期間 0.51 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H21年度～ 4,327千円 臨時職員 0.00 人

地域
づくり
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

コミュニティセンターの利用者が安全かつ快適に施設を
利用できるよう、施設の維持管理を行い、地域コミュニ
ティの活性化を図るため、①市民による自発的なサーク
ル活動等に対し、集会施設の貸し出しを行い、コミュニ
ティの醸成を図り、②施設の老朽化に伴い、利用者の
利便性・安全性を考慮し、修繕を行う。

2.27 人

H29正規職員
人件費

S59年度～

H28決算額 指標名

コミュニティ施設（直
営）管理運営事業

目標設定の考え方・根拠

B

引き続きホームページを通じて施
設案内を行うなど利用を促し、また
利用者が安全で効率的に利用でき
るよう施設管理を行っていく必要が
ある。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市コミュニティセンター条例・所沢市学習等供用施
設条例

45,860千円

H29年度に改善した点

コミュニティの活性化という観点から、施設が利
用されている状況を示す指標である年間施設稼
働率を目標指標とした。

　新所沢コミュニティセンターでは施設改修
工事（エレベーター）を行ったほか、老朽化
した会議室のテーブル及びイスを入れ替
えた。
　また、両施設で、サークル一覧表をホー
ムページに掲載した。

部屋単位では目標を上回っている部屋もある
が、調理室や休養室（和室）などの利用方法が
限られる部屋の稼働率は低く、全体の稼働率を
引き下げている。また、新所沢コミュニティセン
ターでは、公民館が近くに存在することも、稼働
率が伸びない要因と考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

　両施設とも老朽化が進んでいることか
ら、計画的な修繕を行うとともに、適切な施
設運営に努める。

無 無

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 45,711千円 41,389千円 ①年間施設利用可能件数
（利用可能件数）
②施設利用件数
（年間延べ利用件数）
③施設利用人数
（年間延べ利用者数）

年間施設稼働率
（年間利用件数 / 年間施設利用可能件数）

根拠法令

41,877千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

非常勤
特別職

62 59

19,465千円 臨時職員 1.50 人
①18,160件

②10,288件

③107,887人

H29年度目標 H29実績

期間 2.47 人
非常勤
特別職

H30年度目標

20,958千円 臨時職員 1.50 人

第１章　コミュニティ  第２節　市民活動

有益
な
もの

有害
な
もの

H29その他職員
従事割合

65 57

65



項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育課長　稲田　里織

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　内野　孝雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　内野　孝雄

無 無

無

無 無

無

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

第１章　コミュニティ  第３節　人権尊重社会

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

環境
影響

活動実績(H29) 成果指標

企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

人権啓発推進事業

根拠法令 H29予算現額

事業の目的及び具体的な内容

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

1,133千円 783千円

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

人権課題が多様化しているなか
で、継続的に啓発を推進しているこ
とにより、成果指標が前年度実績よ
りわずかながら上回ることができ
た。

H29年度に改善した点

①講演会等参加者数

②啓発ビデオ貸出件数

③啓発ビデオ視聴件数

多様化する人権問題への取り組みの充実
（市民意識調査の設問「人権の尊重に関する施
策への満足度」に対し、「満足」「どちらかといえ
ば満足」と回答した人の割合）

人権推進室では、人権全般の啓発を総合的に推
進しており、施策への満足度を指標としている。

さらなる人権啓発の推進の観点から、人権
推進室主催の研修を年2回から3回に増や
した。

近年、LGBT（性的少数者）やヘイトスピーチなど
の新たな人権問題が注目されており、こうした課
題が一般にも認識されつつある状況から、わず
かながら目標達成に至らなかったものと考えられ
る。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

人権問題は普遍的な課題であることから、
継続的な人権啓発を実践し、１日も早い解
決に努めていく。また、同和問題や新たな
人権問題に対し、研修会や講演会を実施
し、啓発に努める。

42%

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,133千円 715千円

H29決算額（見込み）

今後の同和行政の基本方針

H29目標値が未達成の理由・分析

人権意識の向上を図ることにより、市民一人ひとりの人
権を擁護し、差別のない地域社会を築くことを目的と
し、人権に関する企業及び職員向けの研修会の実施、
「人権フェスティバル」の開催（入間郡市同和対策協議
会）、人権啓発講演会の実施（人権啓発活動地方委託
事業）、人権啓発ＤＶＤの貸し出し、人権啓発物品の作
成・配布等、さまざまな啓発事業を行っている。

0.85 人
非常勤
特別職

38% 37%

7,289千円 臨時職員
①778人

②２件

③６０人

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

40% 38%

期間 0.60 人
非常勤
特別職

H30年度目標

H12年度～ 5,091千円 臨時職員

社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

根拠法令 H29予算現額

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

成果指標の目標値はほぼ達成でき
ており、人権意識の向上に対して一
定の成果を上げていると考えてい
る。特に、家庭教育学級人権教育
合同講座では、初めて人権教育講
座に参加する方も多く、人権課題へ
の気づきの場として成果を上げて
いる。相手を思いやる差別のない
人権尊重社会を構築するために
は、日頃からの人権教育の推進が
必要であり、本事業の重要性は高
い。

H29年度に改善した点

研修会参加者の理解度（％）
人権意識の向上に資するため、参加者アンケー
トから理解度を指標とした。

実際に体験して理解を深められるよう、
ワークショップを取り入れた講座を実施し
た。

H28年度目標

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 933千円 840千円 ①家庭教育学級人権教育合同
講座受講者数
②人権教育ブロック別研修会受
講者数
③人権教育指導者養成講座受
講者数

人権教育推進事業

98.0

H29決算額（見込み）

人権教育及び人権啓発の推進に関する法律、社会教
育法、所沢市人権教育推進協議会交付金交付要綱

2,136千円 1,690千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H29その他職員
従事割合

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

広く市民や社会教育関係団体、学校関係者に対して講
座の開催や人権啓発物の配布を通じて人権教育の推
進を図り、差別や偏見のない明るい地域社会づくりに寄
与することを目的としている。

0.43 人
非常勤
特別職

0.30 人 95.0 95.0

ブロック別研修会では、学術的で難解なテーマも
扱ったため、当該講座では理解度が若干低く
なった傾向が見られた。参加者の理解度をより
高めるためには、体験者の話を交えるなど、人
権課題を身近に感じるられるような講座開催の
工夫が必要である。

臨時職員

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

3,687千円 臨時職員 0.00 人

①521人
②165人
③76人

H29年度目標 H29実績
「部落差別の解消の推進に関する法律」の
制定も踏まえ、所沢市人権教育推進協議
会と共催で開催する講座において、法律
の周知や同和問題について継続して取り
上げる必要がある。

H29正規職員
人件費

指標名

89.3

期間 0.50 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

平成15年度～ 4,243千円

B

0.01 人 90.0

企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額

H29決算額（見込み）

H29年度に改善した点

ユニバーサルデザインの推進により誰もが暮ら
しやすいまちづくりの一助となることから、居住環
境の満足度を指標としている。 特になし

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

広報・ホームページ等を活用し、市民に対
し、周知・啓発を行っていく。また、引き続
き職員向けの周知・啓発も実施していく。

0千円 ①情報提供回数

②具体的に取り組んだ事業数
（出前講座）

③

ユニバーサルデザインの推進
（市民意識調査における居住環境の満足度につ
いての設問で、満足及びまあまあ満足と回答し
た人の割合）

目標設定の考え方・根拠

根拠法令 公共施設の整備や改修の際には、
ユニバーサルデザインへの配慮が
なされるなど、庁内での周知は図ら
れている。目標に対する実績の割
合は８割を超えているが、目標達成
に向けて市民へのより一層の啓発
について検討が必要である。

市民に向けての周知が不足している状態から、
目標達成に至らないものと考えられる。

H29実績

非常勤
特別職

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H29予算現額

H30年度目標

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円

H29正規職員
人件費

ユニバーサルデザイ
ン推進事業

H28年度目標 H28実績

臨時職員

ユニバーサルデザイン推進基本方針 0千円 0千円

誰もが参加しやすく、暮らしやすいまちづくりを進めるた
め、ユニバーサルデザイン推進基本方針を周知するた
めの情報提供、新規採用職員への研修等、ユニバーサ
ルデザインを推進するための事業を行っている。

0.23 人 80%

有益
な
もの

有害
な
もの

H29目標値が未達成の理由・分析

期間 0.05 人
非常勤
特別職

66%

H29その他職員
従事割合

80% 65%
①0回

②0回

③

H29年度目標

H19年度～ 424千円 臨時職員

1,972千円

80%



項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　内野　孝雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　内野　孝雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　内野　孝雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　市來　広美

H19年度～ 臨時職員 1.00 人

計画案策定の進捗状況により、推進本部会議幹
事会の開催が1回となったため（目標は2回）。

7回

有益
な
もの

臨時職員 0.00 人
①2回

②2回

③

H29年度目標

有害
な
もの

H30年度目標

H29正規職員
人件費

0.67 人

H28実績

9回

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

0千円

－ －

非常勤
特別職

H29その他職員
従事割合

8回

H29実績

第４次所沢市男女共
同参画計画策定事
業

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市男女共同参画推進条例 2,644千円 2,003千円

H28その他職員
従事割合

平成23年3月に策定した第3次所沢市男女共同参画計
画が、平成30年度をもって計画期間が終了となることか
ら、本市の男女共同参画施策を総合的かつ計画的に
推進するため、新たに平成31年度からを計画期間とす
る第4次所沢市男女共同参画計画を策定する。

0.00 人

H28正規職員
人件費

5,685千円

期間

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円

H29年度に改善した点

相談シートを簡略化し、事務負担の軽減を
図った。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

事業の目的及び具体的な内容

H29年度に改善した点

目標設定の考え方・根拠

A

男女共同参画推進本部幹事会・推
進本部会議・策定部会を十分に活
用し、また男女共同参画審議会に
も諮りながら計画の体系案と関連
事業の洗い出しを終え、計画の策
定の進捗状況としてはおおむね順
調である。

H29年度に改善した点

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

計画の策定にあたり、庁内組織による会議の開催によ
り、全庁的な議論を進めるとともに、外部委員で構成さ
れる審議会を開催し、男女共同参画に関連する多方面
からの意見を集約することが重要なことから会議の開
催回数を指標とする。

計画策定に際し、「男女共同参画に関する
意識・実態調査」を実施した。

H29目標値が未達成の理由・分析

平成30年度は、引き続き、男女共同参画
推進本部幹事会・推進本部会議を十分に
活用し、また男女共同参画審議会と調整
のうえ、またパブリックコメントを実施するこ
とっで、広く意見聴取を行い、計画の完成
を目指す。

H28決算額 指標名

①推進本部の開催回数

②審議会の開催回数

③

目標設定の考え方・根拠

B

電話相談者数は増加しているが、
面接相談者数は減少しているた
め、相談事業の周知をより積極的
に行っていく。

0千円

会議の開催回数
（計画策定にあたり、開催した会議の回数）

H28年度目標

非常勤
特別職

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

男女
共同
参画
推進
セン
ター
ふ
らっ
と

実施計画ランク 事業の種別

一
般

指標名 目標設定の考え方・根拠

B

いずれの部屋においても目標達成
には至らなかった。
今後も引き続き、講座や情報誌な
どあらゆる機会を利用して活用を促
すよう努めたい。

8,811千円
①部屋使用者数

②複写機・印刷機使用者数

③図書・ビデオ利用者数

部屋の稼働率
（会議室・研修室・生活工房室の月別稼働率の
平均）

男女共同参画に係る「学習」や「交流」の場を提
供することがこの事業の目的のひとつであるた
め、貸出し部屋の稼働率を指標とする。

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

昨年と比べ、会議室の稼働率が20%ほど下がっ
ているため、目標達成に至らなかった。今後は、
稼働率の低い生活工房室と合わせて、会議室の
利用についても窓口での案内等で利用者に積極
的な活動を促す。

H29年度に改善した点

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 9,807千円

H28予算現額 H28決算額

図書コーナーの整理を行い、利用者にわ
かりやすいよう配置を変更した。
施設整備に関しては、子どもから高齢の方
まで利用がしやすいよう、女子トイレの洗
面所の水栓を手動から自動にする修繕を
行った。男女共同参画推進セ

ンターふらっと運営
事業

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市男女共同参画推進条例 10,009千円 9,043千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

男女共同参画に係る「学習」・「相談」・「交流」・「情報」
の場を提供するとともに、できるだけ多くの方に男女共
同参画への理解と意識の向上を図ることを目的とし、施
設（会議室・研修室・生活工房室）、印刷機、男女共同
参画に関する図書・ビデオ・DVDの貸出を行う。

0.85 人
非常勤
特別職

45% 35%

45% 32%

45%

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

7,289千円 臨時職員 0.90 人
①20,595人

②167人

③127人

H29年度目標 H29実績

施設等の貸出しについては現状を把握し、
さらなる機能の充実に努めるほか、移設を
含めた施設拠点としての適正化を検討し
ていく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

期間 0.48 人
非常勤
特別職

H30年度目標

S7年度～ 4,073千円 臨時職員 0.90 人

男女
共同
参画
推進
セン
ター
ふ
らっ
と

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

女性の生き方に関す
る相談事業

根拠法令 H29予算現額

電話相談、法律相談、カウンセリング、何でもききます
相談の実施。
男女共同参画社会の実現のために、その障害となる悩
みや問題を解決するための援助事業を行う。

①電話相談者数

②カウンセリング相談者数

③法律相談者数

年間相談件数

相談件数の増加が相談事業の充実にそのまま
結びつくわけではないが、相談事業の周知や、
男女共同参画社会への理解を深めるための啓
発の成果と捉えて指標とする。

講座やふらっと祭り、パープルリボンキル
ト展など、様々な機会を利用して相談事業
のPRを行った。また、相談員との打ち合わ
せを行い、より現状が把握できるように相
談月報の様式変更を行った。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 4,561千円 4,463千円

H28決算額 指標名

H29決算額（見込み）

所沢市男女共同参画推進条例
配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律

4,684千円 4,465千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

0.30 人
非常勤
特別職

800件 852件

目標達成済750件 962件

2,573千円 臨時職員 0.60 人
①762人

②167人

③33人

H29年度目標 H29実績
相談件数の増加が相談事業の充実に直
接結びつくわけではないので、相談内容な
ども考慮しながら事業の充実を目指す。
今後も相談員との情報交換を行い、連携
を図っていく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

750件

期間 0.30 人
非常勤
特別職

H30年度目標

S7年度～ 2,546千円 臨時職員 0.60 人

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

配偶者等からの暴力の防止及び被 H29予算現額

期間 0.98 人

H28決算額

女性保護事業

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

B

成果指標の達成率によりＢ評価とし
たが、本事業は、専門性の高い相
談や適切な連携・情報提供を行っ
ており、年々事業の質は向上して
いるといえる。

新規相談件数
様々な相談窓口や情報収集の方法があることが
浸透しているかの目安とする。

ＤＶの相談窓口（国・県・市町村・民間等を含む）
が周知されたことにより相談者が分散した。

H29年度目標

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 490千円 362千円
①新規相談件数

②

③

指標名

H29決算額（見込み）

害者の保護に関する法律、所沢市ﾄﾞﾒｽﾃｨｯｸ・ﾊﾞｲｵﾚﾝｽ
被害者等緊急一時保護実施要綱

487千円 443千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

被害者自らの意思に基づき、安全で安心な生活を送る
ことができるよう支援する。
電話又は面接によりＤＶ被害者の相談に応じ、助言・情
報提供等を行う。必要に応じ、関係機関の紹介や関係
機関との連絡調整を行う。

0.91 人
非常勤
特別職

0.15 人 100件 75件

7,803千円 臨時職員 0.00 人
①76件

②

③

H29実績 社会情勢の変化等に応じ、適切な支援を
行うため、専門知識を有するアドバイザー
や他の相談機関等との連携の充実を図
る。また、自立した生活に向けて必要な支
援制度を案内できる相談体制の充実を図
る。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

90件 76件

85件

非常勤
特別職

0.15 人 H30年度目標

　　　H14　～ 8,315千円 臨時職員 0.00 人

無

無 無

第１章　コミュニティ　第４節　男女共同参画社会

無

無

無

無 無



有益
な
もの

有害
な
もの

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

第１章　コミュニティ　第４節　男女共同参画社会

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　内野　孝雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　内野　孝雄

企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

男女共同参画啓発･
普及事業

根拠法令 H29予算現額

男女共同参画社会基本法
所沢市男女共同参画推進条例

H28決算額 目標設定の考え方・根拠

A

中学生を対象としたデートDV防止
講座や11月の「女性に対する暴力
をなくす運動」月間でのパープルリ
ボンキルト展など、啓発事業を積極
的に展開できたと考える。

H29年度に改善した点

性別による固定的役割分担意識がない人の割
合（市民意識調査による）

性別による固定的役割分担意識の改善を図るこ
とを目的としているため、「『男は仕事、女は家
庭』という考え方をどのように思いますか？」との
問いに対して「反対・どちらかといえば反対」を回
答した人の割合を指標とする。

H28年度に作成したデートDV防止啓発パ
ンフレットを増刷し、自由な時間が増える
夏休みを前に全中学校3年生を対象に配
布した。

H28年度目標

H29決算額（見込み）

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 723千円 650千円
①情報誌「SUN」発行部数

②

③

指標名

308千円 309千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

誰もが自分らしくのびやかに生きられる男女共同参画
の実現に向けて、男女共同参画への関心を高め、性別
による固定的役割分担意識の改善を図ることを目的と
する。
主な内容として、男女共同参画情報誌「SUN」（年2回発
行　各5,000部　関係機関並びに公共施設・学校等に配
布）を発行する。

0.45 人
非常勤
特別職

48% 54%

目標達成済48% 50%

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

3,859千円 臨時職員 0.00 人

①10,000部

②

③

H29年度目標 H29実績

中学生を対象に開催しているデートDV防
止講座はH27年度の開始から３年間で8校
を会場に開催することができ、今後も全校
での開催を目指して積極的に取り組んで
いく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

期間 0.38 人
非常勤
特別職

H30年度目標

S56年度～ 3,224千円 臨時職員 0.00 人 48%

男女
共同
参画
推進
セン
ター
ふ
らっ
と

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

ふらっと企画講座実
施事業

目標設定の考え方・根拠

B

定員を超える申し込みのある講座
がある一方で、集客ができていない
講座もあることから、市民に関心を
持ってもらえる講座を企画していく
必要がある。

H29年度に改善した点

男女共同参画に対する理解や意識の向上を図
ることが当該事業の目的のため、講座の参加者
人数を指標とする。

講座の申込み方法に電子申請を追加した
ことで、開館時間外でも申込みを行えるよ
うにした。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

「多様な性」や「ドメスティック・バイオレンス
（DV)」についての講座は参加者が少ない
傾向にあるため、講座の内容や対象、開
催日などの工夫をしていく。

男女共同参画の啓発を行いつつ、市民が関心を
持って参加できるような講座を実施する必要が
ある。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,195千円 1,007千円
①講座参加者数

②

③

講座定員数における参加者数の割合根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市男女共同参画推進条例 1,131千円 956千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

多くの市民等に向けて男女共同参画への理解と意識の
向上を図るため、男女共同参画に係る講座・研修・講演
会などの開催を行う。

0.75 人
非常勤
特別職

90% 110%

6,431千円 臨時職員 0.50 人
①1,750人

②

③
S7年度～ 4,667千円 臨時職員 0.50 人

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

90% 79%

90%

期間 0.55 人
非常勤
特別職

H30年度目標

無 無

無 無



項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　内野　孝雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興課長　吉田 謙治

項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育課長　稲田　里織

項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育課長　稲田　里織

第１章　コミュニティ  第５節　国際社会

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H29)

研修会の内容については、講師と受講者
双方の意見を聞き調整を図ったことによ
り、受講者満足度も高く効果的な講座を開
催することができた。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

事務事業名称 事業概要（全体）

環境
影響

H28決算額

市内で開催される日本語教室はいずれも
受講者が増加傾向にあり、また、スタッフ
の高齢化もあって、ボランティアの確保が
課題になってきている。研修を通じて若い
年代層のボランティアが定着し、今後の講
座運営の力になってもらえるよう、講座内
容をさらに工夫して開催する必要がある。

市内日本語学校の協力のもと、在籍する
外国人留学生にステージ発表・交流会等
の企画に参加してもらった。普段地域との
つながりが薄い留学生にとっては、市民と
交流する貴重な機会となった。引き続き、
地域を巻き込んで在住外国籍市民の参加
者を増やしていく。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

評価
理由

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

指標名

平和推進事業

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題

企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 目標設定の考え方・根拠

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

-

A

成果指標の目標値を毎年達成して
おり、一定の成果が挙げられてい
ると考えている。
引き続き目標が達成できるよう、努
めていきたい。

H29年度に改善した点

戦争の悲惨さと平和の尊さ、命の大切さを市民
一人ひとりに理解してもらうことが、当該事業の
目的となっているため、当該事業に参加して意
義を理解いただけた人数の割合を成果指標とす
る。

長きにわたり戦争の悲惨さや平和の尊さ
を伝え、平和推進事業に貢献されてきた
語り部３名に対し、感謝状を贈呈した。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

被爆・戦争体験者の高齢化が進む中、語
り部への身体的負担に配慮した事業展開
が必要となる。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 486千円 478千円
①平和祈念式典参加事業

②平和を語る会

③平和祈念資料展

市の平和推進事業に理解いただけた人数の割
合

447千円 435千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

100% 100%

5,145千円 臨時職員
①5名参加

②16回開催し参加者1,294人

③来場者数約3,500人

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

100% 100%

100%S60年度～ 2,630千円 臨時職員

期間

H29年度目標 H29実績

戦争の悲惨さと平和の尊さ、命の大切さを市民一人ひ
とりに理解してもらうため、一般公募の市民と平和祈念
式典に参加する「平和祈念式典参加事業」や、市内小
中学校及び一般市民を対象とした被爆体験者による
「平和を語る会」の実施、市役所市民ホール及び各地
区のまちづくりセンターにおいて原爆のパネル写真を
展示する、「平和祈念資料展」の開催を行う。

0.60 人
非常勤
特別職

3,344千円

0.31 人
非常勤
特別職

H30年度目標

H29決算額（見込み）

文化
芸術
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

国際交流フォーラム
開催支援事業

根拠法令 H29予算現額

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

成果指標の目標値は毎年概ね達
成しているものの、平成２９年度は
目標値を下回ってしまったため。

H29年度に改善した点

①参加者数

②外国籍市民の交流

③初めて参加した人数

参加者数

在住外国籍市民、外国人観光客等、今後日本
に滞在する外国人の増加が見込まれるため、市
民と外国籍市民との共生意識の啓発が必要で
あり、来場者・出演者を含めより多くの方に本事
業に携わってもらうことを重視しているため。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 200千円 200千円

H28決算額 指標名

第５次所沢市総合計画後期基本計画 200千円 200千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

外国籍市民との共生意識の啓発を目的とする。
市内に拠点を置く国際交流ボランティア団体と個人ボラ
ンティアが主体となり実行委員会を組織し、年に一度実
施している。フォーラムでは①所沢市の姉妹都市紹介
②日本人、外国籍市民がグループになって話す「交流
会」③舞台での発表（和太鼓・歌・ダンス等）④常設コー
ナー（姉妹都市と所沢市の子ども達が描いた絵の展示
等）を実施し、市民（外国籍市民を含む）間のコミュニ
ケーションの機会を作るとともに、知人作りや国際理解
の場を提供している。

0.39 人
非常勤
特別職

0.00 人 550 610 目標値未達成の理由として、若い世代の新規参
加者を増やせなかったことが一因として挙げら
れる。平成２８年度に子どものダンスのステージ
発表があり、子育て世代の参加者が例年以上に
多かったが、平成２９年度は子ども向けの企画
がなかったことで参加者数が伸びなかったと考
えられる。今後については、国籍を問わず若い
世代にも気軽に参加してもらう工夫を行い参加
者を増やしていく必要がある。

臨時職員 0.08 人

①550人

②140人

③59人

H29年度目標 H29実績
事業の目的に立ち返り、より多くの在住外
国籍市民や国外にルーツを持つ市民の生
活の補助となる内容で精査していく。
効果的な予算の執行や自主財源確保の
可能性への検討などについて支援してい
く。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

570 550

期間 0.51 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

平成7年度～ 4,327千円 臨時職員 0.05 人 570

社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

指標名 目標設定の考え方・根拠

B

成果指標の目標値はやや下回って
いるが、市民団体との協働により
20年以上実施している本事業は、
日本語学習を通して外国籍市民の
生活支援をする場であるとともに、
外国籍市民との相互理解や交流を
深める場としても重要な役割を果た
しており、国際理解に対して成果を
上げている。

84千円

①外国人のための日本語講習
会
②受講生数

受講生の人数（人）
多くの外国籍市民に参加してもらいたいため、受
講生の延べ人数を指標とする。

H28その他職員
従事割合

H28年度目標

H29年度に改善した点

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 140千円

H28予算現額 H28決算額

特になし

外国人のための日
本語講習会開設事
業

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

社会教育法 140千円 86千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

市内在住外国人が生活する上で必要不可欠な日本語
の学習の場を保障し、国際化に対応し、市民の国際交
流・異文化理解を推進する事を目的とし、毎週月曜日
に日本語講習会を市民のボランティアにより実施。ま
た、授業の一環として年1回校外学習を実施。

0.25 人
非常勤
特別職

0.00 人 900 892

外国籍市民は増加傾向にあるが、社会情勢にも
影響され流動的なため、日本語学習を必要とし
ている人の定着率が少なく、年度により受講生
数に増減がある。

900

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

2,144千円 臨時職員 0.00 人

①34回
②715人

H29年度目標 H29実績 受講者数は社会情勢の影響もあり流動的
で、その出身国は多国籍化の傾向にあ
る。本事業は、やさしい日本語で日本語を
教える講座のため、国籍を問わず外国籍
市民がいつでも気軽に日本語を学べるよ
う運営されている。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

715

期間 0.29 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

平成元年度～ 2,461千円 臨時職員 0.00 人 900

社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

日本語講習会指導
者研修事業

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

A

成果指標の目標値は上回ってお
り、外国籍市民の増加も見込まれ
る中、本事業の更なる充実が期待
されている。
日本語講座は、日本語習得の場で
あるとともに、日本で生活していく
上で必要な知識・情報を得る場でも
あり、また、ボランティアにとって
も、生涯学習・国際交流・異文化理
解の場となっており、充実した日本
語教室運営のため、今後も継続が
必要である。

H29年度に改善した点

①日本語講習会指導者研修会
②研修会受講生

指導者研修会の満足度（％）
充実した研修を目指すため、参加者アンケート
から満足度を指標とした。

H29実績

H29目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 100千円 100千円

H28決算額 指標名

H29予算現額 H29決算額（見込み）

社会教育法 100千円 100千円

非常勤
特別職

0.00 人

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

日本語講習会のボランティア（指導者）の確保と技術の
向上を目的に、ボランティアを志す方へ向けた入門編
と、ボランティアとして活動する方に向けの実践編の研
修を開催。

0.16 人 90.0 92.0

1,372千円 臨時職員 0.00 人

①6回
②192人

H29年度目標

H29正規職員
人件費

95.0

0.00 人 95.0

H29その他職員
従事割合

98.0

期間 0.16 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

平成4年度～ 1,358千円 臨時職員

無

有

無

無

無

無

無 無
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有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H29)

事務事業名称 事業概要（全体）

環境
影響

評価
理由

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興課長　吉田 謙治

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興課長　吉田 謙治

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興課長　吉田 謙治

文化
芸術
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

H29予算現額

外国の姉妹都市との交流は、行政主導の交流から民
間が主体となった交流へと移っている。この流れを促
進し、市民の国際意識を高めるために、海外姉妹都市
との交流を主体的に進める民間団体に対して助成を
し、その活動を支援する。
①姉妹都市（米国・ディケイター市、中国・常州市、韓
国・安養市）への一般市民訪問団の派遣②姉妹都市
から来訪する訪問団との交流③姉妹都市への文化・ス
ポーツ団体等の訪問団に対する支援④外国籍市民と
の交流

0.20 人

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標の目標値を毎年概ね達
成しており、また、所沢市の姉妹都
市との安定した民間交流を継続し
ている。特に役員の意識は高く、ボ
ランティアとして様々な事業に関
わっており、所沢市の姉妹都市交
流に寄与しているといえる。

H29年度に改善した点

課題：現状の交付金に対して、より多くの
市民が参加できる事業の実施等、交付金
の費用対効果を高めていくこと。
解決に向けた取り組み：交付金充当事業
の見直し及び改善活動を仕組化できるよ
う促していく。

友好委員会事業に参加した市民の数
姉妹都市との市民レベルでの交流を通じ、国際
的な視野をもった市民を増やすために、より多く
の市民に参加を促す必要があるため。

本市姉妹都市紹介を行うパネルボード
（A0サイズ）が今までなかったが、同委員
会の発案により交付金を充当して作成し
た。行政では予算編成・運用の都合上、迅
速な対応が難しい中で、姉妹都市交流を
促進するために効果的な予算の使い方を
考えてもらった。H28年度目標

153

目標達成済100

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

H29実績

110

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,400千円 1,195千円 ①友好委員会事業に参加した
市民の数

②姉妹都市との交流

③市民の意識を高める事業数
国際友好委員会交
付金

根拠法令 H29決算額（見込み）

所沢市国際友好委員会交付金交付要綱 1,400千円 1,286千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合
非常勤
特別職

0.00 人 90

1,715千円 臨時職員 0.07 人

①110人

②6団

③7つ

H29年度目標

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

110

期間 0.36 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

昭和55年度～ 3,055千円 臨時職員 0.00 人

文化
芸術
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

国際交流推進事業

根拠法令 H29予算現額

所沢市自治基本条例

H28決算額

1,048千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

成果指標の目標値は毎年概ね達
成しているものの、平成２９年度は
目標値を下回ってしまったため。

H29年度に改善した点

H29決算額（見込み）

H28実績

H29年度目標 H29実績

市民の共生意識が高まるにつれ、得意な分野で
のボランティア登録が増えると考えるため設定し
た。

ボランティア登録制度については、埼玉県「多
文化共生ボランティア登録システム」の加入に
ついては個人情報の取り扱いの都合上、然る
べき手続きを重ねていく必要がある。関係部署
と調整しながら、慎重に検討していく。姉妹都
市からの行政視察団の受け入れについては、
両市にとって有意義な交流となるよう連絡を密
にとった。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

今後は在住外国籍市民の増加に伴い、市
役所窓口にも多くの外国籍市民の来訪が
想定され、市としてどのような支援を行う
かが課題となってきた。ボランティア制度
に留まらず外国籍市民がよりサービスを
受けやすい仕組みづくりを進めていく。

H29目標値が未達成の理由・分析

埼玉県の「多文化共生ボランティア登録システ
ム」加入の検討を行っているところであり、本市
ボランティア募集の見直しを行うため、積極的な
募集には至らなかったため。

無 有

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,521千円 1,442千円
①姉妹都市から行政視察団を
受け入れた数

②

③

ボランティア登録者数

2,181千円

H28年度目標

国際交流を推進する様々な事業を実施する事により市
民の共生意識を高める。
①公的文書の翻訳・公的機関での通訳等に協力する
ボランティアを登録・活用する。②姉妹都市から行政視
察団を受け入れ、テーマにあった視察等をアレンジす
る。また、姉妹都市へ行政視察団を派遣し、先進的な
取り組みについて視察を行う。

0.92 人
非常勤
特別職

0.00 人 16 17

7,889千円 臨時職員 0.00 人
①1団

②

③

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

18 17

17

期間 0.67 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

～ 5,685千円 臨時職員 0.00 人

文化
芸術
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

姉妹都市に派遣員（高校生等）を派遣し、社会、文化等の交
流を通して、外国人との相互理解を深めていくとともに、将来
を担う青少年に広い視野から郷土、国家、国際社会を理解さ
せることにより、次代を築く人材を育成していくことを目的とし
ている。
姉妹都市である米国ディケイター市との間で、派遣と受け入
れを毎年交互に行い、派遣員は一般家庭で2週間程度の
ホームステイを体験し、生活習慣や文化を体験する。

0.28 人

H29正規職員
人件費

平成3年度～

H28決算額 指標名

海外都市学生交流
事業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市海外都市学生交流実施要綱
所沢市海外都市学生交流補助金交付要綱

982千円

成果指標の目標値を毎年概ね達
成している。
国際化が進む中で、将来を担う高
校生が国際感覚を身につけること
は重要である。
異文化に触れた経験から、多文化
共生の意識を育む環境づくりにお
いて、今後、市への協力を期待した
い。

H29年度に改善した点

派遣員に帰国後も、国際交流事業へ参加しても
らうことによって、国際交流事業への関心や理
解、協力関係を継続していく必要があるため。

派遣員に対して、目的意識を持ってこの事
業に参加するよう、事前の研修会等を通し
てよく伝えてきたことで各人が自覚をもっ
て参加してくれた。また、派遣員の責によ
らない理由により本事業を中止した場合で
も、航空便のキャンセル料がかからないよ
う保険内容の見直しを行った。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

本事業に参加した派遣員には、本市の国
際交流事業に今後も協力してもらいたい
が、うまく活用できていないところである。
必要なときに協力を要請できるよう、事業
終了後も適宜連絡をとるなど、仕組みづく
りを進めていく。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,022千円 778千円 ①所沢市からの派遣員の総数

②所沢市における受入家庭の
総数

③

派遣員の帰国後の国際交流事業への参加人数

964千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

26 42

2,401千円 臨時職員 0.00 人
①6人

②0世帯

③

H29年度目標 H29実績

期間 0.52 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

4,412千円

有

H29その他職員
従事割合

有

50 55

63

非常勤
特別職

0.00 人

臨時職員 0.02 人

無

無



項目名

■ □ □

実績

評価者

危機管理課長　小林　宏行

項目名

■ □ □

実績

評価者

危機管理課長　小林　宏行

項目名

■ □ □

実績

評価者

危機管理課長　小林　宏行

項目名

■ □ □

実績

評価者

危機管理課長　小林　宏行

第２章　安全・安心  第１節　危機管理・防災

有 有

有

無 無

有 有

無

臨時職員 0.00 人 6組織

6組織 6組織

期間 0.65 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

危機
管理
課

実施計画ランク

期間

H29年度～

目標としていた訓練参加者を確保
できた。

H7年度～

実施計画ランク

優先

5,515千円

消防団の装備充実
事業

従前より行っている避難訓練や安否確認
訓練、炊き出し訓練等に加え、避難所体験
訓練等のより実効性の高い訓練の普及
と、市職員の応急対策訓練の拡大を図り、
全職員の訓練参加を目指す。

優先

事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円

実施計画ランク

重要

自主防災組織育成
事業

H7年度～

消防車両更新整備
事業（消防団車両の
み）

期間

Ｈ27年度～

実施計画ランク

重要

総合防災訓練事業

期間

危機
管理
課

危機
管理
課

目標設定の考え方・根拠

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

財政上の理由から予算を均等化し、複数
年かけて将来目標を達成させる必要があ
る。安全確保のための装備の配備は継続
し、大規模災害に備え、救助活動用資機
材及び団員間の情報伝達が可能な装備
（デジタル無線機）を順次配備していく。

総合
評価

目標としていた台数を確保できたた
め。

H29年度に改善した点

H29年度に改善した点

組織が結成されてから資機材の交付ま
で、複数年掛かることがあったことから、資
機材交付待ち期間を短縮するため６組織
分に資機材を交付できるように予算を確保
した。

0千円
①更新整備実施台数

②

③

消防団車両適正台数の確保
複雑多岐にわたる災害に対処できる消防団体制
を計画的に確立するため

大規模火災・高層建物火災・林野火災時
に対応できるよう、放水性能の高い車両を
導入した。

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

消防組織法、消防力の整備指針 17,500千円 17,226千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

消防の任務である国民の生命、身体及び財産を火
災から保護するとともに、水火災又は地震等の災害
を防除し、これらの災害による被害を軽減するため
に消防団車両の適正な維持管理を図るべく、所沢市
消防団車両管理要綱第２０条に基づき各分団（全１
０個分団）の消防団車両を１６年毎に更新するもので
ある。

0.51 人
非常勤
特別職

0.00 人 10台 10台

4,373千円 臨時職員
①1台

②

③

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29年度目標 H29実績

地域の特性に合わせた車両偽装を考える
とともに、車両積載資機材についても大規
模災害発生時に活用できる資機材の導入
に配慮していく必要がある。

H30年度目標

Ａ
H29目標値が未達成の理由・分析

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

10台 10台

0.55 人
非常勤
特別職

0.00 人

臨時職員 0.00 人 10台4,667千円

危機
管理
課

事業の種別

一
般

H28予算現額

根拠法令

2,745千円

住民同士が自発的に自主防災組織を結成し、訓練
や研修会等を実施する。
市は、新規に結成された組織に防災資機材を交付
する。また、交付金により防災意識の普及啓発のた
めの視察研修や講座を開催し、自主防災活動を促
進する。

0.67 人

指標名

自治事務

目標設定の考え方・根拠

A

目標としていた交付数に達したた
め。

組織単独では購入の難しい資機材を交付し、自
主防災組織の育成を図る

H29予算現額 H29決算額（見込み）

災害対策基本法、所沢市自主防災組織育成補助金等交付
要綱、所沢市自主防災会連合会交付金交付要綱

H29目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

法定受託事務 法定受託＋附加 1,695千円 1,492千円
①資機材を交付した組織数

②

③

資機材を交付した自主防災組織数

4組織

5,745千円 臨時職員

2,415千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

0.00 人

H28年度目標 H28実績

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

0.00 人
①6組織

②

③

H29年度目標 H29実績

既に資機材を交付済みの組織（地域）内
で、新規に組織を結成（分割）した場合に、
資機材を交付するかが課題である。

H29その他職員
従事割合

非常勤
特別職

4組織

1.46 人

臨時職員12,388千円

H29正規職員
人件費

H28決算額

災害対策本部設置訓練において、平成２８
年台風９号の経験を基に、時間軸を意識し
た風水害対応訓練を実施した。また、各地
区自主防災活動訓練の選択訓練メニュー
に、水のう作成訓練、聴覚障害者対応訓
練を導入した。

目標設定の考え方・根拠

H29目標値が未達成の理由・分析

指標名 H29年度に改善した点

非常勤
特別職

0.00 人

2,844千円
①訓練に参加した市民及び関
係機関、職員の参加者合計
②

③

Ａ

31,100人

31,500人

21,000人

23,000人

H28年度目標

現状の訓練参加率を落とすことなく、訓練参加者
数の増加を図る。

目標達成済

H29年度目標 H29実績

22,494人

0.00 人

H29その他職員
従事割合

0.00 人

0.00 人

0.00 人

H28決算額H28予算現額

H28実績

H29正規職員
人件費

2,526千円

H28その他職員
従事割合

市民及び関係機関、職員の参加者合計

①31,100人

②

③
H30年度目標

11,576千円

法定受託事務 法定受託＋附加 2,980千円

2,396千円

H29決算額（見込み）

非常勤
特別職

臨時職員

3,988千円

自治事務

H29予算現額

市域全体の防災力向上を目的として、災害対策本
部設置訓練、防災関係機関等と市による大規模訓
練（隔年実施）、各地区自治会・町内会や自主防災
組織による自主防災活動訓練、現地災害対策本部
設置訓練、指定避難場所参集訓練の5つの訓練形
態で実施する。
　訓練日は、原則として防災の日である9月1日また
は、その前後3日間の土曜日で開催する。　なお、自
主防災活動訓練は、自治会・町内会、自主防災組織
が主体となり、地域に即した会場や訓練種目を選定
している。その活動に対して、市は各行政区ごとに交
付金を交付し、訓練の実施を推進している。

1.35 人

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

根拠法令

災害対策基本法、所沢市災害対策本部条例、所沢
市災害対策本部要綱

①18個②18個⑦18双⑧20セッ
ト⑨4台⑩4台⑪10台⑫4基

①10個②10個⑦9双⑧
21セット⑪10台

3,344千円 H29年度目標

事業の種別

一
般

臨時職員

0.00 人

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

①安全確保のための装備数

②救助活動用資機材数

③団員間の情報伝達が可能
な装備

①防塵メガネ ②防塵マスク ③トランシーバー ④エンジ
ンカッター用替刃 ⑤警戒用ロープ ⑥拡声器 ⑦耐切創
性手袋 ⑧防火衣一式 ⑨エンジンカッター ⑩可搬ウイ
ンチ ⑪携帯型デジタル受令機 ⑫5t油圧救助器具セット
⑬デジタル無線機

必要装備に対する計上予算の財政上の理由。

東日本大震災などを踏まえ、消防団活動が従来からの消
火活動や予防・啓発活動にとどまらず、大規模災害におけ
る救助活動や避難誘導などにも広がりを見せ、消防団の装
備の更なる充実・改善が求められたことから実施しているも
ので、多種多様化する災害及び大規模災害にも対応でき
得るため以下の装備を複数年にわたり順次配備するもの
である。
①団員の安全確保のための装備（防塵メガネ、防塵マス
ク、耐切創性手袋、防火衣一式）②救助活動用資機材（エ
ンジンカッター、可搬ウインチ、油圧救助器具、ＡＥＤ）③団
員間の情報伝達が可能な装備（トランシーバー、デジタル
無線機）

0.39 人
非常勤
特別職

0.00 人
③20個⑧25セット⑨6台⑩10
台

0.47 人
非常勤
特別職

28年度に引き続き、団員の生命、身体の
保護に関わる安全確保のための装備を優
先して配備することとし、従来型よりも難燃
性・視認性に優れた防火衣を更新したほ
か、防塵メガネ・防塵マスク・耐切創性手
袋を新入団員用として配備した。

H29決算額（見込み）

救助活動用資機材の配備が出来
なかった。

0.00 人

H28実績

①防塵メガネ　10個
　 防塵マスク　10個
　 耐切創性手袋　9双
　 防火衣一式　21セット
②なし
③携帯型デジタル受令機　10
式

③20個
⑧25セット

H29実績

H30年度目標

H29目標値が未達成の理由・分析

①30個②30個⑦30双⑧20セッ
ト⑬15機（車載型10、携帯型5）

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

団員の生命、身体の保護に関わる安全確保のた
めの装備を優先し、配備していく。

3,007千円

目標設定の考え方・根拠 H29年度に改善した点

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

根拠法令 H29予算現額

3,219千円

B

3,954千円
消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法
律、消防団の装備の基準の改正

4,104千円

活動実績(H29)

成果

成果指標
評価
理由

現状の課題

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

自治事務

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

法定受託事務 法定受託＋附加

事業の具体的な内容及び目的

事業の種別

臨時職員

H28年度目標
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総合
評価

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

活動実績(H29)

成果

成果指標
評価
理由

現状の課題

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

危機管理課長　小林　宏行

項目名

■ □ □

実績

評価者

危機管理課長　小林　宏行

項目名

■ □ □

実績

評価者

危機管理課長　小林　宏行

項目名

■ □ □

実績

評価者

危機管理課長　小林　宏行

無 無

無 無

有 無

無 無

目標としていた同意者数に達したた
め。

H29年度に改善した点

避難支援者となる各自治会・町内会長に
対して避難支援の手引きを作成し配布し
た。

H29年度に改善した点

優先

防災行政無線整備・
管理事業

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

前年度に引き続き、各分団に、管轄地域
における広報活動のため地域行事等への
積極的な参加を奨励した。また、西武鉄道
の駅頭において消防団員募集のＰＲを実
施するなど、、広報実績の向上を図った。

避難行動要支援者
支援事業

期間

H28年度～

実施計画ランク

最優先

防災備蓄倉庫更新
事業

期間

H28年度～

実施計画ランク

優先

期間

S62年度～

実施計画ランク

実施計画ランク

重要

消防団入団促進事
業

期間

～

危機
管理
課

危機
管理
課

危機
管理
課

危機
管理
課

A

前年度に退団した団員数分の新入
団員を確保できなかった。

H29年度に改善した点

特になし

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

防災行政無線には、移動系無線と固定系無線の2種
類があり、移動系無線については、現地災害対策本
部となる各まちづくりセンター（11箇所）へ可搬型の
無線機を、また、庁用車（1台）に車載型の無線機を
配備し、災害時に電話が不通になった場合の連絡
手段として活用するものである。固定系無線につい
ては、市庁舎及び市指定避難場所等（１０1箇所）に
設置しており、主に災害対策本部から各指定避難場
所等への情報伝達手段として活用するものである。
これらの防災行政無線が常時正常に作動するよう、
維持管理を行っている。

0.48 人
非常勤
特別職

3,649千円

0.43 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

臨時職員 0.00 人 100

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29年度目標 H29実績

防災行政無線放送の市域面積に対する音
達率が低いため、放送が聞こえない地域
がある。今後は固定系防災行政無線の増
設や、ところざわほっとメールの加入者を
増やしていく。

成果指標の目標値については毎年
達成しているが、防災行政無線は、
災害時の市民への情報伝達や災
害情報の収集・発信手段として有
効であるため、今後も常に正常に
作動するよう、万全を期したい。

目標設定の考え方・根拠

100 100

A

9,303千円

①機能確認回数（固定局）

②機能確認回数（移動局）

③

固定系防災行政無線の正常稼働率【％】
（正常稼働日数/年間放送日数）

H29目標値が未達成の理由・分析

0.00 人

①365回

②21回

③

目標達成済

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

根拠法令 H29予算現額

8,639千円

一
般

H28予算現額 H28決算額

H29決算額（見込み）

指標名

H28年度目標

8,645千円
防災行政無線からの放送は、災害時における需
要な情報伝達手段の1つであるため、常に正常に
作動していることを目標とした。

4,116千円 臨時職員

H28実績

0.00 人 100 100

11,031千円 7000

災害対策基本法 10,697千円

事業の種別

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

災害発生時に自ら避難することが困難な方（避難行
動要支援者）の名簿を作成し、平常時から避難支援
関係者（自治会・町内会長及び民生委員等）に対し
て名簿情報を提供することで、円滑かつ迅速な避難
誘導や安否確認の実施を可能にし、避難行動要支
援者の生命・身体を災害から保護することを目的と
するもである。

0.70 人
事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29年度目標 H29実績
引き続き個人情報の提供に関する同意確
認の作業及び避難支援関係者に対して名
簿情報を提供するとともに、要支援者一人
一人の個別支援計画の作成を進めてい
く。

臨時職員 0.00 人

H29その他職員
従事割合

6000 6015

6,003千円 臨時職員 0.00 人
①6015

②

③

H29正規職員
人件費

1.30 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

A

目標設定の考え方・根拠指標名

非常勤
特別職

0.00 人 - -

H28実績

目標達成済

H29目標値が未達成の理由・分析
H28その他職員
従事割合

3,680千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

①同意者数

②

③

平常時から避難支援関係者に名簿情報を提供す
ることに同意した人数

災害対策基本法 3,769千円

1,610千円

平常時から避難支援等関係者に名簿情報を提供
することができる人数

H29決算額（見込み）

H28年度目標

0

事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額

根拠法令 H29予算現額

3

0.60 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,202千円

5,091千円

財政状況を考慮し、更新数を減らした。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29年度目標 H29実績

設置場所を所管する所属との調整や建築
基準法に係る建築許可申請等に時間を要
する事業であるため、各段階における事務
の進捗管理を確実に行う。

年度内に更新が完了したため。

目標設定の考え方・根拠

更新の必要性や市の財政状況等を踏まえて、目
標を設定している。

事務の流れを整理し、時間のかかる手続
については、可能な限り一括して事務に取
り組むことで事務処理の効率化を図った。

H28実績

防災備蓄倉庫は指定避難場所等に７５基を設置して
いる。そのほとんどが設置から２０年以上経過してい
るため、経年劣化による腐食や雨漏り等が激しく、修
繕での対応が困難である。老朽化しているものから
順次更新していくものである。

0.65 人
非常勤
特別職

0.00 人 3 3

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

臨時職員

根拠法令 H29予算現額

- 14,437千円

事業の種別

H29目標値が未達成の理由・分析

14,105千円
①更新数

②

③

更新数

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 14,143千円

H29決算額（見込み）

一
般

H28予算現額 H28決算額

0.00 人

H29正規職員
人件費

指標名

13,824千円

5,574千円 臨時職員 0.00 人
①３基

②

③

H28その他職員
従事割合

H28年度目標

H29その他職員
従事割合

4

各種イベントのほか広報媒体を活用する
など、入団促進事業を積極的に展開し、消
防団の認知度を向上させる必要がある。

H29年度に改善した点

15 11

20

目標設定の考え方・根拠

H30年度目標

H28実績

22

B

4,373千円 臨時職員 0.00 人
①588人

②438人

③3回

マスメディア及び広報紙等を利用したＰＲ回数が
前年度より減少したことにより、認知度の向上が
図れなかった。

H29その他職員
従事割合

0.53 人

H29年度目標

0.00 人

H29目標値が未達成の理由・分析H28年度目標

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

退団意向のある団員数分の新入団員を確保する
ことで、団員数を定数近似値で安定させる。

212千円

H29決算額（見込み）

①各種消防行事等でのＰＲ参
加団員数
②消防団各分団等独自のＰＲ
参加団員数
③マスメディア及び広報紙等
を利用したＰＲ回数

根拠法令

消防組織法、所沢市消防団条例、所沢市消防団規則 140千円

非常勤
特別職

事業の種別

新入団員確保の達成度

消防団の活性化を図り、市民生活の安全確保及び
地域防災力の維持を図るため、消防団特別点検・消
防出初式等の消防行事及び市内大型イベントにお
けるＰＲ、消防団各分団及び女性消防団員独自のＰ
Ｒ、マスメディア及び広報紙等を利用したＰＲを通し
て消防団を身近なものとし、新入団員の確保へとつ
なげる。

0.51 人
非常勤
特別職

事業の目的及び具体的な内容

H29実績

臨時職員 0.00 人

H29正規職員
人件費

H29予算現額

4,497千円

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

123千円

0.00 人 15

154千円

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合
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総合
評価

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

活動実績(H29)

成果

成果指標
評価
理由

現状の課題

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

危機管理課長　小林　宏行

項目名

■ □ □

実績

評価者

危機管理課長　小林　宏行

項目名

■ □ □

実績

評価者

道路維持課　片岡　秀樹

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育施設課長　森田幸夫

事業の具体的な内容及び目的

平成29年10月23日、台風21号の大雨の影響により、所沢
市立山口中学校用地西側斜面の擁壁が、高さ約15ｍ、横
幅約40ｍに渡り崩壊し、当該地域の住民が避難生活を余
儀なくされている。　また、崩壊の影響により、山口中学校
内の屋内運動場などが使用不可となっており、同校におい
て学校行事や生徒の学習活動に支障を来している。
　こうしたことから、住民の生活再建はもとより、屋内運動
場などの早期開放や更なる被害の拡大防止のため、早期
に擁壁の復旧工事等を行うものである。

無 無

有 有

無

H29～

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

0千円

有

有 有

-

①調査・設計業務完了

②

③

H29年度目標

H29その他職員
従事割合

100%

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

期間 1.15 人
非常勤
特別職

H30年度目標

H29正規職員
人件費

臨時職員 75%

臨時職員

非常勤
特別職

当該事業は擁壁崩壊による緊急対
応であるが、早期に設計業務を完
了させ、文部科学省の公立学校施
設災害復旧費国庫負担金の内定を
受け、成果指標の目標値を達成し
ており、近隣住民及び児童生徒の
安全確保を第一に教育環境の改善
を図ることができたと考える。
今後も、杭工事及び擁壁本体工事
が続くが、計画的に事業を進めると
ともに、工事の安全に配慮し、近隣
住民及び児童生徒の安心につなげ
たい。

H29年度に改善した点

①調査・設計

②

③

学校災害現場の復旧進捗状況
　H29　設計業務
　H30　擁壁工事(土留杭)　・ 擁壁(本体)工事
　H31　擁壁(本体)工事

100%

特になし

H29実績

平成３１年までの継続事業となることから、
各工事の進行管理を十分に行い、定例打
ち合わせを行う中で、問題点の把握を行い
迅速に対応する。

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

H28決算額H28予算現額 指標名

A

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

台風２１号災害復旧
事業（所沢市立山口
中学校災害復旧事
業）

根拠法令 H29予算現額

9,758千円

目標設定の考え方・根拠

H29決算額（見込み）

24,863千円 24,614千円

現復旧計画において、平成31年10月までに現場
の復旧を終えるための進捗状況を指標とする。

最優先

臨時職員 0.00 人 90,000

市内６２箇所の防災備蓄倉庫、東部防災倉庫および
西部防災倉庫等に、食料、毛布、簡易トイレ、カセッ
トコンロ・ボンベ、車椅子、担架、投光機などを備蓄
する。
　備蓄食料の有効活用のため、賞味期限を迎えるも
のから順次、防災訓練や出前講座等で使用する。
　浄水機、投光機、カセットガス発電機の年次点検を
行う。

0.28 人

H30年度目標

1,188千円

教育
施設
課

実施計画ランク 事業の種別

危機
管理
課 0.00 人 90,000 113,880

H29その他職員
従事割合

90,000 116,030

臨時職員 0.00 人
①116,030食

②18,000食

③

H29年度目標

H29決算額（見込み）

H28年度目標

9,810千円 8,139千円

0.14 人

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

0.00 人

非常勤
特別職

避難住民用＝9,200人×3食×1.5日＝41,400食
災害救助従事者用＝2,200人×3食×3日＝
19,800食
帰宅困難者用＝27,000人×1食＝27,000食
合計：88,200食→90,000食

平成29年度中に賞味期限が切れる備蓄食
料をフードバンクに提供し、食品ロス削減
に寄与した。

H28年度中に目標備蓄食料数を見
直ししたため、目標数以上の備蓄と
なっている。
賞味期限が5年のことから、目標備
蓄数の5分の1ずつ（毎年18,000食）
購入していく。

H29年度に改善した点

H29目標値が未達成の理由・分析H28実績

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

備蓄する品目数や個数が増えると管理や
保守に要する時間や費用がかかってしま
うため、品目と数量を再検討し、より効率
的な運用を行っていく。

H29実績

H28決算額

一
般

H28予算現額

11,365千円

根拠法令 H29予算現額

災害対策基本法

H29正規職員
人件費

2,401千円

事業の種別

成果指標の目標値は今年度に設
定したところである。
耐震性貯水槽は、災害時における
飲料水等の確保において重要な手
段であり、常に正常に作動するよう
万全を期したい。

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

耐震性貯水槽管理
事業

期間

重要

応急物資備蓄・保守
事業

期間

H7年度～

実施計画ランク

優先

H7年度～

実施計画ランク

危機
管理
課

非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

非常勤
特別職

1,867千円 1

0.00 人 - -
事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29年度目標 H29実績

年次点検の結果を受け、腐食や劣化が確
認された箇所については、耐震性貯水槽
の目的と機能が達成されるよう対応を図っ
ていく。

臨時職員 0.00 人

1 1

非常勤
特別職

A

1,115千円 臨時職員 0.00 人
①１回

②

③

H29正規職員
人件費

0.22 人

H29その他職員
従事割合

目標達成済

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

H29年度に改善した点

0千円
①点検回数（5か所）

②

③

耐震性貯水槽の点検回数（年）

耐震性貯水槽は、災害時における飲料水等の確
保において重要な手段であり、常に正常に作動し
ていることが求められることから、目標として設定
した。

H29年度より本点検が開始となったことか
ら、該当なし。

H29決算額（見込み）

H28年度目標
H28その他職員
従事割合

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円

根拠法令 H29予算現額

東日本大震災からの復興に関し地方公共団体が実施する防災のための施策に必要な財源の確保にかかる地方税の臨時特例に関する法律630千円

事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

627千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

　災害時における飲料水等の確保を目的に地下埋
設型の耐震性貯水槽を市内５箇所（東所沢小学校、
小手指小学校、市民文化センターミューズ、伸栄小
学校、南小学校）に設置した。
　災害時ただちに使用できるよう、専門的な年次点
検（維持管理）を行う。

0.13 人

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 10,796千円
①年度末備蓄食料数

②単年度購入食料数

③

年度末備蓄食料数（食）

台風２１号災害復旧
事業（市道５－９９３
号線災害復旧事業）

根拠法令 H29予算現額

5,940千円

H29年度に改善した点

①国庫負担金の申請及び査
定

②調査及び設計

③

道路復旧の進捗状況
市道5‐993号線の全面復旧を目的とし、計画に
沿った進捗の状況を指標とする。

特になし

道路
維持
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標の目標を達成している。
今後も、早期復旧に向けて実施し
ていく。

H28予算現額

H28実績

15,826千円 8,478千円

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

H29決算額（見込み）

市道5‐993号線の測量
及び設計

H29目標値が未達成の理由・分析

事業の具体的な内容及び目的 0.00 人
非常勤
特別職

-

公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法
道路法第４２条

H30年度目標

-

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標

H29正規職員
人件費

H29年度目標 H29実績

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

平成29年10月23日、台風21号の大雨の影響によ
り、所沢市立山口中学校用地西側斜面の擁壁が、
高さ約15ｍ、横幅約40ｍに渡り崩壊し、それに伴い
市道5-993号線の道路も滑落したことで、避難生活
を余儀なくされている地域住民の生活再建のため、
復旧工事を実施する。

0千円 臨時職員
①国庫負担金決定

②調査及び設計業務完了

③

道路復旧工事を平成31年3月末までに完
成させる。

市道5‐993号線の測量
及び設計

期間 0.70 人
非常勤
特別職

目標達成済
H29その他職員
従事割合

市道5‐993号線の全面
復旧

H29年度～H30年度 臨時職員



項目名

■ □ □

実績

評価者

危機管理課長　小林　宏行

項目名

■ □ □

実績

評価者

危機管理課長　小林　宏行

項目名

■ □ □

実績

評価者

危機管理課長　小林　宏行

項目名

■ □ □

実績

評価者

危機管理課長　小林　宏行

第２章　安全・安心  第３節　防犯

無

無 無

無 無

無

無 無

期間
非常勤
特別職

H30年度目標

H22年度～ 14,170千円 臨時職員

10,462千円 臨時職員
①124

②105

③

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

70%

1.67 人

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

空き家等が放置され、管理不全な状態が犯罪や放
火を招く恐れがあることから、近隣住民が安心して
生活できるよう生活環境の保全と防犯のまちづくりを
進めるため、所有者に適正管理を求めている。

1.22 人
非常勤
特別職

60% 82%

84%

80%

147千円 197千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 210千円 160千円
①当該年度の空き家について
の相談受理数
②当該年度に適正管理が行
われた件数
③

解決率【%】
（解決件巣/受理件数*100）

H29年度に改善した点

空き家についての相談受理数に対して、解決率を
指標とする。
解決率を高める事を目標としたい。

目標達成済

成果目標の目標値を毎年度達成している
が、指導通知後の経過確認等を積極的に
行い更に解決率を高めていきたい。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

空家対策の推進に関する特別措置法が施行さ
れ、将来的には、空家の有効活用や特定空家
への対応が求められ、空き家バンクの設置、市
全域の空き家調査（空き家実態調査）、空家等
対策計画の策定、空き家のデータベース作成な
どの実施にあたっては、庁内関連部署との連携
を図っていく必要がある。

H28決算額 指標名

空き家対策事業

目標設定の考え方・根拠

A

成果目標の目標値を毎年度達成し
ている。

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

空家等対策の推進に関する特別措置法
所沢市空き家等の適正管理に関する条例

3,479千円 臨時職員 2,796

危機
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

H29その他職員
従事割合

3,141 2,796

期間 0.41 人
非常勤
特別職

H30年度目標

S52年度～

非常勤
特別職

3,610 3,141

5,231千円 臨時職員

①202回

②5回

③1回

H29年度目標 H29実績

4,000千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 4,000千円 4,000千円
①青色回転灯装着パトロール
車によるパトロール
②防犯街頭キャンペーン
③所沢市防犯のまちづくり市
民大会

市内の犯罪発生件数

H29年度に改善した点

本事業の目標は、犯罪発生の未然防止であるた
め、市内の犯罪発生件数を指標とする。 特になし

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

犯罪発生件数の減少に向け、所沢警察署
及び防犯協会各支部と連携し、更なる啓
発活動等に努めていく。

目標達成済

H29目標値が未達成の理由・分析

H28決算額 指標名

防犯協会交付金

目標設定の考え方・根拠

A

成果指標の目標値を達成してお
り、犯罪発生の未然防止に貢献し
ている。

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市防犯協会交付金交付要綱

危機
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

4,000千円

市民の防犯に対する意識を高め、犯罪を起こさせに
くい地域環境づくりを推進することにより、犯罪の発
生を未然に防止し、安全で安心なまちづくりを推進す
る。
①地域安全活動推進週間にあわせ、市内主要駅等
において街頭キャンペーンを実施②所沢市防犯のま
ちづくり市民大会を開催し、功労者、功労団体を表
彰③青色回転灯装着パトロール車によるパトロール
を実施④地域安全ニュースを発行し、防犯情報を提
供

0.61 人

H29正規職員
人件費

期間 1.11 人
非常勤
特別職

H30年度目標

H16年度～ 9,418千円 臨時職員

①324件

②3,873個

③37人

H29年度目標 H29実績

所沢警察署と連携して、自主防犯組織拡
大に取り組んでいく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

215

成果目標の目標値を達成してお
り、地域の安全・安心なまちづくりに
果たす役割は大きい。

H29年度に改善した点

犯罪や事件の発生を防止するため、以下の事業を
行政と地域が一体となって推進し、市民の安全で安
心な生活を確保する。
①各地域の自主防犯組織拡大を図るために防犯講
座を開催。②防犯パトロールを実施する自治会・町
内会・ボランティア団体等の自主防犯団体に対し、
防犯資器材の貸出しを実施。③防犯フェア等を開催
し、情報提供、ボランティア団体の紹介等により、啓
発活動を実施。④防犯啓発グッズの配布や、様々な
広報媒体等により防犯意識の高揚を図る。

1.15 人
非常勤
特別職

200 211

213 213

9,861千円 臨時職員

本事業の目的である犯罪や事件の発生を防止す
るためには、地域での防犯意識の高揚が不可欠
であり、防犯意識の高揚は、自主防犯組織の結
成へと繋がることから、団体数を指標とする。960千円 720千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28実績

自主防犯組織の拡大H29決算額（見込み）

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 952千円 741千円
①パトロール用品の貸出

②防犯啓発物の配布

③防犯講座の開催

H28予算現額

地域安全活動推進
事業

根拠法令 H29予算現額

所沢市防犯のまちづくり推進条例

特殊詐欺予兆情報や不審者情報などを防
災行政無線で注意喚起放送を行った際に
は、併せてほっとメールを配信を徹底し、
周知拡大に努めた。

H28年度目標

指標名

H29目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

H28年度～ 424千円 臨時職員 43%

危機
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

広報ところざわや市ＨＰなどにより広報活
動を行うとともに、イベントやその他広報媒
体など、様々な機会をとらえて普及を図
る。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

0.05 人
非常勤
特別職

H30年度目標

目標達成済180件 190件

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

429千円 臨時職員
①55件

②24件

③

H29年度目標 H29実績

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

本事業は、空き家の解消と管理不全となる空き家の
増加抑止を目的に、空き家の利活用等に関する相
談窓口を設置する事業である。相談業務について
は、空き家の利活用等に関するノウハウのある民間
事業者又は団体の中から、不動産業者、建築士、弁
護士など専門家等との連携協力ができる事業者と事
業協定を締結し、次のとおりワンストップによる相談
業務を行うものである。

0.05 人
非常勤
特別職

－ －

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 - -

H28決算額 指標名 H29年度に改善した点

①事業者による空き家の相談
件数

②解決となった件数

③

解決率【%】（解決件巣/問合せのみを除く相談件数*100）
※H30の目標値はH29の実績値とした。
※H29までの指標は解決実績がなかったため、年間合計相談
件数とし、積算方法は（問い合わせ件数+相談件数）×3事業
者とし、各事業者１カ月あたり5件を目標値に設定していた。

問合せのみを除いた相談件数に対する、解決率
を指標とする。
解決率を高める事を目標としたい。

管理不全な空き家所有者への指導通知に
事業のチラシを同封し、事業の周知を図っ
た。

H28年度目標 H28実績

根拠法令 H29予算現額

期間

目標設定の考え方・根拠

A

成果指標の目標値を達成してお
り、事業を周知することとができた。

H29決算額（見込み）

特になし - -

評価
理由

現状の課題

環境
影響

危機
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

空き家利活用等ワン
ストップ相談事業

経費

投入コスト
会
計

総合
評価

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

活動実績(H29)

成果

成果指標

H28決算額 目標設定の考え方・根拠

A

有益
な
もの

有害
な
もの

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称



項目名

■ □ □

実績

評価者

交通安全課長　田中　政美

項目名

■ □ □

実績

評価者

交通安全課長　田中　政美

項目名

■ □ □

実績

評価者

交通安全課長　田中　政美

項目名

■ □ □

実績

評価者

交通安全課長　田中　政美

有益
な
もの

有害
な
もの

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

総合
評価

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

活動実績(H29)

成果

成果指標
評価
理由

現状の課題

環境
影響

交通
安全
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

交通安全教育推進
事業

根拠法令 H29予算現額

期間

目標設定の考え方・根拠

Ｓ

幼児・小学生・高齢者による交通事
故の割合が高くなっていることか
ら、交通事故を減らすため、今後も
幼児・小学生・高齢者を対象とした
交通安全教室等を行なうことが必
要である。

H29年度に改善した点

①参加人数

②交通安全教室開催回数

③高齢者・子供自転車免許制
度に基づく講習回数

交通安全教室及び高齢者・子供自転車免許制度
に基づく講習回数

所沢市の交通事故の死傷者として、幼児・小学
生・高齢者によるものが増加している。交通事故
を減らすためには、幼児・小学生・高齢者を対象と
した交通安全教室等の実施が必要である。

保育園・幼稚園・小学校・高齢者施設のみ
ならず、中学校での交通安全教室を開始
した。

H28年度目標 H28実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 50,845千円 50,813千円

H28決算額 指標名

H29決算額（見込み）

交通安全対策基本法　所沢市交通指導員設置規定 51,185千円 50,415千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

幼児、児童、生徒及び高齢者に対して交通安全教室
等を実施することによって、交通事故を未然に防ぎ、
減少させる。
・保育園・幼稚園・小学校・中学校等で、交通安全教
室等の実施及び小学校通学路の危険箇所等に交通
指導員を配置し、立哨指導を行っている。
・福祉施設での交通啓発活動及び高齢者自転車免
許制度に基づく講習を実施する。

1.25 人
非常勤
特別職

44.01 人 130回 119回

目標達成済130回 141回

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

10,719千円 臨時職員 0.00 人
①29,092人

②116回

③25回

H29年度目標 H29実績

今後も実施回数を増やすしていくよう保育
園・幼稚園・小学校・中学校及び高齢者施
設へ交通安全教室等の実施のはたらきか
けを行なっていく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

1.15 人
非常勤
特別職

44.10 人 H30年度目標

昭和47年度～ 9,758千円 臨時職員 130回

交通
安全
課

実施計画ランク 事業の種別 H28予算現額

交通安全運動推進
事業

根拠法令 H29予算現額

交通安全対策基本法　所沢市交通安全推進協議会規約

H28決算額 目標設定の考え方・根拠

Ｓ

平成29年は交通事故死者数は増
加したものの、交通事故の死傷者
数は平成28年より減少した。このた
め、より交通安全関係団体と連携を
図りつつ、各季の交通安全運動期
間等のほか、機会を捉え交通事故
防止の啓発活動を実施する必要が
ある。

H29年度に改善した点

死傷者数の減少数 前年の死傷者数より減少させること 平成28年度より啓発活動の回数を増やし
た。

H28年度目標

H29決算額（見込み）

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,281千円 3,275千円
①交通安全運動参加人数

②交通事故発生（負傷者数）

③交通事故発生（死亡者数）

指標名

3,806千円 3,637千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

市民に交通安全思想の普及・浸透を図り、交通ルー
ルの遵守と正しい交通マナーの実践を習慣付け、交
通事故死傷者数を減少させる。
・所沢市交通安全推進協議会加盟団体と協力し、交
通安全パレードや街頭における交通安全啓発活動
等を実施する。
・市広報やホームページ等を利用しての交通安全啓
発活動を行う。

0.79 人
非常勤
特別職

4.89 人 50人 314人

目標達成済50人 96人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

6,774千円 臨時職員
①715人

②1,402人

③7人

H29年度目標 H29実績 交通ルール、交通マナー等が守られてい
ない場合がある。
今後も市民・行政及び警察をはじめとした
交通関係団体が一体となり啓発活動を積
極的に推進し、交通事故の防止を図る必
要がある。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

期間 0.75 人
非常勤
特別職

4.90 人 H30年度目標

昭和39年度～ 6,364千円 臨時職員 50人

交通
安全
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

自転車駐車場整備
事業

目標設定の考え方・根拠

Ⅽ

　市内駅周辺の生活環境を良好な
状態で保持していくには、駅周辺に
利用しやすい自転車駐車場の設置
が不可欠である。そのため、指定管
理者とともに更なる効率化を図って
いく必要がある。

H29年度に改善した点

適正な自転車駐車場を設置し、利用者を増やすこ
とで放置自転車を減少させ、市内各駅周辺の良
好な生活環境を保持する。

「市営自転車駐車場整備の基本方針につ
いて」に基づき、狭山ヶ丘第4自転車駐車
場のサイクルポートの修繕を実施した。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

所沢駅西口第１自転車駐車場が、所沢駅
西口土地区画整理事業に伴い、平成32年
度以降に用地が使用できなくなるため、所
沢駅西口周辺における放置自転車の防止
及び利用者の利便性を確保するよう、公
園予定地等に(暫定)所沢駅西口第１自転
車駐車場の設置を進めていく予定である。

駅周辺の利便性が高い場所に民間の自転車駐
車場が新設されており、市民が自転車駐車場を
利用する場合の選択肢が増えたからだと考えられ
る。なお、放置自転車台数は減少していることか
ら、駅周辺の環境については悪化していない。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 57,474千円 55,141千円 ①市営自転車駐車場等の施
設数

②市営自転車駐車場等の収
容能力

③

市営自転車駐車場月平均利用台数根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市自転車駐車場条例 52,266千円 52,431千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

駅にアクセスするための交通手段である自転車の駐
車スペースを確保し、駅周辺の自転車の駐車秩序を
図る。
・各駅周辺における適切な規模の自転車駐車場を
設置し、維持管理を行う。
・管理運営は指定管理者制度を取り入れ、市民サー
ビスの向上と経費の削減を図る。

1.25 人
非常勤
特別職

0.00 人 23,254台 14,909台

10,719千円 臨時職員 0.00 人
①32箇所

②23,254台

③

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

23,254台 14,197台

期間 0.95 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

昭和50年度～ 8,061千円 臨時職員 0.00 人 23,254台

交通
安全
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

放置自転車対策事
業

目標設定の考え方・根拠

Ｓ

　毎年、放置自転車の台数は減少
しつつあり、見直しの効果が上がっ
てきている。
　今後も、市内駅周辺の良好な生
活環境を保持するための事業の一
環として、放置自転車台数の減少
を図っていくことが必要である。

H29年度に改善した点

各年度11月(晴れの平日)の放置台数 所沢駅の放置自転車指導員について、配
置時間の見直しを図った。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 56,502千円 48,248千円
①年間撤去台数

②年間撤去日数

③年間撤去台数／年間撤去
日数

自転車放置台数根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市自転車駐車場の整備及び自転車の放置の
防止に関する条例

44,842千円 43,872千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

放置自転車の撤去・立哨指導等により、駅周辺の良
好な生活環境を保持する。
・駅周辺に放置自転車指導員を配置し、放置自転車
防止の指導及び自転車駐車場への誘導を行う。
・自転車放置禁止区域等の放置自転車の撤去を定
期的に実施する。
・自転車保管場所に移動した自転車の所有者につ
いて警察に照会し、はがきを送付して返還する。

1.05 人
非常勤
特別職

0.00 人 53台 40台

9,004千円 臨時職員 1.00 人
①1,437台

②65日

③22台

H29年度目標 H29実績

全体の台数は減少傾向にある。今後も現
状維持をしていくためには、各駅のごとの
状況に合わせて効率的な人員配置を検討
していく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

51台 38台

38台

期間 1.05 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

昭和50年～ 8,909千円 臨時職員 1.00 人

無

有 無

有 無

第２章　安全・安心  第４節　交通安全

有 無

有
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投入コスト
会
計

総合
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評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど
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成果

成果指標
評価
理由

現状の課題

環境
影響

第２章　安全・安心  第４節　交通安全

項目名

■ □ □

実績

評価者

道路維持課　片岡　秀樹

項目名

■ □ □

実績

評価者

交通安全課長　田中　政美

項目名

■ □ □

実績

評価者

交通安全課長　田中　政美

道路
維持
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

道路安全施設整備
事業

根拠法令 H29予算現額

14,849千円

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

交通安全施設の要望については増
加する一方なので、優先順位を定
めて対応していく。

H29年度に改善した点

①道路反射鏡設置数

②道路反射鏡清掃点検数

③道路区画線整備箇所数

要望・通報に対する処理割合

交通事故の多い危険箇所に対し、通行の安全性
を確保するための交通安全施設の設置及び適切
な管理をすることが目的となっているため、要望・
通報件数に対して処理した件数の割合を指標とす
る。

道路反射鏡（カーブミラー）の設置につい
て、現場の危険状況を点数化し、対応す
べき優先順位を決定して対応した。

H28年度目標 H28実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 49,800千円 49,363千円

H28決算額 指標名

H29決算額（見込み）

道路法、道路構造令、所沢市道路の構造の技術的
基準等を定める条例、所沢市移動円滑化のために
必要な道路の構造に関する基準を定める条例、交
通安全対策基本法

55,238千円 55,088千円

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

事業の具体的な内容及び目的 3.40 人
非常勤
特別職

100% 80.63%

交通安全施設に関する要望に優先順位をつけて
対応しているが、全ての要望に対し実施するのは
限られた財政状況のため難しく、年度内の処理が
できないため。

H29その他職員
従事割合

100%

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

交通事故の多い危険箇所における、通行の安全性
を確保するため、道路反射鏡や道路区画線などを設
置。さらに設置した交通安全施設を適切に管理す
る。

29,155千円 臨時職員
①136か所

②5,279基

③57か所

H29年度目標 H29実績

交通安全対策に関する要望は、年々増加
しているので優先度をつけ効果的に実施
していく。

H29正規職員
人件費

71.23%

期間 1.75 人
非常勤
特別職

H30年度目標

Ｓ５７～ 臨時職員 100%

交通
安全
課

実施計画ランク 事業の種別 H28予算現額 H28決算額

交通遺児対策事業

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

Ａ

交通事故により保護者を失った所
沢市在住の交通遺児に遺児手当
及び奨学金を支給しているが、交
通遺児がより安定した生活をしてい
くために今後も続ける必要がある。

H29年度に改善した点

対象者の受給者
交通事故により保護者を失った遺児全員に奨学
金及び遺児手当を支給する 交通遺児と判明した場合、早急に支給でき

るように他課と連携を図った。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29年度目標

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 670千円 618千円
①交通遺児数

②手当支給金額（合計）

③奨学金支給額

指標名

所沢市交通遺児手当支給条例 H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市交通遺児手当支給条例施行規則
所沢市交通遺児奨学基金条例

970千円 705千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

交通事故により保護者を失った遺児に対し遺児手当
及び奨学金を支給し、その福祉の増進を図る。
・交通遺児手当は、義務教育就学時から終了までの
期間、遺児一人に対し月額5,000円を支給する。
・奨学金は、遺児一人に対し、小学校及び中学校入
学者に50,000円を、高等学校入学者に80,000円を支
給する。

0.29 人
非常勤
特別職

100% 100%

2,487千円 臨時職員
①10人

②435千円

③200千円

H29実績
交通遺児に対して遺児手当及び奨学金を
支給することは、交通遺児家庭への援助と
なっていることから、今後も事業を継続す
る。また、未支給者がいないよう、引き続き
学校等の関係機関への周知を行っていく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

100% 100%

100%

期間 0.25 人
非常勤
特別職

H30年度目標

～ 2,121千円 臨時職員

交通
安全
課

実施計画ランク 事業の種別 H28予算現額

交通災害共済事業

根拠法令 H29予算現額

所沢市交通災害共済条例及び施行規則

H28決算額 目標設定の考え方・根拠

Ｃ

現況においても多くの市民（52,000
人以上）が加入しているが、年々加
入率が低下してきているため、より
多くの市民に加入してもらうように
周知することが必要である。

H29年度に改善した点

交通災害共済加入率
過去の交通災害共済加入率で高かった数値を設
定した。 出張受付のチラシをわかりやすく改善し

た。

H28年度目標

H29決算額（見込み）

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 37,600千円 27,425千円
①加入者数

②共済会費収入

③見舞金支給件数

指標名

37,500千円 26,819千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28実績

加入者の相互扶助により、交通事故による災害を受
けた者へ見舞金を支給する。そのため、毎年共済加
入者を募集し、その会費収入を原資として、交通事
故により災害に遭った会員に死亡又は傷害の程度
に応じて見舞金を支給することで、市民の生活の安
定と福祉の増進に寄与することを目的とする。

0.83 人
非常勤
特別職

30.00% 16.20%

30.00% 15.20%

7,117千円 臨時職員 1.83 人
①52,190人

②29,182千円

③424件

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

期間 1.20 人
非常勤
特別職

H30年度目標

昭和42年度～ 10,182千円 臨時職員 1.59 人 30.00%

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

加入率が年々低下しており、加入者を増
やす必要があることから、交通災害共済に
ついて、より市民へ周知する。

H29目標値が未達成の理由・分析

加入者の多くが自治会等の取りまとめを通じて加
入しているが、自治会を通じての加入者が減少し
ている。また、民間の保険の多様化により民間の
保険に加入される方が多くなってきているため。

無 無

無 無

有 有



項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談課長　渕江　弘行

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談課長　渕江　弘行

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談課長　渕江　弘行

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談課長　渕江　弘行

消費生活啓発事業

根拠法令

第２章　安全・安心  第５節　消費生活

無 無

無 無

日常生活を送るなかで発生する、様々な消費者問題
に対応できる消費者を育成することを目的とする。
講座、消費生活展等を開催し、消費者が自ら考え、
判断しうる能力を高めることにより、消費者被害を未
然に防止する。

0.41 人
非常勤
特別職

期間 0.50 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

昭和47年度～ 0.00 人 11回

11回

4,243千円 臨時職員

3,516千円 臨時職員 0.00 人
①472人

②310人

③14,196個

H29年度目標

11回

消費者基本法、消費者安全法 2,380千円 2,225千円

事業の目的及び具体的な内容

0.00 人 11回

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29実績

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合 Ａ

消費者問題が多様化・複雑化し、
対象者も子どもから高齢者まで各
年代に広がっていくなか、講座講演
会の開催回数を増やすとともに、対
象者にあわせた最新のテーマでの
開催を心掛けるなど内容の充実に
も努めた。

目標達成済11回

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,600千円

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

①講座・講演会参加者数

②消費生活展来場者数

③啓発品の配布数

指標名 目標設定の考え方・根拠

H29目標値が未達成の理由・分析

H28予算現額 H29年度に改善した点

消費生活講座・講演会開催回数（回）
講座講演会を開催することにより、消費者被害の
未然防止・被害拡大防止のための知識を深め、
様々な消費者問題への対応力向上を図る。

これまで行っていた駅前街頭キャンペーン
に代わり、より多くの人に情報を届けるた
め、市民フェスティバルでの啓発活動を
行った。また、消費生活展は所沢警察署と
連携して開催し、高齢者の消費者被害・特
殊詐欺被害の未然防止や被害拡大防止
に努めた。H28年度目標

1,520千円

H29予算現額 H29決算額（見込み）

子どもから高齢者まで多様化している消費
者問題について、それぞれの特性に応じ
た啓発活動を進めていく。
また、成人年齢の引き下げに伴い、若年
層の消費者被害が増加する恐れがあるた
め、若年層への啓発活動をより一層強化
していく。

臨時職員 0.00 人 100%

市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28実績

期間 0.43 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

平成13年度～

H29その他職員
従事割合

原料原産地の表示に関する改善指導した
事業者には、指導後も確認をするなどし
て、今後も表示の適正化に努める。

H29正規職員
人件費

H28決算額

100% 99%

品質表示等の適正化を図り消費者の安全・利益を
確保することを目的とする。
店頭販売商品について各法律に基づく表示義務遵
守がされているか確認するため立入検査を実施す
る。

0.43 人
非常勤
特別職

0.00 人 100% 100%

3,687千円 臨時職員 0.00 人
①8,205個

②430個

③8,556個

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 16千円 13千円

H28決算額 指標名 H29年度に改善した点

①家庭用品・消安用品・電気
用品の立入検査における検査
個数
②食品表示法における表示調
査の調査個数
③適正表示数

適正表示率（％）
（適正表示数÷検査・調査数×100）

表示の適正化及び消費者の安全と利益を確保す
るため、適正表示率を指標とする。

違反の疑いのある商品については、写真
を撮るなどして詳細を確認し、改めて事業
者に対して説明を行った。

食品表示法の表示検査において、一部商品に原
産地表示がされていない事業者があったため。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29年度目標 H29実績

根拠法令 H29予算現額

3,649千円

目標設定の考え方・根拠

Ａ

各法令等に基づき適正な表示がな
されるよう努めるとともに、事業者
及び消費者に対する啓発を行って
きたことで、一定の成果が上げられ
たと考えている。

H29決算額（見込み）

食品表示法に基づく事務処理要領、所沢市家庭用品品質
表示法に基づく事務処理要領、他

27千円 8千円

13,746千円 臨時職員 0.00 人

市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

消費生活に関する表
示の適正化事業

H29その他職員
従事割合

100% 99%

100%

期間 1.62 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

非常勤
特別職

0.00 人 100% 98%

13,291千円 臨時職員 0.00 人
①899個

②649個

③641個

H29年度目標 H29実績

922千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,126千円 1,788千円
①定期検査
（定期検査受検器物数）
②商品量目立入検査
（量目検査商品数）
③量目検査適正商品数

量目検査適正商品率（％）
（適正商品数÷量目検査商品数×100）

根拠法令

H29年度に改善した点

適正な計量を確保するため、商品量目立入検査
における適正商品率を指標とする。

事業所への定期検査事前調査を厳密に行
い、検査対象リストの整備を行なった。こ
れにより、免除対象はかりや廃業事業所を
検査対象リストから外し、効率的な検査を
実施することができた。

計量時に商品の乾燥による自然減量を考慮しな
い事業者がいたため。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

新規事業所の把握及び定期検査未受検
事業所の把握が課題である。インターネッ
ト検索、現地調査等で情報を集め、定期検
査未受検を防いでいく。

H28決算額 指標名

計量検査事業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

商品量目立入検査を継続して実施
していることで、一定の成果は上
がっていると考えられる。
消費生活において品質・信用・信頼
を支える重要な役割を担っている
計量が適正に行われている。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

計量法、所沢市計量法関係手数料条例 1,094千円

市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

適正な計量の実施を確保することを目的とし、取引
又は証明用に使用する計量器の定期検査、計量器
使用事業所への立入検査を実施する。

1.55 人

H29正規職員
人件費

平成14年度～

期間 1.45 人
非常勤
特別職

5.00 人 H30年度目標

昭和47年度～ 12,303千円 臨時職員 1.00 人

1.00 人
①1,867件

②1,840件

③27件

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

98% 99%

98%

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

消費者の利益を守り、消費生活の安定と向上を確保
することを目的とする。
電話または面接により消費生活相談員が消費者と
事業者との取引や契約に関する相談を受け、相談
者自身で自主交渉できるよう助言や情報提供を行
う。相談内容によっては、他の専門相談窓口への紹
介や事業者との解決に向けた「あっせん」を行う。

1.34 人
非常勤
特別職

5.00 人 98% 98%

11,491千円 臨時職員

9,146千円 8,341千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 8,675千円 8,359千円 ①相談件数

②解決件数

③処理不要・不能件数

相談解決率（％）
（解決件数÷相談件数×100）

相談件数は、県内でさいたま市、川
口市に次いで多いなか、成果指標
である相談解決率は、高い水準を
維持できており、成果を上げている
と考えられる。
平成29年度は過去5年間で最も多
い相談件数であり、また多様化、広
域化している消費者問題に対して
は、消費生活相談員の研修への積
極的な参加を図るとともに、情報を
相談員相互で共有して相談体制の
充実に努めている。

H29年度に改善した点

消費者と事業者との消費者問題を解決すること
が、消費者の利益を守り、消費生活の安定と向上
を確保することにつながるため、相談解決率を指
標とする。

消費生活センターと市民相談の相談カード
の様式を統一することにより、相談内容に
応じて、弁護士相談等へ円滑に案内する
など相談体制の充実を図った。
また、相談窓口に絵本コーナーを設け、子
ども連れの方にも相談をしやすい体制を
整えた。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

消費者問題に関する相談先として、消費
生活センターの認知度向上が課題であ
る。このため、平成30年度は広報ところざ
わに「消費生活トラブル注意報」の連載を
開始し、消費生活センター及び消費生活
相談事業の周知を図っている。

目標達成済

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 目標設定の考え方・根拠

Ａ

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

消費者基本法、消費者安全法、所沢市市民相談員
設置条例

消費者相談事業

総合
評価

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

活動実績(H29)

成果

成果指標

市民
相談
課

評価
理由

現状の課題

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

事務事業名称 事業概要（全体）

無 無

無 無

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

H28決算額 指標名



項目名

■ □ □

実績

評価者

地域福祉センター長　大出　久美

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域福祉センター長　大出　久美

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域福祉センター長　大出　久美

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域福祉センター長　大出　久美

第３章　健康・福祉  第１節　地域福祉

無 無

環境
影響

活動実績(H29)

成果

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

有益
な
もの

有害
な
もの

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

515千円

経費

投入コスト
会
計

0.98 人
非常勤
特別職

90%

H29決算額（見込み）

成果指標
評価
理由

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29年度目標 H29実績

595千円 418千円 ①地域福祉に関するイベント
（フォーラム他）の参加人数
②参加者アンケートの「参考に
なった」数（またはそれに類する
項目）
③

イベントにおけるアンケート提出者のうち、
「参考になった」「役に立った」と回答した
率

「参考になった」「役に立った」人数÷アンケート
回収数×100（小数点以下四捨五入）

　参考になった71人÷回収数93枚×100

地域福祉推進委員会の委員改選において
は、公募市民の募集に初めて無作為抽出
方式を取り入れた。地域福祉に関心のな
かった市民の応募があり、委員会での議
論も新鮮なものとなっている。

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

1.60 人

8,404千円 臨時職員第2次所沢市地域福祉計画の基本理念「互いの顔が
見える、地域で見守り支えるまち」をめざし、地域にお
ける福祉のコミュニティやネットワークづくりを進める。
また、地域福祉推進委員会において、計画の進行管
理及び評価を行い、計画の円滑な推進を図る。

臨時職員

根拠法令 H29予算現額

社会福祉法 992千円

事業の種別

H29目標値が未達成の理由・分析H28年度目標

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

前年と比較して、アンケートの設問が細かかっ
たこと、また午前・午後に分けて実施したため、
アンケートの回収率が少なかったが、自由意見
欄における評価は大変好評であった。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合
非常勤
特別職

H30年度目標

13,576千円

―

①185人

②７１人

③

提言書の内容をふまえ、第3次計画の策
定に向けて取り組んでいくこととなるが、福
祉分野が共通して取り組むべき事項など、
どのように他計画と連携をとっていくか検
討していく必要がある。

H29年度に改善した点

90% 76%

98%
B

地域福祉推進委員会においては、
計画期間の前半最終年ということも
あり、前半の評価及び今後の進め
方及び第3次計画に向けての提言
書の作成のため、作業部会等にお
いて熱心な議論のもと提言書が作
成、提出された。また、毎月の社協
ＣＳＷの会議へ出席するなど、情報
交換・連携に努めた。

目標設定の考え方・根拠

H28実績

指標名

5,049千円

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28予算現額 H28決算額

10,108千円
①周知啓発講演会参加者数

②理解者数

③

10,194千円

B

根拠法令 H29予算現額

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第51条
の11の3、障害者総合支援法77条

5,276千円

事業の種別

一
般

事業の目的及び具体的な内容

H29年度に改善した点

100% 85%

10,547千円

目標設定の考え方・根拠

研修会参加者のアンケートに「理解できた」と回
答した人÷アンケート回収数×100（小数点以下
四捨五入）

理解できた39人÷回収数45枚×100

未来館に設置した「福祉の相談窓口」は成
年後見センター機能を有しており、支援体
制が充実を図った。また、市民後見人候補
者養成講座を受講者のうち、希望者を社
協法人後見支援員として委嘱し、後見業
務の実績づくりを支援した。

H29目標値が未達成の理由・分析

非常勤
特別職

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

87%

非常勤
特別職

研修会参加者の理解度H29決算額（見込み）

H28年度目標 H28実績

臨時職員

1.23 人

72,000千円

成年後見制度が広く世間に認識されているかと
いう点においては、まだ十分とは言えず、講演
会においても聞きなれない文言に対する難解さ
を感じた方もいたと推測する。今年度は女性講
師による講演で、柔らかな語り口が好評であっ
た。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29年度目標 H29実績 成年後見制度利用促進法及び利用促進
計画が定められたことで、市町村計画の
策定や中核機関の設置等の課題が生じて
いる。埼玉県での動きやさいたま家裁川越
支部管内の市町と情報交換をしながら、検
討していく。臨時職員

100%

H30年度目標

72,000千円

①74人

②39人

③

広く成年後見制度の周知啓発を行うとともに、所沢市
成年後見制度推進検討委員会の意見をうかがいなが
ら、法人後見活動開始の支援や、市民後見人養成に
関する事業を実施する。

H29正規職員
人件費

0.43 人

H29その他職員
従事割合

3,649千円 100%

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

H28正規職員
人件費

0.12 人
非常勤
特別職

事業の種別

2,058千円

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 72,000千円

事業の目的及び具体的な内容

補助対象職員　÷　社会福祉協議会全職員　×
100（小数点以下四捨五入）

平成29年1月よりこどもと福祉の未来館内
で、隣接して事務を行っており、CSW会議
への出席や情報交換会議の実施等、情報
共有を進め連携を図った。

H29決算額（見込み）

H28その他職員
従事割合

H28年度目標

根拠法令 H29予算現額

所沢市社会福祉協議会補助金交付要綱 72,000千円

目標設定の考え方・根拠

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29年度に改善した点

目標達成済

S

H29年度目標 H29実績

10%

H28実績

補助対象人員割合

11%

H28決算額 指標名

H29目標値が未達成の理由・分析

①23人

②206人

③
H30年度目標

8%

①年度当初補助対象職員

②年度当初全職員

③

S

H29年度に改善した点

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29年度目標 H29実績
民生委員・児童委員の活動が円滑に進む
よう研修会や定例会を通じて支援を行う。
また、活動交付金や協議会補助金の交付
により、委員活動に係る経費を補償し、委
員の活動に係る経済的負担を軽減する。

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

臨時職員

社会福祉を目的とする事業の企画及び実施などを行
うことにより、地域福祉の推進を図ることを目的として
設立された社会福祉協議会の運営及び事業の推進
を図るため。

臨時職員

0.24 人
非常勤
特別職

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 52,058千円

1,018千円 8%

事業の種別

一
般

H28予算現額

根拠法令 H29予算現額

所沢市民生委員・児童委員協議会補助金交付要綱・
所沢市民生委員等活動費交付金交付要綱

54,741千円

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

民生委員・児童委員、及び委員が所属する民生委員・
児童委員協議会の活動環境を整備し、委員の資質向
上を図る。

1.86 人

H28その他職員
従事割合

168日 184日

50,499千円
①委員活動日数（委員活動の延
べ日数）
②

③

総会、定例会及び研修会の年間延べ開催
日数

各地区民児協にて実施した、総会、定例会及び
研修会の年間延べ開催日数

民生委員・児童委員協議会に対する支援
の強化策として、地方交付税措置額の増
額によりの埼玉県の補助金が増額となっ
たため、各協議会へ一律3万円の補助金
を補正にて対応して支給した。

H29決算額（見込み）

H28年度目標

民生委員・児童委員の活動が円滑
に進むよう、研修会、定例会等を通
じて積極的に助言・協力・指導を行
うことで、地域福祉の一層の推進が
図られることから、継続的に支援を
行っていくものとする。

53,057千円

目標設定の考え方・根拠

非常勤
特別職

15,950千円 臨時職員
①64836日

②

③

H29正規職員
人件費

1.44 人

12,218千円 臨時職員

168日 184日

非常勤
特別職

H30年度目標

168日

H29その他職員
従事割合

地域
福祉
セン
ター

実施計画ランク

重要

地域福祉推進事業

地域
福祉
セン
ター

地域
福祉
セン
ター

地域
福祉
セン
ター

期間

平成17年度～

実施計画ランク

優先

成年後見制度推進
事業

期間

平成26年度～

実施計画ランク

重要

社会福祉協議会補
助金

昭和25年度～

期間

昭和43年度～

実施計画ランク

重要

民生委員・児童委
員及び協議会活動
推進事業

期間

成年後見制度利用促進法及び利
用促進計画により、市町村はより一
層の周知・啓発活動に力を注ぐこと
が求められている。今後も、講演会
の実施などより広く制度利用の促
進を図るほか、現在親族後見人と
なっている人たちの支援なども検討
していく必要がある。

老人福祉法第32条の2、知的障害
者福祉法第28条の2、

平成12年の社会福祉法制定によ
り、地域福祉の推進が謳われること
となり、特に社会福祉協議会につい
ては「地域福祉の推進の中心的な
役割」が明確に位置付けられた。そ
の役割は、今後ますます重要視さ
れることから、引き続き社会福祉協
議会の円滑な運営を支援していく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

8%
社会福祉協議会の運営に関し、自主財源
の充実などによる健全経営への努力を促
しながら、引き続き適正な補助を行ってい
く。

民生委員法、（県）民生委員及び児
童委員活動費等補助金交付要綱、

無 無

無 無

無 無



第３章　健康・福祉  第１節　地域福祉
環境
影響

活動実績(H29)

成果

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

有益
な
もの

有害
な
もの

経費

投入コスト
会
計

成果指標
評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域福祉センター長　大出　久美

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域福祉センター長　大出　久美

無 無

無 無

事業の目的及び具体的な内容

判断能力が不十分で身寄りのない高齢者や障害者
等の権利を擁護するため、市長が対象者の代わりに
申立てを行う。

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第51条、
成年後見制度における審判の請求及び成年後見人
等報酬助成取扱要綱

H28決算額

事業の目的及び具体的な内容

34,147千円

95,943千円

H29予算現額

事業の種別

一
般

H28予算現額

臨時職員　平成29年1月から供用を開始した当施設について、
利用者の利便性・安全性に配慮した維持管理及び運
営を実施するものとして、日常における清掃保守・設
備点検・設備警備・貸出施設の管理運営、事業実施
に伴う備品等の購入を行う。

0.92 人 33,799人

指標名

H28正規職員
人件費

117,555千円

H28その他職員
従事割合

根拠法令

自治事務 法定受託事務

こどもと福祉の未来館条例・所沢市地域福祉センター規則

法定受託＋附加
利用者の利便性・安全性に配慮した施設管理
及び運営を実施することが、利用者数増加へつ
ながると想定し、指標とする。

　平成29年1月の供用開始後、大きな事
故・トラブル等無く、安全・安心な施設運営
がなされている。
　次年度以降、利用者のニーズ等を踏ま
え、適宜改善を行っていく。

H29決算額（見込み）

121,000人 172,352人

H30年度目標

H29実績

H28実績

H29年度目標

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

非常勤
特別職

S

　利用者の利便性・安全性に配慮した施設
管理・運営・提供のため、利用者からの意
見をいただく機会を設け、課題を抽出する
など、様々な利用者に配慮した施設運営
に努める。

臨時職員

0.00 人

0.20 人

H29その他職員
従事割合

25,143千円

7,289千円
①10回

②19件

③

319千円

H29決算額（見込み）

臨時職員

H29年度に改善した点目標設定の考え方・根拠

H29目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

30,250人

H28予算現額

①172,352人

②

③

非常勤
特別職

7,889千円

H28年度目標

11,455千円 121,000人

①こどもと福祉の未来館利用者
数

②

③

こどもと福祉の未来館利用者数

法定受託＋附加

臨時職員

H29正規職員
人件費

H29正規職員
人件費

1.35 人

H28正規職員
人件費

0.85 人

5,091千円

H29その他職員
従事割合

市長申し立てを行った事件のうち、審判の確定
した件数

根拠法令

指標名

0千円

自治事務 法定受託事務

H29予算現額

0千円

事業の種別

一
般

H28決算額

H28その他職員
従事割合

非常勤
特別職

329千円
①市長申し立てを行うための意
見聴取を行う委員会の開催回数
②市長申し立てを行った事件の
件数
③

成年後見の審判確定件数

H30年度目標

H29年度に改善した点

24件 19件

26件24件

各所管課が市長申し立て事務を円滑に進
められるよう、要綱やマニュアルの見直し
を行うなど引き続き支援していく。

市長申立ての相談があったうち、親族の支援が
得られたなどのケースもあり、件数が減少してい
る。本来であれば親族の申立てが望ましいこと
だが、親族の支援が得られない方々について
は、関係機関と連携して支援していく必要があ
る。

目標設定の考え方・根拠

H28実績H28年度目標
Ｂ

市長申立てを行うための事務を各根拠法
の所管課に事務移管したことで、事務の簡
略化や調整委員会の円滑な進行にもつな
がった。

H29実績

H29目標値が未達成の理由・分析

地域
福祉
セン
ター

地域
福祉
セン
ター

0.60 人

H29年度目標

非常勤
特別職

実施計画ランク

最優先

期間

平成14年度～

こどもと福祉の未
来館管理運営事業

期間

平成28年度～

実施計画ランク

重要

成年後見制度市長
による審判請求事
業

　平成２９年１月に供用開始してか
ら、利用者の利便性・安全性に配
慮した施設管理を努めており、利用
人数についても増加傾向となって
いる。
　今後も総合管理委託業者との連
携を図りつつ、利用者ニーズを汲ん
だより良い施設提供と事業運営に
つなげていけるよう努めていく。

制度の必要な方々が適切に制度出
来るよう、担当各課の円滑な事務
遂行を引き続き支援していく必要が
ある。調整委員会事務局として、会
議が円滑に進行するよう必要な整
備を行っていく。

老人福祉法第32条、知的障害者福
祉法第28条、

24件

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み



項目名

■ □ □

実績

評価者

こども政策担当参事　並木　和人

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども政策担当参事　並木　和人

項目名

■ □ □

実績

評価者

保育幼稚園課長　小山　貴之

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　市來　広美

第３章　健康・福祉  第２節　子ども支援

無 無

無 無

無

非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

Ｈ9年度～ 5,770千円 臨時職員 0.00 人 12

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

5,831千円 臨時職員 0.00 人
①681人

②216人

③

H29年度目標 H29実績

体調急変時の緊急処置について、あらか
じめ利用者から同意をもらっておくことで、
早急に対応できるよう利用申請書の様式
変更を行い、利便性の向上を図る。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

病気又は病気の回復期にあって、集団保育が困難な
時期の乳幼児を一時的に預かる事業。これによって、
保護者の子育てと就労の両立を支援することを目的
とする。市内に住所を有する、小学校３年生までの児
童が対象。保護者負担金は児童１人当たり日額2000
円（飲食代別）。

0.68 人
非常勤
特別職

0.00 人 12 12

目標達成済12 12

H29決算額（見込み）

所沢市病児・病後児保育事業実施要綱 29,998千円 27,496千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

根拠法令 H29予算現額

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 29,998千円 26,409千円

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

利用定員数を充足することができ
た。今後も引き続き、市内３施設に
おいて病児保育を実施し、充実を
図りたい。

H29年度に改善した点

①病児保育利用者

②病後児保育利用者

③

病児・病後児保育利用定員数
保護者の子育て支援を目的に、３施設合わせた
１日の利用定員数の充足を図る。

施設間での利用者数の偏りをなくすため
に、比較的利用のしやすい他施設への利
用案内を積極的に行い、利用者の分散を
図った。その結果、３施設中２施設で利用
者を増加させることができた。

H28年度目標 H28実績こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

病児・病後児保育
事業

期間 0.68 人

期間 1.00 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

8,485千円 臨時職員 0.10 人－

0千円 臨時職員 0.00 人
①１園

②１件

③

H29年度目標 H29実績

H29その他職員
従事割合

1 1

1

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

非常勤
特別職

0.00 人 0 0

H29目標値が未達成の理由・分析

保育を実施しながら効率的かつ効果的に
施設の改修及び修繕を実施していくため、
施設点検等を実施し、優先度を決定する
など計画的に改修等をしていく必要があ
る。

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

対象施設である柳瀬保育園につい
て、「所沢市公共建築物修繕計画」
に基づき空調設備改修が完了し、
良好な保育環境を保持できた。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市公共建築物修繕計画 148,807千円

H29年度に改善した点

施設の老朽度、安全性の確保、利用者の要望
等を勘案し、また、所沢市全体の施設修繕計画
との整合性を図り、総合的に改修が必要な施設
の優先度を決定し、計画的に改修を実施する。

各公立保育園からの要望等を参考に現場
確認を実施し、優先して改修すべき事案の
洗い出しを行っている。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28決算額 指標名

保育園施設改修・
改築事業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

①対象施設数

②工事件数

③

対象施設数根拠法令

108,711千円

事業の目的及び具体的な内容保育
幼稚
園課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

経年経過により老朽化が進む市立保育園について、
「所沢市公共建築物修繕計画」に基づき、施設の延命
化を図る。

0.00 人

H29正規職員
人件費

H28正規職員
人件費

期間 2.10 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H27年度～ 17,819千円 臨時職員 0.00 人

19,723千円 臨時職員 0.00 人

①3回

②45人

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

16

H28その他職員
従事割合

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

所沢市子ども・子育て支援事業計画の点検・見直しを
行い、計画の円滑な進行及び社会情勢の動向に合わ
せた施策等の実施を図ることにより、子どもたちが『明
るく・楽しく・元気よく』過ごせる環境づくりを進める。
計画の進行管理にあたっては、所沢市子ども・子育て
会議において、点検を行い、委員からの意見をもとに
計画の見直しを行う。

2.30 人
非常勤
特別職

0.00 人 16 16

16

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 677千円 550千円

各種施策に対する委員からの意見を踏ま
え、事業計画の中間年の見直しを行った。

H28年度目標

目標達成済16

指標名

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

子ども・子育て会議において、十分に議論
を交わし、必要に応じて各種施策等を見直
せるよう、国や他自治体の動向に注視しな
がら、計画の推進を図っていく。
また、所沢市子ども・子育て支援事業計画
（第２期）の策定に向けた準備を行う。

H28決算額

H29決算額（見込み）

682千円 522千円

事業の目的及び具体的な内容

目標設定の考え方・根拠

順調に進んでいる事業等の件数

計画書第５章に掲げる事業等（16件）について、事業
が順調に進んでいるかどうか。事業計画の見直しを
行い、計画の円滑な進行を図ることが当該事業の目
的となっているため、事業の進捗状況（順調に進んで
いるかどうか）を指標とする。

①子ども・子育て会議開催回数

②出席委員数

H28正規職員
人件費こど

も政
策課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

子ども・子育て支
援事業計画推進事
業

根拠法令 H29予算現額

子ども・子育て支援法、所沢市子ども・子育て会議条
例

目標達成済19

H9年度～ 17,903千円 臨時職員 0.00 人 10

①４園

②８６人

H29年度目標 H29実績 これまで計画的に施設整備を進めてきた
が、現在も待機児童がいることから、必要
に応じて既存の幼稚園からの認定こども
園移行、既存保育施設の定員割振り変
更・定員の弾力化の活用、さらには保育施
設職員確保のための支援等を検討し、待
機児童対策を進めていく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

2.11 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

就学前児童の保育に係る待機児童を解消するため、
保育所等整備費補助金交付事業に基づき、保育園、
認定こども園、小規模保育事業所の創設、増改築等
を行う事業者に対して、施設整備の補助を行うととも
に、その他の待機児童対策も進めていくことにより、
保育の受入枠を増加し、安定した保育の提供を図る。

1.75 人
非常勤
特別職

0.00 人 8 26

19

15,006千円 臨時職員 0.00 人

所沢市保育所等整備費補助金交付要綱 55,215千円 55,215千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

H28決算額 指標名

H29決算額（見込み）
①保育の受入枠を増加した施設
数

②増加した保育定員数

待機児童数
（翌年度４月１日時点）

当該事業は、待機児童の解消を目的としている
ため、待機児童数を指標とする。

県や事業者と密に連絡・調整等を図り、新
たな保育の受入枠確保のための認可・確
認事務や補助金交付事務を円滑に行っ
た。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析
こど
も政
策課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
財
源・
国
県
支
出

H28予算現額

教育・保育施設等
整備事業

根拠法令 H29予算現額

期間

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

環境
影響

活動実績(H29)

成果経費

投入コスト
会
計

評価
理由

無

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

有益
な
もの

有害
な
もの

目標設定の考え方・根拠

A

幼稚園からの認定こども園移行等
の施設整備を行うことができ、保育
の受入枠を増加させることができ
た。

H29年度に改善した点

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

A

計画書に掲げる事業等について
は、順調に進んでいるため。今後
も、事業の進捗状況を管理しなが
ら、必要に応じて計画の見直しを図
る。

H29年度に改善した点

無

無
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現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

環境
影響

活動実績(H29)

成果経費

投入コスト
会
計

評価
理由

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

有益
な
もの

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　市來　広美

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　市來　広美

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　市來　広美

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　小川　和彦

無 無

無

無 無

無 無

平成28年度～ 5,685千円 臨時職員 0.00 人

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

2,437

3,880

期間 0.67 人
非常勤
特別職

3.00 人 H30年度目標

発達障害に関する早期からの支援によって子どもた
ちが地域で安心して過ごせるよう、18歳未満を対象に
した相談支援、未就学児を対象にした児童福祉法の
通所支援、地域の関係機関や市民を対象に研修・啓
発等をする地域支援を行う。

1.17 人
非常勤
特別職

0.00 人 458

10,033千円 臨時職員 0.00 人
①2,437人

②6,225人

③10,855人

H29年度目標

H29予算現額 H29決算額（見込み）

児童福祉法、所沢市こどもと福祉の未来館条例 148,985千円 146,326千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 38,832千円 32,313千円
①相談件数

②通所支援延べ人数

③地域支援延べ人数
こども支援センター
運営事業（発達支
援）

根拠法令

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

H29実績

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

発達障害またはその心配のある子
どもを対象に、専門職による個々の
特性に応じた支援を行うと共に、保
護者への支援も一体的に行ってお
り、一定の成果が上がっていると考
える。
利用者アンケートでは、93％の保
護者から「満足している」と回答が
あった。

H29年度に改善した点

今後も相談支援や地域支援の充実を図る
とともに、地域の中核的な発達支援セン
ターとしての役割に努めていく。

①相談件数 保護者からの相談状況を把握するため 平成29年4月から、通所支援、医師による
専門相談、保育所等への巡回支援の実施
を開始した。

H28年度目標

458

目標達成済み2,400

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

ところっこ子育てサ
ポート事業

H28決算額 指標名

こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額

H27年度～ 10,606千円 臨時職員 2.00 人

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

840 872

885

期間 1.25 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

子育て家庭のニーズより、教育・保育施設や地域の
子育て支援事業の情報提供及び子育てについての
相談・助言など、利用者の必要に応じた支援を行った
り、子ども支援情報を総括した冊子の作成、市が広
報、ホームページ等により告知を行い参加者を募り、
教授および研究室の学生等が講師を務め運動遊び
の紹介を行い、子どもたちの成長における正しい生活
リズムを身に付けることの大切さを知ってもらう。

0.95 人
非常勤
特別職

0.00 人 360 507

8,146千円 臨時職員 1.00 人①872件

②677名

③10,000部

H29予算現額 H29決算額（見込み）

ところっこ子育てサポート事業実施要綱 5,834千円 3,123千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,833千円 3,327千円 ①相談件数

②運動遊び参加者数

③冊子発行部数

相談件数根拠法令

H29目標値が未達成の理由・分析

今後も利用者が気軽に相談できるようチラ
シ配布等で事業周知を行い、相談内容に
応じて必要な情報提供や助言で関係機関
を案内していく。また、担当者連携会議を
定期的に行い、情報共有を図っていく。

目標設定の考え方・根拠

Ａ

こども支援センターにて事業を開始
したことや事業周知のために各保
育施設にチラシを配布したことや
ホームページに掲載などを行ったこ
とにより、相談件数が増加した。

H29年度に改善した点

無
H28年度目標 H28実績

H29年度目標 H29実績

利用者の必要に応じた相談・助言等を行うた
め、相談件数とした。

基本型、特定型、母子保健型で担当者連
携会議を開催し、それぞれの取組み状況
や新事業の報告を行い、情報の共有を
図った。また、子育て情報冊子内の地図に
座標を入れ、冊子内の施設リストに座標番
号を掲載することで、場所の特定を容易に
した。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

期間 1.53 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

Ｈ28年度～ 12,982千円 臨時職員 0.95 人

H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

100% 98.35%

100%

　少子化や核家族化の進行による地域のつながりの
希薄化から、相談相手がおらず育児への不安を抱え
ている親を支援するため、4歳未満の乳幼児を対象と
した子どもを安心して遊ばせることのできる場を提供
し、子どもと保護者が交流する場の運営を行うことで、
保護者同士で育児についての相談や交流ができる環
境づくりを行うものである。

1.03 人
非常勤
特別職

0.00 人 100% 97.80%

臨時職員 0.00 人
①85,856人

②21,406人

③98.35％

H29年度目標

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 21,991千円 19,293千円
①延べひろば利用者数

②利用申請者数

③利用満足度

利用満足度

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

ほぼ目標値に近い数字となった
が、利用者アンケートを活用し、利
用者の意見等に耳を傾け、目標値
に近づけていく

H29年度に改善した点

子どもと保護者が安心して利用された事を確認
し、更に充実を図る。

・安全管理強化
見守りの人員を増やした。
・事業強化
利用者のニーズに合わせ年齢別の行事を
開始した。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

安全管理を徹底し、施設運営の向上を目
指していく。

こども支援センターの利用者満足度について
は、こども支援センターが開館して１年程度と間
もないため、概ねの方から高い数値で評価をい
ただいたところではあるが、目標まで達しなかっ
た。

H28予算現額

こども支援センター
運営事業（子育て
支援）

根拠法令 H29予算現額

8,832千円

H28決算額

H29決算額（見込み）

所沢市こどもと福祉の未来館条例 32,075千円 30,974千円

Ｈ27年度～ 4,497千円 臨時職員 0.00 人

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

目標達成済30

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

5,145千円 臨時職員 0.00 人
①34,633人

②

③

H29年度目標 H29実績
利用者数は昨年度に比べ減ったが、問い
合わせ等から利用者のニーズは高いと考
えられる。利便性の高い園を希望する傾
向にあるため、利用者の近隣等、比較的
利用のしやすい施設の情報を提供する。

30 30

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

30

30

0.53 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

70,843千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

保育所等を利用していない家庭において、就労・日常
生活の突発的な事情等により、一時的に家庭での保
育が困難となる場合や、育児に伴う心理的・肉体的な
負担を軽減するために、保育所等において児童を一
時的に預かる事業で、安心して子育てができる環境を
整備することを目的とする。

0.60 人
非常勤
特別職

0.00 人

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 70,827千円 69,996千円
①年間延べ利用児童数

②

③

指標名 H29年度に改善した点

一時預かり保育実施園

保育園等を利用していない家庭での、保護者の
就労形態や生活様式の変化により、一時的な保
育の需要が高まっているため、施設数の充足を
図った。

特に問い合わせの多い事項について、
ホームページやところっこ子育てガイドに
明記し、利用を希望する市民の問い合わ
せに対応した。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

H28決算額

一般型一時預かり
事業

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

Ａ

一時預かりの保育需要は今後も増
加していくと考えているため、利用
状況を把握しながら、実施施設と一
層の情報共有に努め、利用人数の
増加を図りたい。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市一般型一時預かり事業実施要綱 78,367千円

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

期間
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現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

環境
影響

活動実績(H29)

成果経費

投入コスト
会
計

評価
理由

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

有益
な
もの

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　小川　和彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　森田　茂明

無 無

無

無 無

昭和43年度～ 3,988千円 臨時職員

C

平成28年度に行った工事設計に基
づき、泉小学校内に児童クラブ施
設を整備する改修工事を実施し、
泉児童クラブを移転した。泉児童ク
ラブ施設整備により、新たに35人分
の定員を確保したものの、約半数
の児童クラブが大規模児童クラブと
いう状況であることから、まだまだ
目標に達していないと考えている。

H29年度に改善した点

期間 0.47 人
非常勤
特別職

H30年度目標

6,689千円 臨時職員
①1施設

②27件

③

H29実績
現在、課題となっている児童クラブの大規
模化、施設の老朽化の改善に向け、各児
童クラブの現状に応じて、「所沢市放課後
児童対策実施方針」に従い、効率的かつ
効果的な施設修繕を実施する。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

100% 53%

H29目標値が未達成の理由・分析

①施設新設・建替件数

②施設修繕件数

③

児童クラブ人数の適正化率(大規模児童ク
ラブの解消）

当該事業は、放課後児童に対し、適切な遊びや
生活の場を提供するため、児童クラブにおける
施設整備を行うことが、児童クラブ人数の適正
化率（大規模児童クラブの解消）を指標とする。
目標値は、100％とする。

放課後児童に対し、授業の終了後や長期学校休業日
に適切な遊びや生活の場を提供するために、児童ク
ラブを整備する。

0.78 人
非常勤
特別職

100% 53%

健全育成事業の設備を及び運営に関する基準を定め
る条例・所沢市立児童クラブ条例　他

49,378千円 42,742千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 22,713千円 22,363千円

指標名 s

次年度の並木児童クラブ施設整備の実施
に向けて、平成28年3月に定めた「所沢市
放課後児童対策実施方針」に従い、学校
施設を活用する方向で関係各課と早目の
調整を行った。

入所を希望する児童が大幅に増加していること
や、平成27年度から対象年齢を小学6年生まで
に拡大したこと等により、利用者が継続的に増
加しており、当該事業における供給量が追い付
いていない状況である。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29年度目標

0.30 人 100%

H28決算額

H29決算額（見込み）

H28年度目標 H28実績青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

児童クラブ施設整
備事業

根拠法令 児童福祉法・所沢市放課後児童 H29予算現額

53%

期間 1.15 人
非常勤
特別職

H30年度目標

昭和43年度～ 9,758千円 臨時職員

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

9,261千円 臨時職員 0.80 人
①１４９人

②30クラブ

③2,100人

H29年度目標 H29実績 放課後児童クラブにおける供給量の確保
が課題である。
引き続き、民設民営児童クラブの新設や
児童クラブの施設整備、児童館生活クラブ
の定員拡大等の対策を進め、供給量の確
保に努める。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

児童福祉法の規定に基づき、保護者が労働等により
昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対
し、授業の終了後等に適切な遊びや生活の場を与え
て、児童の健全育成を図る。

1.08 人
非常勤
特別職

100% 53%

100%

健全育成事業の設備を及び運営に関する基準を定め
る条例、所沢市立児童クラブ条例　他

325,611千円 306,423千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 349,969千円 303,803千円

指標名 目標設定の考え方・根拠H28決算額

C

児童クラブ人数の適正化に向け、
民設民営児童クラブの新設や児童
クラブの施設整備、児童館生活クラ
ブの定員拡大等の対策を進めてい
るものの、利用児童数はその対策
を上回り増加している。
その結果、約半数の児童クラブが
大規模児童クラブという状況である
ことから、まだまだ目標に達してい
ないと考えている。

H29年度に改善した点

①放課後児童支援員研修会参
加のべ人数

②児童クラブ数

③児童クラブ登録人数

児童クラブ人数の適正化率(大規模児童ク
ラブの解消）

当該事業は、放課後における留守家庭児童の
健全育成を図ることが目的であるため、事業の
質の維持と向上の視点から、児童クラブ人数の
適正化率（大規模児童クラブの解消）を指標とす
る。目標値は、100％としたい。

新たに2ヶ所の民設民営児童クラブの開所
や、泉児童クラブの移転により、新たに115
人の定員を確保した。まつば児童館とやな
ぎ児童館の施設改修を実施し、生活クラブ
の定員を39人拡大した。

入所を希望する児童が大幅に増加していること
や、平成27年度から対象年齢を小学6年生まで
に拡大したこと等により、利用者が継続的に増
加しており、当該事業における供給量が追い付
いていない状況である。

H29決算額（見込み）

青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

児童クラブ運営事
業

根拠法令 児童福祉法、所沢市放課後児童 H29予算現額

期間 0.61 人
非常勤
特別職

H30年度目標

平成27年度～ 5,176千円 臨時職員

H29実績
放課後児童クラブの利用者は年々増加傾
向にある。児童クラブにおける狭隘化や大
規模化、待機児童の発生が著しい緊急性
の高い小学校区に対し、即効性の高い本
事業を継続して実施する。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

120人 125人

200人

A

平成28年度から、児童クラブの狭
隘化及び大規模化が著しい小学校
区を対象に、民設民営児童クラブを
開所している。平成28年度に1か
所、平成29年度は2か所の計3か所
を開所し、定員125人を確保し、当
該小学校区において、一定の成果
を挙げていると考える。
さらに、緊急性の高い2ヶ所の小学
校区に対し、平成30年4月から民設
民営児童クラブを開所するための
準備を行った。

H29年度に改善した点

公設の児童クラブや生活クラブが整備されているもの
の、狭隘化や大規模化、保留児童の発生等が著しい
緊急性の高い小学校区において、保護者が労働等に
より昼間家庭にいない小学校に就学している放課後
児童に対し、授業の終了後等に適切な遊びや生活の
場を与えて児童の健全育成を図る。

0.42 人
非常勤
特別職

40人 40人

3,602千円 臨時職員
①3クラブ

②6小学校区

③

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

①民設民営児童クラブ累計

②緊急性の高い小学校区数

③

民設民営児童クラブとして確保した供給量

当該事業は、放課後児童クラブの狭隘化や大
規模化等が著しい緊急性の高い小学校区への
対策を目的とするため、確保した供給量を指標
とする。目標値としては、前年より2クラブを増や
した定員（定員40人/1クラブ）を目標としたい。

H29決算額（見込み）

健全育成事業の設備を及び運営に関する基準を定め
る条例

29,864千円 29,346千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 6,579千円 6,576千円

指標名 目標設定の考え方・根拠

民設民営児童クラブ委託事業者の募集に
際し、児童クラブの狭隘化及び大規模化
の状況から、必要度に応じて「特に緊急性
の高い小学校区」と「緊急性の高い小学
校」の2段階に分け、より的確に必要な小
学校区に設置できるよう募集方法の改善
を図った。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29年度目標

100%

青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額

放課後児童健全育
成事業（民設民営
児童クラブ）

根拠法令

期間 14.80 人
非常勤
特別職

1.00 人

児童福祉法・所沢市放課後児童 H29予算現額

H30年度目標

S46年度～ 125,578千円 臨時職員 14.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

112,590千円 臨時職員 14.00 人
①8,086日

②40人

③69件

H29年度目標 H29実績 児童発達支援センターとして機能を発揮で
きるよう事業を推進しているが、更なる専
門性の向上及び地域支援の充実が求めら
れている。
今後も職員の育成に努め、支援の充実を
図っていく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

就学前の障害児が日常生活や社会生活を円滑に営
めるよう、日常生活の基本的動作や知識技能の付
与、集団生活への適応訓練等を行い、発達・成長を
支援する。また、地域の障害児やその家族への相
談、地域の支援者への援助・助言等を行う地域支援
事業を実施する。

13.13 人
非常勤
特別職

2.00 人 100% 100%

目標達成済100% 100%

地域支援事業の一環として発達障害児家
族の集いをこどもと福祉の未来館で開催し
た。
また、職員のレベルアップを目指して、園
内研修の回数を増やすなど充実を図っ
た。

松原学園運営事業

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

児童福祉法、所沢市立松原学園条例、同施行規則 48,244千円 45,582千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H29年度に改善した点

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 50,743千円

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

通所支援について、保護者の方々
には概ね満足いただいており、ま
た、地域支援についても相談件数
が増えるなど、一定の効果があ
がっていると考えられる。
今後も保護者の方々からの意見や
要望を伺いながら、支援の向上に
努めていく。

46,674千円
①利用延べ日数

②在籍人数（年度末時点）

③発達相談件数

施設利用満足度
保護者向けアンケートの施設利用満足度を指
標とする。
目標は100%とする。

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績松原
学園

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

無

無 無



第３章　健康・福祉  第２節　子ども支援

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

環境
影響

活動実績(H29)

成果経費

投入コスト
会
計

評価
理由

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

有益
な
もの

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　森田　茂明

無 無

平成26年度～ 1,612千円 臨時職員 0.30 人

H29その他職員
従事割合

6,264人 5,941人

6,936人

期間 0.19 人
非常勤
特別職

H30年度目標

非常勤
特別職

5,388人 5,483人

2,401千円 臨時職員 0.38 人
①35クラブ

②10団体

③

H29年度目標 H29実績

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 39,270千円 37,868千円
①事業実施クラブ数

②委託事業者数

③

のべ対象児童数

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

多子世帯及び低所得世帯における放課後
児童クラブ保育料の負担を軽減し、安心し
て就業できるよう、本事業を継続し、子育
て世帯の支援を図る。

目標設定の考え方・根拠

A

本事業について、遺漏なく対象者に
周知されていることから、成果指標
の目標値を概ね達成し、一定の成
果を挙げられていると考えている。

H29決算額（見込み）

所沢市立児童クラブ条例 41,153千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H29年度に改善した点

当該事業は、保育料の減額等により多子世帯
や低所得世帯に対する子育て支援を図ることを
目的としているため、のべ対象児童数を指標と
する。

児童クラブに対する年４回の継続監視（モ
ニタリング）において、ポスターの掲示や文
書の配付等の周知方法を確認し、遺漏なく
事業が保護者へ周知されるよう確認した。

H28実績

本事業は、多子世帯や低所得世帯に対して放課後児
童クラブ保育料の減額免除を行うことにより、子育て
世帯の支援を図るものである。

0.28 人

H29正規職員
人件費

指標名

放課後児童クラブ
子育て支援事業

H28その他職員
従事割合

H28年度目標

根拠法令 H29予算現額

2,036千円 臨時職員 0.10 人

青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

42,630千円

H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

3小学校区

期間 0.24 人
非常勤
特別職

H30年度目標

非常勤
特別職

2小学校区 2小学校区

2小学校区

３小学校区

臨時職員 0.11 人
①188人

②182日

③

H29年度目標

14,126千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 15,739千円 11,966千円 ①放課後児童対策一体運営事
業利用数

②一体運営及び一体型のべ実
施日数

③

放課後児童対策一体型及び連携型の実
施校区数

根拠法令

H29年度に改善した点

当該事業は、「児童館生活クラブ」「児童クラブ」
「ほうかごところ」の3つの放課後児童対策事業
の更なる連携等を図ることを目的とするため、そ
の実施校区数を指標とする。目標値としては、
新たに1校区を増やすことを目標としたい。

平成30年度から、中富小学校放課後児童
対策一体運営事業に指定管理者制度を導
入するため、事業者の選定及び放課後子
供教室に係る業務委託仕様書の作成等の
準備を行った。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

「児童館生活クラブ」「児童クラブ」「ほうか
ごところ」の3つの事業を連携する上で生じ
る課題を整理し、各関係機関への働きか
けを進める。併せて、放課後子供教室の
新設については、平成29年度に作成した
放課後子供教室に係る業務委託仕様書を
活用し、進めていく。

H29目標値が未達成の理由・分析

新たな放課後子供教室の設置に係る相談を受
けている小学校区はあるものの、放課後児童対
策一体型及び連携型として実現につなげること
ができなかったため。

無 無

H28決算額 指標名

放課後子ども総合
プラン推進事業

目標設定の考え方・根拠

C

放課後子供教室の新設に関する相
談を受けているものの、実現に至っ
ておらず、目標達成に向けて成果
が出ていない状況であると考える。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

子ども・子育て支援法 16,890千円

青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

「児童館生活クラブ」「児童クラブ」「ほうかごところ」の
3つの放課後児童対策事業の更なる連携等を図るこ
とによって、より効果的、効率的な放課後対策の検討
を進める。

2.68 人

22,981千円

平成23年度～

平成22年度～ 3,309千円 臨時職員 100%

H29その他職員
従事割合

期間 0.39 人
非常勤
特別職

H30年度目標

76%

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

3,430千円 臨時職員
①3回

②0件

③

H29年度目標 H29実績

「所沢市放課後こども健全育成基本方針」
の推進に向けて、所沢市放課後児童対策
協議会において進捗状況を管理するととも
に、答申を受けて更なる充実を図る。

H29正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

所沢市放課後こども健全育成基本方針の基本理念で
ある「『笑顔あふれるところっこ』地域みんなではぐくも
う」の実現に向け、基本方針に位置付けられた事業の
進捗管理を行う。

0.40 人
非常勤
特別職

100% 87%

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

次世代育成支援対策推進法 304千円 236千円

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 304千円 280千円
①協議会の開催数

②提言及び答申の提出

③

目標設定の考え方・根拠

B

各重点事業において、概ね目標を
達成していると考えているものの、
「放課後子ども総合プラン推進事
業」については、成果として実現で
きていない状況であり、今後、取り
組みを加速させていく必要があると
考える。

H29年度に改善した点

重点事業達成率

「所沢市放課後こども健全育成基本方針」を推
進するためには、本基本方針の第2期事業計画
における6重点事業を達成していくことが重要で
ある。そのため、各重点事業の達成率を指標と
し、達成率の目標は、100％とする。

所沢市放課後児童対策協議会より、各重
点事業をさらに推進するための答申を提
出していただくため、放課後児童対策に係
る事業概要の説明や視察を実施し、各委
員の理解を深めていただくよう努めた。

H28年度目標 H28実績

6重点事業のひとつである「放課後子ども総合プ
ラン推進事業」において、新たな放課後子供教
室の新設、放課子供教室と放課後児童クラブの
連携が実現していない状況であり、当該事業の
達成率が低くなったことから、本事業の達成率
に影響が生じた。

100%

370,000人

青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

放課後こども健全
育成基本方針推進
事業

期間 1.51 人
非常勤
特別職

H30年度目標

平成24年度～ 12,812千円 臨時職員 0.08 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

9,776千円 臨時職員 0.05 人
①３４１日

②１０４４事業

③６５９人

H29年度目標 H29実績

利用者を対象としたアンケート結果でも満
足度の高い結果となっている。
引き続き、モニタリング等を通じて、児童館
運営の適正を確保する。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

18歳未満の児童の健全育成を図るため、遊びを通じて健康
増進及び情操を豊かにするとともに、安全な居場所を提供
する。
未就学児及びその保護者に対し、子育て・子育ちを支援す
る。
放課後留守家庭児童に対し、授業の終了後や長期学校休
業日等に適切な遊び及び生活の場を提供する。
なお、事業に民間の活力を導入することで、サービスのさら
なる向上を図るとともにコストの削減を図る。

1.14 人
非常勤
特別職

360,000人 392,958人

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 425,001千円 388,055千円

指標名 目標設定の考え方・根拠

保育園耐震工事に伴う児童館の保
育園代替施設としての使用もあっ
たが、児童生徒数全体は減少して
いく中、児童館利用者数は、各館の
独自事業等の取組みにより、一定
利用数は確保できている。

H29年度に改善した点

①開館日数

②行事数

③生活クラブ入所者数

１１児童館における利用者総数

児童館は、児童に健全な遊びを与え、健康を増
進し情操を豊かにすることを目的に設置された
児童厚生施設であり、また、当該施設で生活ク
ラブや子育て支援を行うことを目的としているか
ら、その利用者数を指標とする。

保育園耐震工事の関係で、小学校・児童
クラブ・地域の協力を得る必要があり、こ
れを機に、地域連携がより深まった。

H28年度目標

まつば・つばき・わかばの３児童館が保育園代
替施設として約２か月から５か月間使用され、一
般来館の児童館事業が実施できなかったこと等
により、当該児童館の利用者数が大幅に減少し
たことが主要因である。

370,000人 364,917人

児童館運営事業

根拠法令 H29予算現額

児童福祉法・所沢市立児童館設置及び管理条例

H28決算額

B

H29決算額（見込み）

415,848千円 374,631千円

事業の目的及び具体的な内容青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

無 無

無 無



第３章　健康・福祉  第２節　子ども支援

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

環境
影響

活動実績(H29)

成果経費

投入コスト
会
計

評価
理由

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

有益
な
もの

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

保育幼稚園課長　小山　貴之

項目名

■ □ □

実績

評価者

保育幼稚園課長　小山　貴之

項目名

■ □ □

実績

評価者

保育幼稚園課長　小山　貴之

無 無

無 無

無無

H28年度　～ 9,673千円 臨時職員 0.40 人 6

非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

2 2

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

12,434千円 臨時職員 0.00 人
①２園

②３７０食

③

H29年度目標 H29実績

平成31年度（Ⅰ期)契約更新する２園につ
いて、平成３０年度中に業者選定を実施す
る。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H29目標値が未達成の理由・分析

市立保育園における給食調理業務においては、現業
職員不補充の中、園児の食物アレルギー等、多様な
対応が求められている。このため、安心・安全な給食
を将来的に安定して提供し、保育の一環である食育
の推進を図るため、計画的な委託化を進める。
　具体的には、①栄養士が作成した献立を施設内の
調理室で調理等を行う。②保育士、栄養士と連携して
行う食育活動を行う。

1.45 人
非常勤
特別職

0.00 人 2 2

目標達成済

H28決算額 指標名

平成３０年度に業務委託を実施した４園
(Ⅱ期)について、職員、保護者に対し説明
会を行い、丁寧な説明を行った。
また、仕様書やプロポーザルにおける評
価等の見直しを図った。

保育園給食調理業
務委託事業

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市定員管理計画 38,870千円 38,870千円

H28年度目標 H28実績

H29年度に改善した点

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 19,382千円

期間 1.14 人

目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標の目標値において、達成
できており、平成３０年度目標につ
いても、業者選定を済ませており、
目標達成する見込みである。

19,221千円
①対象園数

②給食数

③

委託実施園数

公立保育園のうち、栄養士が配置されている１０園の
給食調理業務の委託化を３期に分けて実施する。
　　　 Ⅰ期：平成２８年度　２園
　　　 Ⅱ期：平成３０年度　４園
      　Ⅲ期：平成３２年度　４園

H28その他職員
従事割合

509千円 臨時職員 0.00 人 1施設

保育
幼稚
園課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

対象児童が通常保育において入園できる
ように園と調整し、事業の利用を極力なくし
ていく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

6施設 0施設

期間 0.06 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

非常勤
特別職

0.00 人 6施設 0施設

1,715千円 臨時職員 0.00 人
①０施設

②０人

③

H29実績

①補助対象施設

②事業利用児童数

③

基本、育児休業復帰後においては通常保育が
利用できると想定しているが、通常保育では対
応が難しい施設を想定したものである。

補助対象施設

事業実施要綱、所沢市育児休業復帰後特別預かり事
業費補助金交付要綱

494千円 0千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合 Ａ

成果指標の実績においては、実績
はないものの、事業があることで保
護者が育児休業中に安心して育児
に専念できているため、一定の成
果があると考えている。

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,502千円 0千円

保育
幼稚
園課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

特になし

育児休業の終了後に、対象児童が元の園に通
常保育において入園できたことにより、事業の
利用がなかったため。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

H28決算額

保護者の育児休業の取得に伴い私立保育所等を退
所した児童及び当該育児休業の対象となった児童に
ついて、育児休業の終了後に特別預かり事業を実施
することで、保護者が育児休業中に安心して育児に
専念できる環境を整備するものである。

0.20 人

H27年度～H32年度

H29年度に改善した点

H29決算額（見込み）

H28年度目標 H28実績

H29年度目標

指標名 目標設定の考え方・根拠

①１９園

②３４２人

③

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H28予算現額

育児休業復帰後特
別預かり事業費補
助金交付事業

根拠法令 所沢市育児休業復帰後特別預かり H29予算現額

期間

H29その他職員
従事割合

19園

20園

20園

非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

臨時職員 0.11 人

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

私立幼稚園における預かり保育事業を促進すること
で、多様なニーズに対応できる子育て支援事業の充
実を図るものである。
①幼児数割　４月から翌年３月までの期間における1
日あたりの平均利用幼児数×年額120,000円②基本
運営費補助金　年額200,000円（初年度は500,000円）
③長期休業日保育実施加算（15日以上実施した場合
は50,000円。以降5日を超えるごとに50,000円加算。）

0.36 人
非常勤
特別職

0.00 人 20園

3,087千円 臨時職員 0.05 人

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 45,936千円 44,616千円
①補助対象園数

②１日あたりの平均利用者数

③
私立幼稚園預かり
保育補助金交付事
業

事業の目的及び具体的な内容

目標設定の考え方・根拠

Ａ

実績において１園増え、成果指標
の目標値において、ほぼ達成でき
ているため。また、利用者も増えて
いて、一定の成果が出ていると考
えている。

H29年度に改善した点

無 無

幼稚園が共働き世帯の選択肢の一つにな
ることは、待機児童解消の一助になるた
め、更に事業の周知を図るとともに、今後
も事業を拡大して実施し、多様な保育需要
への対応と子育て支援の一助とする。

制度について理解をしてもらい、市内の対象施
設すべてに実施してもらいことを目標とする。 制度について理解を得ることができ、実施

園が１園増やすことができた。

H28年度目標

18園

制度については理解するものの、園の方針で事
業を実施しない園があるため。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

根拠法令 H29予算現額

所沢市私立幼稚園預かり保育事業費補助金交付要綱 49,761千円

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28決算額 指標名

H29決算額（見込み）

49,391千円

補助対象園数

昭和53年度～ 764千円 臨時職員 40ヶ所

保育
幼稚
園課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

H14年度　～ 2,970千円

0.35 人

期間 0.09 人
非常勤
特別職

H30年度目標

自治会等がこども広場を設置・管理する場合の財政
負担の軽減を図る。
自治会等が子ども広場を設置・整備した場合、自治会
等からの申請により、補助金交付要綱に基づき補助
金を交付する。
設置の場合は150万円を限度に、整備の場合は50万
円を限度に、それぞれ事業費の2分の1を交付する。

0.09 人
非常勤
特別職

設置件数は減少傾向にあることから、整備
の相談があった場合には補助事業につい
て説明を行い補助金の効率的な活用に努
めたい。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

40ヶ所 40ヶ所

A
H29目標値が未達成の理由・分析

子ども広場用地地権者の事情等に
より廃止されるなど、設置件数は減
少傾向にあるが、やむを得ないも
のと考えている。

H29年度に改善した点

772千円

43ヶ所 40ヶ所

①10件

②40ヶ所

③

H29実績臨時職員

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,000千円 831千円

効率的な補助金の活用に向け、補助要望
の打診があった中で必要に応じて優先順
位をつけて自治会等と話をしながら、事業
を進めた。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29年度目標

子ども広場設置・
整備費補助金

根拠法令 H29予算現額

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

H29決算額（見込み）

所沢市子ども広場設置事業費及び整備事業費補助
金交付要綱・所沢市補助金等交付規則

1,000千円 1,000千円

①子ども広場整備等実施件数

②子ども広場設置件数

③

子ども広場の設置件数
自治会等が設置・管理するこども広場に係る自
治会の財政負担の軽減を図ることを目的として
いるから、子ども広場の設置件数を指標とする。

青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額
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現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

環境
影響

活動実績(H29)

成果経費

投入コスト
会
計

評価
理由

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

有益
な
もの

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

保育幼稚園課長　小山　貴之

項目名

■ □ □

実績

評価者

保育幼稚園課長　小山　貴之

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　市來　広美

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　市來　広美

無 無

無 無

無 無

期間 1.43 人
非常勤
特別職

H30年度目標

非常勤
特別職

25,000円

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

臨時職員 1.00 人

15,000円 29,760円

15,692千円 臨時職員 1.00 人
①4,740人

②59,326件

③139,705,956円

H29年度目標 H29実績

25,000円 29,474円

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

一人当たりの支給額
（助成金額÷対象者数）

根拠法令

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 157,827千円 149,414千円
①交付件数（対象者数）

②医療費助成件数

③医療費助成金額
146,951千円

事業の目的及び具体的な内容

H29年度に改善した点

保健の向上と福祉の増進を図りつつ、適正受診
を促し、増え続ける医療費の削減を図ることを
目標とする。

医療費の削減を目指し、ジェネリック医薬
品の利用促進啓発を強化した。

対象者数は減少傾向にあるが、医療費につい
ては、一件あたりの金額が増加傾向にあるた
め。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

受給者に対し、適正受診の案内やジェネ
リック医薬品の活用等のさらなる啓発活動
を行う。
事務負担に対して、引き続き一部負担金
の審査支払業務の委託を行い、事務量の
増加を抑制する。

無 無

H28決算額 指標名

ひとり親家庭等の
医療費助成事業

目標設定の考え方・根拠

B

市内接骨院、整骨院受診の際の窓
口負担をなくした事に伴い、助成件
数・助成額が増加傾向にある。
受給者に対して、適正受診を呼び
かけ、全体的な支給額の軽減を図
るための啓発が必要である。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市ひとり親家庭等の助成に関する条例 155,311千円

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

H4年度～ 12,134千円

母子家庭、父子家庭、両親のいずれかが障害者の家
庭等における養育者とその児童（0歳から高校3年生
まで）の医療費助成を行うことにより、ひとり親家庭等
の生活の安定と自立を支援し、子どもの保健の向上
と福祉の増進を図ることを目的とする。

1.83 人

非常勤
特別職

H30年度目標

S47年度～ 18,073千円 臨時職員 4.00 人

臨時職員 4.00 人
①4,619件

②606,127件

③

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

100% 99%

100%

H28その他職員
従事割合

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

医療費の助成を行うことにより、子ども（0歳から中学3
年生まで）の保健の向上と福祉の増進、子育て家庭
の経済的負担を軽減するとともに、子育てを支援する
ことを目的とする。

1.83 人
非常勤
特別職

100% 99%

新規登録申請はしているが、書類不備により、
登録が保留となっている助成対象者がいるた
め。

登録率
（登録者数÷助成対象者数）

子ども医療費助成
事業

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市子ども医療費の助成に関する条例 1,159,833千円 1,140,645千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28年度目標

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,159,626千円 1,155,761千円
①受給者証交付件数

②医療医助成件数

③

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

市民課や生活福祉課などの関係各
課と連携を取り、新規対象者につい
ては案内漏れが無いように注意し
ている。

申請後、書類不備等の理由により
登録が保留となっている対象者に
ついては、通知による書類提出の
督促を行っている。

H29年度に改善した点

すべての助成対象者が、等しく医療費助成を受
ける事を目標とするため、登録率を指標とする。 医療費の削減を目指し、ジェネリック医薬

品の利用促進啓発を強化した。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

受給者に対し、適正受診の案内やジェネ
リック医薬品の活用等のさらなる啓発活動
を行う。
事務負担に対して、引き続き一部負担金
の審査支払業務の委託を行い、事務量の
増加を抑制する。

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

15,692千円

期間 2.13 人

非常勤
特別職

1.00 人 H30年度目標

H3年度　～ 183,700千円 臨時職員 64.30 人 275人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

192,166千円 臨時職員 58.64 人

①115人

②160人

③45施設

H29年度目標 H29実績

障害児補助金・混合保育ともに申請が多く
なっている現状として、各保育施設・幼稚
園での対応の難しさを感じる。保育士不足
により受け入れに難色を示す民間園もあ
る。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H28その他職員
従事割合

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

障害のある児童を健常児と共に保育することにより、
お互いの成長を促進させるための事業である。
（具体的な内容）
①混合保育入園審査会において、障害を有するが健
常児の中で過ごすことにより、成長発達が促進される
と判定された児童、②民間保育園（公設民営を含む）・
民間幼稚園から申請を受け、観察保育を実施した結
果、補助金の交付が適と判定された児童を対象とし、
対象児童の数に補助単価を乗じた金額を障害児担当
保育士等の雇用費として支給する。

22.41 人
非常勤
特別職

1.00 人 280人

290人 275人

①公立保育園混合枠受入れ数

②民間保育園・幼稚園の補助対
象児童数

③受入れ施設数

指標名

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市混合保育実施要綱
所沢市障害児保育事業補助金交付要綱

232,271千円 229,960千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

273人

申請数は２８年度に比べると３７名の増加がみら
れた。園としての必要性は高まっていると思わ
れる。観察保育を実施する中での結果としては
予算内での人数となる。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 212,836千円 211,025千円

H28決算額

障害児保育事業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標の目標値において、ほぼ
達成できているため。

H29年度に改善した点

対象となった障害児数

混合保育への申請（在園している園児の中で混
合への移行を含む）また、幼稚園児の対象とす
る児童が増加する中で、今後も増える傾向がみ
こまれたため。

発達に何らかの問題をもつ児童や混合保
育児童に対しての巡回指導を実施してい
るが、平成２９年度は延べ人数１４１５名と
なっている。事例研修等も合わせ、保育者
のスキルアップ等につながっている。

H28年度目標保育
幼稚
園課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

期間 21.65 人

期間 0.49 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H27年度　～ 4,158千円 臨時職員 0.08 人

①６０施設

②

③

H29年度目標 H29実績 国の動向及び対象施設の状況を勘案し、
事業を実施する必要がある。なお、国にお
いて1兆円の財源を確保した場合に実施さ
れる保育の質改善が完成するまでの間交
付する補助金は、1兆円の財源を確保した
場合に実施される保育の質改善が完成す
るまで交付する。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

60施設

66施設

特定教育・保育施設等に対し、有資格者処遇改善、
職員配置基準改善及び保育支援者雇用のために補
助金を交付し、保育の質改善を図るものである。
（具体的な内容）
 １有資格者処遇改善費補助金
 ２職員配置基準改善費補助金
 ３保育支援者雇用費補助金
※補助金の交付は、補助単価、補助基準額及び補助
限度額による。

0.34 人
非常勤
特別職

0.00 人 66施設 61施設

66施設

2,916千円 臨時職員 0.21 人

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 316,132千円 287,041千円
①補助実施施設

②

③

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

成果指標の目標値において、ほぼ
達成できているため。また、保育の
配置基準が改善されるなど、保育
の質改善が図られている。

H29年度に改善した点

補助実施施設
制度について理解をしてもらい、市内の対象施
設すべてに実施してもらうことを目標とする。

有資格者処遇改善費補助金において、支
給対象者に対し周知文を配布するととも
に、支給に係る確認の署名等をもらうこと
とした。

特定地域型保育事業所においては、事業を活
用できるにもかかわらず、事業を実施していな
い施設がある。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28予算現額

特定教育・保育施
設等保育の質改善
費補助事業

根拠法令 H29予算現額

H28決算額

H29決算額（見込み）

所沢市特定教育・保育施設等保育の質改善費補助
金交付要綱

309,473千円 285,309千円

保育
幼稚
園課

実施計画ランク 事業の種別

一
般



第３章　健康・福祉  第２節　子ども支援

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

環境
影響

活動実績(H29)

成果経費

投入コスト
会
計

評価
理由

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

有益
な
もの

有害
な
もの

項目名

□ ■ □

実績

評価者

こども支援課長　市來　広美

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　市來　広美

項目名

□ ■ □

実績

評価者

こども支援課長　市來　広美

項目名

□ ■ □

実績

評価者

こども支援課長　市來　広美

無 無

無 無

無 無

100%

期間 0.72 人
非常勤
特別職

2.64 人 H30年度目標

　　　H15　～ 6,109千円 臨時職員 0.12 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

3,602千円 臨時職員 0.12 人
①454件

②22,255千円

③136千円

H29年度目標 H29実績 最近の相談の傾向として、ＤＶや生活苦、
疾病や法律に絡む問題など、複雑な生活
相談（離婚前相談を含む）が増加してい
る。今後も、研修等へ積極的に参加するこ
とにより、相談者への理解を深め、よりよ
い助言・情報提供が行えるように努める。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

目的：ひとり親及び寡婦の相談に応じるとともに、その
自立を支援する。
内容：母子・父子自立支援員によりひとり親の相談を
受ける中で、
①自立に必要な情報提供及び指導を行ったり、
②職業能力の向上及び求職活動等に関する支援を
行っている。

0.42 人
非常勤
特別職

2.55 人 100% 93%

目標達成済100% 100%

H29決算額（見込み）

母子及び父子並びに寡婦福祉法 36,143千円 28,385千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

根拠法令 H29予算現額

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 40,195千円 32,748千円

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

成果指標の目標値は達成できてい
る。修業後に就いた職に継続して
勤めているか、長期に渡る後追い
調査をするなど、今後もよりきめ細
かな支援を続けていく。

H29年度に改善した点

①相談件数

②高等職業訓練促進給付金等
支給額

③教育訓練給付金支給額

高等職業訓練受給者の就職率

（就職者+進学者）÷資格取得者×100

資格の取得により、より条件の良い職に就くこ
と、また長期間その資格を活かした職に就くこと
を目指す。

相談時に配布している冊子の記載内容を
追加し、離婚後の生活等の不安軽減を
図った。

H28年度目標 H28実績

11,285千円 臨時職員 1.80 人

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

ひとり親家庭自立
支援事業

H29その他職員
従事割合

30% 36%

40%

期間 1.33 人
非常勤
特別職

0.06 人 H30年度目標

非常勤
特別職

0.15 人 35% 36%

9,261千円 臨時職員 2.70 人
①122

②195

③848

H29年度目標 H29実績

H29決算額（見込み）

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 990,503千円 959,308千円 ①全部又は一部支給から全部
停止となった受給者数
②全部支給から一部支給となっ
た受給者数
③年度末における全部支給者
数

手当受給資格者全体に対し、全部支給と
なっている者の割合

手当額全部支給者数÷手当受給資格者
数×100

前年度までの実績により、全部支
給者の大幅な減少を見込み、目標
値を下げ過ぎてしまった。
平成30年度の目標設定にあたって
は、平成30年8月支給分から、法改
正により所得制限枠が広がること
から、全部支給者の大幅な増加を
見込んだ。

H29年度に改善した点

受給者の所得の増加による、手当の支給区分
が変動した割合を捉え、ひとり親家庭の自立促
進の成果をみる。（手当資格者全体のうち、全
部支給者の割合が低くなる程、所得や養育費の
増加が見込まれる。）

不正受給の疑いのある受給者について、
現地調査等の徹底をはかり、手当の適正
執行に努めた。

前年度までは実績値が減少していたため、受給
者の就労等による所得増加及び手当額の減少
を見込み、目標値の設定を下げたが、全部支給
者の割合は横ばいであったため。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

所得が低いひとり親家庭等の生活の安定のた
め必要な制度である。一方で、手当受給者に
対し、就労による自立を促す側面も制度に盛り
込まれていることから、母子・父子自立支援員
と連携し、就労支援を働きかけ、所得を増加さ
せ、手当額の減少へと導いていく。

H28決算額 指標名

児童扶養手当支給
事業

目標設定の考え方・根拠

B

根拠法令 H29予算現額

児童扶養手当法 955,456千円 941,186千円

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

目的：母子及び父子家庭等の生活の安定と自立の促
進を通じて、児童の健全育成を図る。
内容：父母が離婚した家庭、父母のいずれかに一定
の障害のある家庭、父母に代わり養育している人に
支給される手当（所得制限あり）。

1.08 人

H29正規職員
人件費

　　　S36　～

Ｈ12年度～ 1,952千円 臨時職員 0.00 人

0.00 人期間

事業の目的及び具体的な内容

12%

2,401千円 臨時職員 0.00 人
①12,155

②4,302

③478

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

20% 11%

育児の援助を受けたい者（利用会員）と育児の援助を
行いたい者（援助会員）を組織化し、地域での相互活
動を行う。ファミリー・サポート事業は、定期的な保育
施設・学校施設などの送迎や一時的な預かり、緊急
サポート事業は、病児・病後児の預かり、宿泊や急な
残業などの緊急時の預かりを行う。地域において安
心して子育てができるような環境整備を目的とする。

0.28 人
非常勤
特別職

0.00 人 30%

0.23 人
非常勤
特別職

H30年度目標

20%

無 無

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 15,192千円 15,120千円
利用会員数の増加に対し、援助会
員数の増加が達成できなかった。し
かしながら、延べ利用件数は順調
に増加しており、事業のニーズは高
まっていると考える。
今後も、各まちづくりセンター・児童
館・保育園当の児童関連施設にポ
スターの掲示やチラシの配布を行
い、広報活動を実施する。

H29年度に改善した点

H29決算額（見込み）

H28実績

H29年度目標 H29実績

利用しやすい事業とするためには、育児の援助
を行いたい者（援助会員）がの増加が必要であ
るため、援助会員数の充足度を指標とする。

講習会開催のチラシを広報や窓口に配架
すると共に民生委員・児童委員にも案内を
配布した。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

援助会員の確保が課題のため、広報で周
知する以外に講習会の開催時期の検討を
図る。

指標名 目標設定の考え方・根拠

C
H29目標値が未達成の理由・分析

援助会員の中心となっている60代の就労が増
加しているため、援助会員の確保が難しくなって
いる。

①延べ利用件数

②利用会員数

③援助会員数

援助会員数充足度
（援助会員数÷利用会員数＊100）

H28年度目標
H28その他職員
従事割合

H28決算額

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

ファミリーサポート
事業

根拠法令

H28正規職員
人件費

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29予算現額

所沢市ﾌｧﾐﾘｰ･ｻﾎﾟｰﾄ･ｾﾝﾀｰ事業実施要綱
所沢市緊急サポート事業実施要綱

期間 2.23 人
非常勤
特別職

15,192千円 15,120千円

H30年度目標

18,922千円 臨時職員 2.00 人

一
般

H28予算現額

臨時職員 2.00 人

H28その他職員
従事割合

2.23 人
非常勤
特別職

1,200円 1,429円

H29予算現額 H29決算額（見込み）

5,074,596千円 4,982,325千円

H29年度目標 H29実績

1,500円

H28年度目標

目標達成済1,500円

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

指標名

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 5,182,920千円 5,049,347千円 ①2月末現在受給者数

②年間手当支給総額

③正規職員人件費を含む事務
経費

H29年度に改善した点

受付した申請書について、誤りがないか二
重チェックを行うようにした。また、児童手
当Q&A集を見直し、事務の改善を行った。

引き続き、児童手当法を遵守し、手当の適
正な支給事務を行っていく。

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

1,434円

目標設定の考え方・根拠

A

児童手当法に基づくため、現状維
持となる。職員の事務負担につい
ては、事務改善を検討し、さらなる
時間外の削減を目指す。

受給者1名当たりの事務経費
（正規職員人件費を含む事務経費÷受給
者数）

児童手当法を遵守し、正確かつ適正な事務を行
う。

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

児童手当支給事業

根拠法令

児童手当法

事業の目的及び具体的な内容

父母その他の保護者が子育てについての第一義的
責任を有するという基本的認識のもとに、0歳から中
学3年生の児童を養育している者に児童手当を支給
することにより、家庭等における生活の安定に寄与す
るとともに、次代の社会を担う児童の健やかな成長に
資することを目的とする。

H24年度～

H28決算額

H28正規職員
人件費

19,122千円
①24,331人

②4,966,345千円

③34,901千円



第３章　健康・福祉  第２節　子ども支援

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

環境
影響

活動実績(H29)

成果経費

投入コスト
会
計

評価
理由

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

有益
な
もの

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　市來　広美

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　市來　広美

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　小川　和彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　小川　和彦

無 無

無 無

無 無

3

期間 0.23 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

平成24年度～ 1,952千円 臨時職員 0.02 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

2,144千円 臨時職員 0.02 人

①4回

②250人

H29年度目標 H29実績
医療的ケア児への支援については、対象
児童の把握も含め、関係機関による総合
的な支援体制の構築が求められており、
今後も協議の場や情報交換の機会を設け
る必要がある。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

発達障害等に関する理解・啓発を図るために、障害
児を養育する保護者や保育士等の支援者を対象にし
た学習講座を行う。

0.25 人
非常勤
特別職

0.00 人 6 6

目標達成済み3 4

H29決算額（見込み）

発達障害者支援法、障害者基本法 293千円 153千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

根拠法令 H29予算現額

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 294千円 216千円

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

障害児の支援を行う関係機関の職
員を対象とした研修会等を実施し、
参加者からは、障害への理解や情
報共有が図れたことから、今後も継
続した開催の要望があり、一定の
成果が上がっていると考える。

H29年度に改善した点

①講座等の開催回数

②講座等の参加延べ人数

①講座等の開催回数
開催回数を増やすことで希望者が参加しやすく
するため

発達障害に特化した講座だけでなく、強度
行動障害や医療的ケアが必要な障害児に
対する支援の質の向上や情報交換のた
め、研修や情報交換会、親子交流会を実
施した。

H28年度目標 H28実績

3,394千円 臨時職員 0.00 人

こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

発達障害児等子育
て応援事業

H29その他職員
従事割合

50 50

50

期間 0.40 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

非常勤
特別職

0.00 人 50 50

3,430千円 臨時職員 0.00 人

①3,866人

②50人

H29年度目標 H29実績

80,372千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 79,750千円 77,098千円

①利用延べ日数

②在籍人数（年度末）

②在籍人数（年度末）根拠法令

H29年度に改善した点

サービスの利用状況を把握するため
平成29年7月に厚生労働省から示された
児童発達支援ガイドラインに基づき、家族
支援や移行支援に積極的に取り組むほ
か、関係機関との連携や地域との交流に
も取り組み、適切な運営の管理を行った。

目標達成済み

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

児童発達支援事業所が増加しているた
め、今後は市立施設として利用者のニー
ズに応じたサービスを提供し、地域交流な
ど特色ある施設運営に努めていく。

無 無

H28決算額 指標名

かしの木学園運営
事業

目標設定の考え方・根拠

A

障害児の日常生活における基本的
な動作の指導、知識機能の付与、
集団生活への適応訓練などによ
り、子どもの発達・成長が見られ、
一定の成果が上がっていると考え
る。行事などには家族も多く参加し
た。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

児童福祉法、所沢市立かしの木学園条例 80,436千円

こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

就学前の障害児（主に身体障害）が日常生活や社会
生活を円滑に営めるよう、日常生活の基本的動作や
知識技能の付与、集団生活への適応訓練等を行い、
発達・成長を支援する。
指定管理者（所沢市社会福祉協議会）による運営で
あり、卒園・他園へ移行した児童の保護者交流会等
自主事業も行う。

0.40 人

H29正規職員
人件費

平成15年度～

期間 0.29 人
非常勤
特別職

1.80 人 H30年度目標

Ｓ５５年度～ 2,461千円 臨時職員

臨時職員

①258件

②12人

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

315件 258件

232件

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

発育や発達に心配のある子どもの保護者に対し、家
庭での対応や養育に関する助言、情報提供を行うこと
により、その子どもの健やかな成長に寄与する。

0.50 人
非常勤
特別職

1.80 人 340件 394件

「こども支援センター発達支援事業」の開始によ
り、障害や発達に関する相談が前年度より2割
減と予想したが、予想よりも大幅に減少したこと
による。

H29決算額（見込み）

児童福祉法・所沢市家庭児童相談室設置運営要綱 4,456千円 4,005千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 4,509千円 4,256千円

①障害等に関する相談件数

②療育相談受診児童数

障害や発達・発育に関する相談件数

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

相談件数は減少したが、これは相
談先が増えたことによるもので、相
談に対する適切な支援は提供でき
たものと考えている。

H29年度に改善した点

平成29年1月に開始した「こども支援センター発
達支援事業」の周知度が高まることにより、障害
や発達に関する相談が減少すると予想した。

障害児のグループ活動を「こども支援セン
ター発達支援事業」に移管した。また、発
達支援事業との連携を開始した。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

「こども支援センター発達支援事業」との連
携について、相談者の利便性を考えて、よ
りよい連携が出来るように調整していく。

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

幼児発達支援事業

根拠法令 H29予算現額

4,288千円

期間 1.93 人
非常勤
特別職

3.90 人 H30年度目標

Ｓ４４年度～ 16,376千円 臨時職員

平成27年度、平成28年度が前年度より140人の
大幅増となっていたが、その傾向が落ち着き、
増加の幅が少なくなったと考えられる。

1,300件

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

13,120千円 臨時職員
①849件

②269件

③164件

H29年度目標 H29実績

相談件数が年々増加傾向にあり、業務量
の増加にどう対応していくかが課題。そうし
た中でより効果的な支援を実施していくた
めに、関係機関との連携強化を図りたい。

子どもに関する様々な相談に応じ、個々の子どもや家
庭に対して効果的な支援を行うことで、子どもの福祉
の充実を図るとともにその権利を擁護する。

1.53 人
非常勤
特別職

3.90 人 1,150件 1,274件

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

1,282件

1,300件

H29予算現額 H29決算額（見込み）

児童福祉法・所沢市家庭児童相談室設置運営要綱 9,958千円 8,997千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 9,611千円 9,114千円
①相談件数（虐待・養護）

②相談件数（保健・育成）

③相談件数（非行・その他）

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

成果指標の実績値は前年度より上
回っており、目標値にも98.6％達成
しており、必要な支援を提供できた
ものと考えている。今後も関係機関
と連携しながら、相談者や子どもに
効果的な支援を提供していく。

H29年度に改善した点

相談件数
子どもに関する様々な相談に対応していく事業
であるため、相談件数が指標となる。
前年度よりも実績を増やすことを目標とする。

正規職員が１名増員になったことにより、
継続になっているケースにおける対応が、
きめ細かく出来るようになった。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額

児童家庭相談事業

根拠法令



第３章　健康・福祉  第２節　子ども支援

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

環境
影響

活動実績(H29)

成果経費

投入コスト
会
計

評価
理由

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

有益
な
もの

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　小川　和彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　小川　和彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　市來　広美

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　市來　広美

無 無

無 無

無 無

100%

期間 3.91 人
非常勤
特別職

0.30 人 H30年度目標

Ｈ１２年度～ 33,176千円 臨時職員

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

25,554千円 臨時職員
①1,285人

②4世帯

③40回

H29年度目標 H29実績 事業の目標達成のためには、関係機関と
の連携を強化していく。現在の課題は警察
からの照会が増加傾向にあることや、児童
相談所から市への送致が実施（平成29年
度は0件）されるなど、業務量の増加にどう
対応していくかが課題であるため、事務の
効率化を図っていく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

児童虐待の未然防止及び虐待を受けている子どもに
迅速的確に対応するために、関係機関と連携しなが
ら適切な支援を実施する。

2.98 人
非常勤
特別職

0.30 人 100% 100%

虐待通告57件のうち、54件は児童の安全確認
ができたが、残り3件は通告者の情報からでは
対象児童が特定できなかったため。

100% 95%

H29決算額（見込み）

児童福祉法・児童虐待の防止等に関する法律 2,351千円 1,434千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

根拠法令 H29予算現額

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,745千円 1,629千円

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

目標値は達成できなかったが、対
象児童が特定できたものはすべて
安全確認できており、児童虐待の
早期防止を図れたものと考えてい
る。今後も関係機関や市民に児童
虐待の通告・情報提供を更に周知
していくなど、虐待の未然防止に努
める。

H29年度に改善した点

①児童の所属からの定期的情
報提供
②養育支援訪問実施世帯数
③個別ケース検討会議開催件
数

虐待通告を受けた対象児童の安全確認
虐待通告を受けた際は、児童の安全確認が最
優先であるため、安全確認の実績を指標とし、
目標値は100％とした。

要保護児童対策地域協議会実務者会議
進行管理部会に国立西埼玉中央病院が
新たに参加することになった。また、児童
虐待防止対策関係機関研修会において、
事例検討を取り入れた。

H28年度目標 H28実績

1,782千円 臨時職員 0.00 人

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

児童虐待防止対策
事業

H29その他職員
従事割合

15中学校区 12中学校区

15中学校区

期間 0.21 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

非常勤
特別職

0.00 人 15中学校区 12中学校区

3,259千円 臨時職員 0.00 人

①14施設

②50,775人

H29年度目標 H29実績

82,752千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 80,365千円 80,365千円

①一般型実施施設数

②年間延べ利用者数

実施施設のある中学校区数根拠法令

H29年度に改善した点

所沢市の中学校区数 保育園運営者等の集まる会議に出向き、
地域子育て支援拠点事業実施の検討をお
願いしている。

地域子育て支援拠点事業を実施するには、運
営主体者に人員確保等の資金面及び実施ス
ペースの確保が必要であり、未設置の中学校区
において運営主体者となり得る保育園等なく、
地域子育て支援拠点事業を受託の申出もない
状況である。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

運営主体者に人員確保等の資金面及び
実施スペースの確保が必要であり、直ちに
未設置の中学校区に実施施設を設置する
ことはできないが、検討する園からの問い
合わせもあったことから、今後も引き続き
機会を捉えて保育園運営者等に呼びかけ
ていきたい。

無 無

H28決算額 指標名

地域子育て支援拠
点事業

目標設定の考え方・根拠

B

一般型と連携型の地域子育て支援
拠点施設の数は２５箇所あり、数の
上では中学校区を上回っている
が、中学校区によって施設数の開
きがあることから、地域の偏在を解
消する上でも、引き続き各中学校
区内に１つの設置を進めていくべき
である。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市地域子育て支援拠点事業実施要綱 84,050千円

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

事業の内容：①子育て親子の交流の場の提供と交流
の促進②子育て等に関する相談、援助の実施③地域
の子育て関連情報の提供④子育て及び子育て支援
に関する講習等の実施（月１回以上）
支援拠点の種類：一般型（３～４日型・５日型・６～７日
型）及び連携型
※こども支援課では、一般型を実施している。

0.38 人

H29正規職員
人件費

Ｈ7年度～

期間 0.41 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H24年度～ 3,479千円 臨時職員 0.18 人

臨時職員 0.18 人

①869人

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

900 869

1,280

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

18歳未満の障害児が利用対象である障害児通所支
援事業の利用にあたり、相談支援事業所が障害児の
抱える課題の解決や適切なサービスの利用に向け
て、利用計画（案）の作成や、モニタリング、計画の見
直しなどきめ細かい支援を行った場合に、障害児相
談支援給付費を支給する。

0.36 人
非常勤
特別職

0.00 人 840 705

相談支援専門員の一人当たりの受け持ち件数
が増加傾向にあり、新規の受入れが困難なた
め。

H29決算額（見込み）

児童福祉法 14,700千円 13,969千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 14,560千円 10,970千円

①利用延べ人数
①利用延べ人数

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

相談支援事業所による利用計画の
作成等の支援により、課題の解決
や適切なサービスの利用に繋が
り、一定の効果が上がっていると考
える。

H29年度に改善した点

サービスの利用状況を把握するため 計画内容については不十分なものがあり、
相談支援部会を通して量から質の向上に
努めた。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

障害者自立支援協議会相談支援部会と連
携し、対応可能な事業所を開拓し、相談支
援専門員の確保に努める。

こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

障害児相談支援事
業

根拠法令 H29予算現額

3,087千円

期間 1.05 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H24年度～ 8,909千円 臨時職員 0.18 人

目標達成済み78,120

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

9,861千円 臨時職員 0.18 人

①99,164日

H29年度目標 H29実績 通所支援事業所は年々増加しており、今
後も多くの利用者が見込まれる。また、複
数の事業所を利用する障害児もいること
から、事業実施に関する研修会や連絡会
を開催し、更なる質の向上と通所支援事業
所間の連携を図る。

就学前の障害児が日常生活の基本動作の訓練等を
行う児童発達支援を受けた場合や、就学後の障害児
が放課後等に集団生活訓練等を行う放課後等デイ
サービスを受けた場合等に、通所支援事業所に対し
て障害児通所給付費を支給する。

1.15 人
非常勤
特別職

0.00 人 75,164 75,164

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

99,164

101,604

H29予算現額 H29決算額（見込み）

児童福祉法 943,401千円 923,944千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 717,581千円 713,047千円

①利用延べ日数

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

保護者の申請に基づき、障害児へ
の個々の支援の必要性を把握して
支給決定を行っているため、一定
の成果が上がっていると考える。

H29年度に改善した点

①利用延べ日数 サービスの利用状況を把握するため 通所支援事業所等連絡会を３回開催し、
支援体制の充実や平成30年度報酬改定
に伴う事業運営の適正化を図った。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額

障害児通所支援事
業

根拠法令



項目名

■ □ □

実績

評価者

介護保険課長　井上　典

項目名

■ □ □

実績

評価者

高齢者支援課長　新井　浩嚴

項目名

■ □ □

実績

評価者

高齢者支援課長　新井　浩嚴

項目名

■ □ □

実績

評価者

高齢者支援課長　新井　浩嚴

無 無

無 無

無 無

H29その他職員
従事割合

80% 67%

80%

期間 0.92 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

7,806千円 臨時職員 0.00 人

非常勤
特別職

0.00 人 80% 67%

14,235千円 臨時職員 0.00 人
①48,250人

②31,915人

③589人

H29年度目標 H29実績

17,518千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 30,245千円 25,020千円
①アンケート送付数

②アンケート回答数

③測定会参加者数

アンケート回答率根拠法令

H29年度に改善した点

アンケートの回答者にはその分析結果をもとに
アドバイス表を作成・送付することにより、自発
的な介護予防への取組を促進していることから
アンケートの回答率を目標指標としている。

アンケートの対象者を70歳以上の全員（要
支援・要援護者を除く）としたことで普及啓
発が広まった。

広く周知することと分かりやすい回答票の作成
に努めたが、興味がない方もいらっしゃったため
未達成となった。今後も広く周知するだけでな
く、分かりやすい回答票の作成に努めていく。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

今後、事業の改善、効率化を図りながら介
護予防の普及啓発に努めていきたい。

無 無

H28決算額 指標名

介護予防普及啓発
事業

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

成果指標の目標値に達成できてい
ないが、アンケートや測定会を行う
ことにより着実に介護予防の普及
啓発が広まってきている。
また、回答のない方についても介
護予防の啓発を少なからず行うこと
ができた。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

介護保険法 18,360千円

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

介
護

H28予算現額

高齢者の自立した生活を続けていくことに対する意欲
を高め、より自発的な取組を推進するため、自宅で気
軽にできる介護予防に関する情報や地域の介護予防
教室等について普及啓発を行う。
「認知症アンケート（健やか生活アンケート）」や「参加
型測定会」を実施し、介護予防や認知症予防に関す
る正しい知識の普及啓発を行うとともに、社会参加の
きっかけづくりを行う。

1.66 人

H29正規職員
人件費

H27年度～

期間 0.37 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H13年度～ 3,139千円 臨時職員 0.75 人

臨時職員 0.75 人

①59団体

②1,362人

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

70団体 59団体

70団体

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

高齢者に居場所を提供し、在宅の高齢者が閉じこも
り・寝たきり・認知症にならないよう支援するために活
動している地域のボランティア団体に助成金を支給す
る。
市および地域包括支援センターと連携して高齢者の
介護予防を図るとともに、高齢者の地域との関わりを
支援する。

0.48 人
非常勤
特別職

0.00 人 70団体 61団体

団体の継続が高齢化により困難になった団体が
あったため。

H29決算額（見込み）

第６期所沢市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計
画

10,500千円 7,344千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 10,500千円 8,051千円

①お達者倶楽部団体数

②お達者倶楽部会員数

お達者倶楽部団体設置数

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

成果指標の目標値を達成できてい
ないが、活動も活発に行われてい
ることから一定の成果が挙げられ
ている。
今後、事業の改善、効率化を図りな
がら団体数の確保に努めていきた
い。

H29年度に改善した点

単身高齢者・高齢者世帯の増加が見込まれるこ
とから、地域の中に「高齢者の居場所」を作るこ
とにより、参加する高齢者の介護予防や認知症
予防、閉じこもり予防の効果が期待できる。その
ため、団体設置数を目標値としている。

平成29年度からの介護予防・日常生活支
援総合事業の実施に伴い、補助対象の見
直しが必要であることから、地域ごとに説
明会を開催し制度変更の周知を行った。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

お達者倶楽部の推進員・会員ともに高齢
化が進んでおり、推進委員等の世代交代
が課題となっている。
新規の推進委員・会員を増やすよう引き続
き周知をしていく。

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

介
護

H28予算現額

地域介護予防活動
支援事業

根拠法令 H29予算現額

4,116千円

0.00 人期間 1.37 人
非常勤
特別職

H30年度目標

①530人

②24コース

H29年度目標

550人11,624千円 臨時職員 0.00 人

12,863千円 臨時職員 0.00 人

H29正規職員
人件費

600人 530人

H28年度目標 H28実績

H29その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

高齢者が出来る限り自立した生活を送り、介護が必
要な状態とならないため、高齢者の状態に合わせた
通所型介護予防教室を開催する。
具体的には、老人福祉センター4施設（直営）、老人憩
の家8施設（指定管理委託）、民間施設において、1
コース定員25名とし、自宅でも継続可能な体操や、イ
ス、ボール、タオル等を使用した運動を実施し、参加
者の自発的な運動継続意欲を支援する。

1.50 人
非常勤
特別職

0.00 人 600人 565人

H29実績

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 11,807千円 11,183千円

①参加者数

②開催回数

参加者数

事業の目的及び具体的な内容

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

昨年度よりも減少しているが成果
指標の目標値を毎年９割程度は達
成しており、健康体操教室の取組
については、一定の成果が挙げら
れている。
今後、事業の改善、効率化を図りな
がら参加者の確保に努めていきた
い。

H29年度に改善した点

加齢に伴う生活機能の低下や要介護状態にな
ることを予防する取り組みのため、参加者数を
指標としている。

平成29年度から介護予防・日常生活支援
総合事業が開始され、介護予防サポー
ターの養成が重要になってくることから、プ
ログラムの中に講義等の時間を設けた。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

介護予防の考え方として住民主体の体操
団体を立ち上げていくサポートをしていくこ
とが重要となる。
今後は事業の統合化を図り、介護予防の
取組を進めていく。

目標値を達成できるようなコース数・定員数
を用意したが、応募が少ないコースもあり
定員数を満たせなかった。
周知の方法や開催の時期・場所を工夫して
いきたい。

H28予算現額

いきいき健康体操
教室事業

根拠法令 H29予算現額

H19年度～

H28決算額

H29決算額（見込み）

介護保険法 14,904千円 11,909千円

H28年度～ 10,861千円 臨時職員 0.00 人

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

介
護

目標達成済。２法人２事業所

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

11,576千円 臨時職員 0.00 人
①１法人１事業所

②２法人２事業所

③補助対象とならず

H29年度目標 H29実績

計画に基づくためなし。

２法人４事業所 ２法人４事業所

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

2法人２事業所

整備予定なし

1.28 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

高齢者福祉計画・介護保険事業計画に基づき、地域
密着型サービスの施設及び設備を整備しようとする法
人に対して、その費用を補助することにより地域密着
型サービスの整備を促進し、高齢者福祉の促進を図
るもの。

1.35 人
非常勤
特別職

0.00 人

法定受託＋附加 161,534千円 95,236千円
①補助金交付（施設整備費）
②補助金交付（開設準備費等支
援金）
③補助金交付（定期巡回・随時
対応サービス運営費等支援）

指標名

23,357千円

第６期所沢市高齢者福祉計画・介護保険
事業計画（高齢者施設等の整備目標）

所沢市高齢者福祉計画・介護保険事業計画に
基づく 計画に基づくためなし。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

H28決算額

高齢者福祉施設整
備費補助事業（地
域密着型サービ
ス）

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

A

所沢市高齢者福祉計画・介護保険
事業計画に基づき、公募にて施設
整備法人を決定し、計画どおり施設
整備できた。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市介護保険条例・介護保険法 25,310千円

介護
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

期間

最優先 自治事務 法定受託事務

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

有益
な
もの

有害
な
もの

第３章　健康・福祉  第３節　高齢者福祉
経費

投入コスト
会
計

評価
理由

H29年度に改善した点



現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

有益
な
もの

有害
な
もの

第３章　健康・福祉  第３節　高齢者福祉
経費

投入コスト
会
計

評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

高齢者支援課長　新井　浩嚴

項目名

■ □ □

実績

評価者

高齢者支援課長　新井　浩嚴

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

評価者

高齢者支援課長　新井　浩嚴

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

評価者

高齢者支援課長　新井　浩嚴

期間 1.53 人
非常勤
特別職

H30年度目標

H29年度～ 12,982千円 臨時職員 0.15 人 70%

平成３０年度からは市町村独自の指定事
業者による事業となり、より効率的な事務
手続きを検討していく必要がある。また、
多様なサービスの導入について検討して
いく必要がある。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

50% 81.5%

平成２９年７月からの開始であり、
割合として想定以上の改善効果が
みられた。

H29年度に改善した点

短期集中通所型サービスでは、３ヶ月の期間のリハ
ビリの結果を、「改善・向上・維持・悪化」で測る。
本事業の目的が、高齢者が自立した生活を継続でき
ることであり、利用者の運動器の機能維持・向上を測
ることができる指標であるため。

平成２９年度から実施開始した事業であ
り、まずは従来の利用者、事業者にできる
限り影響がないよう移行した。

H29決算額（見込み）

高齢者が自立した生活を継続するため、市町村が主
体となって、これまでの介護予防訪問介護等に相当
する専門的なサービスのほか、多様なサービス（短期
集中予防通所サービス）や、介護予防ケアマネジメン
トを実施する。

非常勤
特別職

-
事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

0千円 臨時職員
①短期集中通所型サービスを構
築・実施を開始した。54人
②希望する既存事業者に対する
市町村独自指定を行った。142
事業所（訪問51、通所91）

H29年度目標 H29実績

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

Ａ
事業の目的及び具体的な内容

H28正規職員
人件費

H28年度目標 H29目標値が未達成の理由・分析H28実績

329,570千円

-

目標達成済

H28その他職員
従事割合

H29予算現額

介護保険法

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

435,475千円

①多様なサービスの構築・実施
②サービス提供事業者の指定・
管理

短期集中通所型サービス利用者の、終了
後の機能改善結果が「改善・向上・維持」
であった割合（44人／54人）

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

介
護

H28予算現額

介護予防・日常生
活支援サービス事
業

根拠法令

無 無

無 無

無 無

無 無

S53年度～ 1,018千円 臨時職員 0.00 人

期間 0.12 人
非常勤
特別職

0.00 人

150,000人

高齢
者支
援課

実施計画ランク

H30年度目標

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

会員登録数の増加の為、引き続き周知を
図る。

858千円 臨時職員 0.00 人
①19,642人

②68,275人

③44,121人

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

特になし。

公益社団法人所沢
市シルバー人材セ
ンター補助金

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

老人福祉法、公益社団法人所沢市シルバー人材セン
ター補助金交付要綱

15,000千円 15,000千円

H28正規職員
人件費

H29年度に改善した点

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 15,000千円

H28予算現額

H29その他職員
従事割合

Ｂ

目標に対して８４．９％の実績が
あった。

15,000千円
①家事サービス関係就業延べ
人員

②軽作業関係就業延べ人員

③管理関係就業延べ人員

就業延べ人数
（①～③の他、その他の項目の就業者
12,413人含む）

高齢者の能力に応じた雇用の促進及び雇用に
伴う高齢者の地域への社会参加を図ることか
ら、就業延べ人数を指標としている。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析
H28その他職員
従事割合

高齢者の能力に応じた雇用の促進及び雇用に伴う高
齢者の地域への社会参加を促すため、地域に密着し
た就業の機会を提供するシルバー人材センターに補
助金を交付する。

0.10 人
非常勤
特別職

0.00 人

事業の種別

一
般

H28決算額 目標設定の考え方・根拠

156,726人

高齢者がこれまで勤めていた企業での雇用を継
続する傾向も高まっている為、シルバー人材セ
ンターへの就業登録が進まないものと思われ
る。

170,000人 144,451人

4,752千円 臨時職員 0.15 人

180,000人

指標名

H29その他職員
従事割合

7,100人 7441人

7,500人

期間 0.56 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

非常勤
特別職

0.00 人 7,000人 6,979人

4,802千円 臨時職員 0.15 人

①7,441人

②17.5%
（　7,441人/42,573人×100　）

H29年度目標 H29実績

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 34,358千円 32,793千円
①参加人数

②参加率
（　参加数　／　３月末時点75歳
以上市民数　×　100　）

参加人数

33,143千円

H29年度に改善した点

敬老会に多くの方が参加して楽しんでいただくこ
とを指標にしている。

各地区の状況に即して実施していく方針の
為、従来は対象ではない年齢の各地区人
数の調査等を行った。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

H29目標値が未達成の理由・分析

対象者数の増加を踏まえ、各地区の敬老
行事の状況を敬老行事検討委員会で確認
し事業の形態を引き続き検討していく。

H28決算額

老人福祉法 34,291千円

目標設定の考え方・根拠

Ａ

目標を大きく上回る実績が得られ
た。
また、敬老行事検討委員会にて各
地区主催の敬老行事が大変喜ば
れ有意義な行事であったと報告が
寄せられている。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

長年に渡り社会に貢献した高齢者を敬愛し、地域住
民が高齢者福祉に理解と関心を深めるために、高齢
者の長寿を祝う敬老会行事を地域で開催する。
敬老会行事検討委員会を開催し、市は各地区の高齢
者数や会場数等に応じ、交付金を交付する。

0.56 人

H29正規職員
人件費

S49年度～

指標名

敬老行事開催支援
事業

期間 0.15 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

H28年度目標 H28実績

S49年度～ 1,273千円 臨時職員 0.00 人

1,458千円 臨時職員 0.00 人

23人

H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

23人 20人①20人

②1,553枚

H29年度目標

23人

668千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

自宅に入浴設備のない高齢者に対して、公衆浴場の
入場料金を助成することにより、健康増進、衛生の向
上等生活環境の保持に努めることを目的とし、常時公
衆浴場を利用する方に、無料入浴券を月９枚、半年
分づつ配布する（４月と１０月）。

0.17 人
非常勤
特別職

0.00 人 24人

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,115千円 805千円

①利用者数

②入浴券使用枚数

利用者数

H29年度に改善した点

自宅に入浴設備がなく、常時公衆浴場を利用す
る方が対象となり、健康増進、衛生の向上等生
活環境の保持に努めることを目的としているた
め、利用者数を指標としている。

特になし。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

年々利用者が減少しており、今後の事業
実施の方向性を総合的に検討する必要が
ある。

対象者が減少したため。
（Ｈ２８年度末２３人、Ｈ２９年度末２１人）

H28決算額 指標名

公衆浴場老人入浴
料金助成事業

目標設定の考え方・根拠

B

目標利用者数には達していない
が、事業対象者のうち95%が利用し
ており、高い利用率であるため。

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市公衆浴場老人入浴料助成要綱

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

1,069千円



現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

有益
な
もの

有害
な
もの

第３章　健康・福祉  第３節　高齢者福祉
経費

投入コスト
会
計

評価
理由

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

評価者

高齢者支援課長　新井　浩嚴

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

評価者

高齢者支援課長　新井　浩嚴

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

評価者

高齢者支援課長　新井　浩嚴

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

評価者

高齢者支援課長　新井　浩嚴

無 無

無 無

無 無

期間 0.47 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H27年度～ 3,988千円 臨時職員 0.15 人

貸切バスの大きさから１団体３０人程度となるた
め、実績値程度の人数になると考えられる。

4,500人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

5,745千円 臨時職員 0.15 人

①141団体

②4,175人

H29年度目標 H29実績
バスの賃借料金を適切に定めている事業
所を利用している団体へ補助金を交付し
ているが、明らかに不適切な料金を見積も
る事業所を利用している団体に対し、効率
的に指導をする方法を検討する。

高齢者の外出・交流の機会を支援することにより、高
齢者の親睦・社会参加・心身の健康保持等の促進を
図る。
高齢者の福祉又は地域に寄与する活動を継続的に
行っている団体が、20人以上で貸切バスを使用し視
察や研修、高齢者の福祉増進に寄与する活動を行っ
た際、バス運賃に対し補助金を交付するもの。

0.67 人
非常勤
特別職

0.00 人 4,500人 4,127人

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

4,175人

4,200人

5,062千円 4,956千円

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 5,357千円 5,115千円

①利用団体数

②利用者数

指標名H28決算額 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

目標値には達していないが、９０％
以上の実績がある。事業の認知度
が高く、毎年利用団体を決定するた
めに抽選となるほど多数の応募が
あり団体の種類を問わず、広く利用
されているため。

H29年度に改善した点

利用者数
事業の目的達成のためには、多くの利用がある
ことが重要なため。

申込時に記載頂く事項を増やすことで、利
用予定月に申請をしなかった団体に事前
に申請の有無を確認できるようにし、キャ
ンセルを速やかに行えるように事務を行っ
た。

H28年度目標

H29決算額（見込み）

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

高齢者交流・研修
支援事業

根拠法令 H29予算現額

所沢市高齢者交流・研修支援事業補助金交付要綱

S52年度～ 4,667千円 臨時職員 0.25 人 100%

高齢者大学の周知を図るために公開講座
を実施していた。しかし、年々客数が減少
していること、高齢者大学のOBOGが多く
出席している状況が見受けられることか
ら、今後公開講座を実施していくかを検討
していく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

100% 94%

期間 0.55 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

100% 98%

概ね有意義であったと回答している。その他の
意見として、講座内容・運営について指摘するも
のがいくつかあった。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

4,030千円 臨時職員 0.25 人
①88.1%
（　141人/160人×100　）
②92.9%
（　106人/114人　）
③49回

H29年度目標 H29実績

前年度のアンケート結果を元に、講座内容
の検討を行い、内容を充実させた。

高齢者大学開催事
業

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市高齢者大学開設要綱、所沢市高齢者大学運
営要領

1,265千円 1,084千円

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H29年度に改善した点

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,978千円

H28予算現額 H28決算額 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

目標に対して９０％以上の概ね有
意義であったとの回答を得ている
が、応募状況は９０％以下となって
いるため。

1,579千円 ①応募状況
　（応募者／定員数（160名）×
100）
②卒業証書授与率
　（卒業者数／受講者数×100)
③講座回数

学生生活の有意義率

仲間づくりや生きがいづくりを行い、市の行事に
積極的に参加したり、自主的に団体を作り活動
したりする高齢者を育むことを目標とする。
設定した講座を履修するとともに、有意義な時
間を過ごすことができたかについて指標としてい
る。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

指標名

高齢者に生涯学習の一環として学習の機会を提供
し、社会環境の変化に対応する能力と心身の健康を
養う。それと同時に、学習を通じより多くの仲間づくり
を行い、交流を深め高齢者の生きがい創造を果たす
もの。
約１年間、６０歳以上の高齢者が約５０講座を受講し、
クラブ活動や委員会活動等を自主的に行う。

0.47 人
非常勤
特別職

0.00 人

期間 0.52 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

S51年度～ 4,412千円 臨時職員 0.25 人

1,574人

長生クラブ会員数の減少に伴い、参加者数も
減ってきている。

臨時職員 H29実績

事務局と施設の職員の連携不足が見受け
られたため、事前の打ち合わせを詰め、当
日は想定外のことがあっても柔軟に動ける
ようにする。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

1,700人 1,509人

1,500人

7,460千円

H28年度目標

0.25 人
①1,008人

②162人

③339人

H29年度目標スポーツや文化交流等を通じて相互の親睦を深める
ことにより、生きがいを高めて健康増進を図る。
各種運営委員会を設置しスポーツ大会や演芸大会、
囲碁将棋大会などを開催する。

0.87 人
非常勤
特別職

0.00 人 1,800人

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,165千円 1,091千円
①スポーツ大会参加者数

②囲碁将棋大会参加者数

③演芸大会参加者数

総参加者数

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

目標に対して８８．８％の実績があ
り、また、各大会実行委員から参加
者の満足度が高いとの評価を得て
いる。

H29年度に改善した点

多くの人が参加して生きがいや健康向上を目指
しているので、事業への参加者数を指標として
いる。

参加者へのルール等の周知徹底を図った
ことで、怪我がないように進行したり、予定
時刻どおり演目を進めたりできるように
なった。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析高齢者スポーツ大
会等開催事業

根拠法令 H29予算現額

各種大会等開催要綱

H28決算額

H29決算額（見込み）

727千円 661千円

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

S62年～ 6,109千円 臨時職員 0.20 人

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

地域のサークルをはじめ、集いの場となる多様
な高齢者団体が増加しており、会員の登録数が
伸び悩んでいるため。
また、会員の高齢化が進み、団体の運営を支え
る役員のなり手が少なくなっているため。

6%

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

1,029千円 臨時職員 0.20 人

①67クラブ

②4,373人

H29年度目標 H29実績

団体運営事務を担う役員の支援方法を検
討していくとともに、補助金事務の簡略化
と効率化を検討していく。

5.27%

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

5%

6%

0.72 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 4,590千円 4,251千円

①長生クラブ数

②会員数

指標名 H29年度に改善した点

会員登録率
（　会員数　／　３月末時点高齢者数　×
100　）

高齢者の閉じこもりを防止し、地域の重要な社
会資源である長生クラブの存続を図るために
は、会員増加が重要であるため。

補助金申請を一部簡略化し、長生クラブの
作成事務、及び当課の補助金事務の効率
化を図った。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析
Ｂ

目標に対して８０％以上の実績が
あったが、高齢化のため会員数が
減り活動が継続できず、解散となっ
た団体が複数あったため。

目標設定の考え方・根拠

H29決算額（見込み）

所沢市長生クラブ補助金交付要綱 4,035千円 3,755千円

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

高齢者の知識及び経験を活かし、明るい長寿社会づ
くりに資することを目的として活動している長生クラブ
に補助金を交付し、イベントを共催して団体運営及び
活動活性化の支援を行う。

H28予算現額

期間

H28決算額

長生クラブ支援事
業

根拠法令

0.12 人
非常勤
特別職

0.00 人

H29予算現額

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般 8%

無 無



現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

有益
な
もの

有害
な
もの

第３章　健康・福祉  第３節　高齢者福祉
経費

投入コスト
会
計

評価
理由

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

評価者

高齢者支援課長　新井　浩嚴

項目名

■ □ □

実績

評価者

高齢者支援課長　新井　浩嚴

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

評価者

高齢者支援課長　新井　浩嚴

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

評価者

高齢者支援課長　新井　浩嚴

無 無

無 無

無 無

無 無

H28年度～ 6,109千円 臨時職員 0.00 人 3000人

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

2回 2回

期間 0.72 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

2回

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

6,603千円 臨時職員 0.00 人①医療相談窓口一覧（専門職向
け）の作成　1,000冊
②ICTツールの導入説明会の開
催、HP見直し　2回
③市民向け公開講座の開催　2
回

H29年度目標 H29実績
専門職の連携体制の具体的な課題につい
ての協議や、平成３０年度からの県からの
事務移管による相談窓口の安定的な運
営、情報連携ツールとしてのICTの運用支
援などが必要である。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

高齢者がいつまでも住み慣れた自宅や地域に住み続
けることができるよう、地域の医療・介護の資源の把
握、地域の医療・介護関係者が参画する会議の開
催、医療・介護関係者の情報共有の支援、・医療・介
護関係者の研修及び市民への普及啓発を実施する。

0.77 人
非常勤
特別職

0.00 人 2回

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

介護保険法 9,490千円 9,232千円

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 9,480千円 9,240千円
①地域の医療・介護資源の把握

②医療・介護関係者の情報共有
の支援

③市民への普及啓発

～H29 市民向け公開講座の開催回数
H30　在宅医療介護の普及啓発を行なう
人数

目標設定の考え方・根拠

A

目標を達成できた。
今後も医療・介護関係者との顔の
見える関係作りをはじめ、連携を進
めていく。

H29年度に改善した点

在宅医療介護を推進するためには、専門職同
士の連携体制を構築することと同時に、在宅で
のサービスを受けるために必要な情報を周知
し、利用者のニーズの拡大も必要となるため。

平成２８年度末に作成した「在宅療養支援
ガイド」を利用した市民への普及啓発、ICT
を利用した専門職の情報連携体制の構築
に重点を置いて実施に努めた。

346,000人

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

介
護

H28予算現額 H28決算額 指標名

在宅医療・介護連
携推進事業

期間 7.65 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

S50年度～ 64,910千円 臨時職員 15.46 人

65,342千円 臨時職員 15.46 人

①188,230人

②156,298人

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

345,000人 344,528人

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

　地域の高齢者の健康と生きがいの増進、教養の向
上、介護予防の推進のため、レクリエーションの場を
提供し、また、高齢者からの相談に応じ適切な援助を
行う。

7.62 人
非常勤
特別職

0.00 人 343,000人 342,629人

　台風21号の被害により、老人憩の家さくら荘、
こてさし荘が緊急避難所に指定され休館となっ
たため。
　・さくら荘休館期間　H29.10.24からH29.11.15
（19日休館）
　・こてさし荘、休館期間　H29.10.24から
H29.10.30（6日休館）

H29決算額（見込み）

所沢市立老人福祉センター設置及び管理条例、所沢
市立老人憩の家設置及び管理条例、老人福祉法

187,767千円 183,399千円

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 196,598千円 189,763千円

①延利用者数（個人）

②延利用者数（団体）

・H29延利用者数　344,528人
　（個人利用者数＋団体利用者数）

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

　平成29年度に設定した延利用者
数の目標値を僅かに達成できな
かったが、これは、平成28年度同
様、台風被害により緊急避難所に
指定され臨時休館となった施設が
あったことが要因であり、臨時休館
がなければ目標値は達成されてい
た。　このため、利用者への相談事
業や、体操・介護予防教室の更な
る充実を図り、天災による休館があ
ろうとも目標値を達成できるよう努
めて行きたい。

H29年度に改善した点

　高齢者の、趣味や教養の向上、健康増進の拠点
（居場所）となることが事業の目的となるため、個人・
団体の延利用者数を指標とする。　目標値としては、
臨時休館によりなかなか目標値に達しないが、昨年
度より延利用者数増を目標値として設定した。

　男性利用者が少ない傾向にあるため、
男性利用者の獲得を目標とし、男性が参
加しやすい将棋大会や歴史講座、健康体
操等を実施したところ多少の増加が見込
まれたため継続していく。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

　男性が参加しやすい催し、教養講座を提
案、実施し、更なる男性利用者の獲得を目
指す。

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

老人福祉センター
等運営事業

根拠法令 H29予算現額

期間 0.16 人
非常勤
特別職

H30年度目標

H17年度～ 1,358千円 臨時職員

0千円 臨時職員

①７施設

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

0%

0 0

目標達成済100% 100%

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

特になし。

所沢市高齢者福祉施設整備費補助金交付要綱 16,616千円 14,317千円

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合一

般

スプリンクラー等の設置を義務付けられた高齢者福
祉施設等の運営法人に対し、スプリンクラー設備等を
設置する費用の一部を補助することにより、地域の高
齢者に良質で安全な介護サービスの提供を図る。

非常勤
特別職

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

①整備した施設数

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

成果指標の目標を達成できた。

H29年度に改善した点

スプリンクラー設備、火災通報装置及び自
動火災報知設備の設置が義務付けられ
た既存の高齢者福祉施設で、本補助金の
活用意向のあった施設におけるスプリンク
ラー設備等の整備率

消防法施行令等の改正に伴い、スプリンクラー設備
等の設置が義務付けられた既存の高齢者福祉施設
等は、平成29年度末までに設置することとされてお
り、平成27年度に本補助金の活用意向調査を実施し
たため、対象施設におけるスプリンクラー設備等の整
備率を指標とする。

改正消防法施行令等の経過措置が平成
29年度末までであることから、消防機関と
連携して、既存の高齢者福祉施設等にお
けるスプリンクラー設備等の設置状況調査
を行い、国の交付金を活用する本事業を
開始した。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

H18年度～ 8,740千円 臨時職員 31%

H29その他職員
従事割合

1.03 人
非常勤
特別職

H30年度目標

30%

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

18,093千円 臨時職員

①28,904

②90,205

H29年度目標 H29実績

現在、平成３１年度からの複数年契約に向
けた事務を進めている。第７期計画の目標
達成を含め、業務内容の見直しを行う。

Ａ

H29正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

地域包括支援センターを市内に設置することで、介護
保険法に定める包括的支援事業（訪問相談等）、介護
予防事業（介護予防教室等）等を実施し、高齢者をは
じめ地域住民の保健医療の向上及び福祉の増進を
包括的に支援することを目的とする。

2.11 人
非常勤
特別職

29% 30%

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 311,220千円 308,874千円

H28決算額 指標名

目標値を達成している。
今後も地域包括ケアシステムの深
化・推進のため、介護保険法に定
められた評価等を的確に実施し業
務改善を行う。

H29年度に改善した点

①被支援者延べ人数

②高齢者人口

利用率
被支援者延べ数／②高齢者人口×100
相談支援等を目的とした事業のため、利用率を
目標としている。

第２層生活支援コーディネーターの委託開
始を見据えて業務内容を見直し、介護予
防教室用の関連する委託事業の回数等を
変更した。

H28年度目標 H28実績

目標達成済32%

H28予算現額

地域包括支援セン
ター運営事業

根拠法令 H29予算現額

期間

目標設定の考え方・根拠

H29決算額（見込み）

介護保険法 339,444千円 329,359千円

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

介
護

H28決算額H28予算現額事業の種別実施計画ランク

高齢
者支
援課

高齢者福祉施設整
備費補助事業(ス
プリンクラー設置補
助）

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）



現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

有益
な
もの

有害
な
もの

第３章　健康・福祉  第３節　高齢者福祉
経費

投入コスト
会
計

評価
理由

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

評価者

高齢者支援課長　新井　浩嚴

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

評価者

高齢者支援課長　新井　浩嚴

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

評価者

高齢者支援課長　新井　浩嚴

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

評価者

高齢者支援課長　新井　浩嚴

無 無

無 無

無 無

無 無

期間 0.30 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

Ｈ15年度～ 2,546千円 臨時職員 0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

2,744千円 臨時職員 0.00 人

①1,041人

②34人

H29年度目標 H29実績

今後、作成した単独のチラシを活かし、窓
口においてわかりやすい説明をしたり、郵
送で渡せるようにする

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

0.32 人
非常勤
特別職

0.00 人 3% 3%

目標達成済3% 3%

3%

本事業単独のチラシを作成した。

徘徊高齢者家族支
援事業

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市徘徊高齢者家族支援事業実施要綱 434千円 383千円

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H29年度に改善した点

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 434千円

H28予算現額 H28決算額 目標設定の考え方・根拠

A

成果指標の目標値を毎年達成して
おり、利用率については、一定の成
果があげられていると考えている。

285千円

①市内の歩行可能な認知症高
齢者数

②利用者数

利用率
（当該年度の利用者数÷市内の歩行可能
な認知症高齢者数×100）

市内の歩行可能な認知症高齢者数（要援護高
齢者調査による）のうち、およそ3%の利用者数を
想定・目標としている。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

臨時職員 0.00 人 1655台

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

指標名

徘徊行動のある高齢者の早期保護と安全確保を行う
ことによって、当該高齢者を介護する家族の、肉体
的・精神的な負担の軽減及び安心して介護ができる
環境整備の促進を図る。
徘徊高齢者にＧＰＳ機器を携帯してもらい、徘徊した
際、介護している家族が、位置情報（地図上の位置表
示・電話でオペレーターからの位置照会等）をもとに
早期保護を行う。

1650台 1505台

期間 1.10 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

Ｓ60年度～ 9,334千円

突発的な病気や事故などの緊急時の連絡手段を確
保することにより、一人暮らし高齢者等の緊急時の不
安を解消し、安心安全な生活を維持することを目的と
する。
利用者が緊急時に緊急ボタン等を操作することによ
り、24時間対応で委託事業者のオペレーターが対応
し、必要に応じて消防署に救急要請を行う。生活反応
センサーや歩数計により、一定時間操作や動きがな
い場合も自動的にオペレーションセンターへ通報され
る。

0.65 人
非常勤
特別職

0.00 人 1555台 1582台

臨時職員 0.00 人

①1505台

②227台

H29年度目標

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

5,574千円

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

当該システムの設置より民間サービスの利用を
希望する方や施設への入所や入院により機器
を撤去する利用者が多かった。また、通いの場
に通うことで人との関わりができ、機器に頼らな
いで済んだ方などもあったため。

H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市一人暮らし高齢者等緊急通報システム事業実
施要綱

53,784千円 48,286千円

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 53,776千円 50,613千円

①年度末時点の機器利用台数

②年度末時点までの新規設置
数

年度末時点の機器利用台数

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

事業について段階的な見直しの検
討を実施している状況である。今
後、さらに事業の改善を進めてい
く。

H29年度に改善した点

機器の設置により事業目的が達成されることか
ら、利用台数を指標とする。

制度の現状や利用状況等について地域包
括支援センター等と情報共有し、制度の適
正利用の促進を図った。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

将来人口が減っていくものの、６５歳以上
の高齢者数は増加していき、２０４０年に
ピークを迎える予想（厚生労働省　高齢化
白書）があることから、財源を逼迫すること
が予想される。
今後も制度の適正な利用に向けて見直し
等について検討を段階的に実施していく。

0.00 人 298件

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額

一人暮らし高齢者
等緊急通報システ
ム事業

指標名

284件

期間 0.91 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H27年度～ 7,721千円 臨時職員

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

6,174千円 臨時職員 0.00 人
①２８４件

②１回

③５回

H29年度目標 H29実績

地域資源の把握や共有を行っているが、
今後は協議体と協動しながら課題の解決
にむけた取組を進める必要がある。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

生活支援・介護予防サービスの充実を目的として、ボ
ランティア等の生活支援の担い手の発掘・養成等を行
うとともに、市域及び圏域に協議体を設置し、地域資
源の把握・開発やネットワーク化を実施し、多様な主
体によるサービスの提供を図る。
また、市域及び圏域に生活支援コーディネーターを配
置する。

0.72 人
非常勤
特別職

0.00 人 - -

目標達成済

H29予算現額 H29決算額（見込み）

介護保険法 32,500千円 31,580千円

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 8,567千円 8,532千円
①地域資源数

②地域資源情報の発信回数

③第１層と第２層の情報共有の
ための会議開催回数

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標の目標値を達成してい
る。今後も生活支援・介護予防サー
ビスの充実を図る。

H29年度に改善した点

生活支援コーディネーターや協議体の活
動を通じて把握する地域資源数を目標値
とした。

地域資源の把握や共有を行うとともに、解決策
の検討を図ることから、地域資源数を目標値と
した。

平成29年10月には先行地区として６圏域、
平成30年1月に残りの８圏域に第2層生活
支援コーディネーターを配置した。

H28年度目標

284件

20箇所

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

介
護

H28予算現額 H28決算額

生活支援体制整備
事業

根拠法令

期間 1.12 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H28年度～ 9,503千円 臨時職員 0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

11,319千円 臨時職員 0.00 人

①18,349人

②13箇所

H29年度目標 H29実績

認知症カフェを「地域の人々のつながりの
醸成の拠点」として、開設数を増やせるよ
う事業所等に働きかけを行う。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

認知症の方の意思が尊重され、できる限り住み慣れ
た地域で暮らし続けることができるような仕組みの構
築を目的とする。具体的には、認知症の理解を深める
ための普及啓発、適時･適切な医療や介護等を提供
するための支援チーム設置、本人や家族介護者の心
身の負担軽減や気持ちに寄り添う支援を行う。

1.32 人
非常勤
特別職

0.00 人 9箇所 9箇所

新規で５か所開設したが、前年度から始まった９
箇所のうち１箇所が継続して開設できなかった。

14箇所 13箇所

平成29年7月から認知症初期集中支援事
業委託を開始した。

認知症施策推進事
業

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

介護保険法 10,918千円 10,241千円

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H29年度に改善した点

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,484千円

H28予算現額 H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

成果指標の目標値を概ね達成して
いる。今後も認知症施策を推進して
いく。

1,737千円

①認知症サポーター養成講座
受講者数（延べ人数）

②認知症カフェ開設数

認知症カフェ開設数
認知症の普及啓発を図るうえで認知症カフェの
開設数を目標値とした。

H28年度目標 H28実績高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

介
護



現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

有益
な
もの

有害
な
もの

第３章　健康・福祉  第３節　高齢者福祉
経費

投入コスト
会
計

評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

高齢者支援課長　新井　浩嚴

項目名

■ □ □

実績

評価者

高齢者支援課長　新井　浩嚴

項目名

■ □ □

実績

評価者

高齢者支援課長　新井　浩嚴

項目名

■ □ □

実績

評価者

高齢者支援課長　新井　浩嚴

無 無

無 無

無 無

100%

期間 0.30 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

Ｈ8年度～ 2,546千円 臨時職員 0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

1,972千円 臨時職員 0.00 人

①250人

②255人

H29年度目標 H29実績

特になし。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

手当を支給し、ねたきりや認知症高齢者等を長期的
に在宅介護する者の身体的・精神的負担を軽減する
ことを目的とする。
６５歳以上で要介護認定を受け要介護４又は５の状態
のねたきり老人等を常時介護している介護者に、年度
に１回４０，０００円を申請により支給するものである。

0.23 人
非常勤
特別職

0.00 人 100% 95%

目標達成済100% 102%

H29決算額（見込み）

所沢市ねたきり老人等介護者手当支給要綱 14,000千円 10,200千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

根拠法令 H29予算現額

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 12,800千円 11,200千円

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

成果指標の目標値を概ね達成して
いる。

H29年度に改善した点

①対象者数

②支給者数

支給達成率
（支給者数255人÷対象者321人のうち入
院者等を除いた250人）

日中主にベッド、布団上で生活し、居室内での
生活は何らかの介助を必要とするねたきり高齢
者321人（要援護高齢者調査による）のうち、入
院者等を除き、およそ78%の対象者（250人）を
ベースに支給達成率を100%の目標としている。

特になし。

H28年度目標 H28実績

1,442千円 臨時職員 0.00 人

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

ねたきり老人等介
護者手当支給事業

H29その他職員
従事割合

22% 21%

22%

期間 0.17 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

非常勤
特別職

0.00 人 20% 20%

1,801千円 臨時職員 0.00 人

①62,130世帯

②13,236個

H29年度目標 H29実績

325千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 544千円 490千円

①配付対象世帯数

②累計配付個数

普及率
（　救急医療情報キット所有世帯数／65歳
以上の方がいる世帯×100　）

根拠法令

H29年度に改善した点

救急医療情報キットは高齢者がいる世帯を対象
に配付しているため。

新しく民生委員になった方や、出前講座で
積極的に救急医療情報キットについて周
知した。

昨年度までにある程度配付が済んでおり、新規
に６５歳以上になった方については、まだ緊急の
必要性を感じる方が少ないと思われる。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

65歳になる方への周知を強化し、より多く
の方への配付を検討する。

無 無

H28決算額 指標名

救急医療情報キッ
ト普及事業

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

概ね目標に近い実績が得られてい
る。
講演会等機会を捉えて周知を引き
続き図っていく。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

― 390千円

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

介
護

H28予算現額

高齢者等の安心安全な生活を確保することを目的と
する。
「かかりつけ医」「持病」等の医療情報及び「緊急連絡
先」等の情報並びに「健康保険証の写し」「処方されて
いる薬一覧の写し」等を専用の容器に入れ、自宅の
冷蔵庫に保管することにより、迅速な救急活動に役立
てるものである。これを市広報等で65歳以上の方がい
る世帯への周知を図るもの。

0.21 人

H29正規職員
人件費

Ｈ23年度～

期間 0.14 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

Ｈ17年度～ 1,188千円 臨時職員 0.00 人

H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

15% 12%

15%

在宅の高齢者が随時配食サービスを受けられる体制
を整備する事によって食生活の改善、健康の増進、
介護予防を図ることを目的とする。
市で定めた指定基準を満たした事業者を掲載した一
覧表を作成し、利用希望のある高齢者への周知や地
域包括支援センターからの案内を行っている。

0.09 人
非常勤
特別職

0.00 人 20% 12%

臨時職員 0.00 人
①1,444人

②12,084人

③411,347食

H29年度目標

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 98千円 87千円
①配食サービス利用者数

②単身高齢者

③延べ食数

高齢者利用率
（　配食サービス利用者数／単身高齢者
数×100　）

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

目標に対して、８０％の実績である
が、利用者については前年より増
加している。

H29年度に改善した点

食事による栄養面での自己管理に加え、見守り
が特に大切だと考えられる単身高齢者の利用
率を上げることで、健康的な在宅生活を送る高
齢者の増加を図る。

事業所の注文受付時間を掲載し、注文の
しやすさを図った。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

パンフレットの有効的な活用及び配布方
法、事業の周知方法を検討する。

配食サービスの認知度が低いためと推測され
る。
パンフレットの配布先を増やしたり、定期的にメ
ディアを活用して周知したりすることを検討す
る。

H28予算現額

高齢者配食サービ
ス事業

根拠法令 H29予算現額

772千円

H28決算額

H29決算額（見込み）

所沢市高齢者配食サービス事業実施要綱 98千円 87千円

Ｈ14年度～ 5,261千円 臨時職員 0.00 人

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

目標達成済10,000件

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

5,831千円 臨時職員 0.00 人

①551人

②10,543件

③6回

H29年度目標 H29実績
今後も高齢者人口の増加が予測される
が、介護保険サービスや民間の安否確認
サービスの普及等、高齢者が利用できる
福祉サービスが多様化していくことが考え
られる。
こうした状況を考慮し、高齢者が適切な
サービスや地域とつながることができるよ
う事業対象者や事業目的等の見直しを行
い、本事業の改善を図る。

13,000件 12,001件

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

10,543件

6回

0.62 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

4,333千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

近隣との交流や福祉サービスの利用機会が少ない高
齢者等を対象に、希望者の自宅を定期的に訪問し、
安否確認を行うとともに、話し相手となることで、高齢
者が安心して暮らせる環境を整備し、高齢者の福祉
の増進を図ることを目的とする。

0.68 人
非常勤
特別職

0.00 人

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 4,680千円 4,368千円
①訪問依頼者延べ人数

②訪問延べ件数

③定例会・研修会

指標名 H29年度に改善した点

訪問延べ件数
（平成30年度～　定例会・研修会実施回
数）

依頼者の自宅を定期的に訪問することを目的とした
事業のため、訪問延べ件数を目標値としている。（平
成30年度～事業対象者となる高齢者を本事業に適
切に結びつけた上で、一般のボランティアである相談
員の資質向上を図るため、定例会・研修会の実施回
数を目標値とする。）

定例会でコミュニケーションの基本や地域
でのみまもり活動、関係機関との連携等を
学習したことにより、相談員の資質の向上
を図った。また、活動報告書の提出先を地
域包括支援センターとすることにより、相
談員との連携強化を図った。H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

H28決算額

高齢者みまもり相
談員設置事業

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標の目標値を達成してお
り、一定の成果があげられている。
今後、事業の改善を進めていく。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市高齢者みまもり相談員事業実施要綱 4,620千円

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

介
護

H28予算現額

期間



現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

有益
な
もの

有害
な
もの

第３章　健康・福祉  第３節　高齢者福祉
経費

投入コスト
会
計

評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

高齢者支援課長　新井　浩嚴

期間 0.30 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

Ｈ28年度～ 2,546千円 臨時職員 0.00 人

平成29年度から、在宅介護者リフレッシュ券の
利用期間を、ねたきり老人等介護者手当交付決
定から1年間にしたことから（平成28年度はいつ
申請しても年度末まで）すぐに利用せずに次年
度で利用する可能性もある。

20%

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

4,030千円 臨時職員 0.00 人

①255人

②21人

③8%

H29年度目標 H29実績

引き続き、窓口等での周知や、地域包括
支援センターに介護者の集い等のリーフ
レットを施術機関に置くよう依頼する。

在宅のねたきり老人等を介護している者に対し、は
り、きゅう、マッサージ等の施術その他の介護者のリフ
レッシュに資する事業を実施することで、介護者の疾
病予防、病気の早期発見等を図り、もって住み慣れた
自宅で介護を続けられるよう支援することを目的とす
る。
ねたきり老人等介護者手当支給者を対象に、所沢市
在宅介護者リフレッシュ事業利用券を２枚交付し、市
が委託する施術機関において、はり、きゅう、マッサー
ジ等の施術（訪問・通院）を低額で利用できるよう支援
する。

0.47 人
非常勤
特別職

0.00 人 20% 19%

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

8%

20%

H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市在宅介護リフレッシュ事業実施要綱 768千円 48千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,280千円 146千円
①対象者数

②利用者数

③利用率

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

成果指標に対して実績が大きく下
まわった。今後周知に努めるととも
に事業への理解を深める必要があ
る。

H29年度に改善した点

利用率
（当該年度の利用者数÷ねたきり老人等
介護者手当支給者数）

ねたきり老人等介護者手当支給者を対象とし
て、リフレッシュによる疾病予防等の効果を目的
とすることから、その利用率を指標とする。

在宅介護者リフレッシュ券の利用期間を、
申請時期にかかわらず、公平にねたきり
老人等介護者手当交付決定から1年間と
した。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析
高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

介
護

H28予算現額 H28決算額

在宅介護者リフ
レッシュ事業

根拠法令

無 無



項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　森田　悟

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　森田　悟

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　森田　悟

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　森田　悟
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2,715千円 臨時職員 0.00 人

H29その他職員
従事割合

3 0

3

期間 0.32 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

非常勤
特別職

0.00 人 3 1

2,916千円 臨時職員 0.00 人

①0件

H29年度目標 H29実績

0千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 720千円 240千円

①補助件数
補助件数根拠法令

H29年度に改善した点

補助件数
特になし。

申請がなかったため。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

障害者の地域移行を推進する上で、重度
の身体障害者が在宅生活を送るために必
要な支援であることから、事業を継続す
る。

無 無

H28決算額 指標名

重度障害者居宅改
善整備費補助事業

目標設定の考え方・根拠

B

本事業の対象となる障害者数の変
動は見込めないが、県補助を受け
ており、引き続き、必要な支援を提
供する。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市重度障害者居宅改善整備費補助要綱 720千円

障害
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

重度身体障害者の住居環境の改善及び経済的負担
の軽減を行うことを目的としている。
重度の身体障害者が障害に応じて居住しやすいよう
居宅の一部を改造する際に、1件240,000円を限度に
補助を行っている。
世帯の最多収入者の前年分の所得税額が100,500円
以下が対象である。

0.34 人

H29正規職員
人件費

S49年度～

期間 4.96 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

S48年度～ 42,086千円 臨時職員 3.66 人

臨時職員 2.70人
①270人

②154,547件

③641,566,958円

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

90 85

90

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

○目的
重度心身障害者の医療費等を助成することにより、本
人及び家族の経済負担を軽減し、福祉の増進を図
る。
○内容
重度心身障害者の医療保険診療自己負担分全額及
び入院時食事代の半額を補助する。

4.85 人
非常勤
特別職

0.00 人 90 90

手帳所持数は昨年度より増加しているが、登録
数は減少したため。（特に精神手帳所持者）

H29決算額（見込み）

所沢市重度心身障害児等の医療費の助成に関する
条例

736,685千円 703,318千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 759,296千円 715,058千円
①新規医療費受給者証交付件
数

②医療費助成件数

③医療費助成金額

65歳未満の登録率（27年１月から65歳以
上新規手帳取得者は助成対象外のため）

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

H29実績では、昨年度より下がった
ものの成果指標の目標値にほぼ達
しており、さらなる重度心身障害者
及び当該家族の経済的負担軽減を
図ることができたものと考えてい
る。
今後も、継続して負担軽減を図って
いくため、引き続き、事業を実施す
る。

H29年度に改善した点

65歳未満の登録者数／身体障害者手帳１～３
級、療育手帳マルＡ・Ａ・Ｂ、精神障害者保健福
祉手帳１級（全て65歳未満）所持数 特になし。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

入院時食事代の半額を支給しているが、
その部分については県補助対象外のた
め、縮小・廃止含めた検討をする。

障害
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

重度心身障害児等
医療費助成事業

根拠法令 H29予算現額

41,589千円

期間 4.48 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H18年度～ 38,013千円 臨時職員 0.40 人

目標達成済100

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

44,504千円 臨時職員 1.15 人
①年間　9,064件

②手話950件、要約筆記73件

③実利用者数　185人

H29年度目標 H29実績

法改正の動向を注視しながら地域の特性
や利用者の状況に応じた事業の適正な実
施を図っていく。

地域の特性や利用者の状況に応じた事業を実施す
る。
○必須事業
成年後見制度利用支援、相談支援事業、意思疎通支
援事業、移動支援事業外
○日中一時支援事業、訪問入浴サービス事業外

5.19 人
非常勤
特別職

0.00 人 100 101

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

104

100

①相談支援事業相談件数

②手話通訳等派遣回数

③移動支援事業利用人数

指標名

H29予算現額 H29決算額（見込み）

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す
るための法律

196,827千円 193,188千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

（相談支援事業：優
先）

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 184,379千円 175,129千円

目標設定の考え方・根拠

A

障害者総合支援法に基づき実施す
る事業であり、引き続き、地域の特
性や利用者の状況に応じたサービ
スの充実を図る。

H29年度に改善した点

地域生活支援事業の内、必須事業となっ
ているサービスに係る実績額（経費）
当該年度の実績額÷前年度の実績額×
１００

障害者総合支援法に基づき実施する事業であ
り、引き続き、地域の特性や利用者の状況に応
じたサービスの充実を図る。

日中一時支援事業において、送迎加算及
び重症心身障害者加算を新設する要綱改
正を行った（平成30年4月施行）。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

80

障害
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額

地域生活支援事業

根拠法令

期間 1.45 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

S51年度～ 12,303千円 臨時職員 2.40 人

14,578千円 臨時職員 1.66 人

①2,573 人

②2,135 人

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

80 82

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

重度心身障害者等の社会参加の促進と経済的負担
の軽減を目的に、タクシー使用料金及びガソリン費を
補助する。〇タクシー使用料：利用者が使用したタク
シー券を基にタクシー事業者より申請を受け、初乗り
料金分と手数料（1乗車につき100円）を支払う。〇ガ
ソリン費：月額上限3,000円または1,500円を支払う。

1.70 人
非常勤
特別職

0.00 人 90

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 97,262千円 88,569千円

H29年度に改善した点

①タクシー使用料金補助認定者
数

②ガソリン費補助制度認定者数

対象者に占める認定者の割合
認定者（①＋②）÷対象者数×100
（対象者数：平成30年3月末5,773人）

要綱の見直しを行った（H30.4施行）
・精神障害者保健福祉手帳１級所持者を
対象者に加える。
・県のタクシー券制度に加入し、使用可能
地域の拡大を図ると共に、福祉タクシー券
に替えて介助券を交付することとし、交付
枚数の見直しを行った。

82

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

平成30年4月施行の改正内容について十
分な周知を行い、事業の適正な実施を
図っていく。

目標設定の考え方・根拠

A

在宅の重度障害者の外出援助とし
て要望の高い事業であるため、制
度の見直しを行いつつ継続して支
援を行う。

タクシー等使用料金補助要綱、所沢市重度障害者等
自動車ガソリン費補助要綱

91,091千円 86,817千円

事業の目的及び具体的な内容

H28決算額 指標名

H29決算額（見込み）

障害
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

外出援助事業

根拠法令 所沢市重度心身障害者福祉 H29予算現額

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

有益
な
もの

有害
な
もの

経費

投入コスト
会
計

評価
理由

無 無

無 無

無 無
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現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

有益
な
もの

有害
な
もの

経費

投入コスト
会
計

評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　森田　悟

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　森田　悟

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　森田　悟

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　森田　悟

無 無

無 無

無 無

無 無

0.00 人 380

326

期間 2.02 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

S25年度～ 17,140千円 臨時職員

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

18,779千円 臨時職員 0.00 人

①173件

②153件

H29年度目標 H29実績

法に基づく事業であることから、引き続き
事業の周知を図り、事業を円滑かつ適正
に実施していく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

身体の欠損、又は身体機能の損傷を補う用具を交付
（修理）し、日常生活の円滑な遂行を図る。

2.19 人
非常勤
特別職

0.00 人 380 371

当初見込みより申請件数が少なかったため。380

特になし。

補装具費支給事業

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す
るための法律

29,070千円 29,061千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H29年度に改善した点

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 29,126千円

H28予算現額 H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

障害者総合支援法に基づく事業で
あり、引き続き、制度の維持を図
る。

28,848千円

①補装具交付件数

②補装具修理件数

補装具総支給（交付・修理）件数 補装具交付件数＋補装具修理件数

H28その他職員
従事割合

H28年度目標

S54年度～ 1,867千円 臨時職員 0.00 人 100

障害
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

障害者の経済的負担を軽減するために実
施している事業であるが、事業の見直しも
検討していく必要がある。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

100 87

期間 0.22 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

臨時職員 0.00 人

①62件

②25件

H29年度目標 H29実績

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

身体の欠損、又は身体機能の損傷を補う用具の交付
（修理）にあたり、自己負担金への補助を行うことによ
り、日常生活の円滑な遂行を図ることを目的とする。
18歳以上の身体障害者に、必要な補装具の交付・修
理を行った際に発生する自己負担額（1割）に対し、補
助を行う。

0.31 人
非常勤
特別職

0.00 人 100 100

2,658千円

H29決算額（見込み）

に係る利用者負担額及び点字図書の給付に係る自
己負担額補助実施要綱

857千円 679千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 857千円 654千円
①補装具交付にかかる自己負
担額補助件数

②補装具修理にかかる自己負
担額補助件数

補装具自己負担額補助総支給（交付・修
理）件数

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

障害者に対する経済的負担を軽減
するため、引き続き、支援を行う。

H29年度に改善した点

補装具交付にかかる自己負担額補助件数＋補
装具修理にかかる自己負担額補助件数 特になし。

当初見込みより申請件数が少なかったため。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

障害
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

補装具交付等自己
負担金補助事業

根拠法令 身体障害（児）者補装具の支給 H29予算現額

期間 0.84 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H11年度～ 7,127千円 臨時職員 0.00 人

移動支援等、他のサービスが使える場合、そち
らの利用が優先されるため。

15

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

6,088千円 臨時職員 0.00 人

①8,852時間

②407人

H29年度目標 H29実績

利用者の希望に合わせて、柔軟な対応が
可能なサービスであることから、今後も継
続が必要である。

在宅の障害者の地域生活を支援するため、障害者及
びその家族の必要に応じて、一時預かり、派遣による
介護、移送、外出援助等迅速かつ柔軟なサービスを
提供する民間サービス団体に補助することにより、障
害者の福祉の向上及び介護者の負担の軽減を図るこ
とを目的とする。
補助上限は、利用者1人あたり150時間／年

0.71 人
非常勤
特別職

0.00 人 15 13

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

14

15

H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市障害児（者）生活サポート事業実施要綱 21,498千円 20,495千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 22,460千円 18,164千円

①総利用時間数

②登録者数

指標名 目標設定の考え方・根拠

B

法定サービス等の補填的な性質を
持つ事業であることから、利用率に
大きな変動はないものと考えるが、
障害者の地域生活を支援するうえ
で重要なサービスであり、今後も事
業継続が必要である。

H29年度に改善した点

利用率
利用時間÷補助上限時間数合計
　　　　　　　（150時間×登録者数） 市内5事業所に対し、監査を行った。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

80

障害
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額

障害児（者）生活サ
ポート事業

根拠法令

期間 0.87 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

S49年度～ 7,382千円 臨時職員 0.27 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

7,117千円 臨時職員 0.19 人

①20,663件

H29年度目標 H29実績

平成30年８月施行の改正内容について十
分な周知を行い、事業の適正な実施を
図っていく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

重度の障害者に手当の支給を行うことで自立生活の
促進を図る。障害程度に応じ、月額 A区分：11,500
円、B区分：9,000円、C区分5,000円（但し、65歳以上で
新規に手当対象等級の手帳を取得した者は、月額 A
区分：6,500円、B区分：4,000円、C区分対象外）の手
当を支給する。所得（市民税の課税・非課税により判
断）により支給制限がある。

0.83 人
非常勤
特別職

0.00 人 87 85
手帳取得時に、手当の申請を案内している。目
標値に届かなかったのは、施設入所者や65歳
以上の新規手帳取得者（精神）は手当の支給対
象外となるためと考えている。なお、条例改正に
より、平成30年8月以降は、身体障害・療育手帳
の65歳以上新規取得者も手当の対象外となる
ため、H30年度目標を80％とした。

85 84

H29決算額（見込み）

所沢市重度心身障害福祉手当支給条例 518,436千円 509,169千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

根拠法令 H29予算現額

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 515,313千円 509,399千円

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

県から補助金を受けて実施してい
る事業であり、障害者に対する経済
的援助として継続支援が必要であ
る。

H29年度に改善した点

①手当支給件数
認定率

認定者数÷対象等級手帳所持者数×100
（認定者数：平成30年3月末6,764人）
（対象等級手帳所持者数：平成30年3月末8,014
人）

継続可能な事業とするため、手当月額や
対象者について財政状況や他市の状況か
ら総合的に考慮し、条例改正を行った（平
成30年８月施行）。

H28年度目標 H28実績障害
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

重度心身障害福祉
手当事業



第３章　健康・福祉  第４節　障害者福祉

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

有益
な
もの

有害
な
もの

経費

投入コスト
会
計

評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　森田　悟

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　森田　悟

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　森田　悟

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　森田　悟

無 無

無 無

無 無

3,649千円 臨時職員 0.00 人

H29その他職員
従事割合

100 100

100

期間 0.43 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

非常勤
特別職

0.00 人 100 100

4,716千円 臨時職員 0.00 人

①7人

②226日

H29年度目標 H29実績

8,299千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 7,766千円 7,463千円

①施設利用者数

②延べ体験日数

施設定員数に対する利用者の割合
根拠法令

H29年度に改善した点

利用者数÷定員数×100
特になし。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

国の指針で障害者の生活の地域移行を推
進することになっていることから、障害者の
自立生活に関して継続した支援を行う。

無 無

H28決算額 指標名

市立グループホー
ム運営事業

目標設定の考え方・根拠

S

障害者の自立生活を助長すること
により、経済面等で社会全体にも効
果があるため、引き続き、支援を行
う。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市障害者グループホーム条例　外 8,562千円

障害
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

所沢市立ゆきわり草を指定管理者制度（指定先：社会
福祉法人藤の実会）により運営。知的障害者の自立
心の向上や地域生活の支援を図ることを目的に実施
している。

0.55 人

H29正規職員
人件費

H5年度～

期間 0.22 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H22年度～ 1,867千円 臨時職員 0.00 人

臨時職員 0.00 人

①7人

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

11 7

11

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

在宅の一人暮らしの老人や重度身体障害者の突発
的な病気や事故など緊急事態時の連絡手段を確保
することにより、一人暮らしの不安を解消し、安心安全
な生活を維持することを目的とする。
対象者宅に機器等を設置し、緊急時にボタンを押すと
オペレーターが対応し、必要に応じて救急要請等を
行っている。

0.25 人
非常勤
特別職

0.00 人 12 8

当初5件の増加を見込んでいたが、新規申請が
無かったため。

H29決算額（見込み）

所沢市一人暮らし老人等緊急通報システム事業実施
要綱

359千円 223千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 388千円 248千円

①緊急通報システム利用者数
利用者数

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

居宅で安心して生活する為に必要
なサービスであるため、引き続き必
要な支援を提供する。

H29年度に改善した点

利用者数（平成30年3月末時点）
特になし。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

地域で安心して生活する為に必要なサー
ビスを今後も継続して支援を行う。

障害
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

障害者緊急通報シ
ステム整備事業

根拠法令 H29予算現額

2,144千円

期間 0.43 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H3年度～ 3,649千円 臨時職員 0.19 人

見舞金の支給を生涯１回にしたことで、難病の
新規認定を受けた時期等により、当該年度では
なくても申請できるようになったことから、次年度
以降に見舞金の申請を行う者もいると考えられ
る。

90

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

5,231千円 臨時職員 0.16 人

①317人

H29年度目標 H29実績

関係機関と連携し、新規指定難病医療受
給者証等の取得者への制度周知に努める
とともに、難病患者に対する心身の慰労と
して、引き続き事業を実施していく。

難治性の疾患を有する者に見舞金を支給することに
より、心身の慰労を図ることを目的に実施している。
難病患者からの申請に基づき、一人一回に限り見舞
金（25,000円）を支給する。

0.61 人
非常勤
特別職

0.00 人 90 90.8

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

73

80

H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市難病患者見舞金支給要綱 10,000千円 8,007千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 14,291千円 9,379千円

①見舞金支給者数

指標名 目標設定の考え方・根拠

B

福祉の増進を図るため、難病患者
に対する心身の慰労として、引き続
き、事業を実施する。

H29年度に改善した点

指定難病医療受給者証等新規認定者に
対する支給率：受給者数（317人）÷新規
認定者数（434人）×100

見舞金の支給は平成27年度より1人1回限りと
なったことから、平成28年度以降は基本的に指
定難病医療受給者証等の新規認定者が対象と
なるため、目標設定を新規認定者に対する支給
率とした。

関係機関窓口で配布している当該制度の
周知チラシを改善した。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

85

障害
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額

難病患者見舞金支
給事業

根拠法令

期間 3.13 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H18年度～ 26,558千円 臨時職員 1.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

29,755千円 臨時職員 1.05 人
①328人

②1,273人

③653人

H29年度目標 H29実績

利用者やサービス量等の増加により、費
用の拡大が見込まれるが、法に基づく事
業であることから、引き続き適正に実施し
ていく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

障害者の個々の障害支援区分や障害の程度、介護
者等の状況等を勘案し、適正な福祉サービスが利用
できるよう、個別に支給決定を行う。サービス内容は、
介護給付（居宅介護、生活介護、施設入所支援等）や
訓練等給付（自立訓練、就労移行支援、共同生活援
助等）及び計画等相談支援などに分けられている。

3.47 人
非常勤
特別職

0.00 人 90 78

支給決定後、サービスの利用開始までに時間
がかかる場合や、利用を中断する場合があるな
ど、利用者ごとに利用状況が異なるため。

90 81

H29予算現額 H29決算額（見込み）

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す
るための法律

3,796,881千円 3,707,078千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,496,633千円 3,419,824千円

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

障害者総合支援法に基づく事業で
あり、引き続き、障害者等に必要な
福祉サービスを提供する。

H29年度に改善した点

①居住系サービス利用者数
　
②日中活動系サービス利用者
数

③訪問系サービス利用者数
　　（①～③いずれも3月次）

利用率
障害福祉サービス利用者数÷支給決定者数×
100

平成３０年度４月の制度改正に対応するた
め、改正内容の確認やシステムの改修等
準備を行った。

H28年度目標 H28実績障害
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

障害福祉サービス
事業

根拠法令



第３章　健康・福祉  第４節　障害者福祉

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

有益
な
もの

有害
な
もの

経費

投入コスト
会
計

評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　森田　悟

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　森田　悟

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　森田　悟

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　森田　悟

無 無

無 無

無 無

H15年度～ 4,412千円 臨時職員 0.00 人

H29その他職員
従事割合

90 92

90

期間 0.52 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

非常勤
特別職

0.00 人 90 97

7,032千円 臨時職員 0.00 人
①147人

②52人

③2法人

H29年度目標 H29実績

2,506千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 5,528千円 3,584千円
①グループホーム利用者数

②家賃補助利用者数

③共同生活援助事業補助対象
者

共同生活援助サービス（グループホーム）
利用率

根拠法令

H29年度に改善した点

利用者÷支給決定者数×100
特になし。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

・共同生活援助事業補助
埼玉県の事業であるため、県の動向を注
視しながら対応していく。
・グループホーム等利用者家賃補助
障害福祉サービスによる家賃補助がある
ことから平成31年度末に廃止する。

無 無

H28決算額 指標名

グループホーム利
用促進事業

目標設定の考え方・根拠

S

サービス利用者、サービス提供事
業者の双方に適切な補助を行うこ
とで、目標達成したものと考えてい
る。
共同生活援助サービスの利用促進
を図るため、引き続き、事業を実施
する。

所沢市障害者共同生活援助 H29予算現額 H29決算額（見込み）

事業補助金交付要綱、所沢市障害者共同生活援助
等家賃補助事業実施要綱

障害
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

3,314千円

厚生労働省告示に基づく障害福祉サービス費の額と
埼玉県基準により算定した額との差額について、事業
者に対し補助を行うとともに、グループホーム入所に
必要となる家賃について補助を行うことで、利用者及
び事業者の経済的負担を軽減し、共同生活援助サー
ビスの利用の促進を図る。

0.82 人

H29正規職員
人件費

期間 0.53 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H25年度～ 4,497千円 臨時職員 0.00 人

臨時職員 0.00 人

①144ヶ月

②7施設

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

106 131

148

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

市内に新たにグループホームを開所し運営する法人
に対し、整備費及び運営費の補助を行うことにより、
施設整備に係る費用の負担軽減や経営の安定化を
図り、法人によるグループホームの整備を促進するこ
とを目的とする。

0.35 人
非常勤
特別職

0.00 人 99 102

目標達成済

H29決算額（見込み）

所沢市障害者地域生活基盤整備促進事業補助金交
付要綱

5,640千円 5,339千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 5,770千円 3,430千円

①施設利用延月数（本支援利用
者分）

②整備費補助対象施設数

市内におけるグループホーム整備状況
（全事業所の定員の合計）

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

S

平成29年度の目標を達成し、グ
ループホームの整備が着実に推進
されている。
障害者の自立に向け、引き続き、
事業を実施する。

H29年度に改善した点

平成30年度以降の目標設定の考え方
第4次所沢市障害者支援計画に定められたグ
ループホームの整備に係る平成32年度末まで
の目標値と平成29年度末の現状値の差を、年
度ごとに割り返した。

特になし。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

親亡き後の住まいの場の整備・充実につ
いての要望が年々増加しており、更なるグ
ループホームの整備・拡充が望まれる。
また、医療的ケアを必要とする方を対象と
したグループホームが市内に無く、調査・
研究が必要である。

障害
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

障害者地域生活基
盤整備促進事業

根拠法令 H29予算現額

3,001千円

期間 1.63 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H28年度～ 13,831千円 臨時職員 0.00 人

目標達成済116

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

9,175千円 臨時職員 0.00 人
①2件

②3件

③3件

H29年度目標 H29実績

引き続き国の動向を注視しながら、障害者
の人権擁護について周知啓発に努めてい
く。

障害者の権利や自由を守るため、障害者権利条約等
の理念に基づき、障害者の人権擁護を図る事を目的
とする。
・法や制度に関する周知啓発活動、人権擁護に関す
る相談・通報・届出の受付及び対応等
・成年後見に係る費用の補助
・虐待発生時の措置費用の確保及び非常時の受け入
れに関する協定の締結

1.07 人
非常勤
特別職

0.00 人 93 97

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

118

142

H29予算現額 H29決算額（見込み）

障害者差別解消法　外 3,977千円 640千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,939千円 1,153千円
①協定締結

②周知・啓発・研修

③後見費用補助件数

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

障害者の人権擁護のためには、各
種制度の一層の理解促進が必要
であるため、引き続き、周知啓発に
努める。

H29年度に改善した点

人権擁護に関する相談・通報・届出件数 実績×1.2

○庁内・庁外の関係機関に対し、障害者
差別解消法に関する研修会を実施し、周
知啓発を図った。○法や制度に関して、HP
掲載やﾁﾗｼの配布を行った。〇所沢市障
害のある人もない人も共に生きる社会づく
り条例を制定した。H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

90

障害
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額

障害者人権擁護事
業

根拠法令

期間 0.53 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H8年度～ 4,497千円 臨時職員 0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

7,289千円 臨時職員 0.00 人

①217人

H29年度目標 H29実績 通所施設利用希望者は今後も増加する見
込みだが、市立の通所施設のキャパシティ
が受入上限人数に近づいており、民間の
通所施設の開設やその他の方法により、
利用希望者を受け入れる方策を検討して
いく必要がある。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

市内5施設を指定管理者制度により運営。
○生活介護：常に介護が必要な障害者に、主として昼
間において、入浴、排せつ又は食事の介護及び創作
的活動又は生産活動の機会の提供等を行う。
○就労継続支援：生産活動その他の活動の機会の提
供を通じて、その知識及び能力の向上のために必要
な訓練を行う。

0.85 人
非常勤
特別職

0.00 人 90 91

目標達成済90 91.7

H29決算額（見込み）

所沢市立障害者通所施設条例　外 220,344千円 217,296千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

根拠法令 H29予算現額

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 227,966千円 225,411千円

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

S

障害者の社会参加と自立に向け、
引き続き、適切に事業を実施する。

H29年度に改善した点

①施設利用者数

障害者通所施設の利用率（施設定員÷１
日の利用者数）年平均（％）

市立の通所施設については、指定管理者の業
務仕様書上で利用者の受入にあたり１日の利
用者数が施設定員の９割を超えるよう努めるこ
ととしており、当該割合を目標として設定したも
のである。

特になし。

H28年度目標 H28実績障害
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

障害者通所施設運
営事業



第３章　健康・福祉  第４節　障害者福祉

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

有益
な
もの

有害
な
もの

経費

投入コスト
会
計

評価
理由

項目名

■ □ □

障害者総合支援法、

実績

評価者

こども福祉課長　小川　和彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　小川　和彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　小川　和彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　小川　和彦

無 無

無 無

無 無

3,055千円 臨時職員 0.18 人

H29その他職員
従事割合

154 144

136

期間 0.36 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

非常勤
特別職

0.00 人 155 153

3,087千円 臨時職員 0.18 人

①144人

H29年度目標 H29実績

24,926千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 21,391千円 18,758千円

①利用延べ人数
①利用延べ件数根拠法令

H29年度に改善した点

サービスの利用状況を把握するため 一人ひとりの障害状況を適切に把握し、適
切な支給決定を行った。

障害状況や耐用年数等から年度により申請件
数が異なり、利用者が減少したため。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

障害児が補装具により身体の機能を補
い、日常生活を送れるよう、適切な給付に
努めていく。

無 無

H28決算額 指標名

身体障害児補装具
費支給事業

目標設定の考え方・根拠

A

身体機能を補う補装具費やその修
理費用を助成することにより、安定
した日常生活や社会参加が図れ、
一定の効果が上がっていると考え
る。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

障害者総合支援法 25,052千円

こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

18歳未満の身体障害児を対象に、補装具（身体機能
を補完・代替する車いすなど）の購入・修理費用を補
助することで、将来、社会人として独立自活するため
の素地を育成・助長する。

0.36 人

H29正規職員
人件費

平成12年度～

期間 0.42 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

平成26年度～ 3,564千円 臨時職員 0.18 人

臨時職員 0.18 人

①327人

②221人

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

240 221

228

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

18歳未満の障害児が地域で自立した日常生活を営め
るよう、主に次の事業を行う。
・日常生活用具給付等事業
　入浴補助用具等の購入費の助成
・移動支援事業
　屋外での移動が困難な人への外出支援を実施した
事業所への補助金の支給

0.70 人
非常勤
特別職

0.00 人 360 228

障害児通所支援事業の利用が増加し、移動支
援の利用者が減少したため。

H29決算額（見込み）

障害者総合支援法、重度障害者等日常生活用具費
支給事業実施要綱ほか

18,520千円 14,744千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 23,752千円 14,984千円

各事業の利用延べ人数
①日常生活用具費給付事業

②移動支援事業

利用延べ人数
②移動支援事業

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

おむつ等の日常生活用具の購入
費助成や社会生活上必要不可欠
な外出支援の実施により、障害児
の日常生活や社会参加の支援に
繋がっており、一定の成果が上
がっていると考える。

H29年度に改善した点

サービスの利用状況を把握するため
こども福祉ガイドを活用するなど、わかり
やすい制度説明を行うとともに、市ホーム
ページへの掲載等の幅広い情報提供を
行った。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

障害児や保護者が抱える課題やニーズを
把握し、地域で自立した生活が送れるよう
適切なサービスの提供に努める。

こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

障害児地域生活支
援事業

根拠法令 H29予算現額

6,003千円

期間 0.41 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

平成18年度～ 3,479千円 臨時職員 0.18 人

目標達成済み444

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

3,602千円 臨時職員 0.18 人

①559人

H29年度目標 H29実績

障害児や保護者が抱える課題やニーズを
把握し、地域で自立した生活が送れるよう
適切なサービスの提供に努める。

18歳未満の障害児の日常生活を支援し、その家族の
介護負担を軽減するため、居宅での身辺の介護、外
出の支援、短期入所のサービスを提供した場合に、
事業所に対して介護給付費を支給する。

0.42 人
非常勤
特別職

0.00 人 516 496

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

559

564

H29予算現額 H29決算額（見込み）

障害者総合支援法 46,496千円 45,772千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 44,535千円 41,353千円

①利用延べ人数

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

特に医療的ケアを必要とする障害
児については、通所支援事業所で
の対応が難しいため、短期入所の
利用により家族等の介護者の負担
軽減が図れており、一定の効果が
上がっていると考える。

H29年度に改善した点

①利用延べ人数 サービスの利用状況を把握するため
こども福祉ガイドを活用するなど、わかり
やすい制度説明を行うとともに、市ホーム
ページへの掲載等の幅広い情報提供を
行った。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

4,728

こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額

介護給付費事業
（障害児）

根拠法令

期間 0.36 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

平成27年度～ 3,055千円 臨時職員 0.18 人

3,259千円 臨時職員 0.18 人

①4,134人

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

4,932 4,134

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

18歳未満の障害児の家族等の精神的及び身体的負
担軽減を図るために、障害児を一時的に預かる日中
一時支援事業を実施した事業所と、超重症心身障害
児のショートステイ利用を促進するショートステイ促進
事業を実施した事業所に対して補助金を交付する。

0.38 人
非常勤
特別職

0.00 人 5,100

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 31,770千円 26,155千円

H28決算額 指標名

H29決算額（見込み）

H29年度に改善した点

①利用延べ人数
①利用延べ人数 サービスの利用状況を把握するため

こども福祉ガイドを活用するなど、わかり
やすい制度説明を行うとともに、市ホーム
ページへの掲載等の幅広い情報提供を
行った。

4,529

障害児通所支援事業の利用が増加し、日中一
時支援事業の利用者が減少したため。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

今後も、家族等の精神的及び身体的負担
の軽減を図るために、適切なサービスの
提供に努める。

レスパイトケア事業

根拠法令 H29予算現額

目標設定の考え方・根拠

A

超重症心身障害児の受け入れもあ
り、在宅の障害児の介護者等の負
担軽減が図れており、一定の成果
が上がっていると考える。

所沢市障害児の家族に対するレスパイトケア事業実
施要綱、日中一時支援事業実施要綱

29,847千円 23,920千円

事業の目的及び具体的な内容こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額



第３章　健康・福祉  第４節　障害者福祉

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

有益
な
もの

有害
な
もの

経費

投入コスト
会
計

評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　小川　和彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　小川　和彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康管理課長　　越智　三奈子

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康管理課長　　越智　三奈子

無 無

無 無

無 無

無 無

期間 0.73 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

平成29年度～ 6,194千円 臨時職員 0.00 人

臨時職員 0.00 人

①　50日間

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

76日間 50日間

76日間

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

精神障害者当事者の精神状態が急変し、不穏な状況
により家族等の身体に危険が及ぶ恐れがある場合
に、精神障害者グループホーム等の福祉サービス事
業所に一時宿泊することにより、精神障害者本人の
精神状態の安定化と生活支援を行い、自宅等で安定
した生活ができるようにする。また、同居の家族につ
いては危険回避等の支援を行う。

0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人 - -

9月からの事業開始となったため目標値まで届
かなかった。

H29決算額（見込み）

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 760千円 500千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

①　利用日数
利用日数

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

利用者の中には精神症状の再発を
回避することができている事例や、
グループホームから地域生活へ移
行できている事例もあり、精神障害
者の地域生活を支える支援の一つ
となっている。今後も実績を重ねな
がら、より良い制度となるよう取り組
んでいく。

H29年度に改善した点

利用日数については、精神障害者当事者が7日
間×10人分、家族については3日間×2人分とし
ている。

本事業利用後の当事者やその家族の生
活状況等を確認し、病状等が安定し、地域
で継続して生活できるよう支援を実施し
た。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

医療機関や福祉事業所等へ本事業の周
知を進めていく。

健康
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

精神障害者等一時
宿泊事業

根拠法令 H29予算現額

0千円

期間 0.32 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

平成25年度～ 2,715千円 臨時職員 0.00 人

申請件数が減少したため172

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

3,173千円 臨時職員 0.00 人

①67人

H29年度目標 H29実績

ケースワーカーを中心に、医療機関等と連
携しながら適切な治療が受けられるよう、
児童の状況把握に努めていく。

身体に一定の障害があるか、治療しないと一定の障
害を残す18歳未満の児童で、手術等による確実な治
療効果が期待できる人を対象に、その医療費の自己
負担額を軽減するもので、健康保険の医療費が3割
から1割に減額され、所得により1割分に上限を設けて
いる。

0.37 人
非常勤
特別職

0.00 人 95 83

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

67

172

H29予算現額 H29決算額（見込み）

障害者総合支援法 7,923千円 4,353千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 9,800千円 6,449千円

①給付決定延べ人数

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

障害を除去・軽減する手術等の医
療を受ける保護者の経済的な負担
軽減のため必要な制度であり、一
定の成果が上がっていると考える。

H29年度に改善した点

①給付決定延べ人数 サービスの利用状況を把握するため
こども福祉ガイドを活用するなど、わかり
やすい制度説明を行うとともに、市ホーム
ページへの掲載等の幅広い情報提供を
行った。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

9

こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額

自立支援医療給付
事業（育成医療）

根拠法令

期間 0.24 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

平成25年度～ 2,036千円 臨時職員 0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

2,058千円 臨時職員 0.00 人

①8人

H29年度目標 H29実績

周知に努める。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

18歳未満で身体障害者手帳の交付対象とならない軽
度・中等度の難聴児を対象に、補聴器の購入費用を
助成することで、言語の習得、教育等における健全な
発達を支援する。

0.24 人
非常勤
特別職

0.00 人 6 6

目標達成済み6 8

H29決算額（見込み）

所沢市難聴児補聴器購入助成事業実施要綱 880千円 643千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

根拠法令 H29予算現額

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 880千円 401千円

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

軽度・中等度の難聴児へ補聴器の
購入費用を助成することにより、言
語の習得や教育等による健全な発
達を支援し、児童の福祉の増進を
図ることができ、一定の効果が上
がっていると考える。

H29年度に改善した点

①助成人数
①助成人数 サービスの利用状況を把握するため

こども福祉ガイドを活用するなど、わかり
やすい制度説明を行うとともに、市ホーム
ページへの掲載等の幅広い情報提供を
行った。

H28年度目標 H28実績こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

難聴児補聴器購入
費助成事業

H28決算額

健康
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

支援対象者数
重篤な精神障害者への専門的な訪問支援を繰
り返すため、担当職員1人あたり支援対象者を
15～20人と設定している。

他機関との連携を図りながら、多問題を抱
えた事例に取り組む。また関わりが長期化
しているケースの場合、漫然とした支援と
ならないよう工夫した。

H28年度目標

Ｈ30.3月末時点では支援対象者数が69人だが、
年度中に支援対象者が70人となった時もあり、
目標は達成されたものと考えている。
（Ｈ30年2月末時点支援対象者数　70名）

70人 69人

H28実績

支援対象者数が目標数に達するこ
とができた。また、支援対象者自身
の課題の達成ができ、本事業の支
援を終了したケースが4件あった。

H29年度に改善した点

40,266千円 40,266千円

H28その他職員
従事割合

①支援対象者数

②訪問・来所・電話の支援件数

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ
精神障害者アウト
リーチ支援事業

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 40,226千円 40,226千円

H29その他職員
従事割合

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H29目標値が未達成の理由・分析

重篤な精神障害者が住み慣れた地域で生活を、維
持・継続させるために、医療・保健・福祉からなる多職
種チームを設置し、対象者及びその家族への訪問・
相談対応及び電話による24時間対応の支援を行なう
ものである。

1.13 人
非常勤
特別職

0.00 人 70人

非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標0.90 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

臨時職員 0.00 人

①69人

②8,134人

H29年度目標 H29実績

57人

平成30年10月から委託先事業者が変更と
なるため、引継ぎが滞りなく実施できるよう
にしていく。

平成27年度～ 7,637千円 臨時職員 0.00 人 80人

9,690千円

H29正規職員
人件費

期間



第３章　健康・福祉  第４節　障害者福祉

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

有益
な
もの

有害
な
もの

経費

投入コスト
会
計

評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　森田　悟

H29その他職員
従事割合

100 129

100

期間 0.49 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

4,158千円 臨時職員 0.00 人

非常勤
特別職

0.00 人 100 83

6,431千円 臨時職員 0.00 人
①52件

②4074件

③878人

H29年度目標 H29実績

28,683千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 28,704千円 28,676千円
①企業開拓

②就職に向けた相談件数

③センター登録者数

年度中の就職者数根拠法令

H29年度に改善した点

実績報告による
特になし。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

就労支援センター登録者数の増加に伴い
必要な支援が増大しているため、引き続
き、効率的な事業運営について検討する。

無 無

H28決算額 指標名

障害者就労支援事
業

目標設定の考え方・根拠

Ｓ

これまで横ばいだった就職者数が
増加し、目標値を達成することがで
きた。
障害者が社会的自立のために必要
なサービスであることから、引き続
き、事業を実施する。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市就労支援事業実施要綱 28,704千円

障害
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

就労が困難な障害者に対する就労支援事業を、所沢
市社会福祉協議会内の就労支援センターに委託し、
展開している。
①相談・支援（就労に関する相談、障害者雇用に関す
る相談など）、②ハローワークや新聞広告掲載の企業
等に対する職場開拓・訪問、③定着支援（就労後の定
期的な職場訪問による支援）等

0.75 人

H29正規職員
人件費

H10年度～



項目名

■ □ □

実績

評価者

国民健康保険課長　森田　英明

項目名

■ □ □

実績

評価者

国民健康保険課長　森田　英明

項目名

■ □ □

実績

評価者

国民健康保険課長　森田　英明

項目名

■ □ □

実績

評価者

国民健康保険課長　森田　英明

第３章　健康・福祉  第５節　社会保障

無

無 無

無

無

無

19,940千円 臨時職員 0.00 人

H29その他職員
従事割合

60% 39.1%（見込み）

40%

期間 2.35 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

非常勤
特別職

0.00 人 58% 38.7%

20,151千円 臨時職員 0.00 人
①21,716人（見込み）

②9.5%（見込み）

③

H29年度目標 H29実績

241,312千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 262,916千円 240,897千円
①特定健診実施者数

②特定保健指導実施率

③

特定健康診査実施率根拠法令

H29年度に改善した点

特定健診実施者数/特定健診対象者数
※H30年度の目標設定は、所沢市国民健康保
険特定健康診査等実施計画 （第3期）に基づく

特定健康診査の受診案内の封筒を目立つ
色（黄色）に変更し、対象者に送付した。ま
た、受診勧奨ハガキの様式や色味を目を
引くようなものに変更し、訴求力を高めるよ
う努めた。

生活習慣病等ですでに医療機関に通院してい
ることで、特定健診の必要性を感じていない方
が多いことが、受診率が伸びない原因であると
思われる。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

生活習慣病等ですでに通院している方
へは、通院時に医師から特定健診の受
診を促していただくよう、医師会にも
協力をお願いしていきたい。健診の実
施内容についても改めて検討し、ま
た、さらなる健診の普及啓発活動を実
施していく。

無 無

H28決算額 指標名

特定健康診査等実
施事業

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

一定の受診率は保っているもの
の、目標には及ばなかった。
本事業については、生活習慣病予
防の観点から健康長寿社会の実現
と医療費適正化を図るため国の指
針により目標受診率60％と定めら
れている。本市では、それらを踏ま
えて本市の目標値（平成30年度
40%）を設定し、今後も目標値達成
のための啓発活動、勧奨事業を実
施していく。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

高齢者の医療の確保に関する法律 243,806千円

国民
健康
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

H28予算現額

内臓脂肪型肥満に着目し、その要因となっている生活
習慣を改善するための保健指導を行い、糖尿病等の
有病者・予備群を減少させることを目的とする。

2.35 人

H29正規職員
人件費

Ｈ20年度～

期間 0.49 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

S61年度～ 4,158千円 臨時職員 0.00 人

H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

5% 4.5%

5%

国民健康保険被保険者が市民医療センターで受診す
る総合健康診断（人間ドック）の検診料に対し、日帰り
コースは１６，５００円、生活習慣病コースは１５，０００
円を補助する。
検診料の一部を補助することで、受診を促し、疾病の
早期発見、生活習慣病予防により健康保持・増進を
図る。

0.49 人
非常勤
特別職

0.00 人 4.5% 4.4%

臨時職員 0.00 人
①40,062千円

②6,750千円

③2,878人

H29年度目標

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 53,625千円 47,966千円
①助成金合計額（人間ドックコー
ス）
②助成金合計額（生活習慣病健
診コース）
③受診者数

受診率

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

一定の受診率は保っているもの
の、目標には及ばなかった。

H29年度に改善した点

受診者数／被保険者数（35歳以上）

窓口にてポスターの掲示や案内チラシの
設置、各種イベントでのチラシ配布等、積
極的に案内した。また年度当初の受診者
増を図るため、30年度に向けて所沢市市
民医療センターと連携し、広報で案内し
た。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

健診の重要性が伝わる方法を研究しなが
ら、特定健康診査等事業と一体となって受
診者数を増やしていくことが課題である。

詳細な健康診査となるため自己負担額が高額
であること、助成対象となる医療機関が市民医
療センターに限られることが原因と考えられる。

H28予算現額

総合健康診断（人
間ドック）補助事業

根拠法令 H29予算現額

4,202千円

H28決算額

H29決算額（見込み）

国民健康保険法、所沢市国民健康保険被保険者の
総合健康診断に関する要綱

53,625千円 46,812千円

Ｈ11年度～ 1,697千円 臨時職員 8.00 人

国民
健康
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

埼玉県国保連合会の一次審査が強化されたこ
とにより、保険者による二次審査の段階で再審
査の対象となるレセプトが減ってきていること、
再審査申出をかけても、査定とならず原審のま
ま戻ってきてしまうレセプトが多数存在している
ことなどが挙げられる。

35,000千円

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

4,716千円 臨時職員 8.00 人
①4,876件

②

③

H29年度目標 H29実績

以前より国保連合会での一次審査が強化
され、二次点検での再審査件数の増加は
難しい状況である。

35,000千円 22,460千円

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

12,510千円

30,500千円

0.20 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

13,322千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

1　埼玉県国民健康保険団体連合会で審査されたレ
セプトを受領し、電算処理する。
2　国保資格確認の後、レセプト点検員により内容点
検を行う。
3　内容について疑義がある場合は、埼玉県国民健康
保険団体連合会へ再審査の依頼をする。

0.55 人
非常勤
特別職

0.00 人

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 14,733千円 13,083千円
①再審査査定、返戻件数

②

③

指標名 H29年度に改善した点

レセプトの返戻、査定に伴う金額 再審査申出結果額（＝査定となったレセプト）
レセプト点検の研修や勉強会に参加し、点
検時の注意点や情報収集に努めた。
また、平成29年度は国や県の監査があ
り、アドバイスを受けた施設入所被保険者
に対する点検を強化した。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

H28決算額

レセプト点検体制
充実・強化事業

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

C

目標を達成することはできなかっ
た。
引き続き、研修や他市の情報を収
集し、目標を達成できるよう努めて
いきたい。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

国民健康保険法 13,666千円

国民
健康
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

H28予算現額

期間

非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H25年度～ 7,467千円 臨時職員 0.00 人
75%（指標：ジェネリック医
薬品数量シェア率）

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

10,290千円 臨時職員 0.00 人
①72.1％

②

③

H29年度目標 H29実績

平成31年3月診療分のジェネリック医薬品
の数量シェア率の目標値である75％を達
成すべく、さらなる使用促進を目指してい
く。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

平成30年3月診療分のジェネリック医薬品の利用率の
目標値を数量ベースで70％と定め、ジェネリック医薬
品の利用促進シールの配布等により被保険者への周
知・啓発活動をすすめるとともに、医師会、歯科医師
会、薬剤師会等、医療関係者に対しても協力・連携を
図り、目標達成を目指す。

1.20 人
非常勤
特別職

0.00 人 65.0% 65.8%

目標達成済70.0% 72.1%

H29決算額（見込み）

特になし 1,373千円 976千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

根拠法令 H29予算現額

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,703千円 1,051千円

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

数量シェアの伸長により、被保険者
の薬剤料の負担軽減、国民健康保
険からの薬剤料の支出抑制に繋
がっていると考えられる。
しかし県内市町村の中では、数量
シェアの数値は下位に位置するた
め、今後、更なる利用推進を行う必
要があると考えている。

H29年度に改善した点

①ジェネリック医薬品数量シェア

②

③

ジェネリック医薬品数量シェア

ジェネリック医薬品数量シェア
後発医薬品の数量シェア＝後発医薬品の数量
÷（後発医薬品のある先発医薬品の数量＋後
発医薬品の数量）×100

例年、三師会（医師会・歯科医師会・薬剤
師会）会員に協力依頼を行っているが、
H29年度は、新たに埼玉県内市の数値一
覧とその経年推移を纏めた資料等を同封
して、当市の利用状況が低迷していること
を具体的に説明し、より一層の協力を促し
た。H28年度目標 H28実績

国民
健康
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

H28予算現額

ジェネリック医薬品
利用促進事業

期間 0.88 人

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

有益
な
もの

有害
な
もの

経費

投入コスト
会
計

評価
理由
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現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

有益
な
もの

有害
な
もの

経費

投入コスト
会
計

評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

国民健康保険課長　森田英明

項目名

■ □ □

実績

評価者

国民健康保険課長　森田英明

項目名

■ □ □

実績

評価者

国民健康保険課長　森田英明

項目名

■ □ □

実績

評価者

国民健康保険課長　森田英明

無

無 無

無 無

無

4,243千円 臨時職員

H29その他職員
従事割合

2.2% 1.7%

2.4%

期間 0.50 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

非常勤
特別職

2.0% 1.6%

3,430千円 臨時職員

①655人

②39,808

H29年度目標 H29実績

10,659千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 10,380千円 9,554千円

①受診者数

②対象被保険者数

受診率根拠法令

H29年度に改善した点

受診者数／対象被保険者数×100（％） 被保険者から健康相談を受けた場合、詳
細な健診が受けられる人間ドックの受診を
呼びかけた。

総合健康診断（人間ドック）は、詳細な健康診査
となるため自己負担額が高額であること、助成
対象となる医療機関が市民医療センターに限ら
れること等が受診率が伸びない要因と考える。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

国民健康保険の総合健康診断（人間ドッ
ク）検診料助成事業と連携した受診勧奨、
ＰＲ等を行い、受診率の向上を図る。

無 無

H28決算額 指標名

総合健康診断（人
間ドック）補助事業

目標設定の考え方・根拠

B

目標値に達成していないが、毎年、
受診率は向上している。
受診率向上のため、今後有効な啓
発活動、勧奨事業を検討していき
たい。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市後期高齢者医療被保険者総合健康診断検診
料補助交付要綱

10,659千円

国民
健康
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

後期高齢者医療の被保険者が市民医療センターで受
診する総合健康診断（人間ドック）の検診料に対し、日
帰りコースは１６，５００円、生活習慣病コースは１５，
０００円を補助する。
検診料の一部を補助することで、受診を促し、疾病の
早期発見、生活習慣病予防により健康保持・増進を
図る。

0.40 人

H29正規職員
人件費

Ｈ20年度～

期間 1.08 人
非常勤
特別職

H30年度目標

Ｈ20年度～ 9,164千円 臨時職員

臨時職員 0.00 人

①13,302人

②39,170人

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

38 34.0%

40%

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

埼玉県後期高齢者医療広域連合が実施すべき健康
診査について市が業務を受託している。
後期高齢者医療の被保険者に対し、市から健康診査
受診券を送付し、受診希望者は市から委託を受けた
医療機関において基本的な健康診査を受診する。
被保険者の健康保持増進を図るとともに、医療費の
適正化を図る。

1.07 人
非常勤
特別職

0.00 人 36 34.7%

すでに医療機関に通院していることで、健康診
査の必要性を感じていない被保険者が多いこと
が受診率が伸びない要因と考える。

H29決算額（見込み）

埼玉県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に
関する条例

118,118千円 114,948千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 126,226千円 116,303千円

①受診者数

②対象被保険者数

受診率

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

C

受診率向上のため、今後有効な啓
発活動、勧奨事業を検討していき
たい。

H29年度に改善した点

受診者数／対象被保険者数×100（％）
受診者、受診機関の利便性を考慮して、Ｈ
３０年度から問診表と一体型の受診券に
するなど、帳票の見直しを行った。（国民健
康保険の特定健康診査等実施事業と同様
式）

今後も、目標値達成のために国民健康保
険の特定健康診査等実施事業と連携した
啓発運動、勧奨事業を実施し、受診率の
向上を図る。

国民
健康
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

健康診査実施事業

根拠法令 H29予算現額

9,175千円

期間 0.55 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H26年度～ 4,667千円 臨時職員

未受診理由としては、症状が出ていないことに
よる必要性の認識の欠如や忙しさなどが想定さ
れる。早期の取り組みの重要性が十分に理解さ
れていないと考えられる。

22%

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

9,433千円 臨時職員
①7.7%

②93.5%

③27.6%

H29年度目標 H29実績 さらなる参加者の確保に向けて、関係機関
と連携の上、事業案内・広報の工夫、実施
方法の多様化の検討を含めた改善を行っ
ていく。また、関係機関と連携を深め、早
期受診の重要性について普及啓発してい
く。

県の指定を受けたモデル事業であり、国保連合会と
の共同事業として実施。各保険者が事業費用を分担
金として負担。具体的には、レセプトと健診データを活
用し、糖尿病が重症化するリスクの高い未受診者・受
診中断者を医療に結びつける受診勧奨と、糖尿病性
腎症で通院する被保険者のうち、重症化するリスクの
高い者に対して保健指導を行い、人工透析への移行
を防ぐ。

1.10 人
非常勤
特別職

0.00 人 20% 11.70%

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

7.7%

15%

H29予算現額 H29決算額（見込み）

国民健康保険法 23,432千円 19,758千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 19,570千円 18,576千円
①受診勧奨対象者の受診率

②保健指導対象者の修了率

③継続支援対象者の参加率

指標名 目標設定の考え方・根拠

C

受診勧奨対象者の受診率は目標
値には及ばず、通知内容や方法、
効果的な広報や生活習慣病に係る
病識の啓発のさらなる工夫が求め
られた。
所沢市医師会の協力により、協力
医療機関へは、本事業についての
周知が進んだが、対象者において
は早期受診の重要性が十分に認
識されていないと考えられるため、
さらに関係機関と協力し、早期受診
の重要性を機会を見つけて啓発し
ていくことが求められた。

H29年度に改善した点

受診勧奨対象者の受診率

医療費が高額になる腎不全への対策として、腎
機能が低下しており、かつ医療機関に受診して
いない人を医療に適切に結びつけることが重要
であるため、過去の実績等を考慮し、医療機関
の受診率を指標とするものである。

受診勧奨後、一定の期間がたっても医療
機関の受診が確認できない方へ、再度（２
回目）の受診勧奨通知を発送し、受診を促
した。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

11%

国民
健康
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

H28予算現額 H28決算額

生活習慣病重症化
予防対策事業

根拠法令

期間 0.59 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H23年度～ 5,006千円 臨時職員 0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

2,401千円 臨時職員 0.00 人①790人（人間ドック受診者含
む）

②

③

H29年度目標 H29実績

若年層である30代は、健診への関心が薄
いことが想定されるため、さらなる受診勧
奨・広報の工夫、健診の重要性の意識啓
発を行っていく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

健診を受ける機会から遠ざかりがちな30歳代の被保
険者の病気の予防・早期発見・メタボリックシンドロー
ム予備群を減少させることを目的とし、健康診査並び
に健診結果の数値が一定以上の方への保健指導を
行なう。

0.28 人
非常勤
特別職

0.00 人 30% 9.9%

若年層である30代は、健診への興味が少ないこ
とが想定されるため、受診まで至らないことが多
い。

20% 10.7%

H29決算額（見込み）

国民健康保険法、所沢市国民健康保険健康診査等
事業実施要綱

7,805千円 7,288千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

根拠法令 H29予算現額

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 7,315千円 7,315千円

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

C

一定の受診率は保っているもの
の、目標には及ばなかった。周知・
広報手段を改善し、一定の成果が
出ている点は評価できるが、健診
の重要性についての意識づけを強
化することが求められた。事務内容
を含め、さらなる健診の普及啓発活
動を実施していくことが求められ
る。

H29年度に改善した点

①健診受診者数

②

③

健診受診率

健康保持に留意した生活を若いうちから根付か
せるために、過去の受診実態や特定健康診査
受診率を考慮して設定するものである。
※H30年度の目標設定は、第2期所沢市国民健
康保険保健事業実施計画 （データヘルス計画）
に基づく

年度内に30歳、39歳に到達する対象者に
は受診券を同封した封書を、年度内に31
歳から38歳に到達する対象者には健診の
案内ハガキを送付する等、年齢によって勧
奨方法を工夫した。

H28年度目標 H28実績
国民
健康
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

H28予算現額

健康診査等実施事
業



第３章　健康・福祉  第５節　社会保障

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

有益
な
もの

有害
な
もの

経費

投入コスト
会
計

評価
理由

項目名

□ ■ □

実績

評価者

市民課長　橋本博史

項目名

□ ■ □

実績

評価者

市民課長　橋本博史

項目名

■ □ □

実績

評価者

介護保険課長　井上　典

項目名

■ □ □

実績

評価者

介護保険課長　井上　典

無 無

無 無

無 無

期間 2.25 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

平成11年～ 19,091千円 臨時職員 2.20 人

臨時職員 3.30 人

①13,703件

②21日

③411回

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

30日 44日

30日

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

介護サービスを必要とする被保険者の要介護（要支援）認
定等の審査判定を行う。毎週火・木曜日に開催し、委員（5
名×18合議体=90名）は、月２回審査会に出席する。市は審
査判定が可能な者から逐次審査会資料を作成し、１週間前
までに審査会委員に届くように郵送する。（対象者が特定さ
れないよう、委員の資料には氏名、生年月日、主治医名等
を削除する。）各委員の意見に基づき、審査を行い、二次判
定を実施する。市は審査判定の結果を受け、要介護（要支
援）認定を行い、結果通知及び被保険者証を審査会開催日
翌日に対象者に送付する。

3.80 人
非常勤
特別職

0.00 人 30日 52日

急速に進む高齢化による要介護(要支援)認定
申請件数の増加により要介護(要支援)認定は
遅延しており、目標値への達成がむずかしい。

H29決算額（見込み）

所沢市介護保険条例、所沢市介護保険条例施行規
則、介護保険法

114,899千円 104,942千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 113,935千円 103,142千円
①要介護（要支援）認定申請件数

②要介護（要支援）認定申請から主治医
意見書入手までの日数

③介護認定審査会開催数

認定申請日から認定日までの日数

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

C

多くの認定審査会委員・主治医意
見書作成医師・認定調査員の協力
により、事務は円滑に行えている
が、遅延を埋めるまでの成果には
至っていない。

H29年度に改善した点

認定申請日から30日以内に結果を送付すること
となっているので、認定日までに要した平均日
数を目標値に近づけていく。

介護保険サービスの必要性等を見極め、
円滑な認定事務が行えることを目的と考
え、サービス未利用者への更新勧奨通知
の送付を取り止めた。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

適正な作成期間・適切な内容の、主治医
意見書・訪問調査票の入手に努める。

介護
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

H28予算現額

介護認定審査会事
業

根拠法令 H29予算現額

32,585千円

期間 0.10 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

平成28年度～ 849千円 臨時職員 0.10 人

①②目標達成済。①13000件②29,000件

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

858 千円 臨時職員 0.10 人
①１００％

②

③

H29年度目標 H29実績 ①市民税課税決定から出来るだけ速やか
に正確な割合判定を行い、遅滞なく結果通
知を送付する
②高額介護サービス算定から葉書による
通知まで出来るだけ速やかに事務処理を
行い、遅滞なく決定通知を送付する

①介護保険負担割合証を送付するための出力・封入
封緘業務及び
②高額介護サービス費決定通知を送付するための出
力・圧着葉書作成業務(平成29年度～)の委託。
短時間での円滑な事務処理等事務の効率化を目指
す。

0.10 人
非常勤
特別職

0.00 人 ①12500件 ①12797件

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

①13011件②29,177件

①13500件②30,000件

H29決算額（見込み）

所沢市介護保険条例・介護保険法 2,304千円 1,745千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

根拠法令

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 735千円 681千円

①発送件数

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

①②委託前と比べて職員の事務負
担は大幅に軽減し、時間外勤務の
削減に一定の効果があった。

H29年度に改善した点

発送件数
介護認定者数の増加に伴い、増加するものと考
える。 前年と同様に行った。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

6,300

介護
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

H28予算現額 H28決算額

介護保険通知書等
封入封緘等業務委
託事業

H29予算現額

期間 0.41 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

昭和61年度～ 3,479千円 臨時職員 0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

6,431千円 臨時職員 0.00 人
①1,000部

②5,342部

③通年

H29年度目標 H29実績
国民年金を含む年金制度は、新たな仕組
みの導入や既存制度の改正等があるた
め、引き続き年金事務所と連携・協力しな
がら啓発活動に努め、市民への周知を
図っていく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

目的　国民年金制度を被保険者へ周知

内容
１．啓発用のチラシや冊子を窓口やまちづくりセンター
に配架し、希望者に配布
２．ネットで障害年金情報を配信

0.75 人
非常勤
特別職

0.00 人 4,000 5,000

目標達成済6,300 6,342

H29決算額（見込み）

国民年金法 998千円 998千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

根拠法令 H29予算現額

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,044千円 999千円

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

啓発用のチラシや冊子等の配布状
況は好調なことから、市民の年金
への関心につながっており、障害年
金についても周知が広がっている。
今後も引き続き市民の自発的な国
民年金への加入及び保険料納付を
促進するため、変化する国民年金
制度を周知する啓発事業に努めて
いく。

H29年度に改善した点

①チラシ

②冊子等

③ネット配信（障害年金）

啓発物（チラシ・冊子等）配布部数
国民年金制度の周知が事業の目的となってい
るため啓発物配布部数を指標とする。

平成28年度に中止した年金セミナーに代
わり、啓発物（チラシ・冊子等）の部数を増
やした。

H28年度目標 H28実績市民
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

国民年金啓発事業

市民
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

住記系システム
（年金システム）改
修事業

2,755千円

H28正規職員
人件費

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

システムの改修は、国（厚生労働
省）からの通知に基づき、スケ
ジュール管理を含め運用開始に間
に合うよう進めることができた。

H29年度に改善した点

日本年金機構による個人番号（マイナンバー）
制度の運用開始に伴う住民記録システム（年金
システム）の改修であり、安定的な運用が求め
られることから稼働日数を指標とする。

特になし

H28実績

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

システムの改修
H29予算現額

H28決算額

H29決算額（見込み）

日本年金機構による個人番号（マイナンバー）制度の
運用開始に伴い、本市が受付する国民年金第１号被
保険者に係る異動届報告書の電子媒体化（改修前は
市独自様式の紙媒体に出力し、日本年金機構へ報
告）及び届書の様式を市及び同機構で統一するた
め、住民記録システム（年金システム）を改修した。
（国補助：補助率10/10）

0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

2,722千円

事業の目的及び具体的な内容

0千円

臨時職員 0.00 人 244日

H28その他職員
従事割合

―

平成29年度～平成
30年度

3,479千円

0.00 人

委託契約に基づき、改修を実施

H29年度目標

―

期間 0.41 人
非常勤
特別職

0.00 人

今年度の改修も滞りなく進め、今後も国の
動向を注視しながら、年金業務の円滑な
事務遂行に努めていく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

20.5日 20.5日

H30年度目標

目標達成済

新システム稼働日数

H29目標値が未達成の理由・分析
無 無

根拠法令

H29実績

H28年度目標

臨時職員

国民年金法
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現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

有益
な
もの

有害
な
もの

経費

投入コスト
会
計

評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

介護保険課長　井上　典

項目名

■ □ □

実績

評価者

介護保険課長　井上　典

項目名

■ □ □

実績

評価者

介護保険課長　井上　典

項目名

■ □ □

実績

評価者

井上　典

無

無 無

無 無

無

期間 0.43 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

平成15年度～ 3,649千円 臨時職員 0.05 人

臨時職員 0.05 人
①218回

②31件

③19件

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

50% 61.29%

50%

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

介護相談員が定期的に市内の特別養護老人ホーム(15カ
所）を訪問し、入所者と会話や相談を行う一方、施設との橋
渡しをすることにより、入所者の要望や疑問、不安や心配
事に対応して、施設に働きかけるなど現場での解決と改善
に努める。
①月に2回程度施設を訪問し、入所者や施設職員と接す
る。②入所者の要望・疑問等を施設側に提起し、解決・改善
を図る。③介護相談員と事務局(市)で定例会を開催し、活
動報告を行う。

0.35 人
非常勤
特別職

0.00 人 50% 56.50%

目標達成済。

H29決算額（見込み）

所沢市介護相談員派遣事業実施要綱
介護保険法

2,254千円 1,400千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,081千円 1,069千円
①相談員の訪問回数

②相談・要望件数

③解決・改善件数

解決・改善率

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

施設利用者の相談・要望を受けた
案件に対し、施設側の対応が行わ
れ、介護相談員活動の一定の成果
があったと考えている。今後も、利
用者と施設の橋渡し役として活動を
継続していきたい。

H29年度に改善した点

介護相談員が施設を訪問し、相談・要望等を解
決することが目的となっているため、相談・要望
を受けた件数に対して、解決・改善が行われた
割合を指標とした。

相談員数は、任期満了により2名が退任し
たが、新規で相談員3名を委嘱した。
現在は11名体制だが、1人で2施設を訪問
することで、現在16施設中、15施設を訪問
することが可能となった。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

施設数は増加しているが、相談員希望者
は少なく、現状の１相談員１施設への派遣
が難しくなっている。派遣先をローテーショ
ンしながら空白期間を短くするようにしてい
る。

介護
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

H28予算現額

介護相談員派遣事
業

根拠法令 H29予算現額

3,001千円

期間 0.30 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H１２～ 2,546千円 臨時職員 0.00 人

目標達成済。38,510件以下

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

9,433 千円 臨時職員 0.00 人
① 37,531件

② 12,636人
(認定数－施設介護サービス受
給者)

H29年度目標 H29実績

地域支援事業としての紙おむつ給付が今
後不可能となる見込みであることから、予
算区分の変更及び制度改正に向けた予算
要求を行っている。

①在宅の介護認定者から購入額5,600円を限度に給
付申請書を受付。
②介護認定の状況を確認、指定事業者に連絡し、紙
おむつを宅配依頼。
③利用者は、1割（又は2割）の自己負担額を月ごとに
指定事業者に支払い、配達完了確認後、市から事業
者に残額を支払う。

1.10 人
非常勤
特別職

0.00 人 39,239件以下 36,676件

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

37,531件

38,000件以下

H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市介護保険条例・介護保険法 171,731千円 140,454千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 162,629千円 136,562千円

①紙おむつ延利用件数

②対象者

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

支給対象者の増加に比べ、延利用
件数の増加を抑制することができ
ており、今後とも引き続き持続可能
な制度運営が望める。

H29年度に改善した点

紙おむつ延利用件数
予防のためではなく、本来必要な方のみに販売
する様、購入対象者を限定する

在宅で紙おむつを使用している方への
サービスであるという制度の趣旨を事業者
及び利用者へ徹底して周知した。また、業
務用商品を取り扱う事で購入単価の低減
を実現できた。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

99%

介護
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

H28予算現額 H28決算額

紙おむつ給付事業

根拠法令

期間 3.03 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

平成12年度～ 25,710千円 臨時職員 2.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

35,158千円 臨時職員 2.00 人
①18.67％

②22,144件

③90人

H29年度目標 H29実績

未納者への口座振替の推奨、納付相談を
通じ、被保険者の理解をいただだくことが
重要である。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

平成12年4月1日、介護保険法が施行され、新たな社
会保険制度として各市町村が保険者となり、介護保
険制度が実施された。介護保険運営のための財源と
して、所沢市の65歳以上の被保険者の介護保険料を
賦課徴収する。

4.10 人
非常勤
特別職

0.00 人 99% 98.56%

目標値は比較的高く設定しているが、現状、再
三の督促、催告にもかかわらず未納が生じてお
り、未達成となっている。

99% 98.64%

H29決算額（見込み）

介護保険法、所沢市介護保険条例 22,414千円 21,700千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

根拠法令 H29予算現額

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 23,930千円 20,579千円

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

保険料未納者に対して督促、催告
（文書、電話、訪問）等の滞納整理
事務を行っているが、目標の収納
率は未達成となった。しかしなが
ら、前年度の収納率に比べ、微増と
なった。

H29年度に改善した点

①口座振替の推奨（加入率）

②督促・催告（件数）

③分納相談（人数）

保険料収納率（現年度）
介護保険の財源確保のため、65歳以上の方の
保険料の収納率向上を目標とした。

第7期介護保険事業計画において介護保
険料を改定した。その際、負担能力のある
方（第8～13段階）の基準額に対する割合
を引き上げた。

H28年度目標 H28実績

28,085千円 臨時職員 17.60 人

介護
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

H28予算現額

介護保険料賦課徴
収事業

H29その他職員
従事割合

57% 55%

72%

期間 3.31 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

非常勤
特別職

0.00 人 55% 53%

26,583千円 臨時職員 18.40 人

①13,703件

②6,166件

③7,554件

H29年度目標 H29実績

91,593千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 102,606千円 92,137千円 ①要介護（要支援）認定申請件
数

②認定調査実施数（市）

③認定調査実施数（委託）

認定調査全件数に占める民間委託件数
の割合{(民間委託による調査実施数)÷
(全調査実施数)}

根拠法令

H29年度に改善した点

急速に進む高齢化に伴い、要介護(要支援)認定
申請件数が増加しているため、認定調査の委託
化を進める必要があると考える。

介護保険サービスの必要性等を見極め、
円滑な認定事務が行えることを目的と考
え、サービス未利用者への更新勧奨通知
の送付を取り止めた。

要介護(要支援)認定申請件数の増加により、委
託数については増加したものの目標値を達成し
なかった。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

介護保険利用者の不利益にならないこと
を優先に考え、委託先の人員確保や調査
の質などの状況を良く見極め、慎重に委
託化を進めていく。

無 無

H28決算額 指標名

介護保険訪問調査
事業

目標設定の考え方・根拠

A

認定調査数は増加するものと予測
されるので、調査委託先事業所数・
調査委託件数の拡大について検討
が必要である。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

介護保険法 99,698千円

介護
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

H28予算現額

介護サービスを必要とする被保険者の要介護認定に係る
審査資料となる、状態把握のための訪問による調査業務。
新規申請と認定区分変更申請の認定調査は、市職員（30
年度から指定事務受託法人を含む）が実施し、更新申請の
一部を除いた認定調査は指定居宅介護支援事業者等の厚
生労働省令で定めるものに委託して行っている。
調査の内容は、要介護（要支援）認定申請者の心身の状況
を調べるため、市職員や委託した認定調査員が、本人の居
宅、入所施設等を訪問し、国から示された判断基準を基
に、動作の確認及び本人や家族などから聞き取り調査を実
施するものである。

3.10 人

H29正規職員
人件費

平成12年度～



第３章　健康・福祉  第５節　社会保障

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

有益
な
もの

有害
な
もの

経費

投入コスト
会
計

評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

介護保険課長　井上　典

項目名

■ □ □

実績

評価者

介護保険課長　井上　典

項目名

■ □ □

実績

評価者

介護保険課長　井上　典

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康づくり支援課長　野上　進

期間 0.10 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H29年度目標

H29その他職員
従事割合

21回

重度ALS患者入院
時コミュニケーショ
ン支援事業

平成29年度～ 849千円 臨時職員 0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

0千円 臨時職員 0.00 人
①0人

②

③

H29実績

障害福祉課とも連携して利用者を掘り起こ
すよう努めていく。

0回

0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人 - -

21回

H29正規職員
人件費

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

介護保険法 189千円 0千円

事業の目的及び具体的な内容
H28その他職員
従事割合

　本事業は、発話が困難又は不可能である重度ＡＬＳ
（筋委縮性側索硬化症）患者を介護する者のレスパイ
ト（負担軽減を目的とする一時的な休息）のため、当
該患者が入院した際に、看護師等の医療機関関係従
事者とのコミュニケーション支援を行うヘルパー（在宅
時に利用しているヘルパーに限定）を派遣するもので
ある。

H29年度に改善した点

新規事業のためなし。

目標設定の考え方・根拠

C

ＨＰや広報等で出来る限り周知する
必要がある

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

延べ利用回数
延べ利用回数

発話に困窮するＡＬＳ患者の家族の一助になる
よう活用したい。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

対象者はいるが周知が徹底していない事もあ
り、利用希望がない。

600件

介護
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

H28予算現額 H28決算額 指標名

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

0千円 臨時職員 0.00 人
①92件

②

③

H28正規職員
人件費

0.10 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

0.00 人 -

平成29年度～ 849千円 臨時職員 0.00 人

期間

介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合事
業」）のサービスを利用した者について、総合事業に
係るサービスと保険給付サービスに係る利用者負担
額が１か月の上限額を超えた場合に、超えた額を支
給するものである。上限額は所得段階によって異な
る。
なお、当該事業は、保険給付における高額介護（介護
予防）サービス費に相当するものである。

H28その他職員
従事割合

H28年度目標

H29年度目標 H29実績

総合事業の周知を図り、間接的に当該事
業に至るサービス利用を促していく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

0.00 人
非常勤
特別職

H29年度に改善した点

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

新規事業のためなし。
総合事業の利用が進めば、増加が
見込めるものなので単体での取組
は困難と思われる

利用延べ件数
利用延べ件数

従来の保険給付から総合事業への移行をス
ムースに行い、より多く方に総合事業を利用い
ただく事で当該事業に該当するケースも増加す
るものと思われる

H29決算額（見込み）

H28実績

-

想定以上に総合事業の利用が進まず、当該事
業に該当するケースも比例して目標に遠く及ば
なかった

600件 92件

根拠法令 H29予算現額

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

C

介護保険法 1,800千円 254千円

事業の目的及び具体的な内容介護
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

H28予算現額

H28正規職員
人件費

無

無 無

無 無

無

介護予防・日常生
活支援総合事業高
額負担軽減事業

100%

期間 2.15 人
非常勤
特別職

H30年度目標

H18年度～ 18,243千円 臨時職員 2.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

16,121千円 臨時職員 2.00 人
①680人

②889人

③317人

H29年度目標 H29実績 機能訓練については参加者およびボラン
ティアの高齢化に伴う、新規参加者・新規
ボランティアの獲得が課題と考えられ、実
態把握にも努める必要がある。また、歯科
と栄養の講座については、互いの連携を
強化し、食と歯・口腔の健康の関わりにつ
いて学ぶ機会を充実させる。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

高齢者が健康で生き生きと、住み慣れた地域で自立
した生活を継続できるよう、主に65歳以上の高齢者を
対象として、脳血管疾患等の後遺症による閉じこもり
予防（機能訓練事業）、栄養状態の改善・健康の維持
向上のための栄養教室、健全な口腔機能と良好な口
腔衛生状態を保つための歯科健康講座事業等を展
開する。

1.88 人
非常勤
特別職

110% 89% 地域リハビリ交流会の会場となっているまちづく
りセンターの一部で工事があり、一時期使用不
可となり実施回数が減っている。また、自己通所
のため希望があっても参加困難な場合もある。
栄養・歯科については、依頼教育の件数が見込
みに比べて少なかったため、未達成となった。対
応としては、周知を増やす等、依頼の件数増加
に努める必要がある。

100% 83%

H29決算額（見込み）

介護保険法 8,703千円 7,523千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

根拠法令 H29予算現額

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 9,036千円 7,992千円

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

高齢化が進む中、高齢者の閉じこ
もり予防及び歯科保健・栄養指導
の必要性はますます高まると考え
られる。要介護につながる低栄養
やフレイルの予防に向けた教育を
高齢者支援課や地域包括支援セン
ターと連携してすすめると共に、人
が集まる場所に出向くなど集客の
効率化を図る必要がある。

H29年度に改善した点

①機能訓練（地域リハビリ交流会/
失語症のつどい）
　延べ参加者数（本人）
②高齢者栄養健康教室
　延べ参加者数（本人）
③高齢者歯科健康講座
　延べ参加者数（本人）

事業への参加者数前年比 当該年度延べ参加者数÷前年度延べ参加者数
地域リハビリ交流会では、地域との交流・
世代間交流や地区の健康課題を意識した
プログラムも取り入れている。ホームペー
ジ等の活用を充実させ、事業の周知を
図った

H28年度目標 H28実績

3,394千円 臨時職員 0.80 人

健康
づくり
支援
課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

H28予算現額

介護予防事業

H29その他職員
従事割合

90% 97%

100%

期間 0.40 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

非常勤
特別職

0.00 人 100% 94%

7,718 千円 臨時職員 0.80 人
①15,143件

②15,942件

③

H29年度目標 H29実績

41,754千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 46,515千円 43,122千円
①支給件数

②申請件数

③

助成金支給率
支給件数÷申請件数

根拠法令

H29年度に改善した点

適正な事務処理し、申請した全ての方に正確な
支給をする事を目標としている。 HPの随時の更新に加え、年に１回の広報

掲載も継続するなどした。

目標達成済。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

対象者が高齢者あるいはその家族であり、６ヶ
月単位で紙ベースの申請をすることが負担に
なっている事も考えられ、郵送での受付をこれ
まで以上に周知するなどしている。
非課税世帯の利用可能な助成制度や補助金
制度を一覧とし、周知することも検討していく。

無 無

H28決算額 指標名

介護保険低所得者
助成事業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

認定者数の伸びに比べ、支給件
数・支給額が伸びておらず、新たな
周知方法等を模索する必要があ
る。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市介護保険低所得者助成金要綱 44,000千円

介護
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

住民税非課税世帯の低所得者の自己負担を軽減し、
介護サービス利用を促進する。

0.90 人

H29正規職員
人件費

平成12年度～



第３章　健康・福祉  第５節　社会保障

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

有益
な
もの

有害
な
もの

経費

投入コスト
会
計

評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

生活福祉担当参事　荻野　亨

項目名

■ □ □

実績

評価者

生活福祉担当参事　荻野　亨

項目名

□ □ ■

実績

評価者

生活福祉担当参事　荻野　亨

項目名

□ ■ □

実績

評価者

生活福祉担当参事　荻野　亨

無

無 無

無 無

無

100%

期間 50.47 人
非常勤
特別職

2.00 人 H30年度目標

S25年度～ 428,238千円 臨時職員 4.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

432,352千円 臨時職員 4.00 人

①４６５件

②４０９件

H29年度目標 H29実績

生活保護受給者は、現在も緩やかながら
も依然として増加傾向である。今後も引き
続き就労支援事業を中心とした支援を行
い、法令を順守した適正な処遇及び迅速
な事務処理を実施していく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

　生活に困窮する者に対し、その困窮の程度に応じ必
要な保護を行い、その最低限度の生活を保障すると
ともに、その自立を助長する。
　自立助長に向けてケースワーカーが訪問等を行い、
助言・指導を行う。
　就労により自立した生活保護受給者に、保護廃止
後に発生する社会保険料等の負担軽減を図るため、
要件を満たす者に就労自立給付金を支給する。

50.42 人
非常勤
特別職

4.00 人 100 83

法定期限内の処理が困難な場合が散見され
る。申請世帯の世帯状況は様々で、世帯認定や
扶養状況の確認、各金融機関への資産状況の
照会等に日数を多く要する場合がある。

100 87%

H29決算額（見込み）

生活保護法・生活保護法施行令・生活保護法施行規
則

8,991,445千円 8,668,679千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

根拠法令 H29予算現額

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 8,823,101千円 8,667,510千円

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

相談・申請受理後、ケースワーカー
が必要な調査を行い、決定後は困
窮程度に応じた扶助を行っている。
生活保護世帯の自立助長に向けて
ケースワーカーが訪問等を行い、
助言・指導を行っている。
就労に伴い自立した生活保護受給
者に対して、生活保護廃止直後の
税や社会保険料の負担軽減を図る
ため、要件を満たす者に就労自立
給付金を支給している。
不正受給の防止、就労支援の強化
を徹底し、生活保護世帯数の抑制
を図るとともに、生活保護受給開始
時に生活保護受給者の権利義務
の丁寧な説明を行っている。

H29年度に改善した点

①申請件数

②法定期限内処理件数

法定期限内処理率
法定期限内（１４日以内）に処理した件数
Ｂ÷年間申請世帯数Ａ

法定受託事務であることから、相談・申請受理
後、ケースワーカーが必要な調査を行い、法定
期限内の決定処理となるよう努めている。

生活保護版レセプト管理システムの更新事業
を行い、レセプト内容点検業務の効率化や、生
活保護受給者ごとの医療費分析・傷病別分析・
診療日数等のレセプトデータを分析することに
より、頻回受診者・多受診者・重複受診者への
指導、またジェネリック医薬品利用促進などに
活用可能となり、医療扶助の適正化に向けた
取組や生活保護受給者に対する適切な受診指
導等が可能となった。H28年度目標 H28実績

6,109千円 臨時職員 0.00 人

生活
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

生活保護扶助事業

H29その他職員
従事割合

100 100%

100%

期間 0.72 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

非常勤
特別職

0.00 人 100 100

5,402千円 臨時職員 0.00 人
①１３件

②０件

③２３件

H29年度目標 H29実績

780千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,513千円 1,271千円

①行旅死亡人

②ホームレス等の医療費

③ホームレス等の求職活動費

措置率
措置件数÷（①+②+③）

根拠法令

H29年度に改善した点

行旅病人・行旅死亡人については、法定受託事
務であるため、措置を適切に行うことが目標で
ある。 特になし

目標達成済み

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

行旅病人・行旅死亡人取扱については、
法定受託事務であり、今後も引き続き援護
の必要がある。また、ホームレスの医療及
び求職活動費についても引き続き援護の
必要がある。

無 無

H28決算額 指標名

行旅病人及び行旅
死亡人取扱事務

目標設定の考え方・根拠

Ａ

歩行にたえない旅行中の病人の救
護や、旅行中に死亡し引取者のい
ない者、または住所、居所若しくは
氏名が知れずかつ引取者のない死
亡人及び引取者のない遺体の埋火
葬。他に、ホームレス等の求職活
動費について援護している。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

行旅病人及び行旅死亡人取扱法、行旅病人及び行
旅死亡人取扱施行規則

1,466千円

生活
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

　歩行にたえない旅行中の病人の救護や、住所、居
所若しくは氏名が知れずかつ引取者のいない死亡人
又は引取者のいない遺体の埋火葬、また、ホームレ
ス等の医療及び求職活動費の援護をする。

0.63 人

H29正規職員
人件費

Ｓ25年度～

期間 5.26 人
非常勤
特別職

2.00 人 H30年度目標

H19年度～ 44,631千円 臨時職員 0.00 人

臨時職員 0.00 人
①１９４人

②７０人

③１７人

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

50 44

50

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

　生活保護法が目的とする自立助長を促進するた
め、生活保護受給者に対する就労支援策として専門
的知識及び資格を有する者に就労業務を行わせるも
ので、就労阻害要因がないにもかかわらず就労に結
びつかない方等を対象に支援する。

4.73 人
非常勤
特別職

2.00 人 50 39

就労や求職活動の経験が不足している利用者
が少なくなく、求職活動を行ってもすぐには就職
に至らない場合があるため。

H29決算額（見込み）

生活保護法 4,835千円 4,740千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 4,835千円 4,751千円
①就労支援利用者数

②就労を開始した者

③就労収入が増えた者

就労支援収入成果
（就労開始者Ｂ＋就労収入増加者Ｃ）÷就
労支援利用者数Ａ

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

目標値は下回ったものの、実績に
ついては前年度を上回った。
今後も生活保護受給世帯の自立に
向けた支援を継続していくことが重
要である。

H29年度に改善した点

生活保護世帯の自立の助長を目的としているこ
とから、目標値は、就労支援相談件数のうち就
労収入が増加した件数の割合とする。

就労支援員とケースワーカーによる勉強
会を開催し、専門的知識を深めた。
就労支援対象者に対し軽作業のグループ
ワークを実施し、自立の助長を行った。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

企業の求人意欲は高いことから、他機関と
の連携を図りながら、個々のケースの特性
を把握して、その特性を考慮したよりきめ
細かい求職支援を図っていく。

生活
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

生活保護受給者に
対する就労支援事
業

根拠法令 H29予算現額

40,560千円

期間 0.47 人
非常勤
特別職

2.00 人 H30年度目標

H27年度～ 3,988千円 臨時職員 0.00 人

目標達成済み100

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

4,974千円 臨時職員 0.00 人
①４，９５２件

②７２件

③６００人

H29年度目標 H29実績

生活困窮者の抱えている複合的な課題を
整理・評価・分析し、そのニーズを把握し、
ニーズに応じた支援が受けられるような事
業を計画していく。

　生活保護に至る前の自立支援策の強化を図るため、生活
困窮者に対し次の支援を行う。
○「自立相談支援事業」生活困窮にかかる複合的な問題に
関する相談支援、事業利用のためのプラン作成等を行う。
○「住居確保給付金」離職により住宅を失った生活困窮者
に対し、有期で家賃相当の給付金を支給する。
○「学習支援事業」生活保護受給世帯及び自立相談支援
事業対象世帯の中学生を対象に学習支援を行う。

0.58 人
非常勤
特別職

2.00 人 100 165%

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

182%

100%

H29予算現額 H29決算額（見込み）

生活困窮者自立支援法 39,418千円 37,998千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要（内家計相談
支援事業は最優

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 35,817千円 33,458千円

①自立相談支援事業延べ相談
件数
②家計相談支援事業参加者数
③学習支援事業延べ参加者数

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

相談件数は年々、増加している。今
後はニーズに応じた、きめ細やかな
支援を継続して行っていくことが重
要である。

H29年度に改善した点

相談件数、学習支援事業参加者数増加
率
今年度（自立相談支援事業延べ相談件数
＋学習支援事業延べ参加者数）÷昨年度
（自立相談支援事業延べ相談件数＋学習
支援事業延べ参加者数）

生活困窮者からの相談を幅広く受け付けること
により、生活保護に至る前に様々な相談支援を
行い生活困窮者の自立促進を支援することが
目的となっていることから、目標値は相談件数、
学習支援事業参加者数の増加とする。

委託事業の充実を図るために主任相談支
援員、相談支援員を常勤職員とした。
学習支援事業については生活保護世帯以
外に、自立相談支援事業対象世帯も対象
の範囲とした。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析生活
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額

生活困窮者自立促
進支援事業

根拠法令
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現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

有益
な
もの

有害
な
もの

経費

投入コスト
会
計

評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

生活福祉担当参事　荻野　亨

項目名

□ ■ □

実績

評価者

生活福祉担当参事　荻野　亨

無 無

無 無

H20年度～ 4,921千円 臨時職員 0.00 人 100%

中国帰国者が地域において生き生きと生
活することができるよう、身近な場所で地
域の人々と交流しながら日本語の会話力
を身につけ、日本文化などを習得できるよ
う引き続き支援していく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

期間 0.58 人
非常勤
特別職

2.00 人 H30年度目標

臨時職員 0.00 人

①４４７人
②１１８人
③２７人

H29年度目標 H29実績

100 98%

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

　中国残留邦人等の自立を支援するため、地域にお
ける支援ネットワークの構築等を行うことにより、中国
残留邦人等が地域において生き生きと暮らすことがで
きるよう支援する。日本語交流事業を民間団体「所沢
中国帰国者交流会」に委託し、料理教室等を通じ日
本語会話力の向上や日本文化の習得に努める。日本
語交流事業への参加者に参加交通費の支給を行う。

0.95 人
非常勤
特別職

2.00 人 100 72%

8,146千円

H29決算額（見込み）

並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶
者の自立の支援に関する法律

1,605千円 1,584千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,614千円 1,531千円
①日本語交流事業参加延べ利
用者数
②中国残留邦人等給付金受給
対象延べ人員
③日本語交流事業参加交通費
支給対象延べ人数

日本語交流事業参加者数増加率
今年度（日本語交流事業参加延べ利用者
数）÷昨年度（日本語交流事業参加延べ
利用者数）

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

中国からの帰国者は、その多くが
高齢であり、日本語が不自由なこと
で地域の中でも孤立しやすい。ま
た、生活習慣の違いなどから、日常
生活にも不自由をきたしていること
が多い。
このため、中国帰国者が地域にお
いて生き生きと生活することができ
るよう、身近な場所で地域の人々と
交流しながら日本語の会話力を身
につけ、日本文化などを習得できる
よう支援した。

H29年度に改善した点

中国残留邦人等が地域において生き生きと暮ら
すことができるよう支援することが目的のため、
地域の人々など協力者も含めた日本語交流事
業参加者数の増加率とする。

厚生労働省の「支援・相談員等の配置等
に関する実施要領」に則り、中国残留邦人
生活支援相談員の配置の見直しを行っ
た。

中国残留邦人等の高齢化に伴い、参加困難な
対象者がいたため。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

生活
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

中国残留邦人等地
域生活支援事業

根拠法令 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進 H29予算現額

期間 3.30 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

Ｓ55年度～ 28,001千円 臨時職員 0.00 人

　一時的な困窮者に福祉資金を貸し付けたが、
貸付により生活安定に至らない場合がある。

100

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

32,757千円 臨時職員 0.00 人
①２２件

②２，２００，０００円

③２１件

H29年度目標 H29実績

今後も引き続き貸付金の回収に努めるとと
もに、福祉資金を貸し付けることにより、困
窮者を救済し、生活の安定と自立の助長
に寄与していく。

　一時的に生活困窮に至った低所得者または傷病者
による医療費の支払いが困難な状態にある者に対
し、当該資金を貸し付けることにより、生活の安定と自
立の助長を図る。
　基金の額　７３００万円
償還能力があり、市内在住の連帯保証人が１名必
要、貸付限度額１０万円、重複貸し付けできない、償
還２０回以内

3.82 人
非常勤
特別職

0.00 人 100 83

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

95%

100%

H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市福祉資金貸付基金条例・所沢市福祉資金貸
付条例施行規則

0千円 0千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円 ①貸付数

②貸付額

③借受人の内、生活保護を受給
しない件数（自立した件数）

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

福祉資金を貸し付けたが一時的な
困窮から生活安定に至らない場合
があった。
平成２９年度返還金額３，５３０，００
０円。基金の現金保有額２０，５９
０，８７３円。

H29年度に改善した点

借受人の内、自立した率
借受人の内、生活保護受給しない件数÷
貸付件数

一時的な困窮から生活安定を図るための貸付
金であることから、借受人の内、自立した率とす
る。 特になし

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析生活
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額

福祉資金貸付事業

根拠法令



項目名

■ □ □

実績

評価者

保健医療課長　　前田　広子

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康づくり支援課長　野上　進

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康づくり支援課長　野上　進

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康づくり支援課長　野上　進

第３章　健康・福祉  第６節　保健・医療

無 無

無 無

無 無

無 無

期間 0.33 人
非常勤
特別職

H30年度目標

S55年度～ 2,800千円 臨時職員 0.20 人

臨時職員 0.10 人

①12回

②339人

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

110% 97%

110%

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

食生活改善を通して市民の健康増進図るため、食と
栄養に関する知識の普及啓発及び地域に密着した健
康づくりの輪の拡大を推進する。
①リーダー育成講座（推進員全員を対象）
②リーダー研修会・地区伝達講習会
③福祉施設との交流会
④高齢者ヘルスアップ事業・自主活動
⑤生活習慣病予防教

0.36 人
非常勤
特別職

110% 104%

会員の高齢化もあり、若い世代や男性会員の更
なる拡大を図る必要がある。
食育に関する啓発と、参加しやすい講座等に工
夫する必要がある。

H29決算額（見込み）

食育基本法、健康増進法、地域保健法 1,050千円 870千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 703千円 654千円
①食生活改善推進員リーダー育
成講座・研修会

②リーダー育成講座・研修会の
参加者

リーダー育成講座・研修会の参加者前年
比

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

「栄養・食生活」は、健康な生活を
送るために欠かすことのできないも
のであり、生活習慣病の予防、生
活の質の向上の観点からも重要で
ある。そこで、地域における「食の
ボランティア活動」の中心的な役割
を担う食生活改善推進員協議会と
連携し、リーダーを育成しながら、
地域に密着した健康づくりの輪を広
げていく必要がある。

H29年度に改善した点

当該年度延べ参加者数÷
前年度延べ参加者数

食育月間イベントや健康まつりにおいて、
推進員の活動状況を広く周知し、参加者
の拡大を図った。
食生活改善推進員協議会補助事業につ
いても合わせて評価を行うものとした。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

市民が生涯にわたり健康でいきいきとした
生活を送るために食育の重要性は増して
いるため、地域や団体等へ積極的に働き
かけや各種事業においての周知活動を図
り、若年層や男性推進員の募集と育成の
強化に努めていく。

健康
づくり
支援
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

食生活改善推進事
業

根拠法令 H29予算現額

3,087千円

期間 0.37 人
非常勤
特別職

H30年度目標

H23年度～ 3,139千円 臨時職員 0.20 人

地域包括支援センターと依頼教育の進め方に
ついて協議した結果、依頼件数及び参加者数
が減少したため。

110%

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

3,773千円 臨時職員 0.20 人

①21回

②824人

H29年度目標 H29実績

事業内容や実施方法の改善・効率化を図
りながら実施していく必要がある。

市民一人ひとりが食を通して、生涯に渡って健全な心
身を培い、豊かな人間性を営むことができるよう、所
沢市保健医療計画「栄養・食生活」及びライフステー
ジ別の行動目標達成に向けた各種講習会、食育教
室、調理実習、リーフレット配布などを実施する。農業
振興部門、学校給食部門、地域包括部門等他部門と
の事業協力のもと実施する。

0.44 人
非常勤
特別職

110% 92%

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

69%

100%

H29予算現額 H29決算額（見込み）

食育基本法 1,857千円 1,303千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,359千円 1,298千円

①各種事業の開催回数

②事業の参加者

指標名 目標設定の考え方・根拠

B

各関係機関との連携を図りながら、
引き続き、市民に親しみやすい事
業の改善・効率化に努める必要が
ある。

H29年度に改善した点

食育事業への参加者数前年比
当該年度延べ参加者数÷
前年度延べ参加者数

食育月間イベントにおいて、幅広い年齢層
に保健センターの栄養事業や所沢市の
「食育」活動について周知した。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

18.5年

健康
づくり
支援
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額

食育推進事業

根拠法令

期間 2.56 人
非常勤
特別職

H30年度目標

H18年度～ 21,722千円 臨時職員 0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

20,323千円 臨時職員 0.00 人

①２６回

H29年度目標 H29実績

健康を考える切り口として、ライフステージ
ごとの健康課題と並行して、各地区ごとの
健康課題を分析・整理し地区保健活動とリ
ンクさせていく必要がある。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

健康的な生活習慣に対する理解と関心を深め、生涯
にわたり、自らの健康状態を自覚し、より望ましい健
康習慣の獲得に努め、健康増進に取り組めるように
するために、行動計画に基づき健康づくり運動を推進
する。

2.37 人
非常勤
特別職

18年 17.79年

目標達成済18年 18.01年

H29予算現額 H29決算額（見込み）

健康増進法 1,313千円 1,048千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,467千円 1,099千円

H28決算額 指標名

B

更なる健康寿命の延伸に向け、今
後も所沢市保健医療計画に基づ
き、ライフステージ毎の健康課題や
今後の取り組みの周知を図ると共
に、地区保健活動の充実を図る必
要がある。

H29年度に改善した点

①ライフステージに基づく庁内健
康づくり推進会議の実施回数

65歳健康寿命（65歳に達した人が要介護
2以上になるまでの期間）

埼玉県健康指標総合ソフトにより算出。男女別
に算出されているため、男性の健康寿命を指標
とする。

ライフステージ毎の健康課題や今後の取
り組みの周知を図るための「健幸ところトコ
トコぷらん」（リーフレット形式）活用した健
康教育を実施し、加えてイベント等でも周
知を図った。また、各地区において地区の
健康課題を市民や関係機関に伝える機会
を設けた。H28年度目標 H28実績

100%

健康
づくり
支援
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

健康づくり推進事
業

根拠法令

協議中

期間 1.45 人
非常勤
特別職

H30年度目標

平成28年度～ 12,303千円 臨時職員

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

12,434千円 臨時職員 ①３回

②４回

③29年度協議中
 （28年度Ａランク以上 18.6%）

H29年度目標 H29実績
計画推進委員会や庁内推進会議におい
て、計画の課題解決に取り組むとともに、
計画が市民の方に親しみやすいものとな
るよう、内容だけでなく、進行管理や評価
方法等についても検討する。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

市民が、心身ともに健康と感じ、必要な時に必要な医
療を受けられるまちづくりを実現するとともに、健幸長
寿のマチ　所沢を目指すことを目的に策定した当計画
に基づき、市や関係機関などが実施している保健・医
療分野等の取り組みを整理し、本市の保健医療政策
を効果的・効率的に推進するものである。

1.45 人
非常勤
特別職

100% 18.6%

本計画は、平成２８年度に策定し、目標達成に
向けた様々な取り組みを実施しているところであ
るが、短期間で成果が得られないものや事業の
改善を図っているものもある。今後も、目標達成
に向けて継続して努力を続けていく必要があ
る。

100%

計画を適正に進行管理するために作成し
ている評価シートにおいて、各年度の取組
状況欄の記載方法を工夫（再度同じ内容
は記載せず、「継続」とした）し、見やすくな
るよう心掛けた。

所沢市保健医療計
画推進事業

根拠法令 H29予算現額
H29決算額（見込
み）

埼玉県地域保健医療計画
第５次所沢市総合計画後期基本計画

581千円 500千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H29年度に改善した点

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 605千円

H28予算現額 H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

本計画の基本目標である「心身とも
に健康と感じ、必要なときに必要な
医療を受けられるまち」を実現する
ため、また、「健幸長寿のマチ　所
沢」を目指すためには、国・県・市の
関連計画などとの整合性を図るとと
もに、関係機関との連携強化に努
め、本計画の目標達成に向けて
様々な取り組みを実施している。今
後も、本計画の適正な推進が図ら
れるよう努めていきたい。
また、平成２９年度の計画評価につ
いては、現在、「所沢市保健医療計
画推進委員会」において協議中で
ある。

584千円 ①計画推進委員会開催日数

②計画庁内推進会議開催日数

③計画の各目標指標に対する
達成度（Aランク以上の割合）

計画の各小項目の目標指標に対する達
成度のA以上の割合
（達成度A以上の数÷目標指標の数）

市民の健康増進、健康保持と、安心して医療を
受けられる医療提供体制を実現するためには、
本計画の施策を効果的・効率的に推進する必
要があるため、計画の達成度や今後の市の方
向性に対する取組内容の充実を目標としてい
る。

H28その他職員
従事割合

H28年度目標保健
医療
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

有益
な
もの

有害
な
もの

経費

投入コスト
会
計

評価
理由
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現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

有益
な
もの

有害
な
もの

経費

投入コスト
会
計

評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康づくり支援課長　野上　進

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康づくり支援課長　野上　進

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談課長　渕江　弘行

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康管理課長　越智　三奈子

無 無

無 有

無 無

期間 5.05 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

S58年度～ 42,849千円 臨時職員 6.86 人

臨時職員 6.86 人
①49,003人

②39,458人

③2,926人

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

19% 7.9%

20%

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

がん検診を実施することにより、がんの早期発見と早
期治療につなげ、市民のがんによる死亡の減少を図
る。
【検診の種類と対象】
胃・肺・大腸がん検診は40歳以上の男女、乳がん検
診は40歳以上の女性、子宮頸がん検診は20歳以上
の女性、前立腺がん検診は50歳から80歳までの５歳
刻みの男性

4.60 人
非常勤
特別職

0.00 人 18% 14.9%

　特定年齢の対象者に切手不要の申し込みは
がきを同封した勧奨通知の送付や、保健セン
ターでの受付日を増やしたが、受診者数が増え
ず、目標値達成には至らなかった。

H29決算額（見込み）

健康増進法 234,315千円 204,466千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 230,246千円 21,492千円
①延べ申込者数（前立腺がん検
診を除く）
②延べ受診者数（前立腺がん検
診を除く）
③前立腺がん検診受診者数

大腸がん検診受診率

（受診者数÷対象者数×100＝受診率）
（受診者：16,328人、対象者：206,537人）

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

C

　厚生労働省健康局がん・疾病対
策課長｢市町村におけるがん検診
の受診率の算定方法について｣平
成28年11月30日付け健が発1130
第1号より、平成29年度の実績か
ら、対象者は受診可能年齢の全住
民とされたため、平成29年度の大
腸がん検診の実績は平成28年度
の半分近くまで下がってしまった
が、受診者数としては平成28年度
16,558人、29年度16,328人と230人
の減にとどまった。　がん検診全体
の受診者数は前年度と比較して約
1,800人の減であった。

H29年度に改善した点

　がんの早期発見・早期治療により、市民のが
んによる死亡の減少を図ることが目的であるた
め、性別に関係なく、また、保健センター及び市
内協力医療機関のどちらでも受診できる大腸が
ん検診を指標とする。また、上記の目的から前
年度を上回る数値を目標値とした。

・広報6月号でがんの特集を組み、がんに
対する知識やがん検診事業の普及啓発を
広く行なった。
・保健センターでの日曜検診やレディース
デーがん検診の実施、申し込み期限の延
長など、受診機会の増加に努め、受診環
境を整備した。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

　検診の重要性を周知するとともに、休日
の検診やレディースデーなど、受診しやす
い検診となるよう工夫していく。
　引き続き、胃内視鏡検査の実施に向けて
所沢市医師会と調整及び協議を重ねる。

健康
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

がん検診事業

根拠法令 H29予算現額

39,445千円

期間 0.46 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

4年度～ 3,903千円 臨時職員 0.00 人

目標達成済640

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

5,059千円 臨時職員 0.00 人

651件

H29年度目標 H29実績
「所沢市バスたび」は、市民満足度が高く、
話題性もあるため、事業の一つの柱として
今後も研究を重ねながら継続していく。
また、新規事業者との開催も検討してい
く。

市民の健康増進と心身のリフレッシュを目的とする。
市が協定を結ぶ温泉地の旅館組合や単体の宿泊施
設で宿泊料金の優待割引（１０％）等を受けられる所
沢パスポート券事業を実施している。
平成２９年度は、四万温泉、水上温泉及び石和温泉
の３か所の保養地と草津、土肥、魚沼、秩父にある宿
泊施設と協定を結んでいる。

0.59 人
非常勤
特別職

0.00 人 493 639

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

651

652

H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢パスポート券要綱 78千円 31千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 83千円 48千円

パスポート券利用者数

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

「所沢市バスたび」の開催回数を冬
２回から、秋２回、冬１回に増やした
ことで利用の促進が図れたととも
に、時期や料金の違いにより市民
ニーズがどのようなに変化するか
把握することができた。また、季節
限定企画を行うことで、協定保養地
との連携強化を図ることができた。

H29年度に改善した点

パスポート券を利用した述べ人数
所沢パスポート券利用者数を指標とする。
目標値については、事業を継続して推進するた
め前年度実績を超える数値を目標としている。

通常の所沢パスポート券によるサービスに
加え、「所沢市バスたび」や「ハルたび」等
の季節限定企画を実施し、サービスの充
実を図った。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

18.5年

市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額

市民保養施設利用
事業

根拠法令

期間 2.41 人
非常勤
特別職

H30年度目標

S58年度～ 20,449千円 臨時職員 1.80 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

22,552千円 臨時職員 2.40 人

①174人

②1,761人

H29年度目標 H29実績 短時間でも生活習慣改善につながる効果
的な指導ができるよう、職員の知識・技術
の向上を図る必要がある。
健康に対する関心が低い層へのアプロー
チや、若い世代にも働きかけられるような
設定を工夫する必要がある。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

健康の保持増進を図ることを目的として、個々の心身
の健康状態に合わせた相談に応じ、家庭等における
健康管理に役立てられるよう必要な指導及び助言を
行う。
①健康相談②栄養相談③気になる血糖値相談④リハ
ビリ相談⑤歯科相談⑥出張健康相談等

2.63 人
非常勤
特別職

18年 17.79年

目標達成済18年 18.01年

H29決算額（見込み）

健康増進法 5,191千円 4,662千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

根拠法令 H29予算現額

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 7,241千円 4,472千円

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

健康情報は、健康番組やインター
ネットを通じて容易に入手できる
が、個別性の高い具体的な指導や
助言を提供できる機会は少ないと
考えられる。健康への関心が高
まっている中、市民ニーズがどこに
あるのか情報収集に努め、今後も
改善効率化を図りながら継続して
いく必要がある。

H29年度に改善した点

①保健センター健康相談の相談
者数

②総合相談（その他の健康相談
含）

65歳健康寿命（65歳に達した人が要介護
2以上になるまでの期間）

埼玉県健康指標総合ソフトにより算出。男女別
に算出されているため、男性の健康寿命を指標
とする。

イベント参加者や教育事業参加者に対し、
事業周知のチラシの配布を行った。また、
集客が見込めるイベントを活用して相談機
会の拡大を図った。

H28年度目標 H28実績

27,916千円 臨時職員 2.00 人

健康
づくり
支援
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

成人健康相談事業

H29その他職員
従事割合

18年 18.01年

18.5年

期間 3.29 人
非常勤
特別職

H30年度目標

非常勤
特別職

18年 17.79年

24,525千円 臨時職員 2.60 人

①3,989人

②856人

H29年度目標 H29実績

8,410千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 11,410千円 8,423千円

①各種健康教育参加者数（延
べ）

②各種講演会参加者（延べ）

65歳健康寿命（65歳に達した人が要介護
2以上になるまでの期間）

根拠法令

H29年度に改善した点

埼玉県健康指標総合ソフトにより算出。男女別
に算出されているため、男性の健康寿命を指標
とする。

講演会の開催について健幸マイレージ事
業や市民健康大学とタイアップを行い効率
化を図った。また、検診来所者に対して事
業周知を行うなど、機会を捉えた事業周知
を実施した。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

引き続き少ない労力でも高い効果が得ら
れるよう必要な改善・効率化を図る必要が
ある。

無 無

H28決算額 指標名

成人健康教育事業

目標設定の考え方・根拠

B

健康寿命延伸に向け、健康に関す
る意識関心が低い人へのアプロー
チ、実施方法や回数などに関して
は、評価し見直しを行い、少ない労
力でも高い効果が得られるよう必
要な改善・効率化を図る必要があ
る。また、より市民に身近な地域で
の開催など展開を検討する。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

健康増進法 8,879千円

健康
づくり
支援
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

心身の健康についての自覚を高め、かつ健康の保
持・増進及び疾病予防に関する知識の普及啓発を図
ることで、健康寿命を延伸することを目的とし、栄養及
び歯科を含めた各種健康教室等を実施する。
①市民健康大学②４０代からの健康美人セミナー③
市民健康づくり講演会④健康づくり栄養教室⑤歯科
健康教室⑥依頼健康教育等

2.86 人

H29正規職員
人件費

S58年度～
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現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

有益
な
もの

有害
な
もの

経費

投入コスト
会
計

評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康管理課長　越智　三奈子

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康管理課長　越智　三奈子

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康管理課長　越智　三奈子

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康管理課長　越智　三奈子

無 有

無 有

無 有

期間 0.33 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H10年～ 2,800千円 臨時職員 0.00 人

0.00 人
①303人

②

③

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

600 303

600

①受診者数

②

③

受診者数

結核を早期に発見し治療に結びつけることで、蔓延を
防止し、結核に関する正しい知識の普及・健康障害の
回避、症状の軽減・進行の遅延を図ることを目的とす
る。
【実施内容】
胸部X線検査を受ける機会のない15歳以上の方、又
は肺がん検診を受けていない（受ける予定のない）40
歳以上の方を対象とし、胸部X線撮影を行う。

0.40 人
非常勤
特別職

0.00 人 600 448

3,430千円 臨時職員
　結核罹患率は毎年低下しているものの、
国内では未だ年間約1万8000人の新たな
結核患者が発生している。今後も受診しや
すい環境を整備していくとともに周知に努
める。

H29目標値が未達成の理由・分析

　胸部Ｘ線検査は、肺がん検診や医療センター
の人間ドック、特定健康診査のオプション等によ
り検査の機会があることも受診者数が増えない
原因の1つと考えている。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 607千円

指標名 目標設定の考え方・根拠

C

　前年度と比較すると受診者数は
145人減少し、目標を達成すること
はできなかった。今後も、引き続き
受診の機会を提供し、周知に努め
ていきたい。

H29年度に改善した点

H29決算額（見込み）

H28実績

　世界的にみて、日本はまだ結核の中蔓延国と
いう状況にあることから、結核を早期に発見し、
治療に結びつけることで蔓延を防止することが
目的となっているため、受診者数を指標とする。
（対象者の絞込みが難しいため受診者数とす
る。）

平成29年度はバス検診のみとしたため、1
回当たりの検診可能人数を100人程度とし
た。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

健康
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

結核検診事業

根拠法令

1,106千円

事業の目的及び具体的な内容

期間 0.43 人
非常勤
特別職

0.00 人

H29年度目標 H29実績

560千円

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標

H7年度～ 3,649千円 臨時職員 0.41 人

H29予算現額

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関
する法律

H28決算額

474千円

　骨粗しょう症は骨折や寝たきりの要因になる
とされ、高齢化が進む本市においても、その予
防及び早期介入は重要である。今後も健康相
談・健康教育の場を通じて、市民が骨粗しょう
症の知識を得られる機会を提供するとともに、
骨量減少の早期発見と進行の抑制を目指し
て、受診率向上に努めていく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

7.1%

9%

H30年度目標

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

男性に比べ女性は骨量の減少が早く、骨粗しょう症に
なりやすいため、早期に骨量減少者を発見するととも
に、保健指導による改善と意識啓発を図ることで骨粗
しょう症予防を推進することを目的とする。
【実施内容】
40・45・50・55・60・65・70歳の女性の前腕骨のⅩ線検
査(ＤＸＡ法)により骨密度を測定する。

0.40 人
非常勤
特別職

0.00 人 8%

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

健康増進法 6,625千円 5,398千円

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 5,943千円 5,349千円
①対象者数

②申込者数

③受診者数

骨粗しょう症検診
事業

骨粗しょう症検診受診率

（受診者数÷対象者数×100＝受診率）

　早期に骨量減少者を発見し治療に結びつける
ことで骨粗しょう症予防を推進することが目的と
なっているため、受診率を目標とする。また、前
年度の実績から目標値を設定した。

・申し込み期限を5月31日までとしていた
が、定員に達しなかったため、11月15日ま
で延長した。

H28年度目標

7.9%

　目標は概ね達成したと考える。今後も引き続き
骨粗しょう症検診の重要性を周知し、受診しや
すい検診となるよう工夫していきたい。

9%

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29年度目標 H29実績

H28予算現額 H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

骨粗しょう症検診は申込者数に対
する受診率が87%と高く、今後、目
標値を達成していくためには、まず
申し込みをしていただく必要があ
る。申し込みや周知の方法、勧奨
対象者の見直しを行い、受診率の
向上を目指す。

3,430千円 臨時職員 0.41 人
①17,074人

②1,389人

③1,209人

H12年度～ 2,800千円 臨時職員 0.53 人 3%

健康
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

5% 2.1%

期間 0.33 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

高齢期においても歯の健康を維持し、食べる喜びを
享受できるよう、歯の喪失を予防することを目的とす
る。
【実施内容】
40・50・60・70歳の者を対象とし、口腔内診査を行い、
その結果に基づき保健指導を行っている。

0.92 人
非常勤
特別職

0.00 人 10% 3.0%

臨時職員 0.53 人
①19,721人

②514人

③420人

H29年度目標

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 8,029千円 6,227千円

H28決算額 指標名 H29年度に改善した点

①対象者数

②申込者数

③受診者数

成人歯科検診受診率

（受診者数÷対象者数×100＝受診率）

　歯の健康を維持し、歯の喪失を予防すること
が目的となっているため、受診率を目標とする。

・申し込み期限を5月31日までとしていた
が、定員に達しなかったため、10月初旬ま
で延長した。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

　平成28年度の受診者数より118人減少した。
　受診者数が減少した明確な理由は不明である
が、歯の健康に対する意識が向上したことによ
り、かかりつけの歯科医院で定期検診を受診し
ている市民が増えたことが受診率が上がらない
原因の1つと考えられる。

H29実績
　歯の喪失予防は高齢期の健康維持に繋
がることから、継続して実施すべき事業で
ある。平成29年度は前年度と比較して申
込者数が減少しており、引き続き申込方法
等の改善を図っていく。

根拠法令 H29予算現額

7,889千円

目標設定の考え方・根拠

C

　平成29年度も申込方法や周知に
ついて見直しを行ったが、目標は達
成できなかった。
　成人歯科検診は、心身の健康の
ためにも重要であると考えており、
引き続き受診しやすい検診となるよ
う工夫するとともに周知に努めてい
きたい。

H29決算額（見込み）

健康増進法 8,187千円 5,574千円

23,334千円 臨時職員 0.50 人

健康
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

成人歯科検診事業

H29その他職員
従事割合

100% 99%

100%

期間 2.75 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

非常勤
特別職

0.00 人 100% 94%

23,839千円 臨時職員 0.67 人
①　64,442人

②　42,375人

③

H29年度目標 H29実績

841,016千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 881,792千円 825,345千円
①　小児予防接種接種者数

②　高齢者予防接種接種者数

③

小児予防接種接種率
（延べ接種者数64,388人÷対象者数
64,821人）
※但し、子宮頸がんについては、積極的
勧奨を中止していることから除く。

根拠法令

H29年度に改善した点

感染症の発生・まん延を防止するためには市民
の免疫レベルを高い水準に保つ必要があること
から、予防接種の周知・勧奨を確実に行うことに
より、100％に近い接種率を維持していくことを
目標とする。

小学校で配布されている「保健だより」に、
小学校在学中に対象年齢となる予防接種
の勧奨記事の掲載を依頼し、32校中27校
の保健だよりに記事が掲載されて、接種勧
奨を実施した。

疾病や体質などにより予防接種を受けられない
ケースもあり、現実的には100％を達することは
不可能であることから、概ね目標は達していると
考える。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

厚生労働省厚生科学審議会予防接種・ワ
クチン分科会において、おたふくかぜやロ
タウイルスの定期接種化についても検討
が行われていることから、これらの動向も
踏まえながら、感染症の発生・まん延を防
止すべく、継続して事業を実施していく。

無 無

H28決算額 指標名

各種予防接種事業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標の目標値を概ね達成する
ことができており、事業の目的であ
る感染症の発生・まん延防止は図
られていると考える。
今後は、高い接種率を維持し事業
の目的を達することができるよう、
引き続き確実な周知と適切な勧奨
に努めていく。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

予防接種法 881,965千円

健康
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

各種予防接種を実施することで、市民の免疫レベルを
高い水準に保ち、感染症の発生・まん延を防止する。
【種類】
（小児）ヒブ、小児用肺炎球菌、Ｂ型肝炎、四種混合、
不活化ポリオ、ＢＣＧ、麻しん風しん混合、麻しん、風
しん、水痘、日本脳炎、二種混合、子宮頸がん
（高齢者）インフルエンザ、成人用肺炎球菌

2.78 人

H29正規職員
人件費

Ｓ23年度～

H29年度に改善した点
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現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

有益
な
もの

有害
な
もの

経費

投入コスト
会
計

評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康づくり支援課長　野上　進

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康づくり支援課長　野上　進

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康づくり支援課長　野上　進

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康づくり支援課長　野上　進

無 無

無 無

無 無

期間 0.37 人
非常勤
特別職

H30年度目標

H29～ 3,139千円 臨時職員 0.00 人

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

132件 140件

143件

目標達成済

臨時職員

①140件

H29年度目標 H29実績

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

本事業は、不妊症の診断のために、医師が必要と認
めた不妊検査の費用の一部を助成することにより、負
担の軽減を図り、不妊を心配されている方の支援を行
うものである。
指定医療機関において夫婦が受けた不妊症の診断
のための検査に係る費用（妻の年齢が43歳未満であ
る夫婦）に対して、助成（上限額2万円；1回限り）を実
施する。

非常勤
特別職

- -

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

H28決算額 指標名 H29年度に改善した点

①申請件数
申請件数

埼玉県で実施している「特定不妊治療助成事
業」の当市前年度実績（初回申請件数）から目
標設定をした。 （平成２９年度新規事業）

H28年度目標 H28実績

根拠法令 H29予算現額

0千円

目標設定の考え方・根拠

B

平成２９年度から本事業を実施。本
事業をきっかけに不妊症の検査を
受けた方もおり、一致の成果があ
げられている。

H29決算額（見込み）

埼玉県早期不妊検査費（こうのとり健診推進事業）・
不育症検査費助成事業実施要綱

2,900千円 2,799千円

13,321千円 臨時職員 4.00 人

健康
づくり
支援
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

不妊検査費助成事
業

H29その他職員
従事割合

73% 81%

83%

期間 1.57 人
非常勤
特別職

H30年度目標

非常勤
特別職

70% 71.5%

8,747千円 臨時職員 2.00 人
①1,233人

②1,659人

③321人

H29年度目標 H29実績

9,486千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 6,799千円 5,823千円 ①電話、窓口、面接、訪問等に
よる相談

②マタニティコール

③母乳相談

妊娠・出産について満足している親の割
合 相談窓口開設後、妊娠届出時や乳

児全戸訪問事業で事業の周知を
図った。
専門相談員の丁寧な対応により、
相談件数の増加が見られた。

H29年度に改善した点

「健やか親子２１（第２次）」計画の乳幼児健康診
査におけるアンケート調査項目を設定。

相談窓口について、愛称名「かるがも」と
し、親しみやすく覚えやすい工夫を行っ
た。
市内産科医療機関にポスター及びリーフ
レットを配付し、相談窓口の周知を図った。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

事業の充実を図り、満足している親の割合
が増加することを目指す。

H28決算額 指標名

妊娠・出産つづけ
てサポート事業

目標設定の考え方・根拠

A

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

子ども・子育て支援法 8,899千円

健康
づくり
支援
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

核家族化や地域のつながりの希薄化等により、地域
で出産、子育てを担う母親の育児負担が増えているこ
とから、妊娠期から子育て期にわたるまでの母子保健
や育児に関する様々な相談に円滑に対応する。
①専門相談員を配置し、電話、窓口、面接、訪問によ
る相談対応、②マタニティコール、③母乳相談

1.02 人

H29正規職員
人件費

H28年度～

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

引き続き本事業の周知を図るとともに、委
託医療機関の拡大を図る。

埼玉県の少子化対策である「ウェルカムベ
イビープロジェクト」事業の一環として実施
しているため、県とも連携をしながら事業を
進めていく。

健康
づくり
支援
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

成人健康教育事業

根拠法令 H29予算現額

8,879千円

H28決算額

8,410千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

指標名 目標設定の考え方・根拠

B

健康寿命延伸に向け、健康に関す
る意識関心が低い人へのアプロー
チ、実施方法や回数などに関して
は、評価し見直しを行い、少ない労
力でも高い効果が得られるよう必
要な改善・効率化を図る必要があ
る。また、より市民に身近な地域で
の開催など展開を検討する。

H29年度に改善した点

①各種健康教育参加者数（延
べ）

②各種講演会参加者（延べ）

65歳健康寿命（65歳に達した人が要介護
2以上になるまでの期間）

埼玉県健康指標総合ソフトにより算出。男女別
に算出されているため、男性の健康寿命を指標
とする。

講演会の開催について健幸マイレージ事
業や市民健康大学とタイアップを行い効率
化を図った。また、検診来所者に対して事
業周知を行うなど、機会を捉えた事業周知
を実施した。

H28年度目標

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 11,410千円 8,423千円

H29決算額（見込み）

健康増進法

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

心身の健康についての自覚を高め、かつ健康の保
持・増進及び疾病予防に関する知識の普及啓発を図
ることで、健康寿命を延伸することを目的とし、栄養及
び歯科を含めた各種健康教室等を実施する。
①市民健康大学②４０代からの健康美人セミナー③
市民健康づくり講演会④健康づくり栄養教室⑤歯科
健康教室⑥依頼健康教育等

2.86 人
非常勤
特別職

18年 17.79年

目標達成済

24,525千円 臨時職員 2.60 人

①3,989人

②856人

H29年度目標 H29実績

引き続き少ない労力でも高い効果が得ら
れるよう必要な改善・効率化を図る必要が
ある。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

18年 18.01年

18.5年

期間 3.29 人
非常勤
特別職

H30年度目標

S58年度～ 27,916千円 臨時職員 2.00 人

健康
づくり
支援
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 H29年度に改善した点

産後のからだの疲れが改善した人の割合 事業利用者アンケート回答によるもの。
（平成２９年度新規事業）

H28年度目標

0.00 人 100%

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

①申請件数（人数）

②利用日数

指標名 目標設定の考え方・根拠

B

平成２９年１０月から本事業を実
施。利用者アンケートにより、目標
値は達成しており、一定の成果が
挙げられている。

100%

H30年度目標

H28その他職員
従事割合

目標達成済100%

H28実績

3,733千円 臨時職員

産後ケア事業

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

母子保健医療対策総合支援事業実施要綱 2,101千円 435千円

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H29目標値が未達成の理由・分析

本事業は、核家族化や地域のつながりの希薄化等に
より、地域において妊産婦やその家族を支える力が
弱くなってきており、妊娠・出産、子育てに係る妊産婦
等の不安や負担が増えてきていることから、本事業に
より退院直後の母子に対して、産後も安心して子育て
ができるよう支援の充実を図る。
委託施設において、母親の心身回復のための支援や
新生児等の状況に応じた育児指導等を実施する。

非常勤
特別職

- -

非常勤
特別職

事業の目的及び具体的な内容

H29～

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

0千円 臨時職員

①9人

②27日

H29年度目標 H29実績

期間 0.44 人

無 無
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現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

有益
な
もの

有害
な
もの

経費

投入コスト
会
計

評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康づくり支援課長　野上　進

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康づくり支援課長　野上　進

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康づくり支援課長　野上　進

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康づくり支援課長　野上　進

無

無 無

S55年度～ 19,431千円 臨時職員 0.00 人

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

7,000人 5160人

7,000人

期間 2.29 人
非常勤
特別職

H30年度目標

臨時職員 0.00 人

①501回

②5,160人

③242人

H29年度目標 H29実績

母子保健推進員による声かけ訪問等の活
動は、孤立化を深める母子が地域と交流
する機会となり、引き続き実施していく必要
がある。会員の獲得に向けた支援を強化
していく。

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

地域に根ざした健康づくりを目指して活動する組織で
ある母子愛育会を育成し、地域住民主体の子育て支
援活動の一層の充実を図る。さらに、核家族化により
地域住民との関係が希薄であり身近な相談相手が得
られにくくなっている子育て世代に行政による母子保
健事業だけではなく、地域住民からの働きかけを推進
するため、母子保健推進員を委嘱し、保健事業に関
する紹介や利用勧奨等を声かけ訪問にて実施するこ
とで地域住民の健康問題の把握に努める。

2.94 人
非常勤
特別職

7,000人 6,499人

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 400千円 360千円

H28決算額 指標名

B

母子保健推進員は、地域全体での
子育てを推進する上で重要であり、
今後も母子保健推進員と市及び関
係機関が連携を密にし、声かけ訪
問などの各種事業の充実を図る必
要がある。

H29年度に改善した点

①活動延べ回数

②活動参加延べ人数

③母子愛育会班員数

活動参加延べ人数
活動参加人数＋各地区の活動参加人数＋訪問
実人数

母子愛育班の活動を周知するため、各地
区愛育班の活動を紹介するリーフレットを
作成し、地区事業や健康まつりで配布し
た。

H28年度目標 H28実績

愛育会班員の新規加入者の減少、高齢化によ
る。

H28予算現額

母子保健地域活動
事業

根拠法令 H29予算現額

25,211千円

目標設定の考え方・根拠

H29決算額（見込み）

母子保健法、所沢市母子保健推進員設置要綱 400千円 378千円

H7年度～ 14,170千円 臨時職員 3.00 人

健康
づくり
支援
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29その他職員
従事割合

93%

期間 1.67 人
非常勤
特別職

H30年度目標

90%

90%

93%

12,948千円 臨時職員 3.00 人

①2,520人

②2,261人

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標

児童福祉法、母子保健法、所沢市母子保健事業実施要綱

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

妊娠中及び出産後早期に訪問指導を行うことによっ
て親の孤立感や育児負担の軽減、虐待防止につなげ
ることができる。その結果、母子の健全な育成を図る
ことができる。
①新生児妊産婦訪問、②未熟児訪問、③こんにちは
赤ちゃん訪問

1.51 人
非常勤
特別職

85%

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 12,934千円 12,732千円

①対象者

②訪問指導件数(目視者)

訪問指導実施率（目視率） 新生児訪問希望者の増加により確
実に訪問時に母子に会え、指導率
が向上している。母の育児不安な
ど早期に対応することは母子の健
全育成、虐待防止に繋がっており
今後も引き続き実施していく必要が
ある。

H29年度に改善した点

全家庭への訪問を実施しているが、訪問により
母子との面接の中で育児不安の改善を図ること
が目的であるため、訪問指導実施率を指標とす
る。
訪問指導件数÷訪問件数×100

平成２９年度目標値は未達成であるが、長期の
里帰り等もあるため、達成に近いと考えている。
経年の状況を見れば、家庭訪問による母子との
面接は向上をしている。

子育て世代包括支援センター「かるがも」
の専門職（保健師・助産師）による、妊娠
期からの関わりにより出生連絡票の返信
率が向上。新生児訪問希望件数の増加に
伴い訪問指導率の向上につながってい
る。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み
核家族化や地域との関係が希薄となっている
社会状況の中で妊娠中や出産直後は一層地
域から孤立する時期である。妊娠中から相談
窓口の周知を行い、新生児訪問、こんにちは
赤ちゃん訪問などにより、早期に関わりが必要
な母子への訪問を実施し、育児不安に対応す
ることで母子の健全育成、虐待防止に繋がる。
長期里帰り者もいるため全対象への指導は難
しい現状がある。

H28決算額 指標名

乳児家庭全戸訪問
事業

目標設定の考え方・根拠

A

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

14,896千円 12,910千円

健康
づくり
支援
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

期間 4.18 人
非常勤
特別職

H30年度目標

S48年度～ 35,467千円 臨時職員 1.50 人

91%

27,783千円 臨時職員 1.50 人
①161回

②3,458人

③3,747人

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

100% 92%

100%

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標

母子保健法

母子保健に関する正しい知識の普及、情報の提供を
行い、妊娠・出産・育児に関する不安の軽減を図る。
また、ともに育児をする仲間づくりのための支援を行
う。
①両親学級、②母親学級（歯科コース除く）、③離乳
食教室等、④子育てサロン、⑤乳幼児健康相談

3.24 人
非常勤
特別職

100%

H29目標値が未達成の理由・分析

対象者が妊産婦や乳幼児とその家族であるた
め、突然の体調不良等により直前のキャンセル
がある。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 4,878千円

4,988千円

目標設定の考え方・根拠

B

アンケート等から参加者のニーズを
捉え、より参加しやすいよう事業内
容の改善や効率化を図る必要があ
る。

H29年度に改善した点

H29決算額（見込み）

H28実績

H29年度目標

受講人数÷申込人数×100 両親学級の申し込み方法を先着順から抽
選に変更し、公平性を図った。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28予算現額

母子保健相談指導
事業

根拠法令 H29予算現額

H28決算額 指標名

4,740千円
①各事業の実施回数

②各事業の参加延べ人数

③各事業の参加申し込み人数

受講率

5,021千円

H14年度～ 14,255千円 臨時職員 0.00 人

H29実績

健康
づくり
支援
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

84%

85%

期間 1.68 人
非常勤
特別職

H30年度目標

非常勤
特別職

100%

H29年度目標 H29実績

専門相談後の継続した支援については、
関係機関との連携により切れ目のない支
援を実現するとともに、相談者のニーズの
把握に努めていく。

H29決算額（見込み）

母子保健法、所沢市母子保健事業実施要綱 2,398千円 2,357千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,925千円 3,835千円
①相談実施回数

②参加者数

③対象（予約）人数

乳幼児発育・発達
相談事業

参加者数÷各事業の対象（予約）人数
母子保健事業を通して、発育発達に関す
る心配を抱える保護者に対し、当課の相
談事業のみならず、相談の主訴に応じて
適切な相談機関につながるよう適宜関係
機関と連絡調整を図った。

H28年度目標

84%
対象者が乳幼児及びその家族であるため、突
然の体調不良等により直前のキャンセルがあ
る。
また、児童虐待予防の観点から事業を利用する
場合には、対象者の相談ニーズが低く、来所に
至らない場合があり、結果的に参加者数が減少
してしまう。

100%

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

専門性の高い相談を希望する保護
者が多いことから、今後も相談内
容・相談回数等のニーズを捉え対
応する必要がある。　また、児童虐
待の予防・早期発見・早期対応とし
て、専門性の高い相談を充実させ
てこどもの発育発達を促し、良好な
母子関係を確立していくためには
今後も引き続き実施していく必要が
あると考えている。13,377千円 臨時職員 0.00 人

①89回

②211人

③252人

参加率

健康
づくり
支援
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

根拠法令 H29予算現額

児童虐待の予防・早期発見・早期対応として、医師相
談、心理相談、ことばの相談、運動あそびの相談、子
育てメンタル相談等専門性の高い相談を充実させるこ
とにより、育児不安の強い母親への支援を行い、育児
不安の軽減を図る。また、子どもの発育・発達を促進
するとともに、人間形成の基盤となる乳幼児期の母子
関係を確立することを目的とする。

1.56 人

H29年度に改善した点

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

核家族化が進み、子育てについて身近に
相談できる相手がいない方が増えている
現在において、当該事業により妊娠・出
産・子育てに関する正しい知識の普及を
図っていくことは重要である。また、孤立防
止のため仲間づくりを推進する。

無 無

無 無

無
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現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

有益
な
もの

有害
な
もの

経費

投入コスト
会
計

評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康づくり支援課長　野上　進

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康づくり支援課長　野上　進

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康づくり支援課長　野上　進

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康づくり支援課長　野上　進

H30年度目標

H6年度～ 32,837千円 臨時職員 1.00 人 18.5年

0.45 人

①75人

②158人

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

18年 18.01年

3.87 人
非常勤
特別職

H29目標値が未達成の理由・分析

在宅療養上の保健指導が必要な者に対して、心身機
能の低下防止及び健康増進を図るために、健康上に
関する問題を総合的に把握し、必要な指導を行う。

3.04 人
非常勤
特別職

18年 17.79年

目標達成済

26,068千円 臨時職員

H29決算額（見込み）

に関する法律、所沢市訪問指導事業実施要綱 833千円 1,318千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

健康増進法、高齢者の医療の確保 H29予算現額

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 828千円 744千円

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

訪問件数は減少傾向にあるが、支
援拒否や経済的困窮、周囲のサ
ポートの乏しさ等の問題が複雑に
絡むといったケースも増えており、
関係機関との調整を含め丁寧な関
わりを要するケースが増えている。
今後も高齢化や単身世帯の増加に
より、ケースの複雑化が予想され、
連携や調整が求められていると考
えられる。

H29年度に改善した点

①訪問指導実人数

②訪問指導延べ件数

65歳健康寿命（65歳に達した人が要介護
2以上になるまでの期間）

埼玉県健康指標総合ソフトにより算出。
男女別に算出されているため男性の健康寿命
を指標とする。

単身でキーパーソン不在のケースや多職
種・他機関の関わるケースなどの対応に
ついて、必要に応じて個別会議を開催する
など関係機関との連携に努めている。

H28年度目標 H28実績
健康
づくり
支援
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

訪問指導事業

根拠法令

期間

1.35 人
非常勤
特別職

H30年度目標

H9年度～ 11,455千円 臨時職員 0.50 人

臨時職員 1.90 人

①86回

②454人

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

8人 5.3人

8人

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

主に心身の機能が低下している中途障害者で、医療
終了後も機能訓練の必要な方に対し、心身の機能の
維持回復を図ることを目的として必要な訓練を行い、
日常生活の自立を支援する。又、自主的な社会参加
が困難な方に対し、就労や社会参加に向けて支援す
る。

2.03 人
非常勤
特別職

8人 6人

17,407千円

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 7,565千円 6,535千円

①リハビリ教室実施回数

②リハビリ教室延べ参加者数

1教室あたりの参加者数（閉じこもり予防、
再発防止、機能維持）

主に中途障害者の在宅生活への
移行期を支援することで、閉じこも
りを防ぎ、自立・社会参加を促し、
再発予防につながっていると考えら
れる。自己管理について、啓発の
視点もふまえ実施している事業で
あり、事業に参加することにより本
人の生活の質の向上はもちろんの
こと、家族の介護負担の軽減にも
つながっていると考えられる。

H29年度に改善した点

延べ参加者数÷回数
平成27年度から市内の関係施設間の連
携強化のため、所沢市リハビリ連絡会を開
催しており“わたしの街のリハビリテーショ
ン”を作成し、関係機関に配布した。

周知活動や関係機関との連携に関して課題が
あると考えられる。自立支援は今後ますます重
要度が増すと考えられるため、障害福祉課やケ
アマネージャー、病院のケースワーカー等との
連携が必要である。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

医療終了に併せたタイムリーな利用につ
なげられるよう、現在行っている医療機
関・居宅介護支援事業所等への事業チラ
シ配布に加え、市民や関係職種に対しリ
ハビリの啓蒙を行うとともに市で実施して
いる事業について周知活動を強化していく
必要がある。

指標名

機能訓練事業

目標設定の考え方・根拠

B

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

-

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

3,988千円 臨時職員 1.00 人

6,481千円 5,696千円

H28予算現額 H28決算額

健康
づくり
支援
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

妊娠中及び乳幼児期から、歯科健診や歯科保健指導
等を通じて、歯科保健知識の普及や情報提供を行な
い、口腔の健康の保持増進を図る。
2歳児歯科健康教室、3歳児フッ化物塗布、保育園歯
科保健指導、障害児歯科保健指導、歯と口の健康週
間行事、母親学級（歯科）等

事業の目的及び具体的な内容

S51年度～

期間

H29その他職員
従事割合

100% 89%

期間 0.47 人
非常勤
特別職

H30年度目標

100%

100% 86%0.48 人
非常勤
特別職

4,116千円 臨時職員 2.00 人

①5,971人

H29正規職員
人件費

7,050千円 6,653千円

H29決算額（見込み）

H28実績事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H29目標値が未達成の理由・分析

当課で実施している事業、広報、まちづくりセン
ター、依頼教育等で周知を行っているが、母親
学級（歯科）・2歳児歯科健康教室の申込が定員
に達していない。
事業の周知と併せて、妊娠期・乳幼児期からの
口腔ケアの重要性について普及啓発をしていく
必要がある。

目標設定の考え方・根拠

B

口腔の健康の保持増進を図るた
め、今後も参加者のニーズを的確
に捉え、事業内容の改善・効率化を
図っていく必要がある。

H29年度に改善した点

無 無

H29年度目標 H29実績

参加者数÷対象（申込者）数（6,731人） ほっとメール、ホームページ、周知チラシ
等を活用し広く事業案内を行い、周知を強
化した。

母子歯科保健指導
事業

根拠法令 H29予算現額

母子保健法

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

妊娠中及び乳幼児期からの口腔の健康保
持増進を図るため、歯科保健指導事業を
継続していくことが重要である。また、妊娠
中の方に事業周知を行うため、市内の産
科病院等への周知依頼を行うことを検討し
ていく。

H28決算額 指標名

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 10,032千円 9,391千円

①参加者数
参加率

H9年度～ 7,891千円 臨時職員 0.00 人

健康
づくり
支援
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

76%

85%

期間 0.93 人
非常勤
特別職

H30年度目標

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合
非常勤
特別職

100%

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,241千円 1,173千円
①開催回数

②予約人数（延）

③参加者数（延）

幼児の育成指導事
業 73%

対象者が幼児及びその家族であり、突然の体
調不良等により当日欠席がある。
親子によっては集団活動の場に慣れず、途中で
参加を中断する場合がある。

100%

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

H29年度目標 H29実績 今後も、様々な職種が事業に携わることによ
り、多面的に児を観察し健全な発達を促す、ま
た保護者の不安や悩みを受け止め不安軽減を
図り、育児支援につなげる。
こども支援センター開設に伴い、平成３１年度
以降の当該事業の運営について検討が必要で
ある。

目標設定の考え方・根拠

B

事業終了後の参加者アンケートを
もとに、保護者の満足度と改善点を
探り、充実を図っていく必要があ
る。

8,232千円 臨時職員 0.00 人
①22回

②148人

③112人

参加率 1コース4回全出席を原則としている
（参加者÷予約人数）

H28年度目標

根拠法令 H29予算現額

２歳児とその保護者を対象とし、集団遊びや自由遊び
を通して健全な発達を促す。また、保護者の不安や悩
みを受け止め、安心感を与えること、不安軽減を図
り、育児支援につなげる。参加者固定１コース月１回
（全４回）。集団遊びを通して児の発達状況の確認と
親子遊びの体験をする。保護者の主訴に合わせて個
別相談を行う。各コースとも臨床心理士から保護者向
けに１回講話を実施。終了後のカンファレンスにより
今後の方針を検討する。

0.96 人

H28決算額 指標名

H29決算額（見込み）

母子保健法、所沢市母子保健事業実施要綱 1,226千円 1,090千円

健康
づくり
支援
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H29年度に改善した点

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

地域の関係機関と連携や調整を図りなが
ら支援を行う必要が増している。また、疾
病や障害の発症予防や重症化予防も必要
であり、生活習慣改善が必要な場合にも
訪問などを通じ、生活習慣改善への動機
づけの取り組みが出来るような検討が必
要である。

各コース2回目に実施していた臨床心理士
による講話を、当日の参加者の状況に応
じて最終回に実施する等臨機応変に対応
した。
地区担当保健師が事業の見学に入り、親
子の様子をスタッフと共有できた。

無 無

無 無

無 無
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現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

有益
な
もの

有害
な
もの

経費

投入コスト
会
計

評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康づくり支援課長　野上　進

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康づくり支援課長　野上　進

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康づくり支援課長　野上　進

項目名

■ □ □

実績

評価者

保健医療課長　　前田　広子

無

H10年度～ 3,649千円 臨時職員 850

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

850 821

期間 0.43 人
非常勤
特別職

H30年度目標

一般の歯科診療所での診療が困難な患者への歯科
診療体制及び休日緊急歯科診療体制の確保を目的
として、保健センター内「歯科診療所あおぞら」におい
て、在宅要介護高齢者及び障害児者の歯科診療、休
日緊急歯科診療を実施するものである。

0.43 人
非常勤
特別職

850 820

臨時職員
①５０日

②１０１日

③７０日

H29年度目標

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 57,033千円 55,246千円

B

一般の歯科診療所での診療が困
難な患者への歯科診療体制及び休
日緊急歯科診療体制の確保のた
めに、所沢市歯科診療所条例に基
づき、歯科診療事業を継続していく
必要がある。
目標値を達成するため、引き続き
利用者への周知に努めていきた
い。

H29年度に改善した点

①在宅要介護高齢者歯科診療
    診療日数
②障害児者歯科診療
    診療日数
③休日緊急歯科診療
    診療日数

所沢市歯科診療所あおぞらの障害児者
の診療実績（単位：人）

障害児者の歯科診療が市の役割として大きく、
これを充実させるため、受診できる最大受診者
数を指標とする。

平成28年度に、日曜日においても障害児
者の診療を可能としたことから、平成29年
度においては、木曜日に集中していた障
害児者の診療を日曜日に誘導していただ
くよう指定管理者に指示するなど、診療状
況の均衡化を図った。

目標は達成していないが、前年度に比べ受診者
数は増加した。
今後も受診しやすい環境整備に努める必要が
ある。

H29実績

引き続き周知に努め、指定管理者である
所沢市歯科医師会の特性を生かし、市民
が安心しかつ利用しやすい地域連携体制
を目指していく必要がある。

根拠法令 H29予算現額

3,687千円

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

H29決算額（見込み）

医療法、所沢市歯科診療所条例 59,632千円 57,504千円

4,073千円 臨時職員 4.00 人

保健
医療
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

歯科診療所事業

H29その他職員
従事割合

100% 94%

100%

期間 0.48 人
非常勤
特別職

H30年度目標

H28実績

非常勤
特別職

100% 94%

臨時職員 3.25 人
①2,498人

②2,576人

③2,347人

H29年度目標 H29実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 254,283千円 234,805千円
①対象者数（妊娠届出数）

②母子健康手帳交付数（再交
付・追加交付含む）

③受診者数

受診率

妊婦の疾病や異常の早期発見、健
康管理の向上の観点から、今後も
引き続き実施が必要な事業であ
る。
市ホームページや市広報紙を利用
し、早期の妊娠届出、妊婦健康診
査の積極的な受診について周知す
るとともに、子育て世代包括支援セ
ンターの専門職（助産師、保健師）
によるマタニティーコールを通して、
流産等妊娠継続とならなかった方
を把握した際には、丁寧な対応に
努める。
流産に至る確率を考慮すると目標
達成といえる。

H29年度に改善した点

妊婦の健康管理の充実及び経費負担の軽減を
図ることで、妊娠中の定期的な受診を促す。
妊婦健康診査の受診率を指標とする。
受診者数÷対象者数×１００

子育て世代包括支援センター「かるがも」
の専門職（助産師、保健師）が、妊娠届出
の受付を行う際に、妊婦健康診査の重要
性を丁寧に説明した。

妊婦健康診査の受診率100%を目標値としてい
るが、妊娠の8%～15%が流産に至るとの統計も
あることから、全ての妊婦が受診継続とならない
現状があるものの、訪問等を通じて目標達成を
目指す。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

公費負担額の上昇を抑えながらも、妊婦の
ニーズを捉え事業の充実を図っていく必要があ
る。妊娠期から子育て期にわたるまで切れ目な
い支援体制が求められる中、産後うつの予防
や新生児への虐待予防等を図るため、産後健
康診査事業の必要性は認識しており、県の動
向等を今後も注視していく。

妊婦健康診査事業

目標設定の考え方・根拠

A

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

母子保健法、所沢市妊婦健康診査実施要綱、所沢市
妊婦健康診査助成金交付要綱

252,492千円 223,966千円

H28年度目標

H28決算額

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

4,116千円

指標名

健康
づくり
支援
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

妊婦の疾病や異常を早期発見し、健康の保持・増進
を図り、健康管理の向上を図ることを目的とする。妊
娠の届出をした者に対し、母子健康手帳とともに妊婦
健康診査助成券（14枚）を交付し、委託医療機関にお
いて妊婦健康診査（合計14回）を実施する。また、里
帰り出産等による委託医療機関以外での受診につい
ては、助成制度（償還払い）を実施する。

0.48 人

H29正規職員
人件費

H9年度～

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

100% 94%

100%40,134千円 臨時職員 1.50 人

100%

4.73 人
非常勤
特別職

H30年度目標

95%

39,617千円 臨時職員 2.25 人
①84回

②10,576人

③9,978人

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 56,154千円 49,960千円
①実施回数

②対象者数

③受診者数

受診率

目標設定の考え方・根拠

A

多職種による健康診査を実施する
ことで、乳幼児の健康保持増進を
図るとともに、疾病の早期;発見・早
期治療につなげる。また、未受診者
への受診勧奨の強化に取り組み、
虐待の早期発見、予防につなげる
重要な事業である。目標達成を目
指して健診運営及び受診勧奨事業
を充実させていく必要がある。

H29年度に改善した点

受診者数÷対象者数×１００
乳幼児健康診査についてホームページを
改訂。問い合わせの多い内容についてＱ
Ａ方式で掲載した。
未受診者の家庭に対し、家庭訪問による
受診勧奨を強化した。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

今後も医師会をはじめ関係機関との連携
を強化し、より充実した健康診査を目指し
ていくとともに、未受診者に対する受診勧
奨事業を実施し受診率の向上を目指して
いく。

H29目標値が未達成の理由・分析

家庭や子どもの状況により、乳幼児健康診査が
未受診となる。訪問や通知、電話等で受診勧奨
を実施し、目標達成を目指す。

H28実績

H29年度目標 H29実績

49,214千円

H28予算現額 指標名

H28年度目標

4.62 人
非常勤
特別職

H29予算現額

母子保健法、所沢市母子保健事業実施要綱

H28決算額

56,559千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H29決算額（見込み）

健康
づくり
支援
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

乳幼児健康診査事
業

根拠法令

期間

乳幼児期における疾病や発育発達上の問題の早期
発見及び、乳幼児の健康の保持増進を目的とした情
報提供や助言など、保護者に対する育児支援（虐待
予防の観点も含む）を行う。(４か月児健康診査、１歳
６か月児健康診査、３歳児健康診査）集団健康診査を
実施。４か月児健康診査は年３６回（月３回）、１歳６か
月児健康診査及び３歳児健康診査は年２４回（月２
回）実施。（１０か月児健康診査）市内の委託医療機
関において個別診査を実施。S40年度～

H30年度目標

H8年度～ 2,630千円 臨時職員 0.30 人

0.35 人
①208人

②208人

③207人

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

1.2% 0.9%

0.31 人
非常勤
特別職

H28その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

市民の生涯を通じた歯の健康づくりを推進するととも
に、８０２０運動の普及及び啓発を図ることを目的と
し、自分の歯が20本以上ある80歳以上の市民を表彰
する。
①第一次審査（口腔内の検診等）、②第二次審査（第
一次審査結果による書類審査）を経て表彰

0.32 人
非常勤
特別職

1.2% 0.8%

2,744千円 臨時職員

1,211千円
①申込み人数

②第1次審査参加者数

③表彰者数

目標設定の考え方・根拠

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

特になし 1,398千円 1,181千円

事業の目的及び具体的な内容

はがき勧奨を行ったことにより、本来の8020達
成者である初回参加者を増やすことができた
が、目標値を達成できなかった。今後も周知を
図り、初回参加者を増やすと共に、対象者を検
討する必要がある。

当該事業は、生涯を通じた歯の健康づくりのため、
重要な事業の一つであるので、今後も引き続き、所
沢市歯科医師会をはじめとした関係機関との連携を
取りながら、普及・啓発に努めていく。　今後も第一
次審査及び表彰式の実施方法については、「所沢市
８０２０運動推進会議」において、表彰年齢の基準や
実施方法等について検討を進めていく。1.2%

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,336千円

H28決算額 指標名

8020運動推進事業
（よい歯の表彰）

B

高齢者の増加に伴い、参加者数も
増加することが予想される。対象者
が８０歳以上のため、今後は、表彰
年齢や表彰方法について、会場の
収容人数や安全面などから改善・
効率化を図る必要がある。

H29年度に改善した点

表彰者率 表彰者数÷80歳以上の人口（23,593人）

H28年度目標 H28実績
健康
づくり
支援
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

H28正規職員
人件費

期間

第一次審査について、本来の対象者であ
る初回参加者を増やすことを目的に、10年
前に70歳で成人歯科検診を受診した方
に、はがき勧奨を行い、改善を図った。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

無 無

無 無

無 無

無



第３章　健康・福祉  第６節　保健・医療

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

有益
な
もの

有害
な
もの

経費

投入コスト
会
計

評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

保健医療課長　　前田　広子

項目名

■ □ □

実績

評価者

保健医療課長　　前田　広子

項目名

■ □ □

実績

評価者

保健医療課長　　前田　広子

項目名

■ □ □

実績

評価者

　市民医療センター事務部
　総務担当参事　小峯　英夫

期間 5.24 人
非常勤
特別職

19.90 人 H30年度目標

S51～ 44,461 千円 臨時職員 18.50 人

① 20,217人

② 244日

H29年度目標 H29実績

常勤内科医師の採用を図ることが必要で
あることから、引き続き、公募、及び医師紹
介事業所の活用で医師の確保に取り組
む。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

89人 83人

91人

H29目標値が未達成の理由・分析

地域住民の医療ニーズを的確に把握し、地域のおけ
る医療提供体制の充実を図り、良質な医療を効率的・
継続的に提供するものである。
①内科外来診療
　実施日：月～金曜日（祝日、年末年始を除く）
　受付（診療）時間：午前8時～午前11時
　　　　　　　　　　　（診療開始は午前8時30分）
②内視鏡検査の実施
③糖尿病外来の実施

8.10 人
非常勤
特別職

32.78 人 94人 86人

常勤内科医師の退職後、新たな常勤医師の補
充ができていない。非常勤医師による診療を
行っているが、かかりつけ患者の定着が進まな
い。

臨時職員 9.10 人

H29決算額（見込み）

所沢市病院事業の設置等に関する条例
所沢市市民医療センター管理規則

394,615千円 336,969千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 354,055千円 297,037千円

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

民間の医療機関では受入れが困
難な難病患者の診療を新たに受け
入れるなど、公的医療機関に期待
される医療を提供していることから
一定の成果が挙げられていると考
えている。
安定的な診療実施体制をとるため
に、常勤医師の確保を進めていき
たい。

H29年度に改善した点

①内科外来診療患者数
　（二次救急含む）

②診療日数

１日の内科外来診療患者数（二次救急含
む）
（内科外来患者数／診療日数）

公的医療機関として地域医療の確保を図り、患
者の受入れ状況を指標おする。
受診環境を整備して、信頼して受診いただける
よう、地域に根差した医療機関を目指し患者数
を増やすものである。

H29年度も新たな難病患者1名の受け入れ
を行った。

H28年度目標 H28実績
市民
医療
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

企
業

H28予算現額

内科外来事業

根拠法令 H29予算現額

69,458千円

H30年度目標

昭和55年度～ 2,121千円 臨時職員

一
般

①４３７日

②４３７日

100% 100%

H29年度目標 H29実績
本事業は、住民の第２次救急医療体制を
確保するためには重要であることから、今
後も、事業が円滑に推進できるよう、３市
（所沢市、狭山市、入間市）が連携し、医療
機関の協力体制が得られるよう努める。

H29その他職員
従事割合

100% 100%

100%

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 31,045千円 31,045千円
①診療計画日数
　夜間（365日）＋祝日・休日昼
間（72日）

②診療実施日数

診療実施率
　診療実施日数　÷　診療計画日数

H28年度目標

本事業について、所沢市、狭山市、入間市
の３市で情報交換等を行い、今後も円滑な
事業の推進が図られるよう調整を図った。

現在、夜間及び休日・祝日、全ての日で診療を
実施している。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

指標名

H28実績

本事業は、夜間及び休日・祝日、全
ての日において第２次救急医療体
制が確保されている。今後も、３市
（所沢市、狭山市、入間市）で連携
し、事業が円滑に推進できるよう努
める必要がある。

H29年度に改善した点

所沢地区病院群輪
番制病院運営事業

目標設定の考え方・根拠

B

根拠法令 H29予算現額

31,045千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

本事業は、夜間及び休日・祝日の第２次救急医
療体制を確保することが目的であるため、診療
実施率を指標とした。

H29決算額（見込み）

所沢地区病院群輪番制病院運営費補助に係る協定
書

昭和59年度～ 2,121千円 臨時職員

31,045千円

H28予算現額 H28決算額

0.20 人
非常勤
特別職

1,715千円 臨時職員

0.25 人
非常勤
特別職

0.20 人
非常勤
特別職

H29正規職員
人件費

根拠法令

保健
医療
課

実施計画ランク 事業の種別

期間

　一般の医療機関が診療を行っていない休日・祝日
及び年末年始において、初期救急患者の医療体制を
確保するため、所沢市医師会との委託契約により市
内の医療機関が輪番制により診療を実施するもので
ある。

　夜間及び休日・祝日の第２次救急患者の医療体制
を確保するため、所沢地区（所沢市、狭山市、入間
市）における第２次救急医療施設（１４病院）による病
院群輪番制方式により診療を実施するものである。

期間

在宅当番医制実施
事業

H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

100% 100%

0.25 人
非常勤
特別職

H30年度目標

15,744千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標

1,715千円 臨時職員

①７２日

②７２日

100%

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 15,326千円 15,326千円

①診療計画日数

②診療実施日数

診療実施率
　診療実施日数　÷　診療計画日数 本事業は、休日・祝日及び年末年

始における初期救急医療体制を確
保するためには重要であることか
ら、今後も、事業委託先である所沢
市医師会と連携体制の強化を図り
事業を継続していく必要がある。

H29年度に改善した点

H29決算額（見込み）

H28実績

H29年度目標

本事業は、一般の医療機関が診療を行っていな
い休日・祝日及び年末年始における初期救急
患者の医療体制の確保が目的であることから、
診療実施率を指標とした。

本事業の委託先である所沢市医師会から
協力体制が得られるよう調整を図り、事業
が安定的に実施できるよう努めた。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

平成29年度の年末年始（12/30、12/31、
1/1、1/2）の4日間を、4医療機関から5医
療機関に増やし、市民の利便性を図った。
今後も、状況に応じた対応が図れるよう所
沢市医師会と連携を図る必要がある。

H29目標値が未達成の理由・分析

H29予算現額

埼玉県地域保健医療計画

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

現在、全ての休日・祝日及び年末年始におい
て、診療を実施している。

100% 100%

15,744千円

平成12年度～ 2,121千円 臨時職員

保健
医療
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

84.44

100%

期間 0.25 人
非常勤
特別職

H30年度目標

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

　夜間（月から土曜日）及び休日・祝日の小児の第２
次救急医療を確保するため、所沢市、狭山市、入間
市において、３市及び協力医療機関（５病院）による協
定書に基づき、輪番制により第２次救急医療体制の
整備を図るものである。

0.25 人
非常勤
特別職

100%

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢地区小児科救急医療病院群輪番制病院運営費補助に関する協定書
埼玉県小児救急医療施設運営費補助金交付要綱 2,813千円 2,494千円

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,810千円 2,658千円

①診療目標日数（夜間・日曜・祝
日・振替休日・年末年始）

②診療実施日数

小児科救急医療病
院群輪番制事業

診療実施率
　診療実施日数　÷　診療目標日数

本事業は、夜間及び休日・祝日、全ての日の小
児の第２次救急医療体制の確保を目的としてい
ることから。診療実施率を指標とした。

所沢地区の小児救急医療体制の整備に向け、
平成29年7月28日に「小児科救急医療病院群
輪番制病院運営事業に関する調整会議」、平
成29年12月20日、平成30年3月27日には「小
児救急病院群輪番制病院運営事業に関する
連絡会議」に出席し、狭山保健所をはじめ、狭
山市、入間市と協議を行った。H28年度目標

84.44

狭山保健所を中心として所沢市、狭山市、入間
市で組織する「小児救急医療病院群輪番制病
院運営事業に関する調整会議」において、協力
医療機関の確保に向けて協議を行っているが、
第２、第５日曜日昼間及び日曜夜間における協
力医療機関が確保されていない状況である。

100%

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29年度目標 H29実績

H28予算現額 H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

本事業は、第２次救急医療体制を
確保するためには重要であること
から、計画の指標達成に向けて、
今後も、狭山保健所を中心に、狭
山市、入間市とも連携し協議を続け
ていく必要がある。

2,144千円 臨時職員

①４３７日

②３６９日

保健
医療
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29年度に改善した点

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

現在、担当病院が不在となっている日の
小児救急医療体制を確保するため、狭山
保健所及び３市（所沢市、狭山市、入間
市）で連携し、協議を続けていく。

無 無

有無

無 無

無 無



第３章　健康・福祉  第６節　保健・医療

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

有益
な
もの

有害
な
もの

経費

投入コスト
会
計

評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

　市民医療センター事務部
　総務担当参事　小峯　英夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

　市民医療センター事務部
　総務担当参事　小峯　英夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

　市民医療センター事務部
　総務担当参事　小峯　英夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

　市民医療センター事務部
　総務担当参事　小峯　英夫

無 有

無 有

期間 2.60 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H29～ 22,061千円 臨時職員 0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

22,295千円 臨時職員 1.00 人
①

②

③

H29年度目標 H29実績

H30年度前半に診療報酬算定に必要な届
出を行い、地域包括ケア入院医療管理料
届出に向けて入院実績を積む。
H30年度秋に地域包括ケア病床の導入を
予定している。

　高齢化の進展に伴う地域の医療環境の変化により、医療・介護
の需要が増加することが見込まれている中、地域住民が必要とす
る入院機能（リハビリテーション、在宅復帰支援）を提供するため、
病床の一部を機能転換し、地域完結型医療体制の整備を図るも
のである。
【地域包括ケア病床】
　○入院治療後、病状が安定した患者について、効率的なリハビリ
テーションや退院支援を提供し、患者の在宅復帰支援を行う病床
【地域包括ケア病床転換への主な取り組み】
　○平成29年度 ： 機能訓練室、リハビリ機器の整備
　○平成30年4月： 理学療法士の採用

2.60 人
非常勤
特別職

0.00 人

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

15,040千円 14,132千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標

所沢市保健医療計画
第三次所沢市市民医療センター改革プラン

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 29,579千円 25,368千円

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

施設整備、機器の購入を行い、平
成30年度中の地域包括ケア病床の
一部導入に向けて準備を進めた。

H29年度に改善した点

機能訓練室（リハビリ室）、リハビリ機器の
整備等を行った。
また地域包括ケア病床の届出に必要な要
件の整備を進めた。

H29目標値が未達成の理由・分析H28実績

H29決算額（見込み）

市民
医療
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

企
業

H28予算現額

地域包括ケア病床
転換事業

根拠法令 H29予算現額

H11～ 14,934千円 臨時職員 9.50 人

① 3,819人

② 1,404人

③ 4,035人

H29年度目標 H29実績

今後も安定的に小児初期救急医療体制を
維持するため、大学病院や医師会等と綿
密に連絡を取り合い調整を行っていく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

維持 維持

維持

1.76 人
非常勤
特別職

38.67 人 H30年度目標

H29目標値が未達成の理由・分析

医療機関の多くが診療を実施していない夜間、深夜、日曜
日及び祝日において、小児の内科的急性疾患の初期診療
を実施することで、安心して子育てができる医療環境の整
備を図るものである。
【急患診療の受付時間】
①小児夜間急患診療
 月～金曜日：午後7時30分～午後10時15分
土・日・祝日：午後6時～午後8時45分
②小児深夜帯急患診療：火・水・金・土・日曜日
小児夜間急患診療終了後～翌日午前7時
③小児科日曜日・休日急患診療：日・祝日
午前10時～午前11時30分、午後2時～午後4時30分

3.60 人
非常勤
特別職

37.83 人 維持 維持

30,870千円 臨時職員 5.50 人

H29決算額（見込み）

所沢市病院事業の設置等に関する条例
所沢市市民医療センター管理規則

226,322千円 211,108千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 249,306千円 216,595①小児夜間急患診療年間患者
数
②小児深夜帯急患診療年間患
者数
③小児科日曜日・休日急患診療
年間患者数

所沢市の小児初期救急医療の体制整備を指標
とする。
引き続き、所沢市域全体で365日昼間、夜間、深
夜のすべての時間帯での小児初期救急医療を
提供できるよう体制を維持するものである。

引き続き小児初期救急医療体制推進事業
の周知を図るため、こども支援課、保健セ
ンターに名刺サイズの案内カードの配置し
た。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29年度に改善した点

無

34%

小児初期救急医療体制の維持

H28年度目標 H28実績
市民
医療
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

企
業

H28予算現額

根拠法令 H29予算現額

期間

H28決算額 指標名

小児初期救急医療
体制推進事業

32% 27.7%

期間 15.38 人
非常勤
特別職

32.77 人 H30年度目標

S51～ 130,499 千円

30% 29.1%

167,213千円 臨時職員 20.00 人

① 10,953人

②   1,517人

③      420人

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

疾病の早期発見と早期治療のため、人間ドックの利
用を推奨するとともに、検査や治療が必要な受診者に
対する精密検査の受診勧奨に加え、健診後の外来受
診等の状況確認を実施し、確実な医療機関への受診
を促すことで、市民等の保健医療の向上及び健康保
持・増進を図るものである。
①人間ドック等の健康診断の実施
②面接による結果説明又は成績表の送付
③精密検査の指示がある受診者に対する勧奨に加
え、人間ドック受診後の検査等の受診状況の把握

19.50 人
非常勤
特別職

28.33 人

臨時職員 22.00 人

618,441千円 548,269千円

人間ドック事業

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市病院事業の設置等に関する条例
所沢市市民医療センター管理規則

613,808千円 525,702千円

事業の目的及び具体的な内容

疾病の早期発見、治療に関する取り組みを指標
とする。人間ドックで精密検査を指示された方の
うち、市民医療センターで実際に精密検査を受
けた方の割合。平成31年度までに35％を目指
すものである。

人間ドックのオプションとして内視鏡検査を新た
に導入したことから、バリウム検査からの精密
検査対象者、医療センター受診者が減となっ
た。

H29目標値が未達成の理由・分析

人間ドックのオプションに内視鏡検査を導
入した。また、人間ドックの受付時間を３区
分にして待ち時間を短縮した。問診室のレ
イアウトも変更し、プライバシーの確保を
図った。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

精密検査の受診者数の増を図るため、受
診勧奨の強化に取り組んでいく。
また、内視鏡検査の実施日を週3日から週
4日に拡大する。

無 有

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

精密検査の受診率向上のため、成
績表や面接による結果説明時の受
診勧奨することで、一定の成果が
挙げられていると考えている。
診療科目の関係で、市民医療セン
ターでは精密検査を受診できない
方に対しても、他院での精密検査
の受診状況の確認通知を送付する
ことで、確実な受診を働きかけてい
きたい。

H29年度に改善した点

①人間ドック受診者数

②精密検査指示者数

③市民医療センターでの精密検
査受診者数

人間ドックで精密検査を指示された方の
精密検査を受けた割合

H28年度目標 H28実績市民
医療
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

企
業

H28予算現額

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

H30年度目標

S51～ 165,627 千円 臨時職員 7.50 人 20%

15%

192,080千円 臨時職員 6.70 人
① 73人

② 447人

③ 49.0％

H29その他職員
従事割合

20% 16%

19.52 人
非常勤
特別職

479,632千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

地域の医療機関や行政機関との連携を図り、在宅医
療の後方支援など住民要望に呼応した医療機関とし
て、入院患者に良質な医療を提供するものである。
①外来診療より入院が必要な患者の受入れ②市内
かかりつけ医、施設からの紹介患者や救急搬送患者
等の受入れ③所沢地区第二次救急病院輪番制への
参加④より高度な医療を提供している医療機関での
入院から在宅医療へ移行する患者の受入れ

22.40 人
非常勤
特別職

42.66 人

48.33 人

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 523,418千円 476,376千円
①搬送救急収容人数
※消防隊による搬送で入院した
患者
②入院患者実人数
※（入院者+退院者）/ 2
③病床利用率
※延べ年間入院患者数/延べ年
間病床数×100入院事業

根拠法令

公的医療機関として地域医療の確保を図り、救
急搬送患者の受け入れ状況を指標とする。
受診環境を整備して、信頼して受診いただける
よう、地域に根差した医療機関を目指し患者数
を増やすものである。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

対応ができる患者が内科的疾患のみであるこ
と、また、市民医療センターの病床機能が患者
の高齢化に対応できていないことが要因である
と考える。

H29年度目標

電動ベッドへの更新やエアマットの購入な
ど、入院環境の整備を図った。
また、地域包括ケア病床への一部転換を
図るため、機能訓練室（リハビリ室）及びリ
ハビリ器具を整備した。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

20%

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

民間の医療機関では対応困難な生
活困窮の方などを受け入れ、公的
医療機関に期待される医療を提供
していると考えている。
地域包括ケア病床の一部転換に向
けた事務を進めている。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

H29実績

H29正規職員
人件費

救急搬送受入率
（救急搬送収容人数／入院患者実人数×
100）

市民
医療
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

企
業

H28予算現額

所沢市病院事業の設置等に関する条例
所沢市市民医療センター管理規則

542,507千円

期間

市民医療センターの病床機能が患者の高
齢化に対応できていないため、新入院患
者数が伸びていない。高齢者が入院治療
終了後に在宅復帰するための支援機能を
充実させるため、地域包括ケア病床への
一部転換を進め受け入れ患者数の増を図
る。

H29年度に改善した点

目標設定の考え方・根拠

A

市民医療センター常勤医師のほ
か、非常勤医師及び所沢市医師会
からの派遣医師約40人の担当日の
調整を図り、市民医療センターが中
心的役割を果たしている。
その結果、小児初期救急医療体制
を安定的に維持している。

有



第３章　健康・福祉  第６節　保健・医療

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

有益
な
もの

有害
な
もの

経費

投入コスト
会
計

評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康管理課長　　越智　三奈子

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康管理課長　　越智　三奈子

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康管理課長　　越智　三奈子

無

7,891千円 臨時職員 0.00 人

H29その他職員
従事割合

60人 65人

60人

期間 0.93 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

非常勤
特別職

0.00 人 60人 54人

7,032千円 臨時職員 0.00 人
①年間6回開催　　延65人参加

②年間12回開催　 延28件

③アクセス件数　　71,681件数

H29年度目標 H29実績

1,039千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,095千円 1,081千円 ①自死遺族支援「わかちあいの
会」の運営

②思春期こころの健康相談事業

③ストレスチェックサイトこころの
体温計の運営

自死遺族支援「わかちあいの会」の参加
者数

県内で自死遺族支援を実施してい
る行政機関は埼玉県秩父保健所と
本市のみであり、先駆的な取り組
みと評価している。また、参加され
ている方々からも好評を得ており事
業の継続を強く望まれているもので
あるため、今後も継続して実施して
いきたい。

H29年度に改善した点

自殺対策の第３次予防として自死遺族支援が必
要とされているが、自死遺族支援に対する支援
施策が「わかちあいの会」以外には市内や近隣
市町村にないため、「わかちあいの会」の参加
者数とした。

初めて参加した方でも、話しやすい雰囲気
づくりに努めた。また、参加者同士のわか
ちあいを通し、自助を高められるよう支援
した。

H29 目標値達成済み

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

厚労省によると、平成29年中の本市の自
殺者数（自殺日／住居地）は56人であり昨
年より9人増加した。引き続き、相談事業や
自殺防止に関する啓発事業を継続してい
くとともに、自殺対策計画の策定を実施し
ていく。

H28決算額 指標名

自殺防止対策にか
かる啓発事業

目標設定の考え方・根拠

Ｓ

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

自殺対策基本法、精神保健及び精神障害者福祉に
関する法律

1,039千円

健康
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

自殺対策基本法の基本理念には、自殺が個人的な
問題としてのみとらえられるべきものではなく、その背
景には様々な社会的な要因があることを踏まえ、その
対策が社会的な取組として実施されなければならな
いとされている。
　本市においてもその趣旨を踏まえ相談や普及啓発
等の自殺防止対策を実施する。

0.82 人

H29正規職員
人件費

H21年度～

期間 6.34 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H14～ 53,795千円 臨時職員 3.00 人

4.00 人
①7,826件

②手帳所持者数　2,889人

③自立支援医療利用者数
5,275人

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

7,500件 7,826件

7,800件

①保健師及び精神保健福祉士
による延べ相談件数

②精神保健福祉手帳所持者数

③自立支援医療（精神通院）の
利用者数

保健師、精神保健福祉士による延べ相談
件数

精神保健相談については、来所、訪問、電話及びメー
ル等により行い、必要に応じて専門医による相談を実
施する。精神障害の早期発見、精神科医療への早期
治療と継続、社会復帰に向けた総合的な支援を行な
う。

5.88 人
非常勤
特別職

0.00 人 9,000件 7,103件

50,421千円 臨時職員
精神障害者数の増加に伴い、精神障害者
保健福祉手帳の所持者や自立支援医療
利用者数、障害福祉サービス利用者数は
年々増加している。そのため多くの方から
の相談に対応できるよう職員の相談技術
の向上を図るようにしていく。

H29目標値が未達成の理由・分析

H29目標値達成済み

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 8,710千円

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｓ

関係機関との連携を図りながら、相
談者に対し必要な支援を実施して
いる。各種申請や相談等に関して
は、その方の生活状況等を踏ま
え、夜間や休日に相談業務を実施
した。

H29年度に改善した点

H29決算額（見込み）

H28実績

精神障害の早期発見、治療、社会復帰及び社
会経済活動への参加の促進を図ることが精神
保健福祉業務の趣旨であるため、保健師や精
神保健福祉士による精神保健相談の延べ件数
を指標とした。

相談件数が多く、複雑困難な事例も多いこ
とから、職員間の情報共有を重視し、効率
的に業務が進むよう、協力して相談業務を
実施した。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

健康
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

精神保健事業

根拠法令

10,847千円

事業の目的及び具体的な内容

期間 0.93 人
非常勤
特別職

0.00 人

H29年度目標 H29実績

8,550千円

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標

H８年度～ 7,891千円 臨時職員 0.00 人

H29予算現額

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

H28決算額

7,489千円

9,758千円 臨時職員 0.00 人

①計6回開催　347人の参加

②H29.10.23から10.27まで5日間
実施　来場者数　2,899人

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

3,246人

2600人

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

精神障害及び精神障害者に対する正しい知識の普及
を図り、精神障害者及びその家族が健やかに暮らせ
る地域社会づくりを推進する。

1.15 人
非常勤
特別職

0.00 人 2400人

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,107千円 951千円

①こころの健康講座

②こころの美術展

こころの健康づくり
普及啓発事業

精神障害及び精神障害者への理解を進めるこ
とが目的であるため、来場者数を指標とした。

スマホ依存や若年性認知症等の社会問題
となっているテーマを取り上げ、講演会とし
て実施した。

H28年度目標

3,845人

H29目標値達成済み2500人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H30年度目標

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｓ

Ｈ２９においても目標値を達成して
いる。引き続き事業を継続し、市民
に対して精神障害に対する正しい
知識の普及啓発を進めていく。

H29年度に改善した点

H29決算額（見込み）

280千円

当事者家族向けの精神疾患に関する講座
及び市民向けの精神保健の講演会を実施
し、引き続き精神保健の普及啓発に取り組
む。

こころの健康講座とこころの美術展への来
場者数

健康
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

根拠法令 H29予算現額

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 280千円

無

無 無

無 無



項目名

■ □ □

実績

評価者

教育総務担当参事　千葉　裕之

第４章　教育・文化・スポーツ

３回

３回

期間 1.26 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

10,691千円

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

0千円 臨時職員
①３回

②

③

H29年度目標 H29実績

審議会の開催やパブリックコメントの実施
など、計画策定に必要な事務作業を着実
に進めていくことが必要である。

非常勤
特別職

臨時職員 0.00 人

前年度は事業なし。

第２次所沢市教育
振興基本計画策
定事業

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

教育基本法１７条 523千円 346千円

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29年度に改善した点

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

目標達成済３回

H28予算現額 H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ
事業の目的及び具体的な内容

H28正規職員
人件費

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

平成２３年度に策定した所沢市教育振興基本計画
は平成３０年度に計画最終年度を迎えることから、
教育基本法に基づき、平成３１年度以降の所沢市教
育委員会が目指す方向性、基本理念及び施策等を
示した第２次所沢市教育振興基本計画を策定するも
のである。

審議会の開催や関係部署との協議
を経て、次期計画に必要な要素や
データを収集することができ、計画
策定に向けた進捗状況は概ね順調
である。

①所沢市教育振興基本計画審
議会の開催回数

②

③

審議会の開催回数

計画の策定にあたり、外部委員で構成する審議
会を開催し、本市の教育の振興に関する様々な
意見を聴取することが重要なことから、審議会の
開催回数を指標とする。

H28その他職員
従事割合

H28年度目標教育
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

Ｈ２９～Ｈ３０年度

有益
な
もの

有害
な
もの

有 無

環境
影響

活動実績(H29)

経費

投入コスト
会
計

成果

成果指標

所属
名称

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）



項目名

■ □ □

実績

評価者

生涯学習推進センター　倉富恵理子

項目名

■ □ □

実績

評価者

生涯学習推進センター　倉富恵理子

項目名

■ □ □

実績

評価者

生涯学習推進センター　倉富恵理子

項目名

■ □ □

実績

評価者

生涯学習推進センター　倉富恵理子

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

事業の目的及び具体的な内容

実施計画ランク

会
計

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

活動実績(H29)

経費

投入コスト

5,687千円

B

根拠法令 H29予算現額

- 5,472千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標

H29年度に改善した点

4,722千円
①講座実施数

②

③

受講者数

市民の知識・技術を得る場や新たな仲間との出
会いの場をつくる。また、現代的課題を学ぶ機会
を提供し、学習成果を地域活動等につなげていく
人材の育成を図る事も目標としているため受講
者数を指標とした。

市民教養セミナーや子ども講座等受講者
の年齢幅を広げるように努めた。

H29決算額（見込み）

3,902千円

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

 人材育成を目的とし市民との協働で企画運営する通年制
の「所沢市民大学」や、一般教養や現代的、地域的課題な
どを学ぶ「市民教養講座」、資格技能取得など市民のキャリ
アアップをめざした「資格技能取得講座」等を開催する。
　学習機会の提供により、知識・技術を得る場や新たな仲
間との出会いの場をつくる。また、現代的課題を学ぶ機会
を提供し、学習成果の地域への活用を図る事を目的とす
る。

1.78 人
非常勤
特別職

0.00 人 1,450人 1,360人

15,264千円 臨時職員 0.90 人
①21

②

③

当初予定していた講座が、講師の都合で開催で
きなかったり、講座内容や受講者数をを精査して
実施したため受講者数が減少してしまった。

0.00 人 H30年度目標

14,849 千円

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29年度目標 H29実績

今まで以上に受講生のニーズを把握し年
齢層に関係なく多くの市民が受講できるよ
うな講座を企画していく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

1,450人 1,167人

1.75 人
非常勤
特別職

臨時職員 1.00 人 1,450人

事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

900千円

H28その他職員
従事割合

H28年度目標

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 900千円

B

根拠法令 H29予算現額

生涯学習をすすめる所沢市民会議補助金交付要綱 900千円

H29年度に改善した点

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

第１次生涯学習推進計画に基づき、生涯学習をすす
めるための行政の横断組織である所沢市生涯学習
推進本部の設置と同時に、市民が主体となって生涯
学習をすすめるための市民組織である「生涯学習を
すすめる所沢市民会議」を設置し、本市生涯学習の
推進を市民の立場から行う同団体の活動を積極的
に支援することを目的に市が財政補助を行ってい
る。

0.80 人

900千円
①会議回数

②主催開催、事業数

③主催事業参加者数

主催事業参加者数

市民が主体となって所沢市の生涯学習を進めていく組
織のため、生涯学習の普及・啓発活動をとして生涯学
習の様々な形について、より多くの人に体験してもら
い、自ら実践してもらうための啓発活動であると考えて
いる。

H29決算額（見込み）

非常勤
特別職

0.00 人 3,000人 1,655人

6,860千円 臨時職員 0.00 人
①１７回

②29回

③1,155人

H29正規職員
人件費

0.55 人

「名人・達人に聞く会」は順調に参加者数を伸ば
しているが、H28から実施している、語り部養成
講座「ところ学」は地域の文化の伝承する者を養
成するという事業の性質上、少人数の定員設定
で実施しているため参加者数を伸ばせなかった。

H29年度目標 H29実績

臨時職員 0.00 人 3,000人

H29その他職員
従事割合

3,000人 1,155人

非常勤
特別職

１開催あたりの人数の少ない申請が多く、目標達
成に至らなかった。また一部講座へ申請が集中
し、担当課で対応しきれず、開催できない場合が
あった。

0.00 人 H30年度目標

4,667千円

事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

全メニューの見直しを行い、リーフレットを
新たに作成した。また、QRコードを載せ、
ホームページに簡単にアクセスできるよう
にした。

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 633千円

C

根拠法令 H29予算現額

所沢市生涯学習まちづくり出前講座実施要綱 252千円

231千円
①開催回数

②

③

講座参加者数
市政を広く市民に周知することを目的とした事業
であるため、講座参加者数を指標とした。

目標設定の考え方・根拠

H29決算額（見込み）

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

201千円

　市政を広く市民に周知し、理解を得ると共に市民と
行政の協働によるまちづくりを進めることを目的と
し、約90の講座を用意し、市民グループ（10人以上）
から申し込みを受けている。
　出前講座メニューと利用方法を掲載したリーフレッ
トを作成し、担当課との日程等を調整のうえ講座の
実施を決定する。講座終了後は、担当課による実績
報告書と利用者によるアンケートを取りまとめ、今後
に活かしていく。

0.46 人
非常勤
特別職

0.00 人 4,500

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標

非常勤
特別職

0.00 人

1,744

3,945千円 臨時職員 0.15 人
①60回

②

③

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

1,738

0.32 人 H30年度目標

2,715千円 臨時職員

H28決算額 指標名

0.30 人 4,500

488千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

4,500

488千円
①相談実施回数

②相談者数

③

相談者数
（相談受付者延べ人数）

- 567千円

事業の種別

一
般

H28予算現額

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 567千円

根拠法令 H29予算現額

市民の誰もがＩＴ（情報通信技術）について理解、活
用できるようになるため、パソコンの基礎的操作を習
得することを目的に個別相談を実施している。イン
ターネット閲覧と電子メールの基本操作についての
相談を主としているが、パソコンの設定やソフトの使
い方等の相談にも対応している。
相談日：第1～第4火・金曜の午前午後、第2・第4土
曜の午前（第4土曜は障害者向け相談あり） 10回/
月

市民がＩＴについての基礎的操作を習得し、ＩＴを
通した市民相互の交流や、市民の暮らしと福祉
の一層の増進を図ること、またＩＴに不慣れな人
への援助を目的とした事業であるため、相談者
の人数を指標とした。

相談受付・記録表に、年齢層や相談項目を
分類ごとに記載するように工夫したことによ
り、利用者数等の集計や相談内容を把握し
やすくなり、事務効率を上げることができ
た。

B

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

H29決算額（見込み）

H29目標値が未達成の理由・分析

スマートフォンやタブレット端末等、相談内
容の多様化も進みつつあることから、可能
な範囲で対応していくようにしたい。

目標設定の考え方・根拠

0.43 人
非常勤
特別職

0.00 人 800人 694人

3,687千円 臨時職員 0.00 人 H29実績

655人

0.40 人

パソコンの一般家庭への普及が一段落し、ス
マートフォンやタブレット端末へ市民の関心が移
りつつあることが利用者数が増えない一因かと
思われる。非常勤

特別職
0.00 人 H30年度目標

3,394千円 臨時職員 0.00 人 800人

①216回

②655人

③

H29年度目標

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

800人

生涯
学習
推進
セン
ター

生涯
学習
推進
セン
ター

生涯
学習
推進
セン
ター

生涯
学習
推進
セン
ター

優先

学習講座等開催
事業

期間

Ｈ５年度～

実施計画ランク

重要

生涯学習をすすめ
る所沢市民会議
補助金

期間

Ｈ８年度～

実施計画ランク

重要

生涯学習まちづく
り出前講座事業

期間

H11年度～

実施計画ランク

重要

ＩＴ相談事業

期間

H13年度～

成果指標の目標値に達成していな
いが、各講座ごとの受講者数は少
しづつ増えていることから、今後も、
講座内容を精査し、多様化する市
民ニーズや社会情勢に対応できる
講座を企画していくように努める。

市民組織として生涯学習の普及・
啓発に貢献している。講座「ところ
学のすすめ」を実施し、更にＨ28年
度から内容を発展させ、地域の文
化の伝承を視野に入れ「語り部養
成講座」として学びの成果を活かせ
る活動を着実に行ってきた。 また
平成26年度からは「名人・達人に聞
く会」を開催し毎月多くの参加者を
得ている。　なお、会員になってい
る団体の組織的な力を事業に十分
活用できれば更に生涯学習の進展
に力を発揮できるものと思われる。

申込み件数は前年より増加した
が、参加人数は減少した。参加人
数の少ない講座が多かったため、
目標値に達しなかったと思われる。
成果指標の目標値の達成状況が
70％未満であり、市政を広く市民に
周知する目的を達成できていない。
今後はより一層周知に努めていく。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29年度に改善した点

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

ホームページや翔びたつひろばなどを通じ
て更なる周知を徹底していく。内容につい
ては、多様化する市民ニーズに対応できる
よう、担当課との調整を密に図っていきた
い。

相談者の人数は減少したものの、
市民に対して同じ目線できめ細か
い対応を目指している当事業は必
要性があると思われるため、これか
らも相談者の意見や相談員からの
情報を勘案しつつ安定的な運営を
図っていきたい。

郷土所沢を知り、愛着を持ち、自らまちづく
りを目指す人材を育てていくことを目的とし
た講座「語り部養成講座」を入門編からさら
に充実するために養成コースを設けた。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

今後の課題としては会員全体としての取り組み
が弱く、一部の者の尽力に依存している部分が
大きいので、会員相互の交流を図りながら役割
分担をすすめていく必要があるものと思われる。
また、会員の高齢化と減少への対策として会員
募集の案内チラシを作成し、更に活動への理解
を深めるとともに会員増加を呼びかけていく。

無 無

H29年度に改善した点

無 無

有益
な
もの

有害
な
もの

有 無

第４章　教育・文化・スポーツ  第１節　生涯学習

有 無



事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称 会

計

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

活動実績(H29)

経費

投入コスト
有益
な
もの

有害
な
もの

第４章　教育・文化・スポーツ  第１節　生涯学習

項目名

■ □ □

実績

評価者

生涯学習推進センター　倉富恵理子

項目名

■ □ □

実績

評価者

生涯学習推進センター　倉富恵理子

項目名

■ □ □

実績

評価者

生涯学習推進センター　倉富恵理子

項目名

■ □ □

実績

評価者

生涯学習推進センター所長　倉富　恵理子

所沢市生涯学習推進センター条例

事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

26,393千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

24,626千円

目標設定の考え方・根拠

H28年度目標

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 25,074千円

根拠法令 H29予算現額

社会教育法、所沢市生涯学習推進センター条例、同
施行規則

28,399千円

①会議室等稼働率

②体育室稼働率

③

年間施設稼働率平均
（会議室等稼働率＋体育室稼働率）÷２

より多く貸出の機会を提供する目的から、貸出可
能日数のうち提供した割合を指標としている。

公共施設利用者カード登録団体に更新事
務について、申請書等を見直し、事務の負
担軽減を図った。

公用の大きなイベント時は混乱回避のため会議
室の貸し出しを制限するなどの期間があったた
め、会議室の稼働率が上がらなかった。

H29決算額（見込み）

B
H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み市民の自由な学習、文化活動の場の提供を目的と

する。
・業務委託により、土・日曜日及び夜間も開館
・会議室、体育室の貸出
・利用の公平性から予約時間制限あり。団体（５人以
上）の利用は月８時間（２区分）までとし、個人利用は
体育室のみ、月４時間までとしている。

1.44 人
非常勤
特別職

0.00 人 50％ 47.20％

12,348千円 臨時職員 0.40 人
①45.6%

②43.1%

③

H29年度目標 H29実績

統廃合により廃校となった小学校を改修し
て開設した施設であり、築３０年が経過して
いることから、計画的に修繕をすすめ利用
環境の整備を進めていきたい。

臨時職員 0.60 人 50％

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

50％ 44.35％

1.40 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

11,879千円

根拠法令

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 17,597千円 16,701千円
①発行回数

②年間配布延べ世帯数

③

年間発行部数
（世帯数+配備数）×発行回数

市民の学習意欲を支援するための「学習機会の
拡大と学習情報の提供」を目的としているため、
年間発行部数を指標としている。

1面にQRコードを掲載し、HPにアクセスしや
すくしたり、4面の見出しの色を項目ごとに
変えるなど見やすい紙面作りに努めた。

目標達成済

H29年度目標 H29実績

学習情報紙として、市民に情報が伝わりや
すい紙面作りに努めていく。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

- 17,819千円 16,460千円

4,802千円 臨時職員 0.40 人
①12回

②1,974,611戸

③

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

1,980,000 2,016,630

0.40 人
非常勤
特別職

「学習機会の拡大と学習情報の提供」を目的とした生涯学
習情報紙「翔びたつひろば」を毎月1日、年12回発行。
　1面には、主に教育委員会並びに市が主催する事業、2.・
3面には市民団体等の催しや公的施設等の情報、4面に公
民館・図書館の情報を掲載している。 なお、視覚障害者用
として、希望者に点字翻訳版、音声媒体（デイジー版）によ
る情報紙を委託により作成し配付している。

0.56 人
非常勤
特別職

0.00 人 1,980,000 1,996,230
A

0.00 人 H30年度目標

3,394千円 臨時職員 0.80 人 1,980,000

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 277千円 283千円
①登録件数

②登録者紹介件数

③

登録者活動件数
（利用者から報告のあった登録者活動（交渉成
立）件数）

市民の学習機会の拡充を目標の一つとしている
ことから、ボランティア人材バンク登録者の活動
（交渉成立）件数を指標としている。

市役所ロビーで行った制度ＰＲのための
フェアでは、他部署との連携も進め、参加
人数が大幅に増加した。

講師登録件数は増加しているが、紹介件数や活
動件数は減少していることから、当制度のより一
層の周知が必要であると思われる。

H29年度目標 H29実績

制度の紹介や、登録講師の更新情報を
ホームページを活用して発信するほか、チ
ラシや冊子の配布によりPRに努めていく。

C

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

- 332千円 254千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

　生涯学習に関する知識や技術を持っている市民講
師（団体及び市外在住者も登録可）に登録してもら
い、その知識や技術を求めている市民に紹介する制
度である。
利用希望者には、登録講師の連絡先を紹介し、その
後は、直接両者が交渉し学習活動をすすめてもら
う。このことにより市民の学習活動の促進と、教える
側の社会貢献とスキルアップの場になることも目指
している。

0.50 人
非常勤
特別職

0.00 人 70 51

4,288千円 臨時職員 0.15 人
①117件

②80件

③

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

70 34

0.43 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

3,649千円

H28その他職員
従事割合

臨時職員 0.30 人 70

事業の種別 H28予算現額 H28決算額 指標名

H28年度目標事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,662千円 3,452千円 ①29年度中にマイクロフィルム
に撮影した古文書のコマ数

②資料特別利用許可申請件数

③資料寄贈・寄託者数

資料特別利用許可申請件数
※特別利用とは資料の貸出のこと

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

・同施行規則・所沢市生涯学習推進センターが保管
するふるさと研究資料の利用に関する要綱

3,663千円 3,353千円

まちづくりの資源として資料（ふるさと研究資料）を収
集し、積極的に活用できるよう整理するとともに、資
料の劣化と亡失を防ぐ手立てを構築することを目的
とする。
これまでに収集した資料は、活用できるように把握・
整理を進める。また、資料（民具など）の受け入れを
可能な範囲で行う。併せて、資料の代替物（マイクロ
フィルム・デジタルデータDVD）に取り組む。

0.73 人
非常勤
特別職

0.41 人 40件 39件

6,260千円 臨時職員

H30年度目標

0.00 人

40件 23件

0.57 人
非常勤
特別職

B

0.41 人

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

特別利用許可の制度があることが周知されてい
ないためと思われる。

資料の形態が古文書・民具など多岐にわたり、
整理進捗状況について数値化することが困難で
あるため、数値化が可能な資料特別利用許可申
請件数を指標とした。

4,836千円 臨時職員 0.00 人 40件

①8,100コマ

②23件

③8人

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

生涯
学習
推進
セン
ター

生涯
学習
推進
セン
ター

生涯
学習
推進
セン
ター

生涯
学習
推進
セン
ター

実施計画ランク

重要

生涯学習推進セン
ター施設提供事業

期間

H11～

H11～

実施計画ランク

重要

生涯学習情報紙
発行事業

重要

資（史）料の収集・
整理・保存・活用
事業

期間

S63～

実施計画ランク

重要

生涯学習ボラン
ティア人材バンク
運営事業

期間

実施計画ランク

H29年度に改善した点

期間

H12～

特別利用許可申請件数は、過去5
年間は32～39件の間で推移してき
たが、29年度は大幅に減少してし
まった。
資料の活用については、資料保存
に配慮しながら対応する必要があ
るが、写真等のデジタルデータは、
資料を傷めることなく提供できるの
で、郷土の歴史や文化の学習等に
役立ててもらうよう、制度の周知・
活用を図っていく。

目標達成には至らなかったが、稼
働率は上がっている。また、イベン
ト・口コミを通じて当施設を知り、利
用する団体があることから、周知が
進んでいると思われる。引き続き施
設利用の拡充を図りたい。

目標値は達成できたが、今後も紙
面の充実に努めていく。

H29年度に改善した点

無 無

有

H29年度に改善した点

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29年度に改善した点

人材バンクフェアの開催により、制
度の開始当初と比べて、ここ数年
利用は大幅に増えたが、29年度は
目標値に届かなかった。
今後もPR活動に努め、制度の活用
を図っていく。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

無

有 無

有 無

資料を活用することで、郷土の歴史や文化を広く
知っていただき、学習活動を支援するため、特別
利用制度の周知を図る。
また、郷土の歴史や文化を伝える資源として資
料を収集し、積極的に活用できるよう整理を実施
するとともに、資料の劣化や亡失を防ぐ手立てを
構築していく。

資料の代替化を迅速に行うため、保存用の
マイクロフィルム作成を2本から1本に減ら
し、その分、撮影コマ数を増やした。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み



項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　市來　広美

項目名

■ □ □

実績

評価者

保育幼稚園課長　小山　貴之

項目名

■ □ □

実績

評価者

保育幼稚園課長　小山　貴之

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　戸村　達男

第４章　教育・文化・スポーツ  第２節　学校教育

2,121千円 臨時職員 0.00 人

H29その他職員
従事割合

100% 90%

100%

期間 0.25 人
非常勤
特別職

10.00 人 H30年度目標

非常勤
特別職

10.00 人 100% 100%

2,573千円 臨時職員 0.00 人
①10人

②小学校4校、中学校6校

③

H29年度目標 H29実績

20,130千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 21,000千円 20,023千円
①学力向上支援講師採用人数

②配置校

③

満足度根拠法令

H29年度に改善した点

学校の課題解決、学び創造アクティブプランクリ
エイト研究校等、積極的な教育活動を展開する
ために教員を必要とする学校に配置しているが、
本来目的である学力向上に効果的であったか検
証するため。

各学校のニーズに応じて配置校を見直し
た。配置校において、きめ細かな指導が可
能になり、学力向上に貢献した。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

よりきめ細かな指導を実現するために効果
を検証し、財政状況を鑑みながら事業拡大
を図っていきたい。

無

H28決算額 指標名

学力向上支援講
師配置事業

目標設定の考え方・根拠

A

成果指標の目標値を達成してお
り、支援講師を必要としている学校
のニーズに答え、一定の成果が挙
げられていると考えている。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市学力向上支援講師設置要綱 21,000千円

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

単独で授業ができる教員有資格者を配置し、教員が
教材研究等授業準備の時間や児童生徒と向き合う
時間を増やし、よりきめ細かな指導を実現させること
によって児童生徒の学力向上を図る。

0.30 人

H29正規職員
人件費

H27年度～

期間 0.19 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H２５年度　～ 1,612千円 臨時職員 0.26 人

H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

21園 21園

20園

市内の私立幼稚園に在園する幼稚園児の健康管理及びこ
れらの幼稚園の環境整備に要する経費の一部を補助する
ことにより幼児教育の振興を図ることを目的とするものであ
る。
具体的には、幼稚園に在園する園児に対する健康診断そ
の他の健康管理事業を行う医師等に支払った報酬及び幼
稚園の水質検査その他の環境整備事業を行う薬剤師に支
払った報酬の１/2の額で10万円を限度として支給する。所
沢市私立幼稚園健康管理・環境整備事業補助金交付申請
書による申請に基づき実施する。

0.38 人
非常勤
特別職

0.00 人 21園 21園

臨時職員 0.03 人

①２１園

②

③

H29年度目標

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,146千円 2,121千円
①事業実施園

②

③

事業実施園

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標の目標値を毎年達成して
おり、園児の健康管理等について、
一定の成果が上げられていると考
えている。

H29年度に改善した点

市内の対象施設すべてに実施してもらうことを目
標とする。 特になし

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

今後も経費の一部を補助することにより、
園児の健康管理が円滑に行われることが
期待される。

目標達成済

H28予算現額

私立幼稚園健康
管理・環境整備補
助事業

根拠法令 H29予算現額

3,259千円

H28決算額

H29決算額（見込み）

所沢市私立幼稚園健康管理・環境整備事業補助金
交付要綱

2,562千円 2,553千円

S60年度　～ 4,497千円 臨時職員 0.55 人

保育
幼稚
園課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

就園率については、全国平均で４６．５％(平成２
９年度）となっていて、減少傾向にあるが、当市に
おいても減少傾向にあるため。

63%

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

臨時職員 0.23 人

①６２園

②４，５９４人

③

H29年度目標

H28その他職員
従事割合

目的：私立幼稚園等の保育料の減免を行うことで、園児の就園を
奨励するものである。
具体的な内容：実施方法としては、①私立幼稚園等が在園児の保
護者から調書の提出を受けて市へ提出する。　②市は提出された
調書をもとに減免額を判定し園に通知する。③園は、通知額に基
づき保育料の減免を行い、市に補助申請を行う。④市は、減免額
に応じて幼稚園へ補助金を支給する。
■対象：　所沢市に在住する3・4・5歳児が在園している世帯（減免
額35,000円～343,000円・当該年度の市民税所得割課税額及び世
帯構成で額が異なる）

0.53 人
非常勤
特別職

0.00 人 63%

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

63%

0.53 人

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 712,688千円 669,314千円
①対象園

②対象人数

③

幼稚園就園奨励
事業

656,916千円

幼児教育の振興を図るため、就園率を目標値と
したものである。また、幼稚園が共働き世帯の選
択肢の一つになることは、待機児童解消の一助
になるとも考えている。

国の幼児教育無償化に向けた取組として、
補助単価が増額されたことにより、補助単
価を増額した。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

59%

57%

H29実績

本事業は、幼児教育の振興を図るための
事業として寄与する部分が大きく、また、国
庫補助金に基づく事業であるため、今後も
継続して実施していく必要がある。

H28決算額 指標名

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

Ａ

H29予算現額 H29決算額（見込み）

幼稚園就園奨励費補助金交付要綱
所沢市私立幼稚園等就園奨励費補助金交付要綱

682,189千円

就園率

保育
幼稚
園課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

期間

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

4,545千円

期間 0.53 人
非常勤
特別職

0.00 人

高等学校等に在学し経済的理由により修学困難な
生徒に対し育英奨学金を、また不慮の災難等により
保護者を失い、経済的困難な生徒に対し遺児奨学
金を支給し、勉学の機会を与え、有能な人材を育成
することを目的とする。
支給額：月額5,000円

0.28 人
非常勤
特別職

0.00 人

　　　S25　～ 4,497千円

H29実績 経済的負担の大きい家庭の成績優秀な高
校生に対し、勉学の機会を与えるのに必要
な制度であり、本奨学金の支給により生徒
の能力を伸ばし、将来はその能力を社会に
還元することができるよう、今後も制度を広
く周知させ、事業を継続していきたい。

H30年度目標

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

臨時職員 0.04 人

1,680人 1,330人

1,680人 1,185人

1,680人

2,401千円 臨時職員 0.06 人
①1,185人

②5,925千円

③

H29年度目標

6,019千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 7,958千円 6,756千円

H29決算額（見込み）

所沢市育英奨学金条例、所沢市遺児奨学金条例

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

奨学金支給については、支給条件
を満たすことが必要ではあるが、条
件を満たす希望者が漏れなく申請
できるよう制度の周知に努めてい
く。

H29年度に改善した点

①支給延べ人数

②支給金額

③

支給延べ人数
条例で定められている定員数になるまで申請者
数が増えるよう努める。

支給条件をわかりやすく説明したり、ＨＰか
ら様式のダウンロードが可能であることを
案内するなど、問い合わせの対応につい
て、より申請しやすいように心掛けた。

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別 H28予算現額

奨学金事業

根拠法令 H29予算現額

7,948千円

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称 会

計

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

活動実績(H29)

経費

投入コスト

H29目標値が未達成の理由・分析

制度について周知が不十分だったことによる。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

成果指標の目標値において、ほぼ
達成できているため。

H29年度に改善した点

無 無

有益
な
もの

有害
な
もの

無

無 無

無

無
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事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称 会

計

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

活動実績(H29)

経費

投入コスト
有益
な
もの

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　戸村　達男

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　戸村　達男

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　戸村　達男

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　戸村　達男

期間 0.65 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H15年度～ 5,515千円 臨時職員 0.00 人

H29年度目標 H29実績
学びノート及びコバトン問題集の活用を積
極的に促す。「学び創造アクティブプラン」
における授業改善と家庭学習の充実につ
いて、今回の結果を踏まえた取組を促して
いく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

67.5% 63.2%

67.5%

児童生徒一人一人に確かな学力を身につけさせる
事を目的とし、次の活動を行う。
①埼玉県学力学習状況調査及びステップアップ調査
を実施し、児童生徒一人一人の評価資料を得て、そ
の分析をもとに指導に活かす。
②市独自のドリル（学びノート）を作成し、全児童生
徒に配布し、学校や家庭で活用する。

0.35 人
非常勤
特別職

0.00 人 67.5% 63.4%

3,001千円 臨時職員 0.00 人
①15,799名

②26,528名

③

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

学習指導要領 6,224千円 5,808千円

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 6,224千円 6,204千円 ①埼玉県学力学習状況調査の
実施人数

②学びノートの配布児童生徒数

③

埼玉県学力学習状況調査の正答率

目標設定の考え方・根拠

Ａ

目標値の9割は達成しているもの
の、伸び率が目標を下回っている
ため、更なる改善が必要である。

H29年度に改善した点

所沢市内の児童生徒一人一人に確かな学力を
身につけさせる事を目的とした事業であるため、
埼玉県学力学習状況調査結果を指標としてい
る。

教科書に合わせた学びノートの改定と、児
童生徒が授業の中で有効に活用できるよう
周知した。コバトン問題集の周知と活用を
促した。

国語においては、中2以外の学年に記述式問題
の平均正答率が県平均を下回っている。算数・
数学においては、中１が全ての領域において県
平均を下回っている。英語においては、中2で「コ
ミュニケーションへの関心・意欲・態度」、中3で
「外国語表現の能力」についての平均正答率が
県平均を下回っている。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

100%

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

確かな学力定着
事業

期間 0.40 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H14年度～ 3,394千円 臨時職員 47.00 人

5,145千円 臨時職員 47.00 人

①47人

②29,196

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

100% 93.6%

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

原則として教員資格を有する人材を市立小・中学校
に学習支援員として配置し、少人数指導など個に応
じた指導の充実を図る事を目的として、学校の実情
に応じて次の活動を行う。
①授業における教科指導補助
②少人数指導時の補助
③英語教育、コンピュータ教育の補助

0.60 人
非常勤
特別職

0.00 人 100% 95.7%

任用１年目の職員は子どもとの関わり方や教員
とのコミュニケーションにおいて不十分な点があ
り、全校での満足を得られなかった。

学習支援員配置
事業

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

特になし 46,348千円 44,295千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 45,800千円 43,865千円

①学習支援員採用人数

②延勤務時間

満足度

目標設定の考え方・根拠

A

成果指標の目標値をほぼ達成して
おり、学習支援員を全小・中学校に
1人ずつ配置し、教科指導において
少人数指導や、児童生徒の個に応
じた支援など、各学校のニーズに
応じたきめ細かな指導が行われ、
一定の成果をあげていると考えて
いる。

H29年度に改善した点

学習支援員が学校の実情に応じて、適切な支援
ができているかを検証するため、配置校からの
報告結果を指標としている。

昨年度に引き続き、学校への配置にあたっ
て、学校からの評価や教科等の希望を参
考に配置することにより、児童生徒へのよ
り充実した支援を行うことができた。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

各校1名であると、支援を必要としている全
ての児童生徒に十分な支援ができない現
状であるため、財政状況を見ながら増員配
置等により事業を拡大していく。

100.00 人 100%

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

99%

期間 0.80 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H20年度～ 6,788千円 臨時職員

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

7,718千円 臨時職員 100.00 人
①50人

②50人

③

H29年度目標 H29実績 通常学級において個別の支援が必要な児
童生徒や、特別支援学級において介助の
必要な児童生徒が増加しており、今後も教
育的ニーズに応じた指導の充実を図るた
め、事業を拡大していく。また研修会等の
内容を充実させ、教員の資質向上を図って
いく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

特別支援教育に関する知識や意欲のある人材を市
立小・中学校に配置する。
特別支援教育支援員は、全小・中学校に配置し通常
学級の支援を行い、心身障害児介助員については
特別支援学級等設置校に配置し、特別支援学級で
の支援を行う。

0.90 人
非常勤
特別職

0.00 人 100% 93%

任用1年目の職員は子どもとの関わり方や教員
とのコミュニケーションにおいて不十分な点があ
り、全校での満足を得られなかった。

100%

H29決算額（見込み）

特になし 75,890千円 69,661千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 75,049千円 68,569千円 ①特別支援教育支援員採用人
数

②心身障害児介助員採用人数

③
特別支援教育支
援員配置事業

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

成果指標の目標値をほぼ達成して
おり、通常学級、特別支援学級に
おける配慮を要する児童に対する
学習支援や日常生活上の介助など
の支援が適切に行われ、一定の成
果をあげていると考えている。

H29年度に改善した点

満足度
※心身障害児介助員についてはH28より教育総務課
から事務移管された。満足度はH28は特別支援教育支
援員と心身障害児介助員の平均値としている。H29も
同様とする。

特別支援教育支援員、心身障害児介助員が学
校の実情に応じて、適切な支援ができているか
を検証するため、配置校からの報告結果を指標
としている。

特別支援教育支援員については、昨年に
引き続き研修の実施等で資質の向上を
図った。心身障害児介助員については、特
別支援学級の増設に伴い、配置人数の拡
大をした。

H28年度目標学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

根拠法令 H29予算現額

期間 0.95 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H23年度～ 8,061千円 臨時職員 3.00 人

7,718千円 臨時職員 3.00 人
①3校

②22校

③

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

100% 100%

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

学校・家庭・地域それぞれが、「学力向上に向けた３
つの目標」を踏まえた取り組みを推進し、地域総が
かりで市内児童生徒の学力向上を図る。

0.90 人
非常勤
特別職

0.00 人 100% 100%

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 5,392千円 5,275千円

H29決算額（見込み）

学習指導要領

成果指標の目標値を達成してい
る。研究委託校が1年間の研究成
果を発表し、委員会において、市内
外において高い評価を受けており、
一定の成果が挙げられていると考
えている。

H29年度に改善した点

①小・中連携支援員配置校数

②研究委託校数

③

研究委託校における検証結果（研究報告書か
ら）

研究委託校の取組が、児童生徒の学力向上又
は意欲向上に寄与したことを検証する事が必要
であり、その旨成果があったと報告された学校の
割合を指標としている。

3年に1回の見直しを行っている事業のた
め、平成29年度は特になし。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

①児童生徒全員の家庭学習の習慣化と家
読（うちどく）の充実を図る。
②全国及び埼玉県学力・学習状況調査の
結果分析を基にした授業改善。

100%

根拠法令 H29予算現額

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

5,553千円 5,167千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

「学び創造アクティ
ブプラン」学力向
上推進事業

無

無 無

無 無

無 無

無



第４章　教育・文化・スポーツ  第２節　学校教育

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称 会

計

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

活動実績(H29)

経費

投入コスト
有益
な
もの

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　戸村　達男

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　戸村　達男

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　戸村　達男

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育センター所長　米澤　三八子

教育課題に対応し
た学力向上推進
事業

59

70

期間 1.50 人
非常勤
特別職

12.00 人 H30年度目標

H14年度～ 12,863 千円 臨時職員

①    906人

②　 　　2校

H29年度目標

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

70

0.00 人

H28実績

学習指導要領 98,044

12.00 人 70 58

H29目標値が未達成の理由・分析

　若手教員が急増しており、ベテラン教員から学
ぶ校内研修やOJTの支援体制の充実を図る。学
力調査等を分析し、学校課題解決に直結する研
修を推進するため、大学教授等第一線の指導者
から学ぶ研究員制度を継続し、先進的な取組を
市内に広めていく。

　アンケート結果を見ると、学年が上がるごとに「よくわ
かる」「大体わかる」と回答した割合が減少している。た
だし、全般的に年々実績値は微増傾向にある。主要施
策のである「学び創造アクティブプラン」学力向上推進
事業の取り組みにおいて一定の効果の表れであると捉
える。
　教職員は日頃から指導方法等について工夫改善を
図っているが、学習の難易度が上がっていくことから、
「難しい」と感じる児童生徒が増加し、目標値が未達成
であったと考える。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

目標設定の考え方・根拠

B

H29年度に改善した点

　所沢市教育委員会が行っている
「学び創造アクティブプラン」に基づ
き、研究委託校の校内研修をサ
ポートする「学び創造アクティブプラ
ン研究校支援研修」を新設した。
　児童生徒の学力向上のために
は、教員の資質向上が不可欠であ
るため、参加体験型研修（ワーク
ショップ）や授業研究会を実施し、
授業改善への具体的な手立てを学
べるよう研修内容の充実を図った。

アンケートの結果で、授業が「よくわかる」と「大
体わかる」の合計を指標とする。

　学習指導要領改訂の方向性を踏まえ、文部科
学省教科調査官を招聘し、教科化される道徳や
小学校の外国語活動についての実践的な研修
会を実施した。また、十文字学園女子大学冨山
哲也氏を招聘し、主体的・対話的で深い学びの
実現を図る授業改善についての講演会を実施し
た。

重要 自治事務 98,497法定受託事務 法定受託＋附加

ステップアップ調査アンケート結果（中学1年・2年
次4月、中学3年次6月）

根拠法令

94,953

臨時職員

93,501

①研修会参加者数

②教育インターンシップ

H11年度～ 2,970千円

指標名

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標

期間 0.35 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

17回臨時職員 0.00 人

①30人

②0.37人

③

各中学校長から推薦された30名の生徒を海外に派
遣し、現地校の生徒との交流やグループ活動等を通
して、国際社会に対応できる人材の育成を図る。

0.25 人
非常勤
特別職

0.00 人 17回 17回

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

5,628千円 46,762千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28実績

①派遣中学生数

②派遣率

③

報告会回数

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 6,259千円 4,935千円

H29決算額（見込み）

特になし

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

0.00 人

H28年度目標 H29目標値が未達成の理由・分析

目標達成済17回 17回

市、学校等での報告会やパネル展
示等で体験を他の生徒へ広げるこ
とができたと考えられるため。

H29年度に改善した点

参加した生徒の貴重な体験を、参加していない
他の生徒にも波及させていくことが重要と考えて
いるため報告会を指標としている。

報告会の内容を充実させるため、事前研修
会から報告会を見据えて研修会にのぞむ
ように指導・支援を行った。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

毎年、報告会において派遣生徒の経験を
伝えることができている。また、本事業の内
容の充実を図るため、派遣生徒にアンケー
トを実施する。
なお、成果指標の見直しを検討していく。

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

中学生海外文化
交流派遣事業

根拠法令 H29予算現額

2,144千円

期間 0.10 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H15年度～ 849千円 臨時職員 0.00 人

省エネルギーについて知識を学ぶに留まり、行
動に移せていない学校があるため。とくに、省エ
ネ運動についての取組が不十分であったと考え
る。

90%

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

1,286千円 臨時職員 0.00 人
①62%

②100%

③

H29年度目標 H29実績

「省エネルギー」への実践的な取組を推進
するよう各校へ働きかける。

児童生徒、教職員の環境意識を高める教育活動を
通して、環境に配慮した学校づくりを進めることによ
り、持続可能な社会づくりの担い手を育む。

0.15 人
非常勤
特別職

0.00 人 85% 75.7%

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

81%

90%

H29予算現額 H29決算額（見込み）

特になし 0千円 0千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円
①省エネ運動の取組

②資源循環活動の取組

③

地球にやさしい学
校づくり推進事業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

昨年度より省エネ運動の取組実施
率が上昇したため、全体的な実績
も伸びたが、目標には達しておら
ず、また、より実施率を高める必要
があると考えるため。

H29年度に改善した点

地球にやさしい学校大賞活動報告書（省エネ運
動・資源循環活動の実施率の平均）

所沢市内の児童生徒一人ひとりが、省エネ運動、資源
循環活動に実際に取り組むことにより持続可能な社会
作りの担い手としての力をつけさせることを目的とした
事業であるため、活動報告を指標とし、更なる実施率
の向上を目指す。

「学校版ＩＳＯ」から「地球にやさしい学校大
賞」の取組に移行したことについて周知を
促した。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

100%

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

根拠法令

期間 0.10 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H12年度～ 849千円 臨時職員 0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

858千円 臨時職員 0.00 人
①2405人

②719事業所

③

H29年度目標 H29実績

職場体験の受け入れ先の確保、拡大。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

中学生が近隣の事業所を訪問し、2～3日間の職場
体験を行うことで、生徒の自己理解を深めるととも
に、望ましい職業観、勤労観を育む。

0.10 人
非常勤
特別職

0.00 人 100% 97.8%

不登校傾向の生徒や、体験当日の体調不良等
により実施できなかった生徒があったため。
感染症予防のために、職場体験活動を取りやめ
た学校があったため。

100% 90.1%

150千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 150千円 150千円

H29決算額（見込み）

特になし

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標の目標値をほぼ達成して
いる。本事業は進路・キャリア教育
の一環として行っており、実施後の
生徒の感想にも、自分の生き方を
主体的に考えることに有意義であっ
たということから、一定の成果が
あったものと考えられる。

H29年度に改善した点

①参加人数

②実施事業所数

③

体験活動への参加人数 or 参加人数/学校在籍
人数

所沢市内の中学校が進路・キャリア教育の一環
で実施指定している事業であるため、全生徒が
対象となっている。 職場体験の受け入れ先の確保、拡大。

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

中学生社会体験
チャレンジ事業

根拠法令 H29予算現額

150千円

H29予算現額 H29決算額（見込み）

H29実績

1.14 人
非常勤
特別職

9,872千円 臨時職員 0.00 人

【目的】児童生徒の学力向上のために、基礎・基本
の習得とそれらを活用して問題解決する思考力・判
断力・表現力等の育成を図る研修会や授業充実の
ための人的支援を行う。
【内容】①学び創造プランの研究委託校の校内研修
をサポートし、学力向上の研修実施②今日的な教育
課題である道徳や小学校外国語活動等の指導力向
上の研修実施

事業の種別

教育
セン
ター

H28決算額H28予算現額

一
般

実施計画ランク

無

無 無

無

無 無

無 無
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事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称 会

計

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

活動実績(H29)

経費

投入コスト
有益
な
もの

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育センター所長　米澤　三八子

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育センター所長　米澤　三八子

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育センター所長　米澤　三八子

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　戸村　達男

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

期間 0.30 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H23年度～ 2,546千円 臨時職員 27.00 人

71人

1,715千円 臨時職員 25.00 人
①　15,506冊

②　75.5人

③

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

100人 76人

80人

23,262千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標

学校図書館の円滑な管理、運営と一層の充実を図
るため、学校司書（臨時的任用職員）が、校長の方
針に基づき、主に次の学校図書館業務を行う。
①図書の整理
②図書及び図書館活用の情報宣伝
③図書館利用授業の補助
④図書の貸出の補助

0.20 人
非常勤
特別職

0.00 人 120人

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 22,290千円 21,062千円
①1年間の平均貸出冊数
　　（小学校）
②1日の平均利用人数
　　（小学校）
③

学校司書配置小学校の1日の平均利用人数

24,259千円

小学校の学校司書を2名増員し、1人2校を
受け持ち、小学校4校に配置した。
学校司書研修会を年間3回開催し、学校司
書の資質の向上を図ることができた。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

学校司書は、学校図書館利用の一層の促
進に効果をあげていることから、改正学校
図書館法の趣旨を踏まえ、全校配置を目
指す。
学校司書の研修会を学校図書館主任研修
会と合同で開催し、学校図書館運営の更な
る充実を目指す。

H29目標値が未達成の理由・分析

利用人数の増加が見られる学校数は増えてきて
いるが、来館者数が少ない学校が数校あること
が原因と考える。

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

学校司書の配置により、利用しや
すい学校図書館へ改善されてきて
いるが、授業や休み時間に活用で
きていない学校が見られる。
今後は、授業での積極的な活用、
休み時間の学校図書館開放の必
要性、学校図書館日誌等での記録
を確実に残すことを研修会におい
て指導していく。

H29年度に改善した点

H29決算額（見込み）

H28実績

H29年度目標 H29実績

学校司書を配置したことにより、利用しやすい図
書室になったかどうかをはかるため、配置校の1
日の平均利用人数を指標とする。

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

学校司書配置事
業（小・中学校）

根拠法令 H29予算現額

学校図書館法

期間 0.25 人
非常勤
特別職

3.00 人 H30年度目標

H23年度～ 2,144 千円 臨時職員 16.00 人

2,165千円 臨時職員 16.00 人

①　　　69人

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

100

95

小学校外国語活
動推進事業

事業の具体的な内容及び目的
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

【目的】小学校外国語活動支援員を派遣し、担
任が行う外国語活動の授業を支援するととも
に、外国語活動の充実を図る。
【内容】小学校外国語活動支援員（16名）を市内
32校に派遣し、5・6年生すべての外国語活動の
時間に配置している。

0.25 人
非常勤
特別職

3.00 人

　TEA-Planに基づいて小学校英語教育の
早期化、教科化に備え、国の動向を踏まえ
ながら、小学校教員の資質向上と小・中学
校の連携を図るための研修会を実施する。
幅広く教員を参加させ、各校１名の専門性
をもった中核教員を育成することを目指
す。

参加者アンケート「満足・やや満足」と回答した割
合

　英語サロンの開催日を再検討し、外国語
活動支援員以外にも教職員が参加しやす
い期日を設定した。また、学習指導要領改
訂期であることを考慮し、研修内容の重点
とした。また、各小学校での実践を共有す
る場を設け、指導の改善を図った。

無

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 12,268

100

目標達成済95

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

95

目標設定の考え方・根拠

A

H29年度に改善した点

12,465

H28決算額 指標名

H29決算額（見込み）

11,817
①英語サロン参加者数

研修会参加者数

H28年度目標

11,572

0.00 人

教育
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

根拠法令 H29予算現額

学習指導要領

B

H29年度に改善した点

期間 1.10 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H元年～ 臨時職員

臨時職員 0.00 人

①　　105人

H29実績 　ＩＣＴ機器や環境の整備、ＩＣＴの効果的な
活用法、情報セキュリティの向上が課題で
ある。
　他課との連携によるＩＣＴ環境整備の推
進、各学校の状況に応じたＩＣＴ支援、情報
セキュリティの継続的な啓蒙に取り組んで
いく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

100 94

100

H29目標値が未達成の理由・分析

①ICT関連の研修会参加人数 対象者アンケート
「よかった」の回答数／アンケート回答数　を指標
とする。

【目的】校務や授業において情報機器の効果的な活
用を推進するとともに情報モラルの育成を図る。教
育の情報化を進め、特色ある学校づくりを支援す
る。
【内容】①タブレットや電子黒板等のＩＣＴ機器、デジタ
ル教科書、インターネット、教育用ソフト等を活用した
調査・研究②大学教授指導のもとICT教育の調査・
研究③教員のための研修、支援の企画・実施

0.75 人
非常勤
特別職

0.00 人 100 94

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 24,079 4,844

事業の具体的な内容及び目的
H28正規職員
人件費

　校務支援システムの定着による研修実施
回数の精選、ＩＣＴを活用した研究授業の公
開、各学校の実態に応じたＩＣＴ支援を推進
した。

　アンケートの内容については、「よかった」が多
かったが、研修時にパソコン台数が十分でなかっ
たり、開催日時に出張しづらかったりしたため、１
００％には至らなかった。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29年度目標

ＩＣＴ推進事業

根拠法令 H29予算現額

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

指標名 目標設定の考え方・根拠

H29決算額（見込み）

学習指導要領 24,096 49,606

教育
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

3,897 千円

9,433 千円

H29目標値が未達成の理由・分析

　TEA‐PLANに基づいて小学校英語教育
の早期化、教科化に備え、国の動向を踏ま
えながら、小学校教員の資質向上と小・中
学校の連携を図るための研修会を実施す
る。また、デジタル教科書を含めた、環境整
備を進める。

目標設定の考え方・根拠

A

　「TEA‐Plan」は平成29年度から平
成33年度までを事業計画としてい
る。国が示しているCAN-DOリスト
を全中学校に設定し、活用が進ん
でいることや、小学校での外国語教
育の拡充へ向けての教材整備が大
きく進んだため。

H29年度に改善した点

中学校CAN‐DOリスト整備校数（29年度）
英語教育に関する校内研修実施校数（30年度） 平成２９年度新規事業のため、特になし。

①全中学校にCAN‐DOリストを
整備
②教材の購入及び配布
③英語教育に関する校内研修
開催

①中学校CAN‐DOリスト整備校数（29年度）
③英語教育に関する校内研修開催

H28年度目標 H28実績

非常勤
特別職

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28決算額

教育
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

最優先 自治事務

期間

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

法定受託事務 法定受託＋附加

学習指導要領改
訂に伴う英語教育
推進事業

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

学習指導要領 1,370千円 1,209千円

事業の具体的な内容及び目的

【目的】学習指導要領の改訂に伴い、５・６年生の英語の教
科化と３・４年生の外国語活動を円滑にスタートさせ、本市
の英語教育のさらなる充実を図る。
【内容】平成２７・２８年度の研究校の成果を生かし、研修の
強化と教材の整備・活用を図る。また、小中学校の連携を
推進するための研究授業を実施する。なお、本事業は通称
「Tokorozawa English Action Plan」として、英語教育に関わ
る教員、英語指導助手、小学校外国語支援員等と共に進
めていくものである。

目標達成済

0千円 臨時職員

①15校
②絵本15冊、CD2枚を小学校32
校に配布
③８校

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

15校 15校

0.50 人
非常勤
特別職

H30年度目標

32校

H28決算額

H29年度～H33年度 4,243千円 臨時職員

無 無

無 無

無

無 無

　小中学校教員等を対象とするＩＣＴ
活用研修会、校務支援システム活
用研修会や、ＩＣＴ機器やソフトの活
用法を直接支援することを通じて、
学校がより適切にＩＣＴを活用した教
育活動や情報発信ができるよう努
めた。

　教員や小学校外国語活動支援員
を対象とした研修会「英語サロン」
を年5回実施し、指導主事やAETか
ら授業ですぐに使える実践の紹介
や、国の動向についての情報提供
を行った。
　アンケートでは「大変よかった」「よ
かった」の回答が100％であった。
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事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称 会

計

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

活動実績(H29)

経費

投入コスト
有益
な
もの

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　戸村　達男

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　戸村　達男

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　戸村　達男

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　戸村　達男臨時職員 32.00 人

H29その他職員
従事割合

100%

期間 1.55 人
非常勤
特別職

3.00 人 H30年度目標

①いじめ、非行問題行動、怠学・非行による不登校、
就学等に関わる相談に対応し、学校のニーズに基づ
いて、個々の児童生徒に応じた支援を行う。
②大学との連携により、大学院生や学生を小・中学
校に派遣し、発達障害や不登校傾向の児童生徒の
支援を行う。

1.85 人

H14年度～ 13,152千円

非常勤
特別職

3.00 人 100% 91%

臨時職員 32.00 人

①483件

②15,490件

H29年度目標

51.2%

59%

いじめ防止対策推進法、所沢市いじめ問題対策委
員会条例、所沢市健やか輝き支援員設置要綱

49,974千円 46,762千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 49,709千円 45,951千円
①児童生徒・保護者等からの相
談件数

②心のふれあい相談員への相
談件数

いじめの解消率H29決算額（見込み）

H29年度に改善した点

本事業が、いじめ、非行問題行動等の課題に対
する支援と児童生徒の健全育成を目的とするた
め、その中でもいじめの解消率を指標とする。

「所沢市いじめ問題対策委員会」を年４回
開催し、いじめの未然防止や、いじめが起
こった場合の対応について協議し、施策に
生かすことができた。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

「所沢市いじめ問題対策委員会」につい
て、重大事態が発生した際、より機動的な
対応を取ることができるよう、条例等を整備
する。

H29目標値が未達成の理由・分析

平成29年にいじめの解消について定義の変更が
あった。また平成29年より12月末までの確定した
数値を報告することとした。そのため、解消率が
下がっている。

無

15,864千円

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

引き続き解消率の向上に努める。
また、全ての事案が解消するまで
対応し、見届けを行うよう、学校と
連携し対応する。

H28年度目標 H28実績

H29実績

H29正規職員
人件費

0.00 人

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

健やか輝き支援
事業

根拠法令 H29予算現額

就学先の決定にあたっては、保護者の思
いや考えを受容的に理解しつつ、正確な情
報を提供し、本人・保護者が自ら適切な学
習環境を選択できるようにする必要があ
る。就学支援委員同士の情報共有と研修
の充実を図り、より適切な相談体制を構築
する。

期間 0.75 人
非常勤
特別職

3.00 人 H30年度目標

H2年度～ 6,364千円 臨時職員 75%

1％満たなかったが、6年生から中学校に入学す
る際、校内で合意形成がなされている場合は昨
年度から就学相談は実施しなくなったため、その
件数が含まれていないことから、数値が満たな
かったと思われる。

75%

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

5,574千円 臨時職員 0.00 人

①199件

②148件

H29年度目標 H29実績

0.65 人
非常勤
特別職

3.00 人 75% 78%

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

74%

就学相談事業

H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市就学支援委員会条例、所沢市就学支援相談
員設置要綱

4,240千円 3,450千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

就学支援委員会及び就学支援相談員3名が、保護
者からの申込により、障害のある児童生徒の保護者
とともに就学先を検討する。
具体的には、保護者と面談を行い、特別支援学校や
特別支援学級、通常の学級の情報を提供しつつ、児
童生徒が在籍する園や学校を訪問し、情報を収集
し、就学先を判断して教育委員会に答申する。

H29目標値が未達成の理由・分析

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 4,139千円 3,749千円

①就学相談票提出数

②面談・観察の回数

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

Ａ

目標はほぼ達成できている。引き
続き丁寧な相談を進め、保護者と
の合意形成に努める。

H29年度に改善した点

就学支援委員会の判断どおりに就学した児童生
徒の人数

就学先の決定にあたっては、保護者の思い等を
理解しつつ、正確な情報を提供し、より適切な就
学相談をすることが重要であるため、就学委員
会の判断どおりに就学した児童生徒の割合を指
標とする。

保護者の教育的ニーズの多様化や200件を越す
相談に対応するため、H28年度より就学支援委
員を57名から70名に、就学支援相談員（非常勤
特別職）を2名から3名にそれぞれ増員し、円滑に
相談を進めることができた。また、負担軽減のた
め、6年生から中学校に入学する際、校内で合意
形成がなされている場合は昨年度から就学相談
は実施しなくなった。H28年度目標 H28実績

0.00 人 100%

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

人権作文集の授業での利用や、人権標語
の校内掲示等、更なる活用を図る。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

期間 0.15 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H4年度～

小・中学校における人権教育を推進し、他者の痛み
を共有できる豊かな人間性を醸成するため、人権文
集を発行・配布し、活用する。
各校から人権に関する作文・標語を募集する。
人権教育における学校教育と社会教育の連携を図
る。

0.15 人
非常勤
特別職

0.00 人 98% 98%

98% 98%

1,286千円 臨時職員

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 268千円 268千円

H29決算額（見込み）

特になし 例年、全ての小･中学校において取
り組まれ、人権教育実践の機会の
一つとなっている。

H29年度に改善した点

①作文応募の割合

②標語応募の割合

③

作文及び標語の応募人数の割合の平均
学校における人権教育の推進を図ることを目的
としているため、小・中学校からの人権に関する
作文・標語の応募人数の割合を指標とする。

人権教育の実践の機会として作文や標語
づくりが生かせるよう、各小・中学校に、積
極的に呼びかけを行い、対象児童生徒全
員が取り組めるようにした。

昨年度とほぼ同等に各学校で取り組めたが、中
学校1校で行事や部活動の大会と取組の時期が
重なったため取り組めなかった。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

①97%

②96%

③

H29年度目標

276千円

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

276千円

0.00 人 H29実績

1,273千円 臨時職員

0.00 人

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

学校人権教育啓
発資料発行事業

根拠法令 H29予算現額

H29年度に改善した点

期間 0.05 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H3年度～ 424千円 臨時職員

①47校

②81点

③

H29年度目標 H29実績
児童生徒の名画への関心を高めるため、
一部の学校だけでなく、名画を授業で使用
してもらうように促すとともに、児童生徒の
目に留まりやすい場所に絵画が設置出来
るように設置場所も考える。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

80% 80%

85%

引き続き学校においては、美術の
授業の時間に名画をもっと活用す
るなど、より一層名画鑑賞の機会を
増やし、名画を通じて文化的価値
の継承の必要がある。

H28実績

市立小・中学校の児童生徒に名画鑑賞の機会を確
保し、美術を愛好する豊かな心を育てる。
①学校教育課所有の複製名画を委託業者により各
小・中学校へ巡回移動し、校内で展示し鑑賞する。
②年3回、巡回期日に作品を次校へ移動する。（16
コースに分けて巡回する）

0.05 人
非常勤
特別職

0.00 人 80% 75%

429千円 臨時職員 0.00 人

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 250千円 224千円
①巡回校数

②巡回作品数

③

児童生徒の関心度
授業で名画を使用する学校が増加した。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

H28予算現額 H28決算額 指標名

250千円 224千円

H28正規職員
人件費

目標設定の考え方・根拠

Ａ

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

特になし

児童生徒の美術を愛好する心を育てる事を目的
としているため、児童生徒の名画への関心度を
指標とする。
※アンケートで名画が掲示されていることを知っ
ていたと回答した児童生徒の割合

事業の目的及び具体的な内容
H28その他職員
従事割合

H28年度目標学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

複製名画巡回事
業

無

無 無

無

無 無

無
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事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称 会

計

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

活動実績(H29)

経費

投入コスト
有益
な
もの

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育センター所長　米澤　三八子

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育センター所長　米澤　三八子

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　海老沢　康子

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　海老沢　康子60%

期間 0.18 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

昭和47年度～ 1,527千円 臨時職員 0.00 人

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

60% 43%

所沢市児童生徒の体力向上を目的に組織され、体
力向上を図るため実態を調査分析するとともに、体
力向上を目的とした事業や研修会などを行う。
合わせて、健康と体力の関係について研究を進め、
心身ともにたくましい児童生徒の育成を図っていく。

0.18 人
非常勤
特別職

0.00 人 60% 36%

1,544千円 臨時職員 0.00 人①42名（泳げた子18名）

②0名(76名の参加予定であった
が雨天中止)

③

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

スポーツ基本法、児童生徒体力向上推進委員会交
付金交付要綱

198千円 198千円

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 198千円 198千円
①水泳教室参加者数

②逆上がり教室参加者数

③

教室の目標を達成できた参加児童数の割合
（出来るようになった子どもの数÷参加人数×１
００）

目標設定の考え方・根拠

B

本市の児童生徒の体力は堅調に
推移している。今後も家庭・地域と
の連携を深め、運動好きな児童生
徒を育成する機会ととらえ、推進し
ていく必要がある。本事業で作成さ
れている学習カードや指導の流れ
は、小中学校教員への具体的な取
り組み例として有効活用されてい
る。今後も児童生徒の実態に即し、
よりよい指導方法の研究が必要で
ある。

H29年度に改善した点

体力向上を目的としていることから、小学生の中
で課題となる25m泳げた数や、逆上がりができた
数を指標とする。目標値としては、事業実施校が
毎年変わる中で、参加した児童数の半数以上で
ある６割が達成できるようになることを目標とす
る。

・技能のスモールステップを工夫して取り組
ませた。
・指導者、保護者から具体的矯正・肯定の
言葉かけを多くした。
・教材教具の有効活用を行った。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

・指導者間の指導事項の共通理解
・用具の数が限定されており、その分待ち
時間が多くなってしまうので、場所の確保を
検討する
・検定カードの見直し

①参加人数が昨年度の２０名から２倍以上の４２
名であった。事業実施校、参加者、指導者が毎
年変わる中であっても、実技指導の流れや個に
応じた支援や指導をより追求する必要がある。
②２日の両日ともに雨天中止となった。雨天でも
実施できるように、簡易鉄棒を６台購入した。時
期に関しても検討の必要がある。

①６0組　②32校

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

児童生徒体力向
上推進委員会交
付金

期間 0.11 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

平成21年度～ 933千円 臨時職員 0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

1,201千円 臨時職員 0.00 人
①５６組

②３２校

③

H29年度目標 H29実績

会場変更により、参加組数に制限を設け、
関係団体との連絡・調整を密にする。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

地域のスポーツ関係団体や学校と連携し、所沢市の
スポーツ資源や特色を活かした事業を展開する中
で、運動好きな子どもを育成する。

0.14 人
非常勤
特別職

0.00 人 ①80組　②32校 ①84組　②30校
①について、４０組で２回開催していたが、安全
面や運動量等を考慮し、３０組で２回の回数が適
切と考え、上限を計６０組とした。
②市内３２校すべての学校の参加が実現してい
るが、地域スポーツ団体との運営面に課題があ
る。団体と連携を取り、両者にとってより有益な
運営になるよう改善していく。

①80組　②32校 ①56組　②32校

H29決算額（見込み）

スポーツ基本法 245千円 186千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 245千円 88千円 ①親子手打ち野球＆ティーボー
ル教室参加親子組数

②小学校対抗駅伝競走大会参
加校数

③地域力活用運動
好きな子ども育成
事業

指標名 目標設定の考え方・根拠

B

所沢市のスポーツ資源を活用し、
体力向上や運動好きな子どもを育
成することは、有意義であると考え
る。特に課題である「投力」につい
ては、専門的な指導者から指導を
受ける中で数値の伸びが見られ
た。また、体を動かして遊ぶ楽しさ
が、子どものみならず、参加する保
護者にも味わっていただけることか
ら、今後も推進する必要がある。
ティーボールに関しては、小学校の
学習での普及が広まっているた
め、この教室が一役を担うと考え
る。今後も地域のスポーツ団体や
学校と連携し、運動好きな子どもを
育成すること。

H29年度に改善した点

①会場の広さから、安全に配慮し、思い切り楽し
める組数を定める。
②小学校３２校から、参加校数を定める。

①専門的な指導者の配置と、新体力テストの結果を受
けて課題種目である投力向上を図ることから、参加した
親子の組数とする。②地域スポーツ関係団体と学校関
係者・保護者・地域スポーツ指導者が一堂に会すること
により、互いの理解と交流を深め、児童の体力の向上
を図る機会を増やすことを目的とし、参加校数とする。

順番待ちが出たり、安全への配慮が行き届
かなくなる心配があることから、希望親子の
受け入れを無制限ではなく、制限を設け実
施した。制限の組数を精査し、目的を果た
すべく実施していく。

H28年度目標 H28実績

0.00 人

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

根拠法令 H29予算現額

H28決算額

100%

期間 2.10 人
非常勤
特別職

10.00 人 H30年度目標

昭和36年度～ 17,819千円 臨時職員

8,487

26,325千円 臨時職員 0.00 人
①3,506回

②3,847回

③204件

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

95%

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 30,927千円 29,116千円

H29決算額（見込み）

教育センター主任相談員設置要綱など

H29年度に改善した点

①面接相談

②電話相談・子ども電話相談

③学校巡回教育相談

本人及び保護者の面接相談の満足度
（28年度まで相談対応件数）

相談を受けた市民一人一人の不安や悩みが解
消できるよう、その相談者に寄り添いサポートし
してきている。今後も、相談者全員が満足できる
よう十分な支援をしていくための指標とした。

　訪問相談（ふれあい相談室、不登校対
策、スクールソーシャルワーカー）におい
て、、学校が
教育相談を組織的に推進できるように助言
や支援をした。特に、スクールソーシャル
ワーカーについては、2名から3名体制にな
り、関係機関との連携が円滑になった。

目標設定済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み
   本年度の重点を「組織的な不登校支援」とし、
①不登校児生徒支援方針・不登校予防マニュア
ルの改訂②不登校予防研修会を管理職等を対
象に実施③ふれあい相談員研修会及び相談室
訪問の充実④スクールソーシャルワーカーの有
効活用⑤報告書による不登校状況の把握及び
支援訪問の充実⑥教育支援センター「クウェス
ト」の充実を図る。100%

H28年度目標
Ａ

30,929千円 26,871千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

　目的については、相談を受けた保護
者、児童生徒のアンケートより、面接相
談に対して、「よかった」「ややよかった」
の回答が100％に達し、高い満足度が
得られていることがわかった。また、平
成28年度より、各学校を訪問し、教育相
談体制や学校の相談室機能の充実が
図られるよう指導・助言してきた。さらに
教育相談校内研修支援を10校実施し、
各校のニーズにあったサポートも行っ
た。これらのことから、校内での相談体
制が整備されたことや教育相談的な点
での教員の資質向上が図られたこと
は、教育相談室での相談対応件数が大
幅に減少した要因の一つであると考え
られる。

H28その他職員
従事割合

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

【目的】市民や学校から、子どもの教育上の諸問題
に関しての相談を受け、その解決のための支援を行
う。
【内容】研修会、研究活動、電話相談・子ども電話相
談、面接相談、学校巡回相談、訪問相談(不登校対
策、ふれあい相談室、スクールソーシャルワー
カー)、医療相談、ケースカンファレンス、相談室啓
発、教育支援センター「クウェスト」。

教育相談事業

根拠法令 H29予算現額

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

3.07 人
非常勤
特別職

10.00 人 8000以下

教育
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

無 有

無 無

無 無

無 無

指標名

①校内研修（内授業研究）

②研究視察（人数）

③児童・保護者・教員対象意識
調査（対象人数）

校内研修実施回数H29決算額（見込み）

学習指導要領

　 校内研修を計画的に実施し、県
教育局指導主事や大学教授等を指
導者として招聘し、研究授業及び研
究協議に対して指導助言をいただ
きながら、授業改善を図った。ま
た、児童の実態や教員・保護者の
願いを調査し、それに応じた道徳科
年間指導計画や各教科等における
道徳教育の計画等の諸計画を整備
し、実践した。児童の意識調査や公
開授業後の保護者アンケートにお
いて、成果が見られた。

H29年度に改善した点

授業研究・講演会・諸計画の作成・校内環境整
備等を含めた校内研修の回数 平成２９年度新規事業のため、特になし。

 新学習指導要領で重視されている「考え
議論する道徳」を教員全員が実現すること
で、心豊かで主体的に学ぶ児童を育成す
ることを目指し、さらに授業改善に努めると
ともに、研究発表会を開催し、研究の成果
を市内に発信する。

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

目標設定の考え方・根拠

B

380千円 380千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

【目的】市内小中学校において充実した道徳教育を
実現し、心豊かで主体的に学ぶ児童生徒を育成す
るため、研究校における道徳教育に関する具体的な
計画と質の高い授業の実践、家庭、地域との連携等
多様な取組を支援し、市内に広める。
【内容】①校内研修（授業研究会・講演会・諸計画の
作成・校内環境整備等）②研究校視察③児童・保護
者・教員対象の意識調査④家庭・地域への公開授
業⑤研究図書購入

0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績

10回

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

H28決算額H28予算現額

一
般

H29年度～H30年
度

3,394千円

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

0千円 臨時職員 0.00 人①10回（4回）

②3回（7名）

③2回（児童507名・保護者247
名・教員38名）

0.00 人 H30年度目標

H28その他職員
従事割合

臨時職員 0.00 人

期間

道徳教育の抜本
的改善・充実に係
る支援事業

根拠法令 H29予算現額

事業の種別実施計画ランク

教育
セン
ター

10回 10回

0.40 人
非常勤
特別職
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事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称 会

計

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

活動実績(H29)

経費

投入コスト
有益
な
もの

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　海老沢　康子

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　海老沢　康子

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　海老沢　康子

項目名

■ □ □

実績

評価者

保健給食担当参事　池田　隆人

期間 0.13 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

昭和24年度～ 1,103千円 臨時職員 0.00 人

目標値には達成できなかったものの、およそ昨
年度並みの実績が確保できた。今後も各学校の
特色に応じた運動部活動の在り方を探っていく
必要がある。

71%

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

1,115千円 臨時職員 0.00 人
①5,315人

②

③

H29年度目標 H29実績

運動部活動の指導者育成
若手教員の育成
関係機関との連携

所沢市内の中学校保健体育を振興し、体力の向上
やスポーツ精神を養うために組織されている団体を
支援している。当該団体では、事業計画に従い、教
員の指導力の向上を図るための授業研究会や、生
徒のスポーツ精神の涵養や体力向上を図るため、
部活動の大会を運営している。

0.13 人
非常勤
特別職

0.00 人 71% 69%

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

68%

71%

H29予算現額 H29決算額（見込み）

スポーツ基本法、中学校体育連盟補助金交付要綱 968千円 968千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 900千円 900千円
①部活動大会参加者数

②

③

中学校体育連盟
補助金

目標設定の考え方・根拠

Ａ

中学校における運動部活動の意義
は、学習意欲の向上や責任感、連
帯感の涵養等、体力向上にも大き
な役割を果たしている。各学校で
は、外部指導者を導入したり、若手
教員の育成を図る等、部活動の活
性化や大会のスムーズな運営に努
めている。今後も運動に親しみ、運
動好きな生徒の育成を図るため、
関係機関と連携し、教員のスキル
向上と競技力の向上を目指した
い。

H29年度に改善した点

部活動大会に参加した生徒の割合
（大会参加者数÷生徒総数×１００）

県中学校運動部活動の入部率が約72 %であり、
同等の数値としている。

埼玉県中学校総合体育大会市内予選大会
では、地域力を活用し早稲田大学所沢キャ
ンパス織田幹雄記念陸上競技場を借用し、
実施した。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

35項目

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

根拠法令

期間 0.09 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

平成24年度～ 764千円 臨時職員 0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

943千円 臨時職員 0.00 人
①7,768人

②

③

H29年度目標 H29実績

分析結果の有効活用を図り、成果と課題を
明らかにした保健体育授業の推進。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

生徒自ら自己の体力を理解し、自らの健康の保持増
進と体力向上を図ろうとする態度を育てることを目的
としている。また、教師が生徒の体力の実態を把握
し、指導等に活用するため。

0.11 人
非常勤
特別職

0.00 人 35項目 35項目

目標達成済35項目 41項目

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,416千円 1,081千円

H29決算額（見込み）

スポーツ基本法

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｓ

成果指標の目標値を毎年達成して
おり、体力調査事業については、一
定の成果があがっていると考えて
いる。
今後、より一層各学校の生徒の実
態を把握し、指導等にいかせるよう
に各学校へ働きかけていきたい。

H29年度に改善した点

①所沢市立中学校全生徒の新
体力テストの分析

②

③

県の標準値を上回る当市の項目数
４８項目中、７割以上の項目が上回るように目標
を設置。

新体力テストにおける各校のデータで、課
題のある項目について確認することにし
た。

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

中学生体力調査
事業

根拠法令 H29予算現額

1,244千円

期間 0.13 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

昭和24年度～ 1,103千円 臨時職員 0.00 人

H29年度目標 H29実績

新学習指導要領の趣旨を見据えた指導力
の向上と、各学校の体力の現状並びに強
みや課題を意識した授業力の改善を図る
授業研究会の実施。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

4,300人 4,042人

4,３00人

所沢市内の小学校体育事業の充実を図り、児童のスポー
ツの振興と体力の向上するための事業を支援する。
・小学校教員の体育授業の指導力向上を図るための授業
研究会の実施。
・児童の泳力向上のため、市内小学校を５つのブロックに
分けた「水泳記録会」の実施。
・児童の体力向上を目的に、市内小学校を１５ブロックに分
けた「親善体育大会」の実施。

0.13 人
非常勤
特別職

0.00 人 4,300人 4,176人

1,115千円 臨時職員 0.00 人
①4,042人

②

③

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

スポーツ基本法、小学校体育連盟補助金交付要綱 380千円 380千円

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 380千円 380千円 ①運動クラブに入部している児
童数

②

③

運動クラブに入部している児童数（４年生以上）

目標設定の考え方・根拠

Ａ

学習指導要領の趣旨に基づいた実
技伝達講習会の充実で、教師の指
導力の向上を図っている。
親善水泳記録会や親善体育大会
等の充実で、児童の体力向上を図
り、運動好きな児童の育成を図るこ
の事業の役割は大きい。

H29年度に改善した点

運動好きな児童を育成する観点から、各学校で
設置されているクラブ活動の中で、運動クラブに
加入している児童数を半数以上の指標とする。

体育実技講習会を開催し、内容を改善し、
若手教員の指導力の向上を図った。

各学校の実情に応じ、異年齢集団のよさを生か
したクラブ活動の在り方を今後も追及する必要が
ある。教師の適切な指導の下、児童の自治的、
自発的な活動が展開されるようにする。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

小学校体育連盟
補助金

目標設定の考え方・根拠

所沢市立小中学校食物アレルギー
対応検討委員会を開催し、アドバイ
ザーの助言のもと、食物アレル
ギー対応に関する課題の検討を
行った。

H28決算額 指標名

H28その他職員
従事割合

無 無

無 無

無 無

無 無
保健
給食
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H29年度に改善した点

検討委員会を定期的に開催することにより、食物アレ
ルギー対応に関する課題の把握・検討や、専門家から
の指導・助言等を得ることで、継続的な事務改善や組
織的な支援体制の充実に努める。

所沢市立小中学校食物アレルギー対応検
討委員会設置要綱を制定した。
学校における食物アレルギー対応マニュア
ルの改訂を行った。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標

目標達成済 平成30年度も、学校における食物アレル
ギー対応に関する課題の検討や、組織的
な支援体制の充実を進める。

2回

A

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円
①食物アレルギー対応検討委
員会の開催
②所沢市食物アレルギー対応ア
ドバイザーの設置
③

検討委員会の定期開催

児童生徒食物アレ
ルギー対応事業

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

「アレルギー疾患対策基本法」「学校のアレルギー疾患に対する取
り組みガイドライン」「学校における食物アレルギー対応指針」 60千円 30千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

児童生徒のアレルギー疾患が増加していることを踏
まえ、安全で安心した学校生活を送ることができるよ
う、所沢市立小中学校における食物アレルギー対応
の充実を図る。
・食物アレルギー対応検討委員会の開催
・所沢市食物アレルギー対応アドバイザーの設置
・学校における食物アレルギー対応マニュアルの整
備

学校保健事業
に含まれる

非常勤
特別職

0.00 人

0千円 臨時職員
学校保健事
業に含まれる

①1回
②1名（医師）
③

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

1回 1回

期間 0.17 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

1,442千円 臨時職員 0.00 人
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事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称 会

計

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

活動実績(H29)

経費

投入コスト
有益
な
もの

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

保健給食担当参事　池田　隆人

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　戸村　達男

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　戸村　達男

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　戸村　達男

期間 0.85 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H13年度～ 7,212千円 臨時職員 0.00 人

H29年度目標 H29実績

今後も、「予算の計画的執行」や「地域への
周知」を継続するとともに、「人材の育成」
の観点でも有効に活用するよう学校を支援
していく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

9 8.4

9

小・中学校・市立幼稚園が、地域の環境や人材を生
かし、創造性あふれる教育課程を実施する。
・学校・園教育目標の具現化についての指導・助言
を行う。
・「総合的な学習の時間」の充実を図る。
・郷土の資源を活かした昔遊びや農業体験など、体
験活動の充実を図る。

0.45 人
非常勤
特別職

0.00 人 9 8.8

3,859千円 臨時職員 0.00 人
①47校・1園

②248,622円

③

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

特色ある学校づくり支援事業実施要綱 11,947千円 11,938千円

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 11,961千円 11,956千円 ①特色ある学校づくり実施校

②1校・園あたりの平均配当予算
額

③

ヒアリング等に基づいた各校（園）の成果の評価
点（10点満点）の平均点

目標設定の考え方・根拠

A

各学校では、特色ある学校づくりの
配当予算を有効に活用し、工夫し
特色のある学校経営を行っており、
学校教育が社会に開かれ家庭・地
域との連携も進んでいる。

H29年度に改善した点

地域の人材や環境を活かした創意工夫のある教
育活動を実践した結果を検証するため、各校
（園）の成果の評価点の平均点を指標とする。

ヒアリングにおいて予算の計画的執行及び
本事業の地域への周知の面において、周
知の方法を具体的に示し、積極的に家庭・
地域に周知ができるように支援を行った。

評価観点の一つである「予算の計画的執行」「地
域への周知」は改善されたが、「人材の育成」に
課題が見られた。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

85%

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

特色ある学校づく
り支援事業

期間 2.40 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

～ 20,364千円 臨時職員 0.00 人

24,010千円 臨時職員 0.00 人
①24校

②

③

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

85% 85%

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

計画的な学校・園訪問を通して、教育行政施策の浸
透や教育課程の管理、学校教育の専門的事項の助
言・指導を行うことによって、教育内容の一層の充実
を図る。

2.80 人
非常勤
特別職

0.00 人 85% 85%

目標達成済

学校支援訪問事
業

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

地方教育行政の組織及び運営に関する法律、所沢
市教育委員会学校訪問実施要綱

0千円 0千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円
①訪問実施校数

②

③

学校訪問を校内研修の一環として位置づけてい
る学校の割合

目標設定の考え方・根拠

A

指導訪問での指導が教職員の指
導力向上に確実につながっている
とともに、授業後の分科会が学び
創造アクティブプラン推進事業を教
職員に直接周知する機会ともなっ
ている。

H29年度に改善した点

指導訪問では、一人一授業を公開するため指標
とする。（しかし、校内研修テーマに、教科指導以
外を位置付けている学校もあるため、85％で設
定）

学校訪問での専門的事項の助言・指導を
行うことによって、教育内容の一層の充実
を図るとともに、学び創造アクティブプラン
学力向上推進事業の進捗状況・成果など
をリーフレットを活用して確認し、課題につ
いては、指導・助言を行った。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

よりきめ細かな指導を実現するために効果
を検証し、財政状況をみながら事業拡大を
図っていく。

0.00 人 100%

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

92%

期間 0.25 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H26年度～ 2,144千円 臨時職員

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

1,715千円 臨時職員 0.00 人
①53件（34時間15分）

②2年（4時間30分）

③

H29年度目標 H29実績
校・園長会、並びに学校法務研修会におい
て、本事業についての周知を行うとともに、
学校において問題が発生した場合、校長に
早期に本事業の活用を含めた解決策を指
導・助言していく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

教育問題に詳しい弁護士による法的側面からの助
言等により、学校における様々な問題を早期に解決
し、学校の適正な運営に資する事を目的とする。
具体的な事業内容は以下のとおり。
①校・園長会と教育委員会との事前相談。
②電話による弁護士への相談。
③弁護士の事務所での面談。

0.20 人
非常勤
特別職

0.00 人 100% 93%

早期の対応を行っているものの、解決までに期
間を要する案件があったためと考えられる。

100%

H29決算額（見込み）

所沢市立学校法律相談に関する要綱 972千円 972千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,102千円 972千円
①電話による相談

②事務所での面談

③

学校法律相談事
業

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

目標がほぼ達成できている。電話
で顧問弁護士と相談できる体制
は、緊急時など迅速な対応と判断
が可能となる。また、学校関係の事
案に詳しい顧問弁護士に委託する
ことにより、教育的見地からの解決
方法の助言を得ることができる。こ
れらのことから、事業の効果が高い
と考えられるため、今後も事業を継
続していく。

H29年度に改善した点

解決率
多様化する学校の問題を早期解決し、学校の適
正な運営に資することを目的としているため、相
談の解決率を指標とする。

昨年同様、管理職（校長・園長・教頭）を対
象に本事業の意義と必要性、活用方法等
に係る研修会を早期に開催し、周知を図っ
た。

H28年度目標学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

根拠法令 H29予算現額

H28決算額

学校給食センター再整備進捗状況

指標名

臨時職員

事業用地取得、手法決
定

無 無

無 無

有

無

保健
給食
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

学校給食センター
再整備事業

根拠法令

学校給食法

平成29年度～

H28正規職員
人件費

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

①給食センター再整備手法調査
業務をコンサルに委託
②

③

H29予算現額 H29決算額（見込み）

6,788千円

0千円

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

A

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円
①整備手法の調査・検討

②

③

平成30年度は、事業用地の取得と、平成
29年度に実施した給食センター再整備手
法調査の内容を基に、再整備手法を決定
する。

再整備手法について、民間活力の
活用の可能性や、従来方式、PFI方
式、DBO方式の事業費の比較・検
討等を行った。

安心な学校給食を、安定的に提供するため、老朽化
した学校給食センターを再整備する。

0.00 人
非常勤
特別職

臨時職員 0.00 人

H29年度に改善した点

新学校給食センターの運用開始を目指し、スケ
ジュールに沿った進捗状況

整備に当たり、従来方式にとらわれず、民
間活力の活用を視野に入れた整備手法の
検討を行った。

-

手法調査・検討 手法調査・検討

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

0.00 人 -

0.00 人 H29年度目標 H29実績

6,480千円 6,210千円

事業の目的及び具体的な内容

期間 0.80 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

有

無



第４章　教育・文化・スポーツ  第２節　学校教育

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称 会

計

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

活動実績(H29)

経費

投入コスト
有益
な
もの

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育センター所長　米澤　三八子

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育総務担当参事　千葉　裕之

項目名

□ □ ■

実績

評価者

教育総務担当参事　千葉　裕之

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育施設課長　森田幸夫

期間 0.72 人
非常勤
特別職

H30年度目標

H27年度～ 6,109千円 臨時職員

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

2,830千円 臨時職員

①9校

②10校

H29年度目標 H29実績

全小学校のバスケットゴール落下防止対策
が平成30年度に完了する予定で、その後
は壁等に設置されているスピーカーや時計
等の落下防止対策を実施する。

H29正規職員
人件費

震災発生時、多くの学校で天井材の落下など非構
造部材の被害が発生したことから、文部科学省は、
平成27年度末を目標に、学校施設の天井等落下防
止対策の完了を目指すこととした。当市では平成27
年度に屋内運動場等における吊り天井の落下防止
対策、平成28年度からはバスケットゴールの落下防
止対策を実施している。

0.33 人
非常勤
特別職

34 34

H29その他職員
従事割合

66 66

100

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

－ 8,450千円 8,450千円

H29年度に改善した点

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 8,468千円

特になし

学校施設の非構
造部材耐震化事
業

H28予算現額 H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標の平成２９年度目標値を
達成しており、教育環境の改善を
図ることができた。
今後も学校施設の非構造部材の耐
震化について推進していく。

8,468千円
①吊り上げ用ワイヤー切断時落
下防止装置の設置

②梁とゴールのやぐら接合部の
補強

小学校のバスケットゴール落下防止対策実施率
（①②両方が設置済となっている学校数÷全小
学校数）

小学校において、バスケットゴール落下防止装
置が設置されている学校と設置されていない学
校があるため、全小学校３２校の設置を目指す。

S57年度～ 10,691千円 臨時職員 4,105

経済的な理由で子どもを就学させることが
困難な保護者は多く、そうした保護者を対
象に引き続いて援助を行っていくことは、義
務教育の円滑な実施に必要であると思わ
れる。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

3,691 3,693

期間 1.26 人
非常勤
特別職

H30年度目標

臨時職員
①150,330,076円

②40,707円

③

H29年度目標 H29実績

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

経済的な理由により、子どもを小中学校に就学させ
ることが困難な保護者に必要な援助を行う。
①申請書を小中学校または教育総務課にて配布・
受付する。
②実施要綱に基づく所得審査により支給対象者を決
定（認定）する。
③認定者には給食費を免除するとともに学用品費等
を支給する。

1.26 人
非常勤
特別職

3,867 3,691

10,805千円

H29決算額（見込み）

徒援助費補助金及び特別支援教育就学奨励費補
助金交付要綱・所沢市就学援助実施要綱

171,646千円 150,331千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 133,521千円 115,941千円
①支給金額

②一人当たりの支給額

③

支給対象人数

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

義務教育の円滑な実施という点に
おいて、一定の成果があげられて
いると考えている。

H29年度に改善した点

義務教育の円滑な実施に必要なため、支給対象
人数を指標とする。

新中学１年生の保護者に対し、これまでは
新入学学用品費を中学校入学後に支給し
ていたが、より必要な時期である入学前の
支給を開始した。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

教育
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

就学援助事業

根拠法令 学校教育法１９条、要保護児童生 H29予算現額

期間 0.09 人
非常勤
特別職

H30年度目標

S４９年度～ 764千円 臨時職員

目標達成済9,845,200

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

772千円 臨時職員
①24,613人

②

③

H29年度目標 H29実績

本事業は所沢市独自の取組みである。
厳しい財政状況の中ではあるが、保護者の
負担軽減のために現状の単価を維持して
いく。

年度当初、児童生徒の在籍数を調査し、その人数に
年度当初に定めた単価を乗じた金額を学校長に補
助金として交付する。各学校は必要な学習材料を購
入し、年度末に実績報告を行う。
学習材料費における保護者の負担を軽減するととも
に、教育内容に応じた学校独自の運用を図ることを
目的とする。

0.09 人
非常勤
特別職

9,914,000 9,914,000

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

9,845,200

9,816,000

H29予算現額 H29決算額（見込み）

学習材料費の父母負担軽減補助金交付要綱 9,954千円 9,846千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 10,008千円 9,914千円
①交付対象児童生徒数

②

③

父母負担軽減補
助金交付事業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

父母負担の軽減という点において、
一定の成果があげられていると考
えている。

H29年度に改善した点

補助額
父母負担の軽減を目的の１つとしているため、補
助額を指標とする。 特に無し

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

250

教育
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

根拠法令

期間 1.85 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

S46年度～ 15,697千円 臨時職員 0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

18,608千円 臨時職員 0.00 人

①54人

②220回

H29年度目標 H29実績

  2年次教員研修や研修員研修、各研究部
の研究推進、各種研修会等、教員の経験
やニーズに応じた改善をしていく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

【目的】市内小中学校の教員の経験やニーズに応じ
た研修を推進し、本市教育の振興に資する。
【内容】①年次経験者研修支援②2年次教員研修：
指導主事が個別指導②研修員研修：転入教員に指
導主事が個別指導③校内研修の指導者派遣④研
究員・専門研究員：専門性を高める研究推進⑤各種
7つの研修会の実施

2.17 人
非常勤
特別職

0.00 人 250 204

若手教員が増える中、県主催の年次研修も充実
してきていること、また、教職員の負担軽減も踏
まえて、教育センター主催の研修会を精選し内
容の充実を図っている。

250 220

850千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,035千円 1,035千円

H29決算額（見込み）

教育公務員特例法

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

   初任者研修、初任者研修担当教
員研修会、ステップアップ研修、5年
経験者研修、10年経験者研修、20
年経験者研修等の研修を支援し
た。
   また、2年次教員研修、研修員研
修、授業実践研究員・教育相談研
究員・学校事務研究員の研究、専
門研究員の研究、事務職員のマネ
ジメント研修会、指導者派遣事業
等、更なる資質向上を目指す事業
を実施した。

H29年度に改善した点

①研修員人数（2年次教員研修）

②指導者派遣回数

指導者派遣回数 指導者派遣回数

　経験者研修では、初任者や5年次研修の
対象者増加に伴い、新たな施設体験先を
確保し、異業種体験の充実を図った。新任
転入管理職研修会などでは、各々の校務
分掌に求められる資質能力の育成を図っ
たり、他校との情報交換の機会を設けたり
した。教育

セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

資質向上事業

根拠法令 H29予算現額

1,562千円

事業の種別実施計画ランク

教育
施設
課

一
般

無 無

無 有

無 無

無 無



第４章　教育・文化・スポーツ  第２節　学校教育

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称 会

計

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

活動実績(H29)

経費

投入コスト
有益
な
もの

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育施設課長　森田幸夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育施設課長　森田幸夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育施設課長　森田幸夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育施設課長　森田幸夫75.00%

期間 1.20 人
非常勤
特別職

H30年度目標

H27年度～ 10,182千円 臨時職員

7,117千円 臨時職員

①1件

②1件

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

50.00% 50.00%

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

航空機騒音の著しい第一種区域に所在する狭山ケ
丘中学校・北中小学校の防音校舎に防衛省の補助
金を活用した復温除湿工事を実施し、騒音を防止・
軽減することで、教育環境の改善を図る。

0.83 人
非常勤
特別職

25.00% 25.00%

目標達成済

防音校舎改修事
業

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律 227,930千円 224,103千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 140,645千円 140,422千円

①設計件数

②工事件数

第1種区域内の防音校舎への空調設備改修実
施率

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

成果指標の目標値を達成してお
り、教育環境の改善を図ることがで
きたと考える。

H29年度に改善した点

2校（狭山ケ丘中学校･北中小学校）の改修工事
の進捗を率で表わす。
平成29年度は狭山ケ丘中学校の2ヶ年工事の2
年目が計画どおり完了した。

空調設備を改修したことで、騒音を防止･軽
減することができ、教育環境が向上した。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

補助金を活用し、教育環境の改善を図るた
めの改修に努めていく。

38,522千円 臨時職員 12件

教育
施設
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

5

期間 4.54 人
非常勤
特別職

H30年度目標

S30年度～

目標達成済5

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

36,615千円 臨時職員
①724件

②5件

③5件

H29年度目標 H29実績

年々学校施設の老朽化が進む状況にある
が、緊急性、優先度、全体的なバランス等
を総合的に勘案しながら、効率的な修繕、
改修に努めていく。

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

児童生徒の安全確保及び教育環境の充実、さらに
学習指導要領等の改訂への対応のために行うもの
であり、緊急性や安全性、予算等を考慮の上修繕を
行う。
１　各施設からの修繕要望により、現場調査し修繕
を行う。
２　長寿命化を目的とした大規模な修繕は、公共建
築物修繕計画に合わせて行う。

4.27 人
非常勤
特別職

8

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

－ 204,380千円 204,358千円

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 176,791千円 175,965千円 ①修繕実施件数

②改修工事実施件数

③短期修繕計画に基づく改修工
事実施件数

学校施設修繕・改
修事業

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

成果指標の目標値を達成してお
り、児童生徒の安全確保を第一に
教育環境の改善を図ることができ
たと考える。
今後も、施設の老朽化が進んでい
くことから計画的に事業を進めてい
く。

H29年度に改善した点

短期修繕計画実施件数
短期修繕計画に基づく実施件数／計画件数

長寿命化を目的とした大規模な修繕は、所沢市
公共建築物修繕計画の短期修繕計画にて計画
していることから、その計画・実績件数を指標と
し、緊急性や予算等を考慮した目標設定とする。

緊急性が低い修繕をまとめて発注し経費
削減を図った。

H28年度目標

8

臨時職員 41

教育
施設
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額

35 36

期間 0.58 人
非常勤
特別職

H30年度目標

H26年度～H33年
度

4,921千円

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

3,773千円 臨時職員

①6校

②6校

H29年度目標 H29実績

木質化に伴いトイレ改修においても、出来
る限り木材をふんだんに取り入れた改修を
心掛けていく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

学校のトイレは老朽化による臭い、汚いイメージによ
り、トイレに行くことを我慢してしまう児童もいることか
ら、和式便器を洋式便器に変更し、バリアフリー対策
や臭気対策を行うことで、快適な教育環境を確保す
る。また老朽化した給排水管等の改修を行うため、
校舎の1階から最上階まで縦に配列した1系統のトイ
レを対象に改修する。

0.44 人
非常勤
特別職

31 32

目標達成済

H29決算額（見込み）

－ 1,001,816千円 461,906千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 482,333千円 480,144千円

学校トイレ改修事
業

根拠法令

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標のH29年度目標値を達成
しており、洋式便器化、バリアフリー
対策、臭気対策等について、教育
環境の改善を図ることができたと考
える。
今後も、学校トイレ改修事業計画を
予定の通りに進めていく。

H29年度に改善した点

①設計実施件数

②改修工事実施件数

市内小中学校における大便器の洋式化率
大便器の洋式化を図っていることから、
洋式大便器数/全大便器数
にて洋式化率を算定する。

設計施工監理を行う営繕課や学校との連
絡調整を密に行った。

教育
施設
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

H29予算現額

「所沢市公共建築物における木材の利用
の促進に関する方針」により、適切な範囲
で校舎内装木質化を進めていく。

H29年度に改善した点

学校との連絡調整を密に行った。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

教育
施設
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

H29予算現額

－ 65,812千円

H29年度～H30年
度

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

成果指標の平成２９年度目標値を
達成しており、教育環境の改善を
図ることができた。H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

H29決算額（見込み）

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

①普通教室棟の内装木質化
中央中学校における実施率（フロアー分）

計画している校舎の実施フロアー面積/計画して
いる校舎の全フロア―面積

65,502千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

根拠法令

①0.5校

公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律が
平成22年10月に施行された。木材は、熱を伝えにくい、温
かい手触りを与える、室内の湿度を調整する、木の香りが
気持ちを落ち着かせる、長期に渡り炭素を貯蔵し続ける等
の効果や特性がある。当市においても、こうした木材の効
果等を踏まえ、生徒の教育環境の向上及び地球温暖化の
防止を図ることとし、生徒が日常を過ごす普通教室及び教
室を結ぶ廊下等の内装について、木質化を行う。

H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

49.63

H30年度目標

2,715千円 臨時職員

―0.15 人

49.63

臨時職員

―

1,286千円

非常勤
特別職

H29年度目標

非常勤
特別職

100

期間 0.32 人

校舎内装木質化
事業

無 有

無 有

無 有

無 有



第４章　教育・文化・スポーツ  第２節　学校教育

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称 会

計

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

活動実績(H29)

経費

投入コスト
有益
な
もの

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　戸村　達男

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育センター所長　米澤　三八子

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　戸村　達男

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　戸村　達男

期間 0.25 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H11年度～ 2,121千円 臨時職員 0.00 人

部活動が活発になっているが、強豪校の存在や
生徒の伸び具合などから、目標までには及ばな
かった。

10部

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

1,715千円 臨時職員 0.00 人
①69人

②15校

③2761回

H29年度目標 H29実績

地域における指導者の人材発掘と適正な
活動を実施するための各学校での部活動
顧問と指導員との連携の強化を図ってい
く。

学校の部活動の充実・発展を図る。
・各中学校で外部指導員を選出し、校長の推薦によ
り教育委員会が委嘱する。
・外部指導員は、顧問と連携し生徒の指導をする。
・活動報告書により、3期に分けて外部指導員に謝
金を支払う。

0.20 人
非常勤
特別職

0.00 人 10部 3部

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

3部

10部

H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市立中学校部活動外部指導員設置要綱 3,000千円 2,761千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,000千円 2,855千円
①外部指導員数

②外部指導員配置校数

③指導回数

地域人材活用事
業

目標設定の考え方・根拠

C

外部指導員により、部活動の技術
向上や活発な活動につながってい
る。

H29年度に改善した点

全国大会・関東大会出場部活動数

外部指導員により、部活動の技術向上や活発な
活動につながり、目に見える成果の確認のため
全国大会・関東大会出場部活動数を指標とす
る。

各学校の指導回数再配分を2度行い、指導
回数がより学校の意向に沿うように工夫し
た。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

60%

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

根拠法令

期間 0.74 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H15年度～ 6,279千円 臨時職員 53.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

6,860千円 臨時職員 53.00 人
①10校

②73,959人

③186日

H29年度目標 H29実績
より多くの子供が楽しくかかわり合う中で、
自主性や社会性を高めあえるよう、それぞ
れの地域の特色を生かした活動の充実を
図ると共に、事業についての啓発をすすめ
る。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

放課後の子どもたちの安全・安心な居場所を確保す
ること、異年齢の子どもたちとの交流を促進すること
等、地域住民による子どもたちの健全育成を図るこ
とを目的としている。
・学校の放課後の施設を借り、地域で「ほうかごとこ
ろ」の運営委員会を組織して方針を定め、その方針
に基づいて放課後支援員やボランティアが実施す
る。

0.80 人
非常勤
特別職

0.00 人 60% 51%

児童は、高学年になると、学習塾や習い事に通う
ようになり、放課後の活動の時間が確保できない
ことが多くなる。そのため、高学年の児童の登録
割合が減少している状況が各校で見られるた
め。

60% 53.1%

46,352千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 49,317千円 45,103千円

H29決算額（見込み）

所沢市放課後支援事業「ほうかごところ」実施要綱

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

目標達成に向けてある程度成果は
でているが、高学年を含めた全校
児童の登録率が指標となっている
ため、目標をやや下回っている。

H29年度に改善した点

①事業実施学校数

②年間利用延べ児童数

③10校の年間平均開設日数

設置小学校在籍児童の事業登録率

児童が放課後安心して遊べる場所が少なくなっ
ており、安心して活動できる居場所を提供するこ
とを主目的としてるため、設置小学校における在
籍児童の事業登録率を指標とする。

放課後支援員の資質向上研修において、「アレ
ルギー対応研修」「救命救急講習」を実施した。
危機管理もあわせて今後も研修を計画していく。
スタッフリーダー会議・放課後支援員研修会に青
少年課所管の「中富ほうかご広場」も加わり取り
組むことができた。

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

放課後支援事業

根拠法令 H29予算現額

49,902千円

期間 1.40 人
非常勤
特別職

3.00 人 H30年度目標

H17年度～ 11,879千円 臨時職員 0.00 人

H29年度目標 H29実績 非行問題行動、交通事故を学校だけで防
ぐことは困難である。家庭の協力、地域と
の連携を深め、地域ぐるみで子どもたちを
守り、育てるという考え方を啓発していく。
今後も児童生徒の健全な育成を目指して
関係諸機関との連携・充実を図っていく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

100人 111人

100人

学校と地域が連携して危機管理体制を整え、学校内
外での事故や事件を未然に防止すると共に地域の
交通安全の推進・防犯体制の強化を図り、安全で安
心な学校と地域を構築して学校を支援する。

1.30 人
非常勤
特別職

3.00 人 100人 72人

11,148千円 臨時職員 0.00 人
①534回

②30回

③

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市安全・安心な学校と地域づくり推進本部条
例、安全安心対策推進員設置要綱

5,303千円 5,021千円

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 5,303千円 4,993千円 ①学校訪問、地域に出向いての
支援活動回数

②推進支部会議の開催回数

③

暴力行為により指導を受けた児童生徒数

目標設定の考え方・根拠

B

成果指標の目標値をH27、H28年度
は達成しており、一定の成果が挙
げられていると考えている。しかし、
H29年度は、達成することができな
かったため、学校内外での事故や
事件を未然に防止すると共に、地
域の交通安全の推進、防犯体制の
強化を図り、より一層の向上につな
がるよう努めていきたい。

H29年度に改善した点

事業開始の背景に、学校内における暴力行為が
深刻化したことがあった。そのため、暴力行為に
より指導を受けた児童生徒数を指標とする。

「安全・安心な学校と地域づくり推進本部会
議」において、各機関が必ず発言する場を
設け、各機関からの情報を共有するように
した。

いじめ防止対策推進法の策定により、いじめの
認知の仕方がかわり、以前より軽微なものも「い
じめ」として取り扱うようになった。そういったこと
から、暴力行為に関しても同じように捉えるように
なったため、暴力行為の報告数が増加したと思
われる。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

安全・安心な学校
と地域づくり推進
事業

H28決算額 指標名

H29決算額（見込み）

0.00 人

教育
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

教育センター維持
管理事業

根拠法令 H29予算現額

特になし

目標設定の考え方・根拠

A

成果指標の目標値を達成してお
り、利用者の利便性や職員の安全
確保を第一に施設内の環境改善を
図ることができたと考える。
今後も、施設の老朽化が進んでい
くことから計画的に事業を進めてい
きたい。

H29年度に改善した点

施設の老朽化に伴い修繕計画に基づいて、その
計画・実績件数を指標とし、緊急性や予算等を考
慮した目標設定とする。

緊急性が低い修繕をまとめて発注し経費
削減を図った。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

年々、施設の老朽化が進む状況にあるが、
緊急性、優先度、全体的なバランス等を総
合的に勘案しながら、効率的な修繕、改修
に努めていく。

目標達成済

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 900千円 900千円
①修繕実施件数

②

③

修繕実施件数

481千円 481千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

利用者の利便性や職員の安全確保のために行うも
のであり、緊急性や安全性、予算等を考慮の上、修
繕を行う。

0.25 人
非常勤
特別職

0.00 人 1 1

H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

3 3

H28年度目標 H28実績

①3件

②

③

H29年度目標

2

H30年度目標

昭和46年度～ 2,121千円 臨時職員 0.00 人

2,144千円 臨時職員 0.00 人

期間 0.25 人
非常勤
特別職

無 無

無 無

無 無

無 無
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事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称 会

計

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

活動実績(H29)

経費

投入コスト
有益
な
もの

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画課長　市川　勝也

推進

H28決算額

H29年度目標 H29実績

期間 0.08 人
非常勤
特別職

H30年度目標

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H25年度～ 679千円 臨時職員

臨時職員

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

教育環境の充実を図るため、特色ある私立学校を
誘致する。

0.16 人
非常勤
特別職

推進

①学校法人と開校に向けた課題
の整理と情報共有を行った。

目標達成済

H29決算額（見込み）

特になし 0千円 0千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

推進

推進

－ 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

①学校法人、県及び市の関係部
署と調整し、誘致に向けた問題
解決を図る。

誘致に向けた調整等の推進

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

誘致については、解決すべき様々
な課題が想定されることに加え、学
校法人の運営に関わることであるこ
とから、市の予定するスケジュール
通りに遂行することはむずかしい。

H29年度に改善した点

誘致に向けては、解決すべき様々な課題が想定
されることから、関係各所との情報共有と充分な
調整を行い、できるだけ早期の開校に向け。事
業の円滑な推進に努める。

学校法人に開校に向けたスケジュールの
提示を求めた。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

誘致に向けた調整等を推進する。

推進

経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

私立学校誘致推
進事務

根拠法令 H29予算現額

1,372千円

無 無



項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　森田茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　森田茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　森田茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　森田茂明
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52回

期間 0.13 人
非常勤
特別職

H30年度目標

平成15年度～ 1,103千円 臨時職員

1,544千円 臨時職員
①75人

②

③

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

52回 52回

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

　非行行為を青少年の問題としてだけではなく、地域
社会全体の問題として捉え、青少年が非行に巻き込
まれるような状況の抑止対処、また所沢駅周辺の環
境浄化を目的とする。
　所沢駅周辺を週末定期的に巡回して、青少年に対
する声掛け等を行う事業を日本ガーディアンエンジェ
ルスに委託して実施している。

0.18 人
非常勤
特別職

52回 52回

目標達成済

ふれあいタウン事
業

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

特になし 1,439千円 1,439千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,439千円 1,439千円 ①ガーディアン・エンジェルス延
べ活動人数

②

③

商店街の巡回回数

目標設定の考え方・根拠

A

経験豊富なガーディアンエンジェル
スメンバーが所沢駅周辺を週末定
期的に巡回して、青少年に対する
声掛け等を実施することは、街の風
紀維持に大変効果があると考えて
いる。
　また、青少年育成推進員の研修
の一環として、推進員がパトロール
に同行して活動のノウハウについ
てレクチャーを受けるなど、青少年
団体への好影響も大きいと考えて
いる。

H29年度に改善した点

所沢駅周辺の環境浄化を目的としているので、
その巡回回数を指標としている。

前年に引き続き、青少年育成推進員の研
修の一環として、夏休み前にガーディアン
エンジェルスの活動に同行して、パトロール
を体感した。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

報告内容を市関係課に送付するなどして、
さらに環境浄化に努める。

0.16 人 3,000個

青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

3,000個

期間 0.22 人
非常勤
特別職

H30年度目標

平成年度～ 1,867千円 臨時職員

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

2,744千円 臨時職員 0.20 人
①56団体

②262人

③6人

H29年度目標 H29実績

効果的な啓発活動を行うため、実施の方法
等の改善に努めたい。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

　青少年が新たな社会の担い手として、非行に陥る
ことなく、豊かな個性と能力を持った人間に成長する
社会環境を地域社会が主導して創っていくよう、市
民全体に呼びかける。
　青少年の非行・被害防止及び青少年健全育成に
係る街頭啓発活動を市と青少年育成市民会議の主
催により、関係団体の協力を得ながら実施する。

0.32 人
非常勤
特別職

3,100個 3,000個

目標達成済3,000個

H29決算額（見込み）

特になし 400千円 366千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 577千円 405千円 ①街頭啓発活動に協力した延べ
団体数
②街頭啓発活動に参加した延べ
人数
③街頭啓発活動に参加したジュ
ニア推進員の延べ人数青少年健全育成

広報・啓発活動事
業

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

青少年健全育成の実現には、継続
的に啓発活動を行うことが効果的
であり、全国的に展開する強調月
間に合わせて本市の青少年健全育
成に関わる各団体の協力を得て活
動を行うことは、大変有意義で効果
があると考えている。

H29年度に改善した点

啓発物配布数
青少年の非行・被害防止、また健全育成を目的
に街頭で啓発活動を行うので、啓発物の配布数
を指標とする。

活動を主催する本市と青少年育成所沢市
民会議とで、啓発グッズの共通化を引き続
きはかり、コスト削減に努めている。

H28年度目標青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

根拠法令 H29予算現額

期間 0.12 人
非常勤
特別職

H30年度目標

昭和48年度～ 1,018千円 臨時職員 0.02 人

2,315千円 臨時職員 0.05 人
①26件

②

③

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

4,000人 3,093人

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

　青少年健全育成団体の連絡調整を図り、総合的
事業の企画を遂行する青少年育成所沢市民会議に
対し、その財源として補助を行う。
　広報活動、かるた大会、街頭キャンペーン、各種ス
ポーツ大会等の実施のほか、地域青少年育成団体
の活動費の交付や青少年健全育成事業への助成を
行っている。

0.27 人
非常勤
特別職

4,000人 3,447人

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 5,850千円 5,850千円

H29決算額（見込み）

青少年育成所沢市民会議交付金交付要綱・所沢市
補助金等交付規則

本団体は、本市の青少年健全育成
にかかる中心的役割を担っている
団体であり、歴史も古く、市全域へ
の影響が大きい。
　歴史を重ねる各スポーツ大会の
実施やふるさと意識の醸成に資す
る　「所沢郷土かるた」を用いた事
業など参加者も多く優良な事業を
実施するほか、青少年の非行防
止・健全育成を目的に街頭啓発活
動を中心になって実施するなど、本
市の青少年健全育成に大変貢献し
ている。
　今後も交付金の補助額は維持し
ながら、市は同団体と連携して青少
年健全育成に取り組みたい。

H29年度に改善した点

①スポーツ大会・家庭の日・非
行防止等の青少年健全育成に
係る事業の年間実施数
②

③

青少年体力つくりスポーツ大会参加者数
青少年の非行防止・健全育成を目的に各種事業
を行うので、代表的な事業であるスポーツ大会へ
の参加者等数を指標とする。

組織の活性化を図るために部会や規約の
見直しについて検討した。

サッカー・三道・卓球の参加者数が減少してい
る。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

組織の見直しを行う。

3,600人

青少年育成所沢
市民会議交付金

根拠法令 H29予算現額

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

5,850千円 5,850千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

2,036千円 臨時職員 0.16 人

青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

H29実績

H29その他職員
従事割合

5％ 4％

5％

期間 0.24 人
非常勤
特別職

H30年度目標

H28実績

非常勤
特別職

4％ 5％

2,744千円 臨時職員 0.20 人
①174件

②650件

③

H29年度目標

222千円 270千円
①小学生作文応募数

②中学生作文応募数

③

対象児童生徒数に対する作文応募数の割合根拠法令

295千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H29目標値が未達成の理由・分析

引き続き、小中学校の協力を得ながら事業
を進めたい。

無 無

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

児童生徒の総数が減少していく中、
一定数の応募数は確保できたと考
える。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

特になし 330千円

家庭の日を認識してもらうことを目的に作文を募
集しているので、その応募数を指標とする。

総数で４４件、中学生でみると４７件の応募数が
減少している。

自治事務

　青少年を健全に育成するための最も重要な基盤で
ある家庭を改めて認識する「日」を設定し、家庭にお
ける青少年健全育成への啓発を図る。
　市内小学校3年生から中学校3年生を対象に、家
庭を基盤として青少年が未来に向けて考えているこ
と（夢・希望・提案）をテーマとした作文を募集し、優
秀作品を選考して、優秀者の表彰を行う。

0.32 人

H29正規職員
人件費

昭和48年度～

H28決算額 指標名

「家庭の日」推進
事業

重要 法定受託事務 法定受託＋附加

会
計

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

環境
影響

活動実績(H29)

経費

投入コスト

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

無 無

総合
評価

評価
理由

現状の課題

H29年度に改善した点

学校を通じた作文募集周知のため、校長
会等の場で改めて依頼している。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

Ｂ

無 無

有益
な
もの

有害
な
もの

無 無
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会
計

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど
環境
影響

活動実績(H29)

経費

投入コスト

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称 総合

評価
評価
理由

現状の課題
有益
な
もの

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　森田茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　森田茂明10人

11人

期間 0.16 人
非常勤
特別職

H30年度目標

昭和40年度～ 1,358千円 臨時職員

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

1,629千円 臨時職員 0.05 人①12回

②80人

③

H29年度目標 H29実績

高校生のスタッフを含め、事業に関わる人
員の確保が課題と考えている。
市や関係機関の広報誌などの活用により
周知を図っていく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

地域社会において、友愛精神をもって青少年に接
し、その相談相手となり、助言活動を行い、健全な青
少年育成に資するために、補助金を交付している。
　当該団体は、レクリエーションやキャンプなどの活
動を通じて、学校や学年を超えた仲間づくり、リー
ダーを含めた異年齢同士の交流を目的に事業を実
施している。

0.19 人
非常勤
特別職

10人 11人

目標達成済10人

72千円 72千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 72千円 72千円

H29決算額（見込み）

所沢市青少年相談員設置要綱・所沢市青少年相談
員協議会補助金交付要綱

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

限られた人員の中で、自主事業等
を着実に実施して、青少年の健全
育成に貢献していると考える。

H29年度に改善した点

①活動実施回数

②自主事業参加のべ人数

③

相談員の登録人数
青少年相談員の数の増加が活動の活性化につ
ながり、ひいては青少年の健全育成に資すること
から、相談員の数を指標としている。

人員の確保に苦労していることから、市の
ホームページにも情報を掲載した。

青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

青少年相談員協
議会補助金

根拠法令 埼玉県青少年相談員設置要綱・ H29予算現額

期間 0.28 人
非常勤
特別職

H30年度目標

昭和62年度～ 2,376千円 臨時職員 0.08 人

H29年度目標 H29実績

引き続き、各地区の推進員が学校との情
報共有を行うとともに、他地区の推進員と
の情報交換を支えていく必要がある。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

10人 7人

10人

埼玉県から委嘱された青少年健全育成推進員ととも
に、本市における青少年健全育成を目的とする団体
や事業等との連携・調整を図る。
　青少年育成所沢市民会議の実施する街頭啓発活
動や家庭の日推進事業等に協力参加したり、各推
進員は地域学校等と連携して安全で安心な学校と
地域づくりに尽力している。

0.27 人
非常勤
特別職

8人 10人

2,315千円 臨時職員 0.05 人
①64人

②25回

③7人

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

特になし 0千円 0千円

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円
①青少年育成推進員数

②活動実施・協力・参加回数

③ジュニア推進員数

ジュニア推進員の登録数

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

青少年健全育成に係る趣旨を理解
し、青少年の非行・被害防止及び
健全育成の街頭啓発活動をはじ
め、各種事業に協力いただいてい
る団体であり、今後も同様に協力を
求めたい。

H29年度に改善した点

活動の幅を広げるために、中学生の推進員を募
集し・活用しているので、その登録数を指標とす
る。

年度初めに、小学校新一年生全員に花の
種子を配布するため、直接、各小学校を訪
問して、学校長等と情報交換をした。

中学校や児童館に募集のポスターを掲示してい
るが、これがどれだけ応募活動につながるのか
分析する必要があると考える。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

青少年育成推進
員協議会事業

無

無 無

無



項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育課長　稲田　里織

項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育課長　稲田　里織

項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育課長　稲田　里織

項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育課長　稲田　里織

第４章　教育・文化・スポーツ  第４節　社会教育

期間 0.25 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

昭和59年度～ 2,121千円 臨時職員 0.00 人

H29年度目標 H29実績 多くの参加者を受入れるためには、安全面の徹
底が必要であり、中学生・高校生・大学生リー
ダーの育成と指導に対して、団体への助言を
行っていく。また、事業の継続には、参加者→
リーダー→運営へのサイクルを継続することが
必要であり、魅力あるプログラムづくりにも協力し
ていく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

100 94

95

サマースクールは、豊かな自然環境の中で長期宿
泊の集団生活を通じて、子どもたちの豊かな感性と
自立心を養い社会性を身に付けることを目的として
開催されている。同事業では、活動の中で中学生・
高校生・大学生リーダーが育成されており、青少年
健全育成とともに、地域の教育力向上にも貢献して
いる所沢サマースクールに対して、補助金を交付し
て活動を支援している。

0.21 人
非常勤
特別職

0.00 人 100 140

1,801千円 臨時職員 0.00 人

①75人
②43人

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

社会教育法、
所沢サマースクール実行委員会補助金交付要綱

360千円 360千円

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 360千円 360千円

①小学5・6年生の参加者数
②中学・高校・大学生のリーダー
参加者数

サマースクールの定員に対する参加率（％）

目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標の目標値はやや下回って
いるが、実行委員会が主体となって
実施する青少年活動として一定の
成果を上げていると考えている。

H29年度に改善した点

青少年活動の入口として、より多くの子どもたち
に参加してもらいたく、参加率を指標としている。 雨天が長く続く中、子どもたちが飽きてしま

わないよう、プログラムを工夫した。

旅行業法の関係で、平成29年度から所沢市広報
での募集掲載を取りやめたため、参加率が下
がったと分析している。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

180

社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

サマースクール助
成事業

期間 0.16 人
非常勤
特別職

0.99 人 H30年度目標

昭和39年度～ 1,358千円 臨時職員 0.00 人

1,372千円 臨時職員 0.00 人

①47,000部
②120回

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

200 165

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

子どもたちの心豊かな健全育成を図るＰＴＡ活動の
理解を深めるため、市内小中学校等の各学校単位
ＰＴＡの相互交流･連携･情報交換や研修等を行う所
沢市ＰＴＡ連合会に対し、補助金を交付して活動を支
援する。また、女性の地位向上や社会進出、男女平
等を目指した学習活動を行うとともに、本市の生涯
学習の推進・社会教育の振興及び男女共同参画な
どにも貢献する所沢市連合婦人会に対し、補助金を
交付して活動を支援している。

0.16 人
非常勤
特別職

0.85 人 200 180

教育講演会を開催した2月はインフルエンザが流
行しており、さらに、子どもの聴講が不可であっ
たため、参加しにくかったというご意見もあり、目
標値を下回った。今後は、開催時期の検討や子
どもの参加可否、さらに開催広報時期を早める
など、保護者がより参加しやすいように工夫して
いくことが必要である。

社会教育関係団
体補助事業

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

社会教育法、所沢市ＰＴＡ連合会補助金交付要綱、
所沢市連合婦人会補助金交付要綱

2,337千円 2,337千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 630千円 630千円

①所沢市ＰＴＡ連合会の会報紙
発行部数
②所沢市連合婦人会の活動回
数

所沢市ＰＴＡ連合会が主催する教育講演会の参
加者数（人）

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

成果指標の目標値は下回っている
が、所沢市ＰＴＡ連合会は、各学校
ＰＴＡ間の連携強化に欠かせない存
在であり、また、所沢市連合婦人会
は、男女共同参画社会に向けて長
年にわたり着実な活動を続けてい
る。両団体とも地域の教育力向上
に一定の成果を上げており、今後も
活動支援を継続していく必要があ
る。

H29年度に改善した点

ＰＴＡ活動への理解を深めるという目的のもと、所
沢市ＰＴＡ連合会の主要事業である教育講演会
の参加人数を指標とする。

所沢市ＰＴＡ連合会では、審議会委員をブ
ロックから割り当てることで、連合会長の負
担軽減を図った。
所沢市連合婦人会では、会員の高齢化に
ついて、意見交換をしながら課題解決に向
けて方向性を確認した。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

所沢市ＰＴＡ連合会が会員の総意で活動で
きるよう、日頃から学校長やＰＴＡ役員と情
報交換をより密にしていく。また、所沢市連
合婦人会は、現在の支部数を維持するた
め、本部運営について、引き続き助言をし
ていく。

0.00 人 400

社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

468

期間 0.02 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

昭和50年度～ 170千円 臨時職員

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

172千円 臨時職員 0.00 人

①18部隊
②147人

H29年度目標 H29実績

地域の青少年健全育成を図っているボー
イスカウト・ガールスカウトの活動意義は大
きく、行政との連携は必要であり、今後とも
必要な助成を継続していく必要がある。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

自然・社会体験学習や異年齢交流の場として、市内
で活動するボーイスカウト（2団体）及びガールスカウ
ト（2団体）に対して、青少年活動が活発に行われる
ことを期待して、補助金を交付しその活動を支援す
る。

0.02 人
非常勤
特別職

0.00 人 337 351

目標達成済365

H29決算額（見込み）

社会教育法、ボーイスカウト補助金交付要綱、
ガールスカウト補助金交付要綱

180千円 180千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 180千円 180千円

①部隊数
②団員加入人数

青少年団体活動
助成事業

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標の目標値は上回っており、一
定の成果を上げていると考えている。各
団体は、キャンプ等の野外活動の実施
を中心に様々な活動を行うとともに、市
民文化フェアや市民フェスティバル等で
の奉仕活動など、青少年健全育成への
貢献度は高い。また、公民館等で行わ
れる地区文化祭にも積極的に参加お
り、地域のコミュニティ機能が変容し、地
域の教育力低下が指摘されている中、
市内でのボーイスカウト・ガールスカウト
の活動意義は大きく、今後も支援を継続
していく。

H29年度に改善した点

補助団体の年間事業数（件）

自然・社会体験学習や異年齢交流の場としての
事業が活発に行われることを期待して活動を支
援しているため、団体の年間事業数を指標とす
る。

団員数を確保するため、公民館等へ団員
募集チラシの配布を行った。

H28年度目標社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

根拠法令 H29予算現額

期間 0.38 人
非常勤
特別職

0.01 人 H30年度目標

昭和48年度～ 3,224千円 臨時職員 0.00 人

子どもたちを取り巻く地域の実情が変化す
る中で、より広く子ども会活動に参加しても
らえるよう、多くの子ども会育成会の声を聞
き、どのような支援が必要かを検討・工夫し
ていく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

14,400 14,497

14,400人

様々な生活体験・自然体験の機会を充実させ、子ど
もたちの「生きる力」を育むため、子どもの自主性に
基づく地域の子ども会活動の振興を図るために校区
を単位にその支援を行う。また、各校区子ども会育
成会相互の連携・情報交換・研修及び広域的な事業
を行いながら、各校区子ども会育成会を支援してい
る所沢市子ども会育成会連絡協議会に対しても支
援を行う。

0.52 人
非常勤
特別職

0.00 人 14,600 14,434

4,459千円 臨時職員 0.00 人

①432名
②54名

事業の具体的な内容及び目的
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

H29予算現額 H29決算額（見込み）

社会教育法、所沢市校区子ども会育成交付金交付要綱、所沢市
子ども会育成会連絡協議会補助金交付要綱

2,097千円 2,097千円

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,170千円 2,080千円

①「彩の国21世紀郷土かるた」
所沢大会参加者数
②5年生インリーダー研修会参
加者数

子ども会育成事業 A

子ども会の異年齢集団による様々
な遊びや生活体験・自然体験に
は、子どもたちが協調性や自己決
定能力等を獲得する効果が期待で
きる。その活動を支える子ども会育
成会活動は、地域の人々が子ども
の健全育成に携わることを主眼とし
ており、地域の教育力向上に寄与
しており、今後も、本事業を通じて
子ども会活動を支援していく。

H29年度に改善した点

子ども会の会員人数（人）
多くの子どもたちに子ども会活動へ参加してもら
えるよう、各小学校区の子ども会会員数を指標と
した。

校区子ども会育成会役員の声を直接聴くこ
とや、アンケートをとることなどから、どのよ
うな支援が効果的であるかを検討した。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29年度目標 H29実績

会
計

成果

社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 目標設定の考え方・根拠

根拠法令

現状の課題

環境
影響

H28決算額 指標名

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

活動実績(H29)

経費

投入コスト
有益
な
もの

有害
な
もの

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

無 無

無 無

無 無

無 無
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会
計

成果

現状の課題

環境
影響

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

活動実績(H29)

経費

投入コスト
有益
な
もの

有害
な
もの

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育課長　稲田　里織

項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育課長　稲田　里織

項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育課長　稲田 里織

項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育課長　稲田 里織4,497千円 臨時職員 0.00 人

H29その他職員
従事割合

30 27

27.5

期間 0.53 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

非常勤
特別職

0.00 人 27 29

4,202千円 臨時職員 0.00 人

①39日
②2837人
③6524人

H29年度目標 H29実績

3,037千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,067千円 3,037千円

①各事業の開催延べ日数
②文学・イラストの応募者人数
③事業の参加者延べ人数

市内児童・生徒の事業参加率（％）根拠法令

H29年度に改善した点

事業を通じて多くの子どもたちの成長を促すた
め、市内児童・生徒数に占める参加率を指標と
し、前年度実績以上の参加率を目標値とした。

トコトコタウンは、会場規模を越えかねない
事態が見受けられたため、安全性を重視
し、当日参加から事前応募制に変更した。
また、おはなしのひろばは、会場となる公
民館に併設した図書館と連携して開催した
結果、例年を上回る来場があった。

より安全面を重視し、会場規模を越えないよう例
年よりも定員を減らして開催した事業があったた
め、減少したと考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

近年、参加者層が低年齢化している傾向
があり、高学年や中学生に向けた企画にも
力を入れる必要がある。各事業を通じて、
子どもたちが自分の可能性を追求し、表現
意欲や知的好奇心の深化を促進できるよ
う、今後も継続して事業を支援していく。

無 無

H28決算額 指標名

所沢こどもルネサ
ンス開催支援事業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標の目標値は下回っている
が、実行委員会が主体となり、多く
の事業を通じて子どもたちの健全
育成に貢献しており、一定の成果を
上げていると考える。学校教育の
枠を超えて、子どもたちが自分たち
の感性を伸ばせる場をより多く提供
できるよう、引き続き支援をしてい
く。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

社会教育法、
所沢こどもルネサンス実行委員会補助金交付要綱

3,067千円

社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

青少年教育の振興を図ることを目的とし、こどもたち
の感性や表現力を養う文芸・イラスト・合唱など様々
な事業を行う所沢こどもルネサンス実行委員会に補
助金を交付して活動を支援するとともに、開催報告
集の作成等を行う。

0.49 人

H29正規職員
人件費

平成2年度～

期間 0.06 人
非常勤
特別職

0.01 人 H30年度目標

昭和52年度～ 509千円 臨時職員 0.00 人

臨時職員 0.00 人

①54名
②50名

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

98 100

98

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

市内小学校5・6年生を対象とした「5年生・6年生イン
リーダー研修会」、中学生・高校生を対象とした「ジュ
ニアリーダー養成講座」、子ども会育成者を対象とし
た「子ども会育成者研修会」を行っている。

0.13 人
非常勤
特別職

0.00 人 98 98

目標達成済

H29決算額（見込み）

社会教育法 267千円 162千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 261千円 187千円

①5年生インリーダー研修会の
参加者数
②子ども会育成者研修会の参
加者数

5年生インリーダー研修会の参加者満足度（％）

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

成果指標の目標値は上回ってお
り、参加者への効果は高いものと
考える。様々な体験を通じて、自ら
考え「生きる力」を育む子ども会活
動はさらに重要になっており、活動
を支えるリーダーや育成者を養成
する研修会は大きな役割を担って
いると期待している。

H29年度に改善した点

充実した研修を目指すため、参加者アンケートか
ら満足度を指標とした。

前年度のアンケート結果を活かして、参加
者ニーズに応えられるような内容になるよ
う工夫をした。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

研修会の開催日程について、学校行事と
重ならないよう調整をして設定し、多くの人
が参加しやすいよう企画する必要がある。

社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

青少年教育地域
指導者研修事業

根拠法令 H29予算現額

1,115千円

期間 0.35 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

昭和21年度～ 2,970千円 臨時職員

毎年、対象者が変わるため、出席率は流動的で
あるが、近年は微増の傾向にあり、目標値に近
づいている。

72

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

2,144千円 臨時職員

①2398人

H29年度目標 H29実績 開催日や会場に関する問合せ時期が早まってお
り、改修工事等で会場変更となる場合には、速
やかに代替会場の情報を決定しお知らせする必
要がある。また、「成人の日」ではなく、日曜日の
方が出席しやすいとの声も出ており、実行委員
会の意見を聴きながら、開催日の検討も行って
いく。

成人のつどいでは、「成人の日」に、①式典（共通）と
②つどい（各地区ごとのパーティ等）を開催する。地
域社会の中で新成人の門出を祝福するとともに、成
人としての自覚を促し、21世紀の担い手としての活
躍に期待し、ふるさと所沢への愛着を深めることを目
的に、各公民館を中心に市内11地区の分散方式で
実施するもので、成人のつどい実行委員会に補助
金を交付して、各地区がその特色を活かして、地域
の成人をお祝いする。

0.25 人
非常勤
特別職

0.00 人 72 67

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

69

72

H29予算現額 H29決算額（見込み）

国民の祝日に関する法律
成人のつどい実行委員会交付金交付要綱

4,443千円 4,396千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 4,408千円 4,362千円

①出席者の合計人数

成人のつどい開催
事業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標の目標値はやや下回って
いるが、近年は微増の傾向にあり、
地域ごとのきめ細かで温かい開催
が成人からも一定の評価を得てい
ると考える。地域の人たちが新成人
を大人として地域に受け入れる式と
して定着しており、今後も各地区の
特性を活かした開催を支援してい
く。

H29年度に改善した点

市全体の出席率（％）

地域の方には成人を祝うためご尽力いただいて
おり、地域デビューのきっかけとしても、より多く
の成人に出席してもらうため、出席率を指標とし
た。

公民館の修繕工事に伴い、1地区の会場が
変更となり、例年よりも狭い会場での開催
となったが、モニターを用いて式典を放映
することで、会場の狭さを補った。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

18

社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

根拠法令

期間 0.55 人
非常勤
特別職

1.70 人 H30年度目標

昭和39年度～ 4,667千円 臨時職員 0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

4,716千円 臨時職員 0.00 人

①3003人
②383回
③6100部

H29年度目標 H29実績 終了後は「やって良かった」の声が多い家
庭教育学級ではあるが、運営負担を心配し
敬遠されることが多いため、「やる価値があ
る」と思ってもらえるような環境づくりや、負
担軽減の方策について、検討・工夫を重ね
ていく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

家庭教育等について学ぶ機会を保護者等に提供す
るため、市内全小中学校で家庭教育学級を実施す
る。また、保護者が家庭を見直し、子育てに自信を
持って取り組むきっかけとするために、就学時健診
等の機会を利用した子育て講座の開催や、啓発リー
フレットの作成・配布を行う。

0.55 人
非常勤
特別職

1.70 人 18 18.3

目標達成済18 18.42

5,923千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 5,981千円 5,884千円

H29決算額（見込み）

教育基本法、社会教育法、家庭教育学級開設委託要綱

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｓ

成果指標の目標値は上回ってお
り、家庭と学校を取り巻く環境が変
化する中でも、社会教育指導員の
熱心な指導と各学校の協力により、
成果を上げている。家庭教育学級
への参加を通じて、学校との距離
が縮まったとの声も届いており、家
庭教育を学ぶ学習の場を提供する
ことにより、保護者相互の交流や学
校・保護者・地域のコミュニティ形
成、家庭における教育力の向上に
貢献していると考える。

H29年度に改善した点

①家庭教育学級の学級生数
②家庭教育学級の講座数
③啓発リーフレット配布数

1学級あたりの講座実施時間（時間）
「家庭教育学級事業委託要綱」において、委託の
条件として、講座実施時間を「おおむね18時間」
としているため、目標値とした。

社会教育指導員が、各学級の講座に参加
して学級の様子を把握したり、学校と連携
し学級運営を積極的に支援することによ
り、各学級が抱える問題等を適時把握し
て、改善を図れるようにした。

社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

家庭教育推進事
業

根拠法令 H29予算現額

5,923千円

無 無

無 無

無 無



第４章　教育・文化・スポーツ  第４節　社会教育

会
計

成果

現状の課題

環境
影響

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

活動実績(H29)

経費

投入コスト
有益
な
もの

有害
な
もの

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育課長　稲田 里織

項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育課長　稲田　里織

項目名

■ □ □

実績

項目名

■ □ □

実績

評価者

松井まちづくりセンター長　森田喜良

期間 0.60 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

Ｓ29～ 5,091千円 臨時職員 0.80 人

H29年度目標 H29実績 今後も幅広い年齢層の方に参加をしてもら
うため、来館者に対する声掛けや、公民館
だより等を活用し周知することが必要であ
る。また、子どもを対象とした事業について
も引続き地区内の各学校にチラシ配付や
ポスター掲示を依頼することで参加者の増
加を目指す。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

100% 90%

100%

市民の学習要求に基づき、実生活に即する教育、学
術、文化に関する各種事業を実施することにより、教
養の向上、健康増進、生活文化の振興、社会福祉
の増進を目的とする。内容は次の通り。①職員ある
いは市民を交えた企画準備会・実行委員会による事
業の企画・立案、運営方法を等を検討する。②生涯
学習情報紙及び公民館だより、チラシ等を活用して
参加者を募集する。③事業終了後は、学習記録や
参加者の意見、感想等を取りまとめ、次年度へ向け
ての検討材料とする。

0.90 人
非常勤
特別職

0.00 人 100% 90%

7,718千円 臨時職員 0.80 人

①27件

②665件

③617件

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 社会教育法・所沢市立公民館設置 H29予算現額 H29決算額（見込み）

及び管理条例・所沢市立公民館設置及び管理条例
施行規則

1,591千円 1,550千円

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,646千円 1,608千円
①年間事業数

②アンケート回答件数

③「満足」及び「ある程度満足」
の回答を得た件数

参加者の満足度割合

目標設定の考え方・根拠

A

成果指標の目標は達成しており一
定の成果は上がっている。今後は
高齢者や児童などへの事業の拡充
を図ると共に、それ以外の年齢層
にもニーズに合った事業を充実させ
ていきたい。

H29年度に改善した点

主催事業に係る参加人数を基本に、事業に対す
る満足度を向上させる。

高齢者を対象とした健康体操を実施し高齢
者同士の交流を図っている。また、児童を
対象とした事業も定員を超える申込みがあ
るなど、チラシ配付等の効果があったと言
える。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

30

松井
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

松井公民館主催
事業

期間 0.23 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

S57年度～ 1,972 千円 臨時職員 0.00 人

1,386千円 臨時職員 0.00 人

①　　　6件

②　　　6件

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

40 12

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

【目的】①視聴覚教材・機材を活用した教育活
動の支援②市民の学習意欲に応えるための視
聴覚教材・機材の提供
【内容】①視聴覚教材・機材の収集、整備及び
貸出し②視聴覚教育についての研修、調査及
び研究③視聴覚教育の振興を図るための必要
な事業

0.16 人
非常勤
特別職

0.00 人 40 31

　高画質・低価格のビデオプロジェクタが普及し、
貸出件数が減少した。

視聴覚教材・資材
貸出事業

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市立視聴覚センター設置及び管理条例 216 212

事業の具体的な内容及び目的
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 466 437

①16mm映写機

②16mmフィルム

16mm映写機及びフィルム

目標設定の考え方・根拠

B

H29年度に改善した点

貸出件数 　希望者には貸出時に映写機操作の確認
を一緒に行う。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

　16mm映写機・フィルムの貸出件数は減
少傾向にあるものの、福祉施設や公民館、
学童クラブ等からの要請があるため、社会
教育の観点からも、現状の規模で継続して
いく。

0.00 人 100

視聴
覚セ
ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

100

期間 0.09 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

平成4年度～ 764千円 臨時職員

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

1,972千円 臨時職員 0.00 人

①9団体
②289人

H29年度目標 H29実績

近年、人形劇は、子どものみならず老人関
連施設での上演希望なども増えており、広
報対象を広げて、人形劇を通じた3世代交
流の場としての可能性など検討をしていく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

人形劇を通じて子どもたちの夢や希望・情操を育
て、感受性を育み、青少年教育の振興を図ることを
目的として開催する人形劇フェスティバルについて、
補助金を交付して開催を支援する。

0.23 人
非常勤
特別職

0.00 人 100 100

目標達成済100

H29決算額（見込み）

社会教育法、ところざわ人形劇フェスティバル実行
委員会補助金交付要綱

310千円 310千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 310千円 310千円

①参加団体数
②来場者数

ところざわ人形劇
フェスティバル開
催支援事業

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

成果指標の目標値も上回ってお
り、一定の評価を得てはいるが、運
営面などの課題が指摘されてい
る。テレビやインターネットなど映像
に触れる機会が多い中、実際に公
演を見ることで子どもたちの豊かな
感受性や想像力を育む場として、ま
た、アマチュア人形劇団の交流と研
鑽の場でもある本事業を継続する
ためにも、実行委員会とともに、より
よい運営に向けて検討を進めてい
きたい。

H29年度に改善した点

来場者の満足度（％）
人形劇の上映を通じて、子どもたちの感受性を
育むこと等を目的としているため、来場者アン
ケート結果を指標とする。

開催会場（富岡公民館）周辺の幼稚園や保
育園等、チラシ配布先を精査したことで参
加者の増加に繋がった。

H28年度目標
社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

根拠法令 H29予算現額

期間 0.38 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

昭和61年度～ 3,224千円 臨時職員 0.00 人

4,373千円 臨時職員 0.00 人

①1455人
②1306人
③901人

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

90 93

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

子どもたちが野外で絵を描くことによって、自然の美
しさや物の形のおもしろさに親しみ、美しいと感じる
心や表現力を育てることを目的に、西武園ゆうえん
ち及び株式会社サクラクレパスの協賛を得て、所沢
市子ども写生大会を開催する。さらに、入賞作品の
展示会や市内小中学校への巡回展を合わせて開催
する。

0.51 人
非常勤
特別職

0.00 人 96 96

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 225千円 225千円

H29決算額（見込み）

社会教育法、文化芸術振興基本法
所沢市子ども写生大会実行委員会交付金交付要綱

成果指標の目標値も上回っており、野
外で絵を描く機会や家族がふれあう場
を提供するだけでなく、行政・協賛企業
（民間）・実行委員会（ボランティア）・学
校の連携によって実施されていることに
大きな意義があると評価も高い。近年は
大会のみならず、作品展の充実にも力
を入れており、全国で2番目に古い写生
大会としての歴史のみならず、新たな取
り組みを企画する点も大きく評価してお
り、今後も各方面からの協力をいただき
ながら、継続して実施していきたい。

H29年度に改善した点

①提出された作品数
②写生大会の参加者数（子ど
も）
③写生大会の参加者数（高校
生・一般）

子どもの作品提出率（％）
参加した子どもたちの多くに絵を描いてもらえる
よう、作品の提出率を指標とし、90％を超えるこ
とを目標値とする。

西武園ゆうえんち内の作品展示場所を、よ
り多くの人の目に留まる場所に変更した。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

現在、入賞作品の外部展示として、西武園
ゆうえんち内での展示とサクラクレパスの
ホームページでの作品公開を行っている
が、これを大会参加者数の増加につなげら
れるよう、広報の充実等について実行委員
会と協議して進めていきたい。90

根拠法令 H29予算現額

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｓ

225千円 225千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

子ども写生大会開
催事業

無 無

無 無

無 無

有 無

　視聴覚センターとしての役割を果
たすために、資料の収集や整理、
広報を確実に行っていくことで、各
学校における授業の充実、教員の
研修に役立てている。



第４章　教育・文化・スポーツ  第４節　社会教育

会
計

成果

現状の課題

環境
影響

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

活動実績(H29)

経費

投入コスト
有益
な
もの

有害
な
もの

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

項目名

■ □ □

実績

松井まちづくりセンター長　森田喜良

項目名

■ □ □

実績

評価者

富岡まちづくりセンター長　鈴木　健

項目名

■ □ □

実績

評価者

富岡まちづくりセンター長　鈴木　健

項目名

■ □ □

実績

評価者

小手指まちづくりセンター長
　　　　　　　　　　　　　佐藤　尊之

Ｓ26年度～ 10,606千円 臨時職員 3.25 人

H29正規職員
人件費

期間 1.25 人
非常勤
特別職

H30年度目標

99%

各事業の参加者に対し、アンケートの提出に協
力頂きましたが、回収件数は昨年度より減少し
た。しかし、「満足」・「ある程度満足」との回答を
得た件数は昨年度より増加した。ｱﾝｹｰﾄ件数の
減少については、Ｈ２８年度分館で実施した「ぶ
んぶん特別編」で映画上映行ったため、参加者
増に伴いｱﾝｹｰﾄが増加したものであり、Ｈ２９年
度はこの事業を事業内容のＰＲに変更したため
件数が減少したと考えらる。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

12,005千円 臨時職員 2.55 人
①４６事業

②４１３件

③３９４件

H29年度目標 H29実績

アンケートの結果を踏まえ、実行委員等で
事業内容を十分検討し事業を開催してい
く。

H29目標値が未達成の理由・分析

　市民の学習要求に基づき、教養の向上、健康の増進、生
活文化の振興、社会福祉の増進を図るため、実際生活に
即する教育・学術及び文化に関する各種事業を実施する。
　市民を交えた企画準備委員会及び実行委員会を設置し、
事業の内容を検討する。広報紙などを利用し、参加者の募
集を行う。事業終了後、学習の記録や参加者の意見・感想
をまとめ、次年度へ向けての検討材料とする。

1.40 人
非常勤
特別職

99% 92%

H29その他職員
従事割合

99% 95%

792千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

H29年度に改善した点

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,069千円

アンケート結果及び実行委員等の意見を
活かし、事業内容の見直しを行うとともに、
新規事業を増やした。

公民館主催事業

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

概ね目標値に達成しているもの
の、各事業個別ではバラつきも見ら
れたことから、市民のニーズを把握
しより多くの参加者の満足が得られ
る事業の実施を目指す必要があ
る。
このため、市民を交えた実行委員
会を積極的に活用し、より充実した
事業を実施するように進めたい。

806千円 ①主催事業

②事業参加者に対する５段階評
価アンケートの実施

③アンケート結果の分析

参加者の満足度割合
「満足」及び「ある程度満足」と回答を得た件数÷
アンケート回答件数

H29決算額（見込み）

小手
指ま
ちづ
くりセ
ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

根拠法令 H29予算現額

社会教育法 1,129千円

公民館施設提供
事業

S45年度～ 4,327千円 臨時職員 2.00 人 30%

臨時職員 1.65 人
①３９，６５８区分

②１１，１８０区分

③１９，３７８区分

H29年度目標 H29実績

H29その他職員
従事割合

80% 28%

非常勤
特別職

0.45 人 H30年度目標

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

集団による各種学習活動の場として施設を適用することに
より、住民の知識・教養の向上を図り、生涯学習社会・地域
社会の構築することを目的とし、公民館事業に支障のない
範囲で、地域・学校・社会教育関係団体等に施設提供を
行っている。利用申請方法は、窓口申請・予約システム端
末・インターネットによる予約手続きが可能となっている。ま
た、利用予約の拡大を図るため、一定の利用制限（時間制
限）を設けている。なお、本公民館の提供する部屋数は、多
目的ホールをはじめ11部屋となっている。

0.50 人
非常勤
特別職

0.25 人 80% 23%

4,288千円

年間施設稼働率（公民館）
（年間延べ利用区分数÷年間利用可能区分数
×100）

H29決算額（見込み）

及び管理条例、所沢市公民館設置及び管理条例施
行規則、所沢市地区体育館条例

27,518千円 26,760千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

根拠法令 社会教育法、所沢市立公民館設置

公民館主催事業におけるアンケートにおい
て得られるアンケートから、より利用者・参
加者が求める講座・教室等を開催するとと
もに、講座終了後も引き続き自主的なサー
クル活動等への移行支援してくことで、利
用サークルの増加、利用者の増加につな
がるための施策を検討していく。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 25,540千円 23,067千円
①年間利用可能区分数（公民
館）
②年間利用区分数（公民館）
③年間利用区分数（地区体育
館）

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

C

利用者の高齢化に伴い、団体登録
しているサークル数が減ってきてい
ることもあり、施設の利用率が上が
らなかった。
今後は、より利用しやすい施設の
仕組みづくりが必要と考える。

H29年度に改善した点

公民館施設は住民の生活文化の振興、社会福
祉の増進に寄与することが目的の施設のため、
施設がどれだけ住民に利用されているかを図
る。

より快適で活動しやすい環境づくりのため
施設修繕に取り組み、使いやすい環境を整
えた。

目標未達成
利用サークル数が減ってきていることもあり、部
屋の利用率が上がらなかった。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

富岡
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

H29予算現額

H29正規職員
人件費

期間 0.51 人

期間 0.90 人
非常勤
特別職

0.45 人 H30年度目標

S31年度～ 7,637千円 臨時職員 1.25 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

5,402千円 臨時職員 1.20 人
①３９事業

②４５６件

③４０５件

H29年度目標 H29実績

利用者の求めるものを把握するため、引き
続きアンケートを実施し、分析していくこと
が必要。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

市民の学習要求に基づき、教養の向上・健康の増進・生活文化の
振興・社会福祉の増進を図るため、実際の生活に即する教育・学
術及び文化に関する各種の事業を実施することを目的に、①職員
サイドによる企画立案、あるいは市民を交えた企画準備委員会・
実行委員会等を設置し、事業内容を検討。生涯学習情報紙及び
公民館だよりを活用して参加者を募集する。②事業終了後は、学
習の記録や参加者の意見・感想等をとりまとめ、次年度へ向けて
の検討材料とする。③体育館が併設されている特徴を活かし、健
康体操教室や体育事業にも積極的に取り組んでいる。

0.63 人
非常勤
特別職

0.45 人 100%

100% 89%

90%

H29予算現額 H29決算額（見込み）

社会教育法・所沢市公民館設置及び管理条例・所沢市公民館設
置及び管理条例施行規則・所沢地区体育館条例

3,738千円 3,464千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,738千円 2,636千円 ①主催事業数（年間事業数）
②事業参加者に対するアンケー
トの実施（アンケート回答件数）
③アンケート結果の分析（「満
足」及び「ある程度満足」と回答
を得た件数）

公民館主催事業

目標設定の考え方・根拠

B

事業参加者の全てが満足いく事業
が行えなかったが、引き続きアン
ケート調査を行い、利用者の満足
できるような事業を実施していく。

H29年度に改善した点

参加者の満足度割合
（「満足」及び「ある程度満足」と回答を得た件数
÷アンケート回答件数×100）

社会教育法により、多様な需要を踏まえ、これに
適切に対応するために必要な学習の機会の提
供及びその奨励を行うことにより、生涯学習の振
興に寄与することが目的のため、どれだけ参加
者が満足した事業を提供できたかを図る。

事業数が減少する中においても新規事業
を実施し、多様化するニーズに対応した。

H28年度目標

93%

目標未達成
利用者の求めるものに応えられなかった。

80%

富岡
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別 H28予算現額 H28決算額 指標名

根拠法令

期間 0.65 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

Ｓ45～ 5,515千円 臨時職員 3.20 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

4,716千円 臨時職員 3.20 人

①25,870

②12,297

③

H29年度目標 H29実績

節電等環境面を考慮するほか、近年中に
は現在使用している蛍光ランプの製造が中
止されることに伴い、施設全体の照明器具
をＬＥＤ化にする必要がある。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

サークルによる各種学習活動の場として施設を提供
することによって、住民の知識・教養の向上を図り、
生涯学習社会の構築を目指すことを目的とする。施
設利用申請にあたっては窓口申請以外にも、公共施
設案内・予約システムを導入し、端末やインターネッ
トによる予約が可能になっている。さらに予約システ
ムを再構築し、携帯電話からの予約手続きを可能と
するなど、迅速化、効率化を図った。また、利用予約
の際は、利用機会の拡大を図るため一定の利用制
限を（時間制限）を設けている。

0.55 人
非常勤
特別職

0.00 人 80% 48%

サークル加入者の高齢化等を理由に、登録を廃
止するサークルが増え、利用実績が減少し目標
値に達しなかった。また、当センターには茶道専
用の茶室があり年間をとおして利用者が極端に
少ないのも目標値に達しない大きな理由と思わ
れる。

80% 48%

25,963千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 26,468千円 26,344千円

H29決算額（見込み）

及び管理条例・所沢市立公民館設置及び管理条例
施行規則

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

C

松井公民館は開館して今年で３２
年が経過し老朽化が年々進んでき
ている。施設については、利用者の
修繕要望が多く予算の範囲内では
対応しきれていない。今後は、修繕
の緊急性を考慮した上で順位付け
を行い、利用者への利便性の向上
を図りたい。

H29年度に改善した点

①年間利用可能区分数（公民
館）

②年間延べ利用区分数

③

年間施設稼働率
利用者を確保するため、施設修繕や安全点検を
充実させる。

まちづくりセンター敷地内の駐車スペース
を表示する白線及び身障者用駐車スペー
スの表示を鮮明に修復したことにより、施
設利用者が安全に駐車できるようになっ
た。
　また、センター施設２階吹き抜け部分よ
り、幼児等の落下事故の恐れがあるため、
落下防止の工事を実施した。

松井
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

松井公民館施設
提供事業

根拠法令 H29予算現額

25,540千円

有 無

無 無

無 無

無 無

社会教育法・所沢市立公民館設置



第４章　教育・文化・スポーツ  第４節　社会教育

会
計

成果

現状の課題

環境
影響

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

活動実績(H29)

経費

投入コスト
有益
な
もの

有害
な
もの

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

小手指まちづくりセンター長
　　　　　　　　　　　　　佐藤　尊之

項目名

■ □ □

実績

評価者

小手指まちづくりセンター長
　　　　　　　　　　　　　佐藤　尊之

項目名

■ □ □

実績

評価者

山口まちづくりセンター長　仲　正之

項目名

■ □ □

実績

評価者

山口まちづくりセンター長　仲　正之3,394千円 臨時職員 1.95 人

H29その他職員
従事割合

60 53

60

期間 0.40 人
非常勤
特別職

H30年度目標

非常勤
特別職

80 47

2,573千円 臨時職員 1.95 人
①13872

②7443

③

H29年度目標 H29実績

25,057千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 27,227千円 21,533千円
①年間利用可能コマ数

②年間使用コマ数

③

年間施設稼働率(年間使用コマ数÷年間利用可
能コマ数×100)

根拠法令

H29年度に改善した点

施設運営において施設稼働率は最も客観的指
標。成果目標は高めの80％に設定していたが、
29年度以降は60％に引き下げた。

夏休みの小中学生に空学習室を自学習ス
ペースとして開放する等、部屋の利用の促
進をおこなった。

利用率は6％増えたが、目標に達してはいない。
利用サークルの高齢化や利用者ニーズがとらえ
きれていないことが要因。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

高齢化によるサークルの減少が利用率の
低下につながることから、活性化策を検討
する。

H28決算額 指標名

公民館施設提供
事業

目標設定の考え方・根拠

B

少し稼働率は上昇した。
サークル参加者数の底上げも考え
ていく必要がある。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

社会教育法、市立公民館設置及び管理条例 24,384千円
山口
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

目的　施設を提供することにより、住民の知識・教養
の向上を図り、生涯学習社会の構築を目指す。
内容　①施設に加え、各種備品の貸出をしている。
②公共施設予約システムを採用し、事務室窓口の
他、ロビー端末やインターネットからも施設予約を受
付けている。③利用の予約にあたっては、利用機会
の拡大と均衡を図るため一定の利用制限(時間的制
限)を設けている。

0.30 人

H29正規職員
人件費

S45～

期間 0.35 人
非常勤
特別職

H30年度目標

S22～ 2,970千円 臨時職員 0.92 人

臨時職員 0.92 人
①176

②322

③303

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

100 94

100

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

目的　市民の学習要求に基づき各種講座を展開し、
市民の知識教養の向上を図るとともに生涯学習社
会の構築を目指す。
内容　第4次所沢市生涯学習推進計画に基づき、重
点的に取り組む事項に即した各種事業を展開してい
く。各種学級・講座・イベント・つどい事業を実施し系
統的な学習機会と住民相互の交流の場を提供す
る。地域住民のさまざまな学習・文化・スポーツ活動
を支援する。

0.20 人
非常勤
特別職

100 98

9割以上はプラス評価であり、概ね良好ではあ
る。
プラス評価にしていない人がいることも、注意を
向ける必要はある。

H29決算額（見込み）

社会教育法、市立公民館設置及び管理条例 2,377千円 1,948千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,383千円 1,923千円 ①年間事業回数

②アンケート回答件数

③事業内容に対してプラス評価
の回答を得た件数

事業参加者の満足度(事業内容に対してプラス
評価を得た件数÷アンケート件数×100)

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

新規事業を多く実施し、常に公民館
事業に興味をひくよう努力した。ア
ンケート回答数は前年比400％を超
え参加者数もほとんどの事業がプ
ラスとなっている。

H29年度に改善した点

参加者が充足感を得られているか確認するた
め、アンケートを実施し、プラス評価の割合が
100％ととなることとした。

歴史文学・地域の歴史学習の事業を多く
行った。夏祭りに合わせた教室や、大人の
手作り講座を行った。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H30年度も引き続き、参加者が楽しい、た
めになる、そんな新規事業を加えながら活
発に事業展開をしていく。

山口
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

公民館主催事業

根拠法令 H29予算現額

1,715千円

0.85 人
非常勤
特別職

H30年度目標

昭和60年度～ 7,212千円 臨時職員 1.90 人 80%

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

10,719千円 臨時職員 0.20 人
①15,823区分

②9,552区分

③

H29年度目標 H29実績

開館から３０年以上経過し、設備や備品の
経年劣化が目立つことから、定期点検を実
施し、安全な施設環境を保持していきた
い。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

　集団による各種学習活動の場として施設を提供す
ることによって、住民の知識・教養の向上を図り、生
涯学習社会の構築を目指す。
　所沢市立公民館設置及び管理条例第5条に基づ
き、公民館事業に支障のない限りで自治会、ＰＴＡな
どの市民集会や社会教育団体等の活動の場とし
て、公民館施設を提供する。

1.25 人
非常勤
特別職

0.00 人 80%

ホール、音楽ホールがジュータン敷きのため、ま
た小会議室１・２号が６～７名定員と手狭なため、
使用用途が限られてしまう。今後、改修等で使い
やすい部屋にしていく必要がある。

80% 60%

H29決算額（見込み）

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例・
同施行規則、所沢市地区体育館条例

20,363千円 19,639千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

58%

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 26,598千円 19,669千円 ①年間利用可能区分数（公民
館）

②年間利用区分数（公民館）

③

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

市民の集団学習活動の場として、ある
程度の目的達成は果たしているが、目
標である施設稼働率は伸び悩んでい
る。小手指公民館分館は立地条件は良
いが、駐車場が狭く施設の老朽化が進
むとともに、ホールが２室ある一方、小
会議室のように６～７名でしか利用でき
ない部屋があり、他の公民館と施設構
成が異なることなど様々な要因が考えら
れる。予算の可能な範囲で設備のメン
テナンスを行い、安心安全で快適に利
用いただけるように施設の充実に努め
るとともに、様々な情報発信を心掛け
る。

H29年度に改善した点

年間施設稼働率（公民館） 年間利用区分数÷年間利用可能区分数×１００ 正面玄関のタイルの補修、２階和室入口の
手摺りの取り付けなどを行い、利用者の利
便性を高めた。

H28年度目標

小手
指ま
ちづ
くりセ
ン
ター

実施計画ランク

一
般

H28予算現額

小手指公民館分
館施設提供事業

根拠法令 H29予算現額

期間

期間 0.45 人
非常勤
特別職

H30年度目標

昭和45年度～ 3,818千円 臨時職員 1.10 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

6,431千円 臨時職員 0.20 人
①５，９２２区分

②２，６６０区分

③１０，１６４区分

H29年度目標 H29実績

車での来館者が多く、駐車場が手狭なた
め、非常に込み合っていることが多い。
公共交通機関での来館をより一層徹底す
るなど駐車場対策の検討が急務である。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

　集団による各種学習活動の場として施設を提供す
ることによって、住民の知識・教養の向上を図り、生
涯学習社会の構築を目指す。
　所沢市立公民館設置及び管理条例第5条に基づ
き、公民館事業に支障のない限りで自治会、ＰＴＡな
どの市民集会や社会教育団体等の活動の場とし
て、公民館施設を提供する。

0.75 人
非常勤
特別職

80% 49%

80% 45%

80%

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例・
同施行規則、所沢市地区体育館条例

20,622千円 20,886千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 26,600千円 21,555千円

公民館施設提供
事業

根拠法令

市民の集団学習活動の場として、
ある程度の目的達成は果たしてい
るが、目標である施設稼働率は伸
び悩んでいる。施設の設備、立地
条件など様々な要因が考えられる
が、予算の可能な範囲で設備のメ
ンテナンスを行い、安心安全で快適
に利用いただけるように施設の充
実に努めるとともに、様々な情報発
信を心掛ける。

H29年度に改善した点

①年間利用可能区分数（公民
館）

② 年間利用区分数（公民館）

③ 年間利用区分数（地区体育
館）

年間施設稼働率（公民館）
年間延べ利用区分数÷年間利用可能区分数×
１００

利用者が、快適に学習できるよう、学習室
の椅子を入れ替えや敷地内の外灯等の整
備を行った。
今後も、点検をしたうえで、老朽化した備品
の購入を随時行っていきたい。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

今年度は、公民館が９月から翌年３月まで空調
工事が有った為、年間利用可能区分数が減少し
た。
また、公民館登録団体については、他の公民館
へ異動したため、公民館利用率が下がっている。
なお、未登録団体の利用も増えていない。

H28予算現額

H29予算現額

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

H29決算額（見込み）

小手
指ま
ちづ
くりセ
ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

無 無

有 無

無 無

無 無



第４章　教育・文化・スポーツ  第４節　社会教育

会
計

成果

現状の課題

環境
影響

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

活動実績(H29)

経費

投入コスト
有益
な
もの

有害
な
もの

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

吾妻まちづくりセンター長　比留間　嘉浩

項目名

■ □ □

実績

評価者

吾妻まちづくりセンター長　比留間　嘉浩

項目名

■ □ □

実績

評価者

柳瀬まちづくりセンター長　橋本　浩志

項目名

■ □ □

実績

評価者

柳瀬まちづくりセンター長　橋本　浩志

期間 0.60 人
非常勤
特別職

0.30 人 H30年度目標

S46～ 5,091千円 臨時職員 2.70 人

H29実績 体育館の雨漏りが発生しているので、速や
かに修繕を行う。
また施設の貸し出しについて、貸し出しの
目的や基準への理解を深めるとともに、公
民館担当者会議にて他館と情報共有を行
い、施設ごとで貸し出し基準の相違が起こ
らないようにする。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

40 36

40

集団による各種学習の場として施設を提供すること
によって、住民の知識、教養の向上を図り、生涯学
習の構築を目指す。

0.60 人
非常勤
特別職

0.30 人 40 33

5,145千円 臨時職員 2.35 人
①13,870

②4,913

③13,240

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 社会教育法、所沢市立公民館設 H29予算現額 H29決算額（見込み）

置及び管理条例、 所沢市立公民館設置及び管理条
例施行規則

23,029千円 29,089千円

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 27,947千円 25,036千円
①年間利用可能区分数(公民館)

②年間利用区分数(公民館)

③年間利用区分数(地区体育館)

公民館施設提供
事業

目標設定の考え方・根拠

A

施設備品が傷み、修繕・買い替え
が必要な箇所があり、引き続き利
用者に安全で快適に施設を利用し
てもらうため、最低限現状どおりの
予算の確保が必要である。

H29年度に改善した点

年間施設稼働率(公民館)

前年度実績をもとに、集団による各種学習の場と
して適切な施設提供を行い、より多くの地域住民
が学習の場として利用できるよう、目標を設定す
る。

施設が建てられてから20年以上が経過し、
不具合が生じている箇所もあり、施設の点
検を徹底して行った。また、利用者説明会
を利用し、地域住民に対して、施設利用の
注意点や月曜日の開館について、周知を
行った。

活動休止となったサークルがあり、利用日数が
減ったため。また、改修工事のため、11月から12
月にかけて昇降機が使用できず、その期間活動
を休止していたサークルがあったため。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29年度目標

0.40 人 97

柳瀬
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

96

期間 0.91 人
非常勤
特別職

0.70 人 H30年度目標

S46年度～ 7,721千円 臨時職員

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

7,803千円 臨時職員 0.45 人①年間事業数　27

②アンケート回答件数　274

③「満足」及び「ある程度満足」と
回答を得た件数　264

H29年度目標 H29実績

地域資源を活用する事業を企画していく。
また、子育てに関する事業や食育の事業
で、地域団体や市役所の部署と連携した事
業を企画していく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

①職員による事業の企画・立案、あるいは市民・公
民館利用団体を交えた企画準備会または実行委員
会により、事業の企画・立案、運営方法等を検討す
る。
②生涯学習情報紙及び公民館だより、チラシ等を活
用して参加者を募集する。
③事業終了後は、学習の記録や参加者の意見・感
想等をまとめ、次年度の検討材料とする。

0.91 人
非常勤
特別職

0.70 人 100 99

100

H29決算額（見込み）

置及び管理条例、 所沢市立公民館設置及び管理条
例施行規則

2,815千円 2,725千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,219千円 2,695千円
①主催事業

②事業参加者に対する５段階評
価アンケートの実施

③アンケート結果の分析

公民館主催事業

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

参加者満足度の高い講座につい
て、運営方法等を検討し、更に効率
よく開催が出来るように見直しを
行っていく。

H29年度に改善した点

参加者の満足割合
事業参加者の満足割合から、実際生活に即する
教育、学術及び文化に関する各種事業を、企画・
立案し開催できているか、推し量るもの。

講座開催の周知について、チラシを地区内
の学校に配布したり、facebookを使うなど
参加者対象に開催内容が伝わるように工
夫した。

H29年度の参加者の満足割合は96％で、目標の
100パーセントに達しなかったが、年間27事業を
行いこの結果になったことは、講座の内容につい
て参加者から一定の評価を得られたと考えられ
る。次年度については、さらに満足度を上げられ
るよう事業内容について検討を重ねる。

柳瀬
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

根拠法令 社会教育法、所沢市立公民館設 H29予算現額

非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

S46年度～ 5,091千円 臨時職員 2.85 人

臨時職員 3.30 人
①35,838

②18,993

③

H29実績
学習活動の場として施設を提供することに
より、市民の知識・教養の向上を図り、生涯
学習社会の構築に今後も努める。快適な
施設を提供できるよう、施設環境の整備に
努める。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

80 53

80

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

学習活動の場として施設を提供することにより、市民
の知識・教養の向上を図り、生涯学習社会の構築を
目指す。施設の利用申請は、公共施設案内・予約シ
ステムを導入し、インターネットの利用も可能となっ
ている。利用予約の際は、特定の団体の独占を回避
し、市民の利用拡大を図るため、一定の利用制限
（時間制限）を設けている。

0.60 人
非常勤
特別職

0.00 人 80 50

①年間利用可能区分数
   （公民館）

②年間利用区分数（公民館）

③
公民館施設提供
事業

根拠法令 社会教育法、所沢市立公民館 H29予算現額 H29決算額（見込み）

設置及び管理条例、所沢市立公民館設置及び管理
条例施行規則、所沢市まちづくり条例及び施行規則

23,233千円 31,456千円

事業の目的及び具体的な内容

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29年度目標

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 32,200千円 30,524千円

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

成果指標の目標値に達成するよ
う、引き続き貸し出し手続きの改善
を図っていきたい。
施設設備の経年劣化が起きている
ことから、計画的に修繕をしなが
ら、利用しやすく、さらなる安全な環
境を維持するよう努めていきたい。

H29年度に改善した点

年間施設稼働率（公民館）（％）
(年間延べ利用区分数÷年間利用可能区分数×
１００)

集団による学習活動の場として施設を提供する
ことにより、生涯学習社会の構築を目指すことが
当該事業の目的となっているため年間施設稼働
率を指標とする。目標値としては、前年より増や
すことを目標としたい。

吾妻まちづくりセンター内のコミュニティ
ルームは、地域団体等が地域コミュニティ
活動を進めていく拠点として設置をしている
が、更なる利用活用を図るため、夏の期間
中に限り、児童生徒の自主学習を応援する
ため、コミュニティルームを「あずまっこ自習
室」として利用した。

高齢化率の高い地域である事と、交通の便が悪
い事も有り、夜間の利用が少ないため、稼働率
が上がらないことが考えられる。今後も、若年層
の利用の拡大が必要である。

吾妻
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

H28正規職員
人件費

5,145千円

期間 0.60 人

期間 0.40 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

S30年度～ 3,394千円 臨時職員 0.55 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

2,573千円 臨時職員 0.80 人
①31

②734

③723

H29年度目標 H29実績 高齢化が一層進む中、利用団体の高齢
化・少人数化が見られる。今後、中年世代
の地域参加や生涯学習への関心・参加を
どの様に展開していくかが課題であるが、
各種イベントへの参加をきっかけとするな
ど、センター事業に興味を持ってもらうこと
から始めたい。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

市民の学習要求に基づき各種講座を展開し、市民
の知識･教養の向上を図ると共に生涯学習社会の構
築を目指す。職員の企画・立案、あるいは市民を交
えた企画準備委員会等を設置し、事業内容を検討
する。生涯学習情報紙等を利用して参加者を募集す
る。事業終了後は評価アンケートを実施し、次年度
へ向けての検討材料とする。地域コミュニティ関連の
事業を中心に講座、イベント等を開催する。

0.30 人
非常勤
特別職

0.00 人 96 99

100 99

100

1,815千円 1,746千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,360千円 2,099千円

H29決算額（見込み）

設置及び管理条例、所沢市立公民館設置及び管理
条例施行規則、所沢市まちづくり条例及び施行規則

B

成果指標の目標値をほぼ達成はし
ているが、募集定員に達していない
事業があるなど、事業の内容や周
知方法など改善すべき点はある。
また、予算の面から、講師謝礼の
費用対効果をさらに考慮しながら事
業を組み立てるよう努めていきた
い。
事業参加者に対するアンケートで
「やや不満」「不満など」と回答をい
ただいた意見を参考に事業内容を
見直していきたい。

H29年度に改善した点

①主催事業数

②事業参加者に対する５段階
   評価アンケートの実施

③アンケート結果の分析

参加者の満足度割合（％）
(｢満足｣及び｢ある程度満足｣と回答を得た件数
÷アンケート回答件数×１００)

市民の学習要求に基づいた講座を展開し、生涯
学習社会の構築を目指すことが当該事業の目的
となっているため参加者の満足度割合を指標と
する。目標値としては、前年より増やすことを目
標としたい。

地域コミュニティの推進を図るべく、公民館
利用団体に限らず地域で活動する団体に
もイベントや講座の協力を仰ぐほか、講座
の講師を公民館サークルに依頼するなど
サークルの地域貢献に対する取り組みも
進めた。

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

成果指標の目標値をほぼ達成はしているが、募
集定員に達していない事業があるなど、事業の
内容や周知方法の改善を進める。

根拠法令 社会教育法、所沢市立公民館設 H29予算現額

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

吾妻
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

公民館主催事業

有 無

有 無

有 無

無 無
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会
計

成果

現状の課題

環境
影響

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

活動実績(H29)

経費

投入コスト
有益
な
もの

有害
な
もの

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

項目名

■ □ □

社会教育法、所沢市立公民館

実績

評価者

三ケ島まちづくりセンター長
森澤　宣行

項目名

■ □ □

実績

評価者

三ケ島まちづくりセンター長
森澤　宣行

項目名

■ □ □

実績

評価者

センター長　澤田　孝男

項目名

■ □ □

実績

評価者

センター長　澤田　孝男1.95 人 66

66

期間 0.70 人
非常勤
特別職

0.50 人 H30年度目標

S47年度～ 5,940千円 臨時職員

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

12,434千円 臨時職員 1.95 人

①25,869

②16,954

H29年度目標 H29実績 施設提供にあたっては、事故のないよう施
設の安心安全に務める。また、地域の自主
的かつ非営利的に活動する団体の活動を
支援するとともに、さらに施設の有効な活
用を図るため、貸し出し手続き事務の改善
を考えていく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

集団による各種学習文化活動の場を提供し、住民
の学び合い・支え合い・学習成果の地域還元を促進
し、地縁と知縁による地域コミュニティを豊かにする
こと。そのような活動をする公民館登録団体を育成
すること。

1.45 人
非常勤
特別職

0.50 人 65 66

目標値としては未達成だが、実績値は、前年度と
同様であった。
引き続き、地域団体の支援とともに、施設の有効
活用を進めていきたい。

68

26,931千円 30,191千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標

H29年度に改善した点

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 28,728千円

公民館使用申請書の見直しを行ったことに
より、職員の事務処理の効率化を図ること
が出来た。

公民館施設提供
事業

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

施設の有効活用に向け、見直し・改
善はされている。引き続き地域団体
の活動を支援していくべく施設の有
効活用に努めてもらいたい。

29,502千円

①公民館年間利用可能区分数

②公民館年間利用区分数

年間施設稼働率
（年間利用枠数÷年間利用可能枠数×100）

地域の自主的かつ非営利的に活動する団体を
支援するとともに施設の有効活用を進める。
目標値としては、前年より増やすことを目標とし
たい。

H29決算額（見込み）

新所
沢ま
ちづ
くりセ
ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

根拠法令 社会教育法・所沢市立公民館設 H29予算現額

置及び管理条例・所沢市立公民館設置及び管理条
例施行規則・所沢市地区体育館条例

期間 0.75 人
非常勤
特別職

0.50 人 H30年度目標

S47年度～ 6,364千円 臨時職員 1.05 人

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

8,575千円 臨時職員 1.05 人

①163

②11,409

H29年度目標 H29実績
地域内の各種公的機関がそれぞれ新所沢
地区に向けてどのような学習機会を提供し
ているかを見定め、重複する領域、不足し
ている領域について整理し、事業の再構成
を進めていく。

H29正規職員
人件費

地域課題と市民の学習要求に基づき、教育の向上、
健康の促進、生活文化の振興、社会福祉の増進を
図るため、実際生活に即する教育、学術及び文化に
関する各種の事業を実施する。

1.00 人
非常勤
特別職

0.50 人 90% 91%

H29その他職員
従事割合

92% 92%

92%

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 社会教育法・所沢市立公民館設 H29予算現額 H29決算額（見込み）

置及び管理条例・所沢市立公民館設置及び管理条
例施行規則・所沢市地区体育館条例

3,925千円 3,612千円

H29年度に改善した点

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,954千円 子育て講座の参加者の減少について検討
し、地区内の児童館・幼稚園（プレ入園）に
参加者が多いことが判明。誰でも参加しや
すい講座つくりを目指して、対象年齢の引
き下げ、連続講座から単発講座に変更し、
昨年度より多くの親子に参加していただい
た。

公民館主催事業

H28予算現額 H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

公民館利用者との共催事業（夏フェ
ス）、中学生職場体験時のサークル
取材など、公民館利用者との共催
で様々な学習文化活動の体験会が
定着しつつある。また、広報講座の
対象を、PTAから地区広報担当者
まで広げたことにより、地域で活動
する団体への支援の場となった。

3,751千円

①年間事業数(回数）

②事業参加者数(延べ人数）

参加者の満足度割合
（「満足度」及び「ある程度満足」の回答を得た件
数×１００）

全ての講座で参加者の満足度を上げることを目
標としたい。

S４８年度～ 5,091千円 臨時職員 1.75 人 ８０％

新所
沢ま
ちづ
くりセ
ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

８０％ ４４％

期間 0.60 人
非常勤
特別職

0.50 人 H30年度目標

公民館施設提供
事業

臨時職員 1.75 人
①１３，８９２区分

②６，１４２区分

③２０，３７３区分

H29年度目標 H29実績

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

サークル等による各種学習活動の場として、施設を
提供することにより、住民の知識・教養の向上と会員
相互の親睦を図る。
①施設の点検管理と施設の提供・受入準備。
②施設利用時の使用料及び鍵・備品等の対応。
③利用者の公共施設予約システム入力の操作補
助。
④作品発表等の場としての公民館ロビーの提供。

0.50 人
非常勤
特別職

0.50 人 ８０％ ４５％

4,288千円

H29決算額（見込み）

及び管理条例、所沢市立公民館設置及び管理規則 23,345千円 22,247千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

根拠法令 社会教育法、所沢市立公民館設置 H29予算現額

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 26,392千円 19,497千円 ①年間利用可能区分数（公民
館）

②年間利用区分数（公民館）

③年間利用区分数（体育館）

年間施設稼動率

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

市民の各種学習活動の場として、
安心安全な施設を提供するとともに
高齢者だけでなく若年層にも情報を
発信して、利用者の幅を広めてい
く。

H29年度に改善した点

施設の稼動率は集団による各種学習活動の場と
して、適切な場であるか否かの大きな成果指標と
なる。

ロビー照明器具のＬＥＤ化を図ったことによ
り、ロビー全体で従来より明るさが増し、よ
り利用しやすい環境になった。

和室及び調理室の稼働率が低く、全体の稼働率
を押し下げている。利用者の高齢化が一つの原
因と考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

施設の老朽化が進んでいるなかで、空調
設備の改修や各所の修繕を行い、利用し
やすい施設の維持管理に努める。

1.25 人 １００％

三ケ
島ま
ちづ
くりセ
ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

９７％

期間 0.95 人
非常勤
特別職

0.50 人 H30年度目標

S３０年度～ 8,061千円 臨時職員

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

7,718千円 臨時職員 1.25 人

①２９事業

②９４４件

③９１２件

H29年度目標 H29実績

今後、地域住民が企画した事業の実施と、
地域の人材育成に繋がる事業を企画し、実
施していく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

市民の学習要望に基づき、地域特徴等を生かした
主催事業を開催し、地域住民の生活・文化・芸術・社
会福祉等の向上及び推進を図る。
①職員による事業の企画・立案あるいは市民を交え
た企画準備会等により、事業の企画・立案・運営を
行う。②事業終了後の学習の記録や参加者の意
見、感想等は次年度講座の参考とする。③生涯学習
情報紙及び公民館だより・チラシ等を活用して参加
者を募集する。④各団体や公共施設からの情報を
提供する。

0.90 人
非常勤
特別職

0.50 人 １００％ ９８％

昨年度実施した２９の主催事業の中で、１０事業
が１００％の満足度を得ており、他の事業につい
ても８０％以上の満足度であった。アンケート結
果を基に、より良い事業を展開していく。

１００％

H29決算額（見込み）

設置及び管理条例、所沢市立公民館設置及び管理
規則

3,877千円 3,558千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,817千円 3,666千円
①実施事業数

②アンケート実施件数

③満足度及びある程度満足と回
答を得た件数及びその割合

公民館主催事業

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

事業については、利用者から高い
満足度を得ているが、アンケート等
の結果を踏まえて、参加者の声に
より耳を傾けて行く。また、参加者
を企画の中に取り込んでいく等、地
域住民が一体となった事業運営に
心掛けていく。

H29年度に改善した点

参加者の満足度割合
主催事業に対する参加者の満足度の向上を図
る。 参加者の募集にホットメール等を積極的に

活用した。

H28年度目標
三ケ
島ま
ちづ
くりセ
ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

根拠法令 H29予算現額

無 無

有 無

有 無

無 無



第４章　教育・文化・スポーツ  第４節　社会教育

会
計

成果

現状の課題

環境
影響

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

活動実績(H29)

経費

投入コスト
有益
な
もの

有害
な
もの

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

項目名

□ □ □

実績

評価者

新所沢東まちづくりセンター長　足立　啓

項目名

□ □ □

社会教育法、所沢市立公民館

実績

新所沢東まちづくりセンター長　足立　啓

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢まちづくりセンター長　内堀　耕介

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢まちづくりセンター長　内堀　耕介65

期間 0.90 人
非常勤
特別職

H30年度目標

集団による各種学習活動の場として施設を提供する
ことにより、住民の学びあいを支援し、学習活動を通
じた地域づくりの場を目指す。

Ｓ２８年度～ 7,637千円 臨時職員 3.25 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

7,718千円 臨時職員 3.55 人
①25,772

②16,607

③

H29実績

施設提供の仕組みを簡素化し、利用者に
とっても職員にとってもわかりやすい仕組
みとしていく必要がある。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

0.90 人
非常勤
特別職

80

・地域住民に公民館の利用方法の認知が進んで
いない可能性がある。
・利用希望の部屋と曜日が重複することがある。
・登録団体はwebにて施設予約が可能だが、そ
のほかの団体は、事前に窓口に出向いての利用
申請の必要があるなど利便性が低い。

70 64

H29決算額（見込み）

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例 62,407千円 62,521千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H29年度目標

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 49,464千円 49,736千円

公民館施設提供
事業

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

中心市街地に所在し、登録団体数
も300を超える状況にあるが、高齢
化が進み、継続的な活動の維持が
難しくなってきている団体も見られ
る｡
年間稼働率も目標値には達してい
ないことから施設提供のあり方につ
いて今後研究が必要である。

H29年度に改善した点

①年間利用可能区分数

②年間利用区分数

③

年間施設稼働率
（年間利用区分数÷年間利用可能区分数×１０
０）

施設提供を通じて、住民の学びあい、さらには地
域づくりの場を目指すため、施設稼動率を指標と
する。

毎月１日の翌月分利用窓口申請時におい
て申請者による窓口混雑軽減のため、申
請書を来庁順に先に配布し待ち時間で必
要事項の記入をすることにより受付時間の
短縮を図った。

H28年度目標

66

H28実績

95

所沢
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

H29予算現額

期間 0.80 人
非常勤
特別職

H30年度目標

地域課題と市民の学習要求に基づき、教養の向上、
健康の増進、生活文化の振興、社会福祉の増進を
図るため、実際生活に即する教育、学術及び文化に
関する各種の事業を実施する。

根拠法令

Ｓ２８年度～ 6,788千円 臨時職員 1.45 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

7,289千円 臨時職員 1.65 人
①21

②640

③593

地域交流の場の提供など、地域コミュニ
ティを支援する拠点としての視点から各種
事業を見直していくことが課題である。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

0.85 人
非常勤
特別職

95 90

参加者の期待を十分には満たすことができな
かったことによる。

95 93

H29予算現額 H29決算額（見込み）

H29年度目標 H29実績

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例 1,532千円 1,494千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,532千円 1,384千円

公民館主催事業

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

目標値は達成していないが、事業
の参加者には一定の評価をいただ
いていると考える。
また、昨年に続きホールでの催事
中の避難訓練として「避難訓練コン
サート」を、ホール運営委託事業者
の協力を得ながら利用者にも参加
していただき開催した。

H29年度に改善した点

①主催事業数

②アンケート回答数

③「満足」及び「ある程度満足」と
回答を得た件数

事業参加者の満足度
（「満足」及び「ある程度満足」と回答を得た割
合）

地域課題や市民の学習要求に基づく事業実施を
目的としているため、事業参加者の満足度を指
標とする。

これまで主催事業の周知は館内ポスター、
市ホームページ、まちづくりセンターだより
により周知していたが、H29よりほっとメー
ルを活用した周知を追加した。

H28年度目標 H28実績

80

所沢
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

期間 1.10 人
非常勤
特別職

H30年度目標

S５２年度～ 9,334千円 臨時職員 2.20 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

4,716千円 臨時職員 2.00 人

①１９４７３

②８９０７

H29年度目標 H29実績

希望日などが重なり利用できなかった団体
には、これまでと同様に空いている時間・曜
日を周知し、利用してもらえるように努力を
していく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

目的：集団による各種学習活動の場として施設を提
供することによって、住民の知識、教養の向上を図
り、生涯学習の構築を目指す。
内容：平成１８年１０月から新公共施設予約システム
が稼働し、窓口以外にロビー端末機・インターネット・
携帯電話による利用予約手続きができ、利用申し込
みも２４時間可能となっている。利用予約の際は、利
用機会の拡大を図るため、一定の利用制限（時間制
限）を設けている。

0.55 人
非常勤
特別職

80 46
利用団体の使用したい曜日・時間帯が集中して
いるため、利用団体が少ない夜の時間帯は比較
的空いていることが多い。反対に、人気のある曜
日・時間帯は利用したい時間が重なり、利用でき
ない団体も出てきている。団体同士で希望する
曜日・時間帯が重なることは、致し方ないことで
はあるが、稼働率が低くなっている要因になって
しまっているのが現状である。

80 46

14,562千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

H29年度に改善した点

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 21,817千円 公民館を利用する人を増やすため、当館の
登録団体の活動内容等が記載したファイル
を作製し、待合室に置いた。このことで、公
民館でまだ活動してない方も自分の趣味に
あった団体を探すことが容易になった。さら
に団体の加入に繋がれば、利用者の増加
にも繋がる。

公民館施設提供
事業

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

C

利用する時間帯が集中し、全体の
稼働率は低くなってしまっている。
そのため、今度も空いている時間
帯の周知などを徹底していく。ま
た、施設が老朽化しているため、適
宜、可能な範囲で修繕を行い利用
しやすい公民館を目指し、努力して
いく。

15,127千円

①年間利用可能区分数（公民
館）

②年間利用区分数（公民館）

年間施設稼働率（公民館）
年間延べ利用区分数÷年間利用可能区分数×
１００

H29決算額（見込み）

新所
沢東
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

根拠法令 H29予算現額

設置及び管理条例、所沢市立公民館設置及び管理
条例施行規則、所沢市まちづくり条例及び施行規則

22,649千円

期間 0.70 人
非常勤
特別職

H30年度目標

S５２年度～ 5,940千円 臨時職員 0.80 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

9,004千円 臨時職員 1.00 人

①３２事業

②４６８件

③４５５件

H29年度目標 H29実績

現在も１００％に近い満足度を維持できて
いるが、平成２８年度より実績が下がってし
まった。そのため、継続して行っている講座
であっても改善できるものは改善し、講座
の満足度を上げたい。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

目的
市民の学習要求に基づき、教養の向上、健康の増
進、生活文化の振興、社会福祉の増進を図るため、
実際生活に即する教育、学術及び文化に関する各
種の事業を実施。
具体的な内容
職員による事業の企画・立案あるいは市民を交えた
企画準備会または実行委員会により、事業の企画・
立案・運営方法を検討する。

1.05 人
非常勤
特別職

100 98

100 97

100

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 社会教育法、所沢市立公民館設 H29予算現額 H29決算額（見込み）

置及び管理条例、所沢市立公民館設置及び管理条
例施行規則、所沢市まちづくり条例及び施行規則

2,130千円 1,729千円

H29年度に改善した点

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,068千円

地域の要望などから、子育て講座の対象
年齢を２歳から１歳に変更した。このことに
より前年度よりも講座の応募者が倍以上に
増え、講座も大盛況に終わった。

公民館主催事業

目標設定の考え方・根拠

A

事業の参加状況・満足度は良好で
あり、地域の要望に沿った講座の
企画もできてきている。今後も多種
多様な社会状況により、時代に沿っ
た講座の企画が求められていくと
思う。そのため、これからも公民館
が重要な位置付けであることを認
識し、改善の意識をもって取り組ん
でいく。

1,825千円
①主催事業
②事業参加者のアンケート回答
件数
③アンケートで「満足」及び「ある
程度満足」と回答を得た件数

参加者の満足度割合
（「満足」及び「ある程度満足」と回答を得た件数
÷アンケート回答件数×１００）

アンケートで「満足」及び「ある程度満足」以外の
回答をした方の多くは、もう少し講座の時間が長
いと良かったと回答している方が多かった。講師
の時間の制約上、講座の時間を長くすることは
難しいが、限られた時間の中で参加者を満足さ
せられるように資料の工夫などで講座の充実度
を図りたい。

新所
沢東
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

無 無

無 無

無 無

無 無



第４章　教育・文化・スポーツ  第４節　社会教育

会
計

成果

現状の課題

環境
影響

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

活動実績(H29)

経費

投入コスト
有益
な
もの

有害
な
もの

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

並木まちづくりセンター長　阿部美和子

項目名

■ □ □

社会教育法、所沢市公民館設

実績

評価者

並木まちづくりセンター長　阿部美和子

項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育課長　稲田 里織

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢図書館長　中村　まさみ40,989 千円 臨時職員 0.00 人 2

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

1.7

期間 4.78 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

昭和３９年～

図書等取次サービスを実施しているコンビニエン
スストアのうち、駅から近く取扱い数の多かった
店舗が閉店し、サービスが終了したこと、また、
図書館システム更新のため、全館で16日間休館
したことなどから、年間貸出数が減少したため。

2

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

54,558千円 臨時職員 0.00 人

①1,030,327点

②34,329点

③18,534点

H29年度目標 H29実績 所沢市図書館ビジョンに基づき、多様化・複雑化
する市民生活における様々な課題を解決するた
め、幅広く質の高い資料等の収集・整備を計画
的に継続して行っていく。一定期間を経過した資
料については、除籍し、学校等公共機関及び市
民の方へのリサイクル図書として提供を継続的
に行い、資料を適正管理する必要がある。また、
貴重資料のデジタルアーカイブ化に対する研究
を行っていく。

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

市民の調査研究、教養、レクリエーション等に資する図書
館資料、情報の収集を行い、利用者に提供することを目的
とする。具体的には以下の通り。
①資料収集　資料収集方針に基づき蔵書構成を考慮し、資
料を選択収集する。②資料保存　残すべき資料を選び、次
の世代・時代に受け継いでいく。③資料管理　電算システ
ムにより、管理を行なう。④資料整理　資料に書誌（分類・
書名・著者・金額等）データを付与し、フィルムコーティング
等の装備を行う。⑤資料除籍　除籍資料は、幼稚園・小中
学校等公共施設及び市民にリサイクルする。

6.30 人
非常勤
特別職

0.00 人 2

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

図書館法、所沢市立所沢図書館設置条例、同施行
規則

77,517千円 73,508千円

優先　Ｂ 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 77,097千円 74,674千円
①蔵書数（図書・雑誌・紙芝居・
視聴覚資料）

②年間資料受入数

③年間除籍数

図書資料等収集
整備事業

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

目標はほぼ達成できており、達成
できなかった理由については、明確
に把握できている。
多様化・複雑化する市民生活にお
ける様々な課題を解決するため、
幅広く質の高い資料等の収集・整
備を行っている。
また、一定期間を経過した資料に
ついては、資料の新鮮度を保つた
め除籍し、市民の方へのリサイクル
図書として提供を行っている。

H29年度に改善した点

資料回転率
（年間貸出数÷蔵書数（貸出禁止資料除く））

幅広く質の高い資料等の収集・整備を行い、利用者に
提供するという目的が実現できているかを図る数値とし
て、資料の回転率を指標とした。人口規模が同一の市
立図書館で、資料回転率が平均「2」であることから、目
標値を「2」に設定した。(『日本の図書館』より全国平均
を算出）

①子どもの読書活動推進計画により、児童
資料の収集に努めた。②寄贈資料を受け、
資料整理、特に郷土資料や所沢ゆかりの
作家の著書などの整理をすすめた。③除
籍を効率的に行い、図書の新鮮度を図ると
ともに、常設のリサイクルコーナーや「図書
館まつり」の場において、市民の方へリサイ
クル図書の提供をした。H28年度目標

1.8

臨時職員 0.00 人 90

所沢
図書
館

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額

90 100

期間 0.15 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

平成7年度～ 1,273千円

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

1,458千円 臨時職員 0.00 人

①10人

H29年度目標 H29実績
市外で育った職員も多くなり、「郷土を知る」
ことは社会教育職員にとっても需要な課題
であり、今後も、郷土の魅力を感じ、社会教
育を身近に感じられるような研修が開催で
きるよう工夫していく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

社会教育の課題となるテーマや、社会教育関係職
員に必要とされる専門知識・技能等を身につけ、職
員の資質向上を図るため、グループワークや体験実
習等も取り入れた各種研修を実施する。

0.17 人
非常勤
特別職

0.00 人 90 100

目標達成済

H29決算額（見込み）

社会教育法、地方公務員法、
地方教育行政の組織及び運営に関する法律、

30千円 20千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 30千円 15千円

社会教育職員研
修

根拠法令

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標の目標値は上回ってお
り、社会教育に携わる職員のスキ
ルアップや資質向上を図る機会とし
て評価はできるが、参加者人数が
少なく、多くの職員のスキルが向上
したとはいえないと考える。今後も、
社会教育に携わる職員1人ひとり
が、市民の高度な要求や期待に応
えられるよう、研修内容充実ととも
に、多くの職員が参加できるよう検
討をしていく。

H29年度に改善した点

①参加者数
参加者アンケートの満足度（％）

充実した研修を目指すため、参加者アンケートか
ら満足度を指標とした。

社会教育の「郷土を知る」という観点から研
修内容を検討し、座学ではなく調理実習と
いう形で研修を行った。

社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

H29予算現額

期間 0.55 人
非常勤
特別職

H30年度目標

Ｓ５８年度～ 4,667千円 臨時職員 1.35 人

部屋ごとに使用目的の制約（部屋の広さ、設備
等）があるため、均等な部屋の利用は困難であ
る。　　施設の老朽化、交通の利便性の悪さ、駐
車場の少なさも要因の一部にある。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

5,145千円 臨時職員 1.35 人
①17,714回

②6,264回

③

H29年度目標 H29実績
施設利用者に影響が生じないよう適正な維
持管理を計画的に実施し、公民館主催事
業や地域コミュニティ活動の拠点として支
援に配慮しながら、効率的な施設提供に努
めていく。

H29正規職員
人件費

集団（サークル）による各種学習の場として施設を提供する
ことによって、住民の学習意欲の向上と社会教育の推進を
図り住民自治の構築を目指す。
施設利用申請にあたっては窓口申請以外にも、平成１１年
度からは公共施設案内・予約システムを導入し、ロビー端
末やインターネットによる利用予約手続きが可能になって
いる。さらに２５年度において予約システムを再構築し、携
帯電話への対応など、迅速化、効率化を図った。

0.60 人
非常勤
特別職

75 37

H29その他職員
従事割合

75 36

75

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

置及び管理条例、所沢市立公民館設置及び管理条
例施行規則

22,396千円 19,022千円

H29年度に改善した点

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 24,186千円

施設の老朽化等に伴う修繕を随時行い、
施設利用に支障が生じないよう努めた。

公民館施設提供
事業

H28予算現額 H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

目標値を下回っているもの、利用実
績に大幅な減少が見られないた
め。

18,803千円 ①年間利用可能区分数（１日６
区分（月曜日は４区分）×部屋
数×開館日数）
②年間延べ利用区分数

③

年間施設稼働率（％） 年間延べ利用区分数÷年間利用区分数×１００

Ｓ５８年度～ 11,964千円 臨時職員 1.50 人 99

並木
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

99 92

期間 1.41 人
非常勤
特別職

H30年度目標

臨時職員 1.50 人
①22講座

②290人

③267人

H29年度目標 H29実績

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

市民の学習要求に基づき、各種学習、講座を展開す
ることにより、市民の学習意欲の向上、社会教育の
推進及び住民自治の醸成を図る。
生活課題、地域課題、生活を豊かにする学習等につ
いて、系統だった学習内容、方法等を職員により企
画立案、あるいは市民を交えた企画準備委員会、実
行委員会等を設置して事業内容を検討。広報や市
ホームページ等の掲載及び公民館だよりを発行して
参加者を募集し実施する。

1.41 人
非常勤
特別職

99 95

12,091千円

H29決算額（見込み）

置及び管理条例、所沢市立公民館設置及び管理条
例施行規則

4,344千円 4,305千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 4,093千円 3,824千円
①年間事業数
②講座終了後のアンケート回答
数
③アンケート結果で「満足及びあ
る程度満足」と回答を得た件数

左記アンケートで「満足及びある程度満足」と回
答した割合（％）

目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標の目標値に近い値となっ
ている。講座の受講率でも高い割
合を維持している。

H29年度に改善した点

「満足及びある程度満足」と回答した数÷アン
ケート回答数×１００ 前年度の参加状況やアンケート結果をもと

に、さらに講座内容の見直しを行った。

受講してみないと講座の水準がわからないた
め、受講者と講座内容のレベルの差を予め把握
することが困難である。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

地域住民の要望等をもとに、講座の見直
し、新規開講等を行っていく。

並木
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

公民館主催事業

根拠法令 社会教育法、所沢市公民館設 H29予算現額

H28決算額 指標名

無 無

無 無

無 無

無 無



第４章　教育・文化・スポーツ  第４節　社会教育

会
計

成果

現状の課題

環境
影響

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

活動実績(H29)

経費

投入コスト
有益
な
もの

有害
な
もの

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

■ □ □

実績

評価者

所沢図書館長　中村まさみ

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢図書館長　中村まさみ

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢図書館長　中村まさみ昭和３９年～ 28,812 千円 臨時職員 5.45 人

H29実績
図書館への興味・関心を喚起する魅力ある事業
の展開、広報活動への積極的な取り組みを通
じ、関連施設や地域に働きかけ、利用促進を図
る必要がある。現在実施している事業の拡充に
努め、非来館型サービス及び高齢者社会に向け
たサービスへのさらなる取り組みについて検討し
ていき、魅力ある図書館づくりを目指す。

5点 4.7点

期間 3.36 人
非常勤
特別職

0.20人 H30年度目標

4.9点

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

5点

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

37,584千円 臨時職員 5.70 人

①112,345人

②544,125人

③1,604,514点

H29年度目標

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

市民に、図書館に親しみをもって有効に利用してもら
うため、インターネット及び広報等で情報を広く提供
し、読書活動の推進及び利用の拡大を図る。
①図書館のホームページ、「今月の図書館」等広報
紙を発行し、図書館の事業や利用案内等の情報を
利用者に周知する。②講演・講座、図書館まつり（年
１回）等の催しを開催する。③季節やテーマに応じ
た、図書資料の紹介・展示を行う。④他の公共施設
や地域に対し共同事業等を実施し、連携を図る。

4.34 人
非常勤
特別職

0.20 人 5点

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 11,563千円 10,729千円

11,753千円 10,691千円

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

目標値は、ほぼ達成しており、魅力
ある事業の展開、広報活動への積
極的な取り組みや、地域との連携、
市民協働の「図書館まつり」などを
開催し、図書館への興味・関心の
喚起に努めた。

H29年度に改善した点

①登録者総数
（前年の登録者総数＋年間登録
者数－年間抹消者数）

②年間貸出利用者数

③年間貸出数

貸出密度
（人口１人当たりの貸出数）

①市報に特集記事を掲載したほか、広報紙を発
行、ＨＰを活用した情報発信などにより、図書館
事業の周知に努めた。②文学講演会やストー
リーテリング入門講座等を開催し、来館者を増や
す取組を行った。③高齢者福祉施設で「出張お
はなし会」を実施した他、健康・医療や介護関連
図書のコーナーの充実を図った。④図書館ＨＰ
のリニューアルを行い、利用促進を図った。

H29決算額（見込み）

所沢
図書
館

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

図書館利用推進
事業

根拠法令 H29予算現額

図書館法、所沢市立所沢図書館設置条例、同施行
規則

期間 1.29 人
非常勤
特別職

0.8人 H30年度目標

昭和３９年～ 11,062 千円 臨時職員 2.4 人

H29年度目標 H29実績

第2次所沢市子どもの読書活動推進計画を
総括するとともに、第3次子どもの読書活動
推進計画の策定をすすめる。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

512,000冊 468,232冊

512,000冊

子ども達が読書の楽しみを知り、自主的に読書活動
を行うことができるよう、「第２次所沢市子どもの読書
活動推進計画」に基づいて子ども向け事業、学校と
の連携事業等を実施し、利用の拡大を図る。①子ど
もの読書活動推進連絡会の開催②おはなし会・か
がくあそび等子ども向け行事の開催③一般向け普
及・啓発事業の開催④学校との連携事業の実施⑤
小中学生・保護者に読書アンケートの実施⑥学校業
務連絡便の運行⑦ブックリスト「本がいっぱい」の発
行、小中学校への配布⑧子ども向け広報紙の発行

1.89 人
非常勤
特別職

0.80 人 512,000冊 484,510冊

16,367千円 臨時職員 2.40 人

①14,977人

②21,800冊

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

図書館法、所沢市立所沢図書館設置条例、同施行
規則

2,446千円 2,469千円

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,333千円 2,116千円

①子ども向け行事参加者数

②学校関連団体貸出数

児童資料貸出数（年間児童資料貸出数）

目標設定の考え方・根拠

Ａ

目標値をほぼ達成しており、平成
29年度は乳幼児とその保護者、学
校等を中心に周辺機関との連携と
利用拡大をすすめた。今後は、第2
次計画の課題を踏まえて第３次所
沢市子どもの読書活動推進計画の
策定に向けて努めていきたい。

H29年度に改善した点

過去5年間で最も高い平成２４年の貸出実績が
511,624冊であったことから、この数値を目標と
し、サービスの維持・向上を図る。

こどもと福祉の未来館「ルピナス」への出張
おはなし会を月1回（本館・新所沢分館）実
施することで利用者の拡大につなげた。

対象年齢層の人口減少や図書館システム更新
のため、全館で16日間休館したことなどから、年
間貸出数が減少したため。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

88300点

所沢
図書
館

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

子どもの読書活動
推進事業

期間 0.56 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

平成１７年～ 4,802 千円 臨時職員 3.45人

6,582千円 臨時職員 3.75 人

①36,497人

②49,379点

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

85,000点 49,379点

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

図書館の開館時間内の利用や来館が困難な市民等
に対し、コンビニエンスストアで図書等の取次を行
い、図書館利用の拡大を図る。
インターネット、図書館窓口、館内ＯＰＡＣ等から図書
等の予約を受付け、用意できた際に、電子メール又
は電話にて連絡し、貸出処理をして取次店へ配送。
利用者は、当該予約図書等を取次店で受取・返却で
きる。

0.76 人
非常勤
特別職

0.00 人 85,000点 68,443点

平成30年1月に、駅から近く取扱い数の多かった
コンビニエンスストア1店舗が、閉店によりサービ
ス終了となったため。

コンビニエンススト
ア図書等取次事
業

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

図書館法、所沢市立所沢図書館設置条例、同施行
規則

9,646千円 9,363千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 9,537千円 8,208千円

①年間貸出利用者数

②年間貸出数

年間貸出数

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

店舗側の事情により取次終了と
なった店舗があったため、全体の実
績は減となったが、3店舗では貸出
数が増加している。また、小手指地
区において、平成29年10月より公
民館分館での図書等の取次ぎを開
始し、好評を得ていることから、市
民の本事業に対する期待は高いと
考える。今後も非来館型サービス
の中核として、サービスポイントの
拡充、広報等の充実に努め、更な
る利用拡大を図る。

H29年度に改善した点

市民が、コンビニエンスストア図書等取次サービ
スを活発に利用していることを示す数値として年
間貸出数を指標とする。過去５年間で利用が活
発であった年度の数値を目標とし、事業の拡大
を図りたい。

要望の多い地域や利用ポイントのない地
域を中心に店舗との交渉を行ったが、取次
店舗拡大には至らなかった。小手指地区に
おいては、平成29年10月より公民館分館で
の図書等の取次ぎを開始した。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

取次店舗拡大を図るため、コンビニエンス
ストア本社及び店舗との交渉をすすめる。
また、更なるサービス拡大に向け、取次業
務が可能な施設等の調査研究をすすめ
る。

所沢
図書
館

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

無

無 無

無 無

無

図書資料等の貸出は、市民に活発に利用されて
いることを示す指標の一つであることから、貸出
密度を指標とする。年間貸出数を当該年度の人
口で割り、１人当たりの貸出数を算出。
人口30万人以上、40万人未満の市立図書館119
館の人口１人当たりの平均貸出数5.0冊を参考
に、実績から目標値を設定し、事業拡大を図りた
い。
（『日本の図書館』2017より平均貸出数を算出）

H29目標値が未達成の理由・分析

図書館の開館時間内の利用や来館が困難な市
民等に対して実施している、コンビニエンスストア
図書等取次事業において、平成30年1月に、駅
から近く取扱い数の多かったコンビニエンススト
ア1店舗が、閉店によりサービス終了となったた
め。また、平成30年2月の図書館電算システム更
新のため、全館において16日間の貸出サービス
停止期間があったことにより年間貸出数が減少
したため。
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会
計

成果

現状の課題

環境
影響

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

活動実績(H29)

経費

投入コスト
有益
な
もの

有害
な
もの

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢図書館館長　中村　まさみ

項目名

■ □ □

実績

評価者

 所沢図書館長　　中村　まさみ

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢図書館長　中村まさみ昭和３９年～ 55,823 千円 臨時職員 19.9 人

400,000人

非常勤
特別職

0.00 人

44,378千円

事業の目的及び具体的な内容

期間 6.51 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

市民の教養と文化の発展のため、資料及び情報を
提供する。
①図書（一般書、児童書、雑誌、紙芝居、絵本）を個
人・団体に対し、閲覧・貸出利用に供する。②ＣＤ、Ｄ
ＶＤ及びビデオを個人に対し、貸出利用に供する。③
図書館資料について充分な知識を持った職員が、問
い合わせ・読書相談や利用のための相談に応じる。
④視覚に障害のある方に対して対面朗読サービス
や録音図書を提供する。

7.09 人 400,000人

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

248,086人

400,000人

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 59,385千円

258,818人

61,399千円 臨時職員 20.15 人

48,383千円

インターネット検索が手軽にできる
現代において、レファレンス件数が
増えていることは、インターネットで
は得られない情報が図書館であれ
ば得られるということについて、認
知されつつあるものと思われる。国
立国会図書館レファレンス協同
データベースへの掲載を積極的に
進め、国立国会図書館より、一定
の基準を満たし、評価（お礼状）を
得ている。
また、様々な状況にある来館者の
負担が軽減できるよう努め、どなた
にもご利用いただける図書館づくり
に取り組んだ。

H29年度に改善した点

本館の役割として、調査、読書相談、資料の館内
利用等の事業が重要となってきていることから、
来館者数を指標とする。コンビニエンスストア図
書等の事業拡大を図っていること、また大規模分
館が開館したことなどを踏まえ、目標値を実績値
に近い数値として設定し、サービスの充実を図っ
ていきたい。

コンビニエンスストア図書等取次サービスが浸透
したことや、大規模分館の開館により利用者が地
域で図書館サービスを利用できるようになったこ
となどが考えられる。またスマートホンやパソコン
等の普及により、簡単な情報が手軽に入手でき
るようになったことも要因の一つと思われる。しか
しながら、レファレンス件数は、前年比増となって
いるので、今後は質の高い確実な情報が入手で
きる図書館の活用について、さらに広報に努めて
いきたい。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

①333,605点

②16,932件

③708件

H29目標値が未達成の理由・分析

無無

H28予算現額 H28決算額 指標名

①調査・研究を目的とした図書館利用に対応す
るため、各種データベース情報等のレファレン
ス・ツールの充実・活用を図った。②利用者への
課題解決支援サービスの周知を図るため、図書
館ＨＰにおいてレファレンス事例を公開するととも
に、国立国会図書館レファレンス協同データベー
スへも積極的に掲載した。③１階エントランスに
おいて、お年寄りや小さな子どもを連れた人に対
して、本選びの時に重い本を抱えずに済むよう
カートを導入した。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

身近な生涯学習の拠点として、情報・資料等の
充実を図り、その活用法を広く市民に発信する
必要がある。職員の質の向上に努め、郷土に関
することや専門性の高いレファレンスサービスの
提供に努め、情報発信の場としての図書館の存
在の周知に努めていく。

館内奉仕事業

目標設定の考え方・根拠

B

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

図書館法、所沢市立所沢図書館設置条例、同施行
規則

56,786千円
①貸出数
（本館での年間貸出数）
②予約受付件数
（本館カウンターでの年間予約
受付・取消件数）
③レファレンス件数
　　（本館受付件数）

来館者数（本館）

平成２４年度～ 11,748 千円 臨時職員 0.00 人 900,000人

所沢
図書
館

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

900,000人 807,798人

期間 1.37 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

・市民サービスの向上、指導管理の一元化、経費の
節減を図る。７館すべての分館において祝日開館と
し、平日、所沢分館は１９時、新所沢分館は２１時ま
での開館により、利用者の利便性向上を図る。
・地方自治法第２４４条に定める公の施設として、所
沢市立所沢図書館設置条例及び同施行規則の規
定に基づき、市立図書館としてのサービスの提供等
を行う。図書館における管理運営業務、施設維持管
理業務。

2.10 人
非常勤
特別職

0.00 人 900,000人 858,435人

18,186千円 臨時職員 0.00 人

①385,684人

②1,209,325点

282,934千円

①貸出利用者数（分館のみ）

②貸出数（分館のみ）

分館での年間来館者数

285,283千円 282,788千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標

図書館分館全館において、運営及び指定
管理状況等について本館職員による定期
的なモニタリングを実施し、点検・評価を行
い、良質な図書館サービスを継続して提供
できるよう努める。

H29目標値が未達成の理由・分析

平成２９年度は電算システム再構築業務のた
め、全館一斉に１６日間の臨時休館をしたことか
ら、目標値に達しなかったものと考えている。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 284,769千円

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

目標値はほぼ達成できており、各
分館の地域特性を生かした様々な
自主事業を展開し、来館者を増や
す努力をしている。また、市民から
も好評を得ている。

H29年度に改善した点

H29決算額（見込み）

H28実績

H29年度目標 H29実績

所沢
図書
館

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

所沢図書館分館
施設管理運営事
業

根拠法令 H29予算現額

図書館法、所沢市立所沢図書館設置条例、同施行
規則、地方自治法

期間 0.50 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

昭和５５年～ 4,288 千円 臨時職員 0.00 人

13,163千円 臨時職員 0.00 人

①10件

②22,484千円

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

14件

10件

図書館施設維持
管理事業

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

・日常的な施設内外の安全点検及び機械操作、定
期的に実施する施設管理委託事業（日常・定期清
掃、昇降機点検、自動扉点検、空調設備点検、水質
検査、機械警備、害虫駆除、植木剪定等）、施設や
設備の修繕を実施。
・図書館利用者にとって、安全で快適に利用できる
施設環境を確保するとともに、図書資料等を適切に
管理し利用できる施設を維持すること。

1.52 人
非常勤
特別職

0.00 人

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 26,426千円 25,677千円

目標設定の考え方・根拠

Ａ

老朽化した施設の保守や修繕を計
画的に行っており、来館者が安全
かつ快適に利用できる環境を維持
している。

H29年度に改善した点

保守点検については、日常的施設点検及
び計画的施設修繕を行い、効率化を図る。
また、点検による修繕箇所の早期発見・部
分的な修繕の対応により、限られた修繕経
費を抑える。

無 無

修繕箇所を早期発見し、市民の利用に配慮した
保守・修繕が計画的に行われているかを測る数
値として、修繕件数を目標値とした。
修繕を行うことにより、利用者の安全・快適な利
用に配慮し、環境の維持に努めてきたい。

H28年度目標

11件

目標達成済み10件

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

8件

根拠法令 H29予算現額

図書館法、所沢市立所沢図書館設置条例、同施行
規則

27,370千円

H28決算額 指標名

H29決算額（見込み）

26,364千円

①設備等の保守

②設備等の保守委託料

施設維持に関する修繕件数

所沢
図書
館

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

無 無

所沢図書館冷却水二次ポンプ改修を行
い、施設の延命化を図った。また、館内照
明器具取替えや非常照明交換の修繕を行
い、利用者の安全確保を図った。

利用者サービスの充実を示す指標の一つである
来館者数を指標とする。利用者サービスの向上
が、来館者数増につながると考える。
過去５年間で利用が活発であった年度の数値を
目標とし、今後も充実したサービスの安定的な提
供に努めたい。

指定管理者制度が平成29年度から第2期
目となり、さらに均一で質の高いサービス
の提供と安定した良質な運営が保たれるよ
う、調整・指導した。



項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興課長　　吉田　謙治

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興課長　　吉田　謙治

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興課長　　吉田　謙治

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興課長　　吉田　謙治
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1,188千円 臨時職員 0.03 人

H29その他職員
従事割合

254

270

期間 0.14 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

非常勤
特別職

0.00 人

943千円 臨時職員 0.00 人

①254人

②

③

H29年度目標 H29実績

270千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 270千円 270千円
①コンサートの鑑賞者数

②

③

コンサートの鑑賞者数根拠法令

H29年度に改善した点

市民文化の向上と文化性の高いまちづくりの進
展をはかることを目的としているため、どれだけ
多くの市民がコンサートを楽しみ、音楽文化に触
れたかを直接量ることのできる、コンサートの鑑
賞者数を指標とする。

通常のプログラムに加え、開催校吹奏楽部
とのコラボでの演奏を行うなど、市とＰＴＡ、
市と楽団だけの連携だけでなく、ＰＴＡと楽
団との直接の連携も積極的に行った。

今回初めての目標設定

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

この事業自体の認知度を高めるため、学校
関係者への情報提供も積極的に行ってい
く。

無無

H28決算額 指標名

親子音楽鑑賞教
室開催事業

目標設定の考え方・根拠

A

本事業は、市と開催校ＰＴＡの共催
事業として実施されており、広報活
動や当日の運営はＰＴＡが担い、演
奏は市民アマチュア楽団が担う、ま
さに市民とともにつくりあげるコン
サートである。未就学児を伴って参
加できる演奏会は数少なく、小さな
子どもと一緒に参加できるコンサー
トとしてアンケートでも大変好評で
あるため、今後も継続して行う必要
がある。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

文化芸術基本法 270千円

文化
芸術
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

子どもたちにとって身近な学校の体育館で気軽に音楽に接
することによって、子どもたちの情操をはぐくむとともに、親
や友人とのふれあいを深める場とする。さらに、音楽ホール
などで鑑賞するときのマナーを学ぶ場ともなる。
１　市内小中学校のPTAに事業を周知し、開催校を募集
２　開催決定校PTA及び演奏楽団(所沢市民吹奏楽団・所
沢フィルハーモニー管弦楽団）との調整
３　子どもたちに親しみのある曲をメインとしたコンサートを
開催校の体育館で実施

0.11 人

H29正規職員
人件費

昭和60年度～

期間 0.59 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

昭和61年度～ 5,006千円 臨時職員 0.05 人

H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

115,000 70,000

115,000

実行委員会による企画立案や市民の文化活動の発表交流
の場の提供等を通して、新しい市民文化の創造を目指すと
同時に、来場者に所沢ならではの有形・無形の市民文化や
桜の名所でもある航空記念公園のロケーションの素晴らし
さを体感してもらう。
①毎年４月第１週の土曜日・日曜日に航空記念公園を会場
として開催する。②企画・運営は、個人・法人・市民団体の
自主的な参加で組織する市民文化フェア実行委員会が行
なう。③実行委員会の主な自主財源は、市内企業・商店等
からの協賛広告料である。④市は実行委員会に補助金を
交付する。

0.68 人
非常勤
特別職

0.00 人 115,000 110,000

臨時職員 0.00 人

①363

②39

③

H29年度目標

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 5,000千円 5,000千円 ①実行委員、各催し物スタッフ人
数

②催事（プログラム）の合計数

③

延べ入場者数

指標名 目標設定の考え方・根拠

B

本事業は実行委員会形式で地域に
根差した各団体の協力により成り
立っており、市民自らが企画し運営
に携わり、所沢の文化を発信し所
沢の文化の発展に寄与している。
また、一般公募による音楽ステージ
や、中学生・高校生ボランティアも
数多く参加しており、市民参加型で
ある点においても意義がある。

H29年度に改善した点

文化都市として発展していく第一歩として、所沢
の文化をより多くの市民に知ってもらうことを目的
としているため。

補助金の減額に伴い、経費の見直し・削減
を図った。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

幅広い年齢層が興味を持ち、また所沢の
文化を知り愛着を持ってもらうきっかけとな
るような内容となっているか、引き続き検討
と改善をしていく。

２日間とも雨天だったため客足が鈍かった。各催
しとも毎回改善を図っているが、新規層を開拓す
るための試みや、広報活動にさらに力を入れて
いく必要がある。

H28予算現額

市民文化フェア開
催支援事業

根拠法令 H29予算現額

5,831千円

H28決算額

H29決算額（見込み）

文化芸術基本法、市民文化フェア実行委員会補助
金交付要綱

40,000千円 40,000千円

平成14年度～ 933千円 臨時職員 0.00 人

文化
芸術
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

目標達成済200

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

429千円 臨時職員 0.05 人

①129

②3

③

H29年度目標 H29実績

学校教育現場の現状や、指導者・地域の
特性をふまえて、体験種目・内容を検討し
ていく。

200 356

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

216

200

0.11 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

子どもたちが自分の得意なもの、熱中するものを発
見する、「一人一芸へのチャレンジ」を支援し、異年
齢交流の中で人格形成の支援を図る。
１　①所沢市文化団体連合会の協力により、芸術・
文化の各分野からの指導者リストを作成。
　　②リストを学校へ配布。
　　③学校では、伝統芸能クラブや総合的な学習の
時間で活用。
２　地域・校区ネットワーク組織（地域実行委員会組
織等）等の設立に向け様々な情報を提供。

0.05 人
非常勤
特別職

0.00 人

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 33千円 0千円 ①芸術・文化分野の指導者登録
数

②実施件数

③

一人一芸チャレン
ジ事業

H29年度に改善した点

参加した児童数（延べ人数）
より多くの子供に本事業を体験する機会を提供
することを目的としているため

これまで未実施だった学校に対し、情報提
供や指導者との連絡調整の補助等の支援
を行い、実施することが出来た。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

A

指導者は学校の近くに住む市民が
多く、学校と地域住民の協働を推進
する一助となっている。また、児童
と講師お互いにとって、世代を超え
た交流の機会になっている点にお
いても有意義である。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

文化芸術基本法 33千円 0千円

事業の目的及び具体的な内容

65%

文化
芸術
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

期間

H28決算額 指標名

期間 0.42 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

平成5年度～ 3,564千円 臨時職員 0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

2,401千円 臨時職員 0.00 人
①　3,713日（全14施設）

②　8,346回（全14施設）

③　74.0％

H29年度目標 H29実績
平成３０年１２月１０日から平成３２年３月３
１日まで施設の大規模改修事業を実施す
るが、指定管理者及び改修事業者との協
議に加えて、施設利用者への周知等を徹
底していく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

本市における文化芸術振興のため、所沢市民文化セン
ターにおける事業運営と施設管理を行い、市民の芸術に触
れ合う機会の増進と施設利用者の増加を促進する。
また、施設の管理運営方法については、指定管理者制度
を導入しており、指定管理者である公益財団法人所沢市文
化振興事業団が、管理協定に基づき、芸術・文化振興事業
（自主事業）及び施設管理運営事業を遂行する。

0.28 人
非常勤
特別職

0.00 人 65% 65.2% 市民文化センターは、平成30年12月10日から約
１年４ヶ月にわたる長期休館を控えているが、平
成２９年度より既に長期休館に入っていると勘違
いしている利用者がいることも稼働率減の一要
因と考えられる。現在も月刊情報紙やホーム
ページで通常営業中であることの告知を行って
いるが、今後も表示方法を工夫することにより、
分かりやすい情報の発信に努める。

65% 61.0%

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 491,865千円 491,490千円

H29決算額（見込み）

所沢市民文化センター条例、所沢市民文化センター
条例施行規則

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

現状の施設規模・サービス水準を
保ちつつ、利用者の安全等を確保
した管理運営事業を継続して行う。
また、施設の維持管理業務につい
ては、平成３０年１２月１０日から始
まる大規模改修に備え、指定管理
者及び改修事業者と調整しながら
進めていく必要がある。

H29年度に改善した点

①年間施設利用日数（日）

②年間施設利用回数（回）

③自主事業イベント観客入場率
（％）

施設稼働率
＊年間利用回数÷年間利用可能回数（閉館日
を除く）

所沢市民文化センターは、本市における文化芸
術活動の拠点であり、指定管理者による自主事
業及び市内外の一般利用に供しているため、施
設稼働率を目標とする。

モニタリング制度に基づいた指定管理者か
らの報告を活用し、課題等について情報を
共有し、改善の必要のあるものは、早急に
対応した。また、施設の維持管理について
は、平成３０年１２月１０日からの大規模改
修に向けて、指定管理者とも協議を行いな
がら進めた。H28年度目標 H28実績

H28決算額

496,802千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

指標名

文化
芸術
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

市民文化センター
管理運営事業

根拠法令 H29予算現額

497,777千円

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

無

環境
影響

活動実績(H29)

経費

投入コスト
有益
な
もの

有害
な
もの

会
計

成果

無 無

無 無

無
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事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

活動実績(H29)

経費

投入コスト
有益
な
もの

有害
な
もの

会
計

成果

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興課長　　吉田　謙治

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興課長　　吉田　謙治

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興課長　　吉田　謙治

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興課長　　吉田　謙治

期間 0.08 人

平成5年度～ 679千円 臨時職員 0.00 人

市が支援する所沢市文化祭等の市民文化事業に対
し、「ミューズ」の利用料の一部を補助し、「ミューズ」
を利用した市民の芸術・文化活動の活性化を促す。
①「市民により組織され文化事業を実施する実行委
員会」または団体等が主催し、参加及び鑑賞の機会
が広く市民に開かれるなど公共性が高く、市が支援
している、市民の文化振興に寄与する事業が対象。
②今までの実績や事業の内容に応じて、「ミューズ」
の施設利用料及び付属設備利用料等の経費の一
部または全額を交付する。

0.15 人

H29実績

補助事業が文化芸術振興に対する有効性
について現状把握に努めるとともに、主催
者に対し必要な情報提供を行っていく。

H29正規職員
人件費

非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H29その他職員
従事割合

30,000 23,017
ミューズを利用した事業数に変化はなかったが、
全体的に観客入場者数が伸び悩んだ。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

1,286千円 臨時職員 0.00 人

①16

②

③

H29年度目標

30,000

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

非常勤
特別職

0.00 人 30,000 25,159

H29目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

文化芸術基本法、所沢市民文化センター利用料補
助金交付要綱

3,031千円 3,031千円

H29年度に改善した点

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,031千円

所沢市民文化センター利用料補助金交付
要綱を制定し、統一的な算定基準を設け
た。また、同要綱を平成３０年４月より施行
した。

文化芸術活動支
援補助事業

H28予算現額 H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

利用促進という面ではある程度目
的を達成しており、対象となる事業
も所沢市文化祭、「所沢で第九を」
演奏会、吹奏楽祭など、全市的規
模で様々な年齢層による広範な参
加者のある公共性の高い事業であ
る。市民の交流や本市文化向上の
ために、ミューズ利用料の負担軽
減の面では依然として必要な補助
制度と考えられる。

3,031千円 ①ミューズを利用した事業（催し
物）で補助を行った件数

②

③

事業参加者数＋観客入場者数
（出演者数＋出品者数＋観客入場者数）

「ミューズ」を利用した市民の芸術・文化活動の
活性化を促す事が当該事業の目的となっている
ため事業参加者数と観客入場者数を合算した人
数を指標とする。

昭和60年度～ 4,327千円 臨時職員 0.03 人 9,000

文化
芸術
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

9,000 7,193

期間 0.51 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

音楽活動支援事
業

臨時職員 0.00 人
①5

②

③

H29年度目標 H29実績

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

市民の音楽活動である所沢市管弦楽祭・所沢市民
合唱祭・「所沢で第九を」演奏会・所沢市吹奏楽祭等
の開催を奨励・支援することにより、市民に優れた音
楽に接する機会をつくり、音楽文化の向上を図って
いる。

0.48 人
非常勤
特別職

0.00 人 8,057

4,116千円

H29決算額（見込み）

所沢市吹奏楽祭実行委員会補助金交付要綱、所沢
市管弦楽祭実行委員会補助金交付要綱ほか

2,170千円 2,170千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

根拠法令
文化芸術基本法、所沢市民合唱
祭実行委員会補助金交付要綱、

H29予算現額

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,170千円 2,170千円

①開催事業数

②

③

参加者数+鑑賞者数

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

市で支援するこれら音楽活動につ
いては、毎年多くの参加者・鑑賞者
がおり、本市の音楽文化振興に大
きく寄与しているものと考えられる。
このため、今後とも本市はこれら音
楽活動への支援を継続して行って
いく必要がある。

H29年度に改善した点

市の音楽文化の向上を目的としており、この指標
により、どれだけ多くの市民に優れた音楽に接す
る機会を提供できたかはかることができる。

事業が滞りなく行われるよう、実行委員会
等との連携を図った。

天候やインフルエンザの流行によって参加者数・
鑑賞者数に影響があったと思われる。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

より多くの市民に当市の音楽文化に触れて
もらうため、広報活動を積極的に行っていく
必要がある。

0.20 人 90

文化
芸術
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

82

期間 0.56 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

昭和58年度～ 4,752千円 臨時職員

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

4,030千円 臨時職員 0.30 人

①244

②143(6月末現在)

③

H29年度目標 H29実績

投稿者の高齢化が進んでいる。若い人に
もっと投稿してもらえるよう、チラシを工夫し
たり、ＨＰを活用するなど、常連の投稿者は
もちろん、新しい投稿者を増やすべく広報
活動を工夫する必要がある。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

市民の文芸作品の掲載により創作活動を促し、作品
を通して作者と読者の交流を図るとともに、市内の
文芸専門家が選考委員としての参加することにより
地域文化への貢献を図る。
①５月中旬から７月末日まで、俳句、短歌、川柳、
詩、小説、随筆、童話の７部門の作品を募集。
②部門ごとの選考委員が採用作品を決定。
③３月に発行し、投稿者に配付。市内銀行や郵便
局、公共施設等に市民の閲覧用の配備を依頼。

0.47 人
非常勤
特別職

0.00 人 90 78

未達成ではあるが前年実績より目標値に近づい
ており、新しい投稿者の増加が配布だけではなく
頒布にも繋がっていると考えられる。今後は、投
稿者を増やすべく広報に力を入れるとともに、文
芸所沢が今まで以上に広く認知されるよう、配布
先を拡充する。

90

H29決算額（見込み）

文化芸術基本法 1,059千円 944千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,071千円 976千円
①投稿者数

②有償頒布数（6月末現在）

③

「文芸所沢」発行
事業

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

応募者や希望者、市内の銀行や郵
便局、公共施設に配布し好評を得
ており、地域に根付いた文芸誌で
ある。また、表紙や挿絵には市美術
展受賞者の作品を掲載し、文芸と
美術という異なったジャンルの共同
制作の場になるなど、地域文化の
振興につながっているため、今後も
趣向を凝らしながら継続して実施し
ていく。

H29年度に改善した点

配布率
（配布部数／発行部数）

投稿者だけでなく、市内銀行や郵便局、公共施
設等への配布や、有償頒布もあるため、どれだ
け多くの市民に文芸所沢が広まっているかを図
る指標となる。

チラシとポスターを一新したところ、若い世
代からの投稿が増えた。

H28年度目標文化
芸術
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

根拠法令 H29予算現額

期間 0.22 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

昭和59年度～ 1,867千円 臨時職員 0.00 人

3,173千円 臨時職員 0.10 人
①51

②19

③

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

216,000 216,982

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

市民の芸術・文化活動の活性化を促し、市民文化の
向上と、文化性の高いまちづくりの進展をはかる。
市民の芸術・文化活動に対し、次のような様々な支
援を行う。
①各種相談の対応
②市による後援
③活動の広報活動への協力　など

0.37 人
非常勤
特別職

0.00 人 216,000 156,063

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0

H29決算額（見込み）

文化芸術基本法
目標達成したものの、当該事業の
利用促進を図るために、各団体へ
の趣向を凝らした支援を継続する
必要がある。

H29年度に改善した点

①所沢市による文化芸術活動
の後援事業数

②支援している文化芸術団体数

③

事業参加者数（出演者数・出品者数）および観客
入場者数の合計

市民文化の向上と文化性の高いまちづくりの進
展をはかることを目的としているため、事業参加
者数および観客入場者数の合計を指標とする。

各文化・芸術活動の開催・運営方法等につ
いて、指導及び助言した。また、広報の方
法などの情報提供に協力した。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

各文化・芸術活動の事業内容等を社会の
動きに応じて充実させていく必要があり、各
活動団体の主体性を尊重しつつ、自助努
力を促進しながら、引き続き様々な面での
支援方法を検討していきたい。

216,000

根拠法令 H29予算現額

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

0千円 0千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

文化
芸術
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

文化活動支援事
業

無 無

無無

無 無

無無
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事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

活動実績(H29)

経費

投入コスト
有益
な
もの

有害
な
もの

会
計

成果

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興課長　　吉田　謙治

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興課長　　吉田　謙治

項目名

■ □ □

実績

評価者

生涯学習推進センター所長　倉富　恵理子

項目名

■ □ □

実績

評価者

生涯学習推進センター所長　倉富　恵理子

臨時職員 0.00 人

平成29年度～ 4,412千円 臨時職員 0.00 人

6,000人H7～ 10,182千円 臨時職員 0.00 人

所沢市の歴史や自然、文化などの資料の収集、保
存、調査、研究を進め、常設展示や企画展示、講
座、体験学習会などを通じて研究成果を紹介し、郷
土への愛着を深めるための事業を展開する。

0.00 人

H29その他職員
従事割合

6,000人 5,882人

期間 1.20 人
非常勤
特別職

2.59 人 H30年度目標

H28年度目標 H28実績

①5,882人

②6件

③1,013人

H29年度目標

H29目標値が未達成の理由・分析

2.36 人
非常勤
特別職

2.59 人 5,500人 5,964人

講座は定員を設けて実施しているものであり、参
加者数が伸びる余地が少ないためと思われる。

H29実績

H29正規職員
人件費

20,237千円 臨時職員

ふるさと研究活動
事業

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

社会教育法、博物館法、文化財保護法 7,999千円 7,186千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 7,947千円 7,597千円 ①参加・利用者数

②企画事業開催数

③事業に協力した市民学芸員の
延べ人数

展示見学者・講座参加者・閲覧学習室利用者の
延べ人数。

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

事業に協力した市民学芸員の延べ
人数は、前年度の555人を大きく上
回ったが、参加者が固定化する傾
向にあるため、今後は企画展示や
講座内容の充実を図り、ふるさと研
究活動に参加する市民の裾野を広
げていく。

H29年度に改善した点

ふるさと研究活動の周知と市民参加が目的のひ
とつであるため、参加者・利用者数を指標とした。

講座参加者の多くが高齢者であるため、高
齢者がより参加しやすい平日に実施する講
座を増やした。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

より多くの市民にふるさと研究活動への興
味をもっていただき、各事業への参加を促
すため、企画展示や体験学習会、講座内
容の充実を図るとともに、事業の周知に努
めていく。

6,024千円 臨時職員 0.00 人 600

生涯
学習
推進
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別 H28予算現額

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

545

期間 0.71 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H6～

目標達成済500

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

5,317千円 臨時職員 0.00 人
①386人

②74人

③85冊

H29年度目標 H29実績

三ヶ島葭子を多くの市民へ周知していくこと
が課題である。市民ボランティアによる展示
解説会、講演会、文学散歩等の実施方法
を再検討し、さらなる周知を図っていく。

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

郷土出身の歌人・三ヶ島葭子を広く伝え、市民が先
人への理解を深めるとともに、ふるさと所沢を愛する
心を育てることを目的とし、講演会や文学散歩の開
催、三ヶ島葭子資料室だより「われもこう」の発行、
市民ボランティアによる展示解説会等を行う。

0.62 人
非常勤
特別職

0.00 人 700

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

社会教育法、文化芸術振興基本法 198千円 244千円

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 198千円 170千円
①資料室入場記名者数

②講演会等来場者数

③冊子販売数

三ヶ島葭子資料室
運営事業

指標名 目標設定の考え方・根拠

B

目標値を見直した結果、目標達成
したが、当初の目標と比較すると約
77％の達成率にとどまり、三ヶ島葭
子の市民への周知という点で成果
があまり出ていない。
今後は事業内容の検討を行い、よ
り多くの市民に三ヶ島葭子を知って
いただけるよう努めていく。

H29年度に改善した点

利用者数（資料室、講演会等来場者数と冊子購
入者延べ人数）

市民へ三ヶ島葭子を周知することを目的としてい
るため、利用者数（資料室、講演会等来場者数と
冊子購入者延べ人数）を指標とした。

例年、三ヶ島まちづくりセンターを会場とし
て実施していた講演会を、生涯学習推進セ
ンターでの実施に変えた。

H28年度目標

436

20,800

生涯
学習
推進
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別 H28予算現額 H28決算額

文化
芸術
振興
課

20,800 18,307

期間 0.48 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

昭和6年度～ 4,073千円

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

4,288千円 臨時職員 0.10 人
①47

②23

③380

H29年度目標 H29実績

若い世代を取り込むための、アウトリーチ
事業や末端会員による勧誘などを検討して
いく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

市内で音楽、演劇、美術、文学、茶、華道、囲碁、将
棋などの文化・芸術活動を行っている「文化団体連
合会」の団体支援並びに幕末に建てられた建造物を
活用した民設民営である「郷土美術館」の運営援助
することにより、市民に優れた文化・芸術に接する機
会をつくり、文化・芸術の振興を図っている。

0.50 人
非常勤
特別職

0.00 人 20,800 18124

主催者のメンバー・事業内容の固定化による、事
業の魅力や発信力の不足が、入場者数が増加し
ない要因と考えられる。

H29決算額（見込み）

文化芸術基本法、所沢市文化団体連合会補助金交
付要綱、所沢市郷土美術館補助金交付要綱

3,073千円 3,073千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,073千円 3,073千円

文化団体援助事
業

根拠法令

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

市民の文化芸術活動の集大成であ
る所沢市文化祭の開催をはじめ、
所沢市の芸術・文化の発展に大き
な役割を担っており、市民文化の向
上、文化性の高いまちづくりに多大
な貢献をしている。また、子どもたち
の体験授業を支援するなど、地域
社会にも貢献している。

H29年度に改善した点

①所沢市文化祭開催日数

②所沢市文化祭催し物数

③郷土美術館入館者数（来館簿
記入者）

市文化祭事業参加者数（出演者数・出品者数）
及び観客入場者数並びに郷土美術館入館者数
（来館簿記入者）の合計

より多くの市民が、文化活動に参加し、鑑賞する
ことを目的としているため

補助金交付要綱を整備した。
（所沢市文化団体連合会補助金交付要
綱、所沢市郷土美術館補助金交付要綱）

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

H29予算現額

文化
芸術
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A
なし

目標達成済

H29年度目標 H29実績

0千円

ギャラリー開館に向けた事前準
備

平成２９年度：事前準備の進捗状況
平成３０年度以降：施設稼働率（％）
（年間利用回数÷年間利用可能回数（閉館日を
除く） ）

平成３０年４月１日の施設開館に向けた、事前準
備の進捗状況を指標とする。
また、平成３０年度以降は、市民の文化芸術活
動の発表の場「ギャラリー」として、市民へ利用に
供するため、施設稼働率を目標とする。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

無 無

施設稼働率　４０％

0千円 施設のより効率的・効果的な運営を目指し、指定
管理者の選定において、公募による募集を行っ
た。
平成２９年度をもって小手指市民ギャラリーが閉
館したことから、再利用できる物品については、
所沢駅東口市民ギャラリーにて再利用し、物品
購入費の縮減を図った。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

4,201千円 2,674千円

平成３０年４月１日開館に向けた事
前準備として、「所沢駅東口市民
ギャラリー条例」の制定、指定管理
者制度による管理運営のため指定
管理者の選定及び指定、並びに展
示用・事務用物品の購入等を行っ
た。

H29年度に改善した点

H28正規職員
人件費

条例制定、指定管理者
の指定、物品の購入等

H28その他職員
従事割合

所沢駅東口市民ギャラリーは、市民の文化芸術活
動等の促進を図ることを目的とした施設であり、ギャ
ラリーとして一般利用に供することを目的としてい
る。平成２９年度は、平成３０年４月１日開館に向け
た事前準備を実施する。

0.46 人
非常勤
特別職

0.00 人

非常勤
特別職

3,945千円 臨時職員 0.00 人

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

なし

期間 0.00 人 H30年度目標

事前準備の実施

0.52 人

所沢駅東口市民
ギャラリー管理運
営事業

根拠法令

所沢駅東口市民ギャラリー条例、所沢駅東口市民
ギャラリー条例施行規則

事業の目的及び具体的な内容

①所沢駅東口市民ギャラリー条
例及び同条例施行規則の制定

②指定管理者の選定及び指定

③展示用・事務用物品の購入等

無 無

無

無 無

無

平成３０年４月１日の稼働以降、指定管理
者と協力しながら施設稼働率の向上を目
指し、引き続き利用者へ広く周知を図る。
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事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

活動実績(H29)

経費

投入コスト
有益
な
もの

有害
な
もの

会
計

成果

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護担当参事　木村立彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護担当参事　木村立彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護担当参事　木村立彦

項目名

■ □ □

文化財保護法、

実績

評価者

文化財保護担当参事　木村立彦

期間 0.56 人
非常勤
特別職

1.00 人 H30年度目標

平成８年度～ 4,752千円 臨時職員 0.05 人

H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

1400尾 1407尾

700尾

目的：絶滅危惧種で国指定天然記念物のミヤコタナ
ゴを保護し、将来の野生復帰を目指して種の保存の
取り組みを推進する。また環境学習等の教材として
活用を図る。
内容：①種の保存を図るため人工増殖により個体数
を維持するとともに、危険回避のため分散飼育を行
う。②文化庁の許可を得て市内小学校等に展示飼
育し、天然記念物の保護啓発と環境学習等に役立
てる。③小中学校の児童生徒を対象とした見学や体
験学習、及び一般市民の見学を受け入れて保護啓
発に努める。

0.53 人
非常勤
特別職

1.00 人 700尾 765尾

臨時職員 0.05 人

①2,788尾

②13件

③6件

H29年度目標

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,707千円 2,549千円
①前年度末個体数＋当年度人
工増殖数＋保存会・文化幼稚園
からの移管数－死亡数
②団体見学受け入れ件数
③体験学習受け入れ件数

人工増殖により増加した個体数

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

H29年度は、人工増殖の目標は達
成できたが、成魚の死亡が例年よ
り多く、目標の総個体数3000～
3500尾の維持ができなかった。
今後は、人工増殖の個体数の維持
に努めるとともに、飼育環境の改善
に努めていく必要がある。

H29年度に改善した点

ミヤコタナゴの種の保存のため、飼育総数個体
3,000～3,500を目標としていることから、当該年
度の人工増殖数を指標とした。

人工増殖数が増加したため、各水槽の個
体数を調整し、無理のない範囲でのスペー
スの確保を図った。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

今後もミヤコタナゴは人工増殖と二枚貝を
用いた自然繁殖の両方を行い、目標個体
数に近づけながら個体数の維持に努めて
いく必要がある。産卵母貝である二枚貝も
絶滅の危機に瀕しているため、その繁殖も
課題として、繁殖実験に取り組んでいくとと
もに、環境や河川の所管部署とも連携して
いく。

目標達成済み

H28予算現額

ミヤコタナゴ保護
対策事業

根拠法令 H29予算現額

4,545千円

H28決算額

H29決算額（見込み）

所沢市文化財保護条例、絶滅のおそれのある希少
野生動植物の種の保存に関する法律

2,745千円 2,704千円

平成18年度～ 8,655千円 臨時職員 0.00 人

文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

目標達成済み8700人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

17,150千円 臨時職員 0.10 人
①404,620件

②284件

③8件(秋田家2・小野家6）

H29年度目標 H29実績

所有者とも連絡を密にとり、公開活用事業
を活発に行い、市民の文化財に対する理
解度を高めていきたい。

8700人 8472人

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

8730人

8800人

1.02 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,482千円 2,354千円
①所沢市ｗｅｂ文化財保護課所
管コンテンツ年間アクセス総数
②所沢市ｗｅｂ文化財保護課所
管コンテンツ月別最多掲載数
③公開活用事業数

文化財公開活用
事業

H29年度に改善した点

文化財に関する市民理解度
（文化財保護課所管の施設の見学及び主催事
業への参加者数）

文化財を身近に感じ、後世へ護り伝えていく意識
を持つ市民を増やすことを目的にしているため、
市民理解度を指標とする。

保存修理事業で茅葺屋根の全面葺き替え
を実施した小野家住宅の工事現地説明会
を2回（12月・3月）実施した。また、所有者
による公開活動に対して支援・協力を行っ
た。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析
A

目標値は達成しているが、対象とな
る事業については、隔年開催のも
のや、中止になったもの、新たに実
施したもの等、開催の有無や事業
自体に変更が生じるものもあるた
め、基本的には前回よりも参加者
数を増やす目標をもって取り組んで
いきたい。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

文化財保護法、所沢市文化財保護条例 2,170千円 1,775千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28予算現額

期間

H28決算額 指標名

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

多くの市民に文化財の大切さを伝え、「ふるさと所
沢」への愛着を深めるとともに、文化財を後世に残す
意義を浸透させていく。
①指定文化財等の市民への情報公開（市ｗｅｂでの
情報発信）②指定文化財等の保存公開に必要な管
理（史跡の除草作業等の実施や所有者との連絡）③
指定文化財等の公開活用事業の開催（展示・特別
公開・講座や講演会等）

2.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

平成19年度～ 5,091千円 臨時職員 12.00 人

文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29実績
発掘調査の進展に伴い、史跡整備のため
の基礎資料が増加し、城の概要が明らか
になりつつある。今後は資料を基にした整
備実施計画を策定し、整備工事に着手する
ことを目指す。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

400人

期間 0.60 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

目的：中世城跡の本質的な価値を見出し、計画性の
ある長期的な整備を進める事により、郷土の貴重な
文化財である「滝の城跡」を後世へ護り伝えていく。
内容：①保存管理計画の策定
        ②史跡指定地内の遺構確認
        ③危険箇所の応急的な修繕
        ④中世城跡として適切な保存整備
        ⑤整備基本計画に基づいた史跡整備

0.46 人
非常勤
特別職

0.00 人 500人 419人

400人 197人

3,945千円 臨時職員

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 4,675千円 4,535千円

H29決算額（見込み）

文化財保護法・埼玉県文化財保護条例
所沢市文化財保護条例

目標設定の考え方・根拠

C

平成29年度は、降雪の影響によ
り、調査の遅れや現地説明会の中
止などアクシデントに見舞われた。
しかしながら、発掘調査自体は順
調に進み、一定の成果をあげた。
今後も発掘調査による基礎資料の
蓄積に努め、将来の整備に向けて
着実に準備を進めて行きたい。

H29年度に改善した点

①復元模型の見学者数

②史跡整備に伴う発掘調査延
べ面積

③現地説明会参加者数

保存会会員数+現地見学者数（団体見学のみ）+
現地説明会参加者数

「滝の城跡」を後世に護り伝えていくために、保存
活動をしている団体の会員数、及び見学者（団
体）の人数、また、史跡整備の発掘調査の現地
説明会参加者を指標とした。

H29年度末に、それまでの発掘調査成果を
纏めた「概報」を刊行した。

史跡整備に伴う発掘調査の現地説明会が、降雪
のため中止になったことから、目標を達成できな
かった。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

滝の城跡整備事
業

根拠法令 H29予算現額

6,083千円

H28予算現額

H29予算現額

H28決算額 指標名

4,271千円

12.00 人
①386人

②4,041.23㎡

③0人

H29年度目標

有

有 有

無 無

有 無

50千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

無

文化財保護普及
啓発事業

根拠法令

クリアファイルの販売実績について
は、作成当初は勢いがあったもの
の、その後は落ち着いたため、目
標値を「400」に設定し、推移を見
た。平成29年度は出張販売や新た
なグッズの作成など、強化し一定の
成果を得たと思うが、ピークは過ぎ
たとみられることから、目標値を下
げつつ引き続き販売促進に努めて
いきたい。

H29その他職員
従事割合

主催事業だけでなく、関連イベント等での出
張販売も行い、微増ながら前年の販売実績
を上回っている。しかし、新たなグッズの作
成やクリアファイルのデザイン等の変更はな
いため目新しさはなく、目標を達成すること
はできなかった。

400枚

39千円

0.57 人・市の指定文化財を主題にしたグッズとしてクリアファイル
を作成、１枚１００円で頒布する。
現在までに３種類のデザインを作成し、文化財のＰＲと保護
を訴える。
・クリアファイルには文化財マップ、情報誌、講座資料等を
挟み込み、より効果的な情報発信を行うことも目的としてい
る。
・文化財に関する調査等の記録を公表し、保護意識の普及
啓発を目的に、年1回情報紙を発行する。

H29年度に改善した点

グッズの有償頒布枚数
グッズの頒布枚数が多いほど、文化財のＰＲと保
護の普及が進むと考えるため。 主催事業での来場者へのＰＲを積極的に

行い、販売枚数を増やした。

H29決算額（見込み）

非常勤
特別職

0.00 人 400枚

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 204千円 215千円

臨時職員

①グッズの作成件数

②グッズの有償頒布枚数

③グッズの頒布金額
H29目標値が未達成の理由・分析

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

C

4,888千円 臨時職員 0.05 人
①0件

②167枚

③16,700円

H29年度目標

H28その他職員
従事割合

H28年度目標

H29正規職員
人件費

0.05 人 200枚

H29実績

新たなグッズの作成等を検討しつつ、更に
普及啓発活動を活発に行うため、販売機会
の拡大を図っていく。

167枚

157枚

4,582千円

H28実績

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

期間 0.54 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

平成26年度～

一
般

文化財保護法、所沢市文化財保護条例
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事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

活動実績(H29)

経費

投入コスト
有益
な
もの

有害
な
もの

会
計

成果

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護担当参事　木村立彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護担当参事　木村立彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護担当参事　木村立彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護担当参事　木村立彦1,900人

期間 0.68 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

昭和５６年度～ 5,770千円 臨時職員 1.05 人

7,032千円 臨時職員 0.00 人

①124日

②12校

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

1,900人 1,594人

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

①中富・柳瀬・山口民俗資料館の開館業務
　開館日：各館月４日
　開館時間：午前９時～午後４時３０分
　入館料：無料
②各館で地域の特色が見られる民具等を展示
③小中学校の社会科見学や総合学習として活用さ
れている

0.82 人
非常勤
特別職

0.00 人 1,900人 1,732人

中富民俗資料館の屋根・外壁改修工事により、
閉館した期間（11月から３月）があったため来館
者が減少した。

中富・柳瀬・山口
民俗資料館管理
運営事業

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市民俗資料館条例、所沢市民俗資料館条例施
行規則

3,167千円 2,571千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,769千円 2,633千円

①開館日数

②来館小中学校数

来館者数

目標設定の考え方・根拠

B

H29に条例化し、公の施設として直
営管理していくことになった。中富
民俗資料館の工事の影響で、来館
者数が若干減となったが、民俗資
料を地域で保存・管理し後世へ護り
伝えるための施設として、引き続
き、ＰＲしていくとともに、小中学校
の郷土学習等の活用の充実に努
めていく必要がある。

H29年度に改善した点

市内各地域に伝わる貴重な民俗資料を多くの人
に見てもらうことにより、郷土への理解を深める
機会をより多く提供することになると考え、来館者
数の増加を目標とする。

来館者数を増やすため、3館をめぐるスタン
プラリーを企画し、市内全小学校にチラシ
を配布した。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

市の主導で管理・運営・展示替えに取り組
み、地元の民俗資料保存会等の協力も得
ながら、資料の整理や学校・団体の見学対
応に力を入れ、来館者が増加するよう努力
していく。

0.05 人 70件

文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

60件

期間 0.34 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

昭和５６年度～ 2,885千円 臨時職員

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

3,344千円 臨時職員 0.05 人

①59件

②1件

H29年度目標 H29実績
市民共有の財産というべき貴重な文化財
を、適正に管理や修繕ができるように、財
政状況や所有（管理）者の意見などを考慮
しながら、より効率的・効果的な事業の実
施を検討していく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

①市内の指定文化財の所有（管理）者から補助金交
付申請書提出
②所沢市文化財等保存事業費補助金等交付要綱
に基づき交付決定

目的：市内に所在する貴重な文化財を良好な状態で
保存・管理しこれを後世に継承するため

0.39 人
非常勤
特別職

0.00 人 78件 64件

当年度の管理費補助金が不要につき辞退した件
があったため。

78件

H29決算額（見込み）

所沢市文化財保護条例、所沢市文化財等保存事業費補助
金等交付要綱

2,706千円 2,056千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,706千円 2,579千円

①管理費補助件数

②修理等補助件数

指定文化財管理
費等補助事業

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

目標達成に向けてある程度成果は
出ているが、目標をやや下回って
いる。単に件数の目標値だけでな
く、適正な執行を通して文化財の保
護に努める必要がある。

H29年度に改善した点

補助金を交付した件数

補助金交付により、貴重な文化財をより良好な
状態で保存・管理することになると考える。また、
これにより指定文化財の所有（管理）者と定期的
な連絡をし、保存・管理状況に関して確認や相談
をする機会を得ることができる。

指定文化財の公開状況等に関する調査を
補助金申請時に行い、「文化財展」への借
用・展示が可能か回答を得た。また、市指
定文化財の修繕を１件行った。

H28年度目標文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

根拠法令 H29予算現額

期間 0.22 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

平成16年度～ 1,867千円 臨時職員 0.00 人

1,458千円 臨時職員 0.00 人

①2回

②1回

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

3棟 0棟

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

盛期の所沢の町場の景観を伝える貴重な文化財で
あり、町場の暮らしを復元できる素材として郷土学習
やまちづくりに活用する。
①解体した部材の適正な保存管理（殺虫・殺卵のた
めの燻蒸処理）②保存環境の整備（保管庫の清掃・
風通し、敷地内の除草・落ち葉掃き・枝打ちなど）③
歴史的建造物（保管部材）の復元・活用計画の策定
④歴史的建造物（保管部材）の復元と活用

0.17 人
非常勤
特別職

0.00 人 3棟 0棟

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 261千円 238千円

H29決算額（見込み）

文化財保護法、所沢市文化財保護条例

市の財政状況などもあり、復元に
は解決すべき課題が山積している
が、所沢の町場の景観を伝える貴
重な文化財を将来最大限に活用す
るため、引き続き適正な状態で保
存するよう努めている。

H29年度に改善した点

①保管環境の整備

②くん蒸処理

歴史的建造物（保管部材）の復元
保存している部材を活用するため３棟分の復元
を目標とする。 保管庫敷地内の植木の剪定及び落ち葉掃

き等を行った。

工事費用及び復元する敷地も必要なことから、
庁内外の調整、課題の整理等を要するため。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

保管中の部材の劣化を防止するため、くん
蒸処理を隔年で実施する。また復元に係る
課題を解決するため、関係各課と調整作業
を進めていく。

3棟

根拠法令 H29予算現額

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

C

1,329千円 1,031千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

5,515千円 臨時職員 0.05 人

文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

歴史的建造物解
体部材復元事業

H29その他職員
従事割合

505人 505人

15日

期間 0.65 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

非常勤
特別職

0.00 人 505人 505人

2,487千円 臨時職員 0.00 人
①720人

②400人

③200人

H29年度目標 H29実績

437千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円 ①伝統芸能発表会の鑑賞者数（出
演者+来場者数）②重松流祭囃子保
存会の活動参加者数（重松流祭囃
子競技会の出演者＋来場者数）③
岩崎獅子舞保存会の活動参加者数
（奉納岩崎簓獅子舞の出演者＋来
場者数）

【H29年度まで】民俗芸能の伝承者数（市指定無形民
俗文化財「重松流祭囃子」「岩崎簓獅子舞」保存団体
会員数）
【Ｈ30年度から】民俗芸能の披露日数(市指定無形民俗
文化財「重松流祭囃子」「岩崎簓獅子舞」）

根拠法令

H29年度に改善した点

【H29年度まで】市内に伝承されている民俗芸能の市民への
周知と、道具類や保存団体の発展のため、会員数を指標にし
ている。
【H30年度から】市内に伝承されている民俗芸能の市民への
周知と継承、その保存団体の存続と発展を目的としているた
め、披露される日数を指標にしている。

従来の広報だけでなく、重松流祭囃子保存
会全支部へポスター、チラシを配布したほ
か、ミューズにもチラシを配架し、様々な事
業でＰＲを重ね、伝統芸能発表会来場者の
増加につながった。

目標達成済み

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

本来平成31年度開催予定の第14回「所沢
市伝統芸能発表会」はミューズ改修工事の
ため、いつどのように開催するか関係者と
連絡を密にとりながら準備を進める。また
民俗芸能を広く市民へ周知し、保存団体へ
の継続的な支援と後継者育成を図ってい
く。

有 有

H28決算額 指標名

郷土の民俗芸能
支援事業

目標設定の考え方・根拠

A

各保存会の定期的な活動を支援
し、目標も達成できている。
今後は、さまざまな機会をとらえて
保存会の活動の場を提供できるよ
う、情報の収集と支援に努めていき
たい。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

文化財保護法、所沢市文化財保護条例 488千円

文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

市内に伝承されている民俗芸能を広く市民に周知
し、その技能や道具類を後世へ護り伝え、郷土の民
俗芸能を継承する保存団体の存続と発展を目指
す。
①伝統芸能発表会の開催（隔年）
②郷土の民俗芸能を継承する保存団体の自主的な
活動を支援

0.29 人

H29正規職員
人件費

平成5年度～

無

有 有

有 有

有



第４章　教育・文化・スポーツ  第５節　市民文化

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

活動実績(H29)

経費

投入コスト
有益
な
もの

有害
な
もの

会
計

成果

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護担当参事　木村立彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護担当参事　木村立彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護担当参事　木村立彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護担当参事　木村立彦

期間 0.20 人
非常勤
特別職

0.90 人 H30年度目標

S50年度～ 1,697千円 臨時職員 7.02 人

臨時職員 7.80 人
①　30件

②　227件

③　11点

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

321件 323件

338件

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

遺跡から出土した遺物の整理作業や保存処理を行
い、発掘調査報告書に掲載するとともに、実物資料
として後世に伝えていくため、次のような作業を行
う。
①遺物の水洗　②注記　③接合　④復元　⑤着色
⑥報告書掲載遺物の選出　⑦実測　⑧拓本　⑨保
存処理　⑩科学分析　等

0.25 人
非常勤
特別職

0.90 人 400件 315件

目標達成済

H29決算額（見込み）

文化財保護法・埼玉県文化財保護条例・所沢市文
化財保護条例

11,839千円 11,174千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 13,371千円 10,701千円 ①整理作業遺跡件数

②整理作業遺構件数

③出土遺物の保存処理・科学分
析

発掘調査報告書刊行調査次数

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

埋蔵文化財の保護は、発掘調査の
実施で終了ではなく、出土した遺物
類を整理・記録し、市民の財産とし
て公開することが求められる。その
意味で専門知識や経験を有する職
員の育成、確保が必要である。今
後は、職員のスキルアップと整理の
迅速化など作業の進捗率の向上に
努めていく必要がある。

H29年度に改善した点

発掘調査の成果を報告書として刊行するために
遺物の整理を行うことが当事業の目的であるた
め、報告書を刊行した発掘調査次数を指標とし、
報告書刊行済の調査報告次数に、現年度刊行
予定の報告書掲載発掘調査次数を加えたものを
目標値とした。

前年度に引き続き収蔵庫の整理を行い、
新たに増加した遺物の収蔵スペースを確
保した。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

整理作業を担当する職員と、作業を行う臨
時職員のスキルアップと作業効率の向上
に努める必要がある。

文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

埋蔵文化財遺物
整理保存事業

根拠法令 H29予算現額

2,144千円

期間 0.47 人
非常勤
特別職

0.40 人 H30年度目標

平成6年度～ 3,988千円 臨時職員 0.95 人

前年度と比べ来館授業や団体利用の参加者が
減少したが、出張授業などの人数は増加してい
る。不定期な団体利用があるため、年ごとに増減
のバラつきが生じるが、全体的な利用人数に大
幅な違いはなく目標値に近づいている。

8,600人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

7,718千円 臨時職員 1.05 人
①1,144人

②5,173人

③1,981人

H29年度目標 H29実績 埋蔵文化財行政は市民や開発業者等の理
解を基盤として進められており、様々な機
会を捉えて埋蔵文化財への理解を深めて
いく必要がある。今後も引き続き展示替え
や事業の企画・広報等を工夫して実施して
いく。

郷土の歴史や埋蔵文化財保護行政について周知す
るため、次のような事業を実施する。
①小中学校を対象とした来館授業・体験学習・出張
授業等　②施設見学　③体験型イベント「ところざわ
埋文まつり」の開催（土器や勾玉作り・火起こし等の
体験）　④最新発掘展示　⑤外部公共施設等への資
料貸出・展示

0.90 人
非常勤
特別職

0.40 人 8,600人 8,396人

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

8,298人

8,600人

H29予算現額 H29決算額（見込み）

文化財保護法・所沢市文化財保護条例 2,335千円 2,225千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,561千円 2,156千円
①小中学校対象（学校との連
携）事業の参加者数
②見学者・事業参加者等の人数
③外部貸出資料の利用者等の
人数

埋蔵文化財普及
公開事業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

家族や知人と連れ立って少人数で
気軽に立ち寄る利用者が増え、前
年度より一般見学者数は増加して
いる。埋蔵文化財に関する市民の
関心や理解度は高く、今後も様々
な公開活動を通じて、埋蔵文化財
の保護に対する理解を、多くの市民
や開発事業者等に理解していただ
けるよう、努めていきたい。

H29年度に改善した点

文化財公開活用事業への参加者数

郷土の歴史や埋蔵文化財行政を周知することが
当事業の目的であるため、市民の関心や理解度
を図る数値として公開活用活動参加者数を指標
とする。

予算は現状のまま効率よく普及公開活動
の周知をするために、ホームページの更新
やイベントの案内先を増やすなどの工夫で
情報を広く発信して普及公開に努めた。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

338件

文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

根拠法令

期間 0.70 人
非常勤
特別職

0.25 人 H30年度目標

S51年度～ 5,940千円 臨時職員 5.54 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

6,003千円 臨時職員 6.15 人

①75件

②8件

H29年度目標 H29実績
発掘調査報告書の執筆には、専門性を有
する職員が担当するため、作業内容によっ
ては臨時職員で対応するなど、発掘調査
担当者の業務量の増加を抑えることが必
要である。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

報告書の刊行により発掘調査の成果を公開すること
は、市民をはじめ日本の歴史研究への資料寄与に
つながる。また、年報の刊行により発掘調査や確認
調査の成果をいち早く公開することで、市民や開発
事業者等に所沢市の地中に刻まれた貴重な文化遺
産を周知し、文化財保護意識を啓発することで、開
発計画など遺跡の破壊を未然に防止する効果も期
待できる。

0.70 人
非常勤
特別職

0.25 人 400件 315件

目標達成済321件 323件

9,123千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 10,873千円 8,897千円

H29決算額（見込み）

文化財保護法・埼玉県文化財保護条例・所沢市文
化財保護条例

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

平成29年度は、当初3冊の報告書
刊行を予定していたが、1冊を追加
し刊行することができた。発掘調査
報告書の執筆・作成は、調査結果
の分析及び全国の事例との比較な
ど、専門知識が求められるため、今
後は、発掘調査担当職員のスキル
をあげながら着実かつ効率的に刊
行していけるようにしたい。

H29年度に改善した点

①年報掲載の確認・発掘調査数

②報告書を刊行した発掘調査件
数

発掘調査報告書刊行調査次数

記録した遺跡の情報を報告書として刊行し公開するこ
とが当事業の目的となっているため、報告書を刊行し
た発掘調査次数を指標とし、報告書刊行済の調査報告
次数に、現年度刊行予定の報告書掲載発掘調査次数
を加えたものを目標値とした。

報告書の刊行時期を年度中２回に分散す
ることで、同じ作業や機材の使用が重なら
ないようにしたことで、効率的に業務を進め
ることが出来た。

文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

発掘調査報告書
等刊行事業

根拠法令 H29予算現額

9,990千円

期間 2.10 人
非常勤
特別職

0.40 人 H30年度目標

S51年度～ 17,819千円 臨時職員 21.00 人

H29年度目標 H29実績
開発等に伴う確認調査件数の増加や、区
画整理事業などの大規模開発に伴う調査
の増加により、業務量の増大が見込まれる
ため、専門性や経験をもつ職員の確保に
努める。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

100% 96%

100%

開発等により遺跡が破壊される前に、記録保存を行
い、後世へ伝える。
埋蔵文化財包蔵地（遺跡）内で開発等が計画された
段階で確認調査を実施。遺構が発見され、開発等に
より破壊される可能性がある場合は発掘調査を実施
する。発掘調査は、正職員と臨時職員等で調査の規
模・期間・難易度により適宜チームを編成して行う。

2.86 人
非常勤
特別職

0.40 人 100% 95%

24,525千円 臨時職員 18.10 人
①70件

②4件

③1142.92㎡

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

文化財保護法・埼玉県文化財保護条例・所沢市文
化財保護条例

24,894千円 23,286千円

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 22,101千円 25,289千円
①確認調査実施件数

②発掘調査実施件数

③発掘調査実施面積

確認調査依頼件数に対する確認調査実施率

目標設定の考え方・根拠

Ａ

平成29年度の発掘調査件数は4件
だが、対象面積及び確認調査件数
について増加傾向にある。発掘調
査担当職員は、現場において遺構
や遺物を観察し、調査方法を検討・
指導するなど、今後は専門的職員
の育成と確保、調査スケジュール
の適正な配分をはかることが必要
である。

H29年度に改善した点

開発等により遺跡が破壊される前に確認調査によって
遺構の有無を判断し、本調査で迅速かつ正確に遺跡に
関する記録を行うことが当事業の目的となっているた
め、確認調査の実施率を指標とし達成率100％を目標
値とした。

事業者と早期に協議を行い、限られた期
間、担当者の中で日程調整を行い、複数の
現場で実施せざるを得ない場合は、各々の
進捗状況を見ながら、発掘調査作業員（臨
時職員）の調整を行い、予定期間内で調査
を完了するように調整した。

確認調査の依頼総数73件のうち70件について確
認調査を実施した。未実施の3件は事業者が依
頼を取り下げたものと、実施時期が平成30年度
へ延期になったもので、実施率は96％となってい
るが、実施可能な確認調査については全て実施
済である。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

埋蔵文化財発掘
調査事業

有 有

有 無

有

有

有

無
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事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

活動実績(H29)

経費

投入コスト
有益
な
もの

有害
な
もの

会
計

成果

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護担当参事　木村立彦

A 項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護担当参事　木村立彦

H29その他職員
従事割合

６件 ５件

５件

期間 1.00 人
非常勤
特別職

0.05 人 H30年度目標

8,485千円 臨時職員 0.00 人

非常勤
特別職

0.05 人 ５件 １０件

8,146千円 臨時職員 0.00 人

①5,468人

②243日

H29年度目標 H29実績

10,356千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 7,788千円 7,039千円

①利用者数

②年間開館日数

年間の施設修繕件数根拠法令

H29年度に改善した点

来館者等の安全管理及び収蔵資料を後世に伝
えていくために適正な施設管理をすることが目的
であるため、修繕実施数を指標とし、過去3年間
の年間修繕件数の平均値を必要数と考え目標
値とした。

例年特定の事業者に修繕を依頼していた
が、修繕箇所や内容によって小規模事業
者登録など活用し複数の業者からか見積
もりを徴取することにより、安価で修繕をお
こなうことができた。

６件の目標値に対して、1件当たりの修繕費用が
増加したため、実施は５件にとどまった。未実施
については状況を見て、次年度に修繕を行うこと
とした。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

施設建設後２０年以上が経過していること
から想定外の箇所に不具合が生じ、緊急
の修繕も増えていることから、常に施設全
体に目を配りながら、行うべき時期に適切
な修繕を行い、施設の維持管理に努める。

有 無

H28決算額 指標名

埋蔵文化財調査
センター施設管理
事業

目標設定の考え方・根拠

B

施設建設後２０年が経過し、修繕箇
所が年々増えていく一方、すべて
施設修繕費が確保できないことか
ら、業者任せにせず職員ができるこ
とは、工夫して修繕をおこなうなど、
予算が厳しい中でも優先順位を考
え必要な修繕を実施し、施設の管
理に努めている。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

文化財保護法・埼玉県文化財保護条例・所沢市文
化財保護条例

13,118千円

文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

来館者等の安全管理とともに、発掘調査による出土
遺物など収蔵資料を永年にわたって整理・保存し、
埋蔵文化財に関する各種情報を後世に伝えるととも
に広く提供する施設として、安全かつ適正に管理す
るために、施設管理業務委託等による各種点検を着
実に実施し、修繕箇所を見極めて必要な修繕を実施
する。

0.95 人

H29正規職員
人件費

平成6年度～

文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

目標設定の考え方・根拠

B

一部、確認調査（試掘）ができない
箇所があったが、概ね計画の80％
以上を調査した。

H29年度に改善した点

0千円

①確認調査面積

②発掘調査面積

確認調査（試掘）面積と記録保存のための発掘
調査面積

北秋津・上安松土地区画整理組合と合意した確
認調査（試掘）、及び記録保存のための発掘調
査面積

H28年度目標 H28実績

0千円

初年度であるため、改善した点はない。
H29予算現額 H29決算額（見込み）

8,518千円 6,481千円

H28決算額 指標名

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

北秋津・上安松土地区画整理事業地内の埋蔵文化財を保
護するために、公衆用道路等の確認調査（試掘）、及び記
録保存のための発掘調査を行う。
①公衆用道路等の確認調査（試掘）を行い、遺構・遺物の
有無を確認する。
②確認調査（試掘）で検出された遺構の記録保存のための
発掘調査を行う。
③発掘調査で出土した遺物、遺構の記録を整理し、報告書
を刊行する。

0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

0.00 人

H29目標値が未達成の理由・分析

0㎡ 0㎡

当初の確認調査（試掘）実施計画面積のなか
で、地権者が確認調査実施に同意しなかった、ま
た、樹木の除去ができなかったという理由によ
り、確認調査（試掘）ができなかった箇所があっ
たことによる。

H29年度目標 H29実績

40,030㎡ 33,277㎡

H30年度目標

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

0千円 臨時職員 0.00 人

①33,277㎡

②0㎡

H30年度からは、５ヵ年計画で確認調査（試
掘）とともに発掘調査が始まるため、担当
者の遣り繰りが課題となるが、他の調査と
バランスをとりながら区画整理事業のスケ
ジュールに対応して、調査を進める。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

0.67 人
非常勤
特別職

22,822㎡5,685千円 臨時職員 3.00 人

根拠法令

文化財保護法・埼玉県文化財保護条例・所沢市文
化財保護条例

有 有

期間

北秋津・上安松土
地区画整理事業
地内埋蔵文化財
調査事業

平成29年度～



項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　海老沢　康子

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　海老沢　康子

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　海老沢　康子

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　海老沢　康子
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75%

期間 1.50 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

昭和51年度～ 12,728千円 臨時職員 6.00 人

5,660千円 臨時職員 6.00 人
①105,712件

②571,346人

③92,786,550円

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

75% 73%

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

屋内体育施設をスポーツ、レクリエーションの場とし
ての利用に供し、広く利用者の余暇活動、健康増進
に寄与することを目的とする。
・施設の利用については、公共施設予約システムに
よる登録・利用申込みをし、利用する。
・利用者が安全かつ快適に利用できるよう施設の整
備、維持管理を行う。（受付業務、施設修繕、事業用
物品の購入、点検、施設用地購入、改修工事等）

0.66 人
非常勤
特別職

0.00 人 70% 74%

平成29年度目標値には到達しなかったものの、
平成28年度実績値をほぼ維持することができ
た。小手指地区体育館が平成29年9月16日から
11月5日までの間、空調工事の影響で全面休館
となってしまったことが、稼働率が前年を下回っ
た原因であると考えられる。

屋内体育施設管
理運営事業

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

スポーツ基本法、所沢市体育施設設置及び管理条例 215,284千円 197,880千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 205,751千円 189,565千円
①施設利用件数

②施設利用人数

③施設使用料収入

施設稼働率（利用件数÷利用可能件数×100）

目標設定の考え方・根拠

A

成果指標の目標値は概ね達成でき
ており、一定の成果が挙げられて
いると考えている。
今後においても、より一層市民の余
暇の拡大、健康増進につながるよ
う、施設の運営に努めていきたい。

H29年度に改善した点

市民の余暇の拡大、健康増進に寄与することを
目的としていることから、施設稼働率を指標とす
る。
目標値としては、前年より増やすことを目標とし
たい。

・施設を安全・快適に利用してもらうため、
危険個所の修繕を行った。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

良好な環境で、屋内体育施設を市民に提
供することは、市民の健康増進につながる
とともに、生涯スポーツの振興が図られるこ
とにつながる。そのため、引き続き必要な
修繕を行い、利用者が安心して利用できる
施設の管理・運営をしていく。

3.00 人 75%

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

61%

期間 2.66 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

昭和45年度～ 22,570千円 臨時職員

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

23,753千円 臨時職員 3.00 人
①27,871件

②260,742人

③21,618,700円

H29年度目標 H29実績 良好な環境で、屋外体育施設を市民に提
供することは、市民の健康増進につながる
とともに、生涯スポーツの振興が図られるこ
とにつながる。そのため、引き続き必要な
修繕を行い、利用者が安心して利用できる
施設の管理・運営をしていく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

屋外体育施設をスポーツ、レクリエーションの場としての利
用に供し、広く利用者の余暇活動、健康増進に寄与するこ
とを目的とする。
・施設の利用については、公共施設予約システムによる登
録・利用申込みをし、利用する。
・利用者が安全かつ快適に利用できるよう施設の整備、維
持管理を行う。（グラウンド整備、受付業務、施設修繕、事
業用物品の購入、点検、施設用地購入、改修工事等）

2.77 人
非常勤
特別職

0.00 人 75% 61%

平成29年度目標値には到達しなかったものの、
平成28年度実績値を維持することができた。目
標未達成理由は、屋外施設稼働率が天候に左
右される性質のものであるためと考えられる。

75%

H29決算額（見込み）

スポーツ基本法、所沢市体育施設設置及び管理条
例、所沢市都市公園条例・同施行規則

131,311千円 126,190千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 124,334千円 122,194千円
①施設利用件数

②施設利用人数

③施設使用料収入

屋外体育施設管
理運営事業

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

今後においても、より一層市民の余
暇の拡大、健康増進に努めていき
たい。

H29年度に改善した点

施設稼働率（利用件数÷利用可能件数×100）

市民の余暇の拡大、健康増進に寄与することを
目的としていることから、施設稼働率を指標とす
る。
目標値としては、前年より増やすことを目標とし
たい。

・施設を安全・快適に利用してもらうため、
危険個所の修繕を行った。

H28年度目標
ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

根拠法令 H29予算現額

期間 0.10 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

昭和48年度～ 849千円 臨時職員 0.00 人

①530,029人

②

③

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

96%（45校） 96%

H29目標値が未達成の理由・分析

各地区学校開放運営委員会が委託契約に基づき、
学校体育施設を市民に開放するため、利用者の調
整や手続きなどの管理運営を行っている。また、利
用者が安全かつ快適に利用できるよう開放時におけ
る施設設備の保全、利用者に対する使用の指導助
言や施設、設備の使用許可なども行っている。

1.05 人
非常勤
特別職

0.00 人 91%（43校） 91%

9,004千円 臨時職員 0.00 人

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 5,761千円 5,721千円

H29決算額（見込み）

スポーツ基本法、社会教育法
成果指標の目標値は達成できてお
り、平成30年度についても計画的
に組織開放校を増やす取り組みを
行っている。

H29年度に改善した点

①利用者数

②

③

学校開放運営委員会による組織開放率
(組織開放校÷市内小・中学校数47校)×１００

市民がスポーツをする場所を確保するため、市
内小中学校の全てを組織開放にすることを目標
としている。 西富小学校と中富小学校が加わった。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

平成３０年度から若松小学校が組織開放と
なる見込みであり、残りの学校についても
学校関係者や利用者、近隣住民の理解を
得ながら、全ての小中学校を組織開放にし
ていく。

98%（46校）

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

S

5,679千円 5,679千円

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績
ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

学校体育施設管
理委託事業

根拠法令 H29予算現額

事業の目的及び具体的な内容

H28決算額 指標名

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称 会

計
評価
理由

現状の課題

環境
影響

活動実績(H29)

経費

投入コスト
有益
な
もの

有害
な
もの

無 有

無 無

無 有

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

スポーツ推進計画
策定事業

根拠法令 H29予算現額

現行のスポーツ推進計画が平成30年度をもって終
了することから、平成31年度以降のスポーツ施策に
おける理念や方向性を示した次期計画を策定する。

目標設定の考え方・根拠

S

計画策定に向け、市民の施策への
要望や課題等を把握するためアン
ケート調査を実施するとともに、審
議会や庁内検討会議等を開催し委
員からの意見を計画に反映するよ
う努めた。

H29決算額（見込み）

スポーツ基本法、スポーツ基本計画、埼玉県スポー
ツ推進計画

1,659千円 1,467千円

H29年度に改善した点

①スポーツ推進審議会開催数

②庁内検討会議及び策定部会
開催数

③市民アンケート調査回収率

所沢市スポーツ推進計画の策定
H29～30年度の2カ年で策定する事業計画として
おり、各年度においての進捗を目標として設定し
た。 －

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析
無 無

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合
非常勤
特別職

0.00 人0.00 人

９月に実施するパブリックコメントにより、市
民からの意見を反映させ、掲載する施策を
推進していくため、関係部署と連携し横断
的に取り組んでいく計画を作成していく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

①3回

②各2回

③45.8％
H30年度目標

目標達成済

H29年度目標

平成29～30年度 8,485千円

0千円 臨時職員 0.00 人

非常勤
特別職

0.00 人期間 1.00 人

H29実績

臨時職員 0.00 人 計画策定

アンケート実施・素素案
作成

アンケート実施・素素案
作成



第４章　教育・文化・スポーツ  第６節　スポーツ振興
成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称 会

計
評価
理由

現状の課題

環境
影響

活動実績(H29)

経費

投入コスト
有益
な
もの

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　海老沢　康子

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　海老沢　康子

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　海老沢　康子

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　海老沢　康子

0.60 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

平成29年度～ 5,091千円 臨時職員 0.00 人

H29実績

専用施設でないため、練習のたびにゴール
やラインの設置が選手の負担となってお
り、市民ボランティアを募り「ゴールボール・
サポータ」を創設する。

H29その他職員
従事割合

100% 100%

100%

所沢市民体育館がスポーツ庁から東京パラリンピッ
ク競技種目であるゴールボールのナショナルトレー
ニングセンター競技別強化拠点施設として指定され
たことに伴い、本市がスポーツ庁から業務委託を受
け、トップアスリートが国際競技力向上に資する活動
を効果的・効率的に実施することができるよう、施設
の環境整備を行うものである。

0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

0千円 臨時職員 0.00 人
①82日

②82日

③

スポーツ基本法 8,867千円 5,333千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円
①練習希望日数

②練習会場確保日数

③

練習会場の確保率
（練習会場確保日数÷練習希望日数×100） 東京２０２０オリンピック・パラリン

ピック競技大会の開催に向けて、機
運醸成を図るとともに、障害のある
なしにかかわらず、スポーツのまち
づくりに貢献している。

H29年度に改善した点

日本ゴールボール協会が希望する練習日程が
実施できるように、市民体育館の施設を確保する
もの。

所沢市民体育館がゴールボール競技のナ
ショナルトレーニングセンターに指定された
ことを市民に周知するため、ゴールポストな
ど展示コーナーを設置しPRした。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

S

H29決算額（見込み）

H28年度目標 H28実績

H29年度目標

期間 0.40 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

平成18年度～ 3,394千円 臨時職員 0.00 人

目標達成済人工芝・防球ネット工事

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

3,945千円 臨時職員 0.00 人
①１回

②

③

H29年度目標 H29実績

今後、県との協議の中で、市内団体が優先
的に使用できるのかどうか調整していく必
要がある。

埼玉県が管理する所沢航空記念公園内の運動場に
ついて、多目的人工芝運動場として整備し、サッカー
等のスポーツ施設として活用できるよう埼玉県と協
議を進める。
改修工事を実施するにあたり、その費用の概ね1/3
を埼玉県に寄付をする。なお、人工芝の多目的運動
場として整備することにより、市民の利用機会の増
大を図る。

0.46 人
非常勤
特別職

0.00 人
県による設計業務の実
施

県による設計業務の実
施

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

人工芝・防球ネット工事

観戦スタンド・照明灯

H29予算現額 H29決算額（見込み）

スポーツ基本法 85,000千円 85,000千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円
①埼玉県との打合せ回数

②

③
航空記念公園多
目的運動場人工
芝化事業

目標設定の考え方・根拠

S

埼玉県が平成３０年度は、観客席
スタンドと照明灯の工事を行う予定
である。所沢市として、事業費の１
／３を寄付することから、要望を取
り入れてもらうように今後も協議を
継続していく。

H29年度に改善した点

埼玉県との協議内容と工事予定内容
所沢航空記念公園運動場の人工芝化工事は埼
玉県が実施するため、埼玉県による事業計画
（工事予定内容等）の進捗を目標とした。

埼玉県による人工芝化と防球ネット工事が
行われたため、所沢市の要望が取り入れら
れるように協議を進めた。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

100%

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

根拠法令

期間 0.61 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

昭和47年度～ 5,176千円 臨時職員 0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

4,373千円 臨時職員 0.00 人
①6,893,553円

②24,570,000円

③

H29年度目標 H29実績

市民が生涯に渡ってスポーツを楽しめるよ
う、計画的な施設整備、既存施設の修繕を
行っていく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

市民の健康増進に寄与し、余暇活動の充実を図る
ため、利用者が安全かつ快適に利用できるよう体育
施設の整備を行う。
①所沢市公共施設等管理計画の内容に沿った整備
を検討する。②所沢市公共建築物修繕計画に基づく
改修工事を行う。③緊急性の高いものについては、
随時、修繕を実施する。

0.51 人
非常勤
特別職

0.00 人 100% 100%

目標達成済100% 100%

31,463千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 9,935千円 9,515千円

H29決算額（見込み）

スポーツ基本法、所沢市体育施設設置及び管理条例

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

S

体育施設は年々老朽化が著しく進
んでいることから、安全かつ快適な
施設運営のためにも、引き続き施
設の修繕、改修に努めていきたい。

H29年度に改善した点

①体育施設整備費執行額（修
繕）

②体育施設整備費執行額（工
事）

③

整備施設の整備率（予算執行額÷予算額×
100）

施設の修繕、整備を目標とし、年々進む老朽化
に対応しながら、安全かつ快適な施設運営を
行っていく。

テニスコート人工芝の全面張替え・部分張
替え、屋外施設のトイレ、市民体育館メイン
アリーナフローリング張替え修繕等を行っ
た。

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

体育施設整備事
業

根拠法令 H29予算現額

6,500千円

期間 0.43 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

昭和47年度～ 3,649千円 臨時職員 0.00 人

H29年度目標 H29実績

施設の老朽化が著しく進んでいることから、
修繕を含めた施設の安全管理・運営が必
要である。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

1,000人 538人

1,000人

北野公園に市民プールを設置し、開設期間である７
月中旬から８月３１日まで運営。夏季におけるスポー
ツ、レクリエーションの場としての利用に供し、広く利
用者の余暇活動、健康増進に寄与する。
・開設中の運営は、民間業者に委託
・清掃・受付業務・事業用備品の購入、点検等

0.56 人
非常勤
特別職

0.00 人 1,000人 634人

4,802千円 臨時職員 0.00 人
①26,404人

②6,033,910円

③

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

スポーツ基本法、所沢市都市公園条例・同規則 39,535千円 28,777千円

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 38,477千円 37,769千円
①年間利用者数

②年間使用料収入

③

1日あたりの利用者数（年間利用者数÷開催日
数）

目標設定の考え方・根拠

Ｃ

成果指標の目標値は達成できな
かったが、１日あたりの利用者数と
いう指標が、天候などの条件に左
右される性質のものであることか
ら、一概には判断できないものと考
えられる。
より一層市民の余暇の拡大につな
がるよう、施設の運営に努めていき
たい。

H29年度に改善した点

市民の余暇の拡大、健康増進に寄与することを
目的としていることから、1日あたりの利用者数を
指標とする。
目標値としては、前年より増やすことを目標とし
たい。

市民プール利用者を対象としたイベントを
プール祭りに合わせて２回実施した。（焼き
だんご屋、ところん派遣、交通安全啓発反
射材の配布、みんなのメダルプロジェクト周
知）
また、安全管理を徹底するため、職員によ
る定期的な見回りを強化した。

平成29年度は、天候不順により利用者の減少傾
向が見られた。特に例年最も入場者数の見込め
る8月14～16日の3日間が、雨天により部分営業
もしくは休場となってしまったことが入場者数減
少の最大の原因であると考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

市民プール管理
運営事業

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

根拠法令 H29予算現額

H29正規職員
人件費

期間

H28決算額 指標名

ナショナルトレーニ
ングセンター競技
別強化拠点施設
活用事業

無 有

無 有

無 無

無 有



第４章　教育・文化・スポーツ  第６節　スポーツ振興
成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称 会

計
評価
理由

現状の課題

環境
影響

活動実績(H29)

経費

投入コスト
有益
な
もの

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　海老沢　康子

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　海老沢　康子

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　海老沢　康子

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　海老沢　康子0.00 人 100%

81%

期間 0.24 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

昭和47年度～ 2,036千円 臨時職員

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

1,629千円 臨時職員 0.00 人
①1,770人

②

③

H29年度目標 H29実績

幅広く市民がスポーツに親しむことができ
るように、スポーツに関心のない市民も参
加したくなる種目や内容に改めるなど充実
させる必要がある。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

「体力つくり市民会議」は、スポーツ・レクリエーション
大会や各種教室の実施を通じて、ゆとりある市民生
活や体力の向上発展に寄与している。また、各支部
への支援を行なうことにより市民の生涯スポーツへ
の機会の提供を行う。この組織の活動を支援するこ
とを目的としている。

0.19 人
非常勤
特別職

0.00 人 100% 107%

屋外種目において、グラウンドコンディション不良
により、中止となった種目があったため。

100%

H29決算額（見込み）

スポーツ基本法、体力つくり市民会議交付金交付要綱 2,700千円 2,700千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,700千円 2,700千円
①大会参加者数

②

③

体力つくり市民会
議交付金

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

所沢市民の健康と体力向上のた
め、その実践活動の促進と関係団
体相互の連絡調整を行っている。
市全体的なスポーツ大会をはじめ、
各支部で運動会や各種スポーツ大
会及び講習会などを実施している。

H29年度に改善した点

大会参加者数維持率
（参加者数÷前年度参加者数×１００）

体力つくり事業として実施している各種スポーツ
大会の参加者数を増やしていく。

トコろんウォークのコースを、自然を満喫で
きる魅力あるコースに改めるとともに、誰も
が参加しやすいように距離も２ｋｍ短縮し、
１０ｋｍとした。

H28年度目標
ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

根拠法令 H29予算現額

期間 1.26 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

平成12年度～ 10,691千円 臨時職員 0.00 人

9,347千円 臨時職員 0.00 人

①1,406人

②

③

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

100% 141%

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

所沢市体育協会・市内高等学校陸上競技部教諭・
市中学校体育連盟陸上競技専門部・市小学校体育
連盟・早稲田大学競走部等で陸上競技選手権大会
実行委員会を組織し、埼玉陸上競技協会の共催に
より、日本陸連の公認記録大会（高校以上は陸連登
録者のみ公認記録となる）として実施している。

1.09 人
非常勤
特別職

0.00 人 100% 142%

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 850千円 850千円

H29決算額（見込み）

所沢市陸上競技選手権大会実行委員会交付金交
付要綱

陸上競技選手権大会は18回を実施
しており、陸上競技大会として定着
している。また、ここ数年の延べ参
加人数は、安定して定員の1,000人
を上回っている。

H29年度に改善した点

①当日エントリー数

②

③

定員達成率
当日ｴﾝﾄﾘｰ数／定員1,000人×１００

定員の1,000人に対して大会の述べ参加人数が
上回るようにすることを目標としている。

児童・生徒が多く参加することから、競技ス
ケジュールの見直しを行い、大会を17時頃
に終了するようにした。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

平成31年度は第20回の記念大会となるこ
とから、今年度の第19回大会と合わせて事
業内容を検討していく。

100%

根拠法令 H29予算現額

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

S

850千円 850千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

21,722千円 臨時職員 0.00 人

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

陸上競技選手権
大会支援事業

H29その他職員
従事割合

88% 88.4%

88%

期間 2.56 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

非常勤
特別職

0.00 人 88% 86.1%

25,382千円 臨時職員 0.00 人
①7,323人

②6,470人

③15回

H29年度目標 H29実績

8,000千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 8,000千円 8,000千円
①申込者数

②出走者数

③会議開催回数

参加者増加率
（申込者数÷出走者数×100）

根拠法令

H29年度に改善した点

申込者が大会当日に何人参加したかをパーセン
テージで算出。
大会の魅力を増し、出走割合を高めていく。

不正防止対策として、ハーフの部と５ｋｍの
部のナンバーカードを背中にも付けるよう
にした。また、ハーフの部は１５ｋｍ地点に
も記録計測地点を設置した。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

平成30年度及び平成31年度は、メイン会場
としている西武ドームが、改修工事により
使用できないため、近隣の駐車場を会場と
して開催しなければならない。参加者数の
減少が見込まれることから、魅力的な参加
賞やコースに変更するなど工夫が必要とな
る。

H28決算額 指標名

所沢シティマラソ
ン大会開催事業

目標設定の考え方・根拠

S

今後も、市の冬の風物詩として定
着している市民マラソンを通じて、
各世代のスポーツに対する意識の
醸成や市のＰＲを積極的に行って
いく。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

スポーツ基本法 8,000千円

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

所沢市のメインイベントとして市のＰＲとともに、市民
の健康づくりや人とのふれあいの場を提供し誰でも
参加できることから、生涯にわたる豊かなスポーツラ
イフの実現を図る。
選手を公募し、当課が事務局となり、各種スポーツ
団体から選出された役員他で構成された実行委員
会を組織し、ハーフの部を含む５部門を実施。

2.96 人

H29正規職員
人件費

平成２年度～

期間 0.26 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

昭和52年度～ 2,206千円 臨時職員 0.00 人

臨時職員 0.00 人
①７５０人

②９６０人

③１０９回

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

750人 960人

750人

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

主催事業教室の計画を立て年度初めに年間事業予
定表一覧｢スポーツ所沢｣を市民体育館、各まちづく
りセンター、コミュニティーセンター等に配付する。随
時日程に合わせ生涯学習情報紙にて募集を行う。
運動を通し健康維持を図ると共にスポーツニーズに
応え、生涯を通してスポーツに親しむきっかけをつく
る。

0.42 人
非常勤
特別職

0.00 人 760人 934人

目標達成済

H29決算額（見込み）

スポーツ基本法 188千円 70千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 186千円 76千円
①参加者募集人数

②教室参加者数

③教室開催数

教室参加者数

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

S

スポーツを楽しむ機会の提供のた
め、スポーツ振興課の主催事業教
室の他に、各地区体育館の教室の
広報を行っている。
自治会館サークル等への指導者の
確保、育成、またその質の向上を
図って行きたい。

H29年度に改善した点

地域社会への参加や自らの意思によって学習意
欲や探求心を維持し、良き趣味を持ち、生きがい
のある日々を過ごすことができるよう運動を通し
て健康・体力つくりを行うことが必要であることか
ら、引き続き参加者の増員を目標とした。

高齢者の教室において、認知症予防の一
環として、指先を使うお手玉を用意した。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

担当地区という枠ではなく市全体でどんな
運動事業ができるか、また、高齢者対象の
事業の他に児童館等、他との施設の協力
を得ながら教室を開催し、運動する機会の
少ない親等の健康体力つくりの場を今後も
提供していく。

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

スポーツ教室開催
事業

根拠法令 H29予算現額

3,602千円

無 有

無 有

無 有

無 無



第４章　教育・文化・スポーツ  第６節　スポーツ振興
成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称 会

計
評価
理由

現状の課題

環境
影響

活動実績(H29)

経費

投入コスト
有益
な
もの

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　海老沢　康子

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　海老沢　康子

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　海老沢　康子

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　海老沢　康子

期間 0.09 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

平成12年度～ 764千円 臨時職員 0.00 人

新規の入会数よりも会員の高齢化により退会す
る人数が多かったため。

100%

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

343千円 臨時職員 0.00 人
①1,003人

②15団体

③

H29年度目標 H29実績

クラブの周知を図るとともに、魅力ある活動
を通じて、会員数の増加を図っていく。

所沢市総合型地域スポーツクラブの活動支援を行う
ことで、クラブの拡充による住民自治活動の推進や
スポーツ人口の拡大など、生涯継続していくことがで
きるスポーツ活動の振興に寄与するため。

0.04 人
非常勤
特別職

0.00 人 100% 97%

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

86%

100%

H29予算現額 H29決算額（見込み）

スポーツ基本法 0千円 0千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円
①会員数

②種目別活動数

③
総合型地域ス
ポーツクラブ支援
事業

目標設定の考え方・根拠

B

地域住民を中心とした運営により、
18年目を迎えた。種目についても、
年々増え15種目となった。成果指
標についても、新規会員の獲得に
向けた取り組みを行っており、おお
むね目標を達成している。

H29年度に改善した点

会員数維持率
（今年度会員数÷前年度会員数×100）

スポーツクラブの周知や魅力を高め、会員数を
維持していくことを目標とする。

会員数を増加させるため、種目別ごとに市
民向けの講習会を充実させた。また、市の
広報10月号の特集としてクラブの活動を取
り上げていただいた。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

100%

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

根拠法令

期間 0.08 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

平成11年度～ 679千円 臨時職員 0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

3,344千円 臨時職員 0.00 人
①2,803人

②13団体

③11団体

H29年度目標 H29実績

天候に左右される団体は予備日を設ける
など、必ず実施できるように会場の確保な
どで支援していく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

レクリエーションを原動力として、市民と共に地域の
活性化を図る活動を繰り広げていくため設置され、
当該団体の活動を支援するために補助を開始した。
近年少子高齢社会が進んでいる中、レクリエーショ
ンを通じて、市民の健康増進を図るとともに関係団
体相互の親睦を密にし、レクリエーション運動の推進
を図る。

0.39 人
非常勤
特別職

0.00 人 100% 85%

屋外競技では事業の実施が天候に左右され、実
施できなかった団体があったため。

100% 85%

600千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 600千円 600千円

H29決算額（見込み）

スポーツ基本法、所沢市レクリエーション協会補助
金交付要綱

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

市民にレクリエーション活動の普及
のため、毎年2月にレクリエーション
まつりを開催している。また、市民
を対象としたスポーツの講習会や
大会数を増す取り組みを行ってい
る。

H29年度に改善した点

①会員数

②加盟団体数

③市民対象事業実施団体数

市民を対象とした講習や大会を実施した加盟団
体数
（市民対象事業実施団員数÷加盟団員数×
100）

市民がスポーツに参加する機会を確保するた
め、所沢市レクリエーション協会加盟団体の全て
が市民を対象とした講習や大会を開催するよう
に促していく。

レクリエーション祭りでは、昨年度のボッ
チャに続きゴールボールを体験できるコー
ナーを設け、市民に障がい者スポーツの周
知を行う計画とした。

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

レクリエーション協
会補助金

根拠法令 H29予算現額

600千円

期間 0.29 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

昭和29年度～ 2,461千円 臨時職員 0.00 人

H29年度目標 H29実績

天候に左右される団体は予備日を設ける
など、必ず実施できるように会場の確保な
どで支援していく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

100% 81.6%

所沢市におけるスポーツを振興し、市民の体力向上
とスポーツ精神の高揚をはかり、もって市民生活の
向上発展を目的に設立された当協会に交付金を交
付することにより、この協会設立目的達成を支援す
る。

0.25 人
非常勤
特別職

0.00 人 100% 83.8%

2,144千円 臨時職員 0.00 人
①38団体

②31団体

③

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

スポーツ基本法、体育協会補助金交付要綱 3,000千円 3,000千円

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,000千円 3,000千円
①加盟団体数

②市民対象事業実施団体数

③

市民を対象とした講習や大会を実施した加盟団
体数
（市民大会実施団体数÷加盟団体数×100）

目標設定の考え方・根拠

B

体育協会が中心となり、所沢シティ
マラソン大会や所沢市陸上競技選
手権大会の運営を行っている。ま
た、市民を対象としたスポーツの講
習会や大会数も増加傾向にある。

H29年度に改善した点

市民がスポーツに参加する機会を確保するた
め、所沢市体育協会加盟団体の全てが市民を対
象とした講習や大会を開催するように促してい
く。

加盟団体の集まる会議の際には、市民を
対象とした事業を実施するように依頼した。

屋外競技では事業の実施が天候に左右され、実
施できなかった団体があったため。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

100%

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

体育協会補助金

期間 0.08 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

昭和48年度～ 679千円 臨時職員 0.00 人

2,916千円 臨時職員 0.00 人
①2,690人

②70団体

③

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

100% 101%

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

スポーツを愛好する青少年がスポーツを通じ心身の
健全な育成及び鍛錬することを目的に結成した単位
スポーツ少年団を、育成･支援するために「所沢市ス
ポーツ少年団」が結成された。この組織が行う事業と
組織の充実を図るために、交付金の交付を開始し
た。

0.34 人
非常勤
特別職

0.00 人 100% 100%

目標達成済

スポーツ少年団補
助金

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

スポーツ基本法、スポーツ少年団補助金交付要綱 1,110千円 1,110千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,110千円 1,110千円
①登録数

②登録団体

③

登録数の維持率
（今年度登録数÷前年度登録数×100）

目標設定の考え方・根拠

S

児童数が減少傾向にあるものの、
スポーツ少年団の登録数は前年度
並みに確保している。

H29年度に改善した点

少子化傾向にあるものの、スポーツ少年団の周
知や魅力を高め、登録数を維持していくもの。

市のホームページへ登録団体及び問い合
わせ先を公開し、スポーツ少年団の問い合
わせを簡素化した。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

インターネットやＳＮＳなど活用して、スポー
ツ少年団の周知を行い、登録団体及び登
録者の数を確保していく。

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

無 無

無 無

無 無

無 無



第４章　教育・文化・スポーツ  第６節　スポーツ振興
成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称 会

計
評価
理由

現状の課題

環境
影響

活動実績(H29)

経費

投入コスト
有益
な
もの

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　海老沢　康子

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　海老沢　康子

H29その他職員
従事割合

100,000人 38,645人

100,000人

期間 0.28 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

2,376千円 臨時職員 0.00 人

非常勤
特別職

0.00 人 100,000人 32,312人

2,573千円 臨時職員 0.00 人
①730回

②38,645人

③

H29年度目標 H29実績

0千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円
①推進事業開催回数

②事業参加者数

③

所沢健康体操の普及度根拠法令

H29年度に改善した点

急激に進む超高齢社会にあって、高齢化に伴っ
た生活習慣病が増加しているなか、元気で暮ら
せる「健康寿命」を少しでも延ばして行くために所
沢健康体操の普及度を引き続き目標とした。

とこしゃん協力会（支援団体）のさらなる技
術向上を図るため、研修会の機会をさらに
増やした。

現在、健康体操推進事業の主な対象者を高齢者
としており、若年層を対象とした事業は少ないた
め、目標値に達していないと考える。
今後は若年層も対象とした事業の拡充も視野に
入れ、事業内容を引き続き検討していく。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

「健康寿命」が延びるよう地域や関係団体
を対象として普及を行っていくと共に、指導
者育成事業も引き続き充実を図る必要が
ある。

H28決算額 指標名

健康体操推進事
業

目標設定の考え方・根拠

Ｃ

急激に進む超高齢社会をむかえ、
いつまでも元気で、豊かな生活を送
れることが求められている。こうした
状況の中で、本健康体操を作り、地
域への推進を図ってきた。各地区
で親しまれ、健康体操としての効果
は上がってきてはいるとは思うが、
周知されていない市民に今後も伝
わるよう活動していきたい。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

スポーツ基本法 0千円

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

誰もができる市独自の健康体操を作り、主に高齢者
を対象に地域の自治会・町内会館で地域の方の協
力によって広めていくことで「健康寿命」を延ばし、健
康で元気な地域社会を実現する。
①体操普及への協力者（協力団体）に趣旨説明を行
う。②市独自の健康体操「とこしゃん体操」を公民館
などで行い、協力を依頼する。③地区連合会・学校
開放等で体験事業を行う。

0.30 人

H29正規職員
人件費

平成19年度～

期間 0.69 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

昭和47年度～ 5,855千円 臨時職員 0.00 人

臨時職員 0.00 人
①266人

②

③

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

100% 101%

100%

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

スポーツ界で優秀な成績を収めたもの及びスポーツ
の振興に寄与したものを顕彰することで、市民のス
ポーツ活動への参加意欲を喚起することを目的とす
る。

0.65 人
非常勤
特別職

0.00 人 100% 109%

目標達成済

H29決算額（見込み）

所沢市スポーツ大賞設置及び表彰要綱 119千円 112千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 119千円 105千円
①候補者推薦件数

②

③

表彰式参加者数
（参加者数÷前年度参加者数×１００）

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

S

平成２９年度は、全国高等学校野
球選手権大会で優勝を果たした、
花咲徳栄高等学校で市内在住の
監督と生徒を表彰し、スポーツ大賞
を盛り上げた。

H29年度に改善した点

スポーツ大賞を格式あるものとするため、受賞者
をはじめ、より多くの市民が関心を持つように、参
加者数を目標とした。

式典を盛り上げるため、山口中学校吹奏楽
部に出演を依頼し、ミニコンサートを実施し
た。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

表彰者や関係者だけでなく、幅広く市民が
関心をもって参加いただけるよう、内容を充
実させるとともに、インターネットやＳＮＳを
活用して事業の周知を充実させていく。

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

スポーツ大賞表彰
式開催事業

根拠法令 H29予算現額

5,574千円

無 無

無 有



項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　青木　邦雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　青木　邦雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　青木　邦雄H29年度～H32年度 5,600千円 臨時職員

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

①3件 ②5件 ③10件

A

成果指標の目標を達成しており、
一定の成果が挙げられていると考
えられる。

期間 0.66 人
非常勤
特別職

H30年度目標

臨時職員

①7件

②3件

H29年度目標 H29実績
3年間限定ではあるが、地域資源活用、農
商工連携、雇用増大、商品の高付加価値
化、経済循環率の増など、多くの経済効果
を秘めた事業であることを念頭に進めてい
くことが重要である。

H29目標値が未達成の理由・分析

　平成29年度より実施している本事業は、「ところざわサクラタウ
ン」の完成や東京オリンピック・パラリンピック開催等の好機を見据
え、所沢を象徴する物産を訪日外国人客を含めた市内外に販売で
きるよう、地場農産物等を活かした特産品の創出を支援することを
目的とする。
　今後においても、地域経済の活性化や所沢ブランドの創造を図
り、「所沢市まち・ひと・しごと創生総合戦略」重点プロジェクトに位
置付けられた「COOL JAPAN FOREST構想」の推進に資していくも
のである。

―
非常勤
特別職

― ―

①3件 ②－件 ③－件 ①3件 ②－件 ③－件

0千円

所沢ブランド特産品創出支援補助金交付要綱
所沢ブランド特産品認定要綱

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 ― ―

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

423千円

H29年度に改善した点

①補助対象事業の申請件
数

②補助対象事業の選定件
数

①補助対象事業の選定件数（H29～31年度）
②認定商品の選定件数（H30～32年）
③販売協力店舗数（H30～32年）

魅力的な特産品開発の支援が事業目的の一つ
となっていることから目標を設定。
予算措置件数の３件を目標値とした。

補助対象検討会議のメンバーについて
は、事業目的の達成要素を考慮した人選
を行った。
（食品、観光、インバウンド、海外展開、サ
クラタウン、ネットショッピングなど）

H29決算額（見込み）

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

所沢ブランド特産
品創出支援事業

根拠法令 H29予算現額

618千円

農商工連携により創出された新事業数

H28決算額H28予算現額 指標名 H29年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

従来からの「農商工連携のためのきっか
けづくり交流会」開催のほか、新たに「農商
工連携のための勉強会」を開催し、ビジネ
スマッチングの機会を創出した。

事業目的がビジネスマッチングの機会創出であ
ることから、新事業を少なくとも1件以上創出す
ることを目標とした。

H29目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

特になし

H29決算額（見込み）H29予算現額根拠法令

自治事務 法定受託事務

一
般

事業の種別

法定受託＋附加

H29正規職員
人件費

H28実績H28年度目標
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

①きっかけづくり交流会参
加団体数
②きっかけづくり交流会新
規参加団体数
③農商工連携により創出さ
れた新事業数

45千円90千円

40千円70千円

1件1件0.00 人
非常勤
特別職

市内事業者が新事業創出の機運を高める
ために、所沢ブランド特産品創出支援事業
との関連性を高めることが課題の一つとな
る。

H29実績

2件1件
H29その他職員
従事割合

H29年度目標
①35団体

②13団体

③1件

0.00 人臨時職員

H30年度目標

3件0.00 人臨時職員3,479千円

農業者、飲食店業者、食品加工業者等の情報交換・ビジネ
スマッチングの機会として「農商工連携のための勉強会」、
「農商工連携のためのきっかけづくり交流会」を開催し、農
業者の事業環境改善や、商工業者の製品・商品開発の活
性化を促すもの。 0.41 人 0.00 人

非常勤
特別職

3,859千円

0.45 人

ビジョン策定

1.13 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

9,588千円 臨時職員 0.00 人 推進会議の設置、運営

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

12,177千円 臨時職員 0.00 人①4回

②2回開催
延べ12団体（26部組織）

③3名6件

H29年度目標 H29実績

平成30年度以降、ビジョンの進行状況管
理、産業振興施策に関する研究及び審議
を行う、産業振興ビジョン推進会議の設
置、効果的な運営が課題となる。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

平成28年度策定業務を踏まえ、産業団体からの意見聴
取、パブリックコメントの実施及び外部委員による検討等を
行うことで、本市産業施策の今後の方向性を示すビジョン
を策定するもの。

1.42 人
非常勤
特別職

0.00 人 素案作成 素案作成

目標達成済ビジョン策定

所沢市産業振興ビジョン策定委員会条例 7,505千円 7,250千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H29年度に改善した点

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 8,635千円 8,525千円
・策定までの工程において、スケジュール
管理を徹底し、年度内の策定を達成させ
た。
・産業振興の主役となる市内事業者の意
識醸成のために、懇談会を2回開催した。

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

①所沢市産業振興ビジョン
策定委員会開催数
②産業関連団体との懇談
会参加団体数
③パブリックコメント意見数

産業振興ビジョン策定に係る進捗状況
H28～29年度の2ヶ年で策定する事業計画として
おり、H29年度はビジョン策定を目標とした。

H28年度目標

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

無 無

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

A

産業
振興
課

産業
振興
課

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

無 無

最優先

農商工連携推進
事業

期間

H23年度～

産業振興ビジョン
策定事業

期間

H28～H29年度

第５章　産業・経済

無 無

成果指標の目標を達成しており、
一定の成果が挙げられていると考
えられる。

成果指標の目標を達成しており、
一定の成果が挙げられていると考
えられる。

実施計画ランク

重要

実施計画ランク



項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　三枝　恵一

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　三枝　恵一

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　三枝　恵一

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　三枝　恵一

第５章　産業・経済  第１節　農業

期間 0.19 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H29年度～ 1,612千円 臨時職員 0.05 人

0千円 臨時職員 0.00 人

落ち葉堆肥農法ＰＲ事
業の実施

・のぼり旗、ロゴマーク・
　シールの作成及び配布

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

①武蔵野の落ち葉堆肥農
法ＰＲ事業の実施

②３回

③

H29年度目標

H29目標値が未達成の理由・分析

「農業遺産」への認定を通じて、将来に受け継がれるべき
伝統的な農業システムとしての武蔵野の落ち葉堆肥農法
を広く発信することを目指すとともに、平地林の育成と落ち
葉堆肥を利用した伝統的農法の継続を推進するものであ
る。

0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

H29決算額（見込み）

武蔵野の落ち葉堆肥農法世界農業遺産推進協議会規約

　平成29年3月14日に日本農業遺
産の認定が承認されたことに伴い、
農法を次世代へ継承していくため、
協議会として、日本農業遺産のぼり
旗、ロゴマーク・シールを作成し、実
践農業者への配布や、ＰＲイベント
等にて使用した。
　また、協議会として、日本農業遺
産認定記念式典を開催し、市主催
では、市内実践農業者平地林落ち
葉掃きイベントを開催した。

H29年度に改善した点

①武蔵野の落ち葉堆肥農
法ＰＲ事業

②事務担当者会議

③

武蔵野の落ち葉堆肥農法のＰＲ

武蔵野の落ち葉堆肥農法世界農業遺産推進協議会
は、伝統的農法を次世代へ継承していくとともに、広く
ＰＲに向けた取組を進めていくものであるため、この事
務事業評価においても、協議会としての目標を設定す
る。（なお、目標は数値化できないため、取り組みを目
標とする。）

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

今後も、落ち葉堆肥を利用した伝統的農
法を次世代へ継承していくとともに、広くＰ
Ｒしていくことにより、農作物のブランド化
を通じて地域の活性化を図っていく。

落ち葉堆肥農法ＰＲ事業の実
施

根拠法令 H29予算現額

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

100千円 100千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

3,055千円 臨時職員 0.05 人

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

武蔵野の落ち葉
堆肥農法世界農
業遺産推進事業

H29その他職員
従事割合

協議会の開催
・協議会の開催
（総会:1回、担当者会議

農業遺産への認定の申請

期間 0.36 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

非常勤
特別職

0.00 人

0千円 臨時職員 0.00 人①認定申請書（案）の作成

②生物多様性調査報告書
作成

③２回

H29年度目標 H29実績

948千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 ①認定の申請に向けた準
備

② 生物多様性調査

③事務担当者会議

日本農業遺産及び世界農業遺産の認定根拠法令

H29年度に改善した点

狭山茶農業遺産推進協議会は、農業遺産認定に向け
た取組を進めていくものであるため、この事務事業評
価においても、協議会としての目標を設定する。
（なお、目標は数値化できないため、取り組みを目標と
する。）

５市による狭山茶日本農業遺産推進事業
準備会において必要な準備を整え、１１市
町による狭山茶農業遺産推進協議会を設
立した。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

農業遺産認定に向け、申請書類の作成の
みならず、現地調査、二次審査のプレゼン
テーションの準備を進める。

有 有

H28決算額 指標名

狭山茶農業遺産
推進事業

目標設定の考え方・根拠

A

平成３０年６月２０日期限の農業遺
産申請に向け、着実に取組が進捗
しているため。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

狭山茶農業遺産推進協議会規約 1,549千円

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

狭山茶の「日本農業遺産」への認定（７月２６日協議会設立
以降は、「世界農業遺産」を含む「農業遺産」への認定）を
目指すとともに、「自園・自製・自販」という特色あるシステ
ム（6次産業）を打ち出すことにより、狭山茶産地の認知度
を高め一層のブランド化を図るものである。

0.00 人

H29正規職員
人件費

Ｈ２９年度～

期間 0.17 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H１４年度～ 1,442千円 臨時職員 0.00 人

いるま野農業協同組合と協力し、農業者への周
知を図っているが、以前使用したことがあり、そ
の際に使いづらかった印象が残ってしまってい
る人が多数おり、そのため導入が思うように進
まないと考えられる。

500

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

1,458千円 臨時職員 0.00 人
①１１９戸

②６１戸

③３８戸

H29年度目標 H29実績
以前利用して使いづらいと感じ、導入をた
めらっている農家に対して、川越農林振興
センターの技術普及担当者の協力を得な
がら、製品が技術的に向上し、省力化にも
つながることを情報提供していく。

フェロモントラップ、生分解性マルチフィルム、緑肥、交信攪
乱剤、軽油代替燃料等の利用に対して、事業費の１/２以
内を限度として補助をする。
地球環境への負荷を軽減するとともに、地域住民との共存
を図り、安心で安全な農産物の生産を増やしていく。

0.17 人
非常勤
特別職

0.00 人 520 220

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

218

500

H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市農業振興総合対策要綱
所沢市環境にやさしい農業推進事業実施要領

1,200千円 962千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,226千円 980千円 ①フェロモントラップ設置農
家数

②緑肥購入農家数

③生分解性マルチフィルム
購入農家数環境にやさしい農

業推進事業

目標設定の考え方・根拠

C

市内の全農業者の利用を長期的な
目標としているため、目標の達成率
が低くなってしまっている。
農薬の適正使用及び使用量の削
減、緑肥作物による有機農業の推
進及び周辺住環境への配慮、生分
解性マルチフィルムでの農業廃棄
物の削減による地球温暖化防止、
安全安心な農産物の生産、土埃に
よる被害軽減につながる有益な事
業であり、今後も引き続き実施して
いく。

H29年度に改善した点

事業参加農家戸数
（フェロモントラップ設置農家数＋緑肥購入農家
数＋生分解性マルチ購入農家数）

環境への負荷の少ない農薬や資材の利用を増
やすことが当該事業の目的となっているため、
事業の利用者数を指標とする。
目標値としては、市内の全農業者の利用を目指
し、前年の水準を維持することを目標とした。

所沢市農業情報誌「とことこだより」にて、
緑肥に関する周知活動を行った。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

100

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

根拠法令

期間 0.09 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

Ｈ２０年度～ 764千円 臨時職員 0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

1,201千円 臨時職員 0.00 人①延長１，２０３ｍ
境界石２２８本

②

③

H29年度目標 H29実績

農道として機能しているが、分断の解消が
求められている。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

大型農業機械の導入や農業経営の規模拡大等のため、中
富字月野原地区の耕作地中央部分に東西を結ぶ農道（連
絡道）を整備し、管理していく。平成２８年４月に供用開始。
その後、農道の境界石復元測量や管理図面の作成を委託
した。

0.14 人
非常勤
特別職

0.00 人 100 97

２８年度は境界石の復元測量や管理図面の作
成を実施することができた。
全ての地権者からすべての分筆登記は終わら
せることができたものの、１名の地権者について
は同意が得られず所有権の移転ができていな
い。

100 97

137千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 10,000千円 9,720千円

H29決算額（見込み）

‐

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

既に供用開始を始めており、管理
台帳も整備済みとなったものの、１
名の地権者からは同意が得られ
ず、農道が分断されている状況で
あるため。

H29年度に改善した点

①農道・待避所の境界石復
元

②

③

農道完成率
全ての地権者より所有権を移転させ、農道を完
成させることを目標としているため、供用部分延
長／全長の数値を目標値としている。

２８年３月に供用開始し、年間を通して問
題なく管理を行うことができた。農道の分
断箇所にはバリケードと待避所を設置し安
全面を強化した。

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

農業基盤整備推
進事業

根拠法令 H29予算現額

171千円

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

有 有

有 有

有 有
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事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　三枝　恵一

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業委員会事務局次長　川口　浩

項目名

□ ■ □

実績

評価者

農業委員会事務局次長　川口　浩

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業委員会事務局次長　川口　浩

期間 0.05 人
非常勤
特別職

0.00 人

H22年度～ 424千円 臨時職員 0.00 人

515千円 臨時職員 0.00 人

①8件

②58,757㎡

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

58,757

50,000

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

遊休農地及び遊休農地化するおそれがある農地の流動化
を図り、農業上の利用を確保する。出し手の農地サポート
情報台帳の作成及び受け手への閲覧を実施し、農業振興
課、埼玉県、埼玉県農林公社等と連携し、農地の流動化を
図る。

0.06 人
非常勤
特別職

0.00 人 20,000

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

①売買および貸借成立件
数

②利用集積農地面積

所沢市農地サ
ポート事業

農業者への農地の売り渡し・貸し付け情報
を提供することに加えて、農業委員・農地
利用最適化推進委員により出し手と受け
手の利用調整を図った。

H28年度目標

16,478

目標達成済20,000

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H30年度目標

指標名 目標設定の考え方・根拠

S

成果指標の目標を達成し、目的と
する農地の流動化は果たしてい
る。
次年度以降も引き続き事業を継続
し、より一層農地の流動化に努め
る。

H29年度に改善した点

H29決算額（見込み）

0千円

農業委員・農地利用最適化推進委員と連
携して流動化を進めるとともに、他市町村
の農業委員会とも連携しながら、農地の流
動化を図る。

利用集積農地面積（㎡）

農地の利用集積が目的であることから、利用集
積された農地面積を指標とする。
農地の売り渡し・貸し付け希望に対して、買い受
け・借り受け希望が少ないことを考慮した目標値
とする。

H28予算現額

根拠法令 H29予算現額

所沢市農地サポート事業実施要綱 0千円

H28決算額

H11年度～ 4,836千円 臨時職員 0.00 人

農業
委員
会事
務局

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間 0.57 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

農地利用状況調
査・遊休農地指導
事業

根拠法令 H29予算現額

近隣農地への悪影響を防ぎ、経営規模拡大を希望する農
業者や新規就農者・法人等への農地の利用集積を図る。
農業委員会の委員及び農地利用最適化推進委員が市内
の農地の状況を調査し、遊休農地と判断した農地の所有
者等に対して是正指導・農地利用意向調査を実施する。

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

農業者の高齢化や後継者不足等により、
遊休農地は増加傾向にあるため、是正指
導を強化するとともに、新たな担い手への
利用集積を図るなど、農地の有効活用に
努める。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

80 87

80

0.84 人
非常勤
特別職

0.00 人 80 86

H29年度目標 H29実績7,203千円 臨時職員 0.00 人

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 217千円 103千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費 S

毎年、成果指標の目標を達成し、
遊休農地は概ね是正されている。
次年度以降も引き続き事業を継続
し、より一層遊休農地の発生防止・
解消に努める。

H29年度に改善した点

①遊休農地調査面積

②是正面積

是正率（％）
（是正面積÷遊休農地調査面積）

遊休農地の是正が目的であることから、是正率
を指標とする。
前年度以上の是正率を目標とする。

期限を過ぎても是正されない農地の所有
者に督促通知を送付し、是正を促した。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

①714,605㎡

②618,382㎡

指標名

H29決算額（見込み）

農地法 145千円 108千円

目標設定の考え方・根拠

679千円 臨時職員 0.00 人

農業
委員
会事
務局

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額

H29その他職員
従事割合

100

100

期間 0.08 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

S53年度～

0.14 人
非常勤
特別職

0.00 人 100 100

1,201千円 臨時職員 0.00 人

①2回

②1,910戸

H29正規職員
人件費

H29決算額（見込み）

農業委員会等に関する法律 594千円 533千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合一

般

事業の種別

農業委員会の業務や農業情報等を市内農業者に発信し、
農業経営の安定と発展を図る。
年２回発行し、いるま野農業協同組合を通じて市内農業者
に配布する。併せて、いるま野農業協同組合各支店や各ま
ちづくりセンターに配架するとともに、市ホームページに掲
載する。

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 594千円 585千円

①発行回数

②配布戸数

配布率（％）
（配布戸数÷対象農家戸数）

根拠法令

H29目標値が未達成の理由・分析

引き続き、有意義な情報を適切に提供す
る。

無 無

目標設定の考え方・根拠

S

毎年、成果指標の目標を達成し、
目的とする情報提供は果たしてい
る。
次年度以降も引き続き事業を継続
し、広報の役割を果たせるように努
める。

H29年度に改善した点

H28年度目標 H28実績

H29年度目標 H29実績

市内農業者への情報提供が目的であることから
配布率を指標とし、全農家世帯への配布を目標
とする。

制度等の改正事項や農業委員会の事業
等を効果的に伝えるため、文字の大きさ、
見出し・表組・写真等の配置を工夫するな
ど読みやすい紙面構成に努めた。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

期間 0.16 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H２４年度～ 1,358千円 臨時職員 0.00 人

臨時職員 0.00 人

①896a

②

③

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

600 606

600

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

国、県、市一体で、土づくり等を通じた化学肥料・農薬等に
よる環境負荷の軽減、農業が有する環境保全機能の向上
が図られるような農業者の取組等に対し支援を行う。農業
者が行う地球温暖化防止、生物多様性保全等に資する取
組が対象となる。化学肥料、化学合成農薬を都道府県の
慣行レベルから原則５割以上低減する取組とあわせて、①
～③のいずれかの取組ひとつを選択して実施
①カバークロップ②炭素貯留効果の高い堆肥の水質保全
に資する施用③有機農業（化学肥料及び農薬を使用しな
い農業）の取組

0.16 人
非常勤
特別職

0.00 人 500 667

目標達成済

H29決算額（見込み）

環境保全型農業直接支援対策交付金交付要綱
所沢市環境保全型農業支援交付金交付要領

800千円 571千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 800千円 695千円
①有機農業の取組面積

②

③

環境保全型農業に取り組んだ面積

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

S

　目標としていた面積を達成するこ
とができた。
　今後も、本事業の周知を図り、環
境保全型農業の拡大・推進に努め
ていきたい。

H29年度に改善した点

化学肥料・農薬等による環境負荷軽減といった
環境保全型農業の維持・拡大を図ることを目的
としているため、環境保全型農業に取り組んだ
面積を指標とする。

本事業利用者の圃場確認の写真に管理
番号を割り当て、県等からの確認があった
際にスムーズな対応を実施した。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

29年度は新規加入者が0だったため、本事
業の周知を図り、参加する農家の拡大を
目指していく。

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

環境保全型農業
支援交付金交付
事業

根拠法令 H29予算現額

1,372千円

農業
委員
会事
務局

「農委だより」発行
事業

指標名H28決算額H28予算現額実施計画ランク

H29予算現額

有 有

有 無

有 無



第５章　産業・経済  第１節　農業

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

項目名

□ ■ □

実績

評価者

農業委員会事務局次長　川口　浩

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　三枝　恵一

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　三枝　恵一

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　三枝　恵一

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29実績

期間 0.18 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

全国農業会議所、埼玉県の協力のもと、
新規就農に係る市の取組を全国に発信
し、意欲ある新規就農者の増加に努めた
い。

3

1,527千円 臨時職員 0.00 人Ｈ２４年度～

S
経営開始資金事
業

根拠法令 H29予算現額

農業人材力強化総合支援事業実施要綱、所沢市経営開
始資金事業実施要領

15,000千円

事業の目的及び具体的な内容

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

農業経営を開始した４５歳未満の独立・自営農業者で、人・
農地プランに地域の中心となる経営体として位置付けられ
ている、または、位置付けられることが確実と見込まれてい
る青年新規就農者に対し、就農初期段階の経営の安定化
を図るため、経営開始資金を交付し、支援する。

1,887千円 臨時職員 0.00 人

9,000千円

目標達成済3

H28実績

H28決算額

5

1

0.22 人

H29年度に改善した点

新規就農者数

農業従事者の高齢化や後継者不足の進展、耕
作放棄地の増大という諸課題を解決するため、
新たな担い手として独立自営就農を行う新規就
農者の人数を目標として設定した。

これまで新規就農者を積極的に受け入れ
てきた結果、給付対象者人数が平成２７年
度は１名のみであったが平成２８年度は３
名、平成２９年度は４名と増加させることが
できている。
埼玉県農業大学校への就農相談会などに
も参加するなど積極的に取り組んだ。H28年度目標

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

9,000千円
①給付対象者人数

②

③

指標名 目標設定の考え方・根拠

平成２９年度は、新たに５名の新規
就農者を受け入れ、現在も安定的
に農業を継続している。

14,121千円

H29目標値が未達成の理由・分析

3
非常勤
特別職

0.00 人

H29決算額（見込み）

①１０名

②

③

H29年度目標

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

100

100

1,201千円 臨時職員

期間 0.20 人

Ｈ２７年度～ 1,697千円 臨時職員 0.00 人

H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

64,824㎡

25,000㎡

非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

新規就農円滑化
推進事業

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

農業従事者の高齢化や後継者が不足する中で、農業の担
い手となる新規就農者に対し、農業経営の早期安定化の
ため、農業用機械の導入費用の一部や借り受ける農地の
賃借料の一部を補助し、支援する。

0.18 人
非常勤
特別職

0.00 人
事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,108千円 713千円 ①農業機械の導入

②新規就農者の農地拡大
面積

③

新規就農者の農地拡大面積を大幅
に増加させることができた。

H29年度に改善した点

H29決算額（見込み）

1,363千円

補助期間が就農後３年間であり、平成３０
年度の補助対象者は１１名から８名と減少
してしまう。
農業委員会と連携を密にし、農地貸借の
マッチングを積極的に進めるとともに、新
たな若手農業希望者の掘り起しが必要で
ある。

新規就農者の農地拡大面積
新規就農者のうち、当該事業対象者が、該当す
る年度中に新規に借り受けた農地の面積（更新
面積は含めない）を目標として設定した。

平成２９年度は新規就農者が５名増え、農
地貸借を行った新規就農者も１０名となっ
たことから、農地拡大面積が大幅に増加し
た。

H28年度目標

46,639㎡

目標設定の考え方・根拠

S

目標達成済20,000㎡

19,500㎡

1,544千円 臨時職員 0.00 人
①4機（4名）

②64,824㎡（7名）

③

H29年度目標

根拠法令 H29予算現額

所沢市新規就農円滑化推進事業費補助金交付要綱 1,901千円

H28決算額 指標名

Ｈ27年度～ 1,442千円 臨時職員 0.00 人

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

0.17 人
非常勤
特別職

0.00 人

遊休農地や不耕作農地の解消、地域農業の活性化のた
め、農業経営の規模拡大を目指す新たな農業の担い手と
なる農地所有適格法人等が、遊休農地等を耕作地として
拡張した際に、この農地所有適格法人等に対し、借り受け
る農地の賃借料の一部を補助し、支援する。

0.12 人
非常勤
特別職

0.00 人

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

都市部での企業やＮＰＯ法人の新規参入
を後押しをする農地の貸借円滑化法が成
立し、今後は市街化区域も含めた農地の
有効活用にむけて制度の運用を図ってい
く。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

17000 17,000

2000

16000 17000

H29年度目標 H29実績1,029千円 臨時職員 0.00 人
①５法人

②１７，０００㎡

③
H30年度目標

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 147千円 147千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

目標設定の考え方・根拠

S

平成２９年度は、合計５法人、１７，
０００㎡が農地の貸借を行い、そこ
を対象に支援を行うことができた。

H29年度に改善した点

①対象法人数

②対象面積

③

農地所有適格法人等規模拡大面積

農業従事者の高齢化や後継者不足の進展、耕
作放棄地の増大という諸課題を解決するため、
新たな担い手となる農地所有適格法人等の規
模拡大面積を目標設定とした。

平成２９年度は、株式会社、ＮＰＯ法人、有
限会社など、多種多様な農業法人が農地
の貸借を行い、法人による体験農園の開
設もあった。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28決算額 指標名

H29決算額（見込み）

所沢市農地所有適格法人等支援事業費補助金交付要綱 147千円 132千円

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

農地所有適格法
人等支援事業

根拠法令 H29予算現額

期間

100

期間 0.24 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H27年度～ 2,036千円

1.00 人

①18,700筆

②18,700筆

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

臨時職員 1.00 人

H28その他職員
従事割合

H28年度目標

H29決算額（見込み）

H28実績

法定化された農地台帳の公表に伴い、一筆ごとの農地情
報を整理し、農地基本台帳として整備する。

0.14 人
非常勤
特別職

0.00 人 100 100

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,167千円 772千円
農地情報の整備が目的であることから、情報の
入力割合を指標とし、100％の入力を目標とす
る。

営農意向情報を入力し、農地の流動化に
向け実効性のある情報を充実させた。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

農林水産省主導の統一された農地基本台
帳システムへの移行を平成31年10月に行
うため、移行に伴う諸課題に対応する。

H29目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

S

毎年、成果指標の目標を達成し、
目的とする農地基本台帳の情報整
備は果たしている。
次年度以降も引き続き事業を継続
し、農地情報を適正に管理する。

H29年度に改善した点

農業
委員
会事
務局

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

農地基本台帳情
報整備事業

根拠法令

826千円

事業の目的及び具体的な内容

H29年度目標 H29実績

①農地等情報移動発生筆
数

②入力筆数

農地基本台帳システムへの農地等情報移動筆
数の入力割合（％）
（入力筆数÷農地等情報移動発生筆数）

733千円

H28正規職員
人件費

H29予算現額

農業委員会等に関する法律

無 無

有 有

有 有

有 有



第５章　産業・経済  第１節　農業

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　三枝　恵一

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　三枝　恵一

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　三枝　恵一

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　三枝　恵一

有 有

期間 0.16 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

Ｈ１４年度～ 1,358千円 臨時職員 0.00 人

目標達成済1

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

686千円 臨時職員 0.00 人
①１件

②

③

H29年度目標 H29実績

新規の利子助成が無くなっているため、今
後は、平成23年度以前に借入した1件の農
業経営基盤強化資金の利子助成を継続
的かつ安定的に実施していく。

認定農業者が農業経営の改善を図るため、農業用機械の
導入や施設の整備のために借り入れた農業経営基盤強化
資金の利子の負担を軽減するために助成を行う。

0.08 人
非常勤
特別職

0.00 人 1 1

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

1

1

H29予算現額 H29決算額（見込み）

農業経営基盤強化資金利子助成金等交付事業実施要
綱、所沢市農業経営基盤強化資金利子助成金交付要綱

35千円 35千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 39千円 39千円
①農業経営基盤強化資金
の利子助成件数

②

③農業経営基盤強
化資金利子助成
事業

目標設定の考え方・根拠

A

借入した1件の農業経営基盤強化
資金の利子助成に対し、遅滞なく実
施できているため。

H29年度に改善した点

利子助成実施件数
当該事業に係る利子助成を適切に行うことを目
標としている。 特になし

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

100

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

根拠法令

期間 0.15 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

Ｈ９年度～ 1,273千円 臨時職員 0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

1,372千円 臨時職員 0.00 人
①５回

②

③

H29年度目標 H29実績

事業参加者が減少しているため、委員と
なっている女性農業者を通して周知を図
り、事業参加者の増加を目指す。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

女性農業者の経営能力の向上、家庭及び地域社会での意
識啓発活動を支援する。
男女共同参画意識の向上・意識啓発活動及び経営能力の
向上のため、勉強会、視察研修会、講演会等を実施する。

0.16 人
非常勤
特別職

0.00 人 160 94

前年に比べ、勉強会（6人減）、視察研修会（2人
減）の参加者及び会議の開催回数（1回減）が減
少したため。

100 87

180千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 180千円 180千円

H29決算額（見込み）

男女共同参画社会基本法、所沢市補助金等交付規則、所
沢市農業振興総合対策要綱

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

目標達成に向けてある程度成果は
出ているが、目標値をやや下回っ
ている（目標に対する実績の割合
87％）

H29年度に改善した点

①勉強会、視察研修会、会
議等

②

③

参加延べ人数

勉強会、視察研修会、会議等の実施により、意
識啓発を行うため、行事への参加延べ人数を指
標としたい。
目標値としては、前年実績よりも増やすことを目
標としたい。

勉強会のテーマを2本立てとし、農業者向
けのテーマと広く一般向けのテーマを掲げ
ることで、新規受講者の掘り起しを図った。

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

農業・農村パート
ナーシップ推進事
業

根拠法令 H29予算現額

180千円

期間 0.13 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

Ｓ６２年度～ 1,103千円 臨時職員 0.00 人

H29年度目標 H29実績
近隣国では鳥ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞや口蹄疫の発生
が続いているので、引き続き防疫対策、環
境対策の意識向上に努め、定期的にワク
チン接種と検査を実施することで家畜伝染
病の予防に努めていく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

1,010 1,324

1,010

H28実績

家畜への定期的なワクチン接種と検査を実施し、家畜伝染
病の発生防止を図る。また、薬剤等の共同購入により、臭
気及び害虫等による周辺環境問題の発生防止を図る。
事業主体の申請に基づき、家畜伝染病の予防接種並びに
検査、環境汚染問題を回避するために、必要な薬剤の購
入等経費の一部を補助する。

0.19 人
非常勤
特別職

0.00 人 1,160 1,413

1,629千円 臨時職員 0.00 人

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 900千円 526千円

目標以上の成果が上がっており、
家畜伝染病の発生もなく、今年度
は一定の成果があげられたと考え
ている。

H29年度に改善した点

家畜防疫や環境保全に使用する薬剤等に
対する補助対象に新規薬剤を導入するこ
とで事業利用の活性化を図り、予算の満
額執行を達成した。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

H28予算現額 H28決算額 指標名

①豚ｵｰｴｽｷｰ病対策事業

②豚丹毒(生)予防事業

③乳牛検査事業

実施頭数の合計

900千円

目標設定の考え方・根拠

S

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

家畜伝染病予防法、所沢市農業振興総合対策要綱、所沢
市家畜防疫対策事業実施要領

家畜伝染病の発生防止、周辺環境問題の発生
防止を図ることを目的としているため、予防接種
の実施頭数を指標としたい。
目標値としては、家畜（牛・豚）飼育頭数と事業
主体からの申請を基に、申請予想頭数を指標と
した。

900千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

12

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

家畜防疫対策事
業費補助事業

H28その他職員
従事割合

H28年度目標

①0頭

②1,274頭

③50頭

期間 0.24 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

平成２０年度～ 2,036千円 臨時職員 0.05 人

2,058千円 臨時職員 0.00 人

①5件

②10件

③0件

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H28その他職員
従事割合

H28年度目標

非常勤
特別職

0.00 人 12 11

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 14,400千円 14,400千円

①気象条件に左右されない
農業施設
②農作業の省力化、効率
化が図れる施設・機械
③環境にやさしい資源循環
型農業用施設・機械

14,400千円 14,400千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

認定農業者の経営を改善する上で
も有効な施策であり、今後も継続実
施が必要であるため。
事業希望者も多く、今後とも計画的
な予算執行を図っていく必要があ
る。

導入２年後の検査で、所得向上または労働時間
短縮となった経営体の数を指標とする。
目標値としては、補助を受けられる経営体数を
考慮し、前年度と同じ水準を目標とする。

機械・施設導入によって経営が改善した経営体
数

12 12

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

　事業開始時点で事業スケジュールを説
明していたが、機械や施設の検査の際に
再度説明を行うことを徹底することで、必
要書類や事務手続きの漏れが無いよう周
知に努めた。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

事業利用者に偏りが生じないよう新規希
望者の掘り起しを継続する必要がある。新
規に認定農業者となった農業者に事業周
知を図っていく。

H29目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

認定農業者が、農業経営を改善するための機械や施設整
備に対して補助事業を実施する。
①気象条件等に左右されずに農産物の生産に寄与する施
設②農作業の省力化、効率化が図れる施設や機械③環境
にやさしい資源循環型農業に資する施設や機械④その他
農業経営改善計画の実現に資する必要な施設や機械の
整備に対して、予算の範囲内において１事業主体あたり総
事業費の１／２以内で１３５万円を限度として補助する。た
だし、施設の場合は１８０万円を限度とする。

0.24 人

H29年度に改善した点

H29決算額（見込み）

H28実績

H29年度目標 H29実績

H28決算額H28予算現額

認定農業者等経
営改善推進事業

根拠法令 H29予算現額

所沢市農業振興総合対策要綱、所沢市認定農業者等経
営改善推進事業実施要領

重要

有 有

有 有

有 有



第５章　産業・経済  第１節　農業

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　三枝　恵一

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　三枝　恵一

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　三枝　恵一

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　三枝　恵一0.05 人 5

5

期間 0.24 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

Ｈ２０年度～ 2,036千円 臨時職員

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

1,972千円 臨時職員 0.00 人
①７件

②

③

H29年度目標 H29実績

事業利用希望者が偏っているので、今後
は若手農業者団体の新規加入者や新規
就農者などに事業を周知し、経営改善が
必要な農業者に情報提供を進めていく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

農業後継者が意欲的に農業経営の改善と省力化を推進
し、効率的な生産と生産物の品質向上を図ることが可能と
なるように補助する。
農業後継者が集団を組織し、経営改善・省力化のための
機械や施設の整備を行い、補助事業の導入効果について
市に研究レポートを提出する。予算の範囲内において1事
業主体あたり総事業費の2分の1以内で135万円を限度とし
て補助する。

0.23 人
非常勤
特別職

0.00 人 5 5

目標達成済5

H29決算額（見込み）

所沢市農業振興総合対策要綱、所沢市農業後継者経営
改善推進事業実施要領

6,750千円 6,676千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 6,750千円 5,883千円
①機械・施設の導入件数

②

③

農業後継者経営
改善推進事業

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

農業後継者の減少や農業従事者
の高齢化といった農業者を取り巻く
状況は依然存在し、後継者の育
成・確保は市の重要課題である。そ
のため農作業を効率化する施設及
び農業機械の導入補助は重要であ
り、今後も継続して行っていく必要
がある。

H29年度に改善した点

機械・施設導入によって経営が改善した経営体
数

導入２年後の検査で、所得向上または労働時間
短縮となった経営体の数を指標とする。
目標値としては、補助を受けられる経営体数を
考慮し、前年度と同じ水準を目標とする。

若手農業者団体の会議において本事業の
紹介を行い、新規事業利用者の掘り起し
を実施した。

H28年度目標農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

根拠法令 H29予算現額

期間 0.15 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

S58年度～ 1,273千円 臨時職員 0.00 人

1,286千円 臨時職員 0.00 人
①22名

②26名

③1回

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

50 22

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

次代を担う優れた農業後継者及び担い手確保を目的に、
所沢市農業後継者対策連絡会の事業の一環として、市内
農家へのボランティアによる援農活動を中心とした農業サ
ポーター制度、農産物収穫体験、農業後継者に対する結
婚活動イベントなどを実施している。

0.15 人
非常勤
特別職

0.00 人 50 43

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 530千円 530千円

H29決算額（見込み）

所沢市農業振興総合対策要綱
農業後継者育成確保推進事業実施要領

農業青年の中には、本事業を通じ
て交際に至った参加者もおり、後継
者対策を図れていると考える。
今後は、イベントに複数回参加した
が成果を上げられていない者につ
いて、結果を出せるような工夫を講
じていきたい。
また、女性参加者に対する周知に
ついて、効果的な手段を検討してい
きたい。

H29年度に改善した点

①研修・交流会

②農業サポーター人数

③農業青年とのふれあいｲ
ﾍﾞﾝﾄ数

農業青年とのふれあいイベントへの参加人数
農業青年と一般女性との交流機会を設け、イベ
ントへの参加者を確保することで、後継者対策
を図る。そのため、参加者数を指標とする。

ふれあいイベントの周知に関して、農協観
光のＨＰであるジョイントリーへの掲載を実
施した。その結果、「農業後継者協議会」
の実施したふれあいイベントでは、定員を
超える応募があった。

例年、「農業後継者協議会」と「４Ｈクラブ」がそ
れぞれ中心となり実施し、年２回開催していた
が、荒天により「４Ｈクラブ」のイベントが中止に
なってしまったため。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

市内で耕作されていない農地が多く見受
けられることからも、後継者・労働力が足り
ていないことは明らかである。
今後は、農業サポーターの募集をより積極
的に行うなど、農業の魅力を発信出来るよ
うな事業を検討し、働き手の確保を推進し
ていく。48

根拠法令 H29予算現額

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

530千円 530千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

2,206千円 臨時職員 0.00 人

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

農業後継者育成
確保推進事業

H29その他職員
従事割合

50 55

50

期間 0.26 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

非常勤
特別職

0.00 人 50 48

2,230千円 臨時職員 0.04 人
①１回

②

③

H29年度目標 H29実績

40千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 40千円 40千円
①講演会の開催

②

③

認定農業者講演会の認定農業者等数の参加人
数

根拠法令

H29年度に改善した点

認定農業者の技術向上を目的とした講演会の
開催であるため、講演会に参加した認定農業者
の参加人数を指標としている。

平成２９年度は農業者や農業法人の関心
の高い土壌診断による収量、品質の良い
お野菜づくりをテーマに講演会を行った。
土壌診断という畑に直接関係のあることを
取り上げたため、認定農業者の関心も高
く、講演後は具体的な作物と土壌の関係
についての質問が多数なされた。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

今後も認定農業者の技術向上を目的とし
ながら、受け入れやすいテーマに絞って開
催していきたい。

有 有

H28決算額 指標名

認定農業者育成
事業

目標設定の考え方・根拠

A

目標値より多くの方が講演会に参
加したため。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

農業経営基盤強化促進法 40千円

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

認定農業者制度は、農業者が農業経営基盤強化促進基
本構想に示された農業経営の目標に向けて、自らの創意
工夫に基づき、経営の改善を進めようとする計画を市町村
が認定し、これらの認定を受けた農業者に対して重点的に
支援措置を講じるもの。

0.26 人

H29正規職員
人件費

Ｈ８年度～

期間 0.07 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

Ｓ６３年度～ 594千円 臨時職員 0.00 人

臨時職員 0.00 人
①５１１戸

②

③

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

500 511

500

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

安定した農業生産と農産物の品質の向上を確保する。
土壌病害虫、根腐病、野菜へのコガネムシ、茶の葉巻虫、
カンザワハダニ等を防除するための薬剤の購入に要する
経費の３０％を限度として、予算の範囲内で補助する。

0.15 人
非常勤
特別職

0.00 人 700 464

目標達成済

H29決算額（見込み）

所沢市病害虫防除対策事業実施要領、所沢市農業振興
総合対策要綱

1,620千円 1,620千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,620千円 1,620千円
①補助実施戸数

②

③

薬剤補助を受けた農家戸数

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

事業の目的達成に向けて成果は出
ている。

H29年度に改善した点

病害虫防除のための薬剤を購入した農業者へ
の支援であるため、薬剤補助を受けた農家戸数
を指標としたい。
目標値としては、事業主体からの申請に基づき
実施するため、申請予想頭数となっている。

特になし

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

消費者の食の安全安心への関心が高まる
中、環境にやさしい農業を推進するために
農薬の適正使用を進めていく。

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

病害虫防除対策
事業

根拠法令 H29予算現額

1,286千円

有 有

有 有

有 有



第５章　産業・経済  第１節　農業

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　三枝　恵一

項目名

□ ■ □

実績

評価者

農業委員会事務局次長　川口　浩

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　三枝　恵一

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　三枝　恵一

期間 0.80 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

平成15年度～ 6,788千円 臨時職員 1.00 人

目標達成済60

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

6,517千円 臨時職員 0.60 人

①26回

②11%

③

H29年度目標 H29実績

今後採れたて！農産物「とことこ市」では、
農産物の販売だけでなく農産物を加工した
飲食物を販売するなどレパートリーを増や
し、更なる集客に取り組んでいく。

新鮮でおいしい地元産農畜産物のPRを図り、地域で消費
することにより、消費者の食の安心・安全へのニーズに応
えるとともに、生産者の生産意欲の拡大を図る。
そのために、地場産農産物の学校給食への導入及び品目
拡大、市民への農産物のＰＲ活動や生産者による直売会
の開催、農産物直売所ガイドマップの作成等を実施するこ
とで、地産地消の推進を図る。また市内の直売施設のPR
活動を進める。

0.76 人
非常勤
特別職

0.00 人 60 65

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

67

60

H29予算現額 H29決算額（見込み）

‐ 4,160千円 3,629千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 5,818千円 4,737千円 ①PRイベント

②学校給食での地場産野
菜使用状況

③

地産地消推進事
業

目標設定の考え方・根拠

S

　採れたて！農産物直売「とことこ
市」事業ではリピーターも増加する
など一定の評価を得ている。また、
体験学習型所沢農産物ＰＲ事業等
により所沢農産物の認知度も同様
に高まっている。
　学校給食での地場野菜使用率も
少しずつではあるが、上昇してい
る。

H29年度に改善した点

所沢産農産物の直売所への出荷割合

　地元の農産物がどれだけ所沢で消費されてい
るのかを測るため、市場に流通する農産物では
なく、地元の直売所又は、スーパーなどへの出
荷を指標対照とした。

採れたて！農産物直売「とことこ市」を4月
のプレ開催を皮切りに毎月1回開催した。
また、7月開催からは、元町コミュニティ広
場でも開催を実施し、現在2会場で展開し
ている。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

170

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

根拠法令

期間 0.22 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

Ｈ２７年度～ 1,867千円 臨時職員 0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

1,887千円 臨時職員 0.00 人
①　１９２名

②　４０名

③　６名

H29年度目標 H29実績

継続的な事業実施によって、農業への関
心を更に深め、利用者の技術向上と本格
的な農業に関心のある人を掘り起こしてい
く。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

体験農場利用者の農業技術の向上を図り、農業に関心を
寄せていただくことで、農業の担い手確保を行うため、講習
会や野菜及び区画圃場コンテスト、農家での農作業体験を
実施した。

0.22 人
非常勤
特別職

0.00 人 160 250

目標達成済170 192

280千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 322千円 278千円

H29決算額（見込み）

特定農地貸付けに関する農地法等の特例に関する法律、
所沢市特定農地貸付規程

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

S

講習会参加者の約60％から「内容
に満足している」との声をいただい
ており、実際に畑を見ながら指導し
た農場では、「実地指導が良かっ
た」との好評を得ている。今後も周
知に努め多くの利用者に参加して
いただき技術向上に繋がるよう努
めていきたい。

H29年度に改善した点

①講習会参加人数

②コンテスト参加人数

③農作業体験参加人数

体験農場講習会参加人数
利用者の技術と意欲の向上及び、農業への関
心に最も寄与していると思われる「体験農場講
習会」の参加人数を指標とした。

2回目の講習会では、作付開始前の農業
技術に関心の高い時期に講習会を開催
し、多くの利用者に参加していただいた。
また、参加者アンケートを実施し問題点と
今後の改善点を洗い出して次年度以降に
改善できるようにしている。農業

振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

体験農場利用者
ステップアップ事
業

根拠法令 H29予算現額

315千円

期間 0.18 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

Ｓ45年度～ 1,527千円 臨時職員 0.00 人

H29年度目標 H29実績
従来から実施している広報活動や戸別訪
問を充実させるとともに、農業者の集会等
に出向いて説明するなど、農業委員・農地
利用最適化推進委員と連携し、より一層の
周知と加入推進活動を強化する。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

2 7

2

国民年金第1号被保険者で、年間60日以上農業に従事す
る20歳以上60歳未満の農業者を対象に、将来サラリーマ
ン並みの年金受給を確保し老後生活の安定を図る。

0.17 人
非常勤
特別職

0.00 人 2 1

1,458千円 臨時職員 0.00 人

①28人

②7人

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

農業者年金基金法 38千円 21千円

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 31千円 14千円

①加入推進戸別訪問

②新規加入者数

新規加入者数（人）

目標設定の考え方・根拠

S

成果指標の目標を達成し、農業者
年金の加入推進を果たしている。
次年度以降も引き続き事業を継続
し、制度の周知を図り加入推進に
努める。

H29年度に改善した点

農業者年金への加入推進が目的であることか
ら、新規加入者数を指標とする。
長期加入による利益を享受できる20歳代の若
年農業者や加入資格を得た新規就農者を中心
に推進することを考慮した目標値とする。

農委だよりへの制度案内の掲載やパンフ
レットの配布、戸別訪問による加入意向確
認を行った。加入の意向を示した農業者に
は再度戸別訪問して詳細を説明し加入を
促した。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

8

農業
委員
会事
務局

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

農業者年金推進
事業

期間 0.19 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

Ｈ２５年度～ 1,612千円 臨時職員 0.00 人

2,315千円 臨時職員 0.00 人
①１回

②３回

③４回

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

8 8

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

国立大学法人東京農工大学の持つ知的資源を活用して都
市農業の重要性を再認識し、農業の担い手の育成・確保
や将来の農業経営にかかる問題解決に向けて、若手農業
者や先進的な取組を行っている農家との交流を通し、農業
の振興を図る。

0.27 人
非常勤
特別職

0.00 人 8 8

目標達成済

大学との交流によ
る都市農業振興
事業

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

‐ 170千円 48千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 170千円 141千円 ①都市農業振興研究会（東
京農工大学連携推進協議
会）
②イベント等実施
③調査実習・講習会・委員
会等実施

連携・交流取組回数

目標設定の考え方・根拠

A

これまでは、イベント等の実施が中
心的であったところ、平成２８年度
は大学の先生方に産業振興ビジョ
ンの委員や、講習会の講師等と
なっていただき、平成２９年度は農
業委員会の委員への任命や世界
農業遺産及び日本農業遺産認定
に向けての意見執筆依頼など、大
学の多くの知識を享受することがで
きた。

H29年度に改善した点

平成２５年７月に官学連携協定を締結し、現在
まで盛んに連携協定の取組がなされてきた。今
後も強固な連携を図っていくため、連携協定企
画として取組を実施した回数を目標設定した。ま
た、大学側の都合も考慮し、前年度と同等の目
標値とした。

平成２９年度は、大学の教授の所沢市農
業委員会の委員への任命や世界農業遺
産及び日本農業遺産認定に向けての意見
執筆依頼など、有識者として市にアドバイ
スをしていただくことができた。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

平成２５年７月に官学連携協定を締結し、
現在まで盛んに連携協定の取組がなされ
てきた。今後は継続的に交流を図るととも
に、大学の知的資源を活かし、農産物のブ
ランド化などに結び付けることができるとよ
い。

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

有 有

無 無

有 有

有 有



第５章　産業・経済  第１節　農業

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　三枝　恵一

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　三枝　恵一

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　三枝　恵一

期間 0.24 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

Ｓ５３年度～ 2,036千円 臨時職員 0.10 人

3,259千円 臨時職員 0.04 人
①2日

②3回

③8件

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

4,500千円 2,549千円

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

販売会を通じて、生産者自らが販売することで、都市住民
とのふれあいの機会を設ける。農業者は各種共進会や品
評会において、生産技術の向上を図る。
農業祭を実施するにあたり、農業団体代表が農業祭実行
委員会を組織する。農業祭では、各々団体が出店や展示
等を行い、各種共進会、品評会並びに即売会を開催する。
農業祭を通じて、都市住民との交流を深め、地産地消事業
を推進する。

0.38 人
非常勤
特別職

0.00 人 4,500千円 5,548千円

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 500千円 500千円

H29決算額（見込み）

所沢市補助金等交付規則
所沢市農業振興総合対策要綱

雨天により客足が伸びず、売り上
げが減少してしまった。
しかし、フェスティバル全体の来場
者数の減少率に比べ、売り上げの
減少率は大きく落ち込まなかった。

H29年度に改善した点

①農業祭実施

②農業祭実行委員会

③共進会・品評会

売上実績

所沢農産物を生産者が直接販売するイベントに
於いての、所沢農産物の認知度や需要を知る
ために指標を売上実績とした。
目標値はその時期により相場の変化があること
から、前年実績と同様にした。

ステージ上で生産者のＰＲを行うなど、ス
テージの内容を充実させた。
また、天候不順だったが、ステージ上にテ
ントを設置し、最大限ステージを活用した。

２日目が荒天だったため、客足が伸びなかっ
た。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度に設置したステージの内容を拡充
する必要があり、農業者のＰＲ等をステー
ジを使用して積極的に行っていく。

4,500千円

根拠法令 H29予算現額

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

500千円 500千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

1,952千円 臨時職員 0.15 人

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

農業祭開催事業

H29その他職員
従事割合

60 60

48

期間 0.23 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

非常勤
特別職

0.00 人 60 60

2,401千円 臨時職員 0.04 人
①６０人

②５０人

③

H29年度目標 H29実績

220千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 260千円 260千円 ①お茶の講習会への参加
者

②茶摘み体験参加者

③

お茶の淹れ方講習会参加者根拠法令

H29年度に改善した点

市民と茶生産者の交流の場とすることを目的としているた
め、お茶の淹れ方講習会参加者を指標としたい。
目標値としては、講習会で教えることができる人数を定員とし
て設定しているため、募集人数を指標としている。（平成30年
度は会場変更により、定員数の減少）

特になし

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

特になし

有 有

H28決算額 指標名

ところざわ新茶ま
つり開催事業

目標設定の考え方・根拠

A

目的達成に向けて著しく成果が出
ている

H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市補助金等交付規則
所沢市農業振興総合対策要綱

220千円

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

所沢市の特産品である狭山茶の普及宣伝を行うとともに、
市民と茶生産者の交流の場とする。
新茶の時期に合わせ、参加者に航空公園駅前茶園での茶
摘み、市役所庁舎での茶の講演会を実施する。さらに市役
所に来庁する一般市民に市役所西側広場で手揉み茶の実
演、新茶の試飲等を行う。平成２６年度からあわせて新茶
の予約販売を行うこととした。

0.28 人

H29正規職員
人件費

Ｈ８年度～

期間 0.73 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

Ｓ５９年度～ 6,194千円 臨時職員 0.00 人

臨時職員 0.00 人
①４１３区画

②１，２６９，０００円

③

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

50 103

50

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

市民に農作業を体験していただき、農業への理解を深めて
もらうため、市内７箇所に体験農場を設置し、貸し出してい
る。

0.73 人
非常勤
特別職

0.00 人 50 99

利用者への周知は図っているが、体調不良や
怪我等のやむを得ない理由により、除草作業や
農機具残置につながったと考える。

H29決算額（見込み）

特定農地貸付けに関する農地法等の特例に関する法律、
所沢市特定農地貸付規程

2,113千円 2,026千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 762千円 717千円

①貸出区画数

②受益者負担金

③

耕作状況等指導件数

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

ほとんどの利用者は良好な耕作状
況となっているが、一部の利用者に
よる体調不良や怪我等のやむを得
ない理由により、指導実績が目標
値よりも高くなった。

H29年度に改善した点

月１回、全体験農場を巡回し、利用・管理状況に
ついて確認を行っている。
耕作状況が良くない区画について、利用者に伝
え有効利用できるよう改善していただくと共に、
自然とのふれあいや農業への理解の向上を
図っているため、指導件数を指標としている。

平成２８年度から引き続き、巡回等を効率
的・重点的に行い、改善点がある利用者に
は理解が得られるよう丁寧に説明を行っ
た。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

規程の周知徹底や講習会の充実により、
体験農場を有効利用していただけるよう努
めると共に、利用希望者が多いことから計
画的に整備を進め、利用者満足度の向上
に努めていく。

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

体験農場推進事
業

根拠法令 H29予算現額

6,260千円

有 有

有 有



項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　柳田晃芳

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　柳田晃芳

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　柳田晃芳

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　柳田晃芳
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92,463（千円）

期間 0.33 人
非常勤
特別職

H30年度目標

S57～ 2,800千円 臨時職員 0.65 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

2,573千円 臨時職員 0.80 人
①148

②82,481,963

③

H29年度目標 H29実績
商店街は、地域住民はもとより運転免許を
持たない高齢者など、買い物弱者と言わ
れる人達の重要な買い物拠点である。市
民の利便性及び街の魅力づくりのために
も今後も商店街を支援していく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

市内の商店街の振興と活性化を目的とし、補助金交付を
行う。
・共同施設整備事業　補助率：1/3以内
・共同事業　補助率：事業内容により1/2、2/5、1/3以内
・街路灯電気料　　補助率：1/2以内

0.30 人
非常勤
特別職

107,629（千円） 77,044(千円）

各商店街は事業を実施する際には見積もり合
わせ等を行い、予算よりも少ない額で実施が出
来るよう努力するため。

112,295(千円） 85,899(千円）

32,175千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 36,444千円 28,767千円

H29決算額（見込み）

所沢市魅力ある商店街創出支援事業補助金交付要綱

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

補助金交付事務については効率的
な事務運営を行っており、今後も同
様の効果をあげていきたい。

H29年度に改善した点

①事業件数

②総事業費

③

商店街の事業達成度
商店街が実施した事業の総予算額（目標値）に
占める総決算額（実績） 早い段階から年度内の追加要望を受け付

けた。

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

魅力ある商店街
創出支援事業

根拠法令 H29予算現額

40,585千円

期間 0.24 人
非常勤
特別職

H30年度目標

H16～ 2,036千円 臨時職員

H29年度目標 H29実績

地元商店街やボランティアの高齢化が進
み、事業の中心を担うボランティアの強化
が必要なため、広く募集をかけるとともに
育成を図る。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

86,912 93,801

93,801

商業の振興や来街者の増加を図り、中心市街地全体の活
性化を目指す。当施設は、市民の交流の場・情報発信の
拠点として各種の展示のほか、中心市街地でのイベントの
開催も行っている。
【中心市街地活性化拠点施設運営事業として、施設の賃借
料、光熱水費を所沢商工会議所と分担　（所沢商工会議所
負担分：1,000千円)】

0.06 人
非常勤
特別職

73,714 86,912

515千円 臨時職員
①12

②204,000

③

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市中心市街地活性化拠点施設運営要綱 5,000千円 5,000千円

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 5,000千円 5,000千円
①自主事業開催回数

②貸しスペース使用料収入

③

来場者数及び参加者数

指標名

中心市街地商業
活性化事業（野老
澤町造商店負担
金）

目標設定の考え方・根拠

Ｓ

イベントの継続により、着実に市内
外から中心市街地への集客が図ら
れてきている。今後も所沢市の魅
力につながる中心市街地のイベン
トの拠点、情報の発信基地として重
要性は増していくと思われる。

H29年度に改善した点

前年実績を目標値として設定 西武鉄道の協力で、いくつかの駅に主要
イベントのポスターを掲示いただき、市外
からの集客が増加した。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

臨時職員 1,270

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額

1,289 1,270

期間 0.10 人
非常勤
特別職

H30年度目標

S59～ 849千円

市内の商店街等で構成される商店街連合会を支援するこ
とにより、本市の商業振興を図るものである。

0.03 人
非常勤
特別職

1,388 1,289

257千円 臨時職員
①1,270

②11,959,886

③

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市商工団体補助金交付要綱 210千円 210千円

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 210千円 210千円
①会員数

②事業費

③

会員数

所沢商店街連合
会補助金

H29年度に改善した点

平成14年度の1,724店から平成15年度に1,708
店へと減少し、それ以降減少が続いている。目
標値は前年実績。

当商店街連合会の総会に参加し、市や県
の商店街振興施策について、加盟商店会
に情報共有した。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

商店街の減少に歯止めをかけるため、活
性化に向けた取り組みを検討・実施してい
く。

商店街そのものが減少してしまい、会員数
も減ってしまっている。

H28予算現額 H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

所沢市商店街連合会は、市内の多
くの商店街や大型店が加入し、商
店街の振興にとって重要な組織で
ある。商店街振興を図るため、引き
続き同会を支援していきたい。

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H26～ 4,412千円 臨時職員 3

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

中心市街地のにぎわいをもたらすために、
引き続き事業を行う必要があるが、イベン
ト等の担い手発掘のため情報収集を積極
的に行う。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

3

期間 0.52 人
非常勤
特別職

H30年度目標

2

目標達成済3

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

3,344千円 臨時職員
①3

②

③

H29年度目標 H29実績

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

中心市街地における集客事業、資源を活かした取り組み
の支援を目的に、中心市街地の各商店街の区域で実施さ
れる商店街及び中心市街地活性化拠点と連携した事業に
対し補助金交付を行う。
補助額：補助事業経費の2分の1以内（限度額20万円）。
補助回数：同一団体へは3回を限度

0.39 人
非常勤
特別職

4

法定受託事務 法定受託＋附加 800千円 400千円
①補助対象事業数

②

③
中心市街地にぎ
わい創出支援事
業

H29決算額（見込み）

所沢市中心市街地にぎわい創出支援事業補助金交付要
綱

600千円 600千円

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

本補助事業のＰＲにより目標数（予
算限度数）の利用があり、既存事業
（所沢ジャズフェスティバル）に加え
新規事業（「.Makeところざわ」と「神
明宵の市」）立ち上げの支援につな
がった。

H29年度に改善した点

補助対象事業数 予算額600千円（1事業限度額200千円×3事業）
商店街関係者に関わらず、広く市内事業
者と情報交換を行う中で、申請対象なりえ
るイベントに対し、当事業の内容及び申請
方法について案内を行った。

H28年度目標商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

根拠法令 H29予算現額

重要 自治事務

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

無 無

無 無

無 無

有 無
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事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　柳田晃芳

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　柳田晃芳

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　柳田晃芳

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　青木　邦雄

Ｈ２６～ 3,139千円 臨時職員

目標達成済1500

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

4,116千円 臨時職員 0.40 人
①６０

②

③

H29年度目標 H29実績

本イベントへの参加意志の強いお店を増
やすことが課題で、そのために今年度はエ
リアを拡大し、より広く募集をかけた。

本評価対象外事業のた
め無

1323

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

1666

2000

0.37 人
非常勤
特別職

H30年度目標

0千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

中心市街地の活性化に向けて、①街の賑わいづくり、②個
店の認知度アップ、③まちづくりのネットワーク構築、以上３
点を課題に、本市の他、地域の事業者からなる団体等の
代表者などで実行委員会を組織して平成26年度（ＪＡＺＺバ
ルからは平成25年度）より開催。内容は、イベント期間中、
お客様に地域飲食店の自慢のメニューを普段よりお得に
食べ飲み歩きしてもらうもの。

0.48 人
非常勤
特別職

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 679千円
①参加店舗数

②

③

ソラバル開催事業

H29年度に改善した点

参加証の総販売数

街の賑わいづくりや地域個店の知名度アップと
うい事業課題の成果指標として参加者数が適当
だと考える。参加者数は、年々２割以上の増加
を果たしているので、Ｈ３０目標値は、前年より
約２割増とする。

全参加店舗で参加証の販売を取り扱うこと
により、本事業の目的に対する参加店の
意識向上を図った。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

H28決算額 指標名

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

S

目標も上回り、前年比約２６％の参
加証販売数の増加を果たした。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

特になし 0千円

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

期間

679千円 臨時職員

H29その他職員
従事割合

173,954千円 134,661千円

182,913千円

期間 0.08 人
非常勤
特別職

H30年度目標

非常勤
特別職

188,295千円 155,189千円

600千円 臨時職員
①3,338回

②272回

③3,103団体

H29年度目標 H29実績

13,000千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 13,000千円 13,000千円 ①巡回・窓口指導回数

②研修セミナーを開催した
回数

③個人・法人・団体の年度
末会員数

商工会議所一般会計の事業費（千円）根拠法令

H29年度に改善した点

事業計画に基づき事業が実施されているかを示
す。
目標は商工会議所一般会計の予算額、実績は
決算額。

商工会議所において事業所の新規加入を
促すため、会員増強運動を実施した結果、
140件の事業所の新規加入があった。

会員支援のための諸事業は概ね実施された
が、次年度の確実な事業実施のために、繰越し
たため。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

「ところざわサクラタウン」建設工事におけ
る市内事業所の工事受注に関してのとり
まとめ役を担っており、今後も市内で唯一
の地域総合経済団体としての役割が期待
される。

無 無

H28決算額 指標名

所沢商工会議所
補助金

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

市内の商工業の振興を担う団体と
して引き続き補助を行う必要があ
る。
なお、補助事業のあり方について
は、市と共同で実施し市が負担金
を交付する事業と併せて方向性を
検討する必要がある。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢商工会議所補助金交付要綱 13,000千円

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

地域経済の振興と発展を目的に、所沢商工会議所に対し
て補助金の交付を行う。
（団体における実施事業）
○所沢商工会議所一般事業(部会活動、街おこし事業、情
報提供事業、会員組織事業、検定事業等)
○中小企業相談所事業（中小企業経営指導、事業融資受
付、講習会開催、人材育成事業等）

0.07 人

H29正規職員
人件費

S25年度～

期間 0.16 人
非常勤
特別職

H30年度目標

H24～ 1,358千円 臨時職員

臨時職員
①1

②

③

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

2 1

2

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

新規創業者を支援して商業や商店街等の活性化を図るた
め、空き店舗を活用事業を始める者に、事業開始に必要な
初期経費について補助する。
市内商店街の空き店舗を利用し、にぎわいを創出する出店
者を募集し、補助金を交付する。
・補助金額　　経費の1/3以内（限度額120万円）

0.17 人
非常勤
特別職

2 1

市内ではスーパーやコンビニなど多くの店舗が
立ち並び、小売商業は飽和状態になっており、
個人の新規出店は難しい環境になっている。さ
らに、商店街の空き店舗は比較的地代が高く、
新規出店が少ない傾向がある。

H29決算額（見込み）

所沢市空き店舗活用・新規創業支援出店補助金交付要綱 2,400千円 1,200千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,400千円 1,200千円
①開店店舗数

②

③

開店店舗数

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

当該事業利用者へのヒアリングの
結果、事業の仕組みに対しては好
評を得ており、引き続き事業を実施
していきたい。

H29年度に改善した点

予算額1,200,000円×2店舗 不動産事業者や商店街（会）に事業のPR
を実施した。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

平成30年度の県補助事業「ＮＥＸＴ商店街
プロジェクト」において、所沢市が指定さ
れ、和ヶ原商店街や所沢・航空公園・新所
沢の各駅周辺をモデルエリアとして実施し
ていく中で、空き店舗等の活用を検討して
いく際に、本事業の利用について案内す
る。

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

空き店舗活用・新
規創業支援出店
補助事業

根拠法令 H29予算現額

1,458千円

期間 0.60 人
非常勤
特別職

H30年度目標

S63～ 5,091千円 臨時職員 0.30 人

本まつり以外でも、同時期に魅力的なイベントが
増え、客が流れていることも一因と考える。

250,000

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

6,431千円 臨時職員 0.60 人
①200,000

②13

③

H29年度目標 H29実績 まつりの内容は、地域住民や地元商店街
の方々と商工会議所が取りまとめたもの
で、市が負担する運営資金の額は、まつり
に対する支援の姿勢を示すものである。事
業の歴史的経緯や関係者の意向も踏まえ
ながら支援していきたい。

所沢の歴史と文化を後世に伝え、人と人のつながりや、商
店街の活性化を始め、経済効果を生むところざわまつりの
開催の支援を目的とする。実行委員会に対し、開催費を商
工会議所と分担金として負担するとともに、山車運営員会、
イベント運営委員会の事務局を担当。

0.75 人
非常勤
特別職

250,000 170,000

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

200,000

200,000

H29予算現額 H29決算額（見込み）

特になし 4,000千円 4,546千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 4,000千円 5,033千円
①人出

②パレード参加団体

③

ところざわまつり
支援事業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

引き続き、所沢市最大のイベントの
一つである、ところざわまつりを盛り
上げていく。毎年、まつりを楽しみ
にしている人も多く、他市からの来
場者には所沢市をアピールする良
い機会でもある。商工会議所と協
力しながら実施していきたい。

H29年度に改善した点

人出 ところざわまつりに訪れる人出 旧市庁舎の利用が不可となる中、その他
の施設を有効活用し、参加者に不便を与
えなかった。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

根拠法令

無 無

有 無

無 無



第５章　産業・経済  第２節　商業

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　青木　邦雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　青木　邦雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　青木　邦雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　柳田晃芳2

期間 0.11 人
非常勤
特別職

H30年度目標

H25～ 933千円 臨時職員

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

1,629千円 臨時職員
①０

②

③

H29年度目標 H29実績 市内食品事業者が連携して市内の飲食店にお
ける新しい地産地消メニューを開発するなど、本
事業を利用した魅力的な研究事業が行われて
いる。新しい研究事業を対象とする本事業の性
質上申請件数は少ないが、市内商業を支援す
る手段としては有効性が高く、今後も実施してい
く。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

市内商業経営者グループが行う研究事業を募集し、補助
金を交付する。
・対象者　　　市内在住者又は市内に事業所を有する5名
以上で構成する団体
・対象事業　 研究事業に要する調査活動費、研修費、消耗
品費等
・補助金額　 経費の1/2以内（限度額20万円）
同一の研究事業は2回を限度としている。

0.19 人
非常勤
特別職

2 1
新しい研究事業を支援するための事業である
が、新しく経営者グループが組織されることや新
しい研究事業が考案される機会が多くはないた
め、例年申請件数は多くない。更により多くの事
業者を支援するため、中心市街地にぎわい創出
支援事業補助金にも該当する対象者について
は、そちらを案内したことも理由と考える。

2 0

0千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 400千円 200千円

H29決算額（見込み）

商業経営者グループ研究事業補助金交付金

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

ｃ

昨年度は、結果として補助対象者
なしとなったが、引き続き、中心市
街地にぎわい創出支援事業補助金
とあわせて、今後のまちづくりを担う
事業者創出・育成のため、本事業
を積極的にＰＲしていきたい。

H29年度に改善した点

①補助対象研究事業数

②

③

補助対象事業数 予算額200,000円×2グループ 補助対象となりそうな事業や対象となりそ
うな事業実施に興味がありそうな事業者
に、制度をPRした。

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

商業経営者グ
ループ研究補助
事業

根拠法令 H29予算現額

400千円

0.00 人

①3組合

②28組合

H29年度目標

50%

期間 0.06 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

10.7%

H28年度目標 H28実績

S45年度～ 509千円 臨時職員 0.00 人

429千円 臨時職員協同組合を支援することにより協同組合の組織化を促進
し、中小企業の育成及び経営近代化を図ることを目的とし
て、中小企業等協同組合法に基づき設立された企業組合
が、市内の金融機関から融資を受けた場合に、その返済
に要する利子額の25%（上限600万円）を補助する。

0.05 人
非常勤
特別職

0.00 人 50% 11.5%

H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

50%

中小企業等協同
組合資金融通利
子補給事業

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市中小企業等協同組合資金融通利子補給金交付要綱 5,335千円 3,416千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 6,335千円 4,548千円

①制度利用組合数

②対象協同組合数

制度の利用率

目標設定の考え方・根拠

C

本事業に関しては、今後、実績や成果
が見込めず、事業そのものの見直しを
検討する必要があるため。

H29年度に改善した点

制度利用組合数／対象協同組合数
協同組合の組織化を促進するため利用者の増
加を図る。

申請時に、組合の具体的な事業内容等に
ついてヒアリングを行った。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

制度の利用が限られており、他の利子補
給制度が拡充されている中で本制度の見
直しを検討する必要がある。

H29目標値が未達成の理由・分析

全ての対象者に対して周知文書を送付している
が、本事業の申請が少なかった。金融機関から
融資を受けている協同組合が少ないものと考え
られる。

0.00 人 10件

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

5件

期間 0.22 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

S48年度～ 1,867千円 臨時職員

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

1,715千円 臨時職員 0.00 人

①4,600千円

②3,615千円

H29年度目標 H29実績 中小企業は今後も厳しい状況が見込まれ
るため、今後も、埼玉県制度融資の設備
資金利用者に対する利子補給を継続し、
設備投資を行う意欲的な事業者への発展
を支援する。また、市独自の融資件数が
減少しているため在り方を検討していく必
要がある。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

中小企業者の事業振興を図り、経営の合理化・安定化並
びに企業の体質改善に寄与することを目的に、中小企業
者に低利率で融資を行う。
市独自の融資制度は「中小企業支援資金」「特別小口資
金」「災害復興資金」「新規創業支援資金」の4種類。市融
資制度利用者、金融機関、県の設備投資融資の利用者に
対し利子補給を行う。

0.20 人
非常勤
特別職

0.00 人 15件 10件

県の融資や金融機関独自の融資を利用した事
業者が多かったことが考えられる。

10件

H29決算額（見込み）

所沢市中小企業融資規則、所沢市中小企業設備投資融
資利子補給金交付要綱、他

5,300千円 3,615千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 5,160千円 4,422千円

①融資制度新規実行額

②借入事業者、貸付金融
機関への利子補給額

中小企業融資事
業

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

中小企業者が行う資金調達に係る
支援策として一定の効果はある
が、県の融資や金融機関独自の融
資を利用した事業者が多かったこと
が考えられるため。

H29年度に改善した点

融資制度新規利用件数
年度内に市の融資制度が実行された件数を設
定することで、市融資制度を必要としている事業
者の数を示す。

設備投資融資利子補給金（日本政策金融
公庫）の申請の際、申請者が公庫より利子
支払証明書を取り寄せる必要がある。従
前は、直接電話での取り寄せであったが、
インターネット取り寄せ方法がある旨を通
知に記載した。申請者及び公庫担当者の
事務負担の軽減を図った。H28年度目標産業

振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

根拠法令 H29予算現額

期間 0.34 人
非常勤
特別職

H30年度目標

H12年度～ 2,885千円 臨時職員

2,830千円 臨時職員

①166人

②14人

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

313人 166人

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

地域における創業者を支援し、開業率の向上を目指し、地
域の活性化、雇用の確保を図ることを目的として、開業ゼミ
ナール、開業カフェ、専門家による無料個別相談会等、産
業競争力強化法に基づく創業支援事業計画に沿った事業
を展開するもの。

0.33 人
非常勤
特別職

125人 117人

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,640千円 1,470千円

H29決算額（見込み）

特になし
相談や情報提供の機会を増やすた
め、市の相談窓口設置を新たに計
画に盛り込み運用を開始したが、
目標値に比べ実際の相談者が少な
かったため。

H29年度に改善した点

①創業支援対象者数

②創業者数

創業支援対象者数
産業競争力強化法に基づく創業支援事業計画
による。

創業に関して、適切な相談先や支援メ
ニューを紹介する「ワンストップ窓口」を市
に設置し、相談や情報提供の機会を増や
した。

計画の改定後に追加した、市のワンストップ窓
口相談件数については、目標値と実績の間に大
きな乖離が見られたが、その他の事業について
は概ね目標に近い数値であった。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

新規創業は、地域経済の活性化に重要な
役割を果たすことから、今後も商工会議所
と密に連携した創業支援事業を展開して
いく必要がある。

313人

根拠法令 H29予算現額

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

1,970千円 1,910千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

新規開業（創業）
支援推進事業
（新規創業支援事
業）

無 無

無 無

無 無

無 無
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事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　柳田　晃芳

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　柳田晃芳

項目名

□ ■ □

実績

評価者

商業観光課長　柳田　晃芳

期間 0.60 人
非常勤
特別職

H30年度目標

所沢市民間資金等活用事業選定委員会の開催
回数

指標名H28予算現額

旧コンポストセン
ター跡地利活用事
業(COOL JAPAN
FOREST構想事
業)

H29～ 5,091千円 臨時職員

H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

１回 1回

H28実績

２回

COOL JAPAN FOREST構想の周辺環境整備の一環として
旧コンポストセンター跡地を利活用し、バスターミナル、駐
車場、所沢市の物産ＰＲ・販売拠点となるマルシェを作るも
の。

0.11 人
非常勤
特別職

-

①ＰＦＩ手法の導入に向け
て、公募に係る債務負担行
為の設定をした
②

③

H29年度目標

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円
①ＰＦＩ手法の導入

②

③

-

目標設定の考え方・根拠

Ａ

ＰＦＩ手法を活用した施設整備を進
めるため、事業等の選定について、
公平かつ適正に行うため、市条例
で定める所沢市民間資金等活用事
業選定委員会を設置し平成２９年
度中に1回開催した。

H29年度に改善した点

ＰＦＩ手法を活用した施設整備における事業等の
選定について、公平かつ適正に行うため、市条
例で定める所沢市民間資金等活用事業選定委
員会を開催した回数。

ＰＦＩ手法にりよる施設整備を進めることとし
た。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

市の魅力を発信する、魅力的な運営を行
うことができる指定管理者の選定が今後
の課題。

目標達成済

H29目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H29予算現額

943千円

H28決算額

H29決算額（見込み）

特になし 32,000千円 33,601千円

臨時職員

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間 0.17 人
非常勤
特別職

H30年度目標

～ 1,442千円 臨時職員

臨時職員
①2

②

③

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

0 0

0

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

地域社会との融和促進を目的とし、交通協議会を実施す
る。

0.12 人
非常勤
特別職

0 0

目標達成済

H29決算額（見込み）

大規模小売店舗立地法、
埼玉県大規模小売店舗立地法事務処理要綱

0千円 0千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円
①交通協議実施回数

②

③

大規模店舗出店に対する苦情の件数

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

交通協議の実施により、事業者と
警察、市関係各課の調整が図ら
れ、法を順守した円滑な開発が行
われている。

H29年度に改善した点

交通協議の結果、地域住民にとっても良好な開
発が行われているかを測るため

効率化を図るため、会議に必要な資料や
議事録などを今まで以上に事業業者側で
の作成を依頼した。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

-

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

大規模小売店舗
出店協議事業

根拠法令 H29予算現額

1,029千円

期間 0.32 人
非常勤
特別職

H30年度目標

S44～ 2,715千円 臨時職員 0.10 人

目標達成済104

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

1,286千円 臨時職員 0.20 人
①8,447,850

②63,655

③

H29年度目標 H29実績

今後、人件費の増加が見込まれ、一層の
利用者の増加を図っていく必要があり、地
元商店街とともに駐車場の周知宣伝に力
を入れる。

地元商店街への買い物客の利便性を高め、商店街振興を
図ることを目的とする。寿町駐車場及び元町地下駐車場の
２ヶ所を対象とする。
使用料徴収業務及び維持管理は、指定管理者制度によ
り、寿町駐車場は所沢商店街連合会（H28委託料：7,359千
円）、元町地下駐車場は一般社団法人日本駐車場工学研
究会（H28委託料：0千円）に委託している

0.15 人
非常勤
特別職

109 104

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

114

114

H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市寿町駐車場条例、所沢市元町地下駐車場条例 7,370千円 7,552千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 7,360千円 7,714千円
①使用料収入

②実施台数

③

市営駐車場管理
事業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

利用者の増加を図るための取り組
みを行い、地元商店街の利便性に
も役立っている。管理委託料に対し
ての使用料も適正である。

H29年度に改善した点

寿町駐車場の管理委託料に対する使用料収入
の割合

管理委託料に見合った使用料が収入として入っ
ているかどうかを測るため アンケート結果の内容に基づき、指導し

た。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

根拠法令

無 無

無 無

無 無



項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　青木　邦雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　青木　邦雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　青木　邦雄

無 無

無 無

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

無 無

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

活動実績(H29)

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

地域資源活用・も
のづくり総合支援
補助事業

根拠法令 H29予算現額

2,000千円

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

成果指標の目標を達成しており、
一定の成果が挙げられていると考
えられる。

H29年度に改善した点

①補助金交付件数

②補助金交付金額

補助金交付件数（商工会議所取りまとめ分除く） 前年と同様の件数を目指す。
事業者やビジョン策定委員等からの意見
を参考に、地域経済を牽引する事業者の
取組みを支援する制度に改正した（連携要
件の一部緩和、補助率の増加及び審査の
実施が主な変更点）。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,000千円 920千円

H29決算額（見込み）

地域資源活用・ものづくり総合支援補助金交付要綱 1,525千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

市内の製造業者や農業者等の経営基盤の強化と地域経
済の活性化を図るため、市内事業者が連携し、新商品や
サービスの開発及び新たな販路の開拓等を行う際に、その
経費の一部を補助するもの。

0.43 人
非常勤
特別職

0.00 人 3件 3件

目標達成済3件 3件

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

3,687千円 臨時職員 0.00 人

①11件

②1,525千円

H29年度目標 H29実績

H30年度より新制度となるため、事業者へ
の周知が課題となる。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

期間 0.31 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H25年度～ 2,630千円 臨時職員 0.00 人 3件

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

A

成果指標の目標を達成しており、
一定の成果が挙げられていると考
えられる。

H29年度に改善した点

活性化事業回数　展示会・実演会などの回数
展示会・実演会の開催日数により、地場産業と
してのＰＲを実施できているかを示す。 特になし。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 60千円 60千円 ①人形供養祭参加者数

②構成団体数

③構成団体数のうち市内団
体数

所沢人形協会補
助金

H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市商工業団体補助金交付要綱 60千円 60千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

所沢におけるもっとも有名な地場産業である人形工芸の保
護・育成を図ることを目的とし、経常的経費の補助を行う。
　（団体における実施事業）
①年に1度、所沢神明社において人形供養祭を実施
②埼玉伝統工芸会館において、押絵羽子板・ひな人形の
手作り実演を実施
③市庁舎や野老澤町造商店において作品を展示

0.07 人
非常勤
特別職

0.00 人 8回 8回

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

8回

8回

目標達成済8回

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

600千円 臨時職員 0.00 人
①230人

②15団体

③8団体

H29年度目標 H29実績
構成団体の高齢化による事業規模の縮小
が懸念される。
今後については、現状を維持しつつ、引き
続き、認知度を高める支援をしていく必要
がある。

期間 0.09 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

S61年度～ 764千円 臨時職員 0.00 人

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

住宅リフォーム資
金補助事業

根拠法令 H29予算現額

4,974 千円

指標名 目標設定の考え方・根拠

B

住宅リフォーム資金補助事業、三
世代同居等リフォーム資金補助事
業ともに市民の需要と業者の要望
は高いが、補助金の必要性と効果
を見極める必要があるため。

H29年度に改善した点

当事業を行うことによる住宅産業等をはじめとし
た建設業への経済波及効果

住宅リフォーム資金補助金、三世代同居
等リフォーム資金補助事業とも、一層の周
知を図った。広報・ホームページへの掲
載、市内公共施設へのチラシの配架に加
え、記者クラブへの情報提供、金融機関へ
のチラシの配架等を行った。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

所沢市が推進するマチごとエコタウン所沢
構想に基づく「スマートエネルギー補助金」
のエコリフォーム事業との整合性や事業推
進を検討する必要がある。

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 10,000千円 8,949千円

①補助金交付件数

②補助金交付金額

対象工事額

188,531千円

目標達成済

H29決算額（見込み）

所沢市住宅リフォーム資金補助金交付要綱、所沢市三世
代同居等リフォーム資金補助金交付要綱

10,000千円 9,667千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

199,452千円

180,000千円

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

・地域経済の活性化と市民の居住環境の向上を目的とし
て、市内の施工業者を利用して住宅リフォームを行う場合
にその経費の一部を補助する。
・三世代同居を推進することによる高齢者の孤立防止や子
育て支援、ひいては家族の絆の再生と定住促進を図ること
を目的として、市内の施工業者を利用して三世代同居のた
めに住宅のリフォームを行う場合にその経費の一部を補助
する。

0.58 人
非常勤
特別職

0.00 人 180,000千円

H23年度～ 4,158千円 臨時職員 0.00 人

臨時職員 0.00 人

①100件（19件）
　　（）内は三世代分
②6,752千円（2,915千円）
　　（）内は三世代分

H29年度目標 H29実績

第５章　産業・経済  第３節　工業

期間 0.49 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

180,000千円

H28決算額



項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　柳田晃芳

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　柳田晃芳

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　柳田晃芳

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　柳田晃芳

第５章　産業・経済  第４節　観光

15

期間
非常勤
特別職

H30年度目標

Ｓ４７～ 0千円 臨時職員 0.10 人

0千円 臨時職員 0.00 人
①１６名

②なし

③

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

15 16

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

航空発祥の地に関連する航空資料について、調査収集及
び保存をすることで、永く後世に伝え、市内外に周知・宣伝
をしている所沢航空資料調査収集する会に対して補助金を
交付した。

非常勤
特別職

15 14

目標達成済

所沢航空資料調
査収集する会補
助金

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市観光団体補助金交付要綱 50千円 222千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 100千円 100千円
①史跡巡りツアー参加人数

②資料収集数

③

史跡巡りツアー参加人数

目標設定の考え方・根拠

Ａ

史跡巡りツアーの人数は、目標に
達しているものの、今後は開催日を
増やし、さらなる『航空発祥の地』の
PRに繋げていく

H29年度に改善した点

航空発祥の地　所沢の航空資料を調査・収集及
び保存することで永く後世に伝え、内外に周知・
宣伝していく

所沢市民フェスティバルにおいて『航空発
祥の地　所沢』を広くPRし、冊子等を配布
した。このことにより、会員数が増えた。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

所沢航空記念公園内には数多くの航空関
する史跡が残っているが、案内看板等が
なく、観光客等に不便をかけていた。案内
文（案）を作成し案内看板の設置に向け県
と協議していく

7,000,000

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

5,527,592

期間 0.66 人
非常勤
特別職

H30年度目標

S28年度～ 5,600千円 臨時職員

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

7,289千円 臨時職員 0.30 人
①2,226人

②0人

③16,000部

H29年度目標 H29実績

さらなる観光振興を図ることを目的として、
所沢市観光協会の法人化に向けて、検討
準備委員会を設置し、法人化に取り組む。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

所沢の魅力を市内外に広くＰＲし、観光客の誘致を図る活
動をしている所沢市観光協会に補助をすることにより、市
のイメージアップや観光客増加、賑わいの創出、地域の活
性化を図っている。

0.85 人
非常勤
特別職

6,400,000 5,502,518

市民フェスティバルが雨天により、人出が減った
た為。

6,700,000

H29決算額（見込み）

所沢市観光団体補助金交付要綱 2,370千円 2,370千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,370千円 2,804千円 ①無料バス乗客数

②所沢民謡まつり参加人数

③観光パンフレット発行部
数

観光振興対策事
業

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

　既存の観光資源の魅力を高める
取り組みや、新たな観光資源の創
出・発掘の取り組みを積極的に行っ
た。
　一方で、荒天等の影響により実績
は目標の約8割にとどまったため。
　引き続き、多くの方に所沢市を訪
れ・楽しんでもらえるよう、関係機関
とも連携しながら、所沢市の魅力の
向上に努めていく。

H29年度に改善した点

観光入込客数 毎年30万人の増加を目標とした。 さらなる観光振興を図ることを目的として、
所沢市観光協会の法人化に向けて法人化
検討委員会を設置し、調査研究を始めた。

H28年度目標商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

根拠法令 H29予算現額

期間 0.41 人
非常勤
特別職

H30年度目標

H26年度～ 3,479千円 臨時職員 0.30 人

3,859千円 臨時職員 0.05 人
①１４人

②２２件

③３７６人

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

15 22

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

所沢市の文化・歴史について後世に語り継ぐ体制を整える
とともに、来街者等に所沢への理解を深め、愛着を持って
もらうように、市内の文化・歴史とともに観光スポットを紹介
できる市民ボランティアによる「所沢観光コンシェルジュ」を
養成し、活動していただくものである。

0.45 人
非常勤
特別職

10 10

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 249千円 178千円

H29決算額（見込み）

観光立国推進基本法 あらゆる広報媒体を利用して、観光
コンシェルジュについてのPRをして
いく。

H29年度に改善した点

①観光ガイド登録者

②ガイドツアー申込件数

③ガイドツアー参加者

ガイドツアー申込件数
所沢市の文化・歴史について後世に語り継ぐ体
制を整えるとともに、来街者等に所沢への理解
を深め、愛着を持ってもらうものである。

平成２６年度の１期生から平成２８年度の
３期生まで、マンネリ化した資料を個々に
追加してもらいガイドを行った

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

外国語講座等を開催し「所沢観光コンシェ
ルジュ」のスキルアップを図る。また、現在
の『航空公園コース』『旧町コース』に、新
たに２コース程度新設する

20

根拠法令 H29予算現額

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｓ

236千円 731千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

26,728千円 臨時職員 1.60 人

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

観光コンシェル
ジュ養成事業

H29その他職員
従事割合

6,700,000 5,527,592

7,000,000

期間 3.15 人
非常勤
特別職

H30年度目標

非常勤
特別職

6,400,000 5,502,518

26,240千円 臨時職員 1.65 人
①22,000冊

②74件

③0名

H29年度目標 H29実績

6,345千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,597千円 4,515千円
①観光マップ作成部数

②ロケ地紹介実績

③観光大使就任数

観光入込客数根拠法令

H29年度に改善した点

毎年30万人の増加を目標とした。 所沢市観光大使をつとめるJAY’S
GARDENと埼玉ブロンコスについて、平成
２９年度中に更新の委嘱をした。

市民フェスティバルが雨天により、人出が減った
た為。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

所沢市の魅力が効果的に発信できるよう、
フェイスブック等の様々なツールを活用し
て、観光情報の提供を行うと共に、観光大
使やロケーションサービスを通じて、所沢
市の魅力発信を行っていく。

無 無

H28決算額 指標名

観光魅力発信事
業

目標設定の考え方・根拠

B

　既存の観光資源の魅力を高める
取り組みや、新たな観光資源の創
出・発掘の取り組みを積極的に行っ
た。
　一方で、荒天等の影響により実績
は目標の約8割にとどまったため。
　引き続き、多くの方に所沢市を訪
れ・楽しんでもらえるよう、関係機関
とも連携しながら、所沢市の魅力の
向上に努めていく。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

観光立国推進基本法 4,458千円

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

所沢を訪れようとする観光客の増加を図ることを目的とし
て、所沢市の魅力や散策コースを紹介する観光マップ、観
光ガイド、市ホームページ、フェイスブック等で観光ＰＲをし
ている。
また、所沢市観光大使やロケーションサービスの推進、プ
ロスポーツチームの支援を通じて、所沢市の魅力発信を図
る。

3.06 人

H29正規職員
人件費

H17～

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

活動実績(H29)

無 無

無 無

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

無 無

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの



第５章　産業・経済  第４節　観光

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　柳田　晃芳

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　柳田　晃芳

H30年度目標

臨時職員 ①7か所設置

②４名参加

③トトロの森1号地・3号地
等に隣接する市有地に設
置 7,000,000

期間 0.30 人
非常勤
特別職

Ｈ29～ 2,546千円 臨時職員

0千円

5,502,518　「ところざわサクラタウン」の完成や東京オリンピック・パラ
リンピックの開催を控え、訪日外国人観光客の増加が見込
まれることから、受入環境の整備を実施する必要がある。
　この機会を捉えて、インバウンド対策を含めた魅力的な
観光振興策を推進していくため、本事業により、ダイア圏域
や狭山湖周辺といった広域的な連携の取組を行うととも
に、民間企業の持つノウハウも生かした情報発信を積極的
に行い、ハード・ソフト両面から環境整備を行うものである。

非常勤
特別職

荒天のため、市民フェイティバルの人出へ影響
が出たこと及び西武園ゆうえんちの火災による
休園期間が発生したため。

6,700,000 5,527,592

4,556千円 3,748千円

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

6,400,000

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標

①多言語に対応した観光
案内板の設置
②訪日旅行取扱会社等招
聘モニターツアーの実施
③散策路トイレ設置

観光入込観光客

H28決算額 指標名

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

B

　既存の観光資源の魅力を高める
取り組みや、新たな観光資源の創
出・発掘の取り組みを積極的に行っ
た。
　一方で、荒天等の影響により実績
は目標の約8割にとどまったため。
　引き続き、多くの方に所沢市を訪
れ・楽しんでもらえるよう、関係機関
とも連携しながら、所沢市の魅力の
向上に努めていく。

H29年度に改善した点

毎年30万人の増加を目標とした。
平成29年新規事業

東京オリンピック・パラリンピックが開催さ
れる2020年にむけ、さらに増加が見込ま
れる訪日外国人観光客への対応を向上さ
せていくため、庁内の関係所属及び市内
の観光・商業の関係団体と多角的な検討
を行っていく。

H29目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28その他職員
従事割合

H29決算額（見込み）

H28実績商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

外国人観光客受
入整備事業

0.34 人
非常勤
特別職

H29予算現額

観光立国推進基本法

期間 0.29 人
非常勤
特別職

事業の目的及び具体的な内容

6,700,000 5,527,592

7,000,000

H30年度目標

Ｈ７～ 2,461千円 臨時職員

市内の観光スポットの魅力を維持し、より発展させると共
に、観光客の利便性を高めることを目的としている。具体的
内容は次のとおり。
・狭山湖駐車場観光トイレ管理
・航空記念公園展示用輸送機維持管理
・東川桜並木ライトアップ
・観光案内版修繕
・道標修繕

6,400,000 5,502,518

2,916千円 臨時職員
①310日

②14日

③72,155台

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

観光立国推進基本法 8,995千円 8,024千円

H28正規職員
人件費

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 9,611千円 8,185千円 ①トイレ清掃日数

②桜並木ライトアップ日数

③狭山湖利用駐車場利用
台数

観光入込観光客

目標設定の考え方・根拠

B

　既存の観光資源の魅力を高める
取り組みや、新たな観光資源の創
出・発掘の取り組みを積極的に行っ
た。
　一方で、荒天等の影響により実績
は目標の約8割にとどまったため。
　引き続き、多くの方に所沢市を訪
れ・楽しんでもらえるよう、関係機関
とも連携しながら、所沢市の魅力の
向上に努めていく。

H29年度に改善した点

毎年30万人の増加を目標とした。 計画的な修繕が行えるよう道標の現地確
認を実施した。

荒天のため、市民フェイティバルの人出へ影響
が出たこと及び西武園ゆうえんちの火災による
休園期間が発生したため。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

市内の、既存の観光資源を訪れる方が増
加するよう、関係機関と課題の把握と対応
策の検討を行い、必要な施設整備を進め
ていく。
また、さらに増加が見込まれる訪日外国人
観光客への対応についても、検討を行って
行く。

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

観光拠点等施設
整備事業

無 無

無 無



項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　青木　邦雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　青木　邦雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　青木　邦雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　青木　邦雄

第５章　産業・経済  第５節　労働・雇用環境

S54年度～ 2,206千円 臨時職員 0.00 人

H29その他職員
従事割合

１０件 ８件

１０件

期間 0.26 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

非常勤
特別職

0.00 人 １４件 ７件

2,144千円 臨時職員 0.00 人
①７人

②１事業所

③

H29年度目標 H29実績

106千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 186千円 105千円 ①技能功労者褒彰者数

②障害者雇用褒彰事業所
数

③

被表彰者数及び被表彰事業所数根拠法令

H29年度に改善した点

技能功労者表彰者数及び障害者雇用優良事業
所表彰団体数の合計を目標値として設定

前年度に引き続き、表彰式の日程を所沢
市表彰の翌日として、会場設営時間の短
縮や、フラワーアレンジメントの再利用によ
り事業用消耗品費の節減につなげた。
また、契約課所管の「所沢市優秀建設工
事等受注者表彰式」との合同開催により、
事務の軽減を図った。

広報誌、ホームページ、事業者向けメールマガ
ジンなどを利用した周知のほか、市内事業者団
体へ推薦依頼をしたが、対象となる技能者が
年々減少しており８件に留まった。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

市全体で、同時期の表彰式を合同で開催
することで更なる効率化を図っていくよう検
討していく。
また、技能尊重の気運の向上や障害者雇
用の更なる推進が図れるよう工夫してい
く。

無 無

H28決算額 指標名

技能功労者及び
障害者雇用優良
事業所表彰事業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

技能功労者を表彰しその功績をた
たえることは、技能尊重の気運を高
めるとともに、技能者の励みになる
ものであり意義は大きい。また、障
害者雇用優良事業所の表彰は障
害者雇用の促進や職業安定につな
がる啓発効果があり、両事業ともに
今後も引き続き実施していく。

所沢市技能功労者表彰規則、所沢市技 H29予算現額 H29決算額（見込み）

能功労者表彰選考委員会設置要綱、所沢市障害者雇用
優良事業所表彰要綱

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

171千円

技能者の勤労意欲及び資質の向上を図り、技能尊重の機
運を高めるとともに、市内事業所における障害者雇用の促
進を図ることを目的とし、技能功労者及び障害者雇用優良
事業所を表彰するもの。

0.25 人

H29正規職員
人件費

期間 0.03 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

S58年度～ 255千円 臨時職員 0.00 人

臨時職員 0.00 人
①3回

②1回

③273人

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

2.0倍 2.5倍

2.0倍

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

地域における雇用の安定と地域産業の発展を図るため、
雇用対策事業に取り組む所沢地区雇用対策協議会に対
し、補助金を交付する。

0.04 人
非常勤
特別職

0.00 人 2.0倍 2.0倍

目標達成済

H29決算額（見込み）

所沢地区雇用対策協議会補助金交付要綱 150千円 150千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 150千円 150千円 ①就職面接会実施回数

②求人説明会・就職相談会
実施回数

③就職面接会参加人数

3月末時点の市内有効求人倍率

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

S

成果指標の目標を達成しており、
一定の成果が挙げられていると考
えられる。

H29年度に改善した点

市内有効求人倍率を設定することで、地域にお
ける雇用の安定と地域産業の発展示す。 特になし

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

この団体は、若年労働力の確保・定着促
進・雇用改善などの取り組みをはじめ、高
齢者や障害者の雇用促進を図っており、
雇用対策事業等を実施する団体に対する
支援として、必要性が高い事業と考える。

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

所沢地区雇用対
策協議会補助金

根拠法令 H29予算現額

343千円

期間 0.03 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

S57年度～ 255千円 臨時職員 0.00 人

訓練者は、一般の受付けは行わず、会員である
中小企業からの推薦により決定することとなって
おり、市の目標人数に達しなかった。

6人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

257千円 臨時職員 0.00 人
①１団体

②1,450時間

③

H29年度目標 H29実績

埼玉県が認定する職業訓練校に対する補
助であり、高い技能を持った職業人の育成
を支援し、雇用に繋げるという観点から、
必要性が高いものと考える。

職業訓練の効果的促進により、労働者の能力開発及び資
質の向上を図るため、市内の職業訓練法人に補助金を交
付する。

0.03 人
非常勤
特別職

0.00 人 10人 5人

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

3人

6人

H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市職業訓練法人補助金交付要綱 90千円 90千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 90千円 90千円
①補助団体数

②訓練時間数

③

職業訓練法人補
助金

目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標の目標を下回ってはいる
ものの、受講者全員が高い技術を
身に着けて卒業しており、一定の成
果が挙げられていると考える。

H29年度に改善した点

訓練人数
職業訓練校埼玉ファッションアカデミーにおける
訓練人数を設定したものである。 特になし

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

95%

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

根拠法令

期間 0.26 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H12年度～ 2,206千円 臨時職員 0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

2,144千円 臨時職員 0.00 人
①１２回

②１１７人

③

H29年度目標 H29実績

市民ニーズに合わせて、就職活動や勤労
者のスキルアップに繋がるような講座とな
るよう、内容を見直しながら引き続き事業
を実施していく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

就業希望者の就職支援及び中小企業勤労者等のキャリア
アップを目的としたパソコン講座を開催する。
なお、ハローワークにおいて一定期間内に求職活動をして
いる失業者については、求職活動証明書の提出により、受
講料（一部負担金）4,000円を免除とする取扱いを行う。

0.25 人
非常勤
特別職

0.00 人 95% 95%

目標達成済95% 98%

924千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 924千円 924千円

H29決算額（見込み）

特になし

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標の目標を達成しており、
一定の成果が挙げられていると考
えられる。

H29年度に改善した点

①講座開催回数

②講座受講人数

③

受講率

受講人数／定員×１００
実施会場のパソコン設置数を定員としており、可
能な限り多くの方が受講できるよう、受講率を目
標として設定する。

市の電子申請システムの変更にあわせ
て、申請者が利用しやすく、また申請項目
がもれなく登録できるように入力項目等の
見直しを行った。

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

就業援助技能講
習事業

根拠法令 H29予算現額

924千円

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

無 無

無 無

無 無
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事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　青木　邦雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　青木　邦雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　青木　邦雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　青木　邦雄

期間 0.13 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H10年度～ 1,103千円 臨時職員 0.00 人

臨時職員 0.00 人
①1,073人

②413事業所

③24,323円

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

1,210人 1,073人

1,210人

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

市内の中小企業の勤労者とその事業主の福利厚生の充
実を図るため、所沢市中小企業勤労者福祉サービスセン
ターが設立され、所沢市と国からの補助金を管理費とし、
会員からの会費を事業費として事業を開始した。
平成22年度を最後に、国からの補助金交付がなくなったた
め、平成23年度から所沢市が単独で補助金を交付してい
る。

0.25 人
非常勤
特別職

0.00 人 1,270人 1,077人

事業主の高齢化による廃業などにより、脱退す
る事業所が増えていること、また、社員の福利
厚生を充実するまでに業績が回復していない事
業所が多く、新規加入が伸びていない。

H29決算額（見込み）

所沢市中小企業勤労者福祉サービスセンター事業補助金
交付要綱

10,004千円 10,002千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 10,004千円 10,002千円
①会員数

②会員事業所数

③利用者一人あたり利用額

会員数

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

市内中小企業の勤労者とその事業
主の福祉の向上のため、当セン
ターの必要性は高いが、会員事業
所からの会費のみで運営すること
は困難なため、今後も継続した支
援が必要である。

H29年度に改善した点

事業のスケールメリットを活かすために、会員数
の増加を目指す

加入促進のためのチラシの配布や市内事
業所向けメールマガジンの配信、事業所
訪問時のPRなどにより、市内事業所に向
けた広報を行った。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

自社で十分な福利厚生事業を実施するこ
とが困難である中小企業や小規模事業者
の福祉の向上のために必要な事業である
が、周知が行き届いていないと考えられる
ことから、周知方法を見直しながら、引き
続き事業を実施していく。

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

勤労者福祉推進
事業

根拠法令 H29予算現額

2,144千円

期間 0.17 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H25年度～ 1,442千円 臨時職員 0.00 人

補助対象となる法定雇用率を超える雇用が少な
いこと、事業者への周知が行き届いていないこ
となどが考えられ、障害者を雇用するための業
務のマッチングが課題となっている。

3人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

2,230千円 臨時職員 0.00 人
①0事業所

②0件

③0人

H29年度目標 H29実績
市内事業者の障害者雇用率は依然として
低く、市内事業者や関係する支援機関等
に対する新たな要綱改正の内容を含めた
制度の周知を進めながら、引き続き事業を
実施していく。

障害者の雇用の場の確保と事業者の社会的責任の向上を
促し、共生社会の実現に資することを目的に、市内事業者
が、障害者を雇用する場合等に要する経費に対し、補助金
（事業補助金・雇用助成金・職場実習奨励金）を交付するも
の。

0.26 人
非常勤
特別職

0.00 人 3人 1人

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

0人

3人

H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市障害者雇用推進企業支援補助金交付要綱 750千円 0千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 750千円 40千円
①補助制度利用事業所数

②補助制度利用件数

③補助制度を利用し雇用し
た障害者数

障害者雇用推進
企業支援事業

目標設定の考え方・根拠

B

障害者の雇用の場の確保のために
必要な事業であるが、成果が出る
までに時間がかかる事業である。ま
た、法定雇用率を超えた場合を対
象としているが、こうした事業所は
少ないのが現状であり、障害者を
雇用するための業務のマッチング
が課題となっている。

H29年度に改善した点

補助制度を利用し雇用した障害者数
障害者の雇用の場の確保を目的としているた
め、補助制度を利用し雇用した障害者数を目標
値とする。

雇用助成金に関する要綱改正に合わせて
チラシのレイアウトなどを見直し、制度概
要や手続きの流れを分かりやすくした。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

75%

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

根拠法令

期間 0.27 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

S52年度～ 2,291千円 臨時職員 1.00 人

2,058千円 臨時職員 1.00 人
①136人

②91件

③44事業所

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

75% 67%

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

家庭外での就労が困難である等の理由により、内職を希
望する市民に対する就業機会の拡大を図るため、内職相
談員を配置し、内職求人事業所の募集、受付、登録及び市
民に対する相談、受付、あっせん業務を行う。

0.24 人
非常勤
特別職

0.00 人 75% 68%

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,912千円 1,372千円

H29決算額（見込み）

特になし

Ａ

成果指標を概ね達成しており、一
定の成果が挙げられていると考え
られる。

H29年度に改善した点

①新規登録求職者数

②内職のあっせん件数

③登録事業所数

内職あっせん率
内職あっせん件数/新規登録求職者数×100
内職の相談件数や登録者数は雇用情勢等に左
右されやすいため、登録者数ではなくあっせん
率を目標値としている。

内職希望者に提示する「求人カード」（事業
所の詳細情報）を、これまでよりもわかりや
すいものになるようレイアウト変更した。
また、事業所向けの内職アンケートを差し
込み印刷に対応させ、事務の効率化を
図った。

多くの内職希望者が事業所による品物の運搬を
希望するが、運搬可能な事業所が不足している
など、内職者の求める事業所の条件と事業所が
求める内職者の条件が折り合わず、あっせんに
繋がらないケースが多い。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

身体や家庭の事情等によって家庭外の就
労が困難な就労希望者は一定数おり、内
職あっせんのニーズは依然として高いた
め、事務の見直しやマニュアルの更新を行
うなど、事務の効率化を図りながら引き続
き事業を実施していく。

内職相談事業

根拠法令 H29予算現額

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

1,641千円 1,631千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

期間 0.06 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H6年度～ 509千円 臨時職員 0.00 人

臨時職員 0.00 人
①533万円

②5人

③55人

H29年度目標 H29実績
勤労者福祉の増進や、失業者の再就職支
援として必要な事業であるが、周知が行き
届いていないと考えられることから、周知
方法等を見直しながら、引き続き事業を実
施していく。

H29その他職員
従事割合

1,148千円 539千円

971千円

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

勤労者の住宅補修資金及び勤労者が失業した場合の就
職活動資金について、それぞれ低利率または無利息の貸
付けを行うことで、勤労者福祉の向上や失業者の就職促
進を図る。

0.23 人
非常勤
特別職

0.00 人 1,090千円 696千円

1,972千円

H29決算額（見込み）

金貸付要綱、所沢市三世代同居勤労者住宅補修資金利子補給金
交付要綱、所沢市失業者就職活動資金貸付金保証料補助金交付
要綱

1,148 539

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,163 696

①新規貸付実行額

②新規利用者数

③年度末貸付者数

利子補給額及び保証料補助額

目標設定の考え方・根拠

B

勤労者福祉の増進や失業者の再
就職支援として必要な事業であり、
制度の周知方法を工夫しながら利
用促進を進めていくことが必要であ
る。

H29年度に改善した点

当事業利用者の金利負担等軽減分

ホームページやパンフレットの内容が利用
希望者に分かりやすくなるよう随時見直し
ている。
貸付制度のパンフレットとあわせて、「住宅
リフォーム資金補助金」の制度と一体と
なったチラシも作成し、市内の公共施設、
市内施工事業所等にも配布した。

利用者の繰り上げによる償還が進み、貸付残高
が減少したことにより、利子補給額も減少したこ
と、また、失業者就職活動資金制度の新規申込
がなかったため。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

根拠法令
所沢市勤労者住宅補修資金貸付規則、所沢
市勤労者等融資制度資金利子補給金交付要
綱、所沢市失業者就職活動資

H29予算現額

H29正規職員
人件費

H28決算額 指標名

勤労者等貸付事
業

無 無

無 無

無 無

無 無
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事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　青木　邦雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　青木　邦雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　青木　邦雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　青木　邦雄

期間 0.12 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H11年度～ 1,018千円 臨時職員 0.00 人 １８人

1,715千円 臨時職員 0.00 人
①１２日

②

③

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

２４人 １９人

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

労働者及び事業主が抱えている仕事に関する様々な悩み
や疑問を解決することにより、労働環境の向上を図るた
め、社会保険労務士を相談員として労働に関する相談事
業を実施する。

0.20 人
非常勤
特別職

0.00 人 ２４人 ２０人

市の労働相談は月１回の開催であり、至急の相
談や開催日以降の相談は国や県の労働相談事
業を紹介しており、その分は市の相談実績とは
していないため。

一般労働相談事
業

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

特になし 156千円 156千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 156千円 156千円
①一般労働相談開催日数

②

③

相談者数

目標設定の考え方・根拠

B

労働者及び事業主の抱える仕事に
関する悩みや疑問の解決は、労働
環境の向上につながるものであり、
また無料で利用可能な相談ニーズ
は高いことから今後も継続して実施
することが必要である。

H29年度に改善した点

市の労働相談を実際に利用した人数
前年度に引き続き、実施日を毎月第３金
曜日とし募集期間を長くとった。また、年間
スケジュールを記載したチラシを作成し配
布するとともに、ホームページや事業者向
けメルマガにも掲載した。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

利用者に利用しやすい日程や時間帯で開
催できるよう、今後も引き続き検討する。

0.00 人 １００人

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

１０７人

期間 0.16 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

S５７年度～ 1,358千円 臨時職員

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

1,887千円 臨時職員 0.00 人
①６回

②１９７人

③

H29年度目標 H29実績 埼玉県と調整しながら、受講者のニーズに
応えられる講座となるよう事業を進めてい
く。また、これから社会に出ていく学生に対
し、働くことに関する基本的な制度を理解
するきっかけとなる講座を新たに開催する
ための検討を行っている。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

労働をめぐる様々なトラブルを未然に防ぐためには、労使
双方が労働関係法令や制度の知識を身につけ、適正な就
労環境を築いていくことが重要であることから、埼玉県との
共催により、労働法の基礎知識や安全衛生を学ぶための
セミナーを開催する。

0.22 人
非常勤
特別職

0.00 人 １００人 １２２人

目標達成済１００人

H29決算額（見込み）

特になし 141千円 117千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 160千円 119千円
①開催回数

②受講者数(延べ人数)

③

労働セミナー開催
事業

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

日常の労働が適切に行われること
や、事業所内で労働者の健康と安
全管理を担当する者が現場に対し
て認識を深め、問題点の正しい理
解を通じて安全衛生の維持・向上
を図ることが、労働者の健康を守る
だけでなく、生産性の向上や社会
の発展にもつながる。

H29年度に改善した点

勤労者及び使用者の受講者数
受講者数のうち、勤労者及び使用者である受講
者数

労働安全衛生講習会について、従来から
実施してきたメンタルヘルス講座に加え
て、新たに働き方改革をテーマとした講座
を実施した。

H28年度目標産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

根拠法令 H29予算現額

期間 0.30 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

S63年度～ 2,546千円 臨時職員 0.00 人

4,288千円 臨時職員 0.00 人
①9,852件

②10,693人

③

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

50% 52.60%

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

勤労者等の文化、教養及び福祉の増進を目的として設置
され、現在は指定管理者が運営している。
施設内の会議室等の貸し出しを行うとともに、各種自主事
業を実施している。

0.50 人
非常勤
特別職

0.00 人 50% 52.90%

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 31,214千円 31,200千円

H29決算額（見込み）

ラーク所沢条例、ラーク所沢条例施行規則 成果指標の目標を達成しており、
一定の成果が挙げられていると考
えられる。

H29年度に改善した点

①年間利用件数

②トレーニングルーム利用
者数

③

年間利用率(各部屋平均)
年間利用件数／総利用区分数（9施設×6区分
×開館日数）

市内事業所へのメルマガ配信やチラシ配布により施
設周知を図った。また、指定管理者による施設の修繕
状況を適切に把握するため報告書様式を見直すとと
もに、指定管理期間の更新にあわせて実施された、ト
イレの改修、ホール照明の無電極化、トレーニングマ
シンの入替え等、指定管理者の応募時の提案事項が
速やかに実施されるよう助言し、進捗状況の確認を随
時行った。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

利用者のニーズに応じた施設運営や自主事業等を工
夫し利用者の増加を図る。また、指定管理者の応募
時の提案事項の進捗状況や、施設の修繕や定期点
検等が適正に行われているか等、定期的に確認して
いく。更に、平成30年度は外壁改修工事を予定してい
ることから、工事期間中の休館の周知と共に、工事終
了後の利用者の回復に向けた周知を行う。50%

根拠法令 H29予算現額

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

30,183千円 30,175千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

1,442千円 臨時職員 0.00 人

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

ラーク所沢運営事
業

H29その他職員
従事割合

16事業所 16事業所

16事業所

期間 0.17 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

非常勤
特別職

0.00 人 16事業所 26事業所

1,801千円 臨時職員 0.00 人
①697人

②83事業所

③

H29年度目標 H29実績

8,679千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 9,500千円 8,786千円
①補助対象者数

②補助対象事業所数

③

新規加入事業所数根拠法令

H29年度に改善した点

加入は事業所単位で行われることから、新規に
加入した事業主の数を目標値とする。

申請期限の間際になっても申請書の提出
がない事業所に対して、再度申請案内を
送付したことにより、漏れなく申請を受け付
けることができた。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

中小企業の労働者の処遇改善に有効な
事業であるため、周知方法等を見直しなが
ら、引き続き事業を実施していく。

無 無

H28決算額 指標名

中小企業退職金
共済掛金等補助
事業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標の目標を達成しており、
一定の成果が挙げられていると考
えられる。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市中小企業退職金共済掛金等補助金交付要綱 9,500千円

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

中小企業に勤務する常用労働者及びパートタイム労働者
の福祉の向上、雇用の安定及び中小企業の振興を図るこ
とを目的に、市内事業所が退職金共済制度に新規加入し
た場合に、3年間を限度とし、1年間に支払った共済掛金
（従業員1人当たりの月額掛金が1万円を超える場合は1万
円を限度とする）の20％以内で補助金を交付する。

0.21 人

H29正規職員
人件費

H元年度～

無 無

無 無

無 無



第５章　産業・経済  第５節　労働・雇用環境

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　青木　邦雄

H29その他職員
従事割合

労働者の生活向上、福祉の増進及び雇用の安定を図るこ
とを目的として活動をしている団体に対し、補助金を交付す
る。

～ 7,500人

7,500人
①27回

②2回

③
期間 0.03 人

非常勤
特別職

勤労者団体の組織率は年々減少傾向にあるた
め。

6,436人

255千円

429千円 臨時職員 0.00 人 H29実績

臨時職員 0.00 人

0.00 人 7,500人

0.00 人 H30年度目標

H29年度目標

①所沢地区労働組合協議
会活動実績（労働相談・平
和活動・春闘等活動回数）
②連合埼玉西部第四地域
協議会活動実績（フォーラ
ム等実施回数）
③

組合員数

H28年度目標 H28実績

610千円

H29決算額（見込み）

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 742千円 620千円

H29年度に改善した点

H28正規職員
人件費

特になし

6,412人
事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

成果指標を概ね達成しており、一
定の成果が挙げられていると考え
られる。

本件補助金については、勤労者団体の運
営費の補助として支出しているが、事業内
容及び事業の効果などを検証するととも
に、近隣市の対応や状況についても調査
していく。

H28その他職員
従事割合

当該団体の目的が、労働者の生活向上や福祉
の増進及び雇用の安定を図ることとしているた
め、同活動に取り組む組合員数を指標としてい
る。

H29目標値が未達成の理由・分析産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般 0.05 人

H28予算現額

非常勤
特別職

勤労者団体補助
金

根拠法令 H29予算現額

所沢市勤労者団体補助金交付要綱

事業の目的及び具体的な内容

639千円

H29正規職員
人件費

無 無



項目名

■ □ □

実績

評価者

環境政策課長　大舘　真哉

項目名

■ □ □

実績

評価者

環境政策課長　大舘　真哉

項目名

■ □ □

実績

評価者

給水管理課長　村田　孝之

第６章　環境・自然

無

実施計画ランク

最優先

小水力発電設備整
備事業

期間

H28年度～H50年度

マチごとエコタウン
所沢構想推進事業

期間

Ｈ26年度～Ｈ30年度

給水
管理
課

実施計画ランク

重要

環境基本計画推進
事業

期間

H11年度～

実施計画ランク

環境
影響

18,800

成果

成果指標

H28実績

環境基本計画に掲げる望ましい環境像の
実現のため、今後も計画に基づき各種施
策の推進を図る。

A
H28年度目標

最優先

集計中

事務事業名称 事業概要（全体）

1.65 人

H29決算額（見込み）

14,000千円

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題活動実績(H29)

法定受託＋附加

再生エネルギーの導入を基本方針のひとつとしてい
るマチごとエコタウン所沢構想の趣旨を踏まえ、水道
管の中を流れる水の勢いでタービン（水車）を回して
発電する小水力発電設備を東部浄水場に設置する
ものである。

H29年度目標

233,333Kwh/年0.00 人臨時職員

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

環境
政策
課

環境
政策
課

H28正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

環境基本計画に掲げる「豊かなみどり　あふれる笑
顔　みんなで明日をつくるまち　ところざわ」の実現の
ため、各種関連施策・事業の推進を図る。（事業内
容：地球温暖化対策実行計画を含む各施策の進行
管理、関係会議の開催、年次報告書の作成・公表な
ど。）

　　　　0Kwh/年
H29その他職員
従事割合

H29正規職員
人件費

2.30 人

水道法、水循環基本計画（水循環基本法）

①県企業局から受水施設工事
計画を承諾された。
関東財務局から普通財産に係
る現状変更を承諾された。
②水車と電気設備を連絡する
電線管路を布設した。

0.00 人臨時職員

H30年度目標0.00 人
非常勤
特別職

19,723千円
リース契約締結後、H29・H30年度に事業者によ
る機器製造、機器設置を行い、運用開始をH31
年2月に予定しているため。

0Kwh/年　　　　0Kwh/年0.00 人
非常勤
特別職

0Kwh/年

H29実績

根拠法令

H29目標値が未達成の理由・分析H28実績H28年度目標
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

想定年間発電量　約1,400,000Kwh/年
（想定年間CO2削減量　約568t/年）

H29年度に改善した点

Ａ

目標設定の考え方・根拠

各種調整・承諾事項が遅れたため、工事
着手が遅れたが、調整の遅れを取戻し水
車と電気設備を連絡する電線管布設工事
は期限内に終了できた。

年間発電量が当該事業の目的となっているため
指標とする。

経済産業省へ保安規定を提出する。
小水力発電に欠かせない電力受給契約申
込を東京電力エナジーパートナー（株）へ
提出する。

H28決算額H28予算現額 指標名

①導入に伴う調整作業

②実施工事

0千円0千円

0千円0千円

資源・エネルギーに依存したライフスタイルを見直
し、次代を担う子どもたちに豊かな自然に囲まれた
持続発展可能なマチ“ところざわ”を継承することを
目的に、創エネ・省エネ等に係る各種事業に取り組
む。（事業内容：メガソーラー所沢の運営、スマートエ
ネルギー推進補助事業の実施、エコファミリー大賞・
動画コンテストの開催など）

非常勤
特別職

3.37 人

目標・実績とも0Kwh/年だが導入に
伴う調整作業及び実施工事等を
行っているので、後ほど成果が挙
げられると考えている。
今年度は機器設置工事及び運用
に向け調整を図りたい。 事業達成に向けての現在の課題及び

今後の課題解決に向けた取り組み

事業の種別

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

H29予算現額

企
業

H29その他職員
従事割合

H29正規職員
人件費

H29年度目標

①5,308MW

②1,090kW

0.50 人臨時職員

4.10 人

19,2000.35 人

28,898千円

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成見込み
（現在集計中）

29,04518,400

臨時職員34,789千円

特になし

H29決算額（見込み）H29予算現額根拠法令

H29目標値が未達成の理由・分析H28実績H28年度目標
H28その他職員
従事割合

97,395千円118,022千円

110,175千円111,078千円

再生可能エネルギーのより一層の普及の
ため、本構想に基づく事業や啓発事業を
引き続き実施していく。また、環境審議会
において、次期計画（第２次：平成31年度
－35年度）の検討・審議を行う。

H29実績

H30年度目標
非常勤
特別職

H29年度に改善した点

Ｓ

目標設定の考え方・根拠

市域の再生可能エネルギーの更なる普及
のため、地域新電力を立ち上げに向け、
民間事業者との連携協定を締結した。ま
た、スマートエネルギー推進補助事業で
は、事業者用と自治会等用の申請要件を
見直すことで、補助件数の増加を図った。

本市に賦存する再生可能エネルギーのうち、最も多く
存在する太陽光の利用状況を明らかにすることで、本
構想の進捗状況を把握・評価するものである。
当初目標値を大幅に達成していることから、次期計画
において新たな目標値を掲げることとしている。

市域における太陽光発電システム
の総発電出力は、スマートエネル
ギー推進補助事業等の効果によ
り、目標値を大幅に達成している。
その他、本構想に基づき、市域の
低炭素化に寄与する様々な取組を
実施し、再生可能エネルギーの導
入やエネルギー・資源の有効利用
等の推進が図られている。

一
般

事業の種別

660.10 人臨時職員7,382千円

法定受託事務自治事務

市域における太陽光発電システムの総発電力
（kW）

①メガソーラー所沢の総発電量
（累計）

②公共施設における太陽光発
電設備の総発電出力（累計）

H29実績H29年度目標

H29正規職員
人件費

H28決算額H28予算現額 指標名

①100%
H30年度目標

集計中65
H29その他職員
従事割合

0.87 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成見込み
（現在集計中）

7264

H29目標値が未達成の理由・分析

1.57 人

H28正規職員
人件費

0.00 人臨時職員

706千円

法定受託＋附加自治事務

根拠法令

所沢市環境基本条例 733千円

年次報告書のホームページへの早期の掲
載により、本市の施策の進捗状況につい
て、広く市民に周知を図った。

環境基本計画に掲げる指標項目（全96項目）の
達成状況を明らかとすることで、本計画の進捗
状況を把握・評価するものである。
目標値を徐々に増加させ、改善を促す指標とし
ている。

法定受託事務

環境基本計画に掲げる指標項目の達成数

非常勤
特別職

非常勤
特別職

指標項目の達成数は、現在集計中
ではあるが、年度目標を達成する
見込みである。
また、昨年度未達成であった項目
が達成となるなど、改善の様子が
窺える。

H29年度に改善した点H28決算額H28予算現額 指標名 目標設定の考え方・根拠

H29予算現額

13,463千円

事業の種別

H29決算額（見込み）

H28その他職員
従事割合一

般

有益
な
もの

事業の目的及び具体的な内容

①指標項目の点検率

340千円554千円

有害
な
もの

有 無

有 無

無



項目名

■ □ □

実績

評価者

環境政策課長　大舘　真哉

項目名

■ □ □

実績

評価者

管財課長　浅見　仙隆

項目名

■ □ □

実績

評価者

環境政策課長　大舘　真哉

項目名

■ □ □

実績

評価者

環境政策課長　大舘　真哉
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有益
な
もの

有害
な
もの

期間 0.74 人
非常勤
特別職

H30年度目標

平成15年度～ 6,279千円 臨時職員 0.00 人

5,917千円 臨時職員 0.00 人 ①124人

②702人

③23.2点（「平成29年度地球に
やさしい学校大賞」結果）

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

124人

100人

環境学習推進事業
事業の目的及び具体的な内容

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

主に子ども達の自主的な環境学習や環境保全活動
を促進し、環境を大切にする心と行動力を育むこと
を目的に、こどもエコクラブの活動支援や、地球にや
さしい学校大賞の実施、出前講座の開催などの事
業を行う。

0.69 人
非常勤
特別職

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,203千円 1,043千円

－
有 無A

こどもエコクラブについては、登録
者数が前年度よりも18名増加して
いる。
地球にやさしい学校大賞の調書か
らは、どの学校もその地域特性を
生かした取組実践をしていることが
伺えるものである。

H29年度に改善した点

環境出前講座については、積極的に講座
を開催していくとともに、講義内容を「探究
心」を育むもの又は環境配慮行動を自主
的行動を促すようなものとなるよう工夫し
ていく。

環境学習出前講座の受講者数
地球にやさしい学校大賞では、改訂版の
手引きにそった採点となるよう採点基準を
変更し、「エネルギー」「みどり」「資源循
環」の各分野ごとに評価できるようにした。

H28年度目標

164人

目標達成済100人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29予算現額

環境の保全のための意欲の増進及び環境教育の推
進に関する法律

886千円

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

①環境学習出前講座受講者数
②こどもエコクラブ登録者数（サ
ポーター数除く）
③地球にやさしい学校大賞取
組の評価の合計平均点（36点
満点）

H29決算額（見込み）

627千円

環境学習出前講座の開催において、一定数以
上の受講者数を目指すことにより、環境学習を
推進する。

平成17年度～ 11,540千円 臨時職員 0.10 人 3.8

環境
政策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29実績
引き続き、市域における温室効果ガス排
出量の削減に向け、市民レベルでの環境
配慮行動の実践を促すため、創意工夫を
凝らしつつ、効果的な普及啓発事業を実
施する。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

1.36 人
非常勤
特別職

H30年度目標

0.82

現在、集計中3.07 集計中

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

7,289千円 臨時職員 0.00 人

①29,773人

②618人

H29年度目標

636千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

地球温暖化の防止に向け、市域において最も排出
割合が高い民生・家庭部門に係る排出量を削減す
ることを目的に、我々のライフスタイルを見直すきっ
かけづくりに各種の展示会・イベントの啓発事業等を
実施する。（事業内容：環境展示会、トコエコグリーン
キャンペーン、ライトダウンイベント、温暖化防止動
画コンテスト、冬のエコライフデー、エコドライブ講習
会など）

0.85 人
非常勤
特別職

2.35

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 754千円 486千円

H29決算額（見込み）

温暖化対策の推進に関する法律・所沢市環境基本
条例

目標設定の考え方・根拠

B

成果指標である、「市域における温
室効果ガス排出量の削減率」は年
度目標の達成には至っていないも
のの、民生家庭部門においては、
排出量が2013年度から順調に減少
していることから、事業による一定
の効果が出ている。
また、民生家庭部門の取組を推進
するため実施している、各種啓発イ
ベント等への参加人数も増加傾向
にあることから、当事業が効果的に
展開しているものと思われる。

H29年度に改善した点

①エコライフデーの参加人数

②環境講演会の参加人数

市域における温室効果ガス排出量の削減率

民生家庭部門からの温室効果ガス排出量の削
減が当該事業の目的であるため、同部門を含
む、市域全体の温室効果ガス排出量の削減率
（平成19年度が基準）を指標とする。

各種啓発イベントにおいて、他課との共催
や、事業者等とも協力しながら実施し、参
加者数の増加を図った。また、温暖化防止
動画コンテストにおいて、市民から作品を
募集するなど、市民個々の環境配慮意識
の普及に努めた。H28年度目標 H28実績環境

政策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

温暖化対策事業

根拠法令 H29予算現額

期間

期間 0.63 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H13～ 5,346千円 臨時職員 0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

5,402千円 臨時職員 0.00 人
①　7台

②　122台

③　90.4％

H29年度目標 H29実績

特になし

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

非常勤
特別職

0.00 人 81% 82%

目標達成済83% 90%

91%

H29年度に改善した点

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 14,356千円

特になし

低公害車導入事業

目標設定の考え方・根拠

A

予算の範囲内で効率的に低公害車
の導入を進めた。

13,397千円
①　導入台数

②　導入実績

③　導入率

低公害車導入率
公用車の低公害への入れ替えが100％となるま
では、新車への更新を定期的に行う事が必要で
ある。

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H29目標値が未達成の理由・分析管財
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

事業の種別

一
般

事業の目的及び具体的な内容

H29決算額（見込み）

9,779千円

H28予算現額 H28決算額

所沢市自動車管理規定　　環境マネージメントシス
テム

8,211千円

指標名

H28決算額

H28決算額 指標名

H28実績

H29予算現額根拠法令

592千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

大気汚染の防止や地球温暖化の防止の観点
から低公害車の導入を推進しており、さらに
埼玉県地球温暖化対策推進条例が施行され,
取り組みの強化が求められている。

0.63 人

H28予算現額

根拠法令

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

環境
政策
課

実施計画ランク

評価
理由

現状の課題活動実績(H29)

環境
影響

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

H28予算現額

所沢市環境基本計
画（第３期）策定事
業

根拠法令 H29予算現額

現行の所沢市環境基本計画（第2期）が、平成30年
度に計画最終年度を迎えることから、所沢市環境基
本条例第9条に基づき新たに平成31年度から平成
40年度までの10年間を計画期間とする所沢市環境
基本計画（第3期）の策定に着手した。
　平成29年度には所沢市環境審議会を5回開催し、
第3期環境基本計画の基本理念や将来像、具体的
な施策等について審議を行った。

目標設定の考え方・根拠

H29決算額（見込み）

所沢市環境基本条例、所沢市環境審議会条例 944千円 565千円

A

目標値は達成している状況にある。
環境審議会開催等により、様々な
立場の方から、多角的な視点から
のご意見を頂くことができ、現行計
画よりもさらに深化した計画が期待
される。

H29年度に改善した点

環境審議会開催数

環境基本計画策定を着実に進めている進捗判
断基準として、環境審議会開催回数を指標にし
ており、5回の審議会を経て概ね次期計画本編
の全体像を決定するものとしている。

前年度は事業なし。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

－

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

①環境審議会開催数

指標名

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

0.00 人
非常勤
特別職

－

目標達成済5回 5回

4回

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

0千円 臨時職員 0.00 人

①5回開催（5月、7月、11月、1
月、3月）

H29年度目標

期間 1.11 人
非常勤
特別職

H30年度目標

Ｈ29年度～Ｈ30年度 9,418千円 臨時職員 0.00 人

有 無

H29実績

平成30年度末の第３期環境基本計画策定
を目指し、定期的な環境審議会の開催、
重点プログラムの決定、パブリックコメント
の実施など、着実な策定作業を進める。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

有 無

有 無
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有益
な
もの

有害
な
もの

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

評価
理由

現状の課題活動実績(H29)

環境
影響

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

項目名

■ □ □

実績

評価者

環境対策課長　矢野　正和

項目名

■ □ □

実績

評価者

生活環境課長　岸　徳夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

生活環境課長　岸　徳夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

東部クリーンセンター管理課長　川原利和3,000人

3,000人 2,893人

期間 0.69 人
非常勤
特別職

0.00 人

H１５年度～ 5,855千円

5,488千円 臨時職員

①２,８９３人

②５５団体

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H28その他職員
従事割合

H28年度目標

H29決算額（見込み）

H28実績

H30年度目標

小学生の社会科見学をはじめ、多くの視察・見学者
が来所するため、市民等の見学を積極的に受け入
れ、ごみの減量化や分別に対する啓発を行う。

0.64 人
非常勤
特別職

0.00 人 3,000人 2,992人

臨時職員 0.00 人

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

昨年度の実績により設定した。 広報やホームページの他、あらゆる機会を
通じて施設見学に関するＰＲを行った。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H３０年度からは、見学者の対応が長期包
括運営事業者となるため、事業のモニタリ
ングをしていく。

H29目標値が未達成の理由・分析

小学生の社会科見学で、学校数は増えたが、児
童数が減ったため。
市民団体の見学者数が減ったため。

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

例年より市民団体の見学者が減少
したことにより目標未達成となった
が、家庭教育学級の団体数・見学
者数は倍増しており、積み重ねてき
たＰＲの一定の効果が表れたため。

H29年度に改善した点

東部
ク
リー
ンセ
ン
ター
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

ごみ処理・分別推進
啓発事業（見学対
応）

根拠法令

0千円

事業の目的及び具体的な内容

期間 1.03 人
非常勤
特別職

0.00 人

H29年度目標 H29実績

①見学者延人数

②見学団体数

見学者延人数

0千円

H28正規職員
人件費

H8年度～ 8,740千円 臨時職員 0.00 人

H29予算現額

特になし

臨時職員 0.00 人

①１,１１９人

②６,００５人

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

5.37

6

H30年度目標

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

ごみ減量・リサイクル・および地域での環境美化を推
進し、市民の環境保全に対する意識を高め、理解を
深めることにより、健康で潤いのある生活環境を作
る。

1.13 人
非常勤
特別職

0.00 人 6

9,690千円

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 12,880千円 12,631千円

①委嘱人数

②事業参加延べ人数

環境推進員活動促
進事業

事業の目的及び具体的な内容
有 無

目標設定の考え方・根拠

B

環境推進員は、市の環境政策と連
携した活動として、ゴミ減量・リサイ
クル・地域での環境美化活動などを
推進しており、概ね期待する活動実
績を残したため。

H29年度に改善した点

各地区独自の活動をすすめるよう、情報
共有を行うとともに、環境美化の日、歩き
たばこ等防止啓発キャンペーン、環境講
演会などの全地区対象の事業の参加者の
増加に努める必要がある。

環境推進員１人当たりの活動回数。
環境推進員それぞれが２ヶ月に一度程度の活
動を行うと期待したもの。 各地区独自の活動について、理事会で情

報共有を行った。

H28年度目標

5.93

１０月に行っている所沢航空記念公園外周道路
の清掃活動が雨天中止となったため。

6

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

根拠法令 H29予算現額

所沢市環境推進員設置要綱 12,760千円

H28決算額 指標名

H29決算額（見込み）

12,547千円

S57年度～ 5,770千円 臨時職員 0.00 人

生活
環境
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

47420

A

各地区の自治連合会、環境推進員
協議会の重要な活動行事であり、
快適な生活環境の確保とともに、市
民の環境美化意識と協働意識の向
上に役立っている。今後もより多く
の市民が参加できるよう、工夫が必
要である。

H29年度に改善した点

期間 0.68 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

13,120千円 臨時職員 0.00 人

①80.61ｔ

②49,631人

H29実績 参加人数の増加を図るため、市民への周
知の方法について、よりわかりやすくなる
よう、ポスター、チラシ、ホームページの改
善を行う。また、実施日についても地区行
事と重ならないよう柔軟に対応するなど検
討する。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

46921 49631

H29目標値が未達成の理由・分析

①ごみ回収実績

②参加人数

環境美化活動における参加人数
世帯数×３割×１回
（春・秋いずれかで３割の世帯から一人は参加
してもらいたいという考えによる）

市民参加による市内全域での環境美化清掃活動を
春、秋の年に２回実施することにより、快適な生活環
境を確保する。

1.53 人
非常勤
特別職

0.00 人 46368 49561

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,271千円 933千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

平成２９年度より、ごみの回収を民間業者
に業務委託した。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29年度目標

「環境美化の日」市
内一斉美化清掃活
動事業

根拠法令 H29予算現額

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

H29決算額（見込み）

｢環境美化の日｣市内一斉美化清掃活動実施要領 6,724千円 5,991千円

Ｈ7年度～ 1,273千円 臨時職員

生活
環境
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

H29その他職員
従事割合

100% 100%

100%

期間 0.15 人
非常勤
特別職

H30年度目標

非常勤
特別職

100% 100%

1,286千円 臨時職員

①25回

②1741人

H29年度目標 H29実績

河川環境保全活動実施率

120千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 120千円 120千円

①河川環境保全活動回数

②河川環境保全活動参加人数

H29年度に改善した点

河川の環境保全に係る機会が定期的に提供さ
れ、より多くの市民が河川環境に関心を持つこ
とを目標とする。
河川環境保全活動回数 / 河川環境保全計画
回数　× 100

目標達成済

H29目標値が未達成の理由・分析

活動回数が前年度に比べ増加した。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

市内の河川水質は改善傾向にある。これ
は河川への汚濁物質の排出量減少が主
要因といえるが、これを維持していくため
には河川環境に対する意識の向上または
維持が肝要である。このため、河川浄化団
体の活動の継続が重要である。河川浄化
団体の活動継続には補助金等の支援の
継続が今後も必要である。

H28決算額 指標名

河川浄化団体補助
金

目標設定の考え方・根拠

A

予定された回数の河川環境保全活
動が実施され、市民が河川環境に
関心を持つ十分な機会が提供され
た。

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市河川浄化団体補助金交付要綱

環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

120千円

河川浄化団体では、定期的な河川浄化・清掃活動を
はじめ、魚類調査、周辺環境の保全活動など幅広い
地域活動を行う。
住民の自主的な河川浄化活動を促進する。

0.15 人

H29正規職員
人件費

有 有

有 無

有 無



項目名

■ □ □

実績

評価者

みどり自然課長　奥村　稔

項目名

■ □ □

実績

評価者

みどり自然課長　奥村　稔

項目名

■ □ □

実績

評価者

みどり自然課長　奥村　稔

項目名

■ □ □

実績

評価者

みどり自然課長　奥村　稔
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H29年度に改善した点

有益
な
もの

有害
な
もの

期間 0.85 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H27年度～ 7,212千円 臨時職員 0.00 人

H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

50 33

50

市街地やその周辺のみどりの永続的な保全を図る
ため、保存樹木等に対する損害賠償責任保険への
加入や保全管理費用の助成による所有者への支援
を行う。また、保存樹木等の指定制度について市民
に周知し、新たな保存樹木等の指定を行うとともに、
市民の保存樹木等の保全に対する関心を高める。

0.75 人
非常勤
特別職

0.00 人 50 35

臨時職員 0.00 人

①6本

②3箇所

H29年度目標

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 6,028千円 2,197千円

①保存樹木の樹木管理推進事
業
②保存樹林の樹林管理推進事
業

ふるさとの樹の指定本数

目標設定の考え方・根拠

B

補助金制度については、所有者か
ら一定の評価は頂いているが、実
際の制度利用となると、本人の費
用負担が大きい事等の事情によ
り、予定数には至っていない。

H29年度に改善した点

本事業中、最も希少価値の高い、ふるさとの樹
の本数を指標とした。

市内登録業者に、保存樹木等の所有者
へ、補助金の存在をアピールするよう依頼
をした。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

市街地にある、指定が掛かっていない樹
木の調査を行い、保存樹木制度について
更なる周知を図り、新規発掘を行う。

・新規発掘が出来なかったため
・高年齢化もあり、維持管理が厳しくなって伐採
してしまったため

H28決算額

H29決算額（見込み）

ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例、所沢市保
存樹木等支援事業補助金交付要綱

5,209千円 2,123千円

指標名

みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

保存樹木等指定促
進事業

根拠法令 H29予算現額

6,431千円

将来都市像｢所沢発　みどりと笑顔にあふ
れる｣まちにしていくために、緑地保全制度
の指定及び公有地化によるみどりの保全
の取り組み を進める。 

H24年度～ 9,758千円 臨時職員 0.00 人

19,723千円 臨時職員 0.00 人

①0ha

②10,551㎡

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

45

38

1.15 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

37

①植生調査

②みどりの公有地化

里山保全地域等指
定整備事業

151,681千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

市内に残された貴重な緑地を保全し未来のこどもた
ちにふるさと所沢のみどりを継承するため、緑地保
全制度の指定を行い、保全管理計画を策定する。ま
た、相続や開発等により消失の恐れがある緑地につ
いて、土地の取得（寄附受入を含む。）により、公有
地化を行う。

2.30 人
非常勤
特別職

0.00 人

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 23,626千円 22,312千円

緑地購入事務において、関係部署（関東
信越国税局、埼玉県及び庁内関係課）と
連携し事務を進めた。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

36 45

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

Ｓ

将来都市像｢所沢発　みどりと笑顔
にあふれる｣まちにしていくために、
緑地保全制度の指定及び公有地
化によるみどりの保全の取り組みを
進める。
また、緑地購入地の増加により、緑
地購入費が増加するため、予算拡
大が必要となる。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

都市緑地法、ふるさと所沢のみどりを守り育てる条
例、ふるさと所沢の緑地の寄附に関する要綱

152,278千円

重点プロジェクトにおける新たに指定した地域制
緑地の面積（指定替え含む）

指定面積（平成２２年度を基準年度として「０」と
する）

37

みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

期間

H28決算額 指標名

期間 1.45 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H6年度～ 12,303千円 臨時職員 0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

12,863千円 臨時職員 0.05 人
①14.39ha

②19.21ha

③1.50ha

H29年度目標 H29実績

将来都市像｢所沢発　みどりと笑顔にあふ
れる｣まちにしていくために、緑地保全制度
の指定及び公有地化によるみどりの保全
の取り組み を進める。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

地域制緑地の指定をした緑地（市民の森等）や、市
が買い入れや寄附によって取得した緑地の自然環
境や植生、景観を将来に引き継ぐため、高木の剪
定、不良木の伐採、除草等、適切な維持管理を行
う。また、市民が安全にみどりと触れ合う場を提供す
るため、市民に公開している緑地の園内柵や外周柵
の修繕等を行う。

1.50 人
非常勤
特別職

0.00 人 37 37

年々増加している管理地に対して、委託費が追
いついていないため。

37 35

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 30,463千円 29,341千円

H29決算額（見込み）

ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例、所沢市市
民の森設置要綱、所沢市市民緑地設置要綱

目標設定の考え方・根拠

Ａ

年々緑地管理面積は増加傾向だ
が、管理費用は削減傾向にある。
その中では上手くやりくりをし、管理
してきた。

H29年度に改善した点

①業者委託による剪定・伐採等
の管理
②みどりのパートナーによる除
草・清掃等の管理
③市民参加による保全管理作
業

管理作業実施面積

業者委託による剪定・伐採等の管理面積＋みど
りのパートナーによる除草・清掃等の管理面積
＋市民参加による保全緑地管理作業面積を指
標とする。

緑地購入事務において、関係部署（関東
信越国税局、埼玉県及び庁内関係課）と
連携し事務を進めた。

H28年度目標 H28実績

H28決算額

36,332千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

指標名

みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

緑地管理整備推進
事業

根拠法令 H29予算現額

36,536千円

0.00 人 H30年度目標

H21年度～ 8,909千円 臨時職員 0.00 人

①6回

②2回

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

31 27

31

1.05 人
非常勤
特別職

H29目標値が未達成の理由・分析

「所沢市みどりの審議会」において、みどりの基本計
画に基づく施策や事業の進行管理を行うことにより、
みどりの保全や創出に係る施策や事業等の推進を
図る。

0.55 人
非常勤
特別職

0.00 人 29 27

4,716千円 臨時職員 0.40 人

987千円

①みどりの審議会の開催回数

②ゼネラルマネジャー幹事会の
開催回数

「みどりの基本計画」に掲げる重点プロジェクトの
施策の実施数

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

「みどりの基本計画」に掲げる重点プロジェクト
の施策目標値達成に向けて関係課と調整す
る。
新たな｢所沢市みどりの基本計画｣策定のた
め、平成２９、３０年度で策定作業を行い、平成
３１年度以降は、新しい計画の下で施策を進め
る。

目標設定の考え方・根拠

Ａ

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 442千円

H29決算額（見込み）

都市緑地法、ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例 379千円 209千円

｢所沢市みどりの基本計画｣　は、緑
地の保全及び緑化の推進に関する
措置を総合的かつ計画的に実施す
るために、　市が策定するものであ
り、事業を継続していく必要があ
る。
また、みどりの審議会において、み
どりの基本計画に基づく施策や事
業の進行管理を行うことにより、み
どりの保全や創出に係る施策や事
業の推進を図る。

H29年度に改善した点

「みどりの基本計画」に掲げる重点プロジェクト
の施策の実施数

施策の実施状況の検証結果に基づき、今後の
施策の実施、目標値の見直しについて検討し
たほか、施策の関係課に、県の補助事業を紹
介し、事業推進を図った。
また、平成３１年度からの新たな｢所沢市みどり
の基本計画｣策定のための準備作業を行った。

緑地協定等の地域緑化を新規に指定した地区
の目標値は、該当する地区がなかったので、未
達成となった。
駅前広場の緑化、パブリックガーデンの設置
は、未達成となった。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28正規職員
人件費

みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

根拠法令 H29予算現額

期間

H28決算額 指標名

みどりの基本計画
推進事業

評価
理由

現状の課題

環境
影響

事業の目的及び具体的な内容

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

有 無

有 無

有 無

有 無



第６章　環境・自然 第２節　みどりの保全・公園の整備

有益
な
もの

有害
な
もの

評価
理由

現状の課題

環境
影響

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

項目名

■ □ □

実績

評価者

みどり自然課長　奥村　稔

項目名

■ □ □

実績

評価者

みどり自然課長　奥村　稔

項目名

■ □ □

実績

評価者

みどり自然課長　奥村　稔

項目名

■ □ □

実績

評価者

公園課長　岩﨑　幸司

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

用地取得については、交渉など非常に難
しい状況となっているが、土地所有者へ丁
寧な説明を行い、継続していく。
施設整備については、平成33年度完成に
向け、未取得用地上には施設を配置しな
いよう計画を見直す。

H29年度に改善した点

0.00 人 H30年度目標

S61年度～ 12,728千円 臨時職員 0.00 人 23.64ha

臨時職員 0.00 人 ①1,197㎡

②キャンプ場・炊事場・植栽工
事

③

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

23.34ha

1.50 人
非常勤
特別職

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

武蔵野の平地林を活用し、市民が自然観察や
散策の場など身近な自然とふれあう環境の保
全と整備を行う。

3.01 人
非常勤
特別職

0.00 人 23.44ha 23.23ha

目標達成済23.34ha

H29決算額（見込み）

都市計画法・都市公園法・都市緑地法 83,491千円 82,911千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 151,045千円 149,946千円
①用地購入

②施設整備

③

所沢カルチャーパー
ク築造事業

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

目標値を達成している。

H29年度に改善した点

取得済用地面積

事業の進捗を図るためには、用地確保が最重
要となることから用地取得面積を目標値として
いる。
取得面積/用地取得面積25.4ha(H33年度目標)

これまで本公園の維持管理作業（下草刈り等）
について、市（現場）職員と委託業者で実施して
いたところであるが、維持管理費削減の観点か
ら、平成29年度は、一部の区域において、試行
的に市職員と市民ボランティアと協働で実施
し、今後の区域拡大に向けて、課題の抽出等を
行った。H28年度目標公園

課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

根拠法令 H29予算現額

25,811千円

期間

期間 1.03 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H11年度～ 8,740千円 臨時職員 0.00 人

20,580千円 臨時職員 0.00 人
①3回

②2,750個

③4園18本

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

46 46

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

公共公益施設を緑化し、街中のみどりを創出するた
め、公共施設に球根を配布し、施設管理者や利用者
による施設緑化を進める。また、市民に花と緑に触
れ合う機会を提供し、緑化の関心を高めるため、所
沢駅前ペデストリアンデッキ・プランターに四季の
花々を植え、維持管理を行う。さらに、保育園の園庭
に植樹を行い、潤いのある木陰づくりを進める。

2.40 人
非常勤
特別職

0.00 人 46 46

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,007千円 2,982千円

H29決算額（見込み）

ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例

みどりにあふれる潤いのある街で
あり続けるため、街の玄関である駅
前広場等の緑化を推進・保全する。
ペデストリアンデッキについては老
朽化等により、色々問題は生じた
が、素早い対応で処理ができた。

H29年度に改善した点

①ペデストリアンデッキ花の植
え替え
②球根配布数

③保育園での植樹

球根配布施設数
地球温暖化対策の一つとして、球根を各施設に
配布している。その施設数を指標としている。 配布施設を拡大した。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

毎年、球根の配布を行うだけの事業となっ
ているため、配るだけではなく、何か一工
夫を加え、公共施設の緑化を進めて行く必
要があると思われる。当課で行っている同
様な事業との統合等も考慮する必要があ
る。46

根拠法令 H29予算現額

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｓ

4,054千円 3,833千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

8,061千円 臨時職員 0.00 人

みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

みどりの街並み創
出事業

H29その他職員
従事割合

75 75

100

期間 0.95 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

非常勤
特別職

0.00 人 50 50

7,718千円 臨時職員 0.00 人
①1本

②

③

H29年度目標 H29実績

29,700千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 11,200千円 11,124千円
①詳細設計業務委託

②

③

事業進捗状況率根拠法令
平成３０年度の完成までを１００％とし、平成２７
年度から開始された事業なので、１年を２５％と
して考える。

継続的・効率的に事業を行うため、プロ
ポーザル方式により決定したH28年度の
概略設計業務委託業者に、H29年度の詳
細設計業務も委託した。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

本事業の推進にあたって東京都水道局と
の密接な連携が求められることから、東京
都水道局との連絡体制を強化していく必
要がある。

有 無

H28決算額 指標名

狭山湖周辺人道橋
整備事業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標の目標値は毎年達成して
いる。
今後、平成３０年度の完成・開通を
目指し努めていきたい。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例　　　　　 30,000千円

みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

狭山湖や狭山丘陵の散策者及び観光客に、みどり
の保全と創出の理解を促すとともに、散策者等が安
全に周遊できるようにするため、散策路整備の一環
として、狭山湖北東部に位置する緑地帯を縦断する
市道5-4号線に景観に配慮した人道橋を整備する。

0.90 人

H29正規職員
人件費

H27年度～H30年度

0.00 人 H30年度目標

4H29年度～H30年度 9,334千円 臨時職員 0.00 人

①6回

②

③

H29年度目標 H29実績

予定したスケジュール管理を行い、みどり
の基本計画策定に向け、着実に準備を行
う。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

5 4

1.10 人
非常勤
特別職

現行の「所沢市みどりの基本計画」が平成30年度に計画
最終年を迎えることから、新たに平成31年度からの計画を
策定するものである。なお、計画期間については、第６次
総合計画と同期間とする。平成29年度はみどりの審議会
で、基礎調査みどりの将来像等について審議を行った。平
成30年度は、みどりの審議会で、引き続き審議を重ね、平
成31年3月末までに新たなみどりの基本計画を策定する。

0.00 人

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

非常勤
特別職

0.00 人 3 3

みどりの基本計画策定に係る審議が、ある程度
順調だったことと、議長の都合により、予定して
いた1回を開催しなかったため。

みどりの審議会において「みどりの基本計画策
定」に係る審議をする会議回数。

みどりの審議会での審議がスムーズに運
び、効率的に検討がすすむよう、事前に議
長と審議内容について打合せを行い準備
した。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

臨時職員 0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

0千円

①みどりの審議会開催回数

②

③

みどりの審議会において「みどりの基本計画策
定」に係る審議をする会議回数

0千円

目標設定の考え方・根拠

Ａ

現行のみどりの基本計画を引き継
ぎ、さらに所沢市の現状のみどりの
特性や生物多様性に配慮した計画
とする。また、基礎調査を分析し、
効果的な指標とし、進捗管理によ
り、みどりの推進につながる計画に
する。

H29年度に改善した点

有

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

所沢市みどりの基
本計画策定事業

0千円

765千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

根拠法令

都市緑地法、ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例 1,122千円

期間

H28決算額 指標名

無

有 無

有 無
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有益
な
もの

有害
な
もの

評価
理由

現状の課題

環境
影響

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

項目名

■ □ □

実績

評価者

公園課長　岩﨑　幸司

項目名

■ □ □

実績

評価者

みどり自然課長　奥村　稔

項目名

■ □ □

実績

評価者

みどり自然課長　奥村　稔

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

登録者数的には達成はしている。しかし、
年配の方々が多いため、今後の世代交代
が問題となってくる。中級講座にも世代交
代問題を取り込んで、参加者に話し合って
もらった。

臨時職員 0.00 人

①5回

②49団体

③3,196千円
期間 0.99 人

非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H24年度～ 8,400千円

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

1368

1000

当市のみどりをより豊かにする市民活動を推進する
ため、みどりの保全及び緑化の推進に関して自発的
かつ実践的な活動を行う個人又は団体を「みどりの
パートナー」として登録し、このパートナーに対して情
報の提供や緑化資材の助成等、育成・支援等を行
う。

0.95 人
非常勤
特別職

0.00 人 1000 1337

1000

8,146千円 臨時職員 0.00 人

5,153千円 3,474千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 8,249千円 6,300千円

H29決算額（見込み）

所沢市みどりのパートナー活動実施要綱、所沢市み
どりのパートナー活動支援事業補助金交付要綱

Ａ

パートナー登録者数的には、目標
値を達成している。知識の底上げ
のための講習会を行い、それなり
の評価を得ているので今後も継続
して開催を行っていきたい。

H29年度に改善した点

①活動講座の開催

②パートナー登録団体数

③みどりのパートナー活動補助
金

みどりのパートナー登録者数

みどりのパートナー登録者数を増やし、みどり
の保全及び創出を推進する事が当事業の目的
となっているため登録者数を指標とする。
目標値としては、前年より増やすことを目標とし
たい。

パートナーの底辺拡大のため、平成２７年
度にパートナーの初級講座を行った。平成
２８年度は更なる知識向上のため中級講
座を行なった。平成２９年度は、活動地に
指導員を派遣し、各々の活動地に適した
保全管理方法の習得を図るため、指導を
行った。H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

根拠法令 ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例 H29予算現額

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

13,831千円 臨時職員 0.00 人

みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

みどりのパートナー
活動推進事業

H29その他職員
従事割合

3900 1767

3900

期間 1.63 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

非常勤
特別職

0.00 人 2800 2003

12,434千円 臨時職員 0.40 人
①52件

②8,000袋

③1,767名

H29年度目標 H29実績

3,059千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,997千円 2,878千円
①みどりのカーテンコンテスト応
募数
②啓発用種子袋の配布数

③みどりのふれあいウォーク参
加人数

みどりのふれあいウォーク参加人数根拠法令

H29年度に改善した点

ふるさとみどりの啓発事業の中で、最も大きく、
又、市内住民のみならず、近隣市民も参加する
一大イベントとなっているため、参加人数を指標
とする。

コース上にトイレが少ないとの指摘が有っ
たので、２箇所５つのトイレを増設した。
Ｆａｃｅｂｏｏｋによる告知を行った。

イベント当日は気温がかなり高い等といった要
因が挙げられる。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

一担当課での開催には限界が有るので、
少しでも共催の箇所を増やしていく。

有 無

H28決算額 指標名

ふるさとのみどり啓
発事業

目標設定の考え方・根拠

B

みどりのふれあいウォーク参加者
数は、３年連続で目標を下回ってし
まったが、共同開催の西武鉄道か
らは、単体で2,000人を超える規模
のウォークで成功している例はあま
り無いと高評価を頂いている。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例、所沢市緑
の基金条例

3,772千円

みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

本市のブランドである豊かなみどりの保全に対する
市民の理解と意識の向上を図るため、「みどりのふ
れあいウォーク」を開催する。また、イベントの際に
緑の募金運動を実施し、市民から寄附金を募る。さ
らに、夏場の省エネ対策として「みどりのカーテン」を
市民に広く実施してもらうため、朝顔とゴーヤの種子
袋を配布するとともに、みどりのカーテンコンテストを
開催する。

1.45 人

H29正規職員
人件費

H18年度～

期間 0.45 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H27年度～ 3,818千円 臨時職員 0.00 人

臨時職員 0.00 人
①20公園2緑地

②132灯

③

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

20公園2緑地 20公園2緑地

35公園2緑地

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

マチごとエコタウン推進基金を活用し、マチごとエコ
タウン所沢構想の趣旨に沿って市が管理する公園
灯に関してLED化を図ることにより市域における温
室効果ガスの削減及び公園灯に係る消費電力の抑
制、維持管理費用の削減が見込まれることから実施
する。

0.20 人
非常勤
特別職

0.00 人 5公園 5公園

目標達成済

H29決算額（見込み）

マチごとエコタウン所沢構想 24,217千円 15,563千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 7,226千円 6,437千円
①LED化した公園数

②LED化した公園灯数

③

公園灯LED化公園数

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

目標値を達成している。

H29年度に改善した点

温室効果ガスの削減、消費電力の抑制、維持
管理費用の削減のため、LED化した公園数を目
標値としている。
公園灯LED化公園数164公園(H32年度目標)

無し

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

年度計画に基づき事業を実施しているが、公園
灯の老朽化が進んでいる公園も多いことから、
設備の状況なども考慮し、効率的・効果的に事
業を実施し、平成32年度に全公園のLED化を
目指す。また、事業効果を早期に発現させるた
め、各年度において早期の工事発注に努める
必要がある。

公園
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

公園灯ＬＥＤ化改修
事業

根拠法令 H29予算現額

1,715千円

有 無

有 無



項目名

■ □ □

実績

評価者

環境対策課長　矢野　正和

項目名

□ ■ □

実績

評価者

環境対策課長　矢野　正和

項目名

□ □ ■

実績

評価者

環境対策課長　矢野　正和

項目名

■ □ □

実績

評価者

環境対策課長　矢野　正和

S59年度～ 6,279千円
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事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

他自治体の状況も勘案し、測定対象施設
の選定や測定頻度等について、測定計画
の見直しを行う。

規模の大きい廃棄物焼却炉の届出図面や
事業所の地図を事業所ごとに1冊にまとめ
ていたクリアファイルを整理しファイリングし
た。これにより、立入時にこのファイルを持
参して立入経験が少ない職員でも現場で
施設の確認が容易にできる。また、次年度
以降は、届出図面や事業所の地図のコ
ピーといった準備がいらないので、立入準
備の時間を短縮することができる。

H30年度目標

期間 0.82 人
非常勤
特別職

H30年度目標

S62年度～ 6,958千円 臨時職員

7,117千円 臨時職員

①　58事業所
②　58事業所

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

100% 100%

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

排出水の状況や施設の管理状況など、法令に基づ
き、その遵守状況を検査する。
①検査計画の作成②対象事業所への立入検査の実
施③採水した水質・施設の稼働状況・自主測定結果
について規制基準との適合状況の確認④規制基準
に適合しない事業所等への改善指導。また、立入検
査により各事業所から公共用水域へ排出される汚濁
物質を削減し、水質汚濁を防止する。

0.83 人
非常勤
特別職

100% 100%

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,271千円 1,037千円

H29決算額（見込み）

水質汚濁防止法、埼玉県生活環境保全条例 計画どおり立入検査を実施したた
め。

H29年度に改善した点

①立入計画事業所数
　（述べ事業所数）

②立入検査を行った事業所数

計画実施率
立入検査を行った事業所数 /　立入計画事業所
数
× 100

定期的に立入検査を行うことにより、事業所の水
質規制遵守への関心の向上並びに意識低下の
防止が期待できる。よって、当目標を計画実施
率とした。

定期的な立入検査を実施したことにより、
前年度排水基準を満たしてなかった事業
所の水質改善が見られた。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

事業所によっては、排水に詳しい担当者が
常駐していないこともある。原則は抜き打
ちであるが、状況に応じて事業所に連絡を
取る等立入検査が計画的に実行できるよ
うにしたい。

100%

根拠法令 H29予算現額

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

1,137千円 961千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

5,685千円 臨時職員

環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

水質規制対象事業
所検査事業

H29その他職員
従事割合

100% 100%

100%

期間 0.67 人
非常勤
特別職

H30年度目標

非常勤
特別職

100% 100%

4,974千円 臨時職員

①34項目

②34項目

H29年度目標 H29実績

3,675千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 4,264千円 3,476千円

①有効調査項目

②調査項目数

有効調査項目率根拠法令

H29年度に改善した点

有害大気汚染物質に係る環境基準設定項目を
中心として、大気の汚染状況を常時監視するこ
とを目的としているため、有効調査項目率を評価
指標とした。また、目標値は前年度同様100％と
した。

現状のとおり

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

環境省が定める「事務処理基準（平成13年
5月21日付環境省環境管理局長通知）」及
び「有害大気汚染物質測定方法マニュア
ル」に従い、今後も引き続き常時監視を実
施する。

有 有

H28決算額 指標名

有害大気汚染物質
等モニタリング調査
事業

目標設定の考え方・根拠

A

毎年、成果指標の目標値を達成し
ているため。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

大気汚染防止法 4,041千円

環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

環境省が定める「事務処理基準（平成13年5月21日
付環境省環境管理局長通知）」及び「有害大気汚染
物質測定方法マニュアル」等に基づき、市内2地点に
おいて調査を実施している。
①調査計画の作成（調査項目、調査日程等）②調査
の実施（12回/年）③測定精度の審査、測定値（年統
計値を含む。）の確定④調査結果の国・関係機関・市
民等への情報提供

0.58 人

H29正規職員
人件費

平成9年度～

非常勤
特別職

H30年度目標

S60年度～ 10,012千円 臨時職員

臨時職員

①52項目

②52項目

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

100% 100%

100%

H28その他職員
従事割合

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

硫黄酸化物・二酸化窒素・浮遊粒子状物質などの大気汚
染物質について、本事業の法定受託事務処理基準である
「環境大気常時監視マニュアル」等に基づき、市内5常時監
視測定局（一般局：東所沢・北野・中富、自排局：航空公
園・和ヶ原）において常時監視機器を用い、計測・調査を行
う。
大気に係る環境基準設定項目を中心として、大気汚染状
況を常時監視し、大気汚染防止に係る施策の基礎資料と
する。

1.13 人
非常勤
特別職

100% 100%

目標達成済

有効調査項目率

大気汚染状況の常
時監視事業

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

大気汚染防止法 22,669千円 21,334千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28年度目標

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 22,530千円 21,226千円

①有効調査項目

②調査項目数

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

毎年、成果指標の目標値を達成し
ているため。

H29年度に改善した点

事務処理基準に基づき、大気汚染に係る計測・
調査を行うことが目的となっているため、有効調
査項目率を指標とする。
目標値としては、前年度維持を目標としたい。

環境省の「環境大気自動測定機のテレメー
タ取り合いの共通仕様案」に適するため
に、測定局の各測定機器をデジタル化して
いくことが必要な傾向となってきていること
から、炭化水素計（東所沢局）の機器更新
ではデジタル接続が可能な機器に取り換
えた。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

今後も、事務の効率化、経費の抑制に努
める。また、今後も測定機器の入れ替えや
新規購入の場合にはデジタル接続できる
ように進めていく。

環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

9,690千円

期間 1.18 人

臨時職員 100%

H28その他職員
従事割合

H28実績

100%

100%

H29実績

100%

H29年度目標6,517千円 臨時職員

①6事業所

②6事業所

非常勤
特別職

非常勤
特別職

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

①行政によるばい煙測定実施
事業所

②基準適合事業所数

大気規制対象事業
所検査事業

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

大気汚染防止法、埼玉県生活環境保全条例、所沢
市ダイオキシン類等の汚染防止に関する条例

1,692千円 1,362千円

ばい煙の排出状況や施設の管理状況など、法令に
基づき、その遵守状況を検査する。(ばい煙排出状況
の行政検査や報告の徴収を含む。)
①検査計画の作成②対象事業所への報告徴収の実
施(規制基準への適合状況)③大量ばい煙発生施設
や規制基準の適合状況が思わしくない事業所への
立入検査の実施④規制基準に適合しない事業所等
への改善指導また、規制対象事業所への立入検査
により、各施設から排出される汚染物質を削減し、大
気汚染を防止する。

0.76 人

目標達成済

H29目標値が未達成の理由・分析

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,798千円 1,066千円

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

毎年、成果指標の目標値を達成し
ているため。

H29年度に改善した点

大気規制対象事業所のばい煙に係る排出基準
適合率

規制対象事業所への立入検査により、各施設か
ら排出される汚染物質を削減し、大気汚染を防
止することが当該事業の目的となっているため、
行政測定を行うばい煙に係る排出基準適合率を
指標とする。目標値としては、前年度維持を目標
としたい。

H28年度目標

100%

環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

期間 0.74 人

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

評価
理由

現状の課題活動実績(H29)

環境
影響

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

有益
な
もの

有害
な
もの

有 有

有 有

有 有



第６章　環境・自然  第３節　環境保全

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

評価
理由

現状の課題活動実績(H29)

環境
影響

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

有益
な
もの

有害
な
もの

項目名

□ □ ■

実績

評価者

環境対策課長　矢野　正和

項目名

□ ■ □

実績

評価者

環境対策課長　矢野　正和

項目名

□ ■ □

実績

評価者

環境対策課長　矢野　正和

項目名

■ □ □

実績

評価者

環境対策課長　矢野　正和90%

90% 100%

期間 0.49 人
非常勤
特別職

H30年度目標

H23年度～ 臨時職員

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

4,202千円 臨時職員
①市内10地点での測定回数
1地点・1回/月×１２ヶ月
②保管場所×４回/年
③市ホームページ、各まちづくり
センターにポスター掲示

H29年度目標 H29実績
市による定期測定を継続し、その結果を公
表することで、市民の安全安心の確保に努
める。
また、点検、校正を行った測定器の貸出を
継続する。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

市内の放射線量を定期的に測定し、その結果等の
情報を市民に公表するとともに、市民への測定器貸
出や相談などの対応を行う。
また、放射線に係る環境汚染の実態を継続的に把握
することで、市民の不安を軽減するための根拠資料
とする。

0.49 人
非常勤
特別職

90% 100%

目標達成済

H29決算額（見込み）

特になし 116千円 129千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 120千円

現状のとおり

放射性物質による
環境汚染の監視・対
処事業

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

成果指標の目標値を達成している
ため、一定の成果を上げられている
と考えている。今後も目標達成に努
めていきたい。

H29年度に改善した点

153千円 ①継続的な空間放射線量測定

②除染土壌仮保管場所定期測
定

③測定結果公表

空間放射線量測定機器貸出満足度
（役立ったと回答した利用者数/アンケート回答者
×１００）

市民生活における空間放射線の影響の確認の
ための、定期的な測定と簡易測定器の貸し出し
を行うことによる市民の満足度。

環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

4,158千円

根拠法令 H29予算現額

期間 0.43 人
非常勤
特別職

H30年度目標

H9年度～ 3,649千円 臨時職員

H29年度目標 H29実績

引き続き定められた測定の精度を維持し、
今後も常時監視を継続する。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

100% 100%

100%

　大気については埼玉県が定めたダイオキシン類大
気常時監視実施計画に基づき、河川水についてはダ
イオキシン類対策特別措置法に基づく常時監視（公
共用水域）実施計画に基づき、また、土壌・地下水に
ついては地下水質測定計画に基づき、ダイオキシン
類にかかる環境調査を行う。また、ダイオキシン類に
よる大気・水質・土壌等の汚染状況を常時監視し、ダ
イオキシン類による汚染対策に係る施策の基礎資料
とする。

0.55 人
非常勤
特別職

100% 100%

4,716千円 臨時職員

①19検体

②19検体

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

ダイオキシン類対策特別措置法 2,339千円 1,759千円

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,418千円 1,728千円

①調査検体数

②調査計画検体数

調査実施率
（有効調査検体数/調査計画検体数×100）

目標設定の考え方・根拠

A

成果指標の目標値を達成している
ため、一定の成果を上げられている
と考えている。今後も目標達成に努
めていきたい。

H29年度に改善した点

埼玉県によって、大気：３地点を４回/年、河川
水・底質：各２地点を１回/年、土壌：２地点を１回
/年、地下水：１地点を１回/年の計19検体が測
定数として定められているため、すべての項目を
市で実施することを目標として設定している。

委託業者による測定の実施の際は、単な
る報告書の提出にとどまらず、測定現場で
の立会いや分析状況の聞き取り等を実施
し、情報共有をし測定の精度維持に努め
た。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

100%

環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

ダイオキシン類によ
る汚染状況の常時
監視事業（大気、水
質及び土壌等）

期間 0.59 人
非常勤
特別職

H30年度目標

Ｈ元年度～ 5,006千円 臨時職員

3,516千円 臨時職員

①3件

②15件

③7件

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

100% 100%

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

埼玉県が定めた地下水質測定計画に基づき、市内
を区分したうちの3～4区画から１本毎の井戸を選定
し、カドミウムなどの地下水の水質汚濁に係る環境
基準項目について、水質調査を行う。また、過去の調
査で環境基準を超過した井戸について、その項目に
かかる水質調査を行う。また、地下水の有害物質等
の環境基準項目等を中心として汚染状況を把握し、
地下水汚染の早期発見と継続的な監視を行い、地下
水汚染対策に係る施策の基礎資料を得ることを目的
とする。

0.41 人
非常勤
特別職

100% 100%

目標達成済

地下水の水質汚濁
状況の常時監視事
業

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

水質汚濁防止法 500千円 581千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 457千円 328千円 ①概況調査井戸数

②継続監視調査井戸数

③汚染井戸周辺地区調査井戸
数（土壌汚染や概況調査での環
境基準超過判明時に実施）

調査実施率
（調査実施数/計画数×100）

目標設定の考え方・根拠

A

計画的な常時監視を通じて、市内
汚染状況の把握を効率的に進める
ことができている。

H29年度に改善した点

常時監視を行い、基礎的な資料を得ることが目
的なので、滞りなく測定が実施されたことを評価
する実施率を指標とする。

汚染井戸周辺地区調査において、以前の
測定から時間が経過した一部の井戸を調
査対象として選択し、周辺地域の状況を改
めて把握することができた。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

計画的な測定は実施できているものの、超
過項目の中でも、超過原因が特定されるも
のについては、汚染源への排出指導を通
じ、地下水汚染の未然防止を図る必要が
ある。

100%

環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

100%

期間 0.62 人
非常勤
特別職

H30年度目標

S62～ 5,261千円 臨時職員

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

4,802千円 臨時職員

①88項目
②13地点・年12回

H29年度目標 H29実績
狭山湖橋(東川)のBOD基準値超過(平成29
年度:10回)と、金井沢橋(不老川)のBOD基
準値超過が多い(平成29年度：4回)ため、
今後、測定項目を増やすなどして、原因を
調査していく必要がある。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

埼玉県および所沢市が定めた公共用水域水質測定
計画に基づき、ｐHなどの生活環境項目、カドミウム
などの健康項目等について、市内主要河川の水質と
河川底質の調査を行う。
また、市内主要河川の水質と河川底質（川底の泥）
の環境基準項目等を中心として、河川の汚濁状況を
監視し、水質汚濁防止に係る施策の基礎資料を得る
ことを目的とする。

0.56 人
非常勤
特別職

100% 100%

目標達成済100%

H29決算額（見込み）

水質汚濁防止法 3,550千円 3,703千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,351千円 3,357千円

①測定項目

②測定地点

公共用水域等汚濁
状況の常時監視事
業

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

埼玉県及び所沢市が定めた公共用
水域水質測定計画に基づいて、市
内主要河川の水質と河川底質の評
価を行っており、成果指標の目標値
を達成することができた。
また、月1回の常時監視をすること
によって、水質汚濁防止に係る施
策も基礎資料を得ることができた。

H29年度に改善した点

実施項目率
 (測定項目/計画項目×100）

埼玉県及び所沢市が定めた公共用水域水質測定計
画に基づき、市内主要河川の水質と河川底質の評価
を行うこと。また、河川の汚濁状況を監視し、水質汚濁
防止に係る施策の平成29年度における基礎資料を得
ることを目的としているため、その実施項目率を指標
とする。

柳瀬川の高橋～大鐘橋において、河川の
水質評価をするために、水生生物調査を
行った。
また、次年度以降に向けて公共用水域水
質測定と水生生物調査の仕様書の見直し
を行った。

H28年度目標環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

根拠法令 H29予算現額

有 有

有 有

有 有

有 有
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事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

評価
理由

現状の課題活動実績(H29)

環境
影響

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

有益
な
もの

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民課長　橋本　博史

項目名

■ □ □

実績

評価者

環境対策課長　矢野　正和

項目名

■ □ □

実績

評価者

生活環境課長　岸　徳夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

生活環境課長　岸　徳夫S46年度～ 2,461千円 臨時職員 0.00 人 100

下水道未整備地区で生活廃水の吸込槽が機能低下
によりあふれてしまうことを防ぐため、たまった生活廃
水のくみ取りを行うことにより、周辺の衛生的な生活
環境を保持する。

0.29 人
非常勤
特別職

0.00 人 100

今後も安定して民間業者への業務委託を
継続していく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

100

期間 0.29 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

100

100

2,487千円 臨時職員 0.00 人 H29実績

所沢市一般家庭生活廃水くみ取りに関する条例 19,530千円 19,160千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 19,598千円 18,894千円
①くみ取り件数

②くみ取り量

③くみ取り手数料

一般家庭生活廃水く
み取り事業

根拠法令

H29年度に改善した点

衛生側面からの納得度
(くみ取り件数－くみ取り作業への苦情件数)÷く
み取り件数

委託契約に当たり、新規世帯への調査、衛
生センターの清掃日に関する事項を仕様
書に盛り込んだ。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28予算現額 H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

大きな混乱や苦情等もなく、くみ取
り業務を実施し、利用者周辺の衛
生的な生活環境を保持することが
できたたため。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

①1,243件

②3,029,700ℓ

③1,514,850円

H29年度目標

S44年度～ 16,206千円 臨時職員 0.00 人 100

生活
環境
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

所有者に理解や協力がなければ改善が進
まないため、粘り強く土地所有者に訴えか
けていくことが必要である。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

100 86

期間 1.91 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

あき地が適正に管理されずに雑草が繁茂すると、火
災、犯罪の発生、害虫の発生、ゴミの不法投棄など
の原因になることから定期的にあき地の雑草繁茂状
況を調査し、繁茂状況により土地の所有者（管理者）
に対し、雑草の除去を行うよう指導する。

1.89 人
非常勤
特別職

0.00 人 100 90.3

16,207千円 臨時職員 0.00 人
①３７箇所

②３２箇所

③８６％

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 639千円 330千円

H29決算額（見込み）

所沢市あき地の雑草除去に関する条例 644千円

H29年度に改善した点

①指導箇所

②改善個所

③改善率

指導による改善率 改善箇所÷指導箇所
あき地台帳のうち、相談件数の多い箇所
の絞り込みを行い、点検をしやすくし、調査
回数を増やし、あき地の現況を把握しやす
いよう改良した。

あき地の所有者の高齢化や金銭的理由等で除
草作業を行うことができない所有者がいるため。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29年度目標 H29実績

H29予算現額

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

年々あき地の所有者の高齢化や金
銭的理由等により除草を行うことが
できない所有者が増えている中で、
一定の実績をあげることができたた
め。

640千円

臨時職員 1.00 人

生活
環境
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

あき地の雑草除去
指導事業

根拠法令

93%

80 %以上

期間 1.93 人
非常勤
特別職

H30年度目標

S47年度～ 16,376千円

93%

20,580千円 臨時職員 1.00 人

① 103件

② 96件

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

80 %以上

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

騒音、振動、悪臭をはじめとする各種公害にかかる
苦情相談を電話・メール・窓口等を通して受付け、苦
情発生源の調査、指導、助言等を行い解決を図る。

2.40 人
非常勤
特別職

100%

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,528千円 2,375千円

①苦情相談対応件数

②苦情相談解決件数

苦情相談解決率
（解決件数/対応件数×１００）

根拠法令

H29年度に改善した点

苦情に関しては、100%解決が望ましいが、解決
が長引く案件も多くある。また、年度末に受付し
た苦情は繰り越さざるを得ないため現実的な目
標としたい。

近年、お隣同士のトラブルなどの法や条例
での規制対象外の苦情や相談が増加傾向
にある。このような苦情や相談について
は、現地調査や問題解決に向けた助言等
の対応を行い、解決を促した。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

今後も、苦情相談は現状維持若しくは増加
するものと考えられるため、職員の資質の
向上を図りつつ、環境支援システムを有効
利用し、効率化を図りながら、迅速な解決
を目指す。

有 有
環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

H29予算現額

公害紛争処理法 2,941千円

事業の目的及び具体的な内容公害等苦情相談事
業

0.00 人 171,507千円

171,812千円

期間 0.65 人
非常勤
特別職

0.00 人

H29決算額（見込み）

2,627千円

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

5,574千円 臨時職員 0.00 人

①4,278件、95,419,500円

②6,747件、76,392,100円

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

S

公害苦情相談は、相談者の感覚に
起因するものも多く、対応が困難で
解決までに時間を要することから、
成果指標の目標値が未達成となっ
ている。
今後も、処理困難な案件が増加す
る事が推測されるが、より一層知識
を深めて、相談者への適切かつ迅
速な対応を図る必要がある。

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

H30年度目標

昭和42年度～ 5,515千円 臨時職員

171,507千円

H29年度目標 H29実績

今後、施設の老朽化に伴いメンテナンスが
必要な個所が増えてくることが考えられる。
新たに発生した修繕の負担については、指
定管理者と協議を行っていく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

公衆衛生の向上及び市民の福祉増進に寄与するため設置
している「所沢市斎場」の維持管理を行う。
・火葬場・式場等の斎場利用許可申請の受付
・斎場利用許可証の発行及び使用料の収納
・市町村（死亡者の本籍地、死亡地、又は届出人の所在
地）で死亡届が受理されることにより交付される埋火葬許
可証への火葬後の火葬済証明
・管理運営は、指定管理者である「公益財団法人所沢市公
共施設管理公社」が行っている。

0.65 人
非常勤
特別職

0.00 人

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市斎場条例、所沢市斎場条例施行規則、墓地、
埋葬等に関する法律

246,085千円 239,980千円

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 258,972千円 247,167千円
①年間火葬件数及び火葬場使
用料

②年間式場等利用件数及び斎
場使用料

斎場維持管理事業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標の目標値を毎年達成して
おり、運営状況は良好と考える。

H29年度に改善した点

年間斎場等使用料
年間経常支出額に対する収入の割合から運営
状況を判断しているため、使用料を指標とする。 特になし

H28年度目標

159,287千円 178,483千円

市民
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

無 有

無 無

有 無
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事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

評価
理由

現状の課題活動実績(H29)

環境
影響

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

有益
な
もの

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

生活環境課長　岸　徳夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

生活環境課長　岸　徳夫

H29その他職員
従事割合

0 0.05

0

期間 1.16 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

9,843千円 臨時職員 0.00 人

非常勤
特別職

0.00 人 0 0.15

10,376千円 臨時職員 0.00 人
①２８ヶ所

②１５０枚

③１２回

H29年度目標 H29実績

3,829千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,972千円 3,567千円 ①駅前キャンペーン実施箇所

②路面シートの貼付枚数

③歩きたばこ防止パトロール実
施回数

市内４ヶ所（主要な駅前）の平均路上歩行者喫煙
率（成人歩行者に対する歩行喫煙者の割合）

根拠法令

H29年度に改善した点

条例を周知し、遵守することで危険、迷惑な歩き
たばこや路上喫煙行為をなくすため、目標は違
反者が０パーセントであること。 なし

条例制定前は２．１９パーセントであった歩行者
喫煙率がほぼ１０分の１となっており、条例の周
知は進んでいると考えられるが、マナーを守らな
い喫煙者が少数見受けられる。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

条例施行から8年が経過し、路上喫煙率の
推移をみると一定の効果は上がっており、
喫煙マナーの向上も図られているが、一部
喫煙マナーが守られていない状況があるこ
とから、職員によるパトロールを行い、条例
違反者への声かけを実施していく。

有 無

H28決算額 指標名

歩きたばこ等防止啓
発事業

目標設定の考え方・根拠

A

条例制定前は２．１９パーセントで
あった歩行者喫煙率が近年、ほぼ
１０分の１となっていることから、お
おむね条例の内容は周知され、喫
煙者のマナーも向上していると考え
られるため。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市歩きたばこ等の防止に関する条例 3,988千円

生活
環境
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

危険、迷惑な歩きたばこ、ポイ捨てをなくし、喫煙者
のマナー向上を図るため、キャンペーン、パトロール
等による条例の周知啓発活動を実施するとともに、
喫煙禁止地区での禁煙を徹底するため、路上喫煙
禁止地区内の路面シートの貼付や指定喫煙所の維
持管理を行う。

1.21 人

H29正規職員
人件費

H18年度～

期間 1.65 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H12年度～ 14,000千円 臨時職員 0.50 人

臨時職員 0.50 人
①938枚

②15,513頭

③11,497枚

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

100 74

100

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

狂犬病予防法に基づき、狂犬病の発生、蔓延を防ぐ
ため、市内で飼育されている犬の情報を登録し、狂
犬病の接種状況を管理する。犬の鑑札および注射済
票の交付を行うとともに、所沢狂犬病予防協会や市
内動物病院と連携して集合狂犬病予防注射や注射
済票仮交付を行うことで、予防注射接種率の向上を
図っている。

1.50 人
非常勤
特別職

0.00 人 100 73

犬の死亡届の未提出や、狂犬病予防注射を接
種しても注射済票の交付手続を行わない飼い主
がいるため、制度の周知・啓発活動が必要であ
る。

H29決算額（見込み）

狂犬病予防法 3,117千円 2,827千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,995千円 2,730千円
①新規登録枚数

②登録頭数

③注射済票交付枚数

狂犬病予防注射接種率

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

所沢狂犬病予防協会や市内動物
病院と連携して集合狂犬病予防注
射や注射済票仮交付を行い、犬の
飼い方教室の開催や広報による啓
発活動などの実施により、ある程度
成果は残せたが、７割強の接種率
であったため。

H29年度に改善した点

狂犬病予防法に犬の所有者は狂犬病予防注射
を毎年１回受けさせなければならないとなってい
る。

２０歳以上の犬の飼い主に対して犬の生存
確認を行うことで、犬の登録情報の適正管
理を行った。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

接種率の向上及び飼い主のマナー向上に
ついて、より効果がある方法を研究する。

生活
環境
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

犬の登録・狂犬病予
防注射管理事業

根拠法令 H29予算現額

12,863千円

無 無



項目名

■ □ □

循環型社会形成推進基本法、

実績

評価者

資源循環推進課長　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進課長　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進課長　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進課長　池田　淳
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有益
な
もの

190t

期間 2.40 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H3年度～ 20,364千円 臨時職員 0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

15,178千円 臨時職員 0.00 人

①97t

②90t

H29年度目標 H29実績

引続き「都市鉱山からつくる！みんなのメ
ダルプロジェクト」等をきっかけとし、資源
物回収量の増加と３Ｒの意識啓発を図っ
ていく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

　牛乳パック等の紙類、古着・古布、陶磁器、廃食用
油及び単一素材プラスチック等を公共施設等の拠
点で回収し、ごみの減量・資源化を図る。

1.77 人
非常勤
特別職

0.00 人 216t 184t

目標達成済185t 187t

6,786千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 7,223千円 6,361 千円

H29決算額（見込み）

循環型社会形成推進基本法、廃棄物の処理及び清
掃に関する法律

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

　回収から分別、さらには資源化に
よる再利用の推進を図っている。
「都市鉱山からつくる！みんなのメ
ダルプロジェクト」をはじめとする3R
運動の資源化の啓発としては大き
な意義がある。
　今後も、効果的な回収のあり方に
ついて検討を進める。

H29年度に改善した点

①回収量（古着・古布・陶磁器・
廃食用油・牛乳パック等）

②回収量（単一プラ・CD・DVD
等）

回収量（古着・古布・陶磁器・廃食用油・牛乳
パック・単一プラ・CD・DVD等）

　拠点回収も浸透してきており、順調に回収・資
源化が進んでいるが、一世帯からの排出量は
大幅な増減は見込まれないため、回収量から
拠出世帯を推察する。

平成29年4月より「都市鉱山からつくる！
みんなのメダルプロジェクト」に参加し、市
内17箇所の拠点回収と市民フェスティバ
ル等でのイベント回収を行うことにより、携
帯電話等の小型家電の回収個数が増加
した。

資源
循環
推進
課
・リサ
イク
ルふ
れあ
い館

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

古着・単一素材プラ
スチック等リサイク
ル事業

根拠法令 H29予算現額

7,515千円

200店

期間 0.70 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

Ｈ27年度～ 5,940千円 臨時職員 0.00 人

6,603千円 臨時職員 0.00 人

①226店

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

150店 226店

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

　食品ロス削減を実践する店舗を「食品ロスゼロの
まち協力店」として登録し、取組内容等を紹介した
り、市ホームページ等で食材を無駄なく調理に使用
するレシピを紹介することにより、食品ロスを削減
し、「もったいないの心」の醸成とごみの減量を図
る。

0.77 人
非常勤
特別職

0.00 人 100店 202店

目標達成済

食品ロスゼロのまち
促進事業

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

マチごとエコタウン所沢構想、循環型社会形成推進
基本法

467千円 337千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 515 493

①協力店舗数
協力店舗数（累計）

目標設定の考え方・根拠

Ａ

　成果指標の目標値を達成してお
り、一定の成果を上げられていると
考えている。
　今後は、店舗数を増やすだけで
なく、各店舗の取組みをより多くの
市民に紹介することにより、意識啓
発を図っていきたい。

H29年度に改善した点

　食品ロス削減を実践する店舗を登録し、その
取組みを市民に紹介することで、食品ロス削減
の意識啓発を図るため、店舗数を指標とする。
なお、目標値は「マチごとエコタウン所沢構想」
に基づく。

　「食品ロスゼロのまち協力店」に対し、持
ち帰り用パック及び啓発シールを配布。保
健給食課主催の「給食展」にて食品ロスゼ
ロのまち協力店の紹介を行い、昨年に引
き続き児童への啓発活動を行った。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

教育委員会と連携し、こどもに向けた啓発
活動を強化していく。
また、飲食店の登録が中心である「食品ロ
スゼロのまち協力店」について、小売店に
も登録していただけるように検討していく。

0.00 人 13%

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

13%

期間 0.85 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

Ｈ3年度～ 7,212千円 臨時職員

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

7,460千円 臨時職員 0.00 人

①10,918t

②520団体

H29年度目標 H29実績
　市の収集日に集団資源回収を実施し、
行政回収を停止する「行政回収に代わる
集団資源回収」の拡大を進めるため、未
実施の自治会・町内会へ働きかけを行っ
ていく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

　集団資源回収事業実施団体（自治会・町内会、子
ども会等）が資源物（新聞、雑誌・雑がみ、段ボー
ル、古布、アルミ缶・スチール缶、紙パック、生きび
ん）を集団資源回収事業取扱業者に引き渡す活動
に対し、市は資源物1kgあたり6円（生きびんは1本当
たり6円）の報償金を交付し、ごみの減量と資源化の
推進を図る。

0.87 人
非常勤
特別職

0.00 人 13% 13.3%

目標達成済13%

H29決算額（見込み）

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、所沢市集団
資源回収事業報償金交付要綱

72,390千円 65,891千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 70,181 68,019

①集団資源回収量

②登録団体数

集団資源回収報償
金交付事業

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

　成果指標の目標値を達成してお
り、一定の成果が上げられていると
考えている。
　引き続き、「行政回収に代わる集
団資源回収」の拡大を進め、実績
の拡大に努めていきたい。

H29年度に改善した点

集団資源回収率
（集団資源回収量／家庭ごみ量×100）

　集団資源回収にて回収される資源物の割合
が増えることで、行政回収の負担が減ることか
ら、集団資源回収率を指標とする。
　なお、目標値は、所沢市一般廃棄物処理基本
計画の参考値に基づく。

　市民向け資料「集団資源回収マニュア
ル」の大幅な見直しを行い、より読みやす
い構成・内容に変更した。

H28年度目標
資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

根拠法令 H29予算現額

期間 0.85 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

S61年度～ 7,212千円 臨時職員 0.00 人

①70t

②117基

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

81t 70t

H29目標値が未達成の理由・分析

　生ごみを回収し堆肥化を行うとともに、生ごみ処理
機器等を購入し、自主的に生ごみの減量や資源化
に取り組む市民に対し奨励金を交付することで、燃
やせるごみの約4割を占める生ごみの減量・資源化
を進める。

1.00 人
非常勤
特別職

0.00 人 84t 74t

8,575千円 臨時職員 0.00 人

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 8,737千円 7,675千円

H29決算額（見込み）

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、所沢市生ごみ減
量化・資源化を推進するための奨励に関する要綱

　様々な工夫をしながら事業を行っ
ているが、回収した生ごみを活用
する方策が発電などの原料として
ではなく、堆肥化することに留まっ
ていることから、（相当量の確保を
必要とする農家でなく一般の方で）
堆肥を必要とする使用者も限られ
ていることもあり、資源化の量及び
奨励基数ともに今後の増加に関し
ては厳しい状況にある。

H29年度に改善した点

①モデル地区で実施している
生ごみ資源化の回収量

②処理機器等奨励基数

モデル地区で実施している生ごみ資源化の回収
量

生ごみの資源化については、一世帯あたり
の生ごみの排出量に大幅な増減は見込ま
れないため、回収量から事業参加世帯を推
察する。

　生ごみ減量・資源化講演会の開催時に生ご
み処理機奨励金制度や資源化のＰＲをすると
ともに、講演会を行った一部自治会の参加者
に水切り啓発品をプレゼントし、生ごみの減量
化に協力を求めた。また、自治会以外で地域
の子育てサロンに出向いて、水切りへの協力
や生ごみの資源化への協力を呼びかけた。

　参加世帯の高齢化、世帯人員数の減少（子ど
もの独立等）に伴い、生ごみの排出量が減少し
たもの。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

　資源化の回収量については、最近の高齢化・
核家族化などの影響で年々回収量が減少して
いる状況にある。現在、１０自治会が協力して
いただいているが、あらたに参加してくれる自
治会がないか呼びかけを行うなどして、回収量
を少しでも増やしたいと考えている。

72t

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

9,276千円 8,145千円

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

リサ
イク
ルふ
れあ
い館

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

生ごみ減量・資源化
推進事業

根拠法令 H29予算現額

事業の目的及び具体的な内容

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

評価
理由

現状の課題活動実績(H29)

環境
影響

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

有害
な
もの

有 無

有 無

有 無

有 無
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有益
な
もの

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

評価
理由

現状の課題活動実績(H29)

環境
影響

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進課長　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進課長　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進課長　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進課長　池田　淳H15年度～ 18,243千円 臨時職員 1.00 人 40,000人

リサイクルふれあい館の見学者数が減少
傾向にある中で、いかに３Ｒを市民に啓発
していくか、リサイクルふれあい館のことを
知ってもらうか、出張エコロ市や市民フェ
スティバルのような出張イベントやまちづく
りセンターでの３Ｒ講座など、出先機関を
使うなどしてより一層啓発に励んでいきた
い。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

37，500人 39,802人

期間 2.15 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

臨時職員 0.80 人

①39,802人

②　6,870人

H29年度目標 H29実績

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

①小学4年生社会科見学等見学者の印象に残る館内展
示（遊び心を取り入れた）わかりやすい解説で環境学習を
充実する。②催事の企画開催（エコロまつり、エコロ市、出
張エコロ市）等による市民へのＰＲ事業。③市民フェスティ
バル等への積極的参加によるＰＲ活動。④館内展示のほ
か、ホームページや情報誌発行による情報提供の研究。
⑤暮らしの中で3R（Ｒeduce・リデュース発生抑制、Ｒeuse・
再使用、Ｒｅｃｙｃｌｅ・リサイクル・再生利用）を実践するため
の場として、おもちゃの病院や傘修理、各種講座等の開
催。

2.65 人
非常勤
特別職

0.00 人 36，800人 35，674人

22,724千円

H29決算額（見込み）

所沢市リサイクルふれあい館条例、所沢市廃棄物
の減量及び適正処理に関する条例

5,842千円 5,628千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 5,622 千円 4,947 千円

①リサイクルふれあい館・東所
沢エコステーション来館者数

②講習会参加人数

来館者数（講座・イベント参加者含む）

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

　交通の利便性が悪いという施設
の条件のなかで、出張エコロ市や
文化フェア、市民フェスティバルに
参加しリユース品を頒布するなど、
受け身でなく、こちらから積極的に
出向いて3R運動の普及啓発を図っ
た。また、チラシやＳＮＳを使って、
積極的に市民に情報発信をするこ
とにより、目標数以上の来館者数
を記録することができた。

H29年度に改善した点

　啓発施設であるリサイクルふれあい館及びリ
ユース・リサイクル品の引き取り場所である東
所沢エコステーションについて、ひとりでも多く
の市民に知ってもらい、利活用していただくこと
が目的であることから講習会参加者を含めた来
館者数を指標としている。

　エコロで開催したイベントなどで、ＥＭ容
器等の紹介コーナーを新たに設けたり、マ
チエコ大使に来館してもらうことで、さらな
るリサイクルふれあい館のＰＲを図った。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

リサ
イク
ルふ
れあ
い館

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

もったいないの心啓
発事業

根拠法令 循環型社会形成推進基本法、 H29予算現額

期間 3.25 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H15年度～ 27,576千円 臨時職員 3.00 人

目標達成済27，000人

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

30,441千円 臨時職員 4.00 人 ① 小型家具　　 1,172人
　　大型家具　　 7,336人
　　合計　　　　　 8,508人

②9，893人

③13，444人

H29年度目標 H29実績 　「もったいないの心」に基づき、普段何気
なくごみとして処分してしまうものを貴重な
資源として再利用するライフスタイルを市
民により一層啓発していく必要がある。リ
サイクルふれあい館だけで事業を実施す
ることにとどまらず、各地域のまちづくりセ
ンターなどに出張してリユースの啓発・推
進に努めていきたい。

　「もったいない心」を大切に、ごみの減量・資源化
に取り組むとともに、循環型社会の形成のための3R
のひとつであるリユース及びリサイクルを暮らしに定
着させる。
①再生家具：粗大ごみとして排出された木製家具を
手直しした後、館内で展示のうえ抽選で月２回頒
布。小型家具については常設頒布。②不用品登録：
「もとめます」「ゆずります」として登録された品物の」
情報提供。③もったいない市：「東所沢エコステー
ション」や拠点回収に出された古着・陶磁器を分別
し、利用可能なものを館内で展示のうえ頒布。

3.55 人
非常勤
特別職

0.00 人 27，000人 26，911人

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

31,845人

32,000人

H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市リサイクルふれあい館条例、所沢市リユース
品頒布事務取扱条例、不用品登録事業事務取扱要

5,436千円 5,354千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 6,803 千円 6,854 千円
①再生家具頒布申込者数

②もったいない市利用者数

③エコステーション利用者数

もったいないの心推
進事業

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

　回収物をごみとして焼却するので
はなく、手を加えリユース品として
再使用を促進することで3R運動の
市民への浸透を図っているが、回
収方法や分別・資源化・頒布方法
などに改善の余地があるため。

H29年度に改善した点

事業利用者数
再生家具頒布申込者数+もったいない市利用者
数+不用品登録者数+エコステーション利用者数

　一人での頒布数が決まっていないため（数点
購入する方も多い）頒布数だけがリユース・資
源化の実績と考える。

　定期的に陶磁器のセールを開催するな
ど市民に足を運んでもらう企画を立て、情
報発信を行った。また、小型家具について
は抽選方式から常設展示頒布とした。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析リサ
イク
ルふ
れあ
い館

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

根拠法令

期間 0.55 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

Ｈ27年度～ 4,667千円 臨時職員 0.00 人

H29年度目標 H29実績

　イベントで啓発品の配布・掲示を行う等、
市民への意識啓発を図ることも検討して
いるが、効果測定が課題となっている。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

30.0% 30.2%

31.0%

　「燃やせるごみ」の中に含まれている雑がみにつ
いて、回収を推進することにより、更なる資源化とご
み焼却量の削減を図る。

0.62 人
非常勤
特別職

0.00 人 30.0% 29.6%

5,317千円 臨時職員 0.00 人

①30.2％

①3,175t

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

マチごとエコタウン所沢構想、循環型社会形成推進
基本法

60千円 44千円

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 9 3①集団資源回収により回収し
た古紙類のうち、雑誌・雑がみ
の割合

②集団資源回収における雑誌・
雑がみ回収量

集団資源回収により回収した古紙類のうち、雑
誌・雑がみの割合。

目標設定の考え方・根拠

Ａ

　古紙回収量が減少傾向にある
中、雑誌・雑がみの割合を増やす
ことができた。引き続き、雑がみ分
別の啓発を進めるほか、「行政回
収に代わる集団資源回収」を推進
し、集団資源回収における雑がみ
回収量の増加を図る。

H29年度に改善した点

　周知・啓発の対象を特定するため、集団資源
回収を対象とするが、古紙類の発生量が減少
傾向にあるため、回収量に占める、雑誌・雑が
みの割合を指標とする。目標値としては、前年
度より増やすことを目標としたい。

　自治会・町内会からの要望に応じ、雑が
み回収の周知啓発チラシを増刷した。ま
た、実物を使用した「雑がみパネル」を作
成し、所沢市民フェスティバルにて展示し
た。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

トコとん資源化推進
事業（雑がみ回収
推進事業）

期間 7.60 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H29年度～ 64,486千円 臨時職員 4.00 人

臨時職員 -

①22,824点

②1,928点

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

1,200点 1,928点

2,000点

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

市民サービスの向上とリユースの推進を図るため、
東西クリーンセンターにおいて実施していた粗大ご
み収集事業をリサイクルふれあい館において一元
化し、「もったいないの心」推進事業の一環として実
施していた「再生可能な家具の回収業務」も付加す
ることにより、粗大ごみの収集から再生・頒布、廃棄
までを一体的に行う。

非常勤
特別職

- - -

目標達成済

0千円

-

粗大ごみリユース
拡大事業

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

廃棄物の処理及び清掃に関する法律 13,297千円 11,340千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

実績が、当初の目標値を大幅に超
え、市民の利便性の向上とごみの
減量に寄与したため。

H29年度に改善した点

H29年度新規開始

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

再生家具の在庫をいかに少なくしていく
か。市民への頒布以外にも市や自治会な
どの事業に利用してもらうなど裾野を広げ
ていき、より一層リユースの推進を図りた
いと考えている。

有 有

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

-

①粗大ごみ収集点数

②再生家具の頒布点数

再生家具の頒布点数
粗大ごみを、ごみとして処分するのではなく、資
源物として活用ことにより、ごみの減量につなが
るため。

H28その他職員
従事割合

H28年度目標リサ
イク
ルふ
れあ
い館

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

有 無

有 無

有 無
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有益
な
もの

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

評価
理由

現状の課題活動実績(H29)

環境
影響

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

東部クリーンセンター管理課長　川原利和

項目名

■ □ □

実績

評価者

東部クリーンセンター施設課長　古澤祐晴

項目名

■ □ □

実績

評価者

東部クリーンセンター施設課長　古澤祐晴

項目名

■ □ □

実績

評価者

西部ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ管理課長　大野
義彦

2,800台

期間 2.30 人
非常勤
特別職

H30年度目標

平成25～ 19,516千円 臨時職員 0.16 人

18,436千円 臨時職員 0.20 人

①2,614台

②48.72t

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

2,600台 2,614台

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

平日に持込みができない市民からの要望により、毎
月第一土曜日の午前8時30分から12時00分まで一
般家庭ごみの受入を年間12回実施している。車の
誘導、荷下ろしの補助及び資源物等の分別作業等
によりごみの減量と資源化を行う。また、クリーンセ
ンターに家庭ごみが持ち込まれた際の、ごみ減量・
資源化に向けたPRを実施。

2.15 人
非常勤
特別職

2,000台 2,318台

目標達成

家庭ごみ土曜日受
入業務事業（西部ク
リーンセンター）

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

廃棄物の処理及び清掃に関する法律 203千円 165千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 271千円 261千円

①搬入車両台数

②搬入量

年間搬入車両台数

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

成果指標の目標値を毎年達成して
おり、市民に当該事業の定着が進
んでいることが伺える。

H29年度に改善した点

搬入車両台数の変動を把握することにより、事
業の定着度合いや、市民の利用状況の確認が
出来る。

搬入者に対する、廃棄物の排出削減・資
源化に係る周知・啓発のため、チラシ配布
やポスター、標語などを掲示。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

法が定める自治体の責務である廃棄物の
排出削減の観点から、搬入車両台数での
管理には課題が残る。

30,122千円 臨時職員 0.00 人 45

西部
ク
リー
ンセ
ン
ター
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

46

期間 3.55 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H15～

目標達成済45

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

24,868千円 臨時職員 0.00 人

①ごみ搬入量：13,514ｔ

②再資源化量：6,195ｔ

H29年度目標 H29実績
ストックマネジメント推進事業において、焼
却施設に加えリサイクルプラザの延命化
工事及び長期包括運営業務委託を実施
し、施設の性能の維持や効率的な施設運
営を図る。

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

平成15年度より稼働を開始したリサイクルプラザで
は、廃棄物の分別資源化を行い、適正に処理してい
る。今後、資源化量を増やすことにより最終処分量
を減らすことで、生活環境への負担の低減を図るも
のである。

2.90 人
非常勤
特別職

0.00 人 45

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、容器包装リ
サイクル法、循環型社会形成推進基本法

304,059千円 319,244千円

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 312,245千円 305,630千円

①ごみ搬入量
　　（燃やせるごみ以外）

②再資源化量

再資源化推進事業
(東部クリーンセン
ター）

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

更なる資源化を模索しつつも、経
年劣化による修繕費用などの増大
が見込まれることから、経費節減
へ向け、点検結果などによる修繕
の内容についての精査を実施す
る。また、処理施設の点検・整備の
充実と効率の良い施設運営を図
り、経年劣化による対策を講じる必
要性がある。

H29年度に改善した点

資源化率％
（再資源化量÷ごみ搬入量）

廃棄物を資源化することにより、廃棄物の排出
を抑制し、生活環境の保全を目標とする。

施設の経年劣化による補修費用などの維
持管理費の増大が見込まれることから、
効率的な運営管理や改善事業を推進して
いくとともに、ストックマネジメント推進事業
において、延命化工事を行い、長期包括
運営など施設の運営に関することを検討
し、総合的な見直しを図っている。H28年度目標

52

臨時職員 0.00 人 85

東部
ク
リー
ンセ
ン
ター
施設
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額

83 97

期間 2.30 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H15～ 19,516千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

8,146千円 臨時職員 0.00 人

①スラグ生産量：5,846ｔ

②スラグ利用量：5,686ｔ

H29年度目標 H29実績 平成30年度もスラグの有効利用を継続
し、費用削減を行っていくが、リスク分散の
観点から、安定した最終処分先の確保も
必要となっている。
平成31年度は灰溶融炉の廃止を予定して
いるため、スラグ活用事業は終了となる。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

東西クリーンセンターで発生した焼却灰等を溶融す
ることにより得たスラグを、循環型社会における資
源として積極的に有効利用すると共に、廃棄物処理
費用を削減するものである。

0.95 人
非常勤
特別職

0.00 人 80 88

目標達成済

H29決算額（見込み）

廃棄物の処理及び清掃に関する法律 2,312千円 2,278千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,398千円 2,258千円

灰溶融スラグ活用
事業

根拠法令

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

有効利用先において更なる資源量
の増加を図るとともに、市内公共利
用についても利用量の拡大を行
う。また、有効利用量の増加に伴
い費用削減を図っているが、引続
き東日本大震災に伴う放射線量測
定等を行う必要がある。

H29年度に改善した点

①スラグ生産量

②スラグ利用量

資源化率％
（スラグ利用量÷スラグ生産量）

循環型社会における循環資源としての溶融スラ
グを積極的に有効利用すること、及び廃棄物処
理費用を削減することを目標とする。

ブロック・再生砕石資源化先に約250ｔ増量
し、12000ｔの資源化を行うなど、安定的な
有効利用先の確保と費用削減を図った。

東部
ク
リー
ンセ
ン
ター
施設
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

H29予算現額

期間 2.65 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

Ｈ２４年度～ 22,485千円 臨時職員 0.55 人

達成済み

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

6,603千円 臨時職員 0.65 人

①3,409台

②77,320kg

H29年度目標 H29実績 搬入台数の増加が続く場合、土曜日受入とい
う意識ではなく、平日の受入と変わらなくなる。
さらに、土曜日の方が、平日より上回る事態も
起こり得る。職員の対応人数にも限りがある。
出勤日数を増やすが、搬入台数を減らす試
み、例えば、祝日と土曜日は、有料にするなど
検討が必要である。

H29正規職員
人件費

毎月第１土曜日（１月は第２）の午前8時30分から12
時00分まで一般家庭ごみの受入を年間12回実施。
近年、一般家庭ごみの持込み車両台数は、増加の
傾向にあり、土曜日を開庁することにより、今後市
民サービスの向上を目的とする。搬入物について
は、資源化を行う。

0.77 人
非常勤
特別職

0.00 人 2,500台 3,049台

H29その他職員
従事割合

2,800台 3,409台

3,000台

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

廃棄物の処理及び清掃に関する法律 691千円 368千円

H29年度に改善した点

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 454千円

搬入台数が平均で250台を超え、最大で
300台を超える日が出て来た事から、受入
人数を2名増員、全体的な年間の受け入
れ態勢を図り、時間内処理に取り組んだ。

家庭ごみ土曜日受
入業務事業（東部ク
リーンセンター）

H28予算現額 H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

搬入車両台数の増加により目標を
達成した。

423千円

①搬入車両台数

②搬入量

搬入車両台数 年間搬入車両台数の変動を把握して設定した。

東部
ク
リー
ンセ
ン
ター
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

有 有

有 有

有 有

有 有
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有益
な
もの

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

評価
理由

現状の課題活動実績(H29)

環境
影響

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

西部クリーンセンター施設課長　遠
山秀仁

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進課長　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進課長　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進課長　池田　淳

期間 0.87 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H17年度～ 7,382千円 臨時職員 0.00 人

臨時職員 0.00 人

①35,860t

②257日

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

55% 55%

55%

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

　将来にわたり安定した収集体制を維持するため民
間業者に委託し、市民生活の生活環境の保全、公
衆衛生の向上を図る。
　市民が年間ごみ日程表に基づき委託地区内のご
み集積所に出したごみを委託業者が収集し、東部・
西部クリーンセンター等に運搬する。

0.92 人
非常勤
特別職

0.00 人 40% 40%

目標達成済

H29決算額（見込み）

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、所沢市廃棄
物の減量及び適正処理に関する条例

580,392千円 580,392千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 420,858 420,671

①ごみ収集量

②収集稼働日数

民間事業者への委託割合
(委託地区の世帯数／市内の全世帯数)

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

　成果指標の目標を達成し、年間
ごみ日程表通りに滞りなく、ごみを
収集することが出来たことから、安
定的な収集体制が確保できている
と考えている。
　また、今年度より古着・古布の品
目別収集を実施したことにより、燃
やせるごみの減量化及び資源化を
進めることができた。

H29年度に改善した点

　市民生活の生活環境の保全と、公衆衛生の
向上を図るため、安定的な収集運搬体制を確
保する必要がある。このため、計画的に委託拡
大を図っていくことが重要であることから委託割
合を指標とした。

　「所沢市家庭ごみ収集運搬業務の委託
拡大に向けた計画」を基に、委託割合を市
域の約40％から約55％（世帯割合）に拡
大し、安定した収集体制の維持に努めた。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

　今後とも安定的な収集運搬体制を維持
するとともに、さらに市民からの要請に応
えて住民サービスを向上していくために、
計画的に委託拡大を行い事業実施してい
く。

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

一般廃棄物収集運
搬業務委託事業

根拠法令 H29予算現額

7,889千円

期間 1.95 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H11年度～ 16,546千円 臨時職員 2.00 人

目標達成済用地測量

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

11,148千円 臨時職員 1.00 人

①調査面積　約6.0ｈａ

②標準地評価２箇所、
 　各画地評価３４箇所

H29年度目標 H29実績

　今後は基本設計、周辺整備、用地交渉
等があることから、より一層丁寧に説明を
行い理解を得ながら事業を進めて行く。

　市内で発生する一般廃棄物の最終処分について
は、市外の最終処分場と市内の北野一般廃棄物最
終処分場で行ってきたが、北野一般廃棄物最終処
分場は平成17年3月末日をもって埋立が終了した。
　現在は全量を県営の処分場や県外の民間処分場
へ搬出していることから、自区内処理の原則に基づ
き、市内に新たな一般廃棄物最終処分場を整備す
る事業である。

1.30 人
非常勤
特別職

0.00 人 基本計画 基本計画

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

用地測量

23%

H29予算現額 H29決算額（見込み）

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、所沢市廃棄
物の減量及び適正処理に関する条例

73,170千円 32,264千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 26,132 24,201

①用地測量

②土地評価

（仮称）第２一般廃
棄物最終処分場整
備事業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

　今後も、廃棄物の安定的な最終
処分体制の構築を図るとともに、自
区内処理の原則に基づき、新たな
最終処分場整備は重要な事業で
あるため、継続して進めていく必要
がある。

H29年度に改善した点

事業進捗状況
(土地の取得率：契約面積/事業用地）

　自区内処理の原則に基づき、新たな最終処分
場を整備する必要があるため、各段階における
成果指標を設定した。
　事業進捗に伴い土地の取得率に成果指標を
見直した。

　本格的な用地購入に向けて、用地測量
により建設予定地の一筆ごとの面積を把
握するとともに、土地評価等により、土地
購入費や物件補償費の算出を行った。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

2.5%

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

根拠法令

期間 0.20 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H11年度～ 1,697千円 臨時職員 0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

1,286千円 臨時職員 0.00 人

①10,271t

②3,379t

H29年度目標 H29実績

　ごみの減量や正しいごみの分別につい
て引き続き周知を行い、廃棄物の発生抑
制を促していく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

　北野一般廃棄物最終処分場が平成17年3月末日
をもって埋め立てを終了したため、クリーンセンター
から排出される焼却灰等の廃棄物の全量を県営処
分場及び県外の民間処分場へ搬出している。
　廃乾電池・廃蛍光管等の資源化できるものについ
ては、資源化処理を実施している。
　本事業については、平成24年度から東部・西部ク
リーンセンターへ執行委任をしている。

0.15 人
非常勤
特別職

0.00 人 2.5% 3.9%
　平成29年度の埋め立て率は3.3%であり、前年度実
績と比較すると、0.6ポイント減少しているが、目標値
は達成しなかった。
　溶融スラグの有効利用を進め、97%を有効利用した
ものの、まだ3%が埋め立て処分となっており、また、
溶融飛灰について、震災の影響による受入停止が続
いており、やむを得ず埋め立て処分となっていること
が要因となっている。

2.5% 3.3%

262,339千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 290,703 278,077

H29決算額（見込み）

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、所沢市廃棄
物の減量及び適正処理に関する条例

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

　成果指標を高く設定したために、
指標を達成できていないが、年々
の改善によって着実に目標値に近
づいてきている。
　今後も引き続き廃棄物の適正処
理、発生抑制に努めていく。

H29年度に改善した点

①廃棄物の総処理量

②廃棄物の最終処分量

埋立て率
（廃棄物の最終処分量/総ごみ量）

　埋め立てを必要とする焼却灰等の廃棄物が生活環
境に悪影響を及ぼさないように適正処理を行うととも
に、埋め立て量を減らすために資源化処理を行うた
め、埋立て率を指標とする。
　なお、目標値は、所沢市一般廃棄物処理基本計画
に基づく。

　溶融スラグをコンクリートブロック原料と
して昨年度の987tより多い1,239t資源化
し、最終処分量の減少を図った。

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

一般廃棄物運搬・
処分業務委託事業

根拠法令 H29予算現額

303,278千円

期間 1.20 人
非常勤
特別職

H30年度目標

平成15年度～ 10,182千円 臨時職員

H29年度目標 H29実績

資源化率は、市民の分別精度に大きく左
右されることから、資源循環推進課と協力
し、継続して市民の分別向上が図れるよう
努めていく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

90% 78%

75%

容器包装プラスチック（資源）を容器包装リサイクル
法に基づく品質に適合するように、適正に選別を行
い再資源化を図る。

0.90 人
非常勤
特別職

99% 80%

7,718千円 臨時職員
①3,595ｔ

②2,810ｔ

③7ｔ

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、容器包装リ
サイクル法、循環型社会形成推進基本法

92,359千円 90,218千円

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 92,391千円 92,700千円
①総搬出量

②容器包装プラスチック搬出量

③ペットボトル搬出量

資源化率％
（容器包装プラスチック搬出量÷総排出量）

目標設定の考え方・根拠

B

搬入されたプラスチックを選別した
結果、不適物として取り除いた量
が予想より多かったことから、目標
設定した資源化率を下回った。

H29年度に改善した点

平成30年4月から運用開始した長期包括運営
業務委託の要求水準書に記載の数値から目標
値を設定した。

資源循環推進課との市民への分別徹底
に向けた周知方法等の調整を行うととも
に、組成分析や収集業者等との不適物混
入の状況確認を実施し、資源化率の向上
に努めた。

資源化率は向上してきているが、市民から出さ
れたプラスチックの中に不適物や汚れた容器包
装プラスチックが多く含まれていたことから、資
源化率が目標値を下回った。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

西部
ク
リー
ンセ
ン
ター
施設
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

再資源化推進事業
(西部クリーンセン
ター）

有 有

有 有

有 有

有 有
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有益
な
もの

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

評価
理由

現状の課題活動実績(H29)

環境
影響

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

東部クリーンセンター施設課長　古澤祐晴

項目名

■ □ □

実績

評価者

収集事務所長　當摩　卓

項目名

■ □ □

実績

評価者

収集事務所長　當摩　卓

項目名

■ □ □

実績

評価者

西部クリーンセンター施設課長　遠
山秀仁

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

事業者決定後は、長期包括運営期間にお
ける業務監視としてモニタリング方法を確
立し履行の確認を行うとともに、随時モニ
タリングマニュアル等の見直しを行い、継
続的な改善を行っていく。平成28年度～43年

度
10,606千円 臨時職員 適正

西部
ク
リー
ンセ
ン
ター
施設
課

実施計画ランク 事業の種別

①要求水準書及び契約書類作
成、契約の締結
②適正
③適正

H29年度目標 H29実績

期間 1.25 人
非常勤
特別職

H30年度目標

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

施設の運転管理、用役調達、維持補修等の施設運
営業務を包括的に委託することにより、安定した質
の高い施設運営や用役等調達コストの削減及び施
設運営の効率性の向上を図るため、長期包括的な
運営委託を実施していくものである。

1.25 人
非常勤
特別職

100% 100%

目標達成

臨時職員

100% 100%

10,533千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

10,719千円

H29正規職員
人件費

一
般

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

H29決算額（見込み）

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

安定した質の高い施設運営や用役
等調達コストの削減、施設運営の
効率性の向上を図ることを目的
に、長期包括運営業務委託の要求
水準書及び契約書類を作成し、契
約を締結したことから、業務は順調
に進捗し、目標は達成している。

H29年度に改善した点

①長期包括運営業務
②公害防止基準遵守状況（焼
却施設）
③公害防止基準遵守状況（そ
の他項目）

H28～Ｈ29業務進捗状況（達成率％）
H30施設運営状況

平成29年度においては、契約締結までの業務
の進捗率を目標とした。平成30年度からは要求
水準書に記載の公害防止基準の遵守状況を目
標に設定し、運営状況を監視していくものとす
る。

長期包括運営業務委託に係る要求水準
書及び契約書を作成し、平成30年1月25
日に運営事業者と契約を締結した。

H28予算現額

西部クリーンセン
ター長期包括運営
事業

根拠法令 H29予算現額

10,959千円

期間 2.35 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H17年度～ 19,940千円 臨時職員 0.00 人

臨時職員 0.00 人

①316世帯

②310世帯

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

310 316

340

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

高齢又は障害等により、家庭から排出するごみを自
らごみ集積所に出すことが困難な市民の生活環境
の向上及び安全確保のため、当該事業利用者宅の
戸口において直接ごみの収集を行う。さらに、希望
者には、声かけを行い安否確認を行う。

2.40 人
非常勤
特別職

0.00 人 280 281

目標達成済み

H29決算額（見込み）

所沢市ふれあい収集実施要綱 392千円 449千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 332千円 394千円

①年間利用世帯数

②年間利用予定世帯数

年間利用世帯数

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

目標値を上回り目標を達すること
ができた。
今後も、利用拡大に努めていきた
い。

H29年度に改善した点

当制度について周知、啓発し、利用拡大を図る
ため、年間利用世帯数を指標とする。
目標値としては、年間利用予定世帯数を目標と
した。

利用者のごみ出しが無かったり、安否確
認時に異状が発生した際、速やかな対応
できるように収集日毎の利用者名簿を作
成して、担当ケアマネージャーや緊急連絡
先を確認できることとした。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

利用拡大のために、高齢者等の状況を把
握している地域包括支援センターや介護
事業所との連携が必要となっている。ま
た、利用者の増加に対応できるように担当
者の充実や関係部署等との連携等、体制
を整える必要がある。

東部
ク
リー
ンセ
ン
ター
収集
事務
所

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

ふれあい収集事業
（東部クリーンセン
ター）

根拠法令 H29予算現額

20,580千円

非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

S26年度～ 488,312千円 臨時職員 2.00 人 27,786

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

536,795千円 臨時職員 4.00 人

①19,577ｔ

②543,973千円

H29年度目標 H29実績 本事業は、家庭から排出されるごみの分
別による資源物の有効活用を促進し、循
環型社会の確立を目指すものであり、市
民の理解と協力が必要であることから、ご
みの分別についての啓発や指導を引き続
き実施していく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

市民の生活ごみとして、ごみ集積所に排出された廃
棄物の適正処理及び再資源化により、公衆衛生環
境の向上及び循環型社会の確立を実現するため、
ごみの分別を徹底し,効率的に収集を行う。また、こ
れに伴う集積所の設置・維持管理についての指導
及び清掃車両の整備並びにごみ集積所情報管理シ
ステムの運用管理を行う。

62.60 人
非常勤
特別職

0.00 人 26,951 28,485

目標達成済み28,485 27,786

H29決算額（見込み）

所沢市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例 59,075千円 55,661千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 73,781千円 68,315千円

①年間ごみ収集量

②年間経費

ごみ収集事業（東部
クリーンセンター）

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

目標値を下回り目標を達すること
ができた。
今後は、さらに経費削減に努めて
いきたい。

H29年度に改善した点

1トンあたりの収集経費
年間経費÷年間ごみ収集量

生活ごみの効率的な収集を目的としているの
で、1トン当たりの収集に係る経費を指標とす
る。
目標値としては、前年度を下回ることを目標とし
た。

集積所の改善指導を26か所行った。その
結果16か所で改善が見られた。

H28年度目標 H28実績

東部
ク
リー
ンセ
ン
ター
収集
事務
所

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

根拠法令 H29予算現額

期間 57.55 人

H29年度目標 H29実績

ライフサイクルコスト(ＬＣＣ)を低減するための技術的
体系及び管理手法であるストックマネジメントを用い
て、現在の性能水準を保つため、国の交付金を活
用した施設の延命化工事を実施し、安定した質の高
い施設運営や用役等調達コストの削減及び施設運
営の効率性の向上を図るため、長期包括的な運営
委託を実施していくものである｡

4.30 人
非常勤
特別職

H28決算額

5.30 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

100

①17
②適正

H26～H47 44,971千円 臨時職員 0.00 人

期間

0.00 人 70 70

36,873千円 臨時職員 0.00 人
①募集要項及び契約書類作
成、事業者選定支援
②選定委員会を３回開催し、優
先交渉権者を選定
③事業契約を締結

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

100

69,041千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 81,139千円 81,005千円
①延命化工事及び長期包括運
営委託アドバイザリー業務
②事業者選定委員会
③延命化工事及び長期包括運
営委託契約業務

業務進捗状況
（達成率％）

根拠法令

H29年度に改善した点

平成29年度までは、単年度での業務を実施する必要
があるため各業務の進捗率を目標とする。平成30年
度からは、延命化工事及び長期包括運営委託が開
始するため、工事の進捗率と適正な運営がされてい
るかを目標とする。

延命化工事と長期包括運営委託をDBO方
式により実施するにあたり、事業者選定委
員会において公募プロポーザルにより事
業者を選定した。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

見積合わせによる事業者決定後は、延命
化目標年数及び長期包括運営期間に亘
る業務の監視としてのモニタリング方法等
を確立し履行の確認を行う。
毎年度及び随時モニタリングマニュアル等
を見直し継続的な改善を行っていく。

無 無

H28決算額 指標名

東部クリーンセン
ターストックマネジメ
ント推進事業

目標設定の考え方・根拠

A

成果指標の目標値が達成してお
り、事業の目的である施設の性能
水準を保つための施設の延命化工
事及び安定した質の高い施設運営
や用役等調達コストの削減、施設
運営の効率性の向上を図るための
長期包括的な運営委託の実施に
向け、事業契約が締結された。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

廃棄物の処理及び清掃に関する法律 69,096千円
東部
ク
リー
ンセ
ン
ター
施設
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

有 有

有 有

有 無
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有益
な
もの

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

評価
理由

現状の課題活動実績(H29)

環境
影響

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

西部ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ収集課長　當摩
卓

項目名

■ □ □

実績

評価者

西部ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ収集課長　當摩
卓

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進課長　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進課長　池田　淳

有 有
事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

　不法投棄をなくすためには、早期発見・
撤去・処理することにより不法投棄されに
くい環境をつくることが重要と考える。
　このため、引き続き本事業を継続し、公
衆衛生の向上と不法投棄未然防止に努
めていきたい。

H29年度に改善した点

有

H13年度～ 4,836千円 臨時職員 0.00 人 16,605kg

4,888千円 臨時職員 0.00 人
①718件

②15,990kg

③244日

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H29目標値が未達成の理由・分析

　不法投棄多発地域をパトロールし、不法投棄物を
撤去することで、地域の環境保全を維持し、新たな
不法投棄を未然に防ぐことを目的とする。

0.57 人
非常勤
特別職

0.00 人 16,605kg 15,840kg

目標達成済16,605kg 15,990kg

H29決算額（見込み）

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、所沢市廃棄
物の減量及び適正処理に関する条例

8,660千円 8,421千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 8,655 8,134
①処理件数

②不法投棄物撤去量

③ﾊﾟﾄﾛｰﾙ稼働日数
不法投棄防止パト
ロール及び撤去事
業

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

　毎年、成果指標を達成しており、
地域の環境保全、公衆衛生の向上
等に関して、一定の成果が得られ
ていると考えている。
　今後も本事業を継続することによ
り、不法投棄による環境悪化の防
止に努めていきたい。

H29年度に改善した点

本事業で撤去した不法投棄物の撤去量

　本事業を継続することで地域の環境保全の維
持と公衆衛生の向上、不法投棄未然防止の推
進が図られると考えるため、不法投棄物の撤去
量の減少を目標とする。

　不法投棄の状況により、パトロール経路
の調整を行なった。また、不法投棄物の量
によっては職員によるサポートも実施し
て、迅速な回収に努めた。

H28年度目標 H28実績
資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

根拠法令 H29予算現額

期間 0.57 人

H29年度目標 H29実績　公共下水道未整備区域等で発生するし尿及び浄
化槽汚泥について、市民の生活環境の保全及び公
衆衛生の向上に支障が生じないように、し尿処理施
設にて適正に処理する。

0.97 人
非常勤
特別職

H28決算額

0.87 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

100%

100%H24年度～ 7,382千円 臨時職員 0.00 人

期間

0.00 人 100% 100%

8,318千円 臨時職員 0.00 人
①245（日）

②18,262（ｔ/年）

③44（項目）

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

100%

105,539千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 109,157 103,439
①稼働日数

②し尿及び浄化槽汚泥処理量

③下水排除基準達成項目数

下水排除基準達成率
（下水排除基準達成項目数/下水排除基準項目
数）

根拠法令

　安定した処理が行われていたかどうかを客観
的に判断するため、衛生センターからの排水に
対し下水排除基準と比較することとした。
　目標値としては100%を目標とする。

COOL JAPAN FOREST構想の一環として、衛
生センター用地の一部について遊歩道として
整備することとしたため、井戸、受水槽、出入
口の移設等の改修工事を行った。また、敷地
内に芝桜等を植樹することにより、景観的にも
親しみやすい造りとなった。さらに、敷地の一部
を道路後退し歩道整備することにより、歩行者
等の安全性を向上させた。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

　公共下水道の整備によりし尿汲み取り
世帯数及び浄化槽世帯数は減少傾向に
なると考えられるものの、市町村の処理義
務を果たすため、引き続き安定した施設
の維持管理業務を図っていく。

有 有

H29年度に改善した点H28決算額 指標名

し尿処理施設運営
管理事業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

　成果指標の目標を達成できてお
り、衛生センターの運転管理にお
いて安定したし尿処理が行われて
いたと判断できる。
　今後も本事業を継続することによ
り、生活環境の保全及び公衆衛生
の向上に努めていきたい。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、所沢市廃棄
物の減量及び適正処理に関する条例

110,629千円

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

期間 2.88 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

平成17年～ 24,437千円 臨時職員 0.05 人

H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

330 326

350

高齢又は障害等により、家庭から排出するごみを自
らごみ集積所に出すことが困難な市民の生活環境
の向上及び安全確保のため、当該事業利用者宅の
戸口において直接ごみの収集を行う。さらに、希望
者には、声かけを行い安否確認を行う。

2.66 人
非常勤
特別職

0.00 人 280 298

臨時職員 0.30 人

①330世帯

②326世帯

H29年度目標

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 203千円 105千円

①年間利用世帯数

②年間利用予定世帯数

年間利用予定世帯数

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

目標値を下回り目標を達成するこ
とができなかった。
今後も、利用拡大に努めていきた
い。

H29年度に改善した点

当制度について周知、啓発し、利用拡大を図る
ため、年間利用世帯数を指標とする。
目標値としては、年間利用世帯数を目標とし
た。

担当職員が固定化されているため、新た
な担当職員の育成を行った。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

利用拡大のために、高齢者等の状況を把
握している地域包括支援センターや介護
事業所との連携が必要となっている。ま
た、利用世帯の増加に対応できるように、
担当者の充実や関係部署等の連携等、
体制を整える必要がある。

ふれあい収集の利用世帯で、亡くなられたり施
設に入所するなどで、利用を終了する世帯が多
かったため。

H28決算額

H29決算額（見込み）

所沢市ふれあい収集実施要綱 316千円 340千円

指標名

西部
ク
リー
ンセ
ン
ター
収集
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

ふれあい収集事業
（西部クリーンセン
ター）

根拠法令 H29予算現額

22,810千円

419,661千円 臨時職員 2.70 人

28.81 人
非常勤
特別職

0.00 人

ごみ収集事業（西部
クリーンセンター）

34,722千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

市民の生活ごみとして、ごみ集積所に排出された廃
棄物の適正処理及び再資源化により、公衆衛生環
境の向上及び循環型社会の確立を実現するため、
ごみの分別を徹底し,効率的に収集を行う。また、こ
れに伴う集積所の設置・維持管理についての指導
及び清掃車両の整備並びにごみ集積所情報管理シ
ステムの運用管理を行う。

昭和26年～ 244,453千円 臨時職員 0.85 人

0.00 人

委託区域拡大に伴い、収集方法の変更、
収集車両の減車を行った。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析
Ｂ

H30年度目標

この事業は、家庭から排出されるごみの
分別による資源物の有効活用を促進し、
循環型社会の確立を目指すものであり、
市民の理解と協力が必要であることから、
ごみの分別についての啓発や指導を引き
続き実施していく。

①9,125ｔ

②279,175千円

27,461

①年間ごみ収集量

②年間経費

H29年度目標 H29実績

25,726 27,461

委託区域拡大に伴い、ごみ収集量の減少、並
びに車両購入に伴い、経費が増加したため。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標値を上回り目標を達成するこ
とができなかった。
今後、目標値達成のために努めて
いきたい。

30,595

30,595

H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例 38,011千円

１トン当たりの収集経費
年間経費÷年間ごみ収集量

生活ごみの効率的な収集を目的としているの
で、１トン当たりの収集に係る経費を指標とす
る。
目標値としては、前年度を下回ることを目標とし
た。

自治事務 法定受託事務

H28予算現額

期間

H28決算額 指標名

根拠法令

48.94 人
非常勤
特別職

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

目標設定の考え方・根拠

重要 法定受託＋附加 63,582千円 55,957千円

西部
ク
リー
ンセ
ン
ター
収集
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

有

有 有



項目名

■ □ □

実績

評価者

河川課長　高橋　智史

項目名

■ □ □

実績

評価者

河川課長　高橋　智史

第６章　環境・自然  第５節　健全な水資源の保全≪河川・水路≫

有 有

非常勤
特別職

224 224

有益
な
もの

有害
な
もの

43,588千円

期間 5.48 人
非常勤
特別職

H30年度目標

46,498千円 臨時職員 250

43,304千円 臨時職員
①5,815m

②286件

③109m

H29年度目標 H29実績

H29その他職員
従事割合

250 286

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

①維持管理（清掃）

②要望・通報件数

③改修・整備工事

要望・通報処理件数根拠法令

H29年度に改善した点

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 44,778千円 78,739千円

要望・通報処理件数
毎年、要望・通報件数が増えていく中で、
サービスの低下がないよう、速やかに処理
をして解決するために、要望への早期対
応や財政状況を考慮して、可能な限り、職
員による直営対応を実施した。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

木柵の護岸など施設の老朽化が進み、今
後修繕の増加は免れない中で、多様化す
る要望等に対する市民サービスの低下を
防ぐため、効率的で効果的な取組みが必
要である。

有 有

H28決算額 指標名

河川・水路維持管理
事業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標の目標を達成している。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市公共物管理条例 44,771千円

河川
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

１、河川の氾濫による浸水被害等の防止を図るた
め、改修・整備を行う。
２、パトロールや市民等の要望により、清掃・除草お
よび修繕等を行う。
３、地域に根付く川づくりを目指し、維持管理の一部
を委託する。
４、「水辺サポーター制度」事業の推進。

5.05 人

H29正規職員
人件費

S25年度～

期間 0.50 人
非常勤
特別職

H30年度目標

H22年度～ 4,243千円 臨時職員

臨時職員

２団体

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

2 2

2

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

多自然型の川づくりの整備を推進するため、市民団
体等と協働し、市が指定した河川・水路の区域を対
象として、ふるさとの川再生事業を行う。

0.55 人
非常勤
特別職

2 2

目標達成済

H29決算額（見込み）

特になし 200千円 200千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 200千円 200千円

活動団体数
活動団体数

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

市民団体との協働による事業であ
るが、市でも清掃活動等に積極的
に参加しており、その成果が出てい
る。

H29年度に改善した点

地域に根付いた親しみのある多自然型の川づく
りへの要望があることから、市との協働による多
自然型の川づくりを行う活動団体数を指標とす
る。

特になし

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

活動団体数の増加を促進する広報や周知
の徹底を図っていく。

河川
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

ふるさとの川再生事
業

根拠法令 H29予算現額

4,716千円

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

評価
理由

現状の課題活動実績(H29)

環境
影響

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価



項目名

■ □ □

実績

評価者

都市計画課長　　畑中　武

項目名

■ □ □

実績

評価者

都市計画課長　　畑中　武

項目名

■ □ □

実績

評価者

都市計画課長　　畑中　武

項目名

■ □ □

実績

評価者

開発指導担当参事兼開発指導課長
事務取扱　　磯野　尊治

第７章　街づくり  第１節　土地利用

継続的な違反指導、巡回パトロー
ル、啓発看板の設置、啓発文書の
送付により違反開発の抑止に努め
ている。また、先進市の視察を参考
に、庁内での連携強化や、警察や
事業者の協力を得るなどの体制の
強化に努めていく。

臨時職員

・市街化調整区域内での違反建築物の建築を防止する
ため。
・違反防止巡回パトロールを行い、口頭や文書による指
導を行う。
・事業者や土地所有者に違反開発防止の啓発文書を送
付する。
・対象分譲地の隣接地に啓発看板を設置する。

Ｂ

期間 1.35 人
非常勤
特別職

H30年度目標

11,455千円

H29年度目標

H29正規職員
人件費

1.35 人
非常勤
特別職

100 70.8

11,576千円
①４４回

②２０回

③７６箇所

　新規有姿分譲に対し、土地所有者へ事
前に啓発文書を送付した。結果、違反開発
の抑制につながったと思われる。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

下富の住宅が、長期にわたる違反指導の
結果、建築物が除去され完全是正された。
これをモデルとして是正を促進したい。ま
た、多くの違反開発の中から、その重さや
内容に応じてメリハリをつけて対応してい
きたい。

293千円

H29実績

100

H29その他職員
従事割合

100 61.1

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 321千円

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

都市計画法

指標名

パトロール出動率
違反建築物が完成してしまうと、取り壊すまでが
困難なため、パトロールによる早期発見に努
め、初動対応を迅速に行う。

H28正規職員
人件費

499千円 358千円

①年間巡回パトロール

②違反指導、違反啓発出動回
数

③啓発看板設置及び更新

パトロールを月6回年間７２回程度を目標として
いるが、急な来客等があり、目標に達しない月も
あった。

臨時職員

事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 目標設定の考え方・根拠

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析
H28その他職員
従事割合

事業の具体的な内容及び目的

H29年度に改善した点

H28決算額H28予算現額 指標名

一
般

事業の種別

自治事務

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

0.00 人

事業の具体的な内容及び目的

平成32年４月改定
(平成31年12月議会への議案提出)

①所沢市街づくり基本方針改定
委員会の開催
②所沢市街づくり基本方針改定
庁内検討会議の開催
③住民基本台帳から無作為抽出
した市民4500人を対象とするアン
ケートの発送

0千円0千円

15,434千円17,263千円

H28年度目標
H28その他職員
従事割合

法定受託＋附加法定受託事務

市民アンケートの集計・分析、将来道路体
系の検討を行い、改定委員会等において
はこれらを踏まえて本市の20年後の将来
都市像を検討する。素案を平成30年度中
に作成する。

H29実績

都市計画法

H29決算額（見込み）H29予算現額根拠法令

H29目標値が未達成の理由・分析H28実績

H29その他職員
従事割合

16,122千円

H29年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

臨時職員

H30年度目標

なし

有識者等による改定委員会や庁内関係部署に
よる検討会議の意見を踏まえ、平成30年度中に
素案を作成し、パブリックコメント等を経て議案と
して確定する。

49,232千円

①21回

②607人＋347人

③

0.00 人臨時職員

A

平成28年度に街づくり協議会を結
成した地区において地区計画の原
案が提出され、都市計画決定に向
けた手続きを進めている。
また、新たな協議会設立の機運が
高まっている地区に対する支援を
行うことができた。

H29年度に改善した点

なし

非常勤
特別職

①各地区で開催した説明会・
勉強会の合計数
②上記説明会等への参加者
数及び権利者等への戸別訪
問の合計数（延べ人数）
③

H28正規職員
人件費

0.00 人

0.00 人
非常勤
特別職

目標設定の考え方・根拠

H29年度目標

素案作成に必要な組織
を設置した

素案作成に必要な組織
の設置

H29年度目標

街づくり条例に基づいた協議会結成届団体数（累
計）

地域の特性を生かした市民主体の街づくりは、本市の将来
都市像の実現に寄与する重要な街づくりの骨格となること
から、結成された協議会を適切に支援していくとともに、街
づくりの機運が高まっている団体等に対しても協議会結成
に向けた支援を継続していく。

地権者への情報提供として、事業の取組
み状況をＨＰに掲載した。

・旧暫定逆線引き地区は、土地区画整理事業の
実施もしくは形態規制の制定により解消すること
を指標とする。
・土地利用転換推進エリアは、土地区画整理事
業等の実施により土地利用が可能になったこと
をもって指標とする。

土地利用転換を図る地区数
・旧暫定逆線引き地区：5地区
・土地利用転換推進エリア：４地区

H29目標値が未達成の理由・分析

H28決算額

H29その他職員
従事割合

0.00 人

９地区

目標設定の考え方・根拠

H28予算現額 指標名 H29年度に改善した点

①1回
②1回
③発送済み

素案作成

「所沢市街づくり基本方針改定業務
委託」の中で基礎調査等を行い、
本市の現況の整理及び評価、論点
整理を行った。「総合都市交通体系
調査業務委託」では本市の交通に
係る現況と計画を踏まえた道路網
の課題等の整理を行った。
こうした検討に必要な情報を収集す
るとともに、改定委員会や庁内検討
会議を設置して素案づくりに必要な
体制を整えた。

・具体的な事業の検討に入るため、事業の
仕組みや市街化区域編入への手順などに
ついて地権者の理解を深める。
・区域区分の変更手続きを滞りなく進めて
いくため、県をはじめ関係機関との協議を
進める。

H28その他職員
従事割合

法定受託＋附加法定受託事務 871千円

都市計画法第18条の2に基づき定めた都市計画に関す
る基本的な方針「所沢市街づくり基本方針」について、
本市の上位計画である第６次所沢市総合計画の策定等
に伴い改定を行う。 1.90 人

1,844千円

H29正規職員
人件費

0.00 人臨時職員

H28正規職員
人件費

事業の具体的な内容及び目的 H28実績H28年度目標

・旧暫定逆線引き地区のうち市街
化区域編入を目指す３地区につい
て、地権者の意向を確認しながら
事業を進めていくために、各地区と
も地権者による発起人会を発足す
ることができた。
・土地利用転換推進エリアのうち産
業系土地利用転換を目指す１地区
について、事業実施に向けた説明
会を開催した後に地権者への意向
を確認し、発起人会を発足すること
ができた。

B

H29実績

51,071千円

0地区

H30年度目標

都市計画法

H29決算額（見込み）H29予算現額根拠法令

一
般

事業の種別

自治事務

0.00 人臨時職員25,285千円

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

土地利用転換は、都市計画、農地、環境等の関
連分野について関係機関との協議を継続的に
進める中長期的な取組みが必要である。各年度
の活動は、その時点で必要な協議を着実に進
めることが中心となる。

0地区9地区0.00 人

0千円

H29正規職員
人件費

非常勤
特別職

0.00 人

市域を総合的に捉え、都市機能の無秩序な拡散防止と
自然環境との共生に配慮しながら、定住人口や交流人
口の増加、地域の活性化を図るため、計画的かつ適正
な土地利用の転換をめざす。 2.98 人

非常勤
特別職

3.64 人

９地区

31,213千円

成果

成果指標

H29年度～Ｈ31年度

実施計画ランク

最優先

都市
計画
課

期間

環境
影響

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(H29)

実施計画ランク

優先

所沢市街づくり基本
方針改定事業

都市
計画
課

開発
指導
課

実施計画ランク

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

土地利用転換推進
事業

期間

平成２８年度～

違反開発防止事業

平成6年度～

都市
計画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額

街づくり支援事業

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 370千円 270千円 ①街づくり協議会との協議回
数

②協議会への街づくりアドバイ
ザーの派遣回数

③街づくり講座等の開催回数

指標名

所沢市街づくり条例、所沢市街づくりアドバイザー派遣
等に関する要綱

110千円 30千円

事業の具体的な内容及び目的
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標

具体的な内容
・市民への街づくりに関する情報の提供、学習の支援等
・協議会からの要請による街づくりアドバイザーの派遣
・市主催の街づくり講座等の開催
・街づくり講座の講師として街づくりアドバイザーを派遣
・街づくり協定の締結や地区計画の策定の支援
目的
・市民主体の街づくりを推進する。

0.77 人
非常勤
特別職

0.00 人 4 6

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

6

7

目標達成済6

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

6,603千円 臨時職員 0.00 人
①9

②3

③1

H29年度目標 H29実績 地域の街づくりのルール（都市計画法に基
づく地区計画や街づくり条例に基づく市と
の協定等）を定めるには、区域内の権利者
の合意が必要であることから、ルール化に
よるメリット等をわかりやすく伝えられるよ
う支援していく。

期間 0.92 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

Ｈ１７年度～ 7,806千円 臨時職員 0.00 人

無

無 無

無

有益
な
もの

有害
な
もの

無 無

無 無



第７章　街づくり  第１節　土地利用
成果

成果指標

環境
影響

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(H29)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題
有益
な
もの

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

開発指導担当参事兼開発指導課長
事務取扱　　磯野　尊治

項目名

■ □ □

実績

評価者

開発指導担当参事兼開発指導課長
事務取扱　　磯野　尊治

項目名

■ □ □

実績

評価者

開発指導担当参事兼開発指導課長
事務取扱　　磯野　尊治

項目名

■ □ □

実績

評価者

都市計画課長　畑中　武

平成24年度～ 6,364千円 臨時職員

より良い街づくりを進めるために、
所沢市街づくり条例で定めた施設
整備基準に基づき審査・指導を継
続的に行うように努めている。

盛土の安全率については、目標値
を達成しているが、国の宅地耐震
化推進事業が進捗しない状況か
ら、県や他の自治体の動向を見な
がら対応する。なお、今後も盛土の
状況把握に努めるが、重点箇所等
の抽出を行い効率化する。被災宅
地危険度判定について、市地域防
災計画に明確に位置付け、災害時
の判定活動を体系的に行えるよう
にするなど、宅地防災の観点から
は、一定の成果が得られていると
考える。

目標設定の考え方・根拠

大規模盛土造成地の状況をパトロール等を行うことによ
り大規模盛土造成地の状況を的確に把握し、市民の安
全を図る。

0.75 人

期間 0.75 人
非常勤
特別職

H30年度目標

臨時職員

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

6,431千円

対象箇所を天候等の状況にあわせて目視にて
異常がないかを確認し、市民の安全を図る。

H28実績

被災宅地危険度判定実施要綱の策定に
引き続き、所沢市地域防災計画を修正し、
被災宅地危険度判定を計画の中に明確に
位置付けた。

H28年度目標

造成地の安全率（異常の無い箇所数/総箇所数）

H29年度に改善した点

100

事業の具体的な内容及び目的
H28正規職員
人件費

H29予算現額

Ａ
H29目標値が未達成の理由・分析

100 100
非常勤
特別職

①パトロール実施回数　５回

②異常発見件数　　　　０件

H29年度目標

H29決算額（見込み）

H28その他職員
従事割合

目標達成済

43千円

①年間のパトロール数

②造成地の変動

H29実績

100100

指標名

特になし 147千円 120千円

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

開発
指導
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額

宅地防災事業

根拠法令

31千円

100

32,156千円 臨時職員
①108件

②109件

③104件

H29年度目標

26,304千円

H30年度目標

事業の具体的な内容及び目的
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

3.75 人
非常勤
特別職開発事業者による開発事業が、条例に定めた基準や手

続きに基づき、適正に実施されているか確認する。
・近隣関係者への事業説明についての報告。
・開発事業者と施設整備の協議を行う。
・施設整備協議終了後、承認通知書を交付する。
・市は、事業の完了時に、承認時における内容が遵守さ
れているか完了検査を実施する。

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 642千円 211千円
①開発事業申請件数

②承認件数

③完了検査件数
H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

完了検査済証発行率

完了検査済証を発行するには、開発事業を承
認した際に確認した施設整備基準が厳守され、
適合していることを完了検査にて確認できた場
合に発行するため

開発事業に係る紛争調停を行う事案が発
生した時に、スムーズに対応出来るように
『紛争調停マニュアル』の作成に着手し
た。

発行率は98.1％で、かなり高い実績であるが、２
件が検査時に指示した報告をいまだ提出してい
ないため未達成である。

H28年度目標

100 100

100

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

紛争調停マニュアルの完成を目指すと共
に、今後多様化する問題に対し対応できる
よう街づくり条例の見直しの検討を行って
いく。

指標名

856千円 496千円

目標設定の考え方・根拠

Ａ

3.10 人
非常勤
特別職

98.1

H29実績

臨時職員

開発
指導
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市街づくり条例

H30年度目標

51,334千円 臨時職員 100

①73件

②107件

③310件(うち手数料免除4件)

H29実績

職員ひとりひとりの知識・能力を高め、困
難な案件に対しては、複数の職員で対応
する組織を構築していく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

100 100

6.05 人
非常勤
特別職

H28年度目標 H28実績

無秩序な市街化の防止と計画的な市街化の形成を行い、良
質な宅地水準の確保と適正な土地利用を図ることを目的とす
る。①都市計画法第29条に基づく開発許可申請の審査及び
処分を行う。②同法第35条の2に基づく変更の許可申請の審
査及び処分を行う。③同法第36条に基づく工事完了の検査を
行う。④同法第37条に基づく工事完了前の建築制限等の承認
申請の審査及び処分を行う。⑤同法第42条、第43条に基づく
建築許可申請の審査及び処分を行う。⑥同法施行規則第60
条に基づく適合証明申請の審査及び処分を行う。

5.40 人
非常勤
特別職

100 100

46,305千円 臨時職員

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 913千円 589千円
①開発許可申請件数

②建築許可申請件数

③適合証明申請件数

完了検査済証発行率

完了検査済証を発行するには、開発事業を許
可した際に確認した開発事業の基準が厳守さ
れ、適合していることを完了検査にて確認できた
場合に発行するため

開発
指導
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額

都市計画法 1,542千円 1,251千円

事業の具体的な内容及び目的

高度で専門的な知識を要する案件に対し
ては、会議を開催し、グループ全体の課題
として対応した。また、専門的な知識習得
のために、庁内外の研修会への参加を促
した。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29年度に改善した点

大規模盛土造成地の状況把握は、今後も
引き続き行うと共に、国等の動向を注視し
ていく。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

完了検査済証交付率は100%であるため、目標
達成している。

H29年度目標

指標名 目標設定の考え方・根拠 H29年度に改善した点

Ａ

開発事業申請者に対し、許可基準
を遵守するように指導を徹底してい
る。また、中間検査を適宜実施し、
申請図書と現場施工に齟齬が生じ
ないよう継続的に指導を行ってい
る。特に、擁壁に関しては申請前の
事前協議を繰り返し行っている。

市民意識調査での都市景観や街並みの満足度
①景観市民活動クラブの登録
団体数
②とことこ景観資源の指定件
数
③とことこガーデンの指定件数

1,870千円1,880千円

H29予算現額

法定受託＋附加

根拠法令 H29決算額（見込み）

一
般

11,062千円

H28その他職員
従事割合

法定受託事務自治事務

H29年度に改善した点

B

目標設定の考え方・根拠

景観市民活動クラブとの意見交換会を実
施した。

定量的な指標を用いることが難しいことから、市
民意識調査の「都市景観や街並みの満足度」を
目標として設定している。

事業の種別

2,091千円所沢市ひと・まち・みどりの景観条例、景観法

H29決算額（見込み）H29予算現額根拠法令

H29目標値が未達成の理由・分析H28実績H28年度目標
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

事業の具体的な内容及び目的

1,592千円

この指標は場所の設定がない満足度であり、幅
広い要素が含まれているため、原因の特定は
難しい。

63.866.90.00 人
非常勤
特別職

H30年度目標

臨時職員

とことこガーデンや景観資源の登録
件数は順調に伸びているが、目標
達成への貢献は不明確である。
個々の取組みが「景観」「街並み」と
いった広がりとして認識されるよう
な取組みが必要となっている。1.29 人

他市の取組みを研究するとともに、景観審
議会で議論の場を設け、施策体系を再構
築していく。

H28決算額H28予算現額 指標名

H29年度目標

①9

②196

③139

H29実績0.50 人

1.12 人

63.666.9
H29その他職員
従事割合

H29正規職員
人件費

0.00 人
非常勤
特別職

具体的な内容
・景観まちづくりに取り組む景観市民活動クラブが、円滑に活
動できるよう情報の発信、場の提供や代表者会議の開催、補
助金の交付などを行う。
・市民から「景観資源候補」を募集し、所沢らしい良好な景観
の形成に資するものを「とことこ景観資源」として指定し、公表
する。
・所沢市景観審議会が選定した「とことこ景観賞候補」を「とこ
とこ景観賞」として表彰する。
目的
所沢らしい良好な景観の形成を推進する。 66.90.50 人臨時職員9,503千円

H28正規職員
人件費

都市
計画
課

期間

平成16年度～

街づくり条例に関す
る事務（開発事業
分）

都市計画法に基づく
開発許可等に関す
る事務

昭和47年度　～

期間

実施計画ランク

優先

景観まちづくり支援
事業

期間

H23年度～

無 無

無 無

無 無

有 無



第７章　街づくり  第１節　土地利用
成果

成果指標

環境
影響

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(H29)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題
有益
な
もの

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　内野　孝雄

H28決算額H28予算現額 指標名

一
般

事業の種別

自治事務

H29年度に改善した点

Ａ

目標設定の考え方・根拠

土壌調査業務委託において、土壌の汚染
深度を把握するための絞り込み方法を見
直したことにより、土壌試料分析の検体数
を削減した。

基地北側又は南側を利用し防衛医大に搬送し
ていた緊急車両が、並木通り1号線と並木通り2
号線の結節点間である東西連絡道路を利用し
て防衛医大に搬送する際に要する時間。

当事業は、市の単独事業ではなく、国及び
米軍と3者で展開していくことから、引き続
き3者で情報共有及び連絡調整を図ってい
く。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

東西連絡道路の供用開始により達成されるた
め。

事業の具体的な内容及び目的

緊急車両の移動時間短縮

①基地内洞道築造工事

②土壌調査業務委託（未返還
地）

③基地内施設建替工事

34,021千円80,084千円

252,853千円582,819千円

法定受託＋附加法定受託事務

H29決算額（見込み）H29予算現額根拠法令

H29目標値が未達成の理由・分析H28実績H28年度目標
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H30年度目標0.00 人
非常勤
特別職

228秒

H29実績14,492千円

1.17 人

　東西連絡道路用地返還については、国との協議によ
り、返還条件である基地内にある各施設等の移設・設置
のうち、倉庫、防火水槽、施設出入口、基地運営用道
路、道路境界柵等の施設の移設等について、本市が負
担することになっていることから、東西連絡道路敷設工
事及び各施設の設置工事等を行うものである。

1.69 人

52秒
H29その他職員
従事割合

H29正規職員
人件費

52秒9,927千円

①工事進捗状況：95%

②調査進捗状況：100%

③基地内既存倉庫解体完了
 　基地内施設新設工事着工

0.00 人

0.00 人

臨時職員

道路法・道路構造令・所沢市道路の構造の技術的基準
を定める条例

企画
総務
課

H29年度目標

臨時職員

実施計画ランク

最優先

東西連絡道路整備
事業

期間

H26年度～H31年度

東西連絡道路の供用開始は、平成
31年度を目途に各事業を展開して
いるため、東西連絡道路の供用開
始されていない現時点においては
目標値の達成には至っていない。
しかしながら、工程に基づいた各事
業の進捗状況は、概ね順調に進ん
でいる。
引き続き、目標年次に供用開始が
なされるよう努めていく。

228秒52秒0.00 人
非常勤
特別職

無 有



項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画課長　市川　勝也

項目名

■ □ □

実績

評価者

市街地整備課長　遠藤 弘樹

項目名

■ □ □

実績

評価者

市街地整備課長　遠藤 弘樹

項目名

■ □ □

実績

評価者

市街地整備課長　遠藤 弘樹

第７章　街づくり  第２節　市街地整備

有益
な
もの

有害
な
もの

無 無

有 無

有 無

無 無

期間 0.11 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H21～ 933千円 臨時職員 0.00 人

H29年度目標 H29実績
歩行者ネットワークや駅前広場整備の考
え方について、市で検討を進め、連絡協議
会において、意見を求める。また、街づくり
の進捗状況を共有し、商業部会も含めて
連携関係を図る。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

１回開催 １回開催

１回開催

所沢駅周辺まちづくりに係る重点事業に対して、事業化
に向けた事前協議・調整を行うものである。
また、新たな所沢ブランドの創出とまちの活性化につな
がるように、様々な視点からの意見交換を行うことを目
的として、必要な時期に所沢駅周辺まちづくり連絡協議
会を開催する。

0.09 人
非常勤
特別職

0.00 人 ４回開催 ４回開催

772千円 臨時職員 0.00 人
① ０回

② ０回

③ １回

事業の具体的な内容及び目的
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

― 7千円 3千円

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 16千円 ①所沢駅東口駅ビル計画調整
会議
②所沢駅西口周辺歩行者ネッ
トワークにかかる調整会議（庁
内）
③所沢駅周辺まちづくり連絡
協議会

所沢駅周辺まちづくり連絡協議会の開催状況

目標設定の考え方・根拠

A

所沢駅周辺まちづくりの重点事業
に対して、今後も引き続き協議・調
整を行うものである。
所沢駅周辺まちづくり連絡協議会
については、事業の進捗状況に合
わせて開催する。
また、商業団体等の連携について
は、商業部会（商業観光課が事務
局）により対応するものである。

H29年度に改善した点

所沢駅西口街づくり事業に係る回遊性の創出や
安全で快適な歩行者空間等の確保が求められ
ていることから、協議会を開催し意見を求める。 準備会を経て商業部会を設置した。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

用地取得（2件）

市街
地整
備課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

所沢駅周辺まちづく
り推進調整事業

期間 0.35 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H26～H33 2,970千円 臨時職員 0.00 人

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

用地取得（2件） 用地取得（0件）

広域避難場所である所沢航空記念公園へ向かう重要な
中継地点であるファルマン通り交差点は、交通渋滞や安
全性の面で多くの課題を抱えている。所沢東町地区第
一種市街地再開発事業で整備する都市計画道路中央
通り線（県道久米所沢線）の整備時期に合わせて、交差
点改良事業を行い、交差点処理能力と安全性の向上を
図るものである。

0.26 人
非常勤
特別職

0.00 人 建物等物件調査（4件） 建物等物件調査(4件)

2,230千円 臨時職員 0.00 人①平成28年度に実施した建物
等物件調査に基づく権利者交
渉を行った
②対象地の市道1-4号線区域
への変更を行った
③

事業の具体的な内容及び目的
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

都市計画法、道路法、所沢市街づくり条例等 108千円 0千円

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 8,099千円 7,595千円
①権利者交渉

②市道区域変更

③

ファルマン通り交差点改良整備に向けた進捗状
況

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

平成29年度目標値については未達
成であるものの、平成28年度に実
施した建物等物件調査を踏まえ交
渉を行うとともに、対象地の権利者
の方には、市道への区域変更に対
する同意にご協力をいただいてい
るなど、事業に対して前向きに検討
を頂いている。今後もより丁寧な交
渉を行っていく。

H29年度に改善した点

ファルマン通り交差点改良整備までに必要とな
る各段階の手続きや事業進捗を目標とする。 特になし

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

代替地を希望している権利者に対する候
補地を検討することが現在の課題であり、
また、改良工事を行ううえで関係機関・部
署との十分な協議や調整が必要となる。

平成29年度は対象地2件の用地取得を進
める予定であったが、市に対して代替地の
提供を要望している権利者へ候補地となり
得る適当な土地を見つけられなかったこと
や、用地取得に必要な、市道の区域変更
に係る事務手続き等に時間を要したため。

施設建築物工事着手等

市街
地整
備課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

ファルマン通り交差
点改良事業

期間 1.85 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H17～ 15,697千円 臨時職員 0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

16,293千円 臨時職員 0.00 人
①事業計画認可及び権利変
換計画を行うとともに補助対象
事業に対する支援を行った

②権利者と交渉を行った

③

H29年度目標 H29実績 平成31年度以降、再開発事業に対する国
の補助金について全国的に内示率が低く
なる予定であるとの情報を国から受けてい
ることから、今後の事業の進捗に影響を与
えることが懸念される。
また、平成31年度から施設建築物工事が
本格化することから、関係機関・部署との
十分な協議や調整が必要となる。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

東町及び日吉町の一部を区域とする日東地区について
は、所沢駅近接の商業地という地区の特性を踏まえ、民
間活力により都市基盤の整備と街区の再編を一体的に
図る事業を支援・誘導するとともに、安全で快適な都市
環境への改善並びに計画的な土地利用を誘導する街づ
くりを進めるものである。

1.90 人
非常勤
特別職

0.00 人
権利変換計画に係る調
査等

権利変換計画に係る調
査等

目標達成済権利変換計画認可 権利変換計画認可

995,493千円 394,709千円

事業の具体的な内容及び目的
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28実績

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 36,828千円 27,738千円 ①東町再開発・・・事業計画変
更認可及び権利変換計画認
可に係る助言・指導及び支援
等
②骨格道路・・・権利者交渉
③

指標名H28決算額 目標設定の考え方・根拠

A

所沢東町地区市街地再開発事業
については、平成29年度に事業計
画変更認可及び権利変換計画認
可を行い、平成30年度は既存建物
解体工事、公共施設(下水道)に着
手し、年度内に施設建築物工事に
着手する予定である。平成31年度
以降も引き続き、事業推進に必要
な助言・指導及び支援を行う。

H29年度に改善した点

街づくりに向けた各種手続きや事業の進捗状況
地区の街づくりの方向性を決定することを目標
とし、各年度の手続きや事業進捗を目標とす
る。

国の補助金に係る他市からの流用があっ
たことから、再開発組合と調整を図り、補
助対象業務の見直しを行った。

H28年度目標

H29決算額（見込み）

市街
地整
備課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

日東地区まちづくり
事業

根拠法令 H29予算現額

都市計画法、土地区画整理法、都市再開発法、
所沢市街づくり条例等

0.08 人
非常勤
特別職

H30年度目標

H26年度～ 679千円 臨時職員 推進

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

1,544千円 臨時職員 ①管財課と協力し利用団体と
の調整を行った。
②市ＨＰで活用に向けた提案
を募集した。
③活用に向けて情報収集を
行った。

H29年度目標 H29実績

活用に向けた情報発信及び調整等を推進
する。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

旧市役所庁舎及び旧文化会館一帯は、市の中心部に
位置しており、活性化に資するような有効な活用が求め
られていることから、本事業を実施する。

0.18 人
非常勤
特別職

推進 推進

目標達成済推進 推進

指標名

H29決算額（見込み）

特になし 0千円 0千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

H28決算額

期間

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

調整の結果、平成３０年４月中に全
ての利用団体が移転することに
なった。
また、市ＨＰでの情報発信を受け
て、複数の事業者と意見交換を行
うことができた。

H29年度に改善した点

①利用団体との調整

②活用に向けた情報発信

③活用方法の検討

活用に向けた調整等の推進

活用に向けては、解決すべき様々な課題が想
定されることから、関係各所との情報共有と充
分な調整を行い、市にとってより良い活用方法と
なるように、事業の円滑な進捗に努める。

管財課、産業振興課と連携し、活用に向け
た取組を推進した。

H28年度目標

投入コスト

経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

旧市役所庁舎跡地
等活用事業

根拠法令 H29予算現額

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

所属
名称

経費

会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(H29)

成果
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有益
な
もの

有害
な
もの

投入コスト 成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

所属
名称

経費

会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(H29)

成果

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢駅西口区画整理事務所　工藤
順一

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢駅西口区画整理事務所　工藤
順一

項目名

■ □ □

実績

評価者

市街地整備課長　遠藤 弘樹

項目名

■ □ □

実績

評価者

狭山ヶ丘区画整理事務所長
　 新井　信二

有 有

有 無

有 有

期間 4.00 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

S62～H33 33,940千円 臨時職員 0.00 人

0.00 人

①仮換地指定率96.0％

②

③

H29年度目標 H29実績 現在、事業に対して一部の地権者の理解
が得られていない状況である。
しかし、平成28年度において、地権者2名
の13画地について仮換地指定をしたこと
から、補償交渉を行っている。
また、仮換地指定をしていない地権者つい
ては、理解を得ながら仮換地指定を行って
いく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

30ha 29ha

30ha

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

住環境の改善を図るため、道路、公園施設等の公共施
設を計画的に整備し、良好な住宅地を供給するととも
に、災害に強い街づくりの形成を図ることを目的としてい
る。事業地内の地権者から減歩により土地を拠出してい
ただき、その土地を公共用地（道路、公園等）及び保留
地に充てる。保留地については売却し、その売却収益を
事業費に充当し、事業資金とする。その他の事業資金
については、国庫補助金、起債、市費（繰入金）等により
事業費を確保し事業を推進する。事業完了後は、道路
59,729㎡（20.1％）、公園等10,005㎡（3.4％）で全体の公
共用地は69,734㎡（23.5％）となる。また、立体交差道路
（アンダーパス）の整備により、鉄道により分断されてい
る事業区域の一体化を図る。

4.00 人
非常勤
特別職

0.00 人 30ha 29ha

34,300千円 臨時職員

597,016千円 204,598千円

事業の具体的な内容及び目的
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 517,681千円 210,802千円
①土地区画整理事業の進捗
状況

②

③

土地区画整理事業の進捗により、良好な住宅地
が整備された面積

本事業の目的として、都市基盤整備、宅地整備
による良好な住宅市街地の整備を行うことか
ら、土地区画整理事業全体の整備状況（進捗状
況）を目標値とした。

土地区画整理審議会を開催し、審議会の
答申を得て、地権者1名が所有する1画地・
135㎡の仮換地指定を行い、さらに、地権
者6名が所有する4画地・315㎡の仮換地
指定を行った。

事業について理解が得られない地権者の仮換
地が未指定であるため。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み 有 無

H28予算現額 H28決算額 指標名

狭山ヶ丘土地区画
整理事業

目標設定の考え方・根拠

A

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

土地区画整理法、都市計画法、所沢都市計画事業狭
山ヶ丘土地区画整理事業施行に関する条例

S59～H38 26,558千円 臨時職員 0.00 人
西側:都市計画変更(用途地域・地区計画)
東側:土地区画整理準備組合結成

狭
山ヶ
丘区
画整
理事
務所

実施計画ランク 事業の種別

特
別

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

組合設立認可 組合設立認可

期間 3.13 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

所沢駅近接地区にふさわしい街づくりを目指し、立地環
境や関係権利者の意向を踏まえながら、土地区画整理
事業を基本に道路、公園、下水道等の都市施設を総合
的に整備し、防災面や住環境の向上を図り、安心・安全
に生活できる街づくりを進める。

3.90 人
非常勤
特別職

0.00 人
都市計画の変更及び組合設
立認可申請

都市計画の変更及び組合設
立認可申請

33,443千円 臨時職員 0.00 人西側
①H29.4.3事業計画・組合設立
認可
東側
①H29.11市街化区域編入協議
（埼玉県）
②H29.11・H30.2 地権者説明
会

96,127千円 94,086千円

事業の具体的な内容及び目的
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 10,422千円 10,054千円 西側
①事業計画・組合設立認可
東側
①市街化区域編入協議
　（埼玉県）
②地権者説明会

土地区画整理事業の推進状況
目標とする街づくりの実現に向けて事業推進の
度合いを指標とする。

東側地区においての街づくり事業推進に
あたり、市主催による説明会等を実施して
きたところ、平成30年3月に地元地権者か
らなる、土地区画整理発起人会が発足し、
地権者主体の街づくり事業の検討が行わ
れることとなった。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

西側地区については、平成31年度に実施予定の仮
換地指定後、平成32年度の工事着手からの国の補
助金等の活用に向けて、関係機関との調整が必要と
なる。
東側地区については、推進組織となる土地区画整理
準備組合を結成し、平成31年度中の市街化区域編
入へ向けて、土地区画整理組合の設立が課題であ
る。

H29目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

西武池袋線西側地区については、
平成31年度9月頃実施予定の仮換
地指定及び平成32年度工事着手
に向けて、引き続き区画整理組合
に対して助言・指導及び支援を行っ
ていく。
また、東側地区に対しては、平成31
年度中の市街化区域編入を目指
し、地権者による推進組織となる準
備組合の結成に向けて支援を行
う。

H29年度に改善した点

H29決算額（見込み）

H28実績

H29年度目標 H29実績

市街
地整
備課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

北秋津・上安松地
区まちづくり事業

根拠法令 H29予算現額

都市計画法、土地区画整理法、所沢市街づくり条例等

期間 6.00 人
非常勤
特別職

H30年度目標

平成28年度～平成37年度 50,910千円 臨時職員

51,450千円 臨時職員 ①安全対策工事、下水管埋設
工事、公園新設工事

②

③

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

0.49ha

0.30ha

事業の具体的な内容及び目的
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

　西武鉄道車両工場跡地を含む当地区は、市の表玄関
にふさわしい計画的な土地利用を推進し、都市基盤の
整備による都市防災性の向上や良好な住環境への改
善を図るため、所沢駅西口北街区第一種市街地再開発
事業と一体的施行により行う所沢駅西口土地区画整理
事業の完了を目指す。

6.00 人
非常勤
特別職

1.63ha

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 493,960千円 295,200千円
①工事

②

③

所沢駅西口土地区
画整理事業

土地区画整理事業の目的として、都市基盤整
備、宅地整備によるにぎわいの創出、良好な住
宅市街地の整備を行うことから、土地区画整理
事業全体の整備状況を目標値とした。

事務所新設に伴い近隣住民からの要望や
事業地の維持管理に迅速に対応できるよ
うになった。

H28年度目標

1.59ha

権利者との移転協議に必要な時間を要し、整備
完了面積が目標値に達しなかった。なお、その
後の権利者との移転協議は順調なことから、計
画通りの完成に向け順調に進んでいる。

0.53ha

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

工事や権利者の移転を適切に進め
るとともに、２号公園の暫定開園を
行った。

H29年度に改善した点

H29決算額（見込み）

694,207千円

国の補助金を前提とした事業計画に基づ
き事業を進めているが、補助金の交付率
が低いため、今後も国へ補助金の交付率
を上げてもらうよう要望等を行っていく。

土地区画整理事業により市街地が整備された面
積

所沢
駅西
口区
画整
理事
務所

実施計画ランク 事業の種別

特
別

H28予算現額

根拠法令 H29予算現額

都市計画法、土地区画整理法、所沢都市計画事業所沢
駅西口土地区画整理事業施行に関する条例

939,106千円

H29正規職員
人件費

11.53%

期間 4.00 人
非常勤
特別職

H30年度目標

平成13年度～ 33,940千円

臨時職員
①平成29年5月31日

②平成29年9月25日

③平成29年10月

H29年度目標 H29実績
国や県の補助金を前提とした事業計画に
基づき事業を進めているが、補助金の交
付率が低いため、今後も国や県へ補助金
の交付率を上げてもらうよう要望等を行っ
ていく。

臨時職員 37.49%

H28実績

　西武鉄道車両工場跡地を含む当地区は、市の表玄関
にふさわしい計画的な土地利用を推進し、都市基盤の
整備による都市防災性の向上や良好な住環境への改
善を図るため、所沢駅西口土地区画整理事業と一体的
施行により行う所沢駅西口北街区第一種市街地再開発
事業の完了を目指すとともに、鉄道を立体交差する所沢
駅ふれあい通り線の整備や所沢駅周辺の回遊性を高
める歩行者ネットワークの構築を目指す。

3.00 人
非常勤
特別職

事業化に向けた進捗状
況

再開発組合設立・事業
計画認可

H29その他職員
従事割合

12.50%

25,725千円

336,644千円 325,480千円

事業の具体的な内容及び目的
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標

都市計画法、都市再開発法、所沢市街づくり条例

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 246,417千円 245,515千円

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

平成29年5月31日付で所沢駅西口
北街区第一種市街地再開発事業
の事業計画の変更認可、9月25日
付で権利変換計画の認可を受け、
平成29年10月に施設建築工事に
着手した。

H29年度に改善した点

①市街地再開発の事業計画
の変更認可

②市街地再開発の権利変換
計画の認可

③施設建築工事着手

市街地再開発事業の総事業費に対する事業費
実績

市街地再開発事業の工事の着手に伴い、
施工業者と定期的に打合せを行い、情報
を共有している。

最終的には、市街地再開発事業をはじめ、所沢
駅ふれあい通り線の整備や所沢駅周辺の回遊
性の確保等が目標であるが、それぞれの事業
完了までには時間を要することから、当面は市
街地再開発事業の総事業費に対する事業費実
績を当面の成果指標とする。

H29目標値が未達成の理由・分析

国庫補助金及び県補助金の交付額が目標値
（予算要望額）に満たなかったことから、外形上
未達成となっているが、事業は順調に進捗して
おり、事業完了に向けて予定通りである。

H29決算額（見込み）

所沢
駅西
口区
画整
理事
務所

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

所沢駅西口地区ま
ちづくり事業

根拠法令 H29予算現額

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

事業完了までの長期にわたる事業
計画に基づき、事業を施行している
ため。

H29年度に改善した点



第７章　街づくり  第２節　市街地整備

有益
な
もの

有害
な
もの

投入コスト 成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

所属
名称

経費

会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(H29)

成果

項目名

■ □ □

実績

評価者

都市計画課長　畑中　武

無 無

1.77 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H29年度目標 H29実績
地区計画等を進めるには区域内の権利者
の合意が必要であることから、街づくりの
ルール化によるメリット等をわかりやすく伝
えられるよう支援していく。
東所沢サニータウン地区の地区計画策定
に向けて必要な手続きを進めていく。

Ｓ60年度～ 15,018千円 臨時職員 0.50 人 23

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

15,778千円 臨時職員 0.50 人
①147

②0

③3

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

具体的な内容
・地区計画、街づくり協定区域内の建築行為に対する届
出事務
・地区計画、街づくり協定の策定を目指している地区に
対する制度の説明会、住民検討会等への支援等の実
施
・街づくり条例や都市計画法に基づく決定までの手続き
目的
住民発意による地区計画や街づくり協定を活用した地
区の街づくりを推進する。

1.84 人
非常勤
特別職

0.00 人 22 22

目標達成済22 22

H29決算額（見込み）

都市計画法、所沢市街づくり条例、所沢市街づくりアド
バイザー派遣等に関する要綱

1,005千円 926千円

事業の具体的な内容及び目的
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H29正規職員
人件費

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 976千円 1,037千円

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

地区計画を進めようとする団体の
取り組みの状況に応じ、アドバイ
ザーの派遣や他の協議会への紹
介を行うなど、必要な支援を行って
いる。

H29年度に改善した点

①地区計画届出件数

②新規の地区計画等策定地
区

③地区計画制度等の説明会
や出前講座等の実施開催日
数

地区計画等の策定地区数
（街づくり協定による地区を含む）

地区の特性を活かした街づくりが進むことになる
ため、住民発意や区画整理等の市の施策により
地区計画等が策定された地区数を指標とする。 なし

H28年度目標 H28実績都市
計画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

地区計画推進事業

根拠法令 H29予算現額

期間



項目名

■ □ □

実績

評価者

計画道路整備課長　村上　和雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

計画道路整備課長　村上　和雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

計画道路整備課長　村上　和雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

道路建設課長　加藤孝雄

第７章　街づくり  第３節　道路

有益
な
もの

有害
な
もの

有 有

有 有

有 有

有 有

4.55 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

昭和25年～ 38,607千円 臨時職員 0.00 人 3件

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

26,240千円 臨時職員 0.00 人
①7件

②1061ｍ

③

H29年度目標 H29実績

道路改良事業については、複数年度にわ
たって行う事業が多いため、優先整備計
画に基づき整備路線を選択し進めて行く。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

道路の拡幅や交差点の改良により安全性・利便性の確
保と渋滞の緩和を図る。
また歩行者の通行が多い道路については、歩道の設置
により、誰もが安心・安全に利用できる道路整備を行う。

3.06 人
非常勤
特別職

0.00 人 3件 3件

目標達成済6件 7件

H29決算額（見込み）

道路法・土地収用法 205,124千円 196,747千円

事業の具体的な内容及び目的
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 231,293千円 199,090千円

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

成果指標の目標を毎年達成してお
り、生活道路における安全性・利便
性の確保を図っている。

H29年度に改善した点

①改良整備工事件数（路線
数）

②改良整備延長

③

単年度改良整備工事実施件数
予算配分に基づき、路線の優先順位を考慮して
工事実施件数（目標）を決定する。 特になし

H28年度目標 H28実績道路
建設
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

道路改良事業

根拠法令 H29予算現額

期間

期間 1.85 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H16年度～H30年度 15,697千円 臨時職員 0.35 人

H29年度目標 H29実績

残る未整備区間の道路築造工事を施工
し、北野下富線1工区と同時期に供用する
ことで、交通渋滞の緩和、道路利用者の安
全の確保を図るため早期の供用開始を目
指す。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

開通後1割削減 2,723台

開通後1割削減

新所沢の市街地から狭山市内の主要地方道所沢狭山
線を結ぶ延長2,860ｍ、幅員16ｍの道路で、狭山市の都
市計画道路と接続することによる交通の利便性の向上
とともに、交通渋滞緩和と周辺住民の安心・安全確保を
図るものである。

1.85 人
非常勤
特別職

0.00 人 開通後1割削減 2,783台

15,864千円 臨時職員 0.00 人

①100%

②100%（未完成区間526ｍ）

③

352,996千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 21,221千円 20,357千円
①用地取得率

②工事着手率

③

交通渋滞緩和
市道3-5号線、及び主要地方道川越所沢線（美
原町3-2944-2前）に観測点を設定。当該都市計
画道路開通により、交通量1割削減を達成する。）

根拠法令

H29年度に改善した点

北野下富線（1工区）と松葉道北岩岡線の同時開通
により交通渋滞の緩和を図るもので左記箇所に観測
点を設定して、年1回・7月の第1水曜日(朝)午前7時
30分～8時30分、(夕)午後5時30分～6時30分に測定
する。

供用開始した延長210ｍの区間のアスファルト
に排水性舗装を使用したことにより、雨水の排
水性の向上、及びタイヤが路面に接触する騒
音が減少した。
また、上下水道・ガス等の関係機関や、商業施
設と調整を図りながら、道路築造工事を行っ
た。

未開通のため。
現在施行中の延長526ｍの区間は、北野下富線の市
道3-5号線から本路線までの延長470ｍの区間(1工
区)と同時に供用することで、交通渋滞緩和と周辺住
民の安全確保に寄与することから、早期の開通が必
要である。測定日H29.7.5、川越所沢線 朝)川越方面
453台、所沢方面328台、夕)川越方面355台、所沢方
面370台、市道3-5号線 朝)狭山方面302台、所沢方
面367台、夕)狭山方面234台、所沢方面314台

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

H28決算額 指標名

松葉道北岩岡線道
路築造事業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

北所沢町交差点から市道3-521号
線までの延長210ｍの区間、及び
当該区間とＴ字に接続する市道3-
520・3-521号線について道路築造
工事を実施し、平成30年5月に供用
開始した。また、本路線に係る用地
の取得が完了した。
今後は、残る未整備区間について
生活道路への通過交通の流入を防
ぎ、交通渋滞緩和と周辺住民の安
全確保のために重点的に整備を進
めて、北野下富線1工区と同時期の
供用開始を目指す。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

道路法、都市計画法 542,205千円

3,394千円 臨時職員 0.00 人 総事業費7,000,000千円

計画
道路
整備
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

H29その他職員
従事割合

総事業費7,000,000千円 21,586千円

期間 0.40 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H13年度～

非常勤
特別職

0.00 人 総事業費7,000,000千円 12,073千円

5,145千円 臨時職員 0.00 人
①49％（H29：0%）

②

③

H29年度目標 H29実績

6,119千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円
①整備率

②

③

安全性・利便性向上のための都市計画道路の築造・
整備率（交通の円滑化や安全性、都市防災機能の向
上に有効な都市計画道路の整備完成状況を、事業費
の割合により示す。）

H29年度に改善した点

所沢駅西口周辺道路の快適な交通確保のた
め、歩道のバリアフリー化や景観・防災性の向
上を目的とした無電柱化及び電線類の地中化
の実施により交通渋滞の緩和を図る。

県施工区間の整備 促進に伴い、県施工・

市施工区間の進捗状況並びに事業推進
のための情報交換等を行った。また、県施
工により一部の事業用地を取得した。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

北野下富線及び松葉道北岩岡線の進捗
状況や県施工区間の進捗状況を勘案しな
がら、鉄道の立体交差を含む道路予備設
計、橋りょう設計、交通量調査等を行い事
業費及び期間を算定して事業認可を取
得、早期完成を目指す。

未開通のため。
今後、駒形交差点から都市計画道路飯能所沢
線までの区間の整備完了により、所沢駅周辺道
路の更なる交通の円滑化を促進する。
また、都市防災機能の向上とともに、周辺住民
の安心・安全を確保するために早期の事業化を
目指すものである。

H29目標値が未達成の理由・分析

H28決算額 指標名

所沢村山線道路築
造事業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

本路線は総延長1,430ｍのうち延長700
ｍの区間が供用している。一部の区間
は電線共同溝により無電柱化及び電
線類の地中化を行い、平成26年度の
歩道整備により完成している。
平成29年度は、市道4-245号線の電線
類地中化事業完成に合わせて、管理
の基礎となる、本路線の電線共同溝の
台帳を作成した。
今後、駒形交差点から都市計画道路
飯能所沢線までの区間の整備完了に
より更なる交通の円滑化を目指す。

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

道路法、都市計画法

計画
道路
整備
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

6,480千円

所沢駅西口から都市計画道路飯能所沢線を結ぶ延長
1,430ｍ、幅員20ｍの道路で、本路線の整備により所沢
駅西口周辺道路の慢性的な交通渋滞の緩和を図るもの
である。
また、一部の区間について電線共同溝により無電柱化
及び電線類の地中化を行い、快適な景観形成と安全な
歩行空間を確保する。

0.60 人

H29正規職員
人件費

期間 2.00 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H6年度～ 16,970千円 臨時職員 0.45 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

18,008千円 臨時職員 0.00 人
①1工区84%、2工区100%
　 3工区98%、(仮称)4工区77%
②1工区 0%、2工区100%
　 3工区 7%、(仮称)4工区 0%
③

H29年度目標 H29実績
早期の全線開通を目指し、引き続き用地
取得と道路建設を進める。また、整備効果
を高めるため、社会経済状況や財政事情
等に応じて、事業期間や総事業費の見直
しを行うものである。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

2.10 人
非常勤
特別職

0.00 人 開通後1割削減 2,783台
未開通のため。
未整備区間の事業化開始のために、今後も継続的
に用地取得と道路建設を進めていくことで、早期の供
用開始、全線開通を目指すものである。測定日
H29.7.5、川越所沢線 朝)川越方面453台、所沢方面
328台、夕)川越方面355台、所沢方面370台、市道3-
5号線 朝)狭山方面302台、所沢方面367台、夕)狭山
方面234台、所沢方面314台

開通後1割削減 2,723台

開通後1割削減

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 857,678千円 796,494千円
①用地取得率

②工事着手率

③

指標名 H29年度に改善した点

交通渋滞緩和　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　市
道3-5号線、及び主要地方道川越所沢線（美原町3-
2944-2前）に観測点を設定。当該都市計画道路開通
により、交通量1割削減を達成する。）

北野下富線（1工区）と松葉道北岩岡線の同時開通
により交通渋滞の緩和を図るもので左記箇所に観測
点を設定して、年1回・7月の第1水曜日(朝)午前7時
30分～8時30分、(夕)午後5時30分～6時30分に測定
する。

1工区について、権利者との用地交渉に進展が
あり、土地の概算額を算出するために不動産
の鑑定評価を実施した。
また、2工区に接続する3-620号線の拡幅整備
を行い、流入する車両交通の円滑化を進め、
歩行者等の安全確保を行った。

H28年度目標

H29決算額（見込み）

355,604千円

H28その他職員
従事割合

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

H29予算現額

道路法、都市計画法

H28決算額 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

本路線は市街地を外郭する外環状道
路であるため、全線開通により交通渋
滞の緩和に大きく寄与する事業である
ことから重点的に整備を進めている。
平成29年度は3工区の用地取得が進
み、市道3-575号線から北東へ延長60
ｍの一部区間について道路築造工事
を行った。
また、県が整備を進めている都市計画
道路東京狭山線、都市計画道路飯能
所沢線と接続する路線であり、この２路
線は東京都の都市計画道路と繋がる
計画となっている。

362,925千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

平成4年度の都市交通施設整備計画において市街地全
体を外郭する環状道路として位置付け、幹線道路の環
状型ネットワークを図り、市内道路の交通渋滞緩和を図
るものである。
国道463号バイパス小手指ヶ原交差点から一般県道所
沢堀兼狭山線下富駿河台交差点までの延長5,500ｍ、
幅員18ｍの道路の整備を行うもので、早期の全線開通
を目指す。

経費

投入コスト

計画
道路
整備
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

北野下富線道路築
造事業

根拠法令

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(H29)

成果

成果指標

所属
名称
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有益
な
もの

有害
な
もの

経費

投入コスト

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(H29)

成果

成果指標

所属
名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

道路建設課長　加藤孝雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

道路建設課長　加藤孝雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

道路建設課長　加藤孝雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

建設総務課長　池田康徳

有 有

有 有

有 有

有 有

0.65 人
非常勤
特別職

H30年度目標

昭和53年度～ 5,515千円 臨時職員 0.04

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

7,718千円 臨時職員

①0.02㎢

②32.84㎢

H29年度目標 H29実績

近年は労務単価の上昇等により、現状予
算額では測量できる面積が縮小傾向にあ
るので、作業の実施方法の見直し等をして
いく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

【目的】　座標値をもった復元可能な道路図面を整備す
ることにより、生活道路の後退、拡幅、舗装工事、災害
時の復元など、道路整備に反映させる。
【内容】　国土調査が完了した区域において、都市基準
点を用いた道路の境界点測量を実施し、座標値をもった
道水路の確定図面を整備する。

0.90 人
非常勤
特別職

0.07 0.07

目標達成済0.02 0.02

H29決算額（見込み）

道路法・道路法施行規則・所沢市公共測量作業規程 2,920千円 2,484千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,800千円 2,592千円

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

国土調査完了区域において、座標
値をもった道路境界確定図の整備
が着実に進められている。

H29年度に改善した点

①単年度確定面積

②確定測量累計面積

国土調査完了区域における確定測量実施面積

国土調査完了区域において、座標値をもった道路境
界確定図の整備を早期に進めるため、確定測量実施
面積を指標とする。
目標値は、当該年度に行うべき確定測量の対象面
積。

関係地権者との境界立会いに際して、地
権者の所在が遠方の場合には、事前に資
料を送付するなど、きめ細かい対応に努
めた。

H28年度目標 H28実績建設
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

道水路座標管理図
面作成事業

根拠法令 H29予算現額

期間

期間 0.70 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

平成28年～ 5,940千円 臨時職員 0.00 人

H29年度目標 H29実績

バスルートとして選定された区間を整備す
るために用地交渉を行う必要がある。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

市道2-572号線道路詳細設計
市道2-561号線及び市道2-996号線路線
測量・道路概略設計

市道2-572号線道路詳細設計
市道2-561号線及び市道2-996号線路
線測量・道路概略設計

市道2-572号線 東川護岸工事
市道2-996号線 用地測量・詳細設計

「COOL JAPAN FOREST」構想の拠点施設である「とこ
ろざわサクラタウン」を中心とした半径約500ｍ圏内の重
点推進エリアにおいて交通環境整備を行うことによっ
て、交通の円滑化を進めて行くものである。現在整備を
計画している路線は市道2-572号線、市道2-561号線及
び市道2-996号線の３路線である。

0.52 人
非常勤
特別職

0.00 人
市道2-572号路線測量・概略
設計

市道2-572号路線測量・概略
設計

4,459千円 臨時職員 0.00 人

①平成30年3月28日完了

②平成29年12月19日完了

③平成30年3月15日完了

事業の具体的な内容及び目的
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

道路法、河川法、土地収用法 49,957千円 42,893千円

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 17,294千円 16,956千円
①市道2-572号線：道路詳細
設計
②市道2-561号線及び市道2-
996号線路線測量
③市道2-561号線及び市道2-
996号線道路概略設計

平成28年度
市道2-572号線：現況測量・概略設計
平成29年度
市道2-572号線：道路詳細設計・用地測量
市道2-561号線：路線測量・道路概略設計
市道2-996号線：路線測量・道路概略設計・松郷橋人道橋設
置予備照査

目標設定の考え方・根拠

A

市道2-572号線については、「ところ
ざわサクラタウン」開業の平成32年
7月までの整備完了を目指し詳細
設計を完了した。
市道2-561号線・市道2-996号線に
ついては、旧コンポストセンターへ
のバスルートとして選定されている
ため、その準備としての測量及び
概略設計を完了した。

H29年度に改善した点

ＣＯＯＬ　ＪＡＰＡＮ　ＦＯＲＥＳＴ構想事業の全体
像が流動的で、事業内容が確定できないため、
単年度取組目標とする。 特になし

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

460ｍ

道路
建設
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

COOL JAPAN
FOREST周辺道路
整備事業

期間 0.75 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

平成21年度～ 6,364千円 臨時職員 0.00 人

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

460ｍ 0ｍ

三ケ島地区の交通の利便性の向上、地域の活性化及
び安心・安全な歩行空間を確保するため、上藤沢・林・
宮寺間を結ぶ新設道路の整備を行うものである。本路
線については、入間市との共同事業により実施してお
り、一工区約740mのうち、入間市境から市内林地区へ
至る所沢市分約460ｍの道路整備を行うものである。

2.52 人
非常勤
特別職

0.00 人 460ｍ 0ｍ

21,609千円 臨時職員 0.00 人
①路床安定処理工完了

②

③

事業の具体的な内容及び目的
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

道路法・土地収用法 42,000千円 15,900千円

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 107,100千円 103,981千円
①整備工事

②

③

一工区整備実施延長

目標設定の考え方・根拠

A

成果指標の目標である一工区（460
ｍ）の供用開始を平成30年度中に
達成するため、平成29年度より工
事を開始した。

H29年度に改善した点

一工区の当市整備予定延長４６０ｍを当面の目標値
とした。

特になし

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

平成30年度中の供用開始に向け、入間市
との工事の調整を図る。

成果指標については整備の実施率としており、
平成29年度において整備工事が完了していな
いため、整備率は０となっている。

4,034ｍ

道路
建設
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

市道４－１３６６号線
（上藤沢・林・宮寺
間新設道路）整備
事業

期間 3.10 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

平成８年～ 26,304千円 臨時職員 0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

26,583千円 臨時職員 0.00 人
①1974.15㎡

②126件

③

H29年度目標 H29実績

要綱の改正から10年以上経過しているた
め、現在の社会情勢に合っているかの検
証を行う。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

　市道に接する敷地で建築行為等を行う際、道路中心
から2.1ｍの後退用地の協力を得て、その後退用地の舗
装整備を行うものである。また、緊急対策として、市民か
らの要望等をもとに狭あい道路において待避所などの
整備を行う。

3.10 人
非常勤
特別職

0.00 人 3,328ｍ 3,414ｍ

目標達成済3,365ｍ 3,528ｍ

158,000千円 145,287千円

事業の具体的な内容及び目的
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28実績

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 156,000千円 147,387千円
①後退用地寄付面積

②後退用地寄付件数

③

指標名H28決算額 目標設定の考え方・根拠

A

成果指標の目標を毎年達成してお
り、「所沢市生活道路拡幅整備要
綱」に基づき市民の生活環境の向
上を図っている。

H29年度に改善した点

生活道路後退用地取得率
過去３年の後退用地寄付延長の平均の１割増
（ｍ） 特になし

H28年度目標

H29決算額（見込み）

道路
建設
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

生活道路整備事業

根拠法令 H29予算現額

所沢市生活道路拡幅整備要綱
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有益
な
もの

有害
な
もの

経費

投入コスト

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(H29)

成果

成果指標

所属
名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

建設総務課長　池田康徳

項目名

■ □ □

実績

評価者

建設総務課長　池田康徳

項目名

■ □ □

実績

評価者

建設総務課長　池田康徳

項目名

■ □ □

実績

評価者

道路建設課長　加藤孝雄

有 有

有 有

有 有

H28決算額 指標名

最優先

道路
建設
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

松戸橋歩道設置事
業

H29予算現額

　柳瀬川に架かる松戸橋は、安松地区から通勤・通学の
ため西武池袋線秋津駅及びＪＲ武蔵野線新秋津駅へ向
かう市民が多く利用している橋であるが、橋の幅員が約
5.4ｍと狭いことから、歩行者の通行時に車と接触する恐
れがあり、危険な状況となっている。
　こうしたことから、歩行者の安全を確保し利便性の向
上を図るため、既存の橋に隣接する歩道橋を設置する
ものである。

目標設定の考え方・根拠

B

平成32年度の歩道設置に向け、概
略設計を行ったが、用地交渉にお
いて地権者からの承諾が得られて
いない。

①概略設計

②

③

根拠法令 H29決算額（見込み）

道路法、河川法、土地収用法

H29年度に改善した点

H28実績

75%

橋りょうの築造にあたり、大きく４段階に分けられるの
で、それぞれ達成ごとに25パーセント達成した事とす
る。
①設置検討→②設計→③用地購入→④歩道設置工
事

特になし

H29目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

歩道の築造進捗率

H28年度目標

-

用地取得ができなければ歩道設置もでき
ないため、用地交渉を続けていく。

有 有

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加  

3,500千円 2,700千円

事業の具体的な内容及び目的
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合
非常勤
特別職

0.00 人 -
事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

0千円 臨時職員 0.00 人
①平成30年3月28日完了

②

③

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

期間 1.35 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

平成29年度～ 11,455千円

50% 50%

臨時職員 0.00 人

期間 1.55 人
非常勤
特別職

H30年度目標

昭和53年度～ 13,152千円 臨時職員

H29年度目標 H29実績
防犯灯LED化整備事業により、ほとんどの防犯
灯がLED灯となったが、デザイン灯や増設につ
いては、補助金の活用を検討している自治会・
町内会等があるため、LED化率100％を達成す
るために、予算の範囲内で効率的な補助金の
交付方法を検討していく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

36,100千円 34,878千円

24,006千円

【目的】夜間における道路上での犯罪被害の防止。
【内容】自治会等が設置、維持管理する防犯灯に対し新
設費（交換を含む）及び維持管理費の一部を助成するこ
とにより防犯灯の設置が促され、防犯効果の増大が図
られるとともに、安全な都市空間を実現することになる。

0.95 人
非常勤
特別職

90,774千円 89,056千円

8,146千円 臨時職員
①補助額　2,633千円
　 補助灯数　105灯
②補助額　32,245千円
　 補助灯数　12,898灯
③7,068灯

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市防犯灯補助要綱 38,187千円 36,569千円

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 90,774千円 89,056千円
①新設費補助金
　　　　補助額　　補助灯数
②維持管理費補助金
　　　　補助額　　補助灯数
③リース防犯灯数

補助金交付額

目標設定の考え方・根拠

A

防犯灯補助金については、各自治
会等からのLED化の要望が多く、す
べての要望に応えることはできな
かったが、防犯灯LED化整備事業
と合わせて、LED化の促進を図るこ
とで、ほとんどの防犯灯をLED灯に
することができ、安全なまちづくりに
資することができた。

H29年度に改善した点

目標値：予算額
実績：　補助金交付額

防犯灯LED化整備事業を実施し、ほとんどの防
犯灯をLED灯に交換した。
それに伴い、新設費補助金の補助額につい
て、減額の見直しをした。
また、補助金申請件数が減ったことで、補助金
に伴う事務作業を低減することができた。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

200

建設
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

防犯灯維持管理・
補助事業

期間 0.65 人
非常勤
特別職

H30年度目標

昭和53年度～ 5,515千円 臨時職員

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

350 172

【目的】歩行者、自転車及び車両の夜間交通の安全確
保及び円滑かつ快適な利用を図る。
【内容】
道路照明灯の新設・維持管理を行う。また、リース対象
の8,602灯についてはリース料を支払う。

0.95 人
非常勤
特別職

350 138

8,146千円 臨時職員
①172灯

②172灯

③10,502灯

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市照明灯設置基準 135,552千円 128,636千円

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 135,552千円 126,246千円
①必要な修繕灯数

②修繕実施灯数

③電気料支払灯数

修繕完了灯数

目標設定の考え方・根拠

A

市管理の道路照明灯の修繕につい
て、迅速な修繕により適正な維持
管理をすることができた。
道路照明灯LED化整備事業による
リース物件の道路照明灯の維持管
理については、リース事業者と連携
し効率的管理が行われた。

H29年度に改善した点

目標値：想定される修繕灯数
実績：修繕実施灯数

H27年度に実施した、道路照明灯LED化整
備事業により、大半の道路照明灯をLED
灯に交換したことにより、球切れ等が減っ
たため、修繕に伴う事務作業を削減するこ
とができた。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

歩行者、自転車及び自動車の夜間通行の
安全確保。円滑かつ快適な利用を図るた
め、道路照明灯の効率的な設置・維持管
理を行っていく。
また,分電盤等の点検を順次行うとともに、
デザイン灯のLED化を進めていく。

目標達成済
（目標値は想定される修繕灯数であり、実際の
修繕灯数が目標値を下回っているが、修繕灯数
自体が少ないことが良いものと判断したため、
目標達成済とした。）

180

建設
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

道路照明灯維持管
理事業

期間 2.20 人
非常勤
特別職

H30年度目標

昭和35年度～ 18,667千円 臨時職員

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

25,296千円 臨時職員

①200件

②185件

H29年度目標 H29実績
道水路境界については、境界確定が困難
な事例も生じている。
的確な事前調査と十分な説明を行うことに
よって、地権者等の理解を得られやすくす
るように努めていく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

【目的】　道水路境界を確定又は修正し、確定図を整備
することにより、適正な道水路の維持管理を図るととも
に、民有地の土地利用の促進を図る。
【内容】　関係地権者からの境界確認申請による調査・
立会い。道路境界の確認・同意、道路境界標の設置、
確定図の受理。

2.95 人
非常勤
特別職

162 160

目標達成済160 185

2,962千円 2,700千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,108千円 2,916千円

①申請件数

②境界確定件数

指標名H28決算額 目標設定の考え方・根拠

Ａ

境界確認申請のうち90％以上の案
件において、道水路境界を確定す
ることができた。

H29年度に改善した点

申請により境界が確定した件数

境界確認申請に基づいて道水路境界の確定を
目指して関係地権者との立会や調整を図り、境
界を確定させることで適正な道水路境界確定図
の整備が進められるため、境界が確定した件数
とする。

境界確定が困難と想定される個所につい
ては、事前に測量業者と調整を密にして、
担当職員が個別に関係地権者に説明に出
向くことによって、境界確定が円滑に行え
るように努めた。

H28年度目標

H29決算額（見込み）

建設
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

道水路境界確定事
業

根拠法令 H29予算現額

道路法・道路法施行規則・所沢市道水路境界確認事務
取扱要綱
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有益
な
もの

有害
な
もの

経費

投入コスト

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(H29)

成果

成果指標

所属
名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

道路建設課長　加藤孝雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

道路建設課長　加藤孝雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

道路維持課長　片岡　秀樹

項目名

■ □ □

実績

評価者

道路維持課長　片岡　秀樹

有 有

有 有

有 有

非常勤
特別職

H30年度目標

Ｓ２５～ 110,305千円 臨時職員 100%

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

114,562千円 臨時職員
①3,591件
②10路線　1,416.5ｍ
③路面　　10路線（23,900m）
　　枡　　　123箇所
　Ｕ字溝　 148ｍ

H29年度目標 H29実績

道路の老朽化、及び市民要望ともに今後
も増加する一方であるため、修繕や工事
の優先順位を定め計画的に実施していく
必要がある。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

老朽化が進行した道路や、機能が低下した道路施設を
計画的に修繕し、道路利用者の安全を確保するととも
に、沿道の生活環境の改善を目指す。

13.36 人
非常勤
特別職

100% 97.90%

近年の要望は多様化・複雑化しており、解決に
至るまで多くの時間を要する案件や、財政状況
により年度内に完了できていない案件があるた
め。

100% 95.45%

修繕方法をグループで吟味し、より効果的
かつ経済的となるよう工夫を凝らしてい
る。

道路施設維持管理
事業

根拠法令 道路法、道路構造令、所沢市道路の構 H29予算現額 H29決算額（見込み）

造の技術的基準等を定める条例、所沢市移動円滑化の
ために必要な道路の構造に関する基準を定める条例

620,520千円 620,140千円

事業の具体的な内容及び目的

H29年度に改善した点

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 615,993千円

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

市民からの通報や道路パトロール
により、道路の危険状況を把握し、
迅速に修繕を行うことにより事故防
止に努める。

615,527千円
①要望・通報件数

②道路補修改修工事

③道路清掃

要望・通報に対する処理割合
老朽化した道路等を修繕することが目的のた
め、要望・通報件数に対して処理した件数の割
合を指標とする。

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績道路
維持
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

H28正規職員
人件費

期間 13.00 人

期間 3.00 人
非常勤
特別職

H30年度目標

Ｓ４９～ 25,455千円 臨時職員 57

H29実績

樹木診断を継続して行い、倒木事故を未
然に防ぐ。
平成30年度に街路樹維持管理指針を策定
する。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

57 34

H29年度目標幹線道路等の樹木剪定や植樹帯の除草を定期的に行
い、街路樹の目的や機能を十分発揮させることにより、
道路環境の整備はもとより良好な都市景観の形成と快
適な生活空間を創出する。

3.37 人
非常勤
特別職

57 34

28,898千円 臨時職員
①3,839本

②91,488㎡

③100本

造の技術的基準等を定める条例、所沢市移動円滑化の
ために必要な道路の構造に関する基準を定める条例

101,000千円 100,999千円

事業の具体的な内容及び目的
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 98,511千円 98,263千円
①髙・中・低木剪定数

②除草

③樹木診断本数

街路樹剪定・除草実施延長（㎞）
道路の景観や道路交通の安全確保を目的とす
るため街路樹の剪定や除草実施延長を指標と
する。

業者に発注せず市職員が現場作業を行う
ケースを増やし、経費削減に努めた。

厳しい財政状況のため、要望等により路線を選
定して実施しているため。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析
有 有

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｃ

市民要望を優先して巨木化したケ
ヤキなどの剪定などを実施している
ため、管理状態にバラツキがある。
また、樹木診断を実施し、倒木の可
能性がある木については伐採等を
行い、事故防止に努める。

H29年度に改善した点

H29決算額（見込み）

H28年度目標 H28実績道路
維持
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

街路樹管理事業

根拠法令 道路法、道路構造令、所沢市道路の構 H29予算現額

期間 0.85 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

昭和25年～ 7,212千円 臨時職員 0.00 人

7,889千円 臨時職員 0.00 人
①3件

②1件

③

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

市道3件・私道1件

市道1件・私道2件

事業の具体的な内容及び目的
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

市民からの未舗装道路の舗装要望に基づき、ほこりや
騒音、水溜り等を防止し、生活道路としての機能的な整
備と良好な住環境の改善を図るため市道及び私道の舗
装整備を行うものである。

0.92 人
非常勤
特別職

0.00 人 市道1件

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,500千円 1,522千円
①市道舗装整備実施件数

②私道舗装整備実施件数

③

道路舗装事業

予算配分に基づき、市民からの要望の申請順
に舗装路線数（目標工事件数）を決定する。

所沢市私道舗装要綱を全部改正し、私道
舗装及び雨水浸透ます材料支給要綱を施
行した。

H28年度目標

市道1件

私道舗装工事の実施件数が目標値に達しな
かったのは、本年度当初予定されていた「北野
三丁目地内私道舗装新設工事」及び「大字北岩
岡地内私道舗装新設工事」について、要望者か
ら取下げ申し出があり、施工を中止したため。

市道3件・私道3件

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

私道2件について、要望者からの取
り下げがあり、施工することができ
なかった。

H29年度に改善した点

H29決算額（見込み）

14,299千円

舗装整備工事は要望書の提出順に行って
いるため、要望書提出から工事までの期
間が長く、要望当時の状況と変わっている
現場がある。

舗装整備工事実施件数

道路
建設
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

根拠法令 H29予算現額

道路法、所沢市私道舗装要綱 16,348千円

期間 0.80 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

平成26年度～ 6,788千円 臨時職員 0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

7,718千円 臨時職員 0.00 人
①橋りょう下部工事（右岸）

②護岸工事（右岸）

③

H29年度目標 H29実績

橋りょうに上下水道管の添架が計画されて
いる為、全体のスケジュールに支障をきた
さぬよう調整していく必要がある。

H29正規職員
人件費

60%

H28実績

所沢市側への接続通路が、新柳瀬橋しかない大字下安
松清流苑地区での、災害時における避難路等の確保の
ため、新たに「第二の橋」として橋の築造を行うものであ
る。また、橋の築造に併せて市道１－８９２号線について
も整備を行う。

0.90 人
非常勤
特別職

0.00 人 40% 40%

H29その他職員
従事割合

60%

80%

75,000千円 27,800千円

事業の具体的な内容及び目的
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標

道路法、河川法、土地収用法

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 42,684千円 28,946千円

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

平成31年度の供用開始に向け、右
岸下部工及び右岸上流護岸工を
行った。

H29年度に改善した点

①橋りょう下部工事（右岸）

②護岸工事（右岸）

③

橋りょうの築造進捗率
特になし

橋りょうの築造にあたり、大きく５段階に分けられるので、そ
れぞれ達成ごとに20パーセント達成した事とする。①設計
→②用地購入→③右岸上流護岸工事・右岸橋りょう下部工
事→④左岸護岸工事・左岸橋りょう下部工事→⑤橋りょう上
部工事・市道接続部道路工事・右岸下流護岸工事

H29目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

H29決算額（見込み）

道路
建設
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

清流苑第二の橋築
造事業

根拠法令 H29予算現額



第７章　街づくり  第３節　道路

有益
な
もの

有害
な
もの

経費

投入コスト

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(H29)

成果

成果指標

所属
名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

道路維持課長　片岡秀樹

有 有

これまでの定期点検の診断結果を
もとに、優先順位を見定めて、計画
的な修繕を行っていく。

臨時職員 H29実績

H29決算額（見込み）

H29年度目標

臨時職員

A
H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

期間 3.15 人
非常勤
特別職

H30年度目標

Ｈ２５～

1 1

30,870千円

老朽化が著しい橋りょうの修繕について、
いかに予算的に平準化して進めていくの
か、状況の変化に応じて見直しをかけてい
く。

H29その他職員
従事割合

1 1

126,728千円

①1橋
   3橋（横断歩道橋）

②1橋

③93橋

102,900千円 92,940千円

事業の具体的な内容及び目的
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

建設から長い年月が経過した橋りょうの老朽化に対し、
定期的な点検を実施し、その結果から補修等を行うとと
もに耐震性の向上を図ることで更なる安全性を確保す
る。
所沢市橋りょう長寿命化修繕計画に基づき、修繕を計画
的に進めることで橋りょうを延命化し、維持管理費用の
縮減を図る。

3.60 人
非常勤
特別職

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 42,402千円 32,792千円
①橋りょう修繕設計

②橋りょう修繕

③橋りょう法定定期点検

目標設定の考え方・根拠H28決算額 指標名

橋りょう長寿命化修
繕事業

H29年度に改善した点

修繕した橋りょう数
橋りょうの安全確保を目的とするため、点検によ
り補修等が必要な橋りょうの修繕工事数を指標
とする。

H28年度より定期点検の箇所数を増やし、
管理橋梁のうち約半分の健全度を診断す
ることができたため、修繕が必要な橋梁を
把握することができた。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

根拠法令

道路
維持
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

道路法、道路構造令、所沢市道路の構 H29予算現額

H29正規職員
人件費

造の技術的基準等を定める条例、所沢市移動円滑化の
ために必要な道路の構造に関する基準を定める条例



項目名

■ □ □

実績

評価者

交通安全課長　田中　政美

項目名

■ □ □

実績

評価者

交通安全課長　田中　政美

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　内野　孝雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　内野　孝雄

第７章　街づくり  第４節　交通

有益
な
もの

有害
な
もの

有 無

有 有

有 無

期間 0.21 人
非常勤
特別職

H30年度目標

H5年度～ 1,782千円 臨時職員 12.7km

H28年度目標 H28実績

臨時職員
①4回

②2回

③

H29年度目標 H29実績
東武東上線と西武池袋線に挟まれた鉄道不便地域の
解消を目的として、練馬区、新座市、清瀬市、所沢市で
構成する「都市高速鉄道12号線延伸促進協議会」を開
催し、また延伸促進の早期実現に向け、国（国土交通
省、関東運輸局）、東京都、埼玉県等へ要望活動を実施
する。

0.45 人
非常勤
特別職

12.7km 0

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

12.7km 0

H29決算額（見込み）

- 37千円 33千円

事業の具体的な内容及び目的
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 30千円 30千円
①会議の開催

②要望活動

③

延伸距離（光が丘駅～東所沢駅）

目標設定の考え方・根拠

B

平成28年度に出された交通政策審
議会答申をもとに、光が丘から東所
沢までの延伸を「一体整備」として
進めていくため、埼玉県と東京都に
対する要望活動を行った。
引き続き、延伸促進協議会と連携
を図り、課題解決に向けた取り組み
を行っていく。

H29年度に改善した点

光が丘駅から東所沢駅までを延伸するため、延
伸する距離 平成28年度に実施できなかった東京都へ

の要望活動を行うことができた。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

鉄道の延伸については、街づくりの観点か
らも重要な事業であり、延伸実現に向けて
関係自治体と協力し、要望活動や交通政
策審議会答申に打ち出された課題等の解
決に向け、調査研究を引き続き進めてい
く。

H29目標値が未達成の理由・分析

交通政策審議会の答申で「一体整備」として評
価され、延伸促進協議会において検討を進めて
いるが、延伸距離としては整備事業等の進捗に
よるものであるため。

企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

都市高速鉄道12号
線導入促進事業

根拠法令 H29予算現額

3,859千円

期間 1.65 人
非常勤
特別職

H30年度目標

Ｈ17年度～ 14,000千円

鉄道事業者との協議において、同駅周辺
のまちづくりにおける本事業の位置付け
や、整備及び維持管理における費用負担
方法等が課題となっている。今後、さらに
具体的な協議を行い、早期に基本協定を
締結し、整備に向け取り組む。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

571.07㎡ 571.07㎡

―

関係権利者との交渉を重ねた結
果、西口開設用地及び道路拡幅用
地を取得した。今後については、鉄
道事業者をはじめとする関係機関
及び近隣住民との課題を解決し、
整備等の業務を進めたい。634.60㎡ 345.56㎡

目標達成済

臨時職員

地元自治会等からの請願が提出され、市議会で採択さ
れたことなどを受け、西所沢駅利用者の利便性向上及
び安全性確保を目的として、平成27年度に「西所沢駅西
口開設整備計画」を策定した。これに基づき、改札口及
び送迎車用転回広場等の整備に向け、用地取得、調
査・設計、関係機関との協議などの取り組みを行う。

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 332,845千円

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

1.40 人

①用地取得面積

②地権者交渉回数

③

用地取得面積

H29年度に改善した点

策定された整備計画の早期実現に向け、今後、
関係権利者との交渉の上、用地の取得が必要
となることから、その件数を成果指標としてい
る。

関係権利者との交渉により、西口開設用
地及び道路拡幅用地を取得した。また、同
駅西口の早期開設に向け、鉄道事業者、
税務署、埼玉県等との協議を行った。

12,005千円 臨時職員 H29実績

非常勤
特別職

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28予算現額 H28決算額 指標名

186,196千円 122,063千円

目標設定の考え方・根拠

A
H28年度目標

144,530千円

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

-

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H16年度～ 5,091千円 臨時職員

交通
安全
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

西所沢駅西口開設
推進事業

H29その他職員
従事割合

100% 97%

100%

期間 0.60 人
非常勤
特別職

H30年度目標

0.95 人
非常勤
特別職

100% 97%

8,146千円 臨時職員
①149事業

②133人

③86.7%

H29正規職員
人件費

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,686千円 71千円
①特定事業のうち、継続中又
は実施済の事業数
②駅ボランティア体験会等参
加者数
③ノンステップバス導入率

継続中又は実施済の特定事業数の割合

H28年度目標

東日本旅客鉄道により施工された「武蔵野線
東所沢駅内方線付き点状ブロック整備事業」に
ついて、事業費の一部を負担した。
また、特定経路である「市道３－８５１号線」に
ついて、下水管工事に合わせ行った、視覚障
害者誘導用ブロック改良工事の完了を確認し
た。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

「所沢市交通バリアフリー基本構想」に基
づき、継続事業及び未完了の項目につい
て、公共交通事業者・道路管理者等に対
し、事業の推進・継続を働きかけ、その進
捗状況を把握していく。また、その他の要
望についてもその都度対応していく。

H29目標値が未達成の理由・分析

平成16年度からの事業継続により、ほとん
どの項目で事業が実施されているが、施設
管理者、周辺地権者及び道路状況等によ
り、実施困難な場所が見られる。

有 無

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

成果指標の目標値を毎年ほぼ達成
しており、バリアフリーの促進につ
いて一定の成果があげられている
と考えている。
今後については、継続事業及び未
完了の項目について各事業者等に
働きかけ、誰もが移動しやすいまち
づくりの促進に努めたい。

H29年度に改善した点

H29決算額（見込み）

H28実績

H29実績

「所沢市交通バリアフリー基本構想」に基づく特
定事業の総数に対する、継続中又は実施済の
特定事業数の合計を成果指標としている。

交通
安全
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

交通バリアフリー推
進事業

根拠法令

8,380千円

高齢者や障害者をはじめとした全ての人が、公共交通機関な
どを利用した移動にあたって、利便性及び安全性向上を促進
させるために作成した「所沢市交通バリアフリー基本構想」に
基づき、特定事業の進捗状況を管理し、市のHPで情報提供を
行う。併せて、より質の高いバリアフリー社会の実現を目指
し、ハード施策である「内方線付き点状ブロック整備事業」、及
び「駅ボランティア事業」をはじめとするソフト施策を実施する。

6,260千円 臨時職員

H29その他職員
従事割合

H29年度目標

①571.07㎡

②42回

③

H29年度目標

H28決算額 指標名

H29正規職員
人件費

H29予算現額

-

期間 0.75 人
非常勤
特別職

5,944千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28実績

H30年度目標

H26年度～ 6,364千円 臨時職員

①２回

②１回

③

H29年度目標 H29実績

地域公共交通検討
事業

H29目標値が未達成の理由・分析

市内における地域公共交通の持続可能性利便性を向
上させることを目的として、庁内検討委員会や地域公共
交通会議を開催し、地域公共交通の方向性について総
合的に検討する。また、所沢市地域公共交通アドバイ
ザーの活用や先進事例の視察等により、職員の知識向
上を図る。

0.73 人
非常勤
特別職

11,998,313人

10,734,928人

10,744,000人

事業の具体的な内容及び目的

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,341千円 528千円
①地域公共交通会議の開催

②アドバイザーの活用

③

目標指標については、路線バス（西
武バス）の利用者数について、算出
方法が変更となったことから、参考
外と捉えている。地域公共交通会
議において、ところバスの利便性向
上や新しい交通手段の導入につい
て具体的な検討を開始するなど、
所沢市の地域公共交通の充実を目
指した取り組みを堅実に進めてい
る。

H29年度に改善した点

H29決算額（見込み）

476千円

今後、ところバスの利便性向上（コースの
見直し等）や新しい交通手段の導入につ
いて、地域との協働による検討・取り組み
が必要である。

市内の地域公共交通年間利用者数
市内の路線バス及び市内循環バス（ところバス）
年間合計利用者数

平成30年10月からのところバスの東村山
市乗り入れ（地域公共交通の広域化）につ
いて、地域公共交通会議から答申を受け
た。

H28年度目標

12,988,101人

所沢市地域公共交通会議条例
所沢市地域公共交通庁内検討委員会設置要綱

790千円

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

平成29年度から、路線バス（西武バス）の利用
者数について、算出方法を変更したため。

13,000,000人

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

経費

投入コスト

企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

根拠法令 H29予算現額

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(H29)

成果

成果指標

所属
名称
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有益
な
もの

有害
な
もの

経費

投入コスト

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(H29)

成果

成果指標

所属
名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

交通安全課長　田中　政美

有 無

期間 1.20 人
非常勤
特別職

H30年度目標

平成１０年度～ 10,182千円 臨時職員

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

8,575千円 臨時職員
①392,967人

②19,386便

③276,163人

H29年度目標 H29実績
市民の利便性向上を図るため、平成30年
10月に路線の一部見直しを行う。さらに今
後、「所沢市地域公共交通会議」で作成さ
れた答申に基づき、運行の改善、効率化
を目指した抜本的な見直しを検討する。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

1.00 人
非常勤
特別職

368,000人 389,587人

目標達成済373,000人 392,967人

378,000人

H29決算額（見込み）

- 136,925千円 130,255千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 134,597千円 124,751千円
①年間総利用者数
②年間運行便数
③特別乗車証利用者数（運転
免許返納に伴う無料乗車券利
用者を含む）

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

バス路線が整備されていない地域
の住民や高齢者・障害者等の身近
な交通手段として定着しつつある。
しかし一方で、運行本数や運行距
離といった利便性の面で課題があ
る。現在の事業規模を維持しつつ
市民の利便性向上を図れるよう運
行の改善、効率化を目指していく。

H29年度に改善した点

年間総利用者数

バス運行事業の目的の通り、公共施設利用者、
交通不便地域の住民や高齢者・障害者など、多
くの市民に利用されているかを計るため、年間
総利用者数を成果指標とする。

高齢者をはじめとした利用者がより安全、
快適に利用できるようにするため、市内の
数箇所で停留所の移設及び屋根・ベンチ
の新設等を行った。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析交通
安全
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

市内循環バス（とこ
ろバス）運行事業

根拠法令 H29予算現額

市民の公共施設利用の利便性向上、市内の交通不便
地域の解消、及び高齢者・障害者をはじめとする市民の
交通の利便性を図ることを目的とし、市内の４路線６コー
スにおいて、１日計５４便のバスを運行している。

H28決算額



項目名

■ □ □

実績

評価者

総務課長　　磯　稔

項目名

■ □ □

実績

評価者

給水管理課長　村田　孝之

項目名

■ □ □

実績

水道建設課長　　松山　幹明

項目名

■ □ □

実績

評価者

窓口サービス課長　　守谷　秀明
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無 無

無 有

無 無

有益
な
もの

有害
な
もの

無 無

Ｓ10年度～ 144,245千円 臨時職員 0.00 人 152,600m

期間 17.00 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

（目的）市内全域に安定的に水を供給するとともに災害
に強い施設とするため、老朽管の更新や水道管の容量
不足による出水不良の改善を実施している。
（内容）老朽化が進んでいる水道管について、耐久性の
あるダグタイル鋳鉄管に更新すること及び配水本管の
未整備路線(既存給水管の老朽箇所及び出水不良箇
所)について、耐久性のあるダグタイル鋳鉄管を新たに
布設する。

16.30 人
非常勤
特別職

0.00 人

増大した事業量に対応できるよう適正な人
員の配置、職員の育成、工法の検討等を
図り、計画に遅れが生じないように事業を
実施していく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

152,600m 20,076m

Ａ
H29目標値が未達成の理由・分析

H29年度は目標年間距離を十分達
成している。

H29年度に改善した点

139,773千円

152,600m 16,599m

0.00 人

① 19,279m

②     797m

H29実績臨時職員

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,960,118千円 2,261,259千円

H28年度は工事場所が密集したことにより
工期が長いなどの苦情が多数あったた
め、H29年度は工事場所が集中しないよ
う、工区を区切って工期の短縮を図った。

目標値である「152,600ｍ」は10年間の布設・更
新延長の目標となる。H29度は目標距離
「18,000m」に対して、施工実績が「20,076ｍ」で
あるため目標を達成している。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29年度目標

導・送・配水管整備
事業

根拠法令 H29予算現額

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

H29決算額（見込み）

水道法、所沢市水道事業給水条例 3,540,410千円 3,313,801千円

①配水管の更新延長

②配水管の布設延長

整備された配水管延長 布設及び更新延長の合計（単年度）

H5年度～ 38,607千円 臨時職員 0.00 人

水道
建設
課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

H28予算現額

H29その他職員
従事割合

2箇所 2箇所

2箇所

期間 4.55 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

非常勤
特別職

0.00 人 2箇所 2箇所

49,306千円 臨時職員 0.00 人

① 2箇所

H29年度目標 H29実績

事業の具体的な内容及び目的
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

水道法

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 8,932千円 5,997千円

①取水井の清掃及び機能診
断

取水井の清掃及び機能診断実施箇所

H29年度に改善した点

取水井の清掃及び機能診断を毎年2箇所実施
し、機能維持及び水質保全を図る。 第一系6号取水井及び南部系6号取水井

の内部点検が完了した。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

西部系7号取水井及び10号取水井の内部
点検を行う。

H28決算額 指標名

取水施設保全事業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標の目標値を毎年達成して
おり、清掃及び機能診断について
は一定の成果を挙げていると考え
ている。今後も適正揚水（揚水量
10,000㎥/日）により、取水井の保
全に努めていきたい。

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

6,588千円

給水
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

H28予算現額

8,964千円

取水井（35箇所）の清掃及び機能診断を毎年2箇所実施
する。取水井の機能維持及び水質保全のため揚水量
10,000㎥/日で運用する。

5.75 人

H29正規職員
人件費

非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H28年度～ 5,430千円 臨時職員 0.00 人

臨時職員 0.00 人

① 32校

② 12校

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

12校 12校

15校

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

水道及び下水道の理解を深めてもらうとともに、生活に
欠かせない水が限りある資源であることや形を変えなが
ら陸・海・空を循環していること（水の循環）などを知るこ
とにより、水の大切さに気付き、さらには地球の環境保
全に対する意識を高めてもらうことを目的とし、市内の小
学校に上下水道局職員を派遣し、啓発用パンフレット
「所沢の水道と下水道」等を使用して、上下水道に関す
る授業を行う。

0.73 人
非常勤
特別職

0.00 人  8校  6校

出前教室実施校数

出前教室実施事業

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

特になし 10千円 7千円

事業の具体的な内容及び目的
H28正規職員
人件費

学校側の実施希望時期が6月から7月上旬に集中す
るため、実施体制の確立、授業内容の決定・担当者
の割り振り等の準備が難しいが、年々実施校数が増
えていることから、ニーズが高いことは明らかであ
る。
これらを踏まえ、学校への案内時期の見極め、若手
職員とベテラン職員・出前教室経験者と未経験者を
組み合わせた体制づくり、事業内容の共有を図り、
局全体で取組むとともに、子どもたちに分かりやす
く、心に残る授業を提供する。

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 18千円

①市内小学校数

②実施校数

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

H29年度は前年度に比べ実施校も
倍増し、目標校数も達することがで
きた。また、数字だけではなく、事務
局としても先生役の職員を巻き込
んで計画的に取組み、授業にもより
興味を持ってもらえるよう工夫を凝
らした。職場に届けられたアンケー
トからは、充実した授業を提供した
ことが伺われる言葉が随所に見ら
れた。

H29年度に改善した点

小学校学習指導要領では、水道・電気・ガスのいず
れか、また、ごみ・下水道のいずれかを選択して取り
上げることとされているため、より多くの学校で水道・
下水道を学習し、それに役立ててもらうべく、実施校
数を指標とする。目標値は、前年度実績よりも増やす
こととする。

目標達成済

子どもたちにより興味を持ってもらえうよ
う、授業に以下の2点を取り入れた。
・水道水と市販のミネラルウォーターを飲
み比べる「利き水」を実施し、同じくらいの
おいしさを実感してもらった。
・水道管と下水道管のサンプルを持参し、
普段目にすることのない実物を見てもらっ
た。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

上下
水道
局総
務課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

H28予算現額

6,260千円

期間 0.64 人

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(H29)

成果

成果指標

窓口
サー
ビス
課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

H28予算現額

口座振替促進事業

根拠法令

地方公営企業法・水道法・所沢市水道事業給水条例

H28その他職員
従事割合

H29予算現額

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

146千円 74千円

H28年度目標

①納入通知書戸数

②口座振替登録戸数

H28正規職員
人件費

口座振替率
（口座振替件数／給水戸数×100）

H28年度に実施した「加入促進の案内文書、口
座振替依頼書及び返信用封筒の検針時ポス
ティング」で利用者への周知が一巡したと思わ
れるため、前年より目標値を抑え、設定した。

これまで機会を捉え、検針時に口座振替を
促進する啓発文書を配付してきたが、収納
事務の効率や経費を考えて、本事業を平
成29年度から新たに始めたものである。

72.87%

0千円

H29決算額（見込み）

A

74.50%

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円

事業の目的及び具体的な内容

収納に伴う費用が安価である口座振替への加入を促進し、中
長期的に費用の削減を図ることを目的とする。
①口座振替の新規加入者を対象とした景品抽選を実施
②口座振替案内ポスター・卓上のぼりを作成し、金融機関窓
口・市民課・各まちづくりセンター・ＵＲ等に掲示し、広く市民に
広報普及啓発活動を実施
③検針時に口座振替を促進する啓発文書を配付

0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人 73.00%

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

臨時職員 0.00 人 74.00%849千円

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

0千円 臨時職員 0.00 人

①  44,000件

② 121,000件

H29年度目標

目標値にはやや劣るものの、口座
振替率が微増傾向にあり、一定の
成果があげられたと考えている。
今後も、徴収経費の削減に向け、
事業に取り組んでいく。

H29年度に改善した点

既存の利用者については、検針時のポスティング
により、口座振替促進に関する周知はほぼ行き
わたるものと考えており、引き続きこの活動を続け
ていく。
なお、今後は新しく当市の水道利用者になった方
に対して、より多くの方が口座振替となるような普
及活動も併せて行うことにより、口座振替率のさら
なる上昇につながるものと考えている。

73.51%

H28年度に実施した「加入促進の案内文書、口
座振替依頼書及び返信用封筒の検針時ポス
ティング」で利用者への周知が一巡したと思わ
れるため期間 0.10 人

非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H29実績

H29年度～
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有益
な
もの

有害
な
もの

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(H29)

成果

成果指標

項目名

■ □ □

実績

評価者

給水管理課長　村田　孝之

項目名

■ □ □

実績

評価者

給水管理課長　村田　孝之

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営課長　小池　純一

無

無 無

無 無

期間 0.55 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H29年度～ 4,667千円 臨時職員 0.00 人

①実施済み

②竣工

③実施済み

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

855,000円
（1か月当たり）

H29目標値が未達成の理由・分析

本事業は、量水器等の倉庫や駐車場・駐輪場として利
用している旧水道庁舎について、更地化して敷地を普通
財産として貸し付けることにより、経済的活用を図るもの
である。

0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

平成30年度にて未利用地の貸付けを開始す
る。

0千円 臨時職員

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円 ①当該事業支援業務の委託

②量水器等の保管倉庫建築

③既存建物解体工事に係る設
計業務の委託

指標名

H29決算額（見込み）

H29年度に改善した点

月額賃料

未利用地を民間事業者等に貸付けることにより
資産の有効活用を図り、収益を確保することを
目標としている。
目標値としては、最低月額賃料を100％として設
定する。

本事業は、平成8年度から駐車場及び倉
庫として利用していた旧水道庁舎用地に
ついて、企業資産としての経済的価値に
着目し、さらなる有効活用を図るため、新
たに始めたものである。

H28年度目標

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

・既存建物にはアスベストが含まれていることから、
解体工事に対し近隣住民に説明を行い、ご理解をい
ただく。また、解体工事を施工する際には、騒音振動
には細心の注意を図り実施する。
・民間事業者等への貸付けの際には、近隣自治会
の活動への参加を促すとともに、雇用促進により地
域経済の活性化に取り組みたい。

H28実績

目標設定の考え方・根拠

A

平成29年度は、既存建物の解体工
事設計業務をはじめ、地歴調査や
不動産鑑定評価など、貸付に向け
て準備を進めた。
また、コンサルタント業者と契約を
締結し、基本計画書・募集要綱の
策定支援、住民説明への補助を受
けた。
平成30年度にて民間事業者等に貸
付けを開始できるよう、努める。

― 74,727千円 69,313千円

事業の具体的な内容及び目的

H28決算額

H28その他職員
従事割合

0.00 人

期間 3.90 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H21年度～ 33,092千円 臨時職員 0.00 人

68.50%

47,163千円 臨時職員 0.00 人

① 1池

② 1池

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

71.70% 71.70%

71.70%

H28年度目標

配水池等（13池・総有効水量92,000㎥）の耐震診断を順
次行い、その結果に基づき耐震補強設計及び耐震補強
工事を実施し、耐震化する。

5.50 人
非常勤
特別職

0.00 人 68.50%

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 154,624千円 128,877千円

①耐震診断

②耐震補強工事

配水池の耐震化率
（耐震対策の施された配水池の有効容量÷対象
配水池等の有効容量）×100

98,216千円

西部加圧ポンプ場１号池耐震補強工事を
実施し、3,000㎥の耐震化が完了した。
第一浄水場浄水池の耐震診断を実施し
た。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H30年度に西部浄水場配水池2号の耐震
診断を実施する。

H29目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

目標を達成しており、成果を上げて
いると考えている。
水道施設の基幹施設である配水池
等の耐震対策を施すことにより、災
害に強く、安全で安心な配水を持続
するよう努めていきたい。

H29年度に改善した点

H29決算額（見込み）

H28実績

H29年度目標 H29実績

耐震化を進めることが当該事業の目的となって
いるため、耐震化率を指標とする。

H28予算現額

浄水場整備事業
（耐震補強事業）

根拠法令 H29予算現額

水道法、水道施設の技術的基準を定める省令

H28決算額

91,864千円

事業の具体的な内容及び目的
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

臨時職員 0.00 人

①　　 508m

② 56,718m

H29年度目標 H29実績

給水
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

H29その他職員
従事割合

96.86%

100%

100%

9.60 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

81,456千円

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

安全安心して利用できる水の安定供給を行うため、老朽
化した水道管の早期修繕等によって、水道施設の保全
と有収率の向上を目指す。

21.65 人
非常勤
特別職

0.00 人 100%

185,649千円 臨時職員 0.00 人

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 167,911千円 122,660千円

①給水管布設替延長

②管洗浄

水道管維持管理事
業

事業の具体的な内容及び目的
無

目標設定の考え方・根拠

A

共有管布設替えを積極的に行って
いる。また、管洗浄事業が進み、濁
水発生の減少が見られる。

H29年度に改善した点

漏水量、濁水発生の軽減を図り、良質で
安全安心な水の安定供給をするため、共
有管の布設替え及び管洗浄を中心に実施
していきたい。

早期修繕等により漏水量を減らすように対応し
ている

漏水再発防止のため、早期に所有者より
権利放棄等をいただき、共有管の布設替
えを実施している。

H28年度目標

97.14%

漏水件数は、前年度に対し多少の増減はある
が、長期的には減少傾向になっていることから、
今後も高い有収率を維持していきたい。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

根拠法令 H29予算現額

水道法、所沢市水道事業給水条例 161,640千円

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28決算額 指標名

H29決算額（見込み）

122,693千円

有収率
有収水量÷配水量×100

給水
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

H28予算現額

期間

H29正規職員
人件費

S57年度～

経営
課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

H28予算現額

旧水道庁舎用地利
活用事業

根拠法令 H29予算現額

H28正規職員
人件費



項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進課長　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

下水道整備課長　根岸　清

項目名

■ □ □

実績

下水道整備課長　根岸　清

項目名

■ □ □

実績

評価者

下水道整備課長　根岸　清
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有 有

有益
な
もの

有害
な
もの

有 有

有 有

有 有

24,013千円 臨時職員 0.00 人 0ha・0箇所

H29その他職員
従事割合

0ha・0箇所 0ha・0箇所

期間 2.83 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

S32年度～

非常勤
特別職

0.00 人 0ha・0箇所 0.1ha・0箇所

13,720千円 臨時職員 0.00 人

① 0ha

② 0箇所

H29年度目標 H29実績

305,046千円

事業の具体的な内容及び目的
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 9,386千円 9,295千円

①雨水管等整備

②浸透井整備

①年度別整備面積
②年度別設置箇所数

H29年度に改善した点

雨水管等の整備面積の拡大及び浸透井整備の
完了箇所数が増加することで、目標達成の成果
が把握できるので指標とする。

ゲリラ豪雨等による浸水被害の早期軽減
を図るため、埼玉県と設立した協議会で検
討を進める中で、被害の大きかった市内2
地区について河川と下水道の一体的な整
備を行うための連携施策をまとめ、ＨＰ等
に掲載すべく準備を進めた。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

岩岡雨水1号幹線築造工事について、平成30
年度の完成を目指す。雨水対策については、
雨水管の布設や雨水浸透井の築造などによ
り、地域に応じた対策を講じる。また、埼玉県と
設立した協議会での具体的な方策の検討に資
するため、平成30年度に浸水対策調査を予定
している。

目標達成済

H29目標値が未達成の理由・分析

H28決算額 指標名

雨水対策事業

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

平成29年度・30年度の継続工事で
ある岩岡雨水1号幹線築造工事に
着手し、平成29年度分の出来高が
予定どおり達成されている。

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

下水道法、都市計画法

下水
道整
備課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

H28予算現額

305,147千円

 雨水を速やかに排除し、浸水・冠水等を防ぐ。
①集中豪雨時の浸水・冠水被害発生地域の把握と状況
調査を実施する。②調査結果に基づき、雨水対策地域
の把握及び方法の検討を行う。③冠水被害が頻繁に発
生している地区の雨水整備を実施する。④緊急に雨水
整備が必要とされる地区における暫定措置として、雨水
浸透井を築造する。

1.60 人

H29正規職員
人件費

期間 2.55 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H21年度～ 21,637千円 臨時職員 0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

21,266千円 臨時職員 0.00 人

① 12箇所

H29年度目標 H29実績
計画の対象路線が緊急輸送路に埋設されてい
る管渠や幹線管渠であることから、断面が大き
く流量が多いうえマンホールも深いため、施工
条件に制約があり、工法等の検討に熟慮を要
する。平成30年度～34年度を計画期間とする
中期計画に基づき耐震工事を進める。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

下水道は重要なライフラインであり、震災等により機能
が停止した場合、排水不能や損壊による道路陥没が原
因の交通事故や渋滞で物資供給が停滞するなど市民
生活に甚大な影響を及ぼすことから、既存施設の地震
対策を実施する。緊急輸送路や軌道下に埋設されてい
る管渠やマンホールについて、補強・再構築工事を実施
する。

2.48 人
非常勤
特別職

0.00 人  9箇所  9箇所

12箇所

 3箇所

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 214,975千円 213,333千円

①マンホールの地震対策

指標名

A

目標を達成しており、成果をあげて
いると考えている。平成29年度を
もって「緊急計画」は完了した。今
後は平成30年度から始まる「中期
計画」に基づき予定箇所の耐震化
工事を進めていく。

H29年度に改善した点

完了箇所数
完了箇所数が増加することで目標達成の成果
が把握できるので、完了箇所数を指標とする。

マンホールの耐震化工事において、移設
困難な地下埋設物が支障となり、開削によ
る耐震化工事が困難なマンホールについ
て工法検討を行い、非開削による内面補
強工法を採用して所定の耐震性能を確保
した。H28年度目標

目標達成済12箇所

H28実績

H28決算額

H29決算額（見込み）

47,032千円 45,339千円

事業の具体的な内容及び目的

目標設定の考え方・根拠

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析下水
道整
備課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

H28予算現額

下水道地震対策事
業

根拠法令 H29予算現額

下水道法、都市計画法、下水道総合地震対策実施要綱

下水管布設工事の1件で平成30年3月に受注者
より「工事契約継続不能届」が提出され未完成
となり、当該工事の施工延長が約40%減少した
ため、予定整備面積を下回ったものである。

23.7ha

S32年度～ 90,111千円 臨時職員 0.00 人 17.1ha

H29その他職員
従事割合

10.62 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

23.1ha

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

96,640千円 臨時職員 0.00 人

① 23.1ha

H29年度目標 H29実績

平成31年度までに第3期市街化調整区域
下水道整備事業を完了できるよう進めると
ともに、第4期市街化調整区域下水道整備
事業に向けた準備を進める。

H29正規職員
人件費

事業の具体的な内容及び目的
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

市街化区域の下水道整備は、平成14年度で完了し、引
続き市街化調整区域の整備事業を平成15年度より開始
した。平成27年度から第3期市街化調整区域の面整備
事業を実施している。下水道未整備区域の汚水管整備
を進め、生活環境及び公共用水域の水質を改善し、快
適な生活環境を構築する。

11.27 人
非常勤
特別職

0.00 人 21ha 19.1ha

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,130,768千円

指標名 H29年度に改善した点

①汚水管の整備面積
整備面積

汚水管の整備面積が拡大することで目標達成
の成果が把握できるので、整備面積を指標とす
る。

道路事情から工事による通行止めや迂回
など住民生活への影響が大きい地区で
は、きめ細かく発注時期を調整したり、地
元の要望に沿った時間帯での施工を行う
ことで影響を最小限にとどめた。

H28年度目標 H28実績

期間

目標設定の考え方・根拠

Ａ

平成29年度目標を約97%達成し、第
3期市街化調整区域下水道整備事
業（整備面積約125.9ha）に係る整
備率も75%となり、着実に成果があ
がっている。

H29決算額（見込み）

下水道法、都市計画法、環境基本法 1,607,843千円 1,555,080千円

1,116,822千円

H28決算額

0.00 人

下水
道整
備課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

H28予算現額

下水道管渠布設事
業

根拠法令 H29予算現額

10,080.4m

10,794.4

期間 0.32 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

2,715千円 臨時職員

9,634ｍ 9,693.5ｍ

2,744千円 臨時職員 0.00 人

①386.9m

H29年度目標 H29実績

H29その他職員
従事割合

10,033ｍ

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 67,218 60,755

①下水管布設延長
下水管布設総延長

　成果指標の目標値を毎年達成し
ており、東西クリーンセンターの地
元周辺における下水道整備につい
ては、一定の成果があげられてい
ると考える。
　今後も廃棄物処理施設の必要性
を理解し、市政にご協力頂いている
周辺地区住民の生活環境の向上
等が図られるよう努める。

H29年度に改善した点

　地元地区環境整備保全委員会と協議を行い、
下水管の布設箇所を決定しているので、下水管
布設延長を指標とする。

　今後の下水道整備等について、地元地
区環境整備保全委員会や地元自治会と協
議を行った。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

　地元自治会等には、下水道整備に関し
て強い要望があることから、早急に整備が
完了できるよう、関係課と調整を図りなが
ら事業に取り組んでいく。

A

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

下水道法 88,001 74,900

事業の具体的な内容及び目的
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H29正規職員
人件費

H10年度～

H28決算額 指標名

清掃施設周辺整備
事業

目標設定の考え方・根拠

H28年度目標 H28実績

非常勤
特別職

0.00 人

経費

投入コスト

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

　東部クリーンセンター及び西部クリーンセンターの建設
に伴い、廃棄物処理施設の必要性を理解し、ご協力頂
いている周辺地区への地域還元として、住民の意向等
を踏まえながら清掃施設周辺整備事業を実施しており、
その一環として、下水道整備等を進めているところであ
る。

0.32 人

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(H29)

成果

成果指標

所属
名称
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有益
な
もの

有害
な
もの

経費

投入コスト

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(H29)

成果

成果指標

所属
名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

下水道維持課長　吉田　進一

項目名

■ □ □

実績

評価者

下水道維持課長　吉田　進一

項目名

■ □ □

実績

評価者

下水道維持課長　吉田　進一

項目名

■ □ □

実績

評価者

下水道維持課長　吉田　進一

有

有 有

有 有

無 無

有

403m

期間 3.45 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H23年度～ 29,273千円 臨時職員 0.00 人

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

183m 214m

早期に下水道事業を開始した所沢地区の管路施設が
耐用年数を迎え、老朽化による損傷が増加しているの
で、事故によるサービス低下を防止する。
・本管の布設替え又は更生
・取付管の布設替え又は更生
・マンホール蓋の取替

0.50 人
非常勤
特別職

0.00 人 　1件 　1件

4,288千円 臨時職員 0.00 人

①改築延長　214m

事業の具体的な内容及び目的
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

下水道法 27,000千円 30,132千円

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 20,000千円 19,656千円

①改築延長　183m

詳細設計委託（平成28年度）
改築延長（平成29年度）
改築延長（平成30年度）

目標設定の考え方・根拠

S

計画どおり、平成29年度より改築事
業を実施。緊急度Ⅰ延長890mのう
ち、平成29年度は予定どおり214m
の更生工事を実施し、長寿命化対
策により耐用年数の延伸を図ること
ができた。

H29年度に改善した点

緊急度Ⅰ・Ⅱの改築延長
実施延長／計画延長

ストックマネジメント実施方針策定により、
事後保全から戦略的な維持管理である状
態監視保全に移行を図る。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

ストックマネジメント計画を国土交通省に
提出し、下水道ストックマネジメント支援制
度の交付対象事業とし、改築の実施を進
める。

目標達成済

98.00%

下水
道維
持課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

H28予算現額 H28決算額 指標名

下水道長寿命化対
策事業

期間 1.05 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

S44年度～ 8,909千円 臨時職員 0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

18,436千円 臨時職員 0.00 人

① 112,601,500円
　　（H29年度調定分）

② 49.34%

H29年度目標 H29実績

差押等の滞納処分を行える職員の補充や
研修を実施していく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

下水道の整備により利益を受ける人に建設費の一部の負担
を求めることにより、公共下水道の整備を推進する。
・公共下水道整備地区の土地所有者等に対し、事業説明会、
申告受付を経て、対象となる土地の面積に単価を乗じて負担
額を決定する。
･市街化調整区域の土地の面積に乗じる単価は、平成27年度
より1㎡当たり1,030円となった。
･納付方法は、5年間の分割納付が基本であるが、希望により
一括納付もできる。

2.15 人
非常勤
特別職

0.00 人 98.00% 98.10%

通常の督促状、催告書、特別催告書の送付の
ほか、委託業者による年2回の訪問徴収も実施
したが、目標を達成することができなかった。平
成30年度は職員による自宅訪問の回数を増や
すなどして徴収を強化したい。

98.00% 97.79%

277千円 162千円

事業の具体的な内容及び目的
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28実績

- 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,503千円 1,081千円

①収入済額

②口座振替率

指標名H28決算額 目標設定の考え方・根拠

B

現年度分収納率については、目標
値の98%に対し、わずかに下回る結
果となってしまった。平成30年度
は、前年度に引き続き市民の目線
に立った丁寧な説明や説得を行う
とともに、第一環境（株）による年2
回の訪問徴収のほかに、職員によ
る自宅訪問の回数を増やすなどし
て、受益者負担金に対する対象者
の理解を深め、徴収の強化を図っ
ていく。

H29年度に改善した点

現年度分収納率 収入済額／調定額（収入すべき額） 第一環境（株）の訪問による、特別催告書
の手渡しと現地での徴収を行った。

H28年度目標

H29決算額（見込み）

下水
道維
持課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

H28予算現額

受益者負担金賦課
徴収事業

根拠法令 H29予算現額

都市計画法第75条、所沢都市計画下水道事業受益者
負担に関する条例

3.00 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

S45年度～ 25,455千円 臨時職員 0.00 人 48回

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

36,873千円 臨時職員 0.00 人

①     360㎥

② 68,410㎡

H29年度目標 H29実績

施設の老朽化が進んでいるため、今後も
修繕費が必要となる。
都市下水路及び調整池の適切な管理を
行っていく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

浸水のない快適な都市環境を保持し、市民の安全で快
適な生活を守るため、都市下水路及び調整池を適切に
管理する。
①堆積土のしゅんせつ
②除草、樹木の剪定
③施設の補修及び改良工事
④降雨災害防止のための対策及び巡回

4.30 人
非常勤
特別職

0.00 人 11件 10件

目標達成済 3件  1件

H29決算額（見込み）

下水道法 58,292千円 57,731千円

事業の具体的な内容及び目的
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 32,925千円 32,314千円

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

改善要望等には、概ね対応でき
た。これは外部情報が入った際、直
ちに現地確認を行い、直営又は業
者による対応を迅速に行ったため
である。また、平成27年度から委託
料が減額となったことを受け、直営
による定期的なスクリーン点検、清
掃作業を行い、未然に事故を防止
した。

H29年度に改善した点

①1年間にしゅんせつした堆積
土の量

②1年間に除草した面積

改善要望対応件数（平成29年度まで）
調整池のパトロール（平成30年度から）

（平成29年度まで）
除草要請、ごみ撤去等
（目標値＝要望総数、実績＝完了総数　）
（平成30年度から）
調整池の適切な維持のために週1回のパトロール実施（月4
回×12か月）

平成28年度に改修出来なかった洪水調整
越流堰の工事を実施した。
しゅんせつ土の含水率を下げるヤードを設
置し、受入単価の低い処分地に搬出でき
た。

H28年度目標 H28実績下水
道維
持課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

H28予算現額

都市下水路維持管
理事業

根拠法令 H29予算現額

期間

期間 18.10 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

S33年度～ 153,579千円 臨時職員 0.00 人

H29年度目標 H29実績

ストックマネジメント実施方針で策定した管
理体制を実施し、点検・調査計画及び修
繕・改築改革を評価し、必要に応じて目標
や計画を見直し、継続的に改善・向上に努
めていく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

100件 157件

100件

下水道は、市民の安全で快適な生活を確保するために重要なライフ
ラインである。適切な維持管理を実施し、十分にその機能を発揮させ
るとともに継続的に利用できる環境を整える。
①土砂及び油脂の堆積による流下能力の低下を防ぐための下水道
管渠清掃
②老朽化している施設の更新
③下水道施設から発生する臭気対策、不明管・侵入水等のテレビカメ
ラを使用した原因調査
④降雨災害防止のための対策及び巡視
⑤市内ポンプ場・調整池等の適切な運転管理、監視・安全管理の徹
底

22.40 人
非常勤
特別職

0.00 人 144件 144件

192,080千円 臨時職員 0.00 人

① 7,078.5m

② 614個

③ 107箇所

2,086,598千円

事業の具体的な内容及び目的
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 636,529千円 510,979千円 ①1年間に清掃した管渠延長

②1年間に取替えたマンホール
蓋の個数

③1年間に実施したテレビカメ
ラ調査箇所

改善要望対応件数根拠法令

H29年度に改善した点

マンホール蓋のガタツキ、振動、騒音、下水道
管の詰まり、臭気、溢れ等
（目標値＝要望件数、実績＝完了総数）

下水道施設の維持管理については、事故
が起きてから対応する事後保全の体制か
ら、効率的かつ戦略的な維持管理である
状態監視保全に移行するためのストックマ
ネジメント実施方針を策定した。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

H28決算額 指標名

下水道維持管理事
業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

改善要望等には、概ね対応でき
た。これは外部情報が入った際、直
ちに現地確認を行い、直営又は業
者による対応を迅速に行ったため
である。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

下水道法 2,290,429千円

下水
道維
持課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

H28予算現額



項目名

■ □ □

実績

評価者

建築指導課長　保坂　貞夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

市街地整備課長　遠藤 弘樹

項目名

■ □ □

実績

評価者

市街地整備課長　遠藤 弘樹

項目名

■ □ □

実績

評価者

市街地整備課長　遠藤 弘樹
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有益
な
もの

有害
な
もの

無 無

無 無

無 無

無 無

6,873千円 臨時職員 0.00 人 工事

H29その他職員
従事割合

工事設計 平成30年度の工事に向けて周到な準備を
行う。

工事設計

期間 0.81 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H29～H30

平成29年1月7日に発生した火災により被災した住戸5戸
及び外壁・手すり等の共用部分に係る復旧工事を行う。

0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

0千円 臨時職員 0.00 人
①１件（工事設計委託）

②

③

H29正規職員
人件費

事業の具体的な内容及び目的
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

公営住宅法　所沢市営住宅条例 3,672千円 3,564千円

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円

H28予算現額 H28決算額

火災復旧工事に係る設計が完了し
た。

0千円
①契約数

②

③

火災復旧工事の進捗状況
H29年度に火災復旧工事に係る設計、及びH30
年度に火災復旧工事を完了させる。

H29年度に改善した点

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29年度目標 H29実績

市街
地整
備課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ
市営住宅西所沢北
団地火災復旧事業

100%

期間 0.58 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

Ｈ２６年度～ 4,921千円 臨時職員 0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

4,459千円 臨時職員 0.00 人
①１施設

②

③

H29年度目標 H29実績

建設年度の古い市営住宅が多いため、今
後も施設の長寿命化に向けた計画的な事
業実施が不可欠である。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

既存の市営住宅を効率的・効果的に運用するために、
所沢市営住宅等長寿命化計画に基づき、計画的な施設
改修を実施する。

0.52 人
非常勤
特別職

0.00 人 100% 100%

目標達成済100% 100%

22,022千円 16,632千円

事業の具体的な内容及び目的
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28実績

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 16,200千円 14,743千円
①実施施設数

②

③

指標名H28決算額 目標設定の考え方・根拠

Ａ

所沢市営住宅等長寿命化計画等
に基づき、計画的に事業を実施し
た。

H29年度に改善した点

所沢市営住宅等長寿命化計画の進捗状況
（計画通り実施できた場合を100%とする）

所沢市営住宅等長寿命化計画に基づき事業を
実施しているため、当該年度に計画通り実施で
きたかどうかを指標とする。

実施詳細設計時の各種作業工程等の見
直しにより経費の削減に努めた。

H28年度目標

H29決算額（見込み）

市街
地整
備課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

市営住宅施設整備
事業

根拠法令 H29予算現額

公営住宅法　所沢市営住宅条例

2.57 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

Ｓ２７年度～ 21,806千円 臨時職員 0.00 人 100%

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

24,010千円 臨時職員 0.00 人
①219件

②764戸

③34戸

H29年度目標 H29実績

修繕により入居可能な住戸を増加させる
など、入居機会の拡大に努めていく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

住宅に困窮する低額所得者に対して、地方公共団体
が、健全な生活を営むことのできる住宅を整備し、低廉
な家賃で賃貸することにより市民生活の安定と社会福
祉の増進を図る。

2.80 人
非常勤
特別職

0.00 人 100% 92%
毎年度入居者からの収入申告により家賃
を決定しており、収入超過者に対しては住
戸の明け渡しに関する通知や、家賃の見
直しの周知はしているが、市営住宅の明渡
しは法的に努力義務となっているため、協
力いただけない場合が多い。

100% 92%

H29決算額（見込み）

公営住宅法　所沢市営住宅条例 189,071千円 188,144千円

事業の具体的な内容及び目的
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 183,842 184,378千円

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

入居者の約8割が収入分位１（月額
収入0円から104,000円）の方が占
めており、概ね適正に運営が行わ
れている。

H29年度に改善した点

①修繕件数

②入居世帯の延べ戸数

③空家募集戸数

居住者の中の低額所得者の割合
（（入居者数－収入超過者数）/入居者数＊１００）

低額所得者の居住の安定を確保することが目
的であるため、入居者数のうちの低額所得者の
割合を指標とする。

募集案内の「収入月額の計算方法」につ
いて、より詳細に説明を加えた。

H28年度目標 H28実績市街
地整
備課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

市営住宅運営事業

根拠法令 H29予算現額

期間

期間 0.77 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H19年度～ 6,533千円 臨時職員 0.00 人

H29年度目標 H29実績

耐震化の促進、また補助実績件数の目標
値達成に向けて、本事業における補助対
象を拡大する等、事業内容の見直しを図
る必要がある。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

17件 8件

17件

「改定所沢市建築物耐震改修促進計画」に基づき、市民
が安全で安心した生活のできる災害に強い住環境を整
備することを目的とし、市内の住宅等の耐震化を図るた
め、民間建築物の耐震診断及び耐震改修費用の一部
を補助する。

0.90 人
非常勤
特別職

0.00 人 32件 23件

7,718千円 臨時職員 0.00 人

①16人

②8棟

③8,795件

事業の具体的な内容及び目的
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

2,890千円
①我が家の耐震診断相談会で
の相談件数

②補助実績棟数

③ホームページアクセス件数

耐震診断・耐震改修補助実績件数

市内の民間建築物の耐震診断及び耐震改修費
用の一部を補助し、住宅等の耐震化を図ること
が当事業の目的となっているため、耐震診断・
耐震改修費用の補助実績を指標とする。
目標値は、当初予算にて想定している補助件数
とする。

建築物の耐震改修の促進に関する H29予算現額 H29決算額（見込み）

法律，我が家の耐震診断補助金交付要綱，我が家の耐
震改修補助金交付要綱

5,000千円 1,621千円

H29年度に改善した点

耐震化が進まない緊急輸送道路閉塞建築
物について、8棟の所有者に対してアン
ケート調査を実施して、耐震化への意向を
確認した。
これにより、1棟の建築物について耐震基
準に適合していることが判明した。

本事業の対象となる昭和56年以前の建築物に
ついては、築35年を超え、建替えを検討する時
期に来ていることや、所有者又は居住者の高齢
化により、資金面や改修工事のわずらわしさ等
があることが理由として考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 7,000千円

環境
影響

建築
指導
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 目標設定の考え方・根拠

Ｃ

耐震診断及び耐震改修の補助件
数は、目標値の５割に至らず、目標
を達成できなかった。
また、我が家の耐震診断相談会の
相談件数も前年度の３割程度に留
まり、戸建て住宅の耐震化につい
て成果が出ていない。
さらに、緊急輸送道路閉塞建築物
については補助申請がなく、耐震
化の促進が課題となっている。

事業概要（全体）

指標名

我が家の耐震診
断・耐震改修補助
事業

根拠法令

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題活動実績(H29)

成果

成果指標

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称



第７章　街づくり  第７節　住宅・住環境

有益
な
もの

有害
な
もの

環境
影響

事業概要（全体）

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題活動実績(H29)

成果

成果指標

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

市街地整備課長　遠藤 弘樹

無 無

25組

期間 0.38 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

無料相談会受付件数

H28年度目標 H28実績

Ｈ２３年度～ 3,224千円 臨時職員 0.00 人

2,573千円
①19組

②

③

H29年度目標市内の分譲マンションにおける適切な修繕、管理費の滞
納、近隣騒音、ペットの飼育、違法駐車等の問題につい
て、マンション管理士会の協力を得ながら無料定期相談
会等を開催し、マンションの適正な維持管理に対する支
援を行う。

0.30 人
非常勤
特別職

0.00 人 25組 14組

H29実績

H29正規職員
人件費

25組 19組

マンション居住者等
支援事業

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

マンション管理の適正化の推進に関する法律 40千円 40千円

H29その他職員
従事割合

臨時職員 0.00 人

40千円
①無料相談会受付件数

②

③
事業の具体的な内容及び目的

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

目標設定の考え方・根拠

B

マンションの適正な管理を進めてい
くため、事業の進め方の再検討や、
市内マンションの状況を把握してい
く必要がある。

H29年度に改善した点

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

参加者の拡大に向けマンション管理組合
等に対して積極的に働きかけていくことが
必要である。

当該事業はマンション管理士による無料相談会
が中核的な事業となっているため、相談会の参
加者数を指標とする。

セミナー開催のお知らせと同時にマンショ
ンの管理に関するアンケートを実施し、管
理についての状況把握を行った。また、マ
ンション関連の制度変更について、マン
ション管理無料相談会のホームページに
おいてもリンクした。H29目標値が未達成の理由・分析

市で広報ところざわや、市ＨＰ、チラシ等で
事業の周知を図ると共に、一般社団法人
埼玉県マンション管理士会によるマンション
組合や居住者に対するお知らせの配布等
に取り組んでいるが、ＰＲが足りない部分が
ある。

市街
地整
備課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

40千円



項目名

■ □ □

実績

評価者

　文書行政課長　菅原　聖二

項目名

■ □ □

実績

評価者

　文書行政課長　菅原　聖二

項目名

■ □ □

実績

評価者

総務課長　　磯　稔

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画課長　　市川　勝也

第８章　行財政運営  第１節　行政経営

有害
な
もの

有

無

有益
な
もの

無

無

計画完成

期間 1.21 人
非常勤
特別職

H30年度目標

H28年度～H30年度 10,267千円 臨時職員 0.60 人

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

9,004千円 臨時職員 0.00 人
①４回

②３回

③３回

H29年度目標 H29実績
複雑化する昨今の地域課題に対応してい
くために、各目標間の連携を重視し、横断
的に取り組みを進める必要があることか
ら、これらの課題に対応することが可能と
なる総合計画を作成していく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

現行の第5次所沢市総合計画後期基本計画の計画
期間が平成30年度をもって終了することから、平成
30年第3回定例市議会への提案を目途として、平成
31年度以降の基本構想及び基本計画を策定するも
のである。

1.05 人
非常勤
特別職

策定体制の構築 策定体制の構築

目標達成済素案作成 素案作成

6,888千円 6,277千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28実績

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,887千円 1,684千円 ①所沢市総合計画審議会の開
催回数

②「絆」ミーティングの開催回数

③市民説明会の開催回数

指標名H28決算額 目標設定の考え方・根拠

Ａ

素案を作成し、パブリックコメント手
続や市民説明会を実施したことに
より、幅広い市民意見をもらうこと
ができた。

H29年度に改善した点

第６次所沢市総合計画基本構想・前期基本計画
の策定

各年度により目標が異なるため、指標項目は定
性的なものとする。
各年度において進捗を目標として設定し、平成３
０年度９月議会において総合計画基本構想・前期
基本計画を提案する

　第６次所沢市総合計画市民検討会議委
員や審議会委員における「市民その他の
市長が必要と認めた者」について、無作為
抽出による公募を採用し、幅広い年齢層
の様々な視点から意見をもらうことができ
た。H28年度目標

H29決算額（見込み）

経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

第６次所沢市総合計
画策定事業

根拠法令 H29予算現額

所沢市自治基本条例

1.37 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H8年度～ 11,624千円 臨時職員 0.00 人 139kL

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

9,690千円 臨時職員 0.00 人
① 12,289千円

② 49,065千円

③   6,482千円

H29年度目標 H29実績 今後も利用者の安全確保や上下水道事業に
関するサービスを提供するため、基幹設備の
更新が必要となるが、できる限り事業費の平準
化を進めていく。
また、庁舎内における節電について、庁内各課
に推進することとし、より一層節電対策に取り
組む。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

上下水道局庁舎において、利用者の安全確保と行
政サービスの提供に支障が出ないよう管理すること
を目的とする。主な事業内容として、庁舎警備業務・
庁舎電気機械冷暖房等空調設備保守運転管理業
務・庁舎清掃業務を総合管理として業務委託を行
い、庁舎の維持管理を行っている。

1.13 人
非常勤
特別職

0.00 人 139kL 120ｋL

目標達成済139kL 136ｋL

H29決算額（見込み）

所沢市上下水道局庁舎管理規程 72,666千円 67,836千円

事業の具体的な内容及び目的
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 73,626千円 64,296千円

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

空調の温度設定を、冷房28℃以
上、暖房を20℃以下にするなど、適
切な運転管理を行った結果、目標
を達成することができた。

H29年度に改善した点

①光熱費
　（庁舎の電気・ガス料金）
②委託料（庁舎に係る委託料）
③修繕費
　（庁舎に係る修繕費等）

エネルギー使用量（原油換算）の増加抑制

庁舎におけるエネルギー使用量において、水道
事業と下水道事業との組織統合のあった平成25
年度実績を基準とし、これを超えないよう維持・削
減を目標とする。（平成25年実績139ｋL）

洋式トイレへの改修を行い、利用者の利
便性向上に努めた。

H28年度目標 H28実績
上下
水道
局総
務課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

H28予算現額

庁舎維持管理事業

根拠法令 H29予算現額

期間

事業の種別

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

Ａ

目標設定の考え方・根拠

8,867千円11,497千円

1,448千円2,021千円

1年間、集中文書庫の温度・湿度の計測を
行った上で、除湿器の交換修繕による性
能の向上を踏まえ、設置台数を2台減らす
ことが可能となり、コストを下げることがで
きた。

本事業においては、公文書の適正な管理を図る
ことを目的として、老朽化した電動書架Ａ～Ｃラッ
クの３系統及び除湿機４台を計画的に更新するこ
とが趣旨であるから、更新台数を指標化すること
が最も明解であるため。

H28決算額H28予算現額 指標名

一
般

更新した電動書架及び除湿機の台数
①除湿機交換修繕

②

③
所沢市文書管理規則、所沢市文書管理規程

H29決算額（見込み）H29予算現額根拠法令

H29目標値が未達成の理由・分析H28実績H28年度目標
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

1,286千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

11
非常勤
特別職

0.15 人

電動書架３系統及び除湿機の更新が終了
したことから、本事業については終了とす
る。
今後も地下集中文書庫内の湿度管理等
を適正に行い、適切に保存文書を管理し
ていく。

H29実績

22
H29その他職員
従事割合

H29正規職員
人件費

H28年度目標 H28実績

①除湿機2台の交換修繕を行っ
た。

②

③

臨時職員

0臨時職員424千円

公文書は、その内容に応じて定められた期間、保存するこ
ととされており、個人情報の保護に留意し、市民の利用に
役立つよう、適切な管理を図る必要がある。この為、所沢
市文書管理規則に基づき、各所属から引継ぎを受けた保
存文書については、本庁舎地下の集中文書庫において管
理している。集中文書庫には、電動書架３系統及び除湿機
４台を設置し、約9,000箱の文書を保存しているが、これら
は、本庁舎建設時に設置したものであり、設備の老朽化が
進むとともに交換部品の供給もできなくなることが懸念され
た事から、計画的な修繕を実施する。

0.05 人

H29年度目標

H30年度目標
非常勤
特別職

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

文書
行政
課

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

除湿機の交換修繕を行ったことに
伴い、除湿器の安定稼働が可能と
なった。
また、冷媒がオゾン破壊係数ゼロと
される物質に変更され、環境への
負荷が軽減された。
なお、除湿能力の向上により設置
台数を2台として運用することとし
た。

文書
行政
課

実施計画ランク

期間

実施計画ランク

優先

集中文書庫整備事業

期間

H26年度～H30年度

S58～

―

事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額

事業の具体的な内容及び目的
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

所沢市文書管理規則、所沢市文書管理規程

H29予算現額根拠法令

H29目標値が未達成の理由・分析

H30年度目標

H29年度に改善した点

適正な文書管理を行うためには、全職員がファイリ
ングシステムの正しい運用方法を理解し、ルールを
順守することが必要であるが、所属によっては限ら
れた職員によりファイリングシステムの整備や管理
がなされているケースも見受けられる。より多くの職
員に文書管理の必要性やルールへの理解を深める
ために、研修や庁内新聞等を有効に利用し、意識の
向上を図る。

ファイリング巡回点検の点検項目を見直
し、庁舎外施設等の過年度文書につい
て、鍵がかかる部屋等の適正な場所にお
いて管理されているか確認することとし
た。

H29年度に改善した点

目標達成済

無

無

145 132

①ファイリング推進委員会
②ファイリング巡回点検及びファ
イリングサーバ点検
③文書の引継ぎ及び廃棄

125

H29実績H29年度目標

156

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 6,089千円 5,577千円

113

ファイリング巡回点検における指摘事項の件数

6,547千円

各所属においてファイリングシステムの正しい運
用方法が浸透し実行されているか、また、各職員
が基本的なファイリングのルールを意識して順守
しているかを判断する指標として、的確なもので
ある。

H29決算額（見込み）

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

ファイリング巡回点検における、指
摘件数が減少し、目標件数を下回
ることができた。
また、保存文書の引継ぎ及び廃棄
において、誤りなく適正に実施する
ことができた。

指標名 目標設定の考え方・根拠

①ファイリング推進委員会を２回（7月・
12月）開催した。
②ファイリング巡回点検及びファイリン
グサーバ点検を１回（10月）開催した。
③平成27年度文書1,473箱を新たに引き
継いで保存し、廃棄協議を経た保存年
限切れの文書1,372箱（20,820kg）を4月
に廃棄した。また、年度を通じて機密文
書を14,210kg廃棄した。

Ａ 無

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

文書を体系的に整理し、必要な文書のみを効率的に
保管するとともに、文書の私物化を防ぎ、担当者の
不在時においても必要な文書を短時間で取り出せる
よう、ファイリングシステムの維持・向上を図る。同シ
ステムの維持・向上に当たりファイリング推進委員に
よる巡回点検等を活用する。
また、各所属から引き継いだ過年度文書について、
保存年限に基づいた保存及び廃棄を行い、文書の
適正管理を図る。

0.35 人

5,521千円

3,139千円

非常勤
特別職

3,001千円 臨時職員

0.37 人
非常勤
特別職

臨時職員

文書管理事務

無



第８章　行財政運営  第１節　行政経営

有害
な
もの

有益
な
もの

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

項目名

■ □ □

実績

評価者

管財課長　浅見　仙隆

項目名

■ □ □

実績

評価者

管財課長　浅見　仙隆

項目名

□ □ □

実績

評価者

管財課長　浅見　仙隆

　

■ □ □

実績

評価者

管財課長　浅見　仙隆

無 有

有 有

有 有

H30年度目標

平成２９年～平成３０
年

7,212千円 臨時職員 0.00 人 100

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

0千円 臨時職員 0.00 人
①H29年度分改修工事実施済

②

③

H29年度目標 H29実績

２ヵ年目ににおいても、工事を行う上で全
庁停電又は部分停電が必要不可欠なた
め、影響を最小限に止めながら、安全か
つ適切な改修工事を行なっていく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

本事業は老朽化した設備本体を２ヵ年かけて更新
し、施設の延命化を図るものである。

0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人 0 0

目標達成済100 100

Ａ

特になし

市庁舎施設整備事業
（受変電設備等改修
工事）

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市公共建築物修繕計画 220,050千円 148,800千円

事業の目的及び具体的な内容 H28実績

H29年度に改善した点

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円

目標設定の考え方・根拠指標名

期間 0.85 人

全庁停電又は部分停電を伴う改修
工事のため、各所属の業務・行事
に影響を与えるものであるが、影響
を最小限に止めながら予定された
29年度分の改修工事は適切に実
施された。

0千円
①29年度分改修工事範囲

②

③

予定改修工事範囲実績
本件は２ヵ年継続事業のため、30年度改修工事
分をもって当該事業の完了となることから、29年
度内改修工事の予定範囲を指標とした。

H28その他職員
従事割合

H28年度目標

H28予算現額 H28決算額

H28正規職員
人件費

非常勤
特別職

0.00 人

管財
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

100%

期間 0.85 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

平成２８年～平成３１
年

7,212千円 臨時職員 0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

6,431千円 臨時職員 0.00 人
①H29年度内分実施済

②H29年度内分実施済

③

H29年度目標 H29実績

高濃度PCB含有物廃棄物については処
分期限までに廃棄処理が完了したため、
残る低濃度PCB含有廃棄物の廃棄処理
を平成３１年度に実施する。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

　本事業は、所沢市役所旧庁舎に保管されているＰ
ＣＢ含有廃棄物について、関係法令に基づき、最終
処分を行うものである。

0.75 人
非常勤
特別職

0.00 人 0 0

目標達成済100% 100%

H29決算額（見込み）

な処理の推進に関する特別措置法、ポリ塩化ビフェ
ニル廃棄物処理基本計画

159,611千円 157,765千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 18,186千円 16,386千円

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

予定された高濃度PCB含有廃棄物
（安定器等）の廃棄処理について
は、予定どおり年度内に実施され
た。

H29年度に改善した点

①PCB含有検査

②高濃度PCB含有廃棄物
　　（安定器等） 処分
③

業務実施実績
業務の完了をもって当該事業の完了となることか
ら、業務実施実績を指標とした。

特になし

H28年度目標 H28実績
管財
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

ＰＣB含有物廃棄処分
事業

根拠法令 ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正 H29予算現額

期間 1.18 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

昭和６３年～ 10,012千円 臨時職員 0.10 人

H29年度目標 H29実績
多くの市庁舎設備は寿命（２０～２５年）を
超過し、故障続発や保守部品の入手困難
などにより修理に多くの時間を要す状況で
あることから、今後は関係各課と調整し、
設備本体の更新を図っていく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

44件 44件

40件

　本事業は、市庁舎施設の老朽化に伴う設備の不具
合箇所等を改善し、建物・空調・機械・電気・衛生設
備等の設備性能を維持改善することにより、来庁者
や職員の安全確保、快適性や執務環境の向上・充
実を図るため、市庁舎の修繕を行うものである。

1.43 人
非常勤
特別職

0.00 人 59件 55件

12,262千円 臨時職員 0.10 人
①１９件

②７件

③１８件

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

－ 24,747千円 24,747千円

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 25,000千円 24,993千円 ①建築・衛生・厨房設備修繕件
数

②電気設備修繕件数

③空調・機械設備修繕件数

修繕達成実績

目標設定の考え方・根拠

Ａ

老朽化の度合いを考慮しつつ、予
算の範囲内で効率的修繕・工事を
実施された。

H29年度に改善した点

修繕必要件数における達成件数
特になし

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

5%

管財
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

市庁舎修繕事業

期間 1.95 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

昭和６１年～ 16,546千円 臨時職員 0.50 人

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

5% 11%
本事業は、庁舎の効率的かつ効果的な運用を行うこ
とで、安全かつ快適な施設の運用を図るものであ
る。

1.90 人
非常勤
特別職

0.00 人 5% 12%

16,293千円 臨時職員 0.50 人
①　８５，７９３千円

②　２，６７０，３９１ｋWｈ

③

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市庁舎管理規則、所沢市庁舎防火管理規程の
管理運営要領

253,606千円 253,434千円

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 261,231千円 252,795千円
①公共料金の支払料金
　（電気・ガス・上下水道・電話）
②電力使用量

③

庁舎年間電力使用量の削減

目標設定の考え方・根拠

Ａ

夏期・冬期における節電の取り組
みにより、環境負荷の削減に努め
た。

H29年度に改善した点

平成２２年度と比較した年間電力使用量削減率
（２２年度年間電力使用量　3,029,809ｋWｈ）

特になし

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

来庁者が気持ちよく庁舎を利用していた
だけるよう、市民サービスの維持・向上を
図りながら、省エネ・省資源に向けた管理
運営に取り組んでいく。

目標達成済

管財
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

市庁舎管理事業

有 有
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有害
な
もの

有益
な
もの

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興課長　吉田　謙治

項目名

■ □ □

実績

評価者

営繕担当参事　末廣　和久

項目名

■ □ □

実績

評価者

選挙管理委員会事務局次長 浅野　浩一

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画課長　　市川　勝也

無 無

有 無

無 無

計画の推進

期間 0.34 人
非常勤
特別職

H30年度目標

H23年度～ 2,885千円 臨時職員

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

2,573千円 臨時職員

①公共施設等総合管理計画行
程表の更新
②２回実施
③２回開催

H29年度目標 H29実績

公共施設マネジメントを推進するため、計
画に掲げた「ライフサイクルコストの縮減」
及び「施設の総量の適正化」を実行レベル
に移行するための準備を進める。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

公共施設等の総合的かつ計画的な管理を進める。

0.30 人
非常勤
特別職

行程表の策定 行程表の策定

目標達成済行程表の更新 行程表の更新

H29決算額（見込み）

特になし 60千円 60千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

根拠法令 H29予算現額

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 10千円 10千円

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

行程表を更新することで、施設毎の
管理の状況が確認できた。

H29年度に改善した点

①公共施設等の総合的かつ計画的
な管理
②庁内における情報共有とスキル
アップを目的として研修の実施回数
③公共施設マネジメント会議の開催
回数

公共施設等総合管理計画の推進
公共施設等総合管理計画に基づく施設毎の行程
表を更新し、計画の進捗状況を管理していく。

全ての職員を対象にした研修会の開催に
加え、新規採用職員に対して、公共施設
マネジメントの目的や必要性について研
修を行った。

H28年度目標 H28実績

12,303千円 臨時職員

経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

公共施設マネジメント
推進事業

H29その他職員
従事割合

12 12

12

期間 1.45 人
非常勤
特別職

H30年度目標

非常勤
特別職

12 12

11,148千円 臨時職員 ①3,016点
②2,996通
③3校
④36名
⑤29名
⑥33名
⑦12件

H29年度目標 H29実績

1,379千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,904千円 1,646千円 ①啓発ポスター作品出品数
②18歳バースデーカード送付数
③選挙機材貸出件数
④ところざわ祭り啓発参加者数
⑤視察研修参加者数
⑥全体研修参加者数
⑦コミュニティビジョン掲載申請数

啓発活動を行った月数根拠法令

H29年度に改善した点

啓発には、定期的かつ継続的な活動が必要と考
えられることから、月一回以上の活動実施を目指
すとともに、啓発活動の毎月実施を目標値とす
る。

新たな啓発活動として、市役所市民
ホールにおけるコミュニティビジョンを
活用した。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

2019年度に五つの選挙（埼玉県議会議員、所
沢市議会議員、参議院議員、埼玉県知事、所
沢市長）が予定されていることから、引き続き
投票行動の促進、若年層の投票率向上に向け
た啓発を行なうとともに、違反のないきれいな
選挙の実現に向けた啓発活動に取り組んでい
く。

無 無

H28決算額 指標名

明るい選挙啓発事業

目標設定の考え方・根拠

A

目標値を達成しているが、小中学
校・高等学校等、若年層への啓発
は未だ十分ではなく、新たな啓発活
動に取組む必要がある。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

公職選挙法 1,582千円
選挙
管理
委員
会事
務局

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

市民へ選挙制度を正しく理解いただき政治や選挙に関心を持ち、
自らが進んで投票に参加し、選挙が適正に行われるよう、市と所
沢市明るい選挙推進協議会が一体となり啓発活動に取り組んで
いる。
取組みでは、常時啓発として、明るい選挙啓発ポスターコンクー
ルの開催、広報などによる寄附行為禁止等のルールの周知を行
い、選挙時啓発として、街頭における啓発物資の配布を行ってい
る。
また、投票率の低い若年層への啓発として、満18歳になった市民
へのバースデイカードの送付、市内の高校3年生に学校を通じて
啓発物資を配布するなどの啓発事業を実施している。

1.30 人

H29正規職員
人件費

S31年度～

期間 1.85 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H18年度～ 15,697千円 臨時職員 0.00 人

臨時職員 0.00 人
①26件

②18件

③

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

26 18

23

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

建築物については、建築後３０年を経過すると急激に劣化
が進行するとされており、所沢市の公共建築物においても
築後３０年を経過するものが増加していくことを踏まえ、建
築物の劣化が進行する前の予防保全に取り組むため「所
沢市公共建築物修繕計画」を平成１８年度に策定した。
この修繕計画により、建築物の修繕を計画的に進行管理
し、単年度に修繕工事が集中する事態を避けて財政負担
を平準化するとともに、既存建築物の延命化を図り有効活
用していく。

4.93 人
非常勤
特別職

0.00 人 22 17

平成２７年７月に策定された短期修繕計画（平成
２８年度～平成３０年度）の平成２９年度計画につ
いては、計画策定後に対象施設の老朽度による
工事の優先順位の見直しや市の財政状況を勘案
し、関係各課と再度協議を行ったことで実施件数
が１８件となった。

H29決算額（見込み）

建築基準法 101千円 101千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 302千円 302千円
①修繕計画に基づく工事予定件
数
②修繕計画に基づく工事実施件
数
③

修繕計画に基づく工事実施件数

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

短期修繕計画策定後の再調整によ
り、成果指標の目標値を下回って
いる。
今後、建築後３０年を経過する施設
が多くなり、緊急を要する工事の増
加が見込まれることから、対象施設
の老朽度による工事の優先順位や
市の財政状況を勘案して目標値を
設定し、目標を達成できるよう努め
ていきたい。

H29年度に改善した点

対象施設の築年数や修繕後の経過年数及び老
朽度、市の財政状況を勘案し、関係各課と協議を
行い目標を設定する。

修繕計画策定システム（ＦＡＭＳ）の算出
する計画金額と実際の見積金額との差が
大きく乖離しないように、計画金額の見直
しを行った。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み
予防保全の目的が達成されておらず、緊急に修繕
が必要となった施設を優先している状況が続いてい
る。これまでの計画の達成度など、現状の把握を行
い、経営企画課や財政課と情報共有をしたうえで、
今後についての検討を進めていく。公共施設マネジ
メント方針と修繕計画の整合化も行う。既存の修繕
計画策定システム（FAMS）の保守委託期間を終え
たため、システムの運営方法についても検討してい
く。

営繕
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

公共建築物修繕計画
推進事業

根拠法令 H29予算現額

42,275千円

期間 0.85 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

平成２８年度～ 7,212千円 臨時職員 0.00 人

目標達成済
ＰＦＩ事業の内容確定及びＰ
ＦＩ事業者の選定

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

5,402千円 臨時職員 0.00 人
①ＰＦＩ事業の内容確定
②ＰＦＩ事業を実施する民間事業
者の選定
③大ホール特定天井改修にお
ける大臣認定資料の作成

H29年度目標 H29実績 ・平成３０年１２月から実施される改修工
事に向けて、事業者と詳細な調整及び設
計内容におけるモニタリングを行っていく。
・大ホール特定天井改修における大臣認
定取得を年度末までに終えるため、委託
事業者との密な連携を図っていく。

所沢市民文化センターは、開設から20年以上が経過し、
設備等の老朽化が課題となっており、「所沢市公共施設等
総合管理計画」に基づいて計画的に整備し、施設の安全
上適正な管理を図る必要がある。
  本事業については、民間活力やノウハウを活用すること
で、設計、改修、その後の維持管理を効率的・効果的に実
施するとともに、改修費等の平準化を図ることを目的とし
て、ＰＦＩ手法により実施するものである。

0.63 人
非常勤
特別職

0.00 人 改修手法の決定
ＰＦＩ手法導入の方向性の
決定

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

特定事業選定、ＰＦＩ事業者
の選定、大臣認定資料作成

ＰＦＩ事業者との契約締結、
事業の進捗管理、大臣認

H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市公共施設等総合管理計画、民間資金等の活用による公
共施設等の整備等の促進に関する法律、建築基準法 27,270千円 26,832千円

事業の具体的な内容及び目的
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 29,160千円 29,139千円

改修事業を推進するために平成
２９年度中に必要となる事務

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｓ

・ＰＦＩ手法での改修に当たり、事業
内容の決定、事業者募集から選定
まで滞りなく進められた。
・改修においては、事業者からの独
自提案として、洋式トイレブースの
増設やホール内階段への手すりの
設置などが提案されるなど、求める
水準以上の改修内容の実現が見
込まれることとなった。
・ＰＦＩ手法を用いることによる費用
縮減効果（ＶＦＭ）は約１１％で金額
にすると約１０億円が見込まれてい
る。

H29年度に改善した点

改修事業を推進するために必要となる事務等

平成２９年度は改修事業をＰＦＩ手法を用いて実施する
ため、必要となる事業内容の確定や事業者選定を目
標とした。平成３０年度は事業者との契約、大ホール改
修の大臣認定取得を確実に行い、１２月から実施する
改修工事が円滑に進められるよう進捗管理することを
目標とする。

ＰＦＩ事業者選定の手続きの中で、施設に
おける現状や課題、今後の展望などを公
平かつ積極的に事業者に伝えることで、
市の求める方向に沿った、また、要求水
準を超えるさまざまな効果的な提案がなさ
れた。H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

文化
芸術
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額

所沢市民文化セン
ター改修事業

根拠法令
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有害
な
もの

有益
な
もの

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画課長　　市川　勝也

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画課長　　市川　勝也

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画課長　　市川　勝也

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談課長　渕江弘行

無 無

無 無

有 無

0%

期間 1.41 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

平成13年度～ 11,964千円 臨時職員 0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

11,491千円 臨時職員 0.25 人

①47件

②979件

H29年度目標 H29実績

引き続き、個人情報保護に関する研修・啓
発、特定個人情報取扱点検・監査等を実
施することで、適正管理を推進する。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

市の保有する個人情報の適正な取扱を図り、個人
の権利や利益の保護と公正で信頼される市政の推
進を目的とする。
内容としては、個人情報開示請求等の相談と受付、
個人情報の取扱状況の把握及び出前講座や研修を
通じて、市民や職員への個人情報保護制度の周知
を図っている。

1.34 人
非常勤
特別職

0.00 人 0% 0%

目標達成済み0% 0%

H29決算額（見込み）

所沢市個人情報保護条例、所沢市個人情報保護条
例施行規則、所沢市情報公開・個人情報保護審議

619千円 188千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

根拠法令 H29予算現額

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 667千円 242千円

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

個人情報開示請求は年間４０件程
度で推移しているなか、不服申立
は生じておらず、目標は達成されて
いる。
また、職員に対しては、個人情報保
護制度に関する研修等を定期的に
実施するなどして、知識の習得と意
識の向上を図っている。

H29年度に改善した点

①個人情報開示請求等

②個人情報取扱事務届出書

開示請求に対する不服申立て率（％）
（不服申立て件数／請求件数×100）

個人情報開示請求に対して適正な対応や丁寧な
説明を行うことで、不服申立が生じる可能性は低
くなると考えられることから、指標とした。

マイナンバー制度に伴う特定個人情報の
適正な管理を推進するため、点検・監査
体制を整備し、それらを実施した。
全ての職員を対象とした庁内新聞を定期
的に発行することで、職員に対して個人情
報保護等に関する意識向上を図った。H28年度目標 H28実績

2,206千円 臨時職員 0.00 人

市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

個人情報保護制度推
進事業

H29その他職員
従事割合

10 13

10

期間 0.26 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

非常勤
特別職

0.00 人 10 15

4,459千円 臨時職員 0.00 人
①4件

②11件

③6件

H29年度目標 H29実績

1,502千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,100千円 1,310千円
①講師等依頼件数

②先進地視察件数

③講演会・研修会参加件数

新たな事業等の実現及び課題解決に繋がった
件数

根拠法令

H29年度に改善した点

先進市視察や講演会開催等を通して事業が実現
した件数や課題解決に繋がった件数を指標とす
る。
毎年10件を目標とする。

適切に事業費管理を行うことにより、当該
事業が必要な所属に活用してもらうことが
できた。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

次年度以降も同じような研修等を受講す
る場合は、自分の所属で予算計上しても
らうことにより、より多くの職員に当該事業
を活用してもらう。

無 無

H28決算額 指標名

「未来（あす）を見つ
め、今を動く」政策形
成事業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

先進市の視察等により、今後の事
業展開に大いに役立った。また、講
演会を通して、職員の意識向上に
繋がった。

例
・口座振替及び管理業務委託化事
業（収税課）
・戦略的ＰＲノウハウ向上事業（環
境政策課）

H29予算現額 H29決算額（見込み）

特になし 2,059千円

経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

有識者や専門家からアドバイスをいただくとともに、
先進都市視察や研修会等への派遣を通して、市職
員の能力や意欲を高め、課題への対応力を磨くこと
を目的とす る。

0.52 人

H29正規職員
人件費

H25～

期間 0.78 人
非常勤
特別職

H30年度目標

H25～ 6,618千円 臨時職員

臨時職員
①633事業

②15人

③69項目

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

90% 86%

90%

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

事業の企画立案・予算化・実施・評価検証などの市
政運営を所沢市マネジメントシステムの仕組みに
沿って進めていくことで、より合理的かつ効果的に市
政を進めていく。
具体的には、総合計画の実現に向けた実施計画の
策定を行ったうえで、事務事業評価などにより評価
検証し、結果を予算･計画などへの反映していく。

0.60 人
非常勤
特別職

90% 74%

すでに定着している事業は、改善の余地があまり
ないこと、新規事業の評価が存在すること等が原
因と考えられる。

H29決算額（見込み）

所沢市自治基本条例 575千円 298千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 965千円 268千円 ①事務事業評価実施数

②公開評価の傍聴者数

③組織目標における目標達成に
向けた重点事業項目数

事務事業評価において、全事業の中で当該年度
中に「改善した点」があった事業の割合

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

事務事業評価については、改善し
た点がなかったとされる事業につい
ては、本当に改善の余地がないの
か、指標設定が適切であったか
等、改めてPDCAサイクルに基づき
検討する必要がある。

H29年度に改善した点

目的の達成に向けて現状の課題に対する改善を
行っていく中で、毎年９割以上の事業が何らかの
改善を行えるようにしていきたい。

29年度は事務事業評価表の様式の見直
しを行い、総合計画における各事業の位
置づけを意識しながら評価できるように変
更し、事業を比較しやすくした点で、改善
を図ることができた。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

全ての事業はPDCAサイクルに基づき実
施されるべきで、その周知に一層努めて
いきたい。

経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

所沢市マネジメントシ
ステム推進事業

根拠法令 H29予算現額

5,145千円

期間 1.06 人
非常勤
特別職

H30年度目標

H16～ 8,994千円 臨時職員

提案の視点が良くても、提案内容が具体性に欠
けていて実現できないケースなどがあったため。

10

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

8,061千円 臨時職員
①40件

②710件

③4回

H29年度目標 H29実績 行政改革に引き続き取り組むため、行政経営
推進委員会については、委員からの意見を次
期行政改革大綱に結び付けていけるよう、引き
続き議論を重ねていく。職員提案や一人一改
善については、日頃からの気づきが大切であ
るため、定期的な周知を図るなどして、改善に
努めたい。

行政経営（限られた資源のなかで、確固たる戦略を定め、
自律した行政を行うこと）を実践する。
○「所沢市行政改革大綱」に沿った行政経営の推進（一人
一改善、職員提案、行政改革大綱掲げられている実施目
標の各項目の計画的実施、「有言実行発表会」の開催に
よる行政経営の趣旨周知等）
○行政経営推進委員会の開催
○庁内情報誌を通じた行政経営の趣旨周知

0.94 人
非常勤
特別職

10 4

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

7

10

H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市行政経営推進委員会設置条例など 1,847千円 1,427千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,271千円 987千円
①職員提案提案数

②一人一改善改善数

③行政経営推進委員会開催数

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

職員提案の提案採用数について
は、目標に達することができなかっ
たが、提案件数は28年度34件だっ
たのに対し、29年度はは40件とな
り、前年度を上回ることができた。
行政経営推進委員会については、
産官学金の多方面で活躍する方々
を新たに委員として任命し、所沢市
の行政経営改善に向け、活発に議
論していただいた。また、28年度に
3回だった会議回数を29年度は4回
開催し、議論を深めることができ
た。

H29年度に改善した点

職員提案の提案採用数
実施、若しくは実施に前向きな検討結果が提出さ
れた提案数

28年度に引き続き、行政改革大綱に基づ
き説明ペーパー"A4"1枚運動に取組ん
だ。さらに、29年度は良い事例を共有し、
今後の事務改善につなげるため、各部局
から推奨事例を取り上げ、全庁に情報提
供した。H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析経営

企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額

行政経営推進事業

根拠法令



第８章　行財政運営  第１節　行政経営

有害
な
もの

有益
な
もの

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

項目名

■ □ □

実績

評価者

松井まちづくりセンター長 森田喜良

項目名

■ □ □

実績

評価者

富岡まちづくりセンター長　鈴木
健

項目名

■ □ □

実績

評価者

小手指まちづくりセンター長
　　　　　　　　　　　　　佐藤　尊之

項目名

■ ■ □

実績

評価者

山口まちづくりセンター長仲　正之

無 無

無 無

無 無

95%

期間 3.65 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

S25年～ 30,970千円 臨時職員 1.00 人

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

32,156千円 臨時職員 1.00 人
①114

②157

③141

H29年度目標 H29実績 急いでいるお客様や時間がかかる手続き
には、複数の職員で対応する、個人情報
が周囲に聞こえないよう声の大きさに十分
注意し、必要に応じてロビーで対応する、
駐車場混雑時には案内係を配置するな
ど、個々に状況に合ったサービスを提供
する。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

住民票、印鑑証明、住所異動届け、マイナンバー
カード交付事務。市税等の収納、諸証明の発行。国
民健康保険、国民年金の加入・喪失手続き。　子ど
も医療や重度心身障害児等、医療交付申請の受領
等。
その他、各課からの依頼に基づく各種文書の取次ぎ
や住民からの多様な相談窓口となります。

3.75 人
非常勤
特別職

0.00 人 95% 91%
窓口環境の整備を行っているが、窓口一体化に
伴い、待合が狭い、お客さんと窓口との距離が近
く地域の公民館利用のお客様に個人情報が聞こ
えてしまう、窓口専用の駐車場に公民館利用の
車が止められている等物理的問題が根本的に解
決できないため、代替的な対応策を準備する必
要がある。

95% 90%

H29決算額（見込み）

所沢市まちづくりセンター条例、及び施行規則 2,761千円 2,485千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

根拠法令 H29予算現額

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,353千円 2,420千円

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

窓口を利用するお客様に満足いた
だけるサービスを提供するために、
待合スペースの環境整備に努めて
いるが、一人一人のお客様のニー
ズに応えるために更に工夫とサー
ビスの質の向上が必要である。

H29年度に改善した点

①1日当たりの諸証明等の交
付・収納及び各種取次ぎ件数
②窓口アンケート回収件数
③窓口アンケート「とてもよい」
「よい」の件数

窓口アンケート評価
（サービスグループ利用者アンケートにおいて「と
てもよい」「よい」の割合）

お客様サービスとして諸証明の申請から、交付ま
でスムーズで気持ち良い対応が行えているか確
認、お客様の満足度を指標とする。窓口アンケー
トにおいて、「とてもよい」の割合増加を目標とす
る。

待ち時間に見ることが出来るよう窓口にモ
ニターを設置した。
子供向けに絵本を用意した。
申請書記入用例、手数料一覧表をわかり
やすく刷新した。

H28年度目標 H28実績

35,213千円 臨時職員 2.75 人

山口
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

一般窓口事務

H29その他職員
従事割合

90% 90%

90%

期間 4.15 人
非常勤
特別職

H30年度目標

非常勤
特別職

90% 90%

36,444千円 臨時職員 2.60 人
①１８，８６３件

②１，２７０件

③

H29年度目標 H29実績

6,041千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 6,557千円 5,877千円
①諸証明発行件数

②各課からの事務取扱件数

③

住民満足度根拠法令

H29年度に改善した点

アンケート調査における満足度で「良い」と回答を
得た件数÷アンケート回答数×１００

マイナンバーカードに係る事務手続きに関
係した申請用紙等の整理。及び、マイナン
バーカード保持者の異動に関係したマ
ニュアル等をまとめ、事務処理がスムーズ
に行われるようにした。

目標達成済み

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

職員間で知識を共有し、正確な窓口業務
の徹底に努め、サービスの向上を図って
いく。

無 無

H28決算額 指標名

一般窓口事務

目標設定の考え方・根拠

Ａ

満足度は目標値に達成している。
本庁において複数課に渡り手続き
が必要な届出があった場合には、
時間を要している。
窓口担当職員の職員間の情報知
識を共有し、市民に迅速かつ正確
にサービスを提供できるようにす
る。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市まちづくりセンター条例・同施行規則 8,362千円小手
指ま
ちづ
くりセ

ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

　市で行う事務を本庁舎以外の各地区で行うことに
より、地域住民の利便性と福祉の向上を図る。
　住民基本台帳法に基づく届出、印鑑登録の受付・
記録・証明書の交付。戸籍に係る証明書の交付。国
民健康保険及び国民年金の加入・喪失手続き。市税
及び税外収入等の受領、税証明の発行。各課から
の依頼に基づく各種文書の取次ぎ。その他、市政全
般にわたる住民からの意見・要望等の相談対応、担
当課への連絡説明。

4.25 人

H29正規職員
人件費

昭和25年度～

期間 1.17 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

S25年度～ 9,927千円 臨時職員 0.90 人

臨時職員 0.95 人
①6,050

②2,558

③2,117

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

93 100

85

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

住民票、印鑑登録証明書、戸籍謄抄本等の交付。
住所異動の手続きに関する事。
マイナンバーに関する事務
市県民税、固定資産税、軽自動車税、国民健康保険税、
介護保険料、後期高齢者医療保険料等の受領、各種税証
明の発行。
その他、各課からの依頼に基づいて各種文書の取次ぎ。
市政全体にわたる住民からの意見・要望等に相談対応、
担当課への連絡・説明。

1.88 人
非常勤
特別職

0.00 人 95 91.4

目標達成済み

H29決算額（見込み）

所沢市まちづくりセンター条例・施行規則 2,641千円 2,343千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,664千円 2,416千円
①年間市民課取扱件数

②市税納入件数

③医療費等申請件数

窓口対応満足度
（３０年度から　窓口対応充実度に変更予定）

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

　窓口対応満足度を集計するため
のアンケートについては、住民異動
や国保加入などの、入力作業があ
りどうしても時間がかかってしまう手
続きに来庁された方を対象に行っ
ているが、高い満足度の評価を得
ている。
　３０年度からは窓口対応のスキル
を維持出来るよう、窓口職員に対し
「窓口対応度チェックリスト」を作成
し、その評価基準の目標を指標に
する。

H29年度に改善した点

住民異動、国保加入・喪失手続き来庁者への窓
口対応アンケートで、職員の対応についての評価
が「良い」以上と答えた人の割合。

　来庁者に積極的に声をかけるように心
がけ、カウンターの外に出て接客するな
ど、来庁者との距離を縮め対応するように
した。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

　来庁者に積極的に声をかけるように心がけ、
カウンターの外に出て接客するなど、来庁者と
の距離を縮め対応するようにした。

富岡
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

一般窓口事務

根拠法令 H29予算現額

16,121千円

期間 2.25 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

Ｓ25年度～ 19,091千円 臨時職員 0.70 人

目標達成済
85%

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

22,295千円 臨時職員 0.70 人
①27,118件

②78.4人

③

H29年度目標 H29実績
住まいの近くでの行政サービス利用する
市民の需要は増えている。多岐にわたっ
ているため来所者が求めている内容の把
握・的確な対応し、親切丁寧なサービスを
心掛ける。

市役所で行う事務を各地区で行うことにより、地域住民の利便性
を図り、地方自治法155条第1項における「市長の権限に属する
事務の分掌」による「住民の福祉の増進」を目的とする。内容は、
次のとおり。①住民基本台帳法に基づく届出の受付・記録・証明
書の交付②外国人住民異動事務・入管事務③戸籍に係る証明
書の交付④印鑑登録・証明に係る受付・記録・交付⑤学齢児童・
生徒の転入学の受付⑥妊娠届出書の受付・母子手帳の交付⑦
国民健康保険被保険者・国民年金被保険者の資格得喪に伴う事
務⑧交通災害共済加入申込受付・会員証の交付⑨市税等の収
納⑩市税の証明書の交付⑪マイナンバーカードに関する事務⑫
その他市長の指示した事務

2.60 人
非常勤
特別職

0.00 人 85% 90%

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

91%

86%

H29予算現額 H29決算額（見込み）

地方自治法・所沢市まちづくりセンター条例・所沢市
まちづくりセンター条例施行規則

2,788千円 2,635千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,720千円 1,621千円
①事務取扱件数

②１日当たりの平均来庁者数

③

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

概ね説明のわかりやすさには、満
足していただいている。今後も市民
に対し分かり易く丁寧な説明を心掛
け現在の水準を維持し、迅速かつ
正確な窓口サービスに努めていき
たい。

H29年度に改善した点

窓口サービスにおける説明のわかりやすさ。

窓口サービスアンケートにおける説明のわかりやすさ
について「とてもわかりやすかった」と「わかりやすかっ
た」と回答した割合の合算。行政サービスが複雑多様
化していく中で、地域住民（特に高齢者）へのわかりや
すくきめ細やかな対応を目指し目標設定した。

多岐にわたる業務のため、職員の知識の
向上・情報の共有のため月1回職員研修
を行い窓口サービスの充実を図った。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析
松井
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額

一般窓口事務

根拠法令



第８章　行財政運営  第１節　行政経営

有害
な
もの

有益
な
もの

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

項目名

■ □ □

実績

評価者

吾妻まちづくりセンター長　比留間　嘉浩

項目名

■ □ □

実績

評価者

柳瀬まちづくりセンター長　橋本浩
志

項目名

■ □ □

実績

評価者

三ケ島まちづくりセンター長
森澤　宣行

項目名

■ □ □

実績

評価者

センター長　澤田　孝男

無 無

無 無

無 無

100

期間 3.80 人
非常勤
特別職

H30年度目標

昭和４７～ 32,243千円 臨時職員 0.80 人

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

38,502千円 臨時職員 0.80 人

①48,476

②3,000

H29年度目標 H29実績
課題として、窓口の混雑緩和があるが、窓口アンケートによると、自
宅近くのまちづくりセンターの所在地を知らない方が非常に多い。そ
のため認知度の高いまちづくりセンターに受付件数が集中し混雑を誘
発させている。このような状況を改善するため、市内各地区に設置さ
れているまちづくりセンターの情報発信に引き続き努める。
また、取扱い業務の増加・複雑化に現状の職員体制では対応しきれ
ないため、業務の簡略化・効率化を本庁（担当課）と検討していく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

地域住民の利便性を図るため、住民票・印鑑証明書・戸籍謄抄
本等及び所得証明書・納税証明書等の発行業務を行っているほ
か、住民異動の受付や入力、印鑑登録の受付・入力、マイナン
バーカード受付・交付、国民健康保険及び国民年金の加入・喪失
手続き、母子健康手帳の交付、子ども医療制度や後期高齢者医
療制度等に関わる申請書の受領、ところバスの乗車証の受付・
交付等その他、各種市税・料金の収納事務も行っている。また、
利用者に対するサービス拡充のため、試行で毎月第２・第４土曜
日の午前８時３０分～午後０時３０分まで「休日開庁」として概ね
平日同様の業務を行っている。

4.49 人
非常勤
特別職

100 85 未達成の理由：窓口の混雑・待ち時間の増加等
分析：年々窓口取扱い業務が増加・複雑化し、受付対
応にかかる時間が増加している。また、振替休暇取得
等により受付職員を充分に確保できず、窓口の混雑を
促進している。分かりやすい案内、丁寧な説明、近隣
窓口の紹介を心掛けていることから、目標値は辛うじて
横ばいを保てていると考えられる。
※窓口アンケート結果のうち、上記の「満足」及び「ある
程度満足」に加えて、「普通」の件数を含めると９７％
で、概ね目標達成

100 86

H29決算額（見込み）

所沢市まちづくりセンター条例・同条例施行規則 1,779千円 1,986千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

根拠法令 H29予算現額

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,198千円 2,395千円

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

職員の習熟度を上げる等の自所属
だけでの改善努力では、これ以上
効果を上げられない状況である。ま
た、取扱業務の増加に対し、現状
の職員数・体制のままでは窓口の
混雑解消が見込めない。
まちセンの取り扱い業務は広範囲
にわたり、本庁（担当課）と連携しな
がら業務を行っていることから、今
後は業務の効率化簡略化について
本庁と調整しながら窓口混雑の緩
和を検討していく。

H29年度に改善した点

①諸証明等交付・収納・取次事
務
（市民課等各種手続）

②市民からの電話相談・問い合
わせ対応

利用者の満足度割合
窓口アンケートによる調査結果
※「満足」及び「ある程度満足」と回答を得た件数
÷アンケート回答件数×１００

届出書の一部を窓口に常設。これまでは来所者の
状況を聞き取りしてから届出書を手渡ししていた。窓
口に説明書きを添えて届出書を常設したことで、問
い合わせ件数が大幅に減少した。
また、留守番電話機を設置することで、電話問い合
わせの方へ業務時間終了であることや休日開庁日
と開庁日ではない日などを分かりやすくした。

H28年度目標 H28実績

32,667千円 臨時職員 1.00 人

新所
沢ま
ちづ
くりセ

ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

一般窓口事務

H29その他職員
従事割合

90% 未実施

80%

期間 3.85 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

非常勤
特別職

0.00 人 90% 未実施

33,871千円 臨時職員 1.00 人

①29,278件

②1,480件

H29年度目標 H29実績

1,646千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,821千円 1,690千円

①諸証明交付事務・収納等

②電話相談対応

利用者満足度（利用者アンケート）根拠法令

H29年度に改善した点

窓口サービスにおいて、丁寧で分かりやすい説明
や正確・迅速な対応による利用者の満足度の向
上が重要である。

マイナンバーカードに係る業務について、
マニュアルの整備や職員が経験を積んだ
事から端末操作等で不明瞭だった点も解
消された。処理時間の短縮も図れている
ことから利用者を待たせる時間も少なくな
り、質問等も含め概ねセンターのみで対応
できている。

概ね達成（窓口における苦情の発生が無かった
ため）

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

マイナンバーカードの導入や利用者の高齢化
による対応等のため事務量が増加している。
異動職員用に平易なマニュアルを作成、効率
的な指導を実施することで事務処理能力が低
下する期間を短期間に留めたい。その上でさら
なる業務の効率化・迅速化と正確な窓口対応
の両立に努める。

無 無

H28決算額 指標名

一般窓口事務

目標設定の考え方・根拠

B

窓口利用者への満足度を計るアン
ケートは実施していないが、トラブ
ルはなく、概ね良好に行われてい
る。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市まちづくりセンター条例・所沢市まちづくりセン
ター条例施行規則

1,859千円三ケ
島ま
ちづ
くりセ

ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

市役所で行う事務を各地区で行うことにより、地域住民の利便性を図り、地
方自治法155条第1項における「市長の権限に属する事務の分掌」による
「住民の福祉の増進」を目的とする。内容は、次のとおり。
①住民基本台帳法に基づく届出の受付・記録・証明書の交付②外国人住
民異動事務・入管事務③戸籍に係る証明書の交付④印鑑登録・証明に係
る受付・記録・交付⑤学齢児童・生徒の転入学の受付⑥妊娠届出書の受
付・母子手帳の交付⑦国民健康保険被保険者・国民年金被保険者の資格
得喪に伴う事務⑧交通災害共済加入申込受付・会員証の交付⑨市税等
の収納⑩市税の証明書の交付⑪マイナンバーカードに関する事務⑫その
他市長の指示した事務

3.95 人

H29正規職員
人件費

S３０年度～

期間 2.79 人
非常勤
特別職

H30年度目標

S30年度～ 23,673千円 臨時職員 1.00 人

臨時職員 1.00 人
①市民課、各課関連事務の申
請・交付受付件数、取次件数、
収納件数の総数
②１,６０８件
③

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

57,000 55,925

56,000

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

・住民票、印鑑証明、戸籍謄抄本等の証明発行
・住所異動届、印鑑登録申請の受付。マイナンバーカード
の交付、通知カード各種届出
・市税の収納、国民健康保険税、介護保険料等税外収入
の収納、税証明の発行
・国民健康保険、国民年金の加入喪失の届出受付
・母子手帳交付、ところバス乗車証交付
・各課からの依頼文書の取次ぎ。担当課への連絡

2.86 人
非常勤
特別職

58,000 56,941

各種証明書の発行枚数及び個人番号カードの交
付枚数が予測よりも少なかったため。

H29決算額（見込み）

所沢市まちづくりセンター条例、同施行規則 2,046千円 1,999千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,112千円 1,975千円

①市民課事務及び関係各課事
務取扱件数。
②住民からの電話相談等対応
③

事務の正確性、迅速性を基礎にした来庁者の満
足度

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

まちづくりセンターにおける窓口事
務は広範囲にわたる本庁各課の業
務を行い市民の利便性の向上を
図っており、本庁とともに改善、効
率化を進めていく必要があるため。

H29年度に改善した点

窓口事務の内容及び性質に基づき目標を設定
し、数値は前年度実績を根拠にした。

事務室内の机、端末等の配置を変更し、
円滑な行動を確保し、より迅速で効率的な
窓口対応ができるようにした。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

来庁した方への積極的な声掛け等によ
り、迅速で正確適切な要件把握と事務処
理を行うこと。そのため、マニュアル等の
確認、グループ各員の間での経験、理解
の共有化を図るとともに、他のグループ職
員との連携協力を積極的に進めていく。

柳瀬
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

一般窓口事務

根拠法令 H29予算現額

24,525千円

期間 2.60 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

平成23年度～ 22,061千円 臨時職員 0.90 人

目標値は未達成であるが、昨年度よりも実績は
増加した。今後も目標値を達成するとともに住民
に満足いただけるよう親切丁寧な窓口対応を心
掛けて行く。

95

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

30,013千円 臨時職員 0.00 人
①6,618

②16,677

③

H29年度目標 H29実績 高齢化によりお年寄りの来所が多くなって
いるため窓口対応に時間を要してしまう
が、可能な限り親切丁寧な対応を行う。取
扱業務が増加傾向にあるが、担当課と連
絡を取り合い、情報収集し、地域住民から
の意見要望等にできる限り応えて行く。

　マイナンバーカード交付、住民票や印鑑証明書な
どの各種証明書の交付、各種届出の受付等の行政
サービスの提供に関することで市政の窓口となるこ
とを目的とする。

3.50 人
非常勤
特別職

0.00 人 95 87

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

89

95

H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市まちづくりセンター条例・所沢市まちづくりセン
ター条例施行規則

2,159千円 1,799千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 450千円 369千円
①年間市民課取扱件数

②各課からの手続き事件件数

③

指標名 目標設定の考え方・根拠

B

目標値に向け一定の成果が挙げら
れると考える。今後も親切丁寧な対
応、住民の利便性の向上に繋がり
るよう努めていきたい。

H29年度に改善した点

住民満足度
窓口サービス満足度のアンケートを実施し、総合
評価で『良い』の割合

掲示板等で各種申請の受付時期や業務
内容などの情報発信を行った。配架物や
案内冊子等を分かりやすく表示した。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析
吾妻
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額

一般窓口事務

根拠法令
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有害
な
もの

有益
な
もの

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

項目名

□ □ ■

実績

評価者

新所沢東まちづくりセンター長 足立 啓

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢まちづくりセンター長　内堀　耕介

項目名

■ □ □

実績

評価者

並木まちづくりセンター長　阿部美和子

項目名

□ □ ■

実績

評価者

市民課長　橋本　博史

無 無

無 無

無 無

100%

期間 33.20 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

昭和22年度～ 281,702千円 臨時職員 17.00 人

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

285,376千円 臨時職員 17.00 人
①119,737枚

②211,363枚

③51,121枚

H29年度目標 H29実績 日頃の業務を通して、常に問題点・改善
策を見出すとともに、各種マニュアルの整
備や市民課職員の接遇研修及び市民課
職場改善委員会による業務効率の改善
等を引き続き行い、今後も高い水準を維
持できるように努める。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

住民等からの戸籍届出、住民登録、印鑑登録等の
届出又は申請を適正かつ正確に処理及び記載（記
録）し、日本国民の身分関係を登録、公証又は住民
の居住関係を公証する証明書等の交付を行うことに
より、円滑な市民生活に寄与する。

33.28 人
非常勤
特別職

0.00 人 100% 99%

窓口職員の対応がよくないという意見があった。100% 99%

H29決算額（見込み）

住民基本台帳法、戸籍法、印鑑条例、手数料条例、
住民基本台帳規程等

92,536千円 92,209千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

根拠法令 H29予算現額

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 118,863 118,273

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標の目標値は概ね達成して
いると考える。また、各種証明書等
の発行についても、法令に基づき
適正に行っている。

H29年度に改善した点

①証明書発行枚数
（印鑑・身分・転出）
②証明書発行枚数
（住民票の写し・戸籍の附票等）
③証明書発行枚数
（戸籍謄抄本・記載事項証明書等）

窓口サービスの満足度
窓口業務の基本は親切な窓口対応であることか
ら、窓口サービスの満足度を指標とする。

外国人向けの転入・転出される方のご案
内文を日本語だけでなく英語による表記
を行い、より分かりやすいものとした。

H28年度目標 H28実績

15,612千円 臨時職員 1.90 人

市民
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

住民窓口業務

H29その他職員
従事割合

3000件 3964件

3000件

期間 1.84 人
非常勤
特別職

H30年度目標

非常勤
特別職

3000件 4200件

15,778千円 臨時職員 1.90 人
①2201件

②927件

③836件

H29年度目標 H29実績

3,682千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,942千円 3,575千円 ①市民課・税関係各種証明書受
付件数
②ところバス・交通共済等各課
申請受付件数
③窓口・電話での問い合わせ件
数

窓口受付件数根拠法令

H29年度に改善した点

マイナンバーカードの普及によりコンビニ交付が
窓口での証明発行にどのように影響を及ぼすか
未知数であるので現状維持とした。

まちづくりセンターだよりに取扱い業務等
の掲載や公民館主催事業での広報活動
で地域住民に情報提供を行った。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

マイナンバー制度の普及による添付書類
としての証明書の発行減とマイナンバー
カード普及によるコンビニでの証明書の発
行増により、窓口での証明発行減が見込
まれるため、効率化を図りたい。

無 無

H28決算額 指標名

一般窓口事務

目標設定の考え方・根拠

Ａ

開設から６年目となり地域住民に窓
口が浸透してきた。また、マイナン
バーによる添付書類の簡略化は進
んでおらず懸案であった取扱い件
数減には至らなかった。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市まちづくりセンター条例、所沢市まちづくりセ
ンター条例施行規則

4,026千円
並木
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

住民票の写し、印鑑登録証明書、戸籍謄抄本等、税
証明書の発行及び各課からの事務依頼等また住民
からの多様な相談窓口として地域住民の利便性を
図る。

1.84 人

H29正規職員
人件費

H２４年度～

期間 3.75 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

昭和 ６２ ～ 31,819千円 臨時職員 0.00 人

臨時職員 0.00 人
①18,530件

②

③

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

84 81

84

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

住所異動の届出・印鑑登録関係の受付、住民票・印
鑑証明書・戸籍謄抄本等の交付、市税等の収納と証
明書の発行に加え、平成２８年度からは、個人番号
カードの交付及び変更事務が開始されるなど、様々
な窓口サービスに取り組んでいく。また、各課からの
依頼に基づく文書の取次を行うとともに住民からの
多様な相談窓口となって地域住民のニーズに対応し
ていく。

3.85 人
非常勤
特別職

0.00 人 82 84

職員４名の内２名が替わったことにより、知識と経
験不足から目標値が達成できなかったものであ
る。

H29決算額（見込み）

所沢市まちづくりセンター条例・同条例施行規則 7,773千円 7,635千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 7,663千円 7,476千円
①窓口受付取次件数

②

③

アンケート調査による窓口サービスの市民満足
度

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

職員の異動等により目標値には若
干届かなかったものの、概ね丁寧
で的確な窓口対応が行われている
と考えられる。新たな職員もスキル
アップと経験を積むことによって、地
域住民のニーズに答えられる窓口
サービスの向上に努めていきたい。

H29年度に改善した点

来所者が、不満なくスムーズに用件を済ませられ
るよう、丁寧で的確な窓口対応を心がける窓口
サービスの向上を目標とする。

対面している記載台の間にパーテーション
を設置したことにより、来所者のプライバ
シー保護を図るとともに申請書の案内チラ
シを掲示することで申請書の不備が少なく
なり、スムーズに申請を受けることができ
るようになった。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

全般的に事務量の密度が濃くなるととも
に、個々の職員のスキルアップが求めら
れる。今後も職員のスキルアップを図りな
がら、来所者が、不満なくスムーズに用件
を済ませられるよう、丁寧で的確な窓口
サービスの向上に努めていく。

所沢
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

一般窓口事務

根拠法令 H29予算現額

33,014千円

期間 2.90 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

Ｓ６２年度～ 24,607千円 臨時職員 1.00 人

試行的に「公民館・コミュニティグループ」の週休
日を日曜日に設定してきたことの検証を行うほ
か、公民館事業のニーズを把握するために、利
用者へ意見を伺うアンケートの実施を行ったた
め、窓口サービスグループについては、アンケー
トの実施を行わなかった。

－

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

28,298千円 臨時職員 1.00 人

①19,440件

②1,000件

H29年度目標 H29実績 昨年、実施できなかった利用者アンケート
の実施を行い、利用者の満足度向上に努
める。
また、本庁との連携を密に行い、窓口業
務の更なる市民サービスの向上に努め
る。

住民票の写し、印鑑登録証明書、戸籍謄抄本の交
付や市税の収納等の事務手続きや、各課からの依
頼に基づく各種文書の取り次ぎを行うとともに、住民
からの多様な相談窓口となって地域住民の利便性を
図る。地域コミュニティの醸成のため地域の自主的
な活動の支援をおこなう。

3.30 人
非常勤
特別職

0.00 人 100 91

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

－

100

H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市まちづくりセンター条例及び施行規則 2,456千円 2,314千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,284千円 2,141千円
①諸証明等交付・収納・取次事
務(市民課等各課手続)

②住民からの各種相談等の受
付件数

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

事業の目標は、ほぼ達成している。
今後も職員間の情報共有や本庁と
の連携を密に行いながら、迅速・的
確・丁寧な対応に取り組んでいく。

H29年度に改善した点

住民満足度
「とてもよい」及び「よい」と回答を得た件数÷アン
ケート回答件数×１００
※H29年度未実施

マイナンバーカード交付等の際、タッチパ
ネルを使用し、市民に暗証番号入力依頼
をするため、個人情報の観点からも周囲
から見えないよう、タッチパネルに囲いを
した。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

新所
沢東
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額

一般窓口事務

根拠法令



第８章　行財政運営  第１節　行政経営

有害
な
もの

有益
な
もの

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画課長　　市川　勝也

項目名

■ □ □

実績

評価者

職員課長　高橋　国弘

項目名

■ □ □

実績

評価者

職員課長　高橋　国弘

項目名

■ □ □

実績

評価者

職員課長　高橋　国弘

無 無

無 無

無 無

無 無

1.45 人
非常勤
特別職

H30年度目標

～ 12,303千円 臨時職員 600

臨時職員
①780

②557

③73

H29年度目標 H29実績 受験者を獲得するため、選ばれる公務員、選
ばれる所沢市、選ばれる職場として、不特定多
数の人に、公務員の良さ、所沢市という町の良
さ、働きやすさを伝えていくことが必要である。
また、受験者の伸びが期待できない中でも、市
が求める人材を確保し、雇用のミスマッチを防
ぐことが課題である。

H29その他職員
従事割合

600 548 民間企業等の人手不足が深刻化し、就職活動に
おいては売り手市場が続いている中、早期に企
業からの内定を得る学生が続出している。
所沢市においても、早期に優秀な人材を確保す
るため、平成29年度もハルサイ実施したが、好景
気も相まって、民間企業に流れる傾向は依然とし
て強いことが、目標値に及ばなかった理由と考え
られる。

600 557

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

2,630千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析
一
般

H28予算現額

非常勤
特別職

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,769千円 2,298千円
①採用試験受験申込者数

②採用試験受験者数

③採用者数

指標名H28決算額 目標設定の考え方・根拠

Ａ

昨今の経済情勢の中、採用事務に
おいて厳しい状況が続いているが、
前年度より実績を上げることがで
き、H29年度の目標は概ね達成で
きた。
特に、人物重視試験であるハルサ
イの受験者数を伸ばすことができ
たことは成果として評価できる点で
ある。
今後も、人手不足の状況等は続くも
のと見込まれ、選ばれる所沢市とし
て、効果的な採用情報の発信に努
めていく。

H29年度に改善した点

採用試験受験者数
所沢市が必要とする人材を確保することが目的と
なっていることから、人材の選択肢を広げるため
に、１次試験の受験者数を指標とした。

採用説明会のほかに、高校の職場見学会
への対応、大学等に出向くなど、採用情報
等の説明を行う機会の確保に努めた。
また、facebookに採用担当ページを開設
し、ＳＮＳによる情報発信を開始した。

H28年度目標

H29決算額（見込み）

職員採用事務

根拠法令 H29予算現額

地方公務員法第１７条、所沢市職員任用規則 3,452千円

職員採用情報を積極的に周知し受験者を募り、第1
次～3次試験（筆記、集団討論、面接等）を行い、最
終合格者を決定する。
行政組織に必要とされる定員を確保するとともに、
所沢市が"選ばれる自治体"でありつづけるよう、市
民・団体・事業者と協働してまちづくりを推進するた
めに、人と人、人とまちをつなぐ力を持った人材を確
保する事を目的としている。

1.54 人

期間

13,206千円

H29正規職員
人件費

0.32 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H12年度～ 2,715千円 臨時職員 0.00 人 36回

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

2,744千円 臨時職員 0.00 人
①３５回

②９７人

H29年度目標 H29実績

事業のさらなる周知と、相談しやすい環境
整備に努める。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

職員の心身の健康の保持・増進のため、精神科医1
名及び精神保健福祉士2名に委嘱し、「こころの健康
相談」を実施する（月３回）。
相談を希望する場合には、職員課の保健師が予約
の窓口となり、電話や専用のメール等で受付をして
いる。

0.32 人
非常勤
特別職

0.00 人 36回 36回

精神科医の都合により実施が困難であった。36回 35回

H29決算額（見込み）

所沢市こころの健康相談設置要綱 1,320千円 1,320千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,320千円 1,320千円

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

相談者の多くは継続的に相談を受
けている職員であるが、定期的に
相談を受けることにより、相談者の
健康が保たれているように思われ
る。
今後も、職員への事業の周知と、
相談しやすい環境を整備していく必
要がある。

H29年度に改善した点

①実施回数

②相談者数（延べ人数）

実施回数
（月３回×12か月）

職員が相談しやすい環境を整備しておく必要があ
ることから、「こころの健康相談」の年間実施回数
とした。

相談者の急なキャンセルがあった場合、
保健師が直接声掛けをして、普段利用し
ていない職員にも利用してもらい、事業の
周知を図った。

H28年度目標 H28実績
職員
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

こころの健康相談事業

根拠法令 H29予算現額

期間

78%

職員
課

実施計画ランク 事業の種別

期間 1.90 人
非常勤
特別職

H30年度目標

～ 16,122千円 臨時職員

72% 87.80%

18,008千円 臨時職員
①440日

②1,647人

③116人

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

75% 81.80%

7,815千円 7,219千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

市民のために創意工夫し自ら考え動き、また、組織
にとって有用な人材を育成・支援することを目的に、
「人材育成基本方針」、「職員研修計画」に則り、職
員研修を実施する。
【研修体系】
キャリアステージ研修、マイセルフ研修、派遣研修ほ
か自己啓発支援など

2.10 人
非常勤
特別職

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 780千円 7,389千円
①研修の実施日数

②終了者数（集合研修）

③修了者数（派遣職員）

職員の研修受講率

H29年度に改善した点

研修受講率の向上により、成長する職員が増加
するほか、学習する組織風土の醸成にも繋がる
ものと考えるため、研修の受講率を指標としてい
る。

①定員超の研修に対応するため、　実施回数を増
やし受入数を増やす対応をした。
②職員ニーズを把握するため、デスクネッツを使用
した研修アンケートを実施し、翌年度の計画に反映
させた。
③職員の経営感覚を養うため、体験型シミュレーショ
ンゲーム（SIM2030）を試験的に実施した。
④ほか、複数の研修内容を見直した。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

時代変化に対応した研修を行うため、随
時改善に向けた見直しを行う。

H29目標値が未達成の理由・分析

目標達成

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

目標値を達成しており、一定の成果
が挙げられていると考えるが、今後
ますます変化が厳しくなる社会情勢
に対応できる職員を育成するため
にも、効果的な研修を継続して実施
するとともに積極的に周知を図り、
受講率向上を目指したい。

H28年度目標 H28実績

H29年度目標 H29実績

H29決算額（見込み）

職員
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

職員研修事業

根拠法令 H29予算現額

地方公務員法第39条

期間 0.44 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

S63年度～ 3,733千円 臨時職員 0.00 人

①82施設

②590,411人

H29年度目標 H29実績
協議会への日高市加入に向けて準備を進
めている。同市の加入は様々な面におい
て協議会の機能拡充に資することから、
関係各市と連絡を密にし、必要となる事務
手続きを円滑に進めていく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

590,411人

510,000人

H29目標値が未達成の理由・分析

0.93 人
非常勤
特別職

0.00 人 508,000人 593,652人

目標達成済509,000人

7,975千円 臨時職員

所沢市、飯能市、狭山市、入間市の４市で組織する
埼玉県西部地域まちづくり協議会（ダイアプラン）に
ついて、構成市の連携・交流を深め、広域的な行政
課題への取組みを推進する。
具体的な取組み内容としては、公共施設の相互利
用や施設間のネットワーク化、交通網整備など、圏
域住民の利便性や交流を図る。また、イベント等に
より構成４市の連携を促進する。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

特になし 740千円 689千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

0.00 人

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 752千円 711千円

①相互利用施設数

②相互利用施設利用者数

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標の目標値を達成しており、
圏域内での交流については継続的
な成果が得られている。
今後は、日高市を含めた５市にお
いて、さらなる交流の活性化を目指
し、取り組みを進めていく。

H29年度に改善した点

市民相互利用交流者数
（圏域施設相互利用者数＋交流事業参加者数）

公共施設の相互利用や圏域住民の交流を図るこ
とが当該事業の目的となっていることから、圏域
内の交流者数を指標とする。

各専門部会に対し、諸会議への日高市の
オブザーバー参加についての可能性調査
を実施した。専門部会においても日高市
の加入に向けた準備を進めることができ
た。

H28年度目標

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H28実績経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額

ダイアプラン推進事業

根拠法令
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有害
な
もの

有益
な
もの

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

項目名

■ □ □

実績

評価者

職員課長　高橋　国弘

項目名

■ □ □

実績

評価者

職員課長　高橋　国弘

項目名

■ □ □

実績

評価者

文書行政課長　菅原　聖二

項目名

■ □ □

実績

評価者

IT推進課長　市川　雅美

無 無

無 無

無 無

H29正規職員
人件費

0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

H29予算現額

0.00 人

①2,154人

②2,154人

H29その他職員
従事割合

128時間

300時間

非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

臨時職員

2,156千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

― ―

年末調整業務は、専門知識を必要とし、かつ短期間
で大量の処理を行う必要があり、給与担当者のみな
らず、全庁の庶務担当にも負担が係る業務であっ
た。そのため、申告書類の確認作業を専門業者に外
部委託し、業務の効率化及び精度向上を図ったもの
である。

2,206千円 0.00 人

臨時職員

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

①対象者数

②処理件数

年末調整業務に要した時間根拠法令

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

引き続き法令を遵守し、業務の効率化を
図っていくよう努めていく。

無 無Ｓ

業務委託化により、全庁で年末調
整業務に要していた時間を、委託
前の1,047時間から、128時間とする
ことが出来た。これは成果指標であ
る時間数を下回るものであり、十分
な成果が挙げられたものと考えて
いる。

H29年度に改善した点

H28年度目標 H28実績

H29年度目標 H29実績

300時間

専門業者への委託により、業務効率化を目的とし
ていることから、委託前に全庁で要していた時間
の7割程度減少させることを目標とした。

当該事業はＨ29年度から実施したもので
ある。

目標達成

目標設定の考え方・根拠

H29決算額（見込み）

所得税法 2,984千円

2,885千円 臨時職員 0.00 人 100%

1,972千円 臨時職員 0.00 人 ①指名競争入札により例規シス
テム更新

②99%

③

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

期間 0.34 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

本事業は、庁内での例規集の管理及び法令集の
閲覧をデータベースで行うことにより、職員の法規業
務の効率化を図るとともに、システムを通じて例規集
をインターネット上で公開することにより、市民への
情報提供を行い、行政サービスの向上につなげるも
のである。

0.23 人
非常勤
特別職

100%

H24～

0.00 人

例規システムの更新を終え、また、
更新前後のシステム稼働について
も安定していたため。

100%

H29年度に改善した点

①例規システム更新

②システム稼働率

③

引き続きデータの更新における期間短縮
及びシステムの安定した稼働を図る。

100% 99%

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,111千円 3,111千円

事業の具体的な内容及び目的
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

指名競争入札による例規システムの更新
により、年間費用の削減が図られた。

例規システムの更新に伴い、数時間程度サー
バーが不安定になったため。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H29年度目標 H29実績

H29目標値が未達成の理由・分析H28年度目標 H28実績

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

H29決算額（見込み）

－ 3,400千円 3,316千円

システム稼働率
本事業は、職員の法規業務の効率化及び市民へ
の情報提供を目的としているため、安定したシス
テムの稼働が必要である。

文書
行政
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

例規システム運用管
理委託事業

根拠法令 H29予算現額

最優先

H30年度目標

昭和63年～ 8,485千円 臨時職員 0.00 人 100%

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

8,146千円 臨時職員 0.00 人

①66件
②65件
③1件

H29年度目標 H29実績 計画期間の各年度の取組の実施状況を
評価する指標を明確化し、ＰＤＣＡサイク
ルを回すことで業務システムの導入効果
を継続的に改善する。また業務システム
の導入効果を継続的に改善できるような
仕組みとしていく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

当市のＩＣＴを推進していくうえで、全庁的に最適なシ
ステムの導入・運用を図るための具体的な行動計画
として、「所沢市ICT推進アクションプラン2015-2018」
を策定している。
また、アクションプランの進捗状況について検討する
ための調査及び評価を行っている。

0.95 人
非常勤
特別職

0.00 人 93% 98.5%

おおむね目標達成
「C（改善の余地あり）評価」１件
計画時期に関して改善の余地あり。

100% 98.5%

特になし 0千円 0千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

「適切」と「おおむね適切」を合わせ
ると65件で、全体の98.5％を占めて
いる。このため平成29年度における
ICT推進アクションプランへの取り
組みは、おおむね順調に行われた
と考えられる。

H29年度に改善した点

「所沢市ICT推進アクションプラ
ン2015-2018」
①アクションプラン掲載事業
②適切・おおむね適切事業
③改善の余地あり・見直し事業

ICT推進アクションプランにおける進捗状況率
（適切＋おおむね適切）事業数/総事業数

「所沢市ICT推進アクションプラン2015-2018」の
平成29年度における各システムの進捗状況を評
価するものである。
各所属での評価を当課で検証したものである。

平成26年度に策定された「所沢市ＩＣＴ推
進アクションプラン2015-2018」に基づき、
業務システムの各年度の取組における実
施状況を評価する指標を明確化し、ＰＤＣ
Ａサイクルを回すことで業務システムの導
入効果を継続的に改善した。H28年度目標 H28実績

ＩＴ推
進課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

行政情報化推進事業

根拠法令 H29予算現額

期間

H28決算額 指標名

年末調整業務委託事
業

7,552千円 臨時職員 0.55 人 70%

H29決算額（見込み）

1.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

職員
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

0千円

期間 0.26 人

H29年度～

H29その他職員
従事割合

60% 33.78%

期間 0.89 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

S61年度～

非常勤
特別職

0.00 人 50% 40.50%

7,632千円 臨時職員 0.55 人

①33.78% （申請数 50所属）

②62%

H29年度目標 H29実績

10,000千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 12,000千円 12,000千円

①職場厚生活動交付金の
　 申請割合

②予算執行率

職場厚生活動交付金の申請割合
（申請所属数／全所属）

H29年度に改善した点

職場厚生活動交付金は、職場で主催し、概ね半数以
上の職員が参加し実施した厚生活動に対し交付を行っ
ていることから、申請所属数の割合を指標とした。目標
値としては、前年度を上回ることを目標としたい。

職員のメンタルヘルス対策が重要となって
いる中で、職員の心身の健康増進を目的
にセルフケア事業として、「美味しい紅茶
の淹れ方講座」を新たに実施した。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

市の交付金縮減に対して、公費負担の伴
わない、また、多くの職員が利用できる福
利厚生事業の実施に努めていく。今後に
ついても、正規職員、臨時的任用職員の
区別なく利用できる事業を検討していく。

申請のあった所属の数は前年度よりやや減少し
た。引き続き、交付対象となる具体的な厚生活動
の周知に努める必要がある。

H29目標値が未達成の理由・分析

H28決算額 指標名

福利厚生委員会事務

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

個人給付事業の縮小を図りつつ、
所属などの団体への給付を増やす
ようにシフトすることで、市民の理解
が得やすい事業運営としていく。

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

地方公務員法第42条、所沢市職員福利厚生委員会規則

職員
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

10,000千円

福利厚生委員会は、市の部長職、職員団体の推薦
する職員で構成され、職員の保健、元気回復その他
厚生に関する事業について検討し、事業計画を決定
している。委員会での決定を受け事業を実施してい
る。

0.89 人

H29正規職員
人件費



第８章　行財政運営  第１節　行政経営

有害
な
もの

有益
な
もの

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

項目名

■ □ □

実績

評価者

IT推進課長　市川　雅美

項目名

■ □ □

実績

評価者

IT推進課長　市川　雅美

項目名

■ □ □

実績

評価者

IT推進課長　市川　雅美

項目名

■ □ □

実績

評価者

IT推進課長　市川　雅美

無 無

無 無

無 無

無 無

H28決算額

5,148千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合ＩＴ推

進課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

7,399千円

使用開始から６年が経過し動作の遅延や故障が発
生しているパソコンの更新を行う。さらに臨時職員の
増員などで、業務上パソコンの増設が必要なため、
更新に際して増設を行う。

0.48 人

期間

期間 0.23 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H２５年度～ 3,055千円

0.36 人

H29年度目標

平成25年～

所沢市サーバ集約化事業計画に基づき、各業務シ
ステムサーバのリース期間満了に合わせ、順次サー
バを集約化し、運用等における総経費及び電力の削
減や運用の効率化を行う。

0.38 人
非常勤
特別職

H29実績

0.00 人 4 4

2 2

61,952千円 臨時職員 0.00 人

臨時職員 0.00 人

①9,367千円
②187,405千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

3,259千円

H28年度目標 H28実績

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

特になし 26,823千円 26,795千円

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 25,930千円 25,930千円

①平成29年度分削減経費
②導入時（平成25年度）からの
累積削減経費

各業務システム集約数

目標設定の考え方・根拠

A

所沢市サーバ集約化事業計画に掲
げるシステムについては概ね順調
に仮想化基盤に移行することがで
きた。

H29年度に改善した点

出来る限り多くのサーバを仮想化基盤に載せることに
より、業務の効率化が図れるため、システム集約化数
を指標とする。
目標値は、所沢市サーバ集約化事業計画や各所属の
要望等に基づき設定している。

仮想基盤ディスクの容量を効率的に活用
するため、保存データの圧縮や、システム
上の設定変更等を行い、使用可能領域を
増やした。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

引き続き、システム更改に合わせてサー
バ仮想化を進める。
また、平成31年度に予定している仮想基
盤更改に向けて準備を進める。

100%

ＩＴ推
進課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

サーバ集約化事業

期間 0.58 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

平成15年～ 4,921千円 臨時職員 0.00 人

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

100% 100%

情報資産に関する脅威や対処方法等を研修などか
ら職員一人ひとりに理解してもらい、セキュリティ意
識を向上させる。また、情報セキュリティ監査を行い
（平成28年度から）、セキュリティレベルの向上を図
る。

0.63 人
非常勤
特別職

0.00 人 100% 100%

5,402千円 臨時職員 0.00 人

①6システム
②14件
③25件

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

特になし 0千円 0千円

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

情報セキュリティ監査
①監査対象システム
②指摘事項
③観察事項

フォローアップ監査による指摘事項、観察事項の
改善率
(指摘事項＋観察事項)改善件数/(指摘事項＋観
察事項)件数

目標設定の考え方・根拠

A

平成29年度は6システムにおいて情
報セキュリティ監査を実施した。そ
の結果、被監査部門における情報
セキュリティ対策への取り組みにつ
いて、概ね適切に実行されているこ
とが確認できた。しかしながら、被
監査部門における情報セキュリティ
対策への取り組みについて、指摘
事項14件・観察事項25件が確認さ
れた。被監査部門には、これらの改
善対応を依頼するとともに、その後
フォローアップ監査を実施した結果
100%の改善率であった。

H29年度に改善した点

平成29年度において継続して情報セキュリティ監
査を実施し、各システムにおける指摘事項、観察
事項について改善を依頼し、その翌年度にフォ
ローアップ監査を実施し適切に改善されているか
を確認するものである。

情報セキュリティ監査基本計画に基づく実
施計画を策定し対象システムの監査を実
施し、その後、フォローアップ監査を実施
した。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

継続して情報セキュリティ監査及びフォ
ローアップ監査を実施することで「所沢市
情報セキュリティポリシー」や各実施手順
等について、遵守状況の確認及び周知・
徹底を行っていく。

目標達成済

100

ＩＴ推
進課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

情報セキュリティ対策
推進事業

期間 1.38 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

平成8年～ 11,709千円 臨時職員 0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

11,748千円 臨時職員 0.00 人

①574回

②5.67分

H29年度目標 H29実績 引き続き安定的なネットワーク運用を行っ
ていく。また、システム更改の際などにネッ
トワークへ負荷がかからないよう配慮す
る。
平成31年度に予定している全庁ネット
ワーク更改に向けて準備を進める。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

年間を通して、全庁ネットワークの安定的な運用管
理を行うため、ネットワークの監視やネットワーク機
器、ネットワーク上のサーバ機器等の障害対応な
ど、常駐ＳＥと連携しネットワーク全体の運用保守を
迅速かつ的確に行う。

1.37 人
非常勤
特別職

0.00 人 100 100

目標達成済100 100

20,043千円 19,658千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 19,696千円 19,570千円

①運用支援

②復旧所要時間

指標名H28決算額 目標設定の考え方・根拠

A

安定的な運用を行うことができ、目
標を達成することができたため。

H29年度に改善した点

全庁ネットワークの正常稼働率

全庁ネットワークの安定的な運用が目的であるた
め、稼働率を指標とする。目標値はネットワーク
が停止しないことを目標とするため100％とする。
なお、天災や使用者による人災等に起因するネッ
トワーク停止は除く。

出先機関へ修正プログラムの配信を行う
際にネットワークの帯域を圧迫しないよう
分散して配信できるよう設定変更した。

H28年度目標

H29決算額（見込み）

ＩＴ推
進課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

全庁ネットワーク運用
管理事業

根拠法令 H29予算現額

特になし

目標設定の考え方・根拠

A

概ね目標を達成することができたた
め。

H29年度に改善した点

パソコンの更新率
（更新台数+増設配付台数）/（更新対象台数+増
設要望台数）

更新対象端末及び各所属からの端末増設要望を
もとに、パソコンを配付するものである。 Office2007のサポート終了に伴い、対象

端末の入れ替えを実施した。

H28年度目標

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

92%

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 5,356千円 2,319千円

①パソコンの調達
特になし

概ね目標達成済
引き続き要望台数を配付するように対応する。

臨時職員 0.00 人

①240台

H29年度目標 H29実績

臨時職員 0.00 人 100%

非常勤
特別職

H28実績

業務の多様化やセキュリティ強化に伴い、
各所属よりパソコンの増設要望が多くあげ
られるため、引き続き調整を行う。
また、Windows7のサポ―ト終了に伴う対
応を行っていく。

H29その他職員
従事割合

100% 92%

H29目標値が未達成の理由・分析

非常勤
特別職

0.00 人 100%

0.00 人 H30年度目標

全庁ネットワークパソ
コン整備事業

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

H29正規職員
人件費

4,116千円

指標名



第８章　行財政運営  第１節　行政経営

有害
な
もの

有益
な
もの

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民税課長　肥沼 位昌

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民課長　橋本　博史

項目名

□ ■ □

実績

評価者

市民課長　橋本　博史

項目名

□ ■ □

実績

評価者

市民課長　橋本　博史

無 無

無 無

15,782千円 臨時職員 2.00 人 11,500

5.10 人
非常勤
特別職

H30年度目標

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

11,446

期間 1.86 人
非常勤
特別職

H30年度目標

平成28年度～

7,500

平成28年度の開設年度の実績(9か月間)から平
成29年度の目標を設定したため、結果的に未達
成となったと考える。

12,000

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

臨時職員 1.58 人

①11,446件

②11,316件

H29年度目標

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 37,854千円 33,898千円

①旅券申請件数

②旅券交付件数

パスポートの申請交付が事業の目的となっている
ため申請件数を指標とする。

平成30年3月5日に所沢駅東口駅ビルに
事務所を移転をし、鉄道利用者の利便性
は向上した。

H28年度目標

9,178

H29実績

日頃の業務を通して、常に問題点・改善
策を見出すとともに、必要に応じて県と協
議を行っていく

無

H29年度に改善した点

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

パスポート申請件数

指標名

所沢市パスポートセン
ター事業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標の目標値に対し実績は9
割を超えており、ほぼ達成している
と考える。また、旅券事務について
も法令に基づき適正に行っている。

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

旅券法 24,177千円

H28予算現額

24,532千円

埼玉県よりパスポートの申請交付について権限を移
譲されたことに伴い、平成28年7月にパスポートセン
ターを開設し、所沢市に在住する人を対象にパス
ポートの申請交付を行う。

2.50 人

21,438千円

H28決算額

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合
非常勤
特別職

平成27年度～ 43,274千円 臨時職員 6.00 人 12,000

市民
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

62,169千円 臨時職員 6.00 人
①8,473件

②7,998件

③7,743件

H29年度目標 H29実績
個人番号カードの申請手続の煩雑さを解
消し交付枚数を増加させるため、申請補
助を各まちづくりセンターで行うとともに、
更なる申請件数の増加につながる方法等
について検討する。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

税分野・社会保障分野・災害時における手続きに必
要な個人番号と本人確認が1枚でできる書類として、
希望する市民に対し個人番号カードの交付を行うも
のであり、運用の始まっているコンビニエンスストア
における証明書交付サービスなど市民サービスの向
上に寄与する。

7.25 人
非常勤
特別職

12,000 24,535

12,000 7,998

H29決算額（見込み）

番号法、住民基本台帳法 90,456千円 46,721千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 165,071千円 99,953千円

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

市民課においてタブレット申請を利
用した申請補助を行っていることに
より、個人番号カードの申請件数は
少しづつ伸びている。

H29年度に改善した点

①個人番号カード申請件数

②個人番号カード交付件数

③個人番号カード受領枚数

個人番号カード交付枚数
個人番号カードの交付が事業の目的となってい
るため交付枚数を指標とする。

受け取りに来ない者に対する勧奨通知に
受け取りの期限を記載することにより、早
急の受け取りを促した。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

平成28年1月から交付が始まり、平成28年度は
月平均2,000枚の交付実績があったが、平成29年
度は月平均660枚ほどであった。個人番号カード
の申請手続の煩雑さに加え、取得の利便性が広
がらないことが要因であると考える。

市民
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

個人番号カード交付
事業

根拠法令 H29予算現額

期間

H28決算額 指標名

市民
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

システムの改修は、国の動向に合
わせ実施しており、平成30年3月に
急遽必要となったシステムのレベル
アップも対応した。

H29年度に改善した点

0千円

システム改修
システムの改修率

住民票等への旧姓の併記を可能とするようシス
テムを改修することが目的となってるため改修率
を指標とする。

0千円

平成２９年度からの新規事業のため、特
になし。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

8,422千円 8,422千円

H28年度目標 H28実績
住民記録システム等
改修事業

根拠法令

社会保障・税番号制度システム整備費補助金（マイナン
バーカード等の記載事項の充実に係るものに限る。）交付

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

誰もが活躍できる一億総活躍社会、特に女性一人ひ
とりが希望を持って活躍できる社会を創出するため、
具体的取組として、希望に応じて住民票やマイナン
バーカード等への旧姓の併記等を可能とするよう、
国の補助金を活用し、既存住記システム等を一部改
修した。（国補助：補助率10/10）

0.00 人
非常勤
特別職

H29目標値が未達成の理由・分析

- -

目標達成済

H29年度目標 H29実績

100% 100%

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

0千円 臨時職員

委託契約に基づき、改修を実施

平成30年度も補助金交付が決まったた
め、引き続きシステムの改修を実施する。
また、旧姓併記の時期について、関係法
令等の改正の動向を注視していくととも
に、運用方針等作成していく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

0.15 人
非常勤
特別職

期間 H30年度目標

平成29年度～ 1,273千円 臨時職員 100%

無

市民
税課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

H29決算額（見込み）

市税条例 12,768千円 12,600千円

目標設定の考え方・根拠

B

サービス開始は2か月遅れたもの
の、開始後はコンビニ交付サービス
の円滑な実施がなされた。
今後も適切な課税証明の交付に努
める。

H29年度に改善した点

①課税証明書の交付枚数

②市外での交付枚数

③市役所窓口営業時間外の交
付枚数

コンビニ等での課税証明書の交付枚数

交付希望者の利便性向上を示す数値として、交
付枚数を用いている。なお、目標数値は他市町
村の実績を参考にし、交付枚数(約60,000枚）の
4%程度とした。

H29年度（平成30年2月）にサービスを開
始した。

- -
無 無

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

課税証明書をコンビニ等に設置されているキオスク
端末で取得できるようにした。
土日祝日も含めた6：30～23：00の間、全国の店舗で
交付を受けられるようにし、住民の利便性の向上を
図った。

課税証明書は、ビザの更新や公営住宅の入
居・更新手続に加え、近年では高校への就学
援助申請等でも必要となり、その需要は情報
連携が進展するまで増加すると見込まれる。
今後は本事業の周知に努め、窓口業務を補完
できるよう育て上げる必要がある。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

①50枚

②11枚

③22枚

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

サービス開始が2か月繰り下がり、平成30年2月
からとなったことと、サービスの利用に必要な個
人番号カードの普及が進んでいないため。

平成29年度～ 1,952千円

0千円 臨時職員 0.00 人 H29実績

臨時職員 0.00 人 2400

800

H29年度目標

50

期間 0.23 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

税証明コンビニ交付
サービス事業

根拠法令 H29予算現額
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有害
な
もの

有益
な
もの

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　森田　悟

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　三枝　恵一

項目名

■ □ □

実績

無 無

期間 0.47 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H28年度～ 4,030 千円 臨時職員 0.00 人

【目的】校務に係る文書の作成や管理等をサ
ポートする校務支援システムにより、教育環境
の質の向上、業務の効率化を図る。

【内容】当システムにより、小・中学校の全児童
生徒の個人情報、成績等を基盤とした教務、生
徒指導、庶務などをサポートする。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

　書式が統一され、通知表や指導
要録の作成、転入・転出の事務な
ど、これまで以上に効率的になり、
教員の事務負担が軽減され、子ど
もたちと向き合う時間が増えた。
　システムで一括してデータ管理が
できるため、出席統計のための出
席簿の集計作業や長期欠席調査
報告のための集計作業がなくなり、
担任の事務負担が軽減された。

H29年度目標 H29実績

742,884

-

①　742,884件
700,000

H29その他職員
従事割合

700,000

768,060

事業の具体的な内容及び目的
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H29年度に改善した点H28予算現額 H28決算額

　校務支援システム活用研修会の回数を
4回に精選しヘルプデスク活用を推進し
た。

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 19,547 19,547

①アクセス回数合計
校務支援システム利用数

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

　基本操作から通知表作成等の目的を明
確にした研修の継続実施、元号変更によ
る様式変更等への対応を適宜実施してい
く。

無 無

目標設定の考え方・根拠

A

19,547 19,547

小・中学校校務支援システム利用数

4,763千円

2,000a

目標達成済

0.55 人
非常勤
特別職

- 700,000

教育
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

指標名

小・中学校校務支援シ
ステム運用事業

臨時職員

H29正規職員
人件費

-

期間
非常勤
特別職

H30年度目標

Ｈ２７年度～ 0千円 臨時職員

1,870a

0千円 臨時職員
①4769a

②

③

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

1,900a 1,628a

605千円

事業の具体的な目的及び内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

　農業振興地域整備計画等に関する事務を適正か
つ迅速に行うため、農地基本台帳、地図情報を備え
た農地情報システムを導入した。また、このシステム
を利用し農地の利用集積等を進めていく。

非常勤
特別職

627千円 616千円
①農地利用集積化面積

②

③

農用地利用集積に係る面積

農地情報システム導
入事業

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

特になし 627千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

今後は、さらに農地情報システムを活用
し、新たな貸借を希望する農家の掘り起し
を行い、農用地利用集積を進めていくと共
にその他の業務に活用していく。また、
フェーズ２の運用開始に向けて準備を進
めていく。

H29目標値が未達成の理由・分析

平成２９年度は新規の利用権設定面積が減少し
てしまったものの、累計の面積では3,776aから
4,769aへと順調に増加しており、システムの導入
による利用集積が滞っているわけではない。

有 有

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

新規の利用権設定面積としては減
少した。

H29年度に改善した点

H28年度目標 H28実績

農地情報システムを利用することで、農業委員会
の持つ貸借情報と農業振興課が持つ貸借情報を
有機的に連携させ、集約化を進めていくことが目
標設定の考え方である。

平成２９年度は新規就農者が多かったた
め、新規就農者向けの貸借が多かった。
この貸借に向けて、システムを有効に活
用できた。

H29年度目標 H29実績

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

障害
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

個人番号制度対応事
業（障害者福祉システ
ム改修事業）

根拠法令 H29予算現額

福祉総合システムを個人番号制度に対応させるため
のシステム改修を行う。

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

1,439千円 1,353千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H29目標値が未達成の理由・分析
A

期日までにシステム改修が完了し、
正常に稼働している。

H29年度に改善した点

①個人番号制度対応事業（障害
者福祉システム改修事業）
②
③

年度内にシステム改修を完了する
法改正にともなうシステム改修であるため、年度
内に事業を完了する必要がある。

なし

-

なし

H28実績

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

H29決算額（見込み）

行政手続きにおける特定の個人を識別するための
番号の利用等に関する法律

非常勤
特別職

0.00 人 -

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29年度目標

目標達成済

H26年度～H29年度 2,715千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

0千円 臨時職員 0.00 人
①個人番号制度対応事業（障害
者福祉システム改修事業）を
行った。
②
③

H29実績

臨時職員 0.00 人 -

年度内にシステム改修
を完了する

年度内にシステム改修
を完了した

期間 0.32 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標



項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画課長　　市川　勝也

項目名

■ □ □

実績

評価者

財政課長　新井　猛

項目名

■ □ □

実績

評価者

財政課長　新井　猛

項目名

■ □ □

実績

評価者

管財課長　浅見　仙隆
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無 無

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

経費

投入コスト
会
計

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

一部改善すべき補助金があったこ
とから目標には達しなかったが、審
査対象となる補助金等について
は、要綱の有効期限を求めたこと
や団体補助の審査について、決算
書の提出を求めるなど、審査対象
範囲を広げることと細部に渡った審
査を行うことができた。

補助金等の交付の適正化を図り、財政の健全化と
行政運営の効率化を目指す。
具体的な内容としては、予算要求にあたり、新規、
増額、要綱改正等を求める補助金等について、交
付の必要性の検証、適正化を 図る。審査結果につ
いては、実施計画に反映する。

H28決算額

補助金等の交付の適正化を進めていくことから、
適正な審査の割合を指標とする。

所沢市補助金等審査委員会要綱 0千円 0千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

補助金等審査事業

根拠法令 審査の結果、適正であると認められた補助金

要綱に有効期限が設定されていない補助
金等について、審査を行い、期限設定を
行った。また、要綱整備が必要なものにつ
いては、補助内容の明記を指摘する等、
より一層行政運営の適正化・効率化を推
進した。H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

一部、改善すべき補助金等があったため。100 財政の健全化の観点から、定期的な審査
を行うことにより、補助内容の見直しにつ
いて促していきたい。

無
100

－ 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

①審査件数

H29年度に改善した点

H29決算額（見込み）

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H29予算現額

0.40 人
非常勤
特別職

96%

3,430千円 臨時職員

①104件

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

95%

100

期間 0.54 人
非常勤
特別職

H30年度目標

H13～ 4,582千円 臨時職員

財政
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

中長期財政計画管理
事業

根拠法令 H29予算現額

特になし

H28決算額

13千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

本指標は直近３年間の平均値であ
り、単年度の比率が低かったH26
年度が算定から外れたことも影響
し、H29年度実績は前年度から0.5
ポイント上昇したが、目標値を大幅
に下回り、健全性を維持しているた
め。

H29年度に改善した点

H28実績

H29年度目標 H29実績

実質公債費比率は主に公債費が標準財政規模に占
める割合である。総合計画と整合の図られた中長期
財政計画を踏まえた健全な財政運営を行い、公債費
を適正に統制することが、次世代に過度の負担を残さ
ないという中長期財政計画の目的達成に資することと
なるため、当該指標値により成果を図る。13千円

歳入については、市税の推計に、再開発
等の投資効果による増収見込みを加味し
た。また、歳出については、扶助費の伸び
率を細分化して推計した。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

第６次総合計画の計画期間に合わせて、
新たな中長期財政計画を策定する必要が
あるが、総合計画の財政的裏づけとなり
実効性を高める財政計画となるよう、詳細
な検討を行い、財政規律を維持していく必
要がある。

H29目標値が未達成の理由・分析

目標値は6.0％以下のため、目標値達成

H29決算額（見込み）

6.0

6.0

H28年度目標

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 17千円 16千円
①財源推計の対象とした事業数

②

③

実質公債費比率

6.0 1.6

2,401千円 臨時職員 0.00 人
①238

②

③

H29正規職員
人件費

健全で自立した財政運営を維持し、また、長期的視
点から次世代へ過度の負担を残さない構造づくりを
目指して、所沢市総合計画との整合性を図りながら
策定している。
計画管理については、計画の実行⇒分析・評価⇒
計画の修正・実行というサイクルを繰り返していくこ
とで、環境や社会情勢の変化に対応する。

市有地財産活用事業

期間

優先 自治事務

2.1

期間 0.35 人
非常勤
特別職

0.00 人

Ｈ19年度～ 2,970千円 臨時職員 0.00 人

H28予算現額

管財
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

11,867千円

100

H28年度目標

H30年度目標0.00 人

0.28 人
非常勤
特別職

0.00 人

H30年度目標

H29その他職員
従事割合

1,271千円

H29年度目標

臨時職員 0.00 人 100

H29決算額（見込み）

H28年度目標

H29年度に改善した点

用地の売却をもって業務完了となることから、売
却に必要となる不動産鑑定業務の実施、及び、
売却の状況（率）を指標とした。 特になし

　これまで、需要が見込まれる売却候補地から
売却を進めてきたが、今回、以前に比べ需要が
低いものとなっている。その結果、売れ残りが生
じた。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標設定の考え方・根拠

　今後、需要が低い売却候補地ばかりと
なるため、売れ残り等の発生も予想され
る。
　種地を仕入れているわけではないので、
事業は必然的に縮小傾向となる。

Ｂ

法定受託事務 法定受託＋附加 7,175千円 6,943千円
①地積測量

②不動産鑑定

③公募入札
事業の目的及び具体的な内容

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

所沢市財産規則、所沢市普通財産売払要綱

根拠法令 H29予算現額 　これまで順調に売却を行ってきた
が、今回、１件の売れ残りが生じて
いる。
　今後、売却地の選定にあたって
は売れ残りが生じないよう厳しく精
査する。

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

2 1

H28決算額 指標名

売却実績

2

H30年度目標

非常勤
特別職

0.00 人 1 0

臨時職員 H29実績

平成２９年 7,212千円 臨時職員 0.00 人

0.00 人
①H29年度内実施済

②H29年度内実施済

③H29年度内実施済

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

0千円

公有財産のうち、今後、利活用が見込めない未利用
地について、財政確保のため公募により売却する。

H29決算額（見込み）

地方自治法211条、96条 12,860千円

0.85 人
非常勤
特別職

0.00 人

1,447千円

事業の目的及び具体的な内容

4.20 人
非常勤
特別職

35,637千円

予算編成・執行管理
事務 事業達成に向けての現在の課題及

び今後の課題解決に向けた取り組み

36,015千円 臨時職員 0.00 人
①1,053億9千万円

②1,002億5千万円

③

H29年度目標 H29実績

予算編成については、財政状況や実施計
画の進め方などに合わせ、常に見直しを
行うべきと考えており、他市の優れた事例
なども参考にしていく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

非常勤
特別職

0.00 人 100 94

事業の廃止・縮小による効果以上に、社会保障
経費等の自然増及びハード事業の増が大きかっ
たためと考えている。

95

A

予算化率は目標値にやや届かな
かったが、前年度を上回る数値と
なった。
今後においても厳しい予算編成が
見込まれるが、限られた財源を最
大限有効に活用し、目標値に届く
よう努めていく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

43,949千円

予算要求前に、大規模事業所管課と事業
実施年度の調整等を行い、事業の平準化
ができる仕組みづくりを試みた。

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

根拠法令

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

予算編成方針に基づき、個々の事務事業ごとに適
正な内容を備えた予算案を効果的に調製するととも
に、予算に基づく適正な執行管理を図る。

H29年度に改善した点

39,931千円
①各課の予算要求額

②予算額

③

予算化率
（予算額／予算要求額×100）

社会保障経費の増大やハード事業の集中等に
より、予算編成が大変厳しい状況となっている中
においても、実施計画との連携を図り、各所管の
予算要求を効果的に実施できているか否かを示
すため。

財政
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

H29予算現額

最優先

4.20 人

期間

有害
な
もの

有益
な
もの

無

無 無

無 無
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事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

経費

投入コスト
会
計

有害
な
もの

有益
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

財政課長　新井　猛

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民税課長　肥沼 位昌

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民税課長　肥沼 位昌

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民税課長　肥沼 位昌

無 無

無 無

実施計画ランク 事業の種別

一
般

市民
税課

市民
税課

市民
税課

期間 0.00 人 H30年度目標

2,546千円 臨時職員 0.00 人 1,000千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

3,859千円 臨時職員 0.00 人
①50件

②49,311千円

③

返礼品に頼らない寄附募集を展開してい
くため、引き続き市の施策や取り組みの
周知に努めていく。
また、具体的な事業を対象とした寄附の
募集についても検討していく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

0.30 人
非常勤
特別職

ふるさと応援寄付推
進事業

根拠法令

地方税法・所沢市ふるさと応援寄附条例

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

ふるさと納税制度に基づき「所沢市ふるさと応援寄
附金」を募ることで、歳入の確保を図る。

0.45 人
非常勤
特別職

0.00 人

19,815千円

返礼品を廃止する一方で、市の取組をＰ
Ｒして寄附を募集していくため、ＰＲ動画を
作成した。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

64千円 36千円

1,000千円 49,311千円

Ｈ29年度から返礼品を廃止した
が、大口の寄附があったため目標
額を大幅に上回る実績値となっ
た。
今後もふるさと納税制度の趣旨に
則り、所沢市を応援したいと思う
人々からの寄附を募るため制度の
周知に努めていきたい。

H29年度に改善した点

17,314千円
①寄附件数

②寄附金額

③

寄付金額

制度周知の成果を測る指標として、市に対する
年間寄附金額を設定する。
Ｈ29年度より返礼品を廃止したため目標値を見
直したが、返礼品がなくとも年間100万円の寄附
獲得を目指す。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

37,800千円

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｓ
36,992千円

目標値達成

H29年度目標 H29実績

財政
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

H28予算現額 H28決算額

適切な課税を行い、自主財源を確保する。
賦課期日（４月１日）現在の軽自動車等の納税
義務者（所有者・使用者）に対し、納税通知書を
送付する。納税義務者に転出や死亡があった
場合には申告を促し、課税の適正に努めてい
る。

2.03 人
非常勤
特別職

H29決算額（見込み）

地方税法・所沢市税条例

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

適切な課税を行っている。重課・軽
課など税率の複雑化や燃費不正
対応による事務も生じたが、こうし
た状況にも適切かつ円滑に対応し
た。
また、トコろん＆レオのコラボナン
バーを導入した。

H29年度に改善した点

適切な課税を行い、自主財源を確保することを
目的としているため課税客体の把握を指標とす
る。目標値を達成できるように努める。

トコろん＆レオのコラボナンバーを導入
し、まちの魅力を発信し、愛着を持っても
らうきっかけを作った。また、ナンバープ
レートは現存の標識との選択制とし、登録
者が選択できるようにした。

H28年度目標 H28実績

納税通知書の戻り分も着実に納税義務者
に送付することに努め、今後も引き続き適
切な課税を行っていく。

 自治事務

9,042千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H29目標値が未達成の理由・分析

9,563千円 9,049千円

軽自動車税賦課事務

根拠法令

①課税対象台数（非課税分・減
免分を除く）

②課税実数

③賦課決定額

課税客体の把握（課税実数／課税対象台数）

法定受託事務 法定受託＋附加

H29予算現額

9,970千円

H28その他職員
従事割合

17,407千円 臨時職員 0.30 人
①72,022台

②71,777台

③419百万円

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

100 99

100

税申告書の提出漏れや納税通知書戻りによる課
税保留があったため。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

0.00 人 100 99

期間 1.51 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

S33年度～ 12,812千円 臨時職員 0.30 人

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額

個人市民税・県民税
賦課事務

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

適切な課税を行っている。特に、医
療費控除の見直しに係る事務につ
いて、適切かつ円滑に対応した。

H29年度に改善した点

マイナンバーの本格導入に伴って、課税
資料の団体間回送を積極的に行ったこと
で未申告者の削減につながった。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

①申告対象者数

②申告者数

③賦課決定額

申告者数　÷　申告対象者数

適切な課税を行い、自主財源を確保することを
目的としているため、申告対象者に対する申告
率を指標とする。未申告者に申告を促すことは、
税の公平性を維持し、適切な課税のための重要
な要素である。

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ
100 98.7

100 98.8

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 88,645千円 79,364千円

地方税法・所沢市税条例 93,744千円 83,434千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

適切な課税を行い、自主財源を確保することを
目的とし、当該年の１月１日現在、市内に居住
し基準以上の所得を有する個人に対し、均等割
及び所得割を賦課する。
また、未申告者には申告を促し、税の公平性を
維持する。

18.12 人
非常勤
特別職

0.00 人

H29その他職員
従事割合

H29正規職員
人件費

100

未申告者の中には、接触を図る手段がなく、申
告に至らない者がいるため。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

155,379千円 臨時職員 30.00 人
①266,033人

②262,995人

③22,711百万円

H29年度目標 H29実績
未申告者への訪問調査は日中に実施し
ているが、日中は不在の者が多いため面
会できることが少ない。時間帯の変更や、
複数人世帯への訪問に抜粋するなど、調
査方法の工夫をしていく。

期間 19.37 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

S25年度～ 164,354千円 臨時職員 32.00 人

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額

法人市民税課税事務

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

適切に申告を受け、課税を行って
いる。

H29年度に改善した点

特になし

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

①対象事業者数

②申告事業者数

③申告額及び決定額

申告率（申告事業者数/対象事業者数）

法人から適切な申告納付を受け、市政に必要な
自主財源を確保することを目的としているため、
申告率を指標とする。未申告法人をなくすことを
目標とした。

指標名 目標設定の考え方・根拠

A
100 95

100 95

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 4,372千円 4,255千円

地方税法・所沢市税条例 4,504千円 4,440千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

適正な課税を行い、自主財源を確保する。未申
告法人には申告納付を促し、税の公平性を維
持する。

1.27 人
非常勤
特別職

0.00 人

H29その他職員
従事割合

H29正規職員
人件費

100

法人による申告の遅れや、法人の所在不明が未
達成の主な要因と考えられる。法人番号公表サ
イトや登記情報等の活用により調査しているが、
なお、未届けの法人や実態が確認できない法人
が存在する。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

10,890千円 臨時職員 0.00 人
①8,118件

②7,723件

③3,131百万円

H29年度目標 H29実績

情報収集に努め、今後も積極的に未申告
法人に申告を促していく。期間 1.09 人

非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

S28年度～ 9,249千円 臨時職員 0.00 人

無 無

無 無
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事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

経費

投入コスト
会
計

有害
な
もの

有益
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民税課長　肥沼 位昌

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民税課長　肥沼 位昌

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民税課長　肥沼 位昌

項目名

■ □ □

実績

評価者

収税担当参事　関口　裕教

市民
税課

市民
税課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額

事業所税課税事務

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

適切に申告を受け付け、課税を
行っている。

H29年度に改善した点

特になし

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

①申告書送付件数

②申告事業者数

③申告額及び決定額

申告率（申告事業者数/申告書送付件数）

事業所から適切な申告納付を受け、市政に必要
な自主財源を確保することを目的としているた
め、申告率を指標とする。例年、ほぼ目標は達成
できているため、引き続き目標値を維持できるよ
う努める。

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ
100 100

100 100

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 328千円 414千円

地方税法・所沢市税条例 344千円 312千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

適正な課税を行い、自主財源を確保する。未申
告事業所（未申告法人）には申告納付を促し、
税の公平性を維持する。

0.28 人
非常勤
特別職

0.00 人

H29その他職員
従事割合

H29正規職員
人件費

100

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

2,401千円 臨時職員 0.00 人
①320件

②320件

③767百万円

H29年度目標 H29実績

今後も目標値の達成を維持できるよう、適
切に事務を進めていく。期間 0.31 人

非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H3年度～ 2,630千円 臨時職員 0.00 人

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額

たばこ税対策協議会
補助金

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

Ａ

たばこ税対策協議会は、未成年者
喫煙防止キャンペーン（組合のほ
か市内の高校5校、所沢警察署、
酒販組合、市役所も参加）、市内
４ヶ所の駅周辺の清掃活動、店舗
コンクールなどに熱心に取り組ん
でいる。

H29年度に改善した点

事務の効率化を図り、事務担当職員の負
担を軽減した。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

今後もたばこ売渡本数は減少していくも
のと予想されるが、税収確保のためには
市内でのたばこ購入の割合を維持するよ
うな啓発活動の工夫等が課題である。

H30年度目標

H29実績

所沢市たばこ税対策協議会運営補助金交付基準・所沢
市補助金交付規則

350千円 189千円

事業の目的及び具体的な内容

市税収入の確保を図ることが本事業の目標と
なっているため、収入割合（前年度比較）を指標
とする。収入割合は減少傾向にあるものの、前
年度より減少を少なくとどめることを目標値とし
た。

指標名 目標設定の考え方・根拠

H29正規職員
人件費

99 97

H29その他職員
従事割合

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 350千円 200千円

0.05 人
非常勤
特別職

0.00 人

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

①市たばこ税予算額

②市たばこ税収入済額

③売渡本数

市たばこ税収入決算額の前年度と比較した割合

臨時職員 0.00 人
①1,915,115千円

②1,873,897千円

③360,953千本

H29年度目標

99 94

期間 0.03 人
非常勤
特別職

0.00 人

H28その他職員
従事割合

S49年度～ 255千円 臨時職員 0.00 人

36千円

市民
税課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

96

指標名

法定受託事務 法定受託＋附加 36千円

H29年度に改善した点

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

６月に開催された校長研修会において、
中学生の税の作文についてPRを行った。

H28年度目標 H28実績

たばこ（喫煙）に対する理解を得るためにの環
境設備や啓発活動の支援を通じ、市内におけ
るたばこ購入の促進による市税収入の確保。

健康志向の高まりや増税による価格の上昇など
から、たばこの売渡本数が減少したため。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

429千円

目標設定の考え方・根拠

B

53

H28決算額

租税教育推進協議会
事務

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

自治事務
①作文の応募校数

②作文の応募件数

③租税教室等実施件数

租税教育実施箇所数
（税の作文応募校数+租税教室実施校数）

臨時職員 0.00 人

近年、主権者教育が推奨され、租
税教育もその中核を担うものとして
重要性が高まっている。
市内小・中学校では租税教育が充
実しつつあるが、学校により取り組
みに差がある。また、高校において
は中々進んでいない現状にある。
小・中・高の学校側とより一層の連
携の強化が必要である。

44

H29目標値が未達成の理由・分析

36

租税に関して理解を促す機会を広く提供するた
め、市内小中学校・高校の総数である53校とし
た。

租税に関して広く理解を促すため、税務機関及
び教育機関が連携し、児童・生徒及び一般社
会人を対象とした租税教育の推進を目的として
いる。
具体的には、市内の中学校・高等学校に通学
する生徒に対し、税に関する作文を募集し、優
秀作品を表彰するほか、市内の小・中学校等で
租税教室等を開催している。

非常勤
特別職

0.00 人

28千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

1,629千円

0.19 人

所沢市租税教育推進協議会会則 28千円

今後はどのように税の作文等を中学校に
定着させていくかが課題となる。今後更な
る税の作文等の充実を図るため、学校の
授業カリキュラム等を踏まえ、作文募集前
の租税教室実施の推進や最適な募集時
期等を探っていく。

税の作文の応募校数、租税教室等件数ともに昨
年度と比べ増加したが、高校においてはどちらも
横ばいの状況にある。
目標の達成には高校の協力が不可欠であるた
め、租税教育の有用性について学校関係者の理
解を得られるよう事業を進めていく必要がある。

53

H29その他職員
従事割合

53
H29正規職員
人件費

①16校

②1,730点

③28校

H29年度目標 H29実績

0.00 人

H28決算額 指標名

期間 0.20 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

Ｓ62年度～ 1,697千円 臨時職員

収税
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
・
特
別

H28予算現額

収納率向上対策事業
(自動音声電話催告シ
ステム事業）

根拠法令 H29予算現額

0千円

目標設定の考え方・根拠

A

総計（現年＋滞繰）の収納率では、
国民健康保険税が目標に達するこ
とができなかったが、現年について
は、市税がプラス0.43ポイント、国
民健康保険税がプラス3.49ポイント
と、ともに前年度を上まわる収納率
となった。事業目的とする新規滞納
発生の抑制という点において、一
定の効果があったものと考えてい
る。

H29年度に改善した点

当該事業は、収納率向上を目的とする事業であ
る。このため、収納率を指標とし、目標値として
は、前年より増やすことを目標としたい。

自動音声電話催告システムによる架電催
告を行うことにより、職員や納税推進員に
よる架電よりも多くの催告を行うことがで
き、業務を効率化することできめ細やかな
滞納整理を行うことが可能となった。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

収納率が前年度を上回っていることより、
一定の効果があったものと考えているが、
今後についても、発信件数を増やす、外
国語での発信準備を進めるなどして、さら
に新規滞納発生の抑制を推進していく。

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

①自動音声電話催告システム
による発信件数

②受電件数

収納率（市税・国民健康保険税）
※収納率（現年＋滞繰）＝収入済額／調定済額

H29決算額（見込み）

地方税法、国税徴収法、国民健康保険法、所沢市
税条例、所沢市国民健康保険税条例

5,788千円 3,459千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

（目的）市税等の新規滞納発生の抑制と、少額滞納繰越
案件の早期完納。
（具体的な内容）
①対象者情報リストを作成
②自動音声で予め登録した内容を架電催告
③未納の市税について案内、納付書再発行の希望確認
④翌日にデータを回収し、催告内容の了否、納付書の有
無などを税系システムに反映

0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人
市税92.30%
国民健康保険税57.40%

市税92.69%
国民健康保険税56.66%

目標達成済

臨時職員 0.00 人

①17,723件

②5,530件

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

市税93.60%
国民健康保険税60.90%

市税93.93%
国民健康保険税60.80%

市税94.50%
国民健康保険税63.0%

期間 1.40 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

Ｈ29年度 11,879千円 臨時職員 0.00 人

無 無

無 無

無 無

無 無
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事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

経費

投入コスト
会
計

有害
な
もの

有益
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

財政課長　新井　猛

財政
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

財政情報公開事業

根拠法令 H29予算現額

事業の目的及び具体的な内容

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

H29決算額（見込み）

地方自治法　所沢市自治基本条例　所沢市財政事
情の作成及び公表に関する条例

554千円 548千円

H29年度に改善した点

①ホームページで公開するコン
テンツの件数

②

③

ホームページアクセス件数

市民にとって有益で関心の持てる情報を公開で
きているかを測るためホームページアクセス件数
を指標とする。
見やすく分かりやすい情報発信に努め、件数の
向上を目指したい。

中学生を対象とした財政情報誌を新たに
作成するなど、親しみやすい情報の発信
に向けて新たな試みに取り組んだ。

目標値達成

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H29年度目標 H29実績
より多くの市民に財政情報への関心を
持ってもらえるよう、分かりやすさや親し
みやすさの向上に向けて工夫を図るとと
もに、正確でタイムリーな情報発信につい
ても、引き続き努めていきたい。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 22千円 20千円

Ｓ

ホームページのアクセス件数が前
年度比で約１万件増えるなど、財
政情報に関する市民ニーズの高ま
りを感じる。
今後も市民が知りたいと望む情報
を分かりやすく提供していけるよう
工夫に努めたい。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

①予算・決算の告示、ＨＰ等での予算概要の公表
②「所沢市の財政事情（年２回）」の公表
③財務諸表（貸借対照表・行政コスト計算書・純資
産変動計算書・資金収支計算書）の公表
④財政のポイントをまとめた「財政のツボ」の公表
⑤財政広報紙「所沢市財政トークス」発行
⑥市の仕事報告会等での財政情報の説明

0.44 人
非常勤
特別職

0.00 人 50,000件 46,899件

3,773千円 臨時職員 0.00 人
①54件

②

③

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

50,000件 56,399件

57,000件

期間 0.45 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

～ 3,818千円 臨時職員 0.00 人

無 無



項目名

■ □ □

実績

評価者

広報担当参事　轟　俊哉

項目名

■ □ □

実績

評価者

広報担当参事　轟　俊哉

項目名

■ □ □

実績

評価者

広報担当参事　轟　俊哉

項目名

■ □ □

実績

評価者

広報担当参事　轟　俊哉
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事務事業名称

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

広報
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

根拠法令 H29予算現額

所沢市広報規則 32,690千円

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

広報紙は、市政情報の入手媒体の
基幹的な役割を担う必要があるこ
とから、より多くの情報を正確に伝
えるという広報紙の性質を維持し
つつ、アンケｰト調査などを通じて
様々なご意見を伺いながら、満足
度の低い世代を取り込む企画や紙
面構成を工夫・検討し、情報発信
力を高めていきたい。

62

30,535千円 ①広報紙作成部数

②広報紙配布部数

③デジタルブックの総アクセス
件数

60

H29年度に改善した点

H29決算額（見込み）

28,815千円

投稿やアンケート機能を通して寄せられる読
者のご意見を参考としながら、より市民が参加
しやすく、わかりやすい情報発信に努めるとと
もに、引き続き、記事の正確性を高める。ま
た、他自治体の先進事例を紙面構成の参考と
し、紙面の充実に努め、閲読率・満足度を向上
させていく。

市民意識調査「市の情報発信に対する満足度」
市の広報媒体から必要な情報が得られていると
「感じる」と答えた人の割合

広報紙に特化した設問ではないものの、市の情
報を得る主要な手段である広報紙への満足度を
測る一定の指標といえる。「どちらともいえない」
層からの取り込みを図り、前年度実績からの増
加を目指す。

埼玉県西部地域まちづくり協議会の構成
4市（所沢市・飯能市・狭山市・入間市）に
日高市を加えた5市の広報紙において、
各市の事業やイベントを相互に周知する
記事交換を新たに開始し、近隣市からの
観光客の呼び込みや、「各市のファン」の
増加を図った。H28年度目標

61.2

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H30年度目標

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 33,979千円

広報紙発行事業
事業の具体的な内容及び目的

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

市政情報等を的確かつ適切な時期に市民等にわか
りやすくお知らせするため、毎月１回１日に広報紙を
発行している。特集や連載コーナーなども企画し、
積極的に読者に役立つ情報の発信に努めている。
配布は、委託により市内全世帯・事業所に戸別配布
している。
・タブロイド判16ページ・年12回発行
併せて、視覚障害者用広報を発行

2.79 人
非常勤
特別職

0.00 人

23,924千円 臨時職員 0.00 人
①2,016,630部

②1,971,611部

③9,351件

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

62.7

64

期間

1.25 人

10,719千円

非常勤
特別職

0.00 人

0.00 人

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

期間 2.55 人
非常勤
特別職

0.00 人

H29年度に改善した点

H29決算額（見込み）

昭和　　27年～ 21,637千円 臨時職員 0.00 人

H29年度目標 H29実績

事業の種別

一
般

H28予算現額

H28正規職員
人件費

H29予算現額

6,465千円

行政サービスの向上を目的として、迅速に市政情報
を提供できるホームページを積極的に活用し、本市
の情報や魅力を市内外に発信する。ホームページ
の運用に当たっては、担当課が直接コンテンツを作
成・公開できるシステムを導入し、事務の迅速化・効
率化・簡易化を図る。
また、トップページ画面等に有料（バナー）広告を掲
載し、自主財源の確保を図る。

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

積極的な市政情報の提供はもとよ
り、誰もが「使いやすい」「分かりや
すい」「役に立つ」ホームページを
目指し、コンテンツ評価機能やほっ
とメールのアンケート機能を活用
し、利用者のご意見を踏まえ、参考
としながら、引き続き、システムが
持つ機能を最大限に生かし運用を
図っていく。

H28その他職員
従事割合

H28年度目標

75

臨時職員

H28実績

①25,139,662件

②21,056件

③

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 6,451千円 6,438千円
①総アクセス件数

②公開コンテンツ数

③

ホームページのコンテンツ評価機能において、
ペｰジ内容が「役に立った」「みつけやすかった」
と答えた人の割合

利用者が情報を探す際、欲しい情報に容易にた
どり着き、その情報が満足するものであるかが重
要であるため、システムの評価機能を生かして、
現状を把握し、改善を図る必要がある。

前年度に引き続き、作成・公開用システム
（ＣＭＳ）について、全所属を対象とした操
作研修を２回実施し、職員のコンテンツ作
成や操作スキルの向上を図った。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

コンテンツ評価結果の共有や職員操作研修、
職員向け庁内メールマガジン、「よくある質問」
の内容の充実、また、コンテンツ数の適正管理
による検索機能の改善を図ることにより、利用
者が必要な情報に容易にたどり着けるホーム
ページを目指す。

H29目標値が未達成の理由・分析

68

市民等から寄せられるコンテンツに対するご意見
を全庁で共有し、コンテンツ作成の参考としてい
るが、まだその情報が全職員に浸透していないこ
とが原因と考えられる。

75 71

1.25 人 H30年度目標

75

非常勤
特別職

広報
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

広報
課

実施計画ランク

ホームページ運用事
業

根拠法令

6,398千円

事業の具体的な内容及び目的

0.00 人

所沢市広報規則

H29決算額（見込み）

所沢市広報規則

平成　　8年～ 10,606千円 臨時職員 0.00 人

H28予算現額 H28決算額 指標名

メール配信事業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

根拠法令 H29予算現額

868千円 856千円

事業の具体的な内容及び目的
H28正規職員
人件費

成果指標の目標値には届かなかっ
たものの、前年度から3,000人以上
の利用登録者数の増加を図ること
ができた。
登録者数は、東日本大震災後に大
幅に増加したことから、とりわけ災
害時の情報発信手段としては、大
変有意義なものと考える。今後もさ
らなる登録者数の増加を目指して
いく。

H29年度に改善した点

さらなる利用登録者数の増加に向けて周知活動
を強化する。これまでの登録者数の増加実績を
踏まえ、年間2,000人の増加を目指すものであ
る。

高温注意情報に関するカテゴリを新たに
設け、光化学スモッグ情報にＰＭ2.5の情
報を追加するなど、配信情報の充実を
図った。また、災害時に、市職員がスマホ
等で撮影した被災現場の写真を報告する
などの機能を追加した。

ほっとメールの利用促進をＰＲする広報ＣＡＴＶ番
組の制作・放映や、イベントでのチラシ配布等の
取組みを進めたが、さらなる周知方法の拡大を
図る必要がある。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

広報紙、市ホームページ、チラシ等を活用
した周知活動を強化し、さらなる利用登録
者数の増加を目指すとともに、利用者が
必要とする情報の質と件数の向上を図
る。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 887千円 887千円
①配信件数

②

③

利用登録者数（登録メールアドレス件数）

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

メール配信システム（ASPサービス）を利用し、利用
登録者が必要とする市政情報（１９カテゴリ）を選択
し容易に取得できるもので、カテゴリごとに随時メー
ル配信を行う。
・平成24年7月からツイッターとの自動連携を開始
し、同内容を配信。
・市ホームページにおいて、配信内容を確認するこ
とができる。

0.34 人
非常勤
特別職

0.00 人 13,000 14,976

2,916千円 臨時職員 0.00 人
①1,654件

②

③

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

19,000 18,658

21,000

期間 0.34 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

平成　20年～ 2,885千円 臨時職員 0.00 人

広報
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

広報ＣAＴＶ番組制作・
放映事業

根拠法令 H29予算現額

目標設定の考え方・根拠

Ａ

H29決算額（見込み）

所沢市広報規則 454千円 454千円

成果指標の目標値を毎年達成して
おり、一定の成果を挙げられてい
ると考えるが、インターネットが普
及し、SNSなどの新たな情報伝達
手段が発達したこと、ケーブルテレ
ビならではの視聴率を出せないと
いった費用対効果のあいまいさも
あることから、市民等へ広く市政情
報を映像により発信することについ
て、実施方法やその効果等を検証
しつつ、引き続き、改善・効率化を
図りたい。

H29年度に改善した点

①制作本数

②放送回数

③

視聴世帯数
J:COMさいたま所沢局において視聴率が抽出で
きないため、ケーブルテレビ視聴可能世帯数×
5％で世帯数を算出する。

前年度に引き続き、所管課への制作ＤＶＤ
の貸し出しや市ホームページ及び動画投
稿サイト（YouTube）に掲載するなど、二次
利用による活用を行い、J:COMを視聴で
きない世帯への視聴の機会を拡大した。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H29年度目標 H29実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 681千円 681千円

H28決算額 指標名

事業の具体的な内容及び目的
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

5,103

2,830千円 臨時職員 0.00 人
①2

②365

③

市政情報を映像によりわかりやすく発信
することについて、県立芸術総合高校や
秋草学園短期大学との連携による動画作
成や、動画投稿サイト（YouTube）の活用
拡大などを検討する。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

5,150 5,191

期間 0.30 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

平成　　6年～ 2,546千円 臨時職員 0.00 人 5,200

身近なメディアであるテレビを利用することで、市政
情報をよりわかりやすく紹介し、市民等に広く情報提
供するもの。具体的にはJ:COMさいたま所沢局で放
映する5分間番組「広報ところざわ・テレビ情報館」の
制作と放送を行うもの。
・毎日１回放送
・放送開始時間は午後８時２５分

0.33 人
非常勤
特別職

0.00 人 5,100

有害
な
もの

有益
な
もの

有 無

有 無

有 無

有 無
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事務事業名称

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

有害
な
もの

有益
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談課長　渕江　弘行

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談課長　渕江　弘行

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談課長　渕江　弘行

項目名

■ □ □

実績

評価者

　議会事務局参事　梅﨑恭子

市民
相談
課

実施計画ランク

一
般

H28予算現額

期間

H13年度～

H28決算額 目標設定の考え方・根拠

Ａ

公開された会議の割合は安定して
推移していることから、会議を原
則、公開として市政運営や施策形
成における透明性を高めるという
目的は推進できている。

H29年度に改善した点

公開された会議の割合（公開された会議の件数
／開催された会議の件数×100）

公開された会議の割合が増えることで、市政運
営や施策形成における透明性が高まると考え
る。

速やかに会議公開情報の提供ができるよ
う会議開催のお知らせの公表時期などに
ついて職員研修を通じて周知した。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 70千円 70千円
①開催された会議の件数

②公開された会議の件数数

③傍聴者のいた会議の件数

指標名

会議の公開制度推進
事業

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市情報公開条例、所沢市の会議の公開に関す
る指針、所沢市会議録作成要領

39千円 39千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

市政において重要な役割を果たしている各種の審議会等
の会議を原則として公開することにより、市政運営や施策
形成における透明性を高めることを目的とする。
内容としては、会議開催前に開催のお知らせを公表し、会
議開催後は、会議開催結果、配布資料、会議録を市政情
報センターに配架し、閲覧に供している。（会議録は市
ホームページで公開している。）

0.59 人
非常勤
特別職

0.00 人 20%

5,176千円 臨時職員 0.00 人

18%

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

20%

20%

目標達成済み20%

0.00 人 H30年度目標

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

5,059千円 臨時職員 0.25 人
①597件

②122件

③39件

H29年度目標 H29実績

多くの市民が市政に関心をもってもらえる
よう会議開催情報等をわかりやすく伝え
ていくことが課題である。このため、引き
続き周知方法について工夫していく。

0.61 人
非常勤
特別職

市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

市政情報センター運
営事業

根拠法令 H29予算現額

5,402千円

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

有償頒布数は都市計画図等の図
面を頒布だけでなく、コピー対応を
案内したことから、目標値には達し
なかったものの、市が保有する情
報を市民が迅速かつ容易に得られ
るようにする目的は推進できてい
る。

H29年度に改善した点

市の保有情報を積極的に提供する事が当該事
業の目的となっているため「行政資料利用数」を
指標とする。実績値を前年より少しでも増やすこ
とを目標とした。

市政情報センター窓口と閲覧スペースに
備え付けてある都市計画図の索引図を見
やすいように変更した。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

引き続き、市民が市政に関するわかりや
すい情報を迅速かつ容易に得られるよう
に、市政情報センターでの情報提供方法
について工夫していく。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 566千円 522千円

①行政資料利用数

②刊行物販売額

市政情報センターの行政資料利用数（有償頒布
数＋資料貸出数）

H29決算額（見込み）

所沢市情報公開の総合的推進に関する要綱、所沢
市市政情報センター複写実費徴収金等取扱要綱

469千円 451千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

市民が市政に関する正確でわかりやすい情報を迅
速かつ容易に得られるようにすることを目的とする。
内容としては、各課で作成又は取得した行政資料を
市政情報センターで配架し、閲覧、貸出、有償頒布
するほか、提供された情報について一覧表を作成
し、窓口や市ホームページで公表している。

0.63 人
非常勤
特別職

0.00 人 1,400件 1,127件

行政資料利用数の５割程度を占める都市計画図
等の図面については、頒布だけでなくコピー対応
を案内していることもあり、頒布数の減少傾向が
続いているため、目標値には未達成となった。

臨時職員 0.25 人

①1,068件

②540,540円

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

1,400件 1,068件

1,200件

期間 0.56 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

Ｈ７年度～ 4,752千円 臨時職員 0.00 人

市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

620千円

S63年度～ 10,606千円

H28決算額 指標名

情報公開制度推進事
業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

情報公開請求が年間140件前後で
推移しているなか、平成29年度に
おいては不服申立が1件あった。こ
のため、成果指標での目標値には
達しなかったものの、追加公開を
行うことで請求に応じることができ
た。また、市民からの要望の多い
文書について情報提供に切替える
など、積極的に情報公開を推進し
ている。

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市情報公開条例、所沢市情報公開条例施行規
則、所沢市情報公開の総合的推進に関する要綱

H29年度に改善した点

情報公開請求に対して適正な対応や丁寧な説明
を行うことで、不服申立てが生じる可能性は低く
なると考えられることから、指標とした。

公開する文書の特定が不十分として不服申立て
が1件あったため目標値には未達成となった。

情報公開制度を適正に運営するために
は、引続き職員の啓発に取り組む必要が
ある。

市民からの要望の多い文書について、情
報提供に切替え、速やかな情報公開を
行った。
公開請求受付の際に所管課へ情報提供
への切替えの可否を確認し、情報提供に
ついて職員への意識づけを図った。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 667千円 243千円
①請求件数（請求数＋申出数）

②対象公文書数

③公開文書数

公開請求に対する不服申し立て率（％）
（不服申立て件数/請求件数（申出は含まない）
×100

190千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

0% 0%

10,462千円 臨時職員 0.25 人
①142

②629

③599

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

臨時職員 0.00 人

0% 1%

0%

期間 1.25 人
非常勤
特別職

根拠法令 H29予算現額

事業の目的及び具体的な内容

非常勤
特別職

0.00 人

0.00 人 H30年度目標

行政の透明化及び市民参加促進により公正・民主的に市
政を推進することを目的とする。
内容としては，所沢市情報公開条例に定める公文書公開
請求に基づき市の保有する公文書を公開する。
また公文書の公開のほか、市政に関する正確で分かりや
すい情報を市民が迅速かつ容易に得られるよう、情報公
開の総合的な推進及び積極的な情報の提供に努める。

1.22 人

所沢市議会基本条例 17,934千円 17,318千円

議会
事務
局

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

「市議会だより」作成
事業（音声・点字版含
む）

前年度実績の約５％増
表紙及び裏表紙については、平成28年2
月発行号から、所沢市にゆかりがあり、各
方面で活躍されている方のインタビュー記
事等を掲載しているが、平成29年度も同
様の取り組みを継続して行った。

目標達成済み

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H28決算額 指標名

H29決算額（見込み）

20,118

より多くの方に読んでいただけるよう、現在
行っている新聞折り込みによる配布方法を見
直し、ポスティングを導入し全戸配布を行いた
い。また平成29年度からページ数が増となっ
たため、より内容の充実した市議会だよりとな
るよう、効果的な紙面構成に取り組んでいく。

26,091

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 16,867千円 16,361千円

目標設定の考え方・根拠

Ａ

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

議会の活動を多くの市民に対してわかりやすくお知
らせするため、年４回の定例会後に発行する議会広
報紙である。新聞折込による配布や公共施設、所沢
駅構内パンフレットラック、医師会に加入している市
内医療機関への配架を行うとともに、市議会ＨＰで
のＰＤＦ版公開、アプリ「マチイロ」への掲載等も行っ
ている。また音声版・点字版も作成している。

0.70 人
非常勤
特別職

0.00 人 19,602

6,003千円 臨時職員 0.40 人
①517,600部

②61部

③119部

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

21,123 24,849

前年度に引き続き読みやすい市議
会だよりを目指し作成を行ってお
り、設定した目標も達成している。

H29年度に改善した点

①作成部数

②音声版の作成部数

③点字版の作成部数

ＨＰに掲載している市議会だよりＰＤＦ版へのア
クセス件数

期間 0.75 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

Ｓ４５年度～ 6,364千円 臨時職員 0.40 人

無 無

有 無

無 無

有 無
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事務事業名称

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

有害
な
もの

有益
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

　議会事務局参事　梅﨑恭子

項目名

■ □ □

実績

評価者

　議会事務局参事　梅﨑恭子

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画課長　　市川　勝也

項目名

■ □ □

実績

評価者

秘書担当理事　粕谷　信由

議会
事務
局

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

H２０年度～

H28決算額 指標名

H29決算額（見込み）

1,996千円

H28年度目標

0

目標達成済み0

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

根拠法令 H29予算現額

所沢市議会基本条例 1,997千円

H28正規職員
人件費

目標設定の考え方・根拠

Ａ

概ね安定的な配信ができていた。
また録画中継においては、市民に
わかりやすい画面表示に取り組ん
だ。

H29年度に改善した点

引き続き安定的な配信に努めるとともに、
配信画質の調整や録画中継の配信まで
の期間の短縮に取り組んでいく。

中継映像に障害が起こった件数
より安定した配信を継続して行うことに重点を置
き、中継映像に障害が起こった件数を目標とす
る。 特になし

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,002千円 2,002千円

①ライブ中継のアクセス件数

②録画中継のアクセス件数

市議会インターネット
中継事業

事業の目的及び具体的な内容
H28その他職員
従事割合

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

情報技術の発達を踏まえた、多様な手段による議
会の情報公開の一つで、本会議の映像について、イ
ンターネット中継によるライブ中継及び録画中継を
行っている。これにより、都合により傍聴に来られな
い場合であっても、インターネット環境があれば本会
議の映像を視聴することができる。

0.12 人
非常勤
特別職

0.00 人 0

1,029千円 臨時職員 0.05 人

①6,062

②6,257

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

0

0

H30年度目標

1,018千円 臨時職員 0.10 人

H29予算現額

地方自治法、所沢市議会会議規則 7,142千円

期間 0.12 人
非常勤
特別職

0.00 人

H29年度目標 H29実績

H28決算額 指標名

①　作成対象会議日数

②　作成対象会議時間数

本会議終了時から会議録公開までに要する日
数

57

①　５０日

②　１６８時間３０分

議会
事務
局

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

会議録作成事業

根拠法令

7,703千円

事業の目的及び具体的な内容

目標設定の考え方・根拠

Ａ

委託により会議録作成に要する期
間の短縮や職員の負担の軽減を
図ることができた。

H29年度に改善した点

H29決算額（見込み）

H28実績

本会議終了時から会議録公開までに要する延べ
日数を定例会と臨時会の日数で割る 委託業務に係る反訳作業の改善、効率化

を図った。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

引き続き、委託の趣旨を踏まえ、職員の
校正時間及び会議録作成期間等の作業
の効率化を図りたい。

H29目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 7,979千円 7,622千円

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標

議会の会議内容を知る手段として記録・文書化し会
議録（冊子）として市民に公開することを目的にして
いる。作成にあたっては委託により、専門業者が会
議録録音音声データを反訳し、原稿を作成し、職員
が反訳原稿の校正をした後、会議録が印刷納品さ
れる。本会議会議録原本は議会事務局で永年保存
し、図書館、市政情報センター等で閲覧、インター
ネット上でも会議録を公開する。

1.30 人
非常勤
特別職

57

11,148千円 臨時職員

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

57 56

57

期間 1.30 人
非常勤
特別職

H30年度目標

経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

H28正規職員
人件費

第5次所沢市総合計画・基本構想に掲げたまちづく
りの目標を実現するために、計画期間における主要
な事業を決定し、実施計画を策定する。
あわせて当該事業の進捗管理を行うため、市民意
識調査や人口推計を実施する。

1.11 人

H29正規職員
人件費

H28決算額 指標名

総合計画実施計画策
定・管理事業

H28その他職員
従事割合

H28年度目標

S２５年度～ 11,031千円 臨時職員

事業の目的及び具体的な内容

S56年度～

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

自治基本条例、所沢市総合計画の実施計画の策定に関する要綱 2,117千円 1,925千円

目標指標の達成率は、前年度と比
較するとやや下がってしまったが、
市民意識調査の結果では、定住意
向が過去最高となり、愛着度につ
いても昨年度を上回っている。また
人口についても転入者が転出者を
上回る社会増の状態であり、各事
業の取り組みの成果は出ているも
のと考えられる。

H29年度に改善した点

総合計画基本計画の「総合的に取り組む重点課
題」と「まちづくりの目標」に掲げる目標指標がど
の程度達成されているかを測る指標とする。

市民意識調査の自由意見から、キーワー
ド分析を行い、全庁に共有した。
実施計画書に、新たに「所沢トピックス」を
掲載し、単に事業の掲載をするだけでな
く、市の動きも分かるものとなった。

総合計画基本計画に掲げた目標指標は全部で
113ある。100%以上の達成率の指標もあるが、指
標に関連する事業の進捗に差があるためと考え
られる。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

財政状況が厳しい状況のなかで、目標を
達成するための事業選定は、より厳しい
ものとなっている。説明会等を通じ、既存
事業の見直しの必要性について引き続き
説明していく。

目標設定の考え方・根拠

Ａ

－ 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,106千円 1,780千円 ①最優先事業数

②実施計画に位置づけた事業
数

③市民意識調査回収率

第5次所沢市総合計画に掲げた目標指標の達
成率

H28実績

非常勤
特別職

0.00 人 100 94.5

9,518千円 臨時職員 0.00 人
①129事業

②655事業

③43.9％

H29年度目標 H29実績

H29その他職員
従事割合

100 92.2

100

期間 1.27 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

10,776千円 臨時職員 0.25 人

秘書
室

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

所沢市表彰事業

目標設定の考え方・根拠

B

目標値には、達していないものの、
感謝状贈呈と同時開催したため、
おめでたい席にふさわしい程度
に、にぎやかさ、華やかさを保つこ
とができた。
　引き続き、政策会議等で行事開
催の周知を図るとともに、スムーズ
な進行に努め、出席者に負担をか
けることなく喜んでいただける式典
にしていく。

H29年度に改善した点

①被表彰者数

②表彰式出席者数

③

表彰式出席率
（表彰式出席者数÷被表彰者×100）

感謝の意を表す行事であるため、多くの方の出
席が望ましい。

　昨年度に引き続き、退職自治会・町内会長
感謝状贈呈式と同時開催として、昨年度以上
に地域づくり推進課との連携を進めて、スムー
ズに設営準備等、行うことができた。
　昨年度の集合写真の場所から位置を変更
し、明るい仕上がりになるようにした。

H28年度目標 H28実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,294千円 1,014千円

H28決算額 指標名

H29決算額（見込み）

所沢市表彰規則 1,070千円 864千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

根拠法令 H29予算現額

H29目標値が未達成の理由・分析

政治、経済、福祉、文化、スポーツ等、様々な分野
で市勢の振興に寄与する市民活動を促進するた
め、活動の顕著であった方々を表彰する。

0.50 人
非常勤
特別職

75 66

現役世代の受賞者に配慮して、29年度も週末開
催としたが、地域の文化祭等の行事が重なり、出
席できない状況が生じたものと思われる。

75 56

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

4,288千円 臨時職員
①60（人・団体）

②34（人・団体）

③

H29年度目標 H29実績

　他行事の開催を確認して、調整可能な
ものは調整を図っていく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

期間 0.50 人
非常勤
特別職

H30年度目標

S45年度～ 4,243千円 臨時職員 75

有 無

有 無

無 無

無 無
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事務事業名称

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

有害
な
もの

有益
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画課長　　市川　勝也

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談課長　渕江　弘行

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談課長　渕江　弘行

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談課長　渕江　弘行

無 無

無 無

有 無

経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額

所沢市自治基本条例
推進事業

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標は概ね達成できたが、よ
り多くの方に知っていただけるよ
う、引き続き、全庁での取組を進め
ていく。

H29年度に改善した点

市民参加のしくみ認知度

毎年度実施している「所沢市市民意識調査」にお
いて、市民参加のしくみを知っている（「知ってい
るものはない」以外と回答した）市民の割合を向
上させることを目標とする。

自治基本条例推進委員会において、条例
の運用状況や、市が行っている事業等を
報告するため、よりわかりやすい資料を
心がけて作成した。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 337千円 244千円
①パブリックコメントの実施件数
（全庁）

②自治基本条例推進委員会の
開催回数

指標名

H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市自治基本条例、市民参加を進めるための条例 359千円 189千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

市民等・市議会・市が課題を共有し、連携・協力しな
がら市民自治によるまちづくりを推進していくことを
目的とする。
具体的な取り組み内容としては、所沢市自治基本条
例推進委員会を設置し、条例の適切な運用を図り、
市民参加や情報公開の在り方について検討を行う。

0.65 人
非常勤
特別職

0.00 人 56% 60.8%

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

57.7%

56%

目標に対する実績は約96%の結果となり、市民参
加のしくみの認知度も成果が出ているものと思わ
れる。しかし、市政に関心のない市民に向け、関
心を持ってもらうための工夫や、市民参加に関す
るわかりやすい情報提供が必要であると考えら
れる。

56%

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

5,574千円 臨時職員 0.00 人

①15件

②2回

H29年度目標 H29実績

市民参加をより促進していくため、方法等
を検討していく。期間 0.70 人

非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H18年度～ 5,940千円 臨時職員 0.00 人

市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

市民相談事業

根拠法令 H29予算現額

16,293千円

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

目標は未達成であったが、直近５
年間の相談談件数は3,700件台で
推移してきたなか、平成29年度は
前年度比で193件（5.3％）増となっ
た。相談件数全体の約半数を占め
る「一般相談」が36件（1.7％）と微
増した一方で、予約制のためキャ
ンセルとなるケースも多い「法律相
談」が160件（15.2％）と急増するな
ど相談内容に応じた相談区分への
案内が適切に行えた。

H29年度に改善した点

市民からの相談の状況を把握するため、各種相
談による年間相談件数を指標とする。

利用率の低い専門相談（司法書士）及び
外国人生活相談（中国語）の第５週目の
開催を廃止し、需要に応じた相談体制の
適正化を図った。
また、市民向けのパンフレットを刷新し、よ
り分かり易い周知に努めた。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

平日来庁することが困難な市民が利用し
易い相談体制を整えるため、弁護士相談
の休日開催の増設を検討していく。

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 19,624千円 19,286千円
①1日当たりの相談件数
②1件当たりのコスト（相談員報
酬＋報償）
③弁護士1人当たりの休日特設
相談件数

年間相談件数H29決算額（見込み）

所沢市市民相談員設置規定、所沢市市民相談員の
勤務条件等に関する取扱要領

18,185千円 18,107千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

生活上生じる様々な問題について市民からの相談に対し
適切な助言等を行い、自主的な解決を促進して住民の福
祉向上に寄与することを目的とする。
面接方式による相談を以下（①～⑩）のとおり実施してい
る。なお、②⑤⑦の専門相談については、予約制としてい
る。
①一般相談②法律相談③人権相談④行政相談⑤税務相
談⑥外国人生活相談⑦司法書士相談⑧保険・年金相談
⑨行政書士相談⑩住宅増改築等相談

1.90 人
非常勤
特別職

41.00 人 4,000件 3,651件
市民からの問い合わせに対して、市民の求める
内容や方向性を良く聞くことで、所管部署に繫い
だり、市では実施していない電話相談を希望され
る場合や助言等の相談ではなく解決のために弁
護士等を委任したい場合には適切な外部機関を
紹介するなどして、相談以前での適切な案内に
努めたため。

臨時職員 0.00 人
①15件

②4,201円

③10件

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

4,000件 3,844件

4,000件

期間 1.90 人
非常勤
特別職

41.00 人 H30年度目標

平成４７～ 16,122千円 臨時職員 0.00 人

市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別 H28予算現額

市長が積極的に活動・事業を行っている様々な分野
の市民団体や事業所等を訪問し、各関係者との懇
談を通して意見や要望を聴いて市政に反映していく
とともに、その取り組みや成果等について広く市民
に知らせていく。

0.41 人

H29正規職員
人件費

平成25年度～

H28決算額 指標名

市長の”こんにちは訪
問”事業

目標設定の考え方・根拠

B

実施回数は１回と目標に達しな
かったが、実施した「すだち製作
所」では、通常１か所への訪問のと
ころ、野菜を栽培する農場と、別の
場所にある野菜の袋詰めを行う作
業所との２か所に訪問することがで
き、過去の実施で最も多い30人を
超える方々とお会いするなど内容
の充実が図れた。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

‐ 0千円

H29年度に改善した点

様々な活動や事業を検分するため、適切な訪問
数が必要となることから、実施回数を指標とす
る。

事業目的のひとつである訪問した事業所
等の広報で、本庁舎１階のエレベーター
前に特大のパネルを展示し、分かりやす
さを心掛けた。

市長の業務予定にも大きく左右され、訪問先の
スケジュール調整等の結果、実施回数が1回の
実施にとどまったもの。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

市長の業務予定を勘案しながら、より幅
の広いジャンルで事業者・団体等の情報
収集に努める。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円 ①実施回数

②広報媒体数（ホームページ・
広報紙・展示パネル）

③

市長の”こんにちは訪問”実施回数根拠法令

0千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

非常勤
特別職

0.00 人 4件 3件

3,516千円 臨時職員 0.00 人
①1回

②3件

③

H29年度目標 H29実績

H29その他職員
従事割合

4件 1件

4件

期間 0.43 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

個別広聴事業

根拠法令

重要 自治事務

H29年度に改善した点

①市長の手紙としての受理件数

②陳情書としての受理件数

③

回答に要する日数（回答にかかっった総日数÷
件数）

市民の意見・要望・提案に、迅速、丁寧、的確に
対応するため、回答を要する日数を指標とする。

市政への様々な提案及び多く寄せられた
代表的な意見について、取りまとめて掲
載し情報共有を図った。

3,649千円 臨時職員 0.00 人

指標名

H29予算現額

目標設定の考え方・根拠

Ａ

平成29年度では回答に要する日数
を短縮することはできなかったが、
「市長への手紙」の件数が323件で
前年度に比べ135件（71.8％）増と
大きく増えたなか、市長から回答す
るものと所管から速やかに対応や
回答を行った方が良い内容のもの
を適切に判断し、各所管への説明
を行って今まで以上に理解と協力
を得ながら事務処理が図れた。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

市民からの提案が広範囲にわたっていることや、
回答の作成には他部署や市長の業務の都合も
あることから、目標達成には至らなかった。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

法定受託事務 法定受託＋附加 138千円 87千円

H28決算額

H29決算額（見込み）

所沢市市政提案箱実施要領 126千円 73千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

多様化する市民の意見・要望・提案に迅速、的確に
対応するとともに市政運営に活かしていくことを目的
とする。
専用はがき及び封書等の郵便、FAX、電話、窓口で
の申出、電子メール等様々な方法で寄せられる市
長への手紙や陳情等による市民の意見・要望・提案
を受け対応する。

0.84 人
非常勤
特別職

0.00 人 14日 15.6日

7,127千円

7,203千円 臨時職員 0.00 人
①323件

②23件

③

H29年度目標 H29実績 寄せられた多様な意見の処理フローを整
理し、各所管により理解が得られやすい
ような仕組みづくりをするとともに、市ホー
ムページやイントラネット等を利用して、市
民・職員に向けた情報のフィードバックを
行っていく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

14日 18.5日

期間 0.84 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

昭和43年～ 臨時職員 0.00 人 14日

有 無



第８章　行財政運営　第３節　情報の共有と市民参加

事務事業名称

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

有害
な
もの

有益
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談課長　渕江　弘行

有 無

H28決算額

懇談会を開催する団体が固定化すること
なく、より広く意見等を聞く場としていくこと
が課題であるため、広報紙やホームペー
ジに掲載し周知を図る。

市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H29年度に改善した点

市政懇談会の開催回数
多様な意見や要望等を聞き、市民参加による開
かれたまちづくりを積極的に推進するため、開催
回数を指標とする。

市政懇談会を限られた時間内で充実した
ものとするため、事前調整を丁寧に行っ
た。

H28年度目標

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

①開催回数

②

③

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

多様な意見や要望等を取り入れる
有意義な機会として、今まで開催し
たことがない団体との懇談会を開
催するなど、関係する所管との調
整を図って、目標値より２回多い開
催をすることができた。

目標達成済5回

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

H29実績

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 37千円 13千円

市政懇談会開催事業

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市市政懇談会実施要領 24千円 17千円

事業の目的及び具体的な内容

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

0.00 人 5回 7回

4,158千円 臨時職員

4,202千円 臨時職員 0.00 人
①7回

②

③

H29年度目標

0.00 人 5回

7回

期間 0.49 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

昭和48年～

多様な意見や要望等を聞き、市民参加による開か
れたまちづくりを積極的に推進することを目的とす
る。
各種団体等から要請を受け、市の施策や事業に関
する意見、提案、要望等について意見交換を行う。

0.49 人
非常勤
特別職


